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はじめに 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 

 

本書は、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」の事後評価報告書であ

り、第３２回研究評価委員会において設置された「水素製造・輸送・貯蔵シス

テム等技術開発」（事後評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、

第３５回研究評価委員会（平成２５年３月２６日）に諮り、確定されたもので

ある。 

 

 

 

平成２５年３月 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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事後評価分科会委員名簿 

 

（平成２４年１１月現在） 

        氏名 所属、役職 

分科 

会長 亀山
かめやま

 秀雄
ひ で お

 東京農工大学大学院 工学府産業技術専攻 教授 

分科 

会長 

代理 
吉川
よしかわ

 邦夫
く に お

 
東京工業大学 大学院総合理工学研究科  

環境理工創造専攻 教授 

委員 

今村
いまむら

 速夫
は や お

 山口大学 大学院理工学研究科 物質工学系専攻 教授 

上野
う え の

 真
まこと

 燃料電池実用化推進協議会 企画部 部長 

大谷
おおたに

 英雄
ひ で お

* 
横浜国立大学  大学院環境情報研究院 

人工環境と情報部門 教授 

里川
さとかわ

 重夫
し げ お

 成蹊大学 理工学部 物質生命理工学科 教授 

守谷
も り や

 隆史
た か し

 株式会社本田技術研究所 上席研究員 

敬称略、五十音順 

 

 

注＊：実施者の一部と同一大学であるが、所属部署が異なるため（実施者：横

浜国立大学大学院工学研究院）「NEDO技術委員・技術評価委員規程(平成

２３年７月７日改正）」第３４条（評価における利害関係者の排除）により、

利害関係はないとする。 
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審議経過 

 

● 第１回 分科会（平成２４年１１月２０日） 

公開セッション 

１．開会、分科会の設置、資料の確認 

２．分科会の公開について 

３．評価の実施方法について 

４．評価報告書の構成について 

５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 

６．プロジェクトの詳細説明 

７．全体を通しての質疑 

公開セッション 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定、その他 

１０．閉会 

 

● 第３５回研究評価委員会（平成２５年３月２６日） 
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評価概要 

 

１．総論 

１）総合評価 

地球環境問題に対する一つの解決手段として、水素を活用したエネルギーシ

ステムが有効であることは周知の事実であり、NEDO 事業として水素製造・輸

送・貯蔵システムの実用化と普及を推進することの意義は大きい。政府方針、

民間のシナリオにも沿ったものであり、企業、業界の垣根を越えた取り組みが

必要という点で NEDOのプロジェクトとして適切なものである。中間評価に基

づき、プロジェクトリーダーが選任された結果、研究開発全体の整合性及び早

期の実用化を見据えた研究資源の集中に顕著な改善が見られ、プロジェクトリ

ーダーの果たした役割は高く評価できる。また、研究成果についても、技術的

には早期の実用化が可能なレベルに達していると評価できる。 

一方、実用化に向けて経済性の点で不安がある。水素ステーションの低コス

ト化（2億円）の目標を達成する見込みが提示されているが、世界的に見るとま

だまだ高いレベルであり、ガソリンステーションとの比較においても普及に向

けた更なる低コスト化が望まれる。また、実用化に向けて、コスト面と耐久性

の点で、検討が必要なテーマと、実用化がすぐに可能なテーマが混在している

ためプロジェクトの管理が難しくなっている。複数のテーマをうまく関連付け

るためには、時間軸を意識した枠組みで技術開発を管理すべきである。 

 

２）今後に対する提言 

設計安全係数や使用可能材料の検討は勿論のこと、充填プロトコルや水素計

量・課金、安全性向上など商用水素ステーションとして必要な機能において未

だ多くの課題があり、今後、国内の規制・制度見直しと国際標準化、国際基準

調和との関係がより密接に係ってくると考えられるため、それら全体を把握し

て研究開発をマネージする必要がある。2001 年に経産省支援により開発された

Project & Program Management for Enterprise Innovation 手法（現在は P2M

と呼ばれている）の導入も検討して欲しい。 

水素ステーションの設備コスト引き下げのネックになっている諸規制の緩和

を急ぐ必要があるが、万一事故が発生した場合、他の競合技術が多数ある中、

水素利用に対する社会的な反発が強まる恐れがあり、慎重に進める必要がある。

社会実装において事故の大部分はヒューマンエラー等に起因するものであるか

ら、実証プロジェクトでのソフト的な安全対策への対応も期待する。 

2015 年の FCV 普及開始以降、技術開発や規制見直しの進捗に応じて水素ス
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テーションの具体的な機器構成が変わっていくことから、時間軸で整理した実

用水素ステーションの機器構成とコストのロードマップを提案できるようにし

て欲しい。 

また、自動車は国際商品であるので、水素駆動自動車に対する国際的な動き

を常に注視し、国際市場に通用しない技術開発とならないよう、各国の燃料事

情の相違も考慮して、国際標準化や国内規制緩和への活動を強化し、国際競争

力のある産業育成につながるような事業として進める必要がある。 

 

２．各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

日本のエネルギー政策が混沌とする中で低炭素化の議論が置き去りにされて

いる感があるが、温室効果ガスを低減し地球温暖化を食い止めることは極めて

重要な責務である。この一つの手段として水素を利用するエネルギーシステム

は有効であり、今回の、水素インフラに関する技術開発は、新しいエネルギー

インフラ整備事業であるため、公共性が高く、民間企業主導では無理であり、

NEDO のような組織がリーダーシップを執って取りまとめて、予算支援、研究

開発マネジメント支援をする必要がある。これにより、国際社会に貢献すると

同時に日本の国際競争力を高めることが期待される。日本の企業は高い技術力

を有しており、国際標準を含め世界をリードできるレベルにあるが、日本特有

の法規制と世界標準との間に違いがあることから、これらの整合性を取ること

も含めて本事業で取り組んでいることは価値が高い。 

一方、資源、エネルギーに関する国際情勢は時々刻々と動いている。エネル

ギー安全保障と国内産業育成に寄与できるような事業目標やスケジュール設定

を意識し、水素社会の実現に必要な技術開発を推進すると同時に、水素をどの

ようにして製造するのか、運搬するのか、貯蔵するのか、長期ビジョンを示す

必要がある。その時点、時点で実用化される技術を想定し、考えられる水素需

要量をどのようにして賄うのかを示すロードマップがあれば、水素社会がより

具体的に理解される。 

 

２）研究開発マネジメントについて 

本事業は、水素ステーションを中心とした技術の研究開発と実証、規制見直

しと国際標準化を幅広く取り扱うテーマで構成されており、それぞれのテーマ

が有機的に連携することが要求される。中間評価の結果を受けてプロジェクト

リーダーが選任され、これにより、早期の実用化を目指した規制緩和に向けて

のアクションに着手している点、また、計画をスリム化し、実用化に必要な技

術開発に絞り込まれた開発計画となっている点は評価できる。 
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一方、水素ステーションの開発は燃料電池自動車（FCV）の普及ともリンク

している。高コストの FCVと高コストの水素を前提として、どのような初期実

用化体制が構築可能なのかを考慮した柔軟で長期的な展望を持って取り組む必

要がある。2015年を間近に迎え、今後は商用的に実用かつ低コストの水素ステ

ーションの機器システムを提案していかねばならないと考える。ステーション

構成機器それぞれの技術開発を進めると同時に、それぞれの実用化時期を見据

えた上でステーションの機器構成をイメージし、それに向けたマネージが必要

になると考える。 

 

３）研究開発成果について 

個々のテーマに違いはあるが、技術的にはほぼ目標を達成しつつあると評価

でき、耐久性を含めて、早期の商用化に必要な技術及び規制緩和は実現の可能

性が高まっていると判断できる。また、個別の技術では世界初、世界最高の技

術が含まれており、部分的に世界標準となる可能性を秘めている。 

一方、水素ステーションの建設費２億円以下という目標の達成見込みが得ら

れたとのことであるが、いつ適用可能な技術なのかが不明確なところがある。

特に規制との関係がある領域については、実際に適用されるために必要な緩和

条件と、対応時期を明らかにして成果を実際のステーション設置に反映するこ

とが肝要である。 

なお、標準化では、国内の規制緩和に集中してきたが、国際標準に対応可能

な技術が多く含まれているので、国内対応の技術と国際標準可能な技術を分け

て進める必要がある。 

 

４）実用化、事業化の見通しについて 

研究成果が実用化に繋がる可能性がある研究課題も比較的多い。事業化にあ

たっての技術面以外での障害の排除に向けての動きも着実で、国内規制見直し

では例示基準案、技術基準案など、実用化に向けた課題解決が推進され、国際

標準化活動でも予定通り国際規格化が進められ、グローバルスタンダードの確

立と国内展開に貢献している。 

一方、研究目標は達成しているが事業化の可能性は低いテーマも多く、水素

ステーションの構成機器において実用化、事業化のイメージはまだ明確ではな

い。初期導入と言うことでは何とか達成できても、本当に実用化が可能なのか

どうか疑問である。水素ステーションを多数建設しないとコストが下がらず、

コストが高いために水素ステーションの建設が進まないという悪循環をどのよ

うに断ち切るかの明確なビジョンが欠如している。また、国際標準化、国際競

争力という観点でも、2億円から更なる低コスト化が必要である。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 

第３５回研究評価委員会（平成２５年３月２６日開催）に諮り、本評価報告

書は確定された。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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第 1章 評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 

１．１ 総論 

１）総合評価 

地球環境問題に対する一つの解決手段として、水素を活用したエネルギーシ

ステムが有効であることは周知の事実であり、NEDO 事業として水素製造・輸

送・貯蔵システムの実用化と普及を推進することの意義は大きい。政府方針、

民間のシナリオにも沿ったものであり、企業、業界の垣根を越えた取り組みが

必要という点で NEDOのプロジェクトとして適切なものである。中間評価に基

づき、プロジェクトリーダーが選任された結果、研究開発全体の整合性及び早

期の実用化を見据えた研究資源の集中に顕著な改善が見られ、プロジェクトリ

ーダーの果たした役割は高く評価できる。また、研究成果についても、技術的

には早期の実用化が可能なレベルに達していると評価できる。 

一方、実用化に向けて経済性の点で不安がある。水素ステーションの低コス

ト化（2億円）の目標を達成する見込みが提示されているが、世界的に見るとま

だまだ高いレベルであり、ガソリンステーションとの比較においても普及に向

けた更なる低コスト化が望まれる。また、実用化に向けて、コスト面と耐久性

の点で、検討が必要なテーマと、実用化がすぐに可能なテーマが混在している

ためプロジェクトの管理が難しくなっている。複数のテーマをうまく関連付け

るためには、時間軸を意識した枠組みで技術開発を管理すべきである。 

 

 

〈肯定的意見〉 

○ 中間評価に基づき、プロジェクトリーダーが選任された結果、研究開発全

体の整合性及び早期の実用化を見据えた研究資源の集中に顕著な改善が

見られる。また、研究成果についても、技術的には早期の商用化が可能な

レベルに達していると評価できる。 

○ 地球環境問題に対する一つの解決手段として、水素を活用したエネルギー

システムが有効であることは周知の事実であり、NEDO 事業として水素

製造・輸送・貯蔵システムの実用化と普及を推進することの意義は大きい。 

○ FCＶの普及に必要な要素技術の確立に向けて、当初の目標を達成したこ

とは、評価できる。特に、各テーマリーダーのマネジメント力が発揮され

るようにプロジェクトリーダーの果たした役割は高く評価できる。 

○ FCV の 2015 年の一般普及を目指して、「水素製造・輸送・貯蔵システム

等技術開発」としてのシステム技術開発ならびにそれに関連する要素技術

や安全技術も含めた広範な領域での精力的な取り組みが行われ、高く評価

できる。国の支援するプロジェクトとしてこのような幅広い技術開発に資
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する研究が行われることは、その波及効果も大きく関連分野を通して裾野

が想像以上に広がることが最大の利点といえる。 

○ 本事業における全てのテーマにおいて、ほぼ目標どおりの成果が上げられ

ている。特に、中間評価において指摘されたプロジェクトリーダーの設置

により、各テーマの実施計画が見直され研究開発が加速された。 

○ 政府方針、民間のシナリオにも沿ったものであり、企業、業界の垣根を越

えた取り組みが必要という点で NEDO のプロジェクトとして適切なもの

である。研究費の重点配分、柔軟なテーマ設定の変更など研究全般のマネ

ジメントも適切だと判断できる。 

○ 強力なプロジェクトリーダーのもと、システム開発、機器開発、調査事業

とも一定の成果が得られていると感じられる。中間評価以後、体制の見直

しやテーマの整理がしっかり行われたものと評価できる。 

○ 水素ステーションのコストが 2 億円レベルに到達可能である技術が仕様

ベースに落として提示されていると考えるので、普及に向けて価値の高い

成果である。 

○ プロジェクトリーダーの設置で全体が見える形で推進されており、同時に

プロジェクトリーダーも全てを把握して推進していることが、質疑応答を

通して確認することが出来た。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 実用化に向けて、コスト面と耐久性の点で、検討が必要なテーマと、実用

化がすぐに可能なテーマが混在している複数のプロジェクトをうまく関

連付けるためには、プログラムマネジメントの考えを今後も積極的に導入

して、ロードマップ管理をする手法を導入する必要がある。 

● 各テーマがシステム技術、水素製造技術、要素技術等で分類されているが、

それぞれの分類の中で実用化や普及フェーズが異なるテーマが混在して

いるためプロジェクトの管理が難しくなっている。時間軸を意識した枠組

みで技術開発を管理すべきである。 

● 短期的な仕様についての低コスト化（2億円）は目標を達成する見込みが

提示されたと考えるが、普及に向けては更なる低コスト化が望まれており、

更なる普及期おけるステーション仕様と、低コスト化への取り組みを中長

期的に検討し、継続的な取組みを推進することが肝要であると考える。 

● 経済性の点で、商用化に進めるかどうか不安があり、水素の供給ルートに

ついても、明確な見通しがあるとは言えない。このままでは、2015 年の

水素ステーションの商用運用開始が本当に可能かどうか不透明である。  

● 安全技術や基準・標準化に関しては必ずしも目指すべき目標が明確化され
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ておらず、一定の工夫を再検討することが必要である。 

● 当初計画ではシステム開発と機器開発の目標がバラバラな感じがする。

個々の事業ではほとんど目標達成されているので、各事業の目標や位置づ

けを明確にし、事業全体での成果がわかるようにしてほしい。 

 

〈その他の意見〉 

・ 2億円のステーションは世界的に見るとまだまだ高いレベルであり、ガソ

リンステーションとの比較においても更なる低コスト化の取組みが必要

と考える。特に新規の安価な材料の利用等の規制緩和について、早い時期

での適用が可能となる様な継続的な取組みが望まれる。 

・ インフラを先行して整備するというプロジェクトとして理解するが、燃料

電池自動車の開発と歩調を合わせることも必要だと思う。水素を充填する

車が来ないことのないようにする必要がある。 
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２）今後に対する提言 

設計安全係数や使用可能材料の検討は勿論のこと、充填プロトコルや水素計

量・課金、安全性向上など商用水素ステーションとして必要な機能において未

だ多くの課題があり、今後、国内の規制・制度見直しと国際標準化、国際基準

調和との関係がより密接に係ってくると考えられるため、それら全体を把握し

て研究開発をマネージする必要がある。2001 年に経産省支援により開発された

Project & Program Management for Enterprise Innovation 手法（現在は P2M

と呼ばれている）の導入も検討して欲しい。 

水素ステーションの設備コスト引き下げのネックになっている諸規制の緩和

を急ぐ必要があるが、万一事故が発生した場合、他の競合技術が多数ある中、

水素利用に対する社会的な反発が強まる恐れがあり、慎重に進める必要がある。

社会実装において事故の大部分はヒューマンエラー等に起因するものであるか

ら、実証プロジェクトでのソフト的な安全対策への対応も期待する。 

2015 年の FCV 普及開始以降、技術開発や規制見直しの進捗に応じて水素ス

テーションの具体的な機器構成が変わっていくことから、時間軸で整理した実

用水素ステーションの機器構成とコストのロードマップを提案できるようにし

て欲しい。 

また、自動車は国際商品であるので、水素駆動自動車に対する国際的な動き

を常に注視し、国際市場に通用しない技術開発とならないよう、各国の燃料事

情の相違も考慮して、国際標準化や国内規制緩和への活動を強化し、国際競争

力のある産業育成につながるような事業として進める必要がある。 

 

〈今後に対する提言〉 

・ 水素ステーションの設備コスト引き下げのネックになっている諸規制の

緩和を急ぐ必要があるが、万一事故が発生した場合、他の競合技術が多数

ある中、水素利用に対する社会的な反発が強まる恐れがあり、慎重に進め

る必要がある。また、自動車技術は国際市場に大きく左右されるため、水

素駆動自動車に対する国際的な動きを常に注視し、国際市場に通用しない

技術開発とならないよう注意する必要がある。  

・ 2015年の FCV普及開始以降、技術開発や規制見直しの進捗に応じて水素

ステーションの具体的な機器構成が変わっていくと思われることから、時

間軸で整理した実用水素ステーションの機器構成とコストのロードマッ

プを提案できるようにして欲しい。 

・ 設計安全係数や使用可能材料の検討は勿論のこと、充填プロトコルや水素

計量・課金、安全性向上など商用水素ステーションとして必要な機能にお

いて未だ多くの課題があり、今後、国内の規制・制度見直しと国際標準化、
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国際基準調和との関係がより密接に係ってくると考えられるため、それら

全体を把握して研究開発をマネージする必要がある。 

・ 2001年に経産省支援により開発された Project & Program Management 

for Enterprise Innovation（現在は P2Mと呼ばれて、国際 P2M学会で知

の体系化が行われている）手法を今後は NEDO として積極的に導入活用

するとよい。企業でも導入している工程管理ツールの導入を NEDO とし

ても検討するとよい。各プロジェクトリーダーが記入するプロジェクト進

捗情報を集約したプログラム情報を NEDO 側もしくはプログラムリーダ

ーが見られるようにすることで、研究開発プラットフォーム管理システム

が構築でき、事業化への筋道が見えてくると思う。 

・ このプロジェクトはハードの技術開発に偏っているが、社会実装において

は安全の確保が重要となる。事故の大部分はヒューマンエラー等に起因す

るものであるから、実証プロジェクトでのソフト的な安全対策への対応に

期待したい。 

・ 水素ステーションの低コスト化に関する取り組みが多岐に渡っており、そ

の進捗とターゲット年度に違いがあることから、適用技術の時期を分けて、

短期的に早急に反映すべき技術と、中期的に時間をかけて更に熟成する技

術を選択して推進するべきと考える。同時に、既に考慮されているとの話

も伺いましたが、予算の分配にも反映されるべきである。 

・ 現状の高圧ガス保安法に従うと、日本の特殊事情によるオーバースペック

設備になりかねない。自動車は国際商品であるので、各国の燃料事情の相

違を考慮して、国際標準化や国内規制緩和への活動を強化し、国際競争力

のある産業育成につながるような事業として進めてほしい。 

・ 計量技術やプレクール技術等は、世界をリードしている技術と考えるので、

世界標準とすることも考慮して強力に推進すべき技術である。日本の先進

性が世界をリードすると同時に、ビジネスにもつながる技術である。 

・ 費用対効果を含めた研究予算の有効・適切な執行に留意が必要であるが、

今後とも水素エネルギー社会の構築に向けた研究開発は重要と考えられ

る。 

 

〈その他の意見〉 

・ 商用水素ステーションの確立にはまだまだ多くの課題が残されている。今

後もさらなる規制見直しテーマも追加して次期事業の推進をお願いする。 

・ 我が国の規制・制度は世界で最も厳しいが、逆に、その中で確立された実

用技術は世界で通用すると思われるので、産官学の連携で是非とも成し遂

げたい。 
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１．２ 各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

日本のエネルギー政策が混沌とする中で低炭素化の議論が置き去りにされて

いる感があるが、温室効果ガスを低減し地球温暖化を食い止めることは極めて

重要な責務である。この一つの手段として水素を利用するエネルギーシステム

は有効であり、今回の、水素インフラに関する技術開発は、新しいエネルギー

インフラ整備事業であるため、公共性が高く、民間企業主導では無理であり、

NEDO のような組織がリーダーシップを執って取りまとめて、予算支援、研究

開発マネジメント支援をする必要がある。これにより、国際社会に貢献すると

同時に日本の国際競争力を高めることが期待される。日本の企業は高い技術力

を有しており、国際標準を含め世界をリードできるレベルにあるが、日本特有

の法規制と世界標準との間に違いがあることから、これらの整合性を取ること

も含めて本事業で取り組んでいることは価値が高い。 

一方、資源、エネルギーに関する国際情勢は時々刻々と動いている。エネル

ギー安全保障と国内産業育成に寄与できるような事業目標やスケジュール設定

を意識し、水素社会の実現に必要な技術開発を推進すると同時に、水素をどの

ようにして製造するのか、運搬するのか、貯蔵するのか、長期ビジョンを示す

必要がある。その時点、時点で実用化される技術を想定し、考えられる水素需

要量をどのようにして賄うのかを示すロードマップがあれば、水素社会がより

具体的に理解される。 

 

 

〈肯定的意見〉 

○ 我が国のエネルギー政策上重要な多くの技術開発は、開発期間が長く、複

数の技術が複合したものであり、1企業ではリスクが高く、自主的に企業

連携コンソーシアムを組んで事業化を目指して開発することはありえな

い。今回の、水素インフラに関する技術開発は、新しいエネルギーインフ

ラ整備事業であるため、公共性が高く NEDO のような組織がリーダーシ

ップを執って取りまとめて、予算支援、研究開発マネジメント支援をする

必要があると考える。 

○ 日本のエネルギー政策が混沌とする中で低炭素化の議論が置き去りにさ

れている感があるが、温室効果ガスを低減し地球温暖化を食い止めること

は極めて重要な責務である。この一つの手段として水素を利用するエネル

ギーシステムは有効であり、世界に先駆けて日本における研究開発を推進

し、国際社会に貢献すると同時に日本の国際競争力を高めることが期待さ

れる。これを実現するためには、国の強力なリーダーシップのもと産官学
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の連携や従来の業界を超えた連携が必要であり、NEDO の関与が不可欠

である。 

○ 水素ステーションの実現に関わる技術開発は、民間企業主導では無理であ

り、NEDO の関与が必要であることは間違いない。また、将来の水素社

会を見据えた上での水素ステーションの位置づけは重要であり、事業目的

は妥当である。  

○ 本事業は、将来のエネルギーとしての水素の可能性を早期に検証するもの

であり、特に利用する上でのインフラ整備に対して必要不可欠な事業であ

る。同時に、日本独自の規制や特殊性（土地が狭い等）も考慮した場合、

民間だけでは使用整合の難しさや、規制緩和への取り組みが難しいことか

ら、本事業を NEDO主導の取組みとして行うことは価値が高いと考える。 

○ 水素エネルギー社会の実現への大きな潮流のなかで、民間のみでは難しい

技術開発研究を推進するために NEDO の関与は必須で、果たす役割は大

変重要ある。技術立国である我が国が、水素技術分野で国際競争力を確保

するためには、水素の実用化技術や安全技術のレベルアップが必要である。 

○ 国際競争力との観点では、日本の企業は高い技術力を有しており、国際標

準を含め世界をリードできるレベルにある。しかし、日本特有の法規制と

世界標準との間に違いがあることから、これらの整合性を取ることも含め

て本事業で取り組んでいることは価値が高い。 

○ このプロジェクトは民間の燃料電池自動車の普及シナリオにも沿ったも

のとなっているが、個々の企業で対応するにはリスクが大きい。NEDO

が研究開発資金を提供することにより、個々の企業のリスクを小さくする

ことに寄与している。 

○ 水素エネルギー利用は様々なメリットがあるものの、安全に低コストで実

用できるかは今後の技術開発動向に依存する。本事業のような先行投資が

必要な事業であり、公共性は高く NEDOの投資は妥当であると考える。 

○ 費用としては実証や個別の試験等が必須であり、その観点からは妥当性が

あると考える。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 水素社会の実現に必要な技術開発を推進すると同時に、水素をどのように

して製造するのか、運搬するのか、貯蔵するのか、長期ビジョンを示す必

要がある。その時点、時点で実用化される技術を想定し、考えられる水素

需要量をどのようにして賄うのかを示すロードマップがあれば、水素社会

がより具体的に理解されると思われる。 

● 資源、エネルギーに関する国際情勢は時々刻々と動いている。エネルギー
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安全保障と国内産業育成に寄与できるような事業目標やスケジュール設

定を意識してほしい。 

● プロジェクトの目標管理と個別テーマの目標管理を連結して行う必要が

ある。また、アウトプット目標管理でなくアウトカム評価管理を行う必要

がある。 

● 今回のプロジェクトの主要テーマの一つである「車載等水素貯蔵／輸送容

器システム技術に関する研究開発」が中間評価以降で中止となり、プロジ

ェクトの方向性や位置付け、また今後のプロジェクトにおける開発スケジ

ュール等を再検討する必要が出てくるのでないか。 

● 国際的な技術開発、市場動向の調査が不十分であり、世界をリードする技

術開発になっているとは言い難い面がある。自動車市場は極めて国際性が

強いことから、水素ステーションの技術開発にあたって、水素の供給元を

含めて、もっと国際市場を意識した戦略を構築する必要がある。  

● 費用対効果という観点での評価が難しい面があるが、技術の適用時期を考

慮しての精査は重点事業の選択を含め必要である。 

 

〈その他の意見〉 

・ 終了したテーマやその後新たに選定されたテーマなどについて、どのよう

なプロセスでそこに至ったか、プロジェクト全体の中での個々のテーマの

位置付けなどが必ずしも明確でなかった。 

・ 本来、ステーションを含めた規制は安全を担保した上で、世界標準である

べきで、そうすることで相互認証を行えるようになることが、低コスト化

も含めて価値が高いと考える。 
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２）研究開発マネジメントについて 

本事業は、水素ステーションを中心とした技術の研究開発と実証、規制見直

しと国際標準化を幅広く取り扱うテーマで構成されており、それぞれのテーマ

が有機的に連携することが要求される。中間評価の結果を受けてプロジェクト

リーダーが選任され、これにより、早期の実用化を目指した規制緩和に向けて

のアクションに着手している点、また、計画をスリム化し、実用化に必要な技

術開発に絞り込まれた開発計画となっている点は評価できる。 

一方、水素ステーションの開発は燃料電池自動車（FCV）の普及ともリンク

している。高コストの FCVと高コストの水素を前提として、どのような初期実

用化体制が構築可能なのかを考慮した柔軟で長期的な展望を持って取り組む必

要がある。2015年を間近に迎え、今後は商用的に実用かつ低コストの水素ステ

ーションの機器システムを提案していかねばならないと考える。ステーション

構成機器それぞれの技術開発を進めると同時に、それぞれの実用化時期を見据

えた上でステーションの機器構成をイメージし、それに向けたマネージが必要

になると考える。 

 

 

〈肯定的意見〉 

○ 本事業は、水素ステーションを中心とした技術の研究開発と実証、規制見

直しと国際標準化を幅広く取り扱うテーマで構成されており、それぞれの

テーマが有機的に連携することが要求される。中間評価の結果を受けて、

強力なリーダーが選任されたことにより、事業の後半では、ニーズの明確

化と規制見直しを見据えた研究開発の方向づけ、基礎データの条件設定、

研究委託先の見直し、また NEDO の水素先端科学基礎研究事業との連携

などがマネージされ大きな成果を上げている。 

○ プロジェクトリーダーが選任され、早期の実用化を目指した規制緩和に向

けてのアクションに着手している点、また、計画をスリム化し、商用化に

必要な技術開発に絞り込まれた開発計画となっている点は評価できる。  

○ 水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発として、実用化のための技術開

発と安全技術の両立を目指した目標や課題の設定、さらにその研究開発計

画を推進するための研究開発体制のマネジメントやテーマ間の連携、全体

の統括などは評価でき妥当である。 

○ 燃料電池自動車の普及時期も見据えた妥当なスケジュールとなっている。

研究開発計画の調整、個々の事業間の分担の調整、情勢変化に対応した経

費配分の調整などプロジェクトリーダーが適切に全体計画をコントロー

ルしていると評価する。 
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○ 中間評価以降、プロジェクトリーダーを中心に全体統括がしっかり行われ

ている。オンタイムで当初目標を達成しても、実用できないシステムや機

器では問題がある。スケジュールやコスト目標は、内外の事情に合わせて

中間で見直し作業を入れたのは良いと思う。 

○ 日本の法規制の中での目標値設定として、初期のレベルでは妥当な目標値

設定であると考えます。将来は規制緩和も踏まえ、更なる高い目標での取

り組みが必要であると考えます。技術要素としても初期から重点技術の仕

分けも行われ、絞り込みがなされている。 

○ ここのプロジェクトの研究開発マネジメントは良好である。中間評価から

導入したプログラムリーダーの役割も機能していたと思われる。 

○ 水素ステーション機器システムのコストや耐久性の目標が戦略的かつ意

欲的に設定され、テーマの優先順位付け・予算の再配分などが行われ開発

が促進された。 

○ プロジェクトリーダーの主導による取り組みがなされている。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 2015 年を間近に迎え、今後は商用的に実用かつ低コストの水素ステーシ

ョンの機器システムを提案していかねばならないと考える。ステーション

構成機器それぞれの技術開発を進めると同時に、それぞれの実用化時期を

見据えた上でステーションの機器構成をイメージし、それに向けたマネー

ジが必要になると考える。 

● 自動車会社側が本気で 2015年の燃料電池車商用化開始を計画しているの

かが不明であり、特に、高コストの燃料電池車と高コストの水素を前提と

して、どのような初期の商用化体制が構築可能なのか（すなわち、消費者

にどのようなインセンティブで燃料電池車を購入させるのか）が明確に描

かれていない。  

● 目標について国内事情を優先させるのか、国際標準を目指すのかがはっき

りしない。常用圧力（87.5MPa or 82MPa）や充填速度（70MPa、3分、

5kg）によるプレクール（-40℃）の妥当性は、すべての機器の安全性やコ

ストに影響を及ぼす。結局、実証試験をする上での制約を考えるのなら、

特区設定や海外での実証も検討してもよいと思う。 

● プロジェクト＆プログラム管理をもっと導入し、全体の研究成果のロード

マップ管理まで発展してくれることを期待している。研究開発コンソーシ

アムにプラットフォームの考えを入れて情報交流する必要がある。 

● シナリオ設定も今回の事業は石油事業者の推すオフサイトとガス事業者

の推すオンサイトに絞られているが、そこに注力した理由などを明確にし
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ないと、偏った事業計画の感は否めない。国内外の様々な状況を俯瞰した

上で、本事業を実施していることを明示してほしい。 

● 技術の項目毎にレベルの差があり、達成指標の設定はそれぞれにレベルが

異なる様に思う。今後一つの仕様にまとめる際により具体的な指標の設定

が必要である。 

● 事業化については、未だ十分な検討がなされておらず、今後の課題である。

しかし、技術の達成度はそれぞれあるレベルに到達しており、早期の導入

が待たれる。 

 

〈その他の意見〉 

・ 水素ステーションの開発は FCV の普及ともリンクしている。その辺の事

情も考慮した柔軟で長期的な展望を持って取り組むのが良い。 

・ 車載用水素貯蔵については、2015年の FCVでは 70MPa高圧タンクでス

タートすることになりそうだが、車載等水素貯蔵／輸送容器システム技術

に関する研究（中間評価以降で中止）においては、より低圧での車載方式

の一つとしてハイブリッド貯蔵タンクは中間評価では目標値を超える成

果も出ていたので、水素のより安全な利用技術の上からも実用化に向けた

技術開発は重要と思われる。 

・ 今後は水素ステーションの機器及びそのシステム設計の面からマネージ

する機能が必要と考える。サブリーダーまたはアドバイザーを設定するこ

とが望まれる。 

・ 燃料電池自動車の普及スケジュールに合わせたものとなっているので、燃

料電池自動車の普及がスケジュール通りに進むことが期待される。 

・ 事業の計画当初は達成スケジュールや目標を高く設定しがちである。実証

事業ではないので、実現可能性の可否も含めて、中間評価で達成見込みの

時期の変更など柔軟な開発姿勢を取ってほしい。 
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３）研究開発成果について 

個々のテーマに違いはあるが、技術的にはほぼ目標を達成しつつあると評価

でき、耐久性を含めて、早期の商用化に必要な技術及び規制緩和は実現の可能

性が高まっていると判断できる。また、個別の技術では世界初、世界最高の技

術が含まれており、部分的に世界標準となる可能性を秘めている。 

一方、水素ステーションの建設費２億円以下という目標の達成見込みが得ら

れたとのことであるが、いつ適用可能な技術なのかが不明確なところがある。

特に規制との関係がある領域については、実際に適用されるために必要な緩和

条件と、対応時期を明らかにして成果を実際のステーション設置に反映するこ

とが肝要である。 

なお、標準化では、国内の規制緩和に集中してきたが、国際標準に対応可能

な技術が多く含まれているので、国内対応の技術と国際標準可能な技術を分け

て進める必要がある。 

 

 

〈肯定的意見〉 

○ 技術的にはほぼ目標を達成しつつあると評価でき、耐久性を含めて、早期

の商用化に必要な技術及び規制緩和は実現の可能性が高まっていると判

断できる。  

○ 当初設定した目標（ステーションコスト 2億円以下）については達成する

見込みが高いと考える。また、中に含まれる個別の技術は世界初、世界最

高の技術が含まれており、部分的に世界標準となる可能性を秘めている。 

○ 順調に開発が進んでおり、実証試験につながる成果が挙げられたものと評

価する。知的財産権等の取得や国内・国際標準化についても適切に取り組

まれている。 

○ 個々の事業に違いはあるが、全体としては成果が出ている。中間評価を経

て、終了したもの、目標を変えたものなど、体制変更した点も評価できる。

知財や外部発表も適当と考えられる。 

○ FCV への 70MPa 水素の 3 分充填を目標にしたインフラシステムも含め

た技術開発は、全体として目標をほぼ達成し、得られた成果も一般普及に

向けて期待できる内容を多く含んでいる。 

○ 水素ステーションのシステム技術、構成機器の開発、規制見直しに向けた

材料データの取得では大きな進捗があり、事業実施期間内ではそれぞれが

概ね目標を達成し今後の実用化に貢献すると思われる。 

○ 現時点での、水素ステーション機器システム全体で２億円を見通せる結果

が得られたことは評価できる。 
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○ 全体的に特許、論文発表共に適宜なされており、技術的な成果を挙げてい

ることは関連する領域の関連企業には認識されていると思われる。 

○ 研究目標は達成され、知財も生まれているので研究成果は十分に上がって

いると思われる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 工程表上、規制緩和を含め、いつ適用可能な技術かが不明確なところがあ

る様に思われる。適用時期について、特に規制との関係がある領域につい

ては、単に行った結果を示すだけでなく、その後、実際に適用されるため

に必要な緩和条件と、対応時期を明らかにして成果を実際のステーション

設置に反映することが肝要である。 

● 国際標準化という観点では、先ずは国内の規制緩和が先であり、今までは

特にその領域に集中しており、国際標準化対応は未だ出来ていない様に思

われる。但し、実施している技術は国際標準に対応可能な技術が多く含ま

れており、国内対応の技術と、国際標準可能な技術を分けて進める必要が

ある。 

● 水素ステーションの建設費２億円以下という目標の達成見込みが得られ

たとのことであるが、建設費の積算根拠や前提となる条件が明示されてお

らず、この目標が本当に達成可能なのか判断できない。  

● アウトプット達成評価でなくアウトカム評価法を取り入れるべきである。 

● 国際標準、国際競争力を意識した成果の評価や普及見通しをお願いしたい。 

 

〈その他の意見〉 

・ 本件は全く新しいエネルギーシステムに関わる事業である。個々の成果が、

全体シナリオの中でどの位置にあるのか？どのような実現性があるの

か？コスト競争力があるのか？などリーダーを中心に総括し、次の事業計

画に反映してほしい。 

・ 水素ステーション機器システムのコスト評価の精度を向上するため、統一

評価条件（年間の製作台数、製作年数と総台数など）を策定して欲しい。 

・ 特許、論文発表は、テーマ毎に差があり、十分に出来ているテーマと、そ

うでないテーマがある。一概に言えないが、成果の見直しをする際にレビ

ューを行うことが必要である様に思われる。 
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４）実用化、事業化の見通しについて 

研究成果が実用化に繋がる可能性がある研究課題も比較的多い。事業化にあ

たっての技術面以外での障害の排除に向けての動きも着実で、国内規制見直し

では例示基準案、技術基準案など、実用化に向けた課題解決が推進され、国際

標準化活動でも予定通り国際規格化が進められ、グローバルスタンダードの確

立と国内展開に貢献している。 

一方、研究目標は達成しているが事業化の可能性は低いテーマも多く、水素

ステーションの構成機器において実用化、事業化のイメージはまだ明確ではな

い。初期導入と言うことでは何とか達成できても、本当に実用化が可能なのか

どうか疑問である。水素ステーションを多数建設しないとコストが下がらず、

コストが高いために水素ステーションの建設が進まないという悪循環をどのよ

うに断ち切るかの明確なビジョンが欠如している。また、国際標準化、国際競

争力という観点でも、2億円から更なる低コスト化が必要である。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 水素ステーションのシステム技術及び構成機器技術開発のそれぞれにお

いて、実用化の可能性が見極められている。また、国内規制見直しにおい

ても例示基準案、技術基準案など、実用化に向けた課題解決が推進され水

素ステーション設置におけるコスト低減が大いに期待される。さらに、国

際標準化活動でも予定通り国際規格化が進められ、グローバルスタンダー

ドの確立と国内展開に貢献している。 

○ 技術的には、早期の実用化が可能な段階にほぼ達していると評価できる。

また、規制緩和を含め、事業化にあたっての、技術面以外での障害の排除

に向けての動きも着実である。  

○ 研究成果が実用化に繋がる可能性がある研究課題は比較的多いように思

える。波及効果が期待できる研究の芽も幾つか出ているので、今後の研究

の進展を見守りたい。本プロジェクトは水素技術関連分野の研究や技術開

発などへ波及効果も大きく、また実用化へ向けての貴重なデータを提供し

ている。 

○ 水素インフラ整備に向けて、ステーションのコスト低減は普及に対して必

須の技術であり、2億円というコスト目標の達成技術が準備出来ることは、

非常に有意義である。実際の適用に際して規制緩和を含めた対応が必要で

あり、実際の適用に向けたロードマップの策定が待たれる。そのためには

実際のステーションでの適用実績が必要であり、継続的な実施が必要であ

る。 

○ 事業化までのシナリオが明確で、政府目標や民間の普及シナリオに沿った
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成果が挙げられている。一部材料開発が遅れているものもみられるが、全

体としては実証試験に移る環境が整っている。 

○ 中間以降の取り組み内容に、国際標準を意識した内容が盛り込まれている。

2015年、2025 年にどこまで達成するかという意識付けはなされている。 

○ 事業化の可能性が見えたプロジェクトもあることは評価できる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 経済性が全く見えず、本当に早期の実用化が可能なのかどうか疑問である。

水素ステーションを多数建設しないとコストが下がらず、コストが高いた

めに水素ステーションの建設が進まないという悪循環をどのように断ち

切るかの明確なビジョンが欠如している。  

● 水素ステーションの構成機器において事業化や商用的実用化のイメージ

はまだ明確ではない。各構成機器が市場で使用される時期に差があること

や規制見直しによって要件が変化することから、時間軸で見たシステム構

成をイメージし、それぞれの時期における水素ステーションのシステム機

器構成を明確にする必要がある。 

● 国際標準化、国際競争力という観点では、2億円から更なる低コスト化が

必要である。また、仕様的にも 82MPa の最大圧力から、国際標準と言わ

れる 87.5MPa への移行等が今後継続的に必要な取組みとして必要である。 

● 事業化の可能性が見えない目標設定のため、研究目標は達成しているが事

業化の可能性は低いプロジェクトも多い。 

● 初期導入と言うことでは何とか達成できても、今後のより一層のコストダ

ウン、一般普及や事業化といった実用化の議論を行える段階にはまだ到達

しておらず、技術開発の障壁をいかにクリアしていくかをチャレンジして

いる段階である。 

● 実用化や社会的波及効果という点を考えると、水素エネルギーを利用する

人に対する教育的なアプローチが含まれていない。技術に「絶対安全」は

ないので、水素の利便性とともに、危険性を広く民間人にアピールできる

周知活動にも今から力を入れるべきである。 

 

〈その他の意見〉 

・ FCV 普及のシナリオに沿って事業が計画されているが、結果は必ずしも

予定通り事業化できるものではない。FCV 導入のシナリオも変更はある

かもしれない。実施した各事業の成果が、現実的にどこまで達成されてい

て、今後事業化までにどのぐらいの時間と投資が必要なのかをしっかり把

握して、次に繋げてほしい。 
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・ 成果は技術的に国際標準になり得る技術も含まれており、部品毎の価値は

非常に高いものがある。 

・ 人材育成についても、世界初の技術評価を色々な機関で行っており、提案

した企業のみならず、それを評価する組織体も非常に強化された様に思う。 
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２．個別テーマに関する評価結果 

２．１ システム技術開発 

①70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

 

 研究開発成果についての評価 

 実用化、事業化の見通しについての評価 

 今後に対する提言 

 

これまで水素ステーション用に規定がない複合容器や、明確な選定基準が示

されていない水素環境下での使用可能な鋼材について、安全を担保する設計条

件、評価方法、また候補鋼材の使用条件に対応した特性データが蓄積され、適

用基準が明確にされてきた。必要な要素機器の開発は順調に進展しており、要

素機器を統合した水素ステーション全体の設計も妥当である。また、急速充填

の目標も達成可能な技術レベルに達しつつあり、実用化が見えた成果を上げて

いる。特に-40℃プレクール、緊急離脱カップリングを含めたディスペンサーの

開発で、1年間とはいえノーメンテで対応可能となる仕様が提示できていること

は評価に値する。 

一方、水素ステーション建設費 2 億円以下の見通しを得たことは評価できる

が、建設費の積算根拠と前提条件が明示されておらず、どの時点で、建設費２

億円以下が達成可能なのか不明である。また、コストには土地代は含まれてお

らず、今後、立地場所や立地規制の問題、それによる運転条件なども再検討す

る必要がある。 

また、水素インフラの普及拡大促進には、より広範な材料や具体的な容器と

しての基準化を進めることが重要であり、新規鋼種の材料評価には、多く時間

がかかることから、早期に着手できるよう、準備体制を整えるとともに、長間

保証が必要な部品も多くあるので、その実力の確認と共に、更なる改良技術の

投入による長寿命化を継続的に図る必要がある。 

 

 

〈肯定的意見〉 

○ これまで水素ステーション用に規定がない複合容器や、明確な選定基準が

示されていない水素環境下での使用可能な鋼材について、安全を担保する

設計条件、評価方法、また候補鋼材の使用条件に対応した特性データが蓄

積され、適用基準が明確にされてきた。今後はこうした研究等の取り組み

を継続して推進し、より広範な材料や具体的な容器としての基準化を進め
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ることが、水素インフラの普及拡大促進に大変重要である。 

○ 必要な要素機器の開発は順調に進展しており、要素機器を統合した水素ス

テーション全体の設計も妥当である。また、急速充填の目標も達成可能な

技術レベルに達しつつあると評価できる。  

○ 技術の中身では、特に-40℃プレクール、緊急離脱カップリングを含めた

ディスペンサーの開発で、1年間とはいえノーメンテで対応可能となる仕

様が提示できていることは評価に値する。 

○ 実用化が見えた成果を上げている。 

○ 70MPa 級水素ガス充填ステーションの機器システム技術に関して、2015

年の FCV の一般普及の開始に繋がる目標を概ねクリアし、水素スタンド

実用化に向け関連する要素技術も着実に成果をあげて大いに期待できる。 

○ 各部品の技術評価がなされ、その上で 2億円のステーションの姿が見えた

ことは非常に価値の高い事である。また、個別の技術も過去の課題を一つ

一つ潰しており、その意味では世界初の技術が織り込まれたステーション

の仕様が提示できていると考える。 

○ 機器のユニット化による目標コスト（2億円）の達成と 1年間の運転実績

を得たことは評価できる。 

○ 低コスト化、耐久性の目標は達成され、標準仕様が固まった。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 水素ステーション建設費２億円以下の見通しを得たとのことであるが、建

設費の積算根拠と前提条件が明示されておらず、どの時点で、建設費２億

円以下が達成可能なのか不明である。  

● 最終目標である 2億円以下の見通しを得たことは評価できるが、水素ステ

ーションコストには土地代は含まれておらず、今後、立地場所や立地規制

の問題、それによる運転条件なども再検討する必要があると思われる。 

● ステーションの仕様が、日本の規制で国際標準に対して少し最高圧が低い

点は仕方がないし、中身の技術は国際標準の最高圧となっても適用可能な

ものである。しかし、耐久性を先ずは 1年ノーメンテを目標として実施さ

れており、インフラ装置としては領域毎に耐久目標は異なるものの、長い

期間の保証が必要なものである部品も多くあるので、今後その実力の確認

と共に、更なる改良技術の投入による長寿命化を継続的に図る必要がある。 

● プレクール熱交の状態解析プログラムの精度があまり良くない。特に伝熱

の時定数に問題があるように思われる。使用機器の熱特性値や伝熱機構の

想定に問題があるのではないか。 

● 研究開発のポイントが不明確。前提条件があまり現実的ではなく、無理に
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2 億円に合わせた感じがする。1 年間はノーメンテということであるが、

運用コストも試算してほしかった。 

● 70MPa の必要性が見えていない。標準化仕様の決定に参加することの意

義を明記すべきである。 

 

〈その他の意見〉 

・ 新規鋼種の材料評価や容器の健全性評価試験は対象材料や試験項目が多

く時間がかかることから、次期事業で継続的に取り組む際には早期に着手

できるよう、準備体制を整えて推進することが望まれる。 

・ ステーションのコスト低減は主要課題の一つであるが、中間評価以降の削

減は工事費が主で主要設備・機器のコスト（パッケージ扱い）にはほとん

ど削減効果が見られていないように思う。 

・ 仕様的に平成 25 年度から適用可能とあるが、実際の適用に向けての課題

は品質の保証を含め、今後検証の部分もある様に思うので、課題を整理し

ておくことが肝要かと考える。 

・ 現地工事費、設計費が大幅に下がっているが、標準仕様が固まってパッケ

ージ化が進むことによる効果が出ていることによるものか。 
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２．２ 要素技術開発 

①水素製造機器要素技術に関する研究開発 

①-1 水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

①-2 CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

 

 研究開発成果についての評価 

 実用化、事業化の見通しについての評価 

 今後に対する提言 

 

水素製造機器要素技術はオンサイトの水素ステーションのために必須の開発

研究であり、水素分離型リフォーマーで水素分離膜の劣化機構を解明し、モジ

ュールレベルであるが耐久性目標が達成できたこと、高効率改質システムの開

発において新しい方式である CO2分離膜法で実用化に繋がる成果があったこと

は評価できる。 

一方、耐久性、コストの面で実用化レベルになっていないため、目標設定を

見直す必要がある。特に CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開

発については、基礎的な原理実証の段階に留まっている。この先、実用化を見

据えた次の開発段階に移行すべきかどうかは、慎重に判断する必要がある。 

 

 

〈肯定的意見〉 

○ ここでの水素製造機器要素技術はオンサイトの水素ステーションのため

に必須の開発研究であり、高効率での改質システムの開発は実用化に繋が

る成果で評価できる。 

○ オンサイト水素製造における製造装置の耐久性向上及び低コスト化と実

用化に向けた技術開発は重要であり、モジュールレベルで耐久性目標が達

成できたことは評価される。 

○ 水素分離膜の劣化機構を解明し、耐久性向上にメドをつけたことは評価で

きる。 

○ CO2分離膜法は新しい方式であり、実現可能性のあることを示せたことは

評価できる。 

○ 地球温暖化対策の一つの方策として水素を用いたエネルギーシステムを

提案する中で、水素分離型リフォーマーで二酸化炭素を効率的に分離・回

収できることが実証されたことは有意義である。 

○ 発想の転換を含め、オンサイトで水素製造を行う際のリフォーマーに関す
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る技術が、実証と共に提示できているのは評価に値すると考える。 

○ ①-1 CO2の分離回収も同時に行えることは、単に燃料を水素に変えると

いうこと以上に低炭素社会構築に有効である。 

○ ①-1 着実に研究開発が進展しており、平成 32年頃の実用化をめざす開発

戦略は妥当である。  

○ ①-2 原理実証は着実に進展している。  

○ 水素分離型リフォーマーの耐久性は高く、高純度水素の製造は評価できる。 

○ 目標は達成しており成果は評価できる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 耐久性、コストの面で実用化レベルになっていない。目標設定を見直す必

要がある。 

● ①-2他の技術開発の進捗状況と比較すると、基礎的な原理実証の段階に留

まっている。この先、実用化を見据えた次の開発段階に移行すべきかどう

かは、慎重に判断する必要がある。  

● 二酸化炭素の分離・回収技術は、回収された二酸化炭素をどのように処理

するのかと一体でなければならないと考える。この点から、本研究開発で

は植物の栽培に使用するとのことであるが、FCV の普及（水素製造量）

を時間軸で整理し、回収量と使用量の需給バランスも含めて、事業性を検

討して欲しい。 

● 水素分離技術が、それぞれ適用目標を 2020年以降という時期に設定され

ており、早期導入を目指している技術とは言えない技術であると思う。早

期適用に向けた課題と考え方、適用に向けたロードマップを提示する必要

がある。 

● ①-1 水素製造モジュールの低コスト化を主目的とする研究開発であるが、

今後は、システム全体のコストを意識した開発へと進むべきである。 

● CO2膜分離法を用いた水素製造では、水素純度の確保（水素精製）は PSA

で行うことを想定しているが、他方式との比較、優位性やコスト面（ラン

ニングも含んだ）での検討は十分になされているのか。 

● ①-2 素材での耐久性は確認できているが、システムとしての耐久性が確

認されていない。 

● CO2分離型は省スペース化できるとはいえ、機器設備が増えるのでメンテ

ナンスコストも踏まえて実現性を評価してほしい。 

● 耐久性評価は、1年強のレベルであり、その意味ではメンテインターバル

も考慮した耐久性の目標設定が必要である。 
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〈その他の意見〉 

・ Pd のコスト依存性の評価が今回は不明確であり、今後の対応のところで

記載してある今後の低コスト化に向けた取り組みに対して提示が必要で

ある。 

・ 次期事業では、実用スケールでのシステム開発、課題抽出をお願いしたい。 
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２．３ 要素技術開発 

②水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト機器開発、高耐

久化） 

②-1 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

②-2 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

②-3 低コスト型70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開

発 

②-4 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

②-5 直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発 

 

 研究開発成果についての評価 

 実用化、事業化の見通しについての評価 

 今後に対する提言 

70MPa級水素ステーションを構成する各種機器及び充填制御において、低コ

スト化及び実用化の見通しが得られたことは大変評価され、目標を達成し、実

用化レベルにあると判断できる。2015 年の FCV 普及開始に向け、スタンダー

ドとして期待される。水素関連の各種デバイス開発力は、日本は非常に高い技

術を有しており、同時にその評価技術も世界の最先端であり、ビジネス化や国

際標準化も含め世界的に優位に立てる領域である。 

一方、個々の機器としては達成度を満たしていてもシステムトータルでの運

転効率、経済性、耐久性、安全性等についてさらなる検証が望まれる。建設コ

ストをもっと安くしないと普及が進まないため、技術実証が行われる段階での

経済性の評価が必要である。 

都市型コンパクト水素ステーションの研究開発で検討されている地下式は、

規制関連及び近隣の水素安全への考えから実現するまでには極めてハードルが

高く、都市部での水素供給の在り方そのもの、例えば水素供給の拠点数や位置、

公的な用地の活用などの検討から進めるべきではないだろうか。 

〈肯定的意見〉 

○ 70MPa 級水素ステーションを構成する各種機器及び充填制御において、

低コスト化及び実用化の見通しが得られたことは大変評価される。2015

年の FCV普及開始に向け、70MPa級水素ステーションの構成機器及び充

填制御のスタンダードとして期待される。 

○ 水素の関する各種デバイスの開発力は、日本は非常に高い技術を有してお

り、同時にそれを評価する技術も世界の最先端を行っている。その意味で

は、この領域は、ビジネス化も含め世界的に優位に立てる領域であると考
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える。 

○ 目標を達成し、実用化レベルにあると判断できる。 

○ ディスペンサー、大型複合蓄圧器、圧縮機、ステーション機器、プレクー

ル設備等を含めていずれも成果をあげて良く目標を達成している。水素ス

タンド実用化に向け各テーマは必要不可欠な要素技術であり、着実に進展

していることがわかった。 

○ 現時点で機器開発が最も重要で、ディスペンサー（流量計、プレクーラー

など）、複合蓄圧器、バルブなどで重要な情報が得られていることは評価

できる。また、都市型ステーションのリスク評価等も、いずれ必要になる

ことなので、次の課題に移行する際の重要な知見といえる。 

○ 水素の計量技術とコンパクトなプレクール技術は世界に先駆けるもので

あり、非常に価値が高い。現在、世界的に見ても計量に関する標準化、部

品の開発は出来ていないことから、国際標準となりうる技術であると考え

る。 

○ ステーションの低コスト化に向けては、複合容器の利用は非常に価値が高

いと考えるが、この領域に取り組んでいることはステーションのコンパク

ト化と併せて強力に推進すべきと考える。 

○ 直接充填技術としての圧縮機は、海外の流体を用いるものに対して優位性

があり、コンパクト化という観点で価値が高い。早期導入も考慮されてお

り、実証を含めて強力な推進を期待する。 

○ 水素ステーションの早期の商用化に必要な機器開発および統合システム

開発は順調に進捗しており、商用化のイメージも明確化されている。  

○ 直接充填用圧縮機は、ほぼ実用機レベルまで開発が進捗し目標が達成され

たことは評価される。 

○ 個々の機器に関する開発は目標を十分達成している。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発で検討されている地下式

は、規制関連及び近隣の水素安全への考えから実現するまでには極めてハ

ードルが高く、都市部での水素供給の在り方そのもの、例えば水素供給の

拠点数や位置、公的な用地の活用などの検討から進めるべきではないだろ

うか。 

● 個々の機器としては達成度を満たしていてもシステムトータルでの運転

効率、コストパフォーマンス、耐久性、安全性等についてさらなる検証が

望まれる。 

● 建設コストをもっと安くしないと普及が進まないと思われる。 
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● ②-5 これから技術実証が行われる段階で、経済性の評価がなされていな

い。  

● ディスペンサー開発が全体システム内の開発と、個別の開発に分かれてお

り、これを同一にして、ディスペンサーとしての標準化を図る取り組みが

必要である。同時に、仕様の決定に向けては実績作りが必要であると考え

るので、継続するための進め方の枠組みを考慮した展開が必要であると考

える。 

● 複合容器に関しては、実績が無いことから今後実績作りが必要であると考

えるが、どの様に進めるのかが不明確である。また、技術的には今回提示

の保証技術に関する取り組みは非常に時間と手間が掛かるものであり、進

める上ではしっかりとした工程表が必要である。 

● コンパクトな都市型ステーションに関しては、海外では既に適用されてい

る例もあり、規制緩和との協調が必要となるので、この辺りの取組みとの

連携がどの様になされているかを検討する必要があると考える。 

● ステーションで使用する機器は海外でも同様な開発が行われているはず

で、本事業とそれらの比較がなされていないことが残念である。 

● 個々の技術は要求レベルを満足するものに仕上がってきているが、最適な

組み合わせはどれかについての検討が望まれる。 

● ②-4 安全性および経済性の評価で未達の部分があり、年度末までの達成

が望まれる。  

 

〈その他の意見〉 

・ 一つ一つが非常に価値の高い技術であることから、遅滞なく早期のステー

ションに導入可能な様に進めることが必要であると考えます。そのための

継続実証や、法規の対応等が強力に推進される様な進めが必要であると考

えます。 

・ 水素ステーションに対する特別処置など国内の法律改正も含めて、ステー

ションでの建設コストをもっと安くするような工夫が必要である。 
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２．４ 要素技術開発 

③水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト材料開発） 

③-1 水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標

準化・規制見直しに資する評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究

開発 

③-2 水素用アルミニウム材料の評価・開発 

 

 研究開発成果についての評価 

 実用化、事業化の見通しについての評価 

 今後に対する提言 

 

水素エネルギーシステムの利用には、使用できる材料種の拡大は必要不可欠

であり、高圧水素関連機器のための金属材料、水素用アルミニウム材料系が探

索され、耐水素脆性の材料開発や評価に関する成果は目標を達成している。ま

た、国際標準化及び国内規制の見直しに貢献する評価試験法、材料データが提

供されたことも成果として認められる。 

一方、開発はまだ材料試験の段階であり、有望と評価された材料を用いた機

器のコスト面と耐久性面で実用化に向けた検討が今後必要である。また、いず

れも低コスト化に向けては必要な材料変更であるが、適用可否には認可が必要

であることから、開発された各種金属材料の認可・市場提供までのスケジュー

ルと課題を整理して実用化の道筋を明確にすることが肝要である。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 高圧水素関連機器のための金属材料、水素用アルミニウム材料系が探索さ

れ、耐水素脆性の材料開発や評価に関する成果は目標を達成し、実用材と

して事業化に繋がる可能性があり期待できる。 

○ 水素エネルギーシステムの利用には、使用できる材料種の拡大は必要不可

欠であり、継続して実施すべき課題と思う。 

○ 配管、容器類対する様々な低コスト材への転換を図るためのデータ取得が

なされており、上下限を考慮してしっかりと推進されていることが分かっ

た。しかし、これらの材料が使えるようになるためには規制の緩和が必要

であり、この展開について具体的に適用時期を定めて展開することが必要

であると考える。 

○ 水素ステーション及び FCV で使用される合金鋼系及びアルミ系金属材料

の開発は低コスト化と軽量化から大変重要であり、それぞれ高圧水素環境
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下で使用可能な新たな材料が開発されたことは大いに評価される。 

○ 国際標準化及び国内規制の見直しに貢献する評価試験法、材料データが提

供されたことも成果として認められる。 

○ ステンレス鋼については目標を達成しているし、評価試験法もできている。 

○ 研究開発は順調に進展しており、開発目標を達成しつつある。  

○ 目標は達成しており、研究成果は評価できる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● これらの材料に対する適用可否は、認可が必要であることもあり、早期適

用に向けては認可までのスケジュールが提示されていることが肝要であ

る。いずれも低コスト化に向けては必要な材料変更であることから、適用

に向けた道筋を示して強力に推進願いたい。 

● まだ材料試験の段階であり、有望と評価された材料を用いた機器の耐久性

試験へと早期に移行することが望まれる。  

● 開発された各種金属材料の認可・市場提供までのスケジュールと課題を整

理して実用化の道筋を明確にして欲しい。 

● コスト面と耐久性面で実用化に向けた検討が今後必要である。 

● 海外の技術情報、他の事業で得られている成果との関連性など、現在わか

っている情報をまとめ、材料開発の世界的な動向と本事業の位置づけがわ

からない。 

● アルミニウム系材料も目標を達成できる材料が見つかっているが、組成の

異なる材料の探索を続ける必要がある。 

 

〈その他の意見〉 

・ アルミ材料に関して、Si 量に対する見通しを得たことは非常に有意義で

あると考えるが、Cu-Mg系についての進捗と今後の展開が不明瞭であり、

こちらの展開を時系列を考慮して展開して頂きたい。材料開発のロードマ

ップがはっきりしない。目標に沿った開発はできているが、将来のロード

マップを踏まえた上で、その時点での技術レベルに則った開発が必要では

ないか。 
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２．５ 次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

①革新的な次世代技術の探索・有効性検証に関する研究開発、水素エネルギー

導入・普及のための技術開発シナリオに関するフィージビリティスタディ等研

究開発 

 

①-1 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

①-2 燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

①-3 水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

①-4 水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

 

 研究開発成果についての評価 

 実用化、事業化の見通しについての評価 

 今後に対する提言 

 

関係する省庁へのヒアリング結果に基づく基準整備・規制合理化の戦略が明

確に描かれており、水素ステーションの早期の商用化に向けたソフト面での準

備が着実に進展している。水素ステーション技術は FCV開発と連携すべき課題

であり、国際標準化の動きに関与し、リードしていく努力は重要であり、日本

の活動がテスト手法も含め高く評価され、gtr*等で議論されていることは、高く

評価できる。 

一方、国際機関との連携、海外の研究及び政策動向の調査検討の内容及び目

的は十分理解できるが、水素・燃料電池事業の中でどのように活用されている

か、どのように影響を与え、研究開発の方向づけに貢献しているかが明らかで

ない。また、イノベーションを興すためには、ビジネスモデルを想定して、要

素技術を開発する必要があるが、次世代技術を用いた水素社会のビジネスモデ

ルの調査が十分でない。 

gtr*：自動車の安全・環境に関する世界統一基準（global technical regulation）

の略称。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 関係する省庁へのヒアリング結果に基づく基準整備・規制合理化の戦略が

明確に描かれており、水素ステーションの早期の商用化に向けたソフト面

での準備が着実に進展している。  

○ 水素ステーション技術は FCV 開発と連携すべき課題であり、国際的な基

準作りに関与してリードしていく努力は重要。 
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○ 国際標準化の動きに対して、日本の活動がテスト手法も含め高く評価され、

gtr等で議論されていることは、高く評価できる。 

○ 水素に関わる国際標準化活動は日本のエネルギー戦略上極めて重要であ

る。国際会議を通じて多様な海外の情報収集に努めており、また、日本か

らの情報発信・提案にも努めている。今後は、我が国が戦略的に提案した

い国際標準の内容をしっかりと掲げて、その実現を目標として設定して欲

しい。また、水素利用技術に関する海外の最先端の動向を、いち早くかつ

システマティックに国内の研究活動に反映させる方法の検討が望まれる。 

○ 水素インフラ等に係わる規制見直しに向けた技術基準の作成及びその方

向を導く技術検討は、国内法規に則りながら安全で安価な水素インフラを

構築するためにはなくてはならない研究開発であり、金属材料の鋼種拡大

につながる材料選定基準の確立、超高圧ガス設備の設計係数におけるガイ

ドライン策定など大変有効な成果が得られた。 

○ 規制緩和に関する動きは、日本の特殊性も考慮すると、一足飛びに国際標

準と同等のレベルにすることは、安全の担保の仕方に関する考え方等に違

いがあることから難しい事であるが、着実によりリーズナブルな規制に変

える様に進化していることが認められ、その進展は評価できる。 

○ 水素・燃料電池における国際機関との連携、海外の研究及び政策動向の調

査検討は、技術先進国とのベンチマーク、日本の技術開発の方向づけ、国

際基準・標準への働きかけにおいて成果が認められる。また、その中で得

られた情報を関係者に展開されていることは評価する。 

○ 燃料電池自動車等に係わる国際標準化と規制見直しのための研究では、

FCV の安全を含む性能要件並びに水素インフラとのインターフェースに

関する基準化・標準化において着実に成果を上げている。 

○ 海外の革新的な技術について情報収集がよく行われている。 

○ 規制見直しの裏付けとなるデータが揃ってきている。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 次世代技術を用いた水素社会のビジネスモデルの調査が十分でない。イノ

ベーションを興すためには、ビジネスモデルを想定して、要素技術を開発

する必要がある。 

● 国際規格作りは、国内規制を見直す機会でもある。日本の技術が国際商品

となるように、ステーションの規格作りは FCV とステーションがともに

国際規格を意識して継続してほしい。但し、本事業ではステーション規格

作りに軸足を置いているので、自動車関係の規格事業と連携しつつ、混同

しないように進めてほしい。 
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● このテーマは本プロジェクトの中で重要な位置付けにあると思うが、目標

の設定や明確化が必ずしも十分になされておらず検討することが必要で

ある。 

● 国内の技術基準の基となるデータは揃ってきており、国内基準には反映さ

れていくと思われるが、国際基準をリードしていくためにはより一層積極

的な情報発信が望まれる。 

● 他のプロジェクトに提供できる情報としてまとめられていないため、プロ

ジェクト間での共有が出来ていない。 

● ①-1 海外動向調査結果が、本研究開発に有効に生かされていない。  

● 進捗や、情報の見える化を仕組みとして取り入れることが必要である。 

 

〈その他の意見〉 

・ 国際機関との連携、海外の研究及び政策動向の調査検討の内容及び目的は

十分理解できるが、最終的な目的は、この活動で得られた情報や知見が国

や NEDO の水素・燃料電池事業の中でどのように活用されているか、ど

のように影響を与え、研究開発の方向づけに貢献するかであると考える。

評価報告では海外での各種活動の内容ではなくその後の貢献がどのよう

になされたかに視点を置いて欲しい。 

・ 水素自動車と家庭用燃料電池の連携についての姿を検討する必要がある。

すなわち、非常時に燃料電池への商用電源からの起動用電力が途絶えた場

合、水素自動車もしくは家庭用の小型定置用水素ボンベから水素を起動用

に供給することで、速やかに自律発電がスタートすることがインターフェ

ースを開発することで可能となるなど。 

・ 燃料電池自動車等に係わる国際標準化と規制見直しのための研究では、そ

れぞれの技術テーマの成果に軸足を置くのではなく、それぞれの技術テー

マの実用化の道筋や波及効果、NEDO の他テーマとの関連やそれへの貢

献といった面に焦点を当てた評価報告にするとより理解しやすいと思う。 

・ FCV の安全性評価や基準化等において、想定される事例はどのような基

準で選定されているか、はたして適正なのか、想定が甘くないのか。 

・ 水素技術については、常に日本がイニシアチブを取り世界をリードする立

場にあって、国際規格化や基準化の整備に向けて日本の立場をしっかり確

保して欲しい。 

・ 世界の動向や、規制緩和の途中状況等は出来るだけプロジェクトメンバー

が共有できるように仕組みを考えてうまくコミュニケーションを取って

いける様な取り組みが必要であると。 
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３．評点結果 

３．１ プロジェクト全体 

1.3

3.0

1.9

2.1

0.0 1.0 2.0 3.0

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.1 A B B B B B B 

３．研究開発成果について 1.9 B B B B B B C 

４．実用化、事業化の見通しについて 1.3 A B C C C D C 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 

・重要             →B 

・概ね妥当           →C 

・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて 

・非常によい          →A 

・よい             →B 

・概ね適切           →C 

・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当であるが、課題あり →C 

・見通しが不明        →D 

平均値 
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３．２ 個別テーマ 

 

３．２．１ システム技術開発 

①70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開

発 

 

1.9

1.9

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

３．２．２ 要素技術開発 

①水素製造機器要素技術に関する研究開発 

①-1 水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

①-2 CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

 

1.3 

1.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

平均値 

平均値 
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３．２．３ 要素技術開発 

②水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト機器開発、高

耐久化） 

②-1 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

②-2 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

②-3 低コスト型70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研

究開発 

②-4 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

②-5 直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発 

 

2.0

2.1

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

３．２．４ 要素技術開発 

③水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト材料開発） 

③-1 水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国

際標準化・規制見直しに資する評価試験法の開発、材料データの取得

に係る研究開発 

③-2 水素用アルミニウム材料の評価・開発 

 

1.7

2.1

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

平均値 

平均値 
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３．２．５ 次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

①革新的な次世代技術の探索・有効性検証に関する研究開発、水素エネルギ

ー導入・普及のための技術開発シナリオに関するフィージビリティスタディ

等研究開発 

①-1 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

①-2 燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究

開発 

①-3 水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

①-4 水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

 

 

1.4

1.6

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

 

 

 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１ システム技術開発 

①70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

 １．研究開発成果について 1.9 B B B B C B B 

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.9 A B A A C D C 

３．２．２ 要素技術開発 

①水素製造機器要素技術に関する研究開発 

 １．研究開発成果について 1.6 B B C B B B D 

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.3 B B C C B D C 

３．２．３ 要素技術開発 

②水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト機器開発、高耐久化） 

 １．研究開発成果について 2.1 A C A B B B B 

 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.0 A B A B B D B 

３．２．４ 要素技術開発 

③水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト材料開発） 

 １．研究開発成果について 2.1 B B B A B B B 

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.7 B B B B C C B 

３．２．５ 次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

①革新的な次世代技術の探索・有効性検証に関する研究開発、水素エネルギー導入・

普及のための技術開発シナリオに関するフィージビリティスタディ等研究開発 

 １．研究開発成果について 1.6 Ｂ C C B C B B 

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.4 B C C B B D B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

 

〈判定基準〉   

１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて 

・非常によい          →A 

・よい             →B 

・概ね適切           →C 

・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当であるが、課題あり →C 

・見通しが不明        →D 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 評価対象プロジェクト 
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１．事業原簿 

次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」 

 

 

 

事業原簿【公開】 

 

担当部 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

新エネルギー部 

 

 

 



 

目次・概要-(1) 

 

- 目  次 - 

 

概要 

プロジェクト用語集 

 

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

１．NEDOの関与の必要性・制度への適合性 ·········································· Ⅰ-(1) 

 1.1 NEDOが関与することの意義 ················································· Ⅰ-(1) 

 1.2 実施の効果（費用対効果） ·················································· Ⅰ-(1) 

２．事業の背景・目的・位置づけ ··················································· Ⅰ-(2) 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

１．事業の目標 ··································································· Ⅱ-(1) 

 1.1 研究開発項目Ⅰ： ｢システム技術開発｣の目標 ································ Ⅱ-(1) 

 1.2 研究開発項目Ⅱ：｢要素技術開発｣の目標 ····································· Ⅱ-(2) 

 1.3 研究開発項目Ⅲ：｢次世代技術開発・フィージビリティスタディ等｣の目標 
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２．事業の計画内容 

 2.1 研究開発の内容 ··························································· Ⅱ-(15) 

  2.1.1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」実施内容 ··························· Ⅱ-(15) 

  2.1.2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」実施内容 ······························· Ⅱ-(16) 

  2.1.3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

実施内容 ···················· Ⅱ-(21) 

 2.2 研究開発の実施体制 ······················································· Ⅱ-(27) 

 2.3 研究の運営管理 ··························································· Ⅱ-(31) 
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３．情勢変化への対応 ···························································· Ⅱ-(37) 

４．中間評価結果への対応 ························································ Ⅱ-(39) 

５．評価に関する事項 ···························································· Ⅱ-(43) 

 

Ⅲ．研究開発成果について 

１．事業全体の成果 ······························································· Ⅲ-(1) 
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 1.2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」 ············································ Ⅲ-(1) 

 1.3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 ·············· Ⅲ-(2) 

 1.4 事業全体の成果概要 ························································ Ⅲ-(2) 

 1.5 特許、論文、外部発表等の件数 ············································· Ⅲ-(18) 

 

２．研究開発項目毎の成果 ························································· Ⅲ-2.1 

2.1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」 ········································ Ⅲ-2.1 
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて 

 （実用化の見通しについて） 

１．実用化、事業化の見通しについて ··············································· Ⅳ-(1) 

1.1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」の実用化、事業化の見通しについて ········ Ⅳ-(2) 

 1.2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」の実用化、事業化の見通しについて ············ Ⅳ-(2) 
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添付－４：事前評価関連資料（事前評価書、パブリックコメント募集の結果） 

添付－５：特許、論文、外部発表、受賞リスト 
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「研究開発テーマ毎の成果部」目次 

2.1  研究開発項目Ⅰ：「システム技術開発」…………………………………………………Ⅲ-2.1 

Ⅰ-1 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発（実施体制：

(財)石油エネルギー技術センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、日立オートモティ

ブシステムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、(国)佐賀大学）………Ⅲ2.1-1-1(0) 

Ⅰ-2 車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発（実施体制：日本重化学工業

(株)、サムテック(株)、(独)産業技術総合研究所）………………………………Ⅲ2.1-2(0) 

 

2.2  研究開発項目Ⅱ：「要素技術開発」 ……………………………………………………Ⅲ-2.2 

Ⅱ-1 水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発（実施体制：東京ガス(株)、 

日本特殊陶業(株)）……………………………………………………………………Ⅲ2.2-1(0) 

Ⅱ-2 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 

（実施体制：三菱化工機(株)）………………………………………………………Ⅲ2.2-2(0) 

Ⅱ-3 CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発（実施体制：(株)ﾙﾈｯｻﾝｽ・ 

ｴﾅｼﾞｰ・ﾘｻｰﾁ、(国)神戸大学、(国)京都大学、(独)産業技術総合研究所、(株)ミクニ） 

……………………………………………………………………………Ⅲ2.2-3(0) 

Ⅱ-4 ホウ素系水素貯蔵材料の開発（実施体制：(株)豊田中央研究所、(国)東北大学） 

……………………Ⅲ2.2-4(0) 

Ⅱ-5 ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発（実施体制：日本重化学工業(株)） 

……………………Ⅲ2.2-5(0) 

Ⅱ-6 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発（実施体制：(株)タツノ） 

……………………………………Ⅲ2.2-6(0) 

Ⅱ-7 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発（実施体制：ＪＸ日鉱日石 

エネルギー(株)、サムテック(株)）          ……………………………………Ⅲ2.2-7(0) 

Ⅱ-8 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発（実施体制：

(財)石油エネルギー技術センター、(株)キッツ、アズビル(株)、(財)金属系材料研究開発 

センター、(株)日本製鋼所）               … …………………………………Ⅲ2.2-8(0) 

Ⅱ-9 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発（実施体制：清水建設(株)、岩谷産業(株)） 

                                          ……………………………………Ⅲ2.2-9(0) 

Ⅱ-10 直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発（実施体制：(株)神戸製鋼所） 

                                         ……………………………………Ⅲ2.2-10(0) 

Ⅱ-11 水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・規制見

直しに資する評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究開発（実施体制：新日鐵 

住金(株)、愛知製鋼(株)、(独)物質・材料研究機構）       …………………Ⅲ2.2-11(0) 
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Ⅱ-12 水素用アルミニウム材料の評価・開発（実施体制：(国)茨城大学、古河スカイ(株)、 

日本軽金属(株)、(株) 神戸製鋼所）        ……………………………………Ⅲ2.2-12(0) 

 

2.3  研究開発項目Ⅲ：「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

Ⅲ-1 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討（実施体制： 

(株)テクノバ）                              …………………………………Ⅲ2.3-1(0) 

Ⅲ-2 IEA/HIA水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討 

（実施体制：(財)エンジニアリング振興協会）  …………………………………Ⅲ2.3-2(0) 

Ⅲ-3 可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発

（実施体制：(独)産業技術総合研究所）        …………………………………Ⅲ2.3-3(0) 

Ⅲ-4 非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計及び開発 

（実施体制：(国)横浜国立大学）              …………………………………Ⅲ2.3-4(0) 

Ⅲ-5 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発（実施体制：(独)物質・材料研究機構、 

(国)金沢大学）                              …………………………………Ⅲ2.3-5(0) 

Ⅲ-6 水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発（実施体制：(国)東京大学） 

                              …………………………………Ⅲ2.3-6(0) 

Ⅲ-7 超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発（実施体制：(独)産業技術総合 

研究所、(国)東北大学）                    ……………………………………Ⅲ2.3-7(0) 

Ⅲ-8 ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

（実施体制：(国)東北大学）                ……………………………………Ⅲ2.3-8(0) 

Ⅲ-9 Mgおよび Ti系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発 

（実施体制：(学)東海大学）                ……………………………………Ⅲ2.3-9(0) 

Ⅲ-10 燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

（実施体制：(財)日本自動車研究所）       ……………………………………Ⅲ2.3-10(0) 

Ⅲ-11 水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発（実施体制：(独)産業技術総合 

研究所）                          …… ………………………………………Ⅲ2.3-11(0) 

Ⅲ-12 水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ（実施体制：(財)エネルギー総合工学 

研究所、岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、関西電力（株）、清水建設（株）、 

三菱重工業（株）、千代田化工建設（株）） ………………………………………Ⅲ2.3-12(0) 

Ⅲ-13 水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発（実施体制：高圧ガス保安協会、 

(国)東京大学）                           ……………………………………Ⅲ2.3-13(0) 

Ⅲ-14 水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発（実施体制：水素 

供給・利用技術研究組合、高圧ガス保安協会） …………………………………Ⅲ2.3-14(0) 
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概 要 

最終更新日 平成 24年 10 月 21日 

プログラム名 エネルギーイノベーションプログラム 

プロジェクト名 
水素製造・輸送・貯蔵システム

等技術開発 
プロジェクト番号 Ｐ０８００３ 

担当推進部/担当

者 

新エネルギー部 担当者氏名 山本主研、森主査、伊藤主査、主藤主査、藤井主査、橋本 

主査、畠山主査、柏木主査（24年度） 

 

新エネルギー部 担当者氏名 細井主研、中山主査、曽根主査、森主査、伊藤主査、主藤 

主査、藤井主査、橋本主査（23年度） 

 

新エネルギー部 担当者氏名 橋本主研、青塚主査、中山主査、大河原主査、曽根主査、 

深江主査、伊藤主査（22年度） 

 

燃料電池・水素技術開発部 担当者氏名 橋本主研、青塚主査、山下主査、中山主査、 

大河原主査、山本主査、高橋主査、伊藤主査（21年度） 

 

燃料電池・水素技術開発部 担当者氏名 檜山主研、橋本主研、石原主研、川村主査、 

青塚主査、中山主査、大河原主査、山本主査、高橋主査、山下主査（20年度） 

 

０．事業の概要 来るべき水素エネルギー普及のための水素供給インフラ市場立上げ（２０１５年頃を想

定）に向け、水素製造・輸送・貯蔵・充填に関する低コストかつ耐久性に優れた機器及び 

システムの技術開発、要素技術開発、次世代技術開発及びシナリオ策定、フィージビリティ

スタディ等を実施する。それにより水素エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及び 

システムに関する技術を確立する。具体的には、 

（１）システム技術開発：水素ステーション機器や車載等水素貯蔵/輸送容器について、 

 低コスト化・コンパクト化開発及びそれら機器を組み合わせたシステムとして耐久性検証 

（２）要素技術開発：水素製造・輸送・貯蔵・充填機器及びシステムに関する高性能化、 

 軽量化、低コスト化及び長寿命化のための要素技術の開発・検証 

（３）次世代技術開発・フィージビリティスタディ等：新規概念に基づく革新的な技術 

 （例えば、化石燃料以外からの水素製造等）の開発及び水素社会実現に向けた技術開発 

 シナリオの検討等 

を実施する。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

資源の乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の 

構築に取り組んでいくことが不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の技術 

進展の方向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する 

懸念が緩和され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となることを 

目指し「エネルギーイノベーションプログラム」が制定された。本事業は、その「エネル

ギーイノベーションプログラム」の一環として実施する。 

燃料電池及び水素技術は、上記の目的達成に向けたキーテクノロジーとして、その実用化

への期待が高い。第３期科学技術基本計画（２００６年３月）においては「先進燃料電池 
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システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」が戦略重点科学技術として選定され、エネル

ギー基本計画（２００７年３月）、次世代自動車・燃料イニシアティブ（２００７年５月）に

おいても燃料電池及び燃料電池普及のために必要となる水素技術開発の重要性が述べられ、

さらには、Cool Earth 50－エネルギー革新技術に定置用燃料電池、燃料電池自動車及び水素

製造・輸送・貯蔵が位置付けられている。従って、本事業は上記エネルギー施策・制度の 

目標達成に適合するものである。 

 また、本分野における産業界の健全な育成については、産業界各社が自ら活動・対応する

だけでなく産業界共有・共通の知的財産と成り得るものに対し、国費を元に研究開発・産業

界支援を行い各社活動の重複を避け、短期集中的に仕上げることにより産業界全体として 

効率的な技術開発が可能となる。さらに、世界に先駆けて水素関連技術の実用化に先立ち 

システム技術検証や要素技術開発を行うことは国際市場においても我が国産業界が先導的 

役割を果たすこととなり、さらに我が国経済力を向上させることに繋がる点で非常に有効で

ある。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                              

 

事業の目標 「水素安全利用等基盤技術開発事業」（平成１５年度～１９年度）において、水素の安全性

に係るデータの取得に基づく安全技術の確立、水素の製造・輸送・貯蔵・充填等に係わる技術

開発を行い、関連する各機器について基本仕様を固め、性能において世界をリードできるレベ

ルにまで到達させた。このような関連事業成果を踏まえながら、平成２２年度末を目途に水素

エネルギーの導入・普及に必要な低コスト、耐久性に優れた機器及びシステムを試作開発し、

その試作開発結果を基に平成２４年度までに耐久性評価等を行うことが事業の目標である。 

事業の計画 

内容 

主な実施事項 Ｈ20fy Ｈ21fy Ｈ22fy Ｈ23fy Ｈ24fy  

システム技術 

開発 

 

 

 

 

 

 

 

     

要素技術開発 

 

 

 

 

 

      

次世代技術開発

等 

 

 

      

 

開発予算 

（単位： 

百万円） 

 

会計・勘定 Ｈ20fy Ｈ21fy Ｈ22fy Ｈ23fy Ｈ24fy 総額 

一般会計 
0 0 0 0 0 0 

特別会計 

（需給） 1730 1350 1300 1540 1560 7480 

低コスト化・コンパクト化・耐久性に繋がる開発・検証 

トータルシステムとしての耐久性等確認・

検証 

低コスト化・耐久性等のための開発・検証 

脱化石燃料による水素製造技術、シナリオ、ＦＳ等 

材料開発及び材料ﾃﾞｰﾀ取得 

基準・標準化のためのﾃﾞｰﾀ取得等 
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補正予算 

 

180 0 0 0 0 180

総予算額 1910 1350 1300 1540 1560 7660

開発体制 経産省担当原課 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

新エネルギー対策課・燃料電池推進室 

プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 

国立大学法人九州大学 水素エネルギー国際研究センター 教授 

尾上清明 

委託先 (財)石油産業活性化センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、 

日立オートモティブシステムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、 

(国)佐賀大学、日本重化学工業(株)、サムテック(株)、 

(独)産業技術総合研究所、東京ガス(株)、日本特殊陶業(株)、 

三菱化工機(株)、(株)ルネッサンス・エナジー・リサーチ、 

(国)神戸大学、(国)京都大学、(独)産業技術総合研究所、(株)ミクニ、 

(株)豊田中央研究所、(国)東北大学、日本重化学工業(株)、 

(株)タツノ、ＪＸ日鉱日石エネルギー(株)、 

サムテック(株)、(株)キッツ、アズビル(株)、 

(財)金属系材料研究開発センター、(株)日本製鋼所、清水建設(株)、 

岩谷産業(株)、(株)神戸製鋼所、新日鐵住金(株)、 

愛知製鋼(株)、(独)物質・材料研究機構、(国)茨城大学、 

古河スカイ(株)、日本軽金属(株)、(株)神戸製鋼所、(株)テクノバ、 

(財)エンジニアリング振興協会、(独)産業技術総合研究所、 

(国)横浜国立大学、(独)物質・材料研究機構、(国)金沢大学、 

(国)東京大学、(学)東海大学、(財)日本自動車研究所、 

(財)エネルギー総合工学研究所、川崎重工業(株)、関西電力(株)、 

清水建設(株)、三菱重工業(株)、千代田化工建設(株)、 

高圧ガス保安協会、(国)東京大学、水素供給・利用技術研究組合 

 

情勢変化への

対応 
本事業開始後、平成２２年３月、燃料電池実用化推進協議会（ＦＣＣＪ）が「２０１５年、

一般ユーザーへの普及開始を目指す」とする『ＦＣＶと水素ステーションの普及に向けたシナ

リオ』を発表し、平成２３年１月、自動車メーカー及び水素供給事業者１３社がＦＣＶの国内

市場導入に向けて共同で取り組むことに合意し、共同声明を公表。声明においては、２０１５

年に自動車会社がＦＣＶ量産車を販売すること、エネルギー事業者が４大都市圏を中心として

ＦＣＶ量産車の販売台数の見通しに応じて必要な規模（１００箇所程度）の水素ステーション

を先行的に整備することを目指すことが示された。このような情勢変化に対して下記の通り 

対応している。 
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（１）鋼種拡大に係る規制の再点検に対する対応 

 平成２２年６月に閣議決定された「規制・制度改革に係る対処方針（グリーンイノベーショ

ン分野）」を受け、平成２２年末に水素ステーションの鋼種拡大に係る規制の再点検及び

その結果を踏まえた対応について今後の具体的な工程表が作成され、「例示基準に記載さ

れた使用可能鋼材の拡大」が項目の一つに位置付けられた。 

   ⇒「水素先端科学基礎研究事業」と連係して、鋼種拡大に資するデータ・安全性の 

データ取りの加速に役立てた。 

   ⇒工程表の進捗に貢献。平成２４年度末に技術基準(案)完成見込み。 

（２）水素ステーション１００箇所の先行整備に向けた対応 

 平成２３年１月、２０１５年のＦＣＶ普及開始に先駆け、１００箇所程度の商用水素ステー

ション設置・実証を行う共同声明が発表された。 

   ⇒２０１５年の商用水素ステーションの目標コスト達成に資する低コスト水素 

ステーション実証が可能となる見込み。 

  評価に関する

事項 

事前評価 平成１９年度実施  担当部 燃料電池・水素技術開発部  

中間評価 平成２２年度実施  担当部 研究評価部 

事後評価 平成２４年度実施  担当部 研究評価部 

Ⅲ．研究開発成

果について 

水素の製造・輸送・貯蔵・充填等に係わる技術に関して、性能向上、経済性、信頼性・耐久

性向上、コンパクト化など研究開発を行った。これまでの関連事業成果を踏まえながら、平成

２２年度末を目途に水素エネルギーの導入・普及に必要な低コスト機器及びシステムを試作 

開発し、その試作開発結果を基に平成２４年度までに耐久性評価等を行った。 

【研究開発目標と成果】 

●研究開発項目Ⅰ：システム技術開発 

（Ⅰ-１）７０ＭPa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

ステーション建設 

コスト低減検討 

検討前提仕様作成、 

設計費 50％減 

設備コスト 2 億円以下、 

各機器メンテナンス回数 1 回以下/年 

に繋がる技術を開発・評価 
ｽﾃｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ運転技術

開発検討 

水素ステーション完成、 

１年以上の耐久性確認 

ディスペンサー機器 

 コスト低減検討 

 機器耐久性検証 

 故障予知技術検討 

機器に関し 50％減 

1年以上耐久性確認 

故障予知技術確立 
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ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備開発検討 
初期改良型ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備製

作、ｺｽﾄ低減方法立案  

＜成果＞ 

＜標準仕様検討＞ 

・「圧縮機併用差圧充填」と「機器パッケージ化等の現地工事低減策」を採用した水素ステー

ションは、設備費が 2億円以下となることを確認した。 

・設備費 2億円以下となった水素ステーション設備仕様は、標準仕様として図面整備を 

行った。 

＜運転技術開発＞ 

・70MPa級水素ステーションを建設し、普及前ならびに普及初期の 1 年相当の充填回数 

（270回、945 回）の繰返し充填試験を行うことで、構成機器の耐久性を確認し、技術課題 

を明らかにした。 

＜ディスペンサー機器開発＞ 

・ディスペンサーの主要構成機器（流量計、バルブ類）において、普及初期の 1 年相当の充填 

回数に対する耐久性を有していることを確認した。 

・実ステーションの繰返し充填試験で技術課題の明らかになった緊急離脱カプラ、充填ホース

については、改良品を開発し、普及前の 1年相当の充填回数（270回）の耐久性を確認 

した。 

・ディスペンサーの故障予知技術としてディスペンサー配管に設置したフィルタでの異物 

捕集・監視技術を検証し、捕集異物と不具合の関係を明らかにした。 

＜プレクール設備開発＞ 

・プレクール熱交換器（熱交出口温度-20℃）の小型化と低コスト化を行い、実ステーション

において普及前の 1年相当の充填回数（270回）の耐久性を確認した。 

・水素ステーション設計や運転解析に活用できるシミュレーション技術として、充填タンク 

解析プログラム、プレクール熱交解析プログラムを開発した。 

 

（Ⅰ-２）車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術に関する研究開発 

『中間目標』 

・水素容積貯蔵密度は、28g/L以上（中間目標）、34.5g/L以上（最終目標） 

・水素吸蔵合金の吸蔵量:2.7mass%（中間目標） , 3.0mass%（最終目標） 

・水素充填時間は、90%/10min.以内（中間目標）、90%/5min.以内（最終目標） 

＜成果＞ 

・中間目標である 28g/Lを上回る 31g/L の体積貯蔵密度を有するハイブリッド貯蔵タンクの 
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設計・製作を実施した。また、中間目標である 2.7質量%を超える水素吸蔵量 3.2 質量%を 

有する Ti-V-Mn系 BCC合金を合成した。 

・中間目標値（２８ｇ/L）を上回る体積貯蔵密度を有するハイブリッド貯蔵タンクの設計・ 

製作を実施した。 

・中間目標である 2.7 質量%を超える水素吸蔵量（3.2 質量%）を有する Ti-V-Mn 系 BCC 合金を

合成した。 

・低コスト化を目的として、Ｖ系合金の量産性のトライをした。その結果、量産炉での溶解が

可能であることを確認し、製造コストの点からは、中間目標値の\10,000以下の目処が 

立った。しかし、原料も含めたトータルのコストとして、安価な原料の使用について検討が

必要。  

・2015 年の実用化に間に合うのか再評価し、研究目標の達成は困難と評価を得て、中間評価

後、基礎研究の段階であると判断し、「水素貯蔵材料先端基盤研究事業」に移管した。 

 

●研究開発項目Ⅱ：要素技術開発 

水素製造・輸送・貯蔵・充填機器及びシステムに関する高性能化、軽量化、低コスト化及び

長寿命化のための要素技術を開発し、検証する。 

（Ⅱ-１）水素分離型リフォーマーの高耐久性・低コスト化研究開発 

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

耐久性 
モジュールレベルで

8000時間以上  

リフォーマーレベルで 8000 時間以上  

起動時間 
モジュールレベルで 3

時間未満  

リフォーマーレベルで 3時間未満  

リフォーマー耐

久性 

リフォーマーレベルで

耐久性検証・課題抽出 

日常的なメンテナンスを除いて、8000 時間

の運転  

概念設計 
－ 水素製造効率≧80%  設備サイズ≦10m3  

設備コスト≦30万円/Nm3-h  

＜成果＞ 

①ステーション運用者の視点から水素製造装置の仕様を明確化した。 

・装置能力：  300Nm3/h 

・装置コスト： 9000万円以下 

・設置スペース：5.5m×10m（周辺スペース含む） 
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・起動時間：１時間（DSS運用） 

②改質器、バーナ構造の概念設計を行い改質器の小型化を図り、改質器サイズを従来比１/５

とする見通しを得た。  

・改質器、バーナ構造を模擬改質器燃焼試験で検証し、バーナ設計に反映した。  

・触媒試験により改質触媒の初期性能を確認し、比較的安価な Ni 系改質触媒にて S/C2.5 以下

での適用可能性を見出した。 

・水素製造装置のプロセス検討により改質効率 85%の見込みを得た。  

③吸着シミュレーション検討により真空再生の採用と再生サイクルの最適化により、水素回収

率９０％の見通しを得た。 

・パイロット規模試験装置で操作パラメータが水素回収率、水素純度に及ぼす影響の傾向を 

把握した。 

・実規模システムの検討によりシステムサイズﾞを従来比１/２とする見通しを得た。 

④水素製造装置試作機の設計、製作を行い、検証試験により目標以上の改質効率８４.４％を

得た。 ただし起動時間は３時間と目標を超過した。 

   ⇒継続研究にて２時間まで短縮した。  

⑤ステーション運用者の視点から試作機設計図書の検討、評価を行い設計に反映し、試作機 

運転結果を評価し、商用化に向けた改善点を挙げた。 

さらに、300Nm3/h 商用機試設計を行い、目標設置スペースに設置可能との見込みを得たが、

コストは１億円を超過する結果となった。 

 

（Ⅱ-２）水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発  

実施項目 最終目標（H22年度） 

水素製造装置要求仕様の調査，検討  装置仕様の確定  

高性能反応器の開発  改質効率：HHV85%以上 

ｽﾁｰﾑｶｰﾎﾞﾝ比：2.5以下  

高性能水素 PSAの開発  水素回収率：85% 

ｼｽﾃﾑｻｲｽﾞ：現状比 1/3  

50Nm3/h試作機の設計、製作、 

 検証運転  

改質効率：HHV82.5%以上  

起動時間：1時間  

50Nm3/h試作機の設計， 

 検証運転のユーザ評価  

試作機設計、運転結果に対しユーザ視点で評価

を行う。  
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＜成果＞ 

・ステーション運用者の視点から水素製造装置の仕様を明確化した。 

1)装置能力：300Nm3/h，2)装置コスト：9000万円以下，3)設置スペース：5.5m×10m（周辺 

スペース含む），4) 起動時間：１時間（DSS運用） 

・改質器、バーナ構造の概念設計を行い改質器の小型化を図り、改質器サイズを従来比 1/5 と

する見通しを得た。 

・改質器，バーナ構造を模擬改質器燃焼試験で検証し、バーナ設計に反映した。 

・触媒試験により改質触媒の初期性能を確認し、比較的安価な Ni 系改質触媒にて S/C2.5 以下

での適用可能性を見出した。 

・水素製造装置のプロセス検討により改質効率 85%の見込みを得た。 

・吸着シミュレーション検討により真空再生の採用と再生サイクルの最適化により、水素回収

率 90%の見通しを得た。 

・パイロット規模試験装置で操作パラメータが水素回収率，水素純度に及ぼす影響の傾向を 

把握した。 

・実規模システムの検討によりシステムサイズﾞを従来比 1/2とする見通しを得た。 

・水素製造装置試作機の設計、製作を行い、検証試験により目標以上の改質効率 84.4%を 

得た。ただし起動時間は 3 時間と目標を超過した。 

   ⇒継続研究にて 2時間まで短縮した。 

・ステーション運用者の視点から試作機設計図書の検討、評価を行い設計に反映し、試作機 

運転結果を評価し、商用化に向けた改善点を挙げた。さらに、300Nm3/h商用機試設計を 

行い、目標設置スペースに設置可能との見込みを得たが、コストは 1 億円を超過する結果と

なった。 

 

（Ⅱ-３）CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

 CO2選択透過膜の

開発  

170℃以上にて: 1x10-4mol/(m2 s kPa)  

の CO2透過速度にて、CO2/H2選択性が 200  

 ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀｰ用

CO変成触媒の 

開発  

160℃以下、SV2000 h-1にてメタン生成が 1%以下、10%程度含

まれる CO 0.1%以下に低減(メンブレンの効果を含む)  

 ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀｰの

開発  

1m3/h 原理検証機で

の性能実証 
10m3/h用プラントでの性能実証 



目次・概要-(13) 

 

 水素ｽﾃｰｼｮﾝﾄｰﾀﾙ

ｼｽﾃﾑの最適化  

次世代 H2 ｽﾃｰｼｮﾝｺﾝｾﾌﾟ

ﾄ確立。PSA 1/4, ｵﾌｶﾞ

ｽﾀﾝｸ不要化,S/C = 2, 

効率 80％以上  

改質系、PSAを含む 10m3/hの能力を持つ 

トータルシステムを、実証するとともに、

300m3/hトータルシステムの F/S完了 

＜成果＞ 

①ＣＯ２選択透過膜の開発  

耐熱性の向上については、180℃において CO2/H2 選択性≧200(mol 比) 、ＣＯ２透過速度≧

1×10-4 mol/(m2 s kPa)の性能を安定して示す膜を開発した。さらに、モジュール化が容易な

円筒型メンブレンの開発に成功した。 

②ＣＯ２変性触媒の開発  

Ｃｕ系触媒、貴金属触媒共に高性能化に成功し、目標の性能を達成した。さらに、入り口用

触媒（高濃度ＣＯで高活性）、と出口用触媒（低濃度ＣＯで高活性）を開発。リアクター各部

で有効に機能する２種類の触媒の組合せの効果を確認。触媒だけでＣＯ転化率、９９％以上、

ＣＯ濃度０.１％以下が実現できることを見出した。 

③メンブレンリアクターの設計 

平板型、円筒型などのリアクターの形状や加工性の検討を行った。また、円筒型メンブレン

によるリアクター設計を検討している  

 

（Ⅱ-４）ホウ素系水素貯蔵材料の開発  

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

複合化によるホウ素系水素化

物開発（H20-H22)  

反応パスの理論解明と

実験検証と、最適組み

合わせ選定 

     ― 

中間相を用いたホウ素系水素

化物開発 (H20-H22)  

中間相の組成・構造の解

明と、中間相の絞り込み 

     ― 

添加物・微細構造制御による

反 応 速 度 支 配 因 子 の 解 明                                     

(H21-H22)  

添加物の選定、微細構

造の評価および、反応

速度の支配因子の解明 

     ― 

 

ホウ素系水素貯蔵材料としての

最適化 (H22)  

150℃以下の水素放出

温度、6wt.%級の再吸

蔵量を見極め 

     ― 
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反応サイクル時の劣化要因の

解明    (H23-)  

    ― 

 

劣化要因の解明とその対処

法の確立  

実用化技術開発 (H23-)  

    ― 

 

材料系の最適化、大量合成 

技術の開発、低コスト化の 

指針  

実用性評価 (H23-)  
    ― 

 

耐久性評価、小型タンク 

評価、実用化の課題抽出 

＜成果＞ 

理論計算に基づく材料設計、合成、評価・解析を三位一体で展開することにより、新たなホ

ウ素系水素貯蔵材料を開発した。  

・複合化に関しては、水素貯蔵に有利な反応経路を理論計算により予測し、複合水素化物の 

貯蔵特性における複合比の効果なども検討し、それらの最適化を進めた。  

・中間相に関しては、水素放出・再吸蔵過程で生成した中間相を解明し、水素貯蔵特性におけ

る中間相の役割を検討した。  

・水素放出・再吸蔵反応ともに促進できる添加物を選定し、その促進機構を解明した。また、

微細構造を調査することによって、反応速度の支配因子を抽出した。  

これらの研究を通して、低温での水素放出ならびに再吸蔵が可能な新たなホウ素系水素貯蔵

材料の開発指針を明確化することができた。  

・2015 年に普及開始のインフラ技術確立を目指す本事業の目的と乖離が出てきているとの評価

を得て、中間評価後、基礎研究の段階であると判断し、「水素貯蔵材料先端基盤研究事業」

に移管した。 

 

（Ⅱ-５）ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発  

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

MgNi2 系 C15 型

ラーベス合金 

水素化物の構造を調べ，

合金組成改良による吸蔵

量の向上  

3質量％，150℃，1000サイクルを 

満たした合金の開発  

RENi2 系 C15 型

ラーベス合金 

不均化の進行過程を各種

手法にて調査して挙動を

把握する  

水素吸蔵による不均化反応のメカニズ

ムの解明  
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CaMg2 系 C14 型

ラーベス合金 

水素化物の構造を調べ，

合金組成改良による放出

温度の低下  

150℃以下でも 6 質量％を放出する合金

の開発  

CaLi2 系 C14 型

ラーベス合金 

格子定数および原子半径

比を変えた合金の作製・

評価  

不均化等を抑制し，室温で 6 質量％を

吸蔵する合金の開発  

＜成果＞ 

・2 段のプラトーが出現することで水素吸蔵量がそれまでの 1.0 質量％から 1.7 質量％に増加

した、MgPrNi4組成の C15b型のラーベス構造を有した合金を開発した。 

・313K で 300 サイクルの水素吸蔵・放出を繰り返した後でも、95％以上の水素吸蔵・放出量を

維持することができる Mg1.4Pr0.6Ni4組成の合金を開発した。 

・C14型のラーベス構造を有した CaLi2組成合金および第 3元素置換を行った合金を正確に 

作製することができる，ヘリウム雰囲気での浮遊溶解による手法を開発した。 

・2015 年に普及開始のインフラ技術確立を目指す本事業の目的と乖離が出てきているとの評価

を得て、中間評価後、基礎研究の段階であると判断し、「水素貯蔵材料先端基盤研究事業」

に移管した。 

 

（Ⅱ-６）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

ディスペンサー

全体 

基礎制御評価 防爆申

請・コスト検証 

低価格･高耐久性ディスペンサーの開発  

コスト：  従来比５０％  

耐久性：  メンテ１回以下／年 

コリオリ流量計

の開発 

大流量用検出部、計測

部の簡素化試作 基礎評

価・防爆申請 

ディスペンサー

制御部開発 

簡素化試作 基礎評価・

防爆申請 

＜成果＞ 

①ディスペンサー開発 

・他のＮＥＤＯ事業で開発した新素材のボールバルブ、流量調節弁を組込み、ディスペンサー

を開発した。 

・機能を集約化した制御基板による基本的な充填制御方法が確立できた。 

・水素対応の防爆を申請しほぼ取得完了した。 
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・構成機器の信頼性データを調査取得し耐久性を確認した。 

②コリオリ流量計開発 

・ＳＵＨ６６０を使用したフローチューブで器差測定、圧力損失測定等の性能試験を行い、 

良好な結果が得られた。 

・改良したコアプロセッサー用の制御基板を開発し、この基板上で動作する流量計測プログラ

ムの動作検証をおこなった。 

・水素対応の防爆申請のために評価試験をおこない、必要となるデータを取得した。申請 

図面、計算書を作成し防爆申請をおこなった。 

③プレクール装置 

・社内ヘリウムガス設備に設置した基礎評価装置で性能試験から課題を抽出した。 

・試験結果、検討課題から水素ステーションにおけるプレクール装置の最適化検討を行った。 

 

（Ⅱ-７）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合容器の開発  

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

常用圧力 ８０ＭＰａ 充填圧対応圧力 

容量 ２００Ｌ ３００Ｌ 

重量 １０００ｋｇ以下 １５００ｋｇ以下 

コスト １０００万円以下 １０００万円以下 

＜成果＞ 

①ＦＷ成形技術の開発 

・大型複合蓄圧器の製作：ＴＰＰを利用したＤＲＹ法を用い、２００ＬのＣＦＲＰ蓄圧器に 

おいて破裂圧力３４５ＭＰａを達成した。 

・大型複合蓄圧器の製造および評価技術の開発：大型ＦＷ装置を設計開発し、６ｍ、１６００

ｋｇまでの大型蓄圧器の作製及び評価（破裂試験、サイクル試験、他）が可能となり、 

３００Ｌ蓄圧器の試作を行い、長尺化による問題点のないことを確認した。 

②内部加熱法の開発 

・外部加熱装置の併用検討：内部加熱に外部加熱を加えることで、ＣＦＲＰ層を均一に、 

効率よく加熱することが可能となった。 

・小型容器での効果確認：外部加熱を併用により、これまで以上に高温での加熱が可能となる

ため、小型容器で樹脂をｹﾞﾙ化させる温度としＦＷし破裂強度を評価した。結果、容器の 

破裂強度が向上することを確認した。 
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③炭素繊維（ＣＦ）・ＴＰＰの開発 

・ＴＰＰ用樹脂の開発：ＴＰＰが収束しにくい樹脂を開発し、蓄圧器の破裂強度を向上させる

ことができた。 

④開発蓄圧器の検証 

・２００ＬのＣＦＲＰ蓄圧器で水素ステーション実証に提供しうる蓄圧器の設計を完了し、 

使用認可を取得した。今後、実証テスト用ＣＦＲＰ蓄圧器の製造を行い、実証テストにおい

て安全性等の検証を行う。 

 

（Ⅱ-８）低コスト型 70MPa 級充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

全体 
435 百万円/システムの

技術的見通し確認 

2億円/システムに向け 

コスト低減策提示 

総合的エンジニアリング 
ステーション主要機器の

最適構成提示 

2億円/ｼｽﾃﾑ達成可能性提示 

鋼製蓄圧器開発 
材料評価、施工法、検査

技術開発 

本体価格、検査・更新費用低減 

水素用高圧バルブ開発 
ボールバルブ開発の技術

的見通し確認 

バルブ単価低減 圧力損失低減 

高強度金属材料開発 金属材料候補絞込 高強度耐水素性 金属材料開発 

制御システム開発 
制御システム機器費用 

低減 

制御システム設計費低減 

流量調節弁開発 
シール技術開発 動作保証回数達成 調節弁価格

低減 

＜成果＞ 

①ステーション全体のコスト低減策候補の提案と総合的エンジニアリング技術の開発（ＪＰＥ

Ｃ/九州産業大学） 

・連名委託先とともにステーション全体のコスト構造分析と課題抽出を行い、開発計画立案、

効果検証を進めた。 

・ダイナミックシミュレーションにより充填時間を検討し、圧縮機併用を含めた差圧充填での

最適機器構成を検討した。 
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・平成２３年度より、水素ステーション充填解析プログラム開発に着手した。 

②鋼製蓄圧器開発（日本製鋼所） 

・高容量化による蓄圧器設備コスト低減と高耐久化を目的とし、材料、施工法、検査法の技術

を開発した。 

・開発技術を適用して蓄圧器を試作、高圧水素中データ等に基づく特認取得を通じ、蓄圧器の

高耐久化を実現した。 

③水素用高圧バルブ開発（キッツ） 

・バルブ単価の低減と圧力損失の低減を目的とし、高圧水素用ボールバルブの開発に取り 

組み、高圧水素下でのラボ試験等に基づき、ボールバルブのシートおよびパッキンのシール 

技術を開発した。 

・高圧水素下での開閉作動耐久試験により、開発バルブの耐久性を確認した。 

④低コスト・高強度材料開発（ＪＲＣＭ） 

・JIS SUS316L材と耐水素性が同等で、強度が 30～50%向上する材料を開発した。 

・量産化を目指し溶製規模のスケールアップを実施した。 

・バルブ、調節弁メーカー等への開発材料を提供し、加工性評価で良好な結果を得た。 

⑤コントロールシステム開発（アズビル） 

・ステーション制御集中化による制御機器費用低減、標準化によるソフト設計費低減を目的 

とし、制御システムのコンセプトを構築、ソフトウエア仕様を確定させ、制御機器費用の 

低減を確認した。 

・制御システムソフトウエア、ハードウエアを試作し、数値モデルを用いた制御検証を 

行った。 

⑥流量調節弁開発（アズビル） 

・シール部の長寿命化および、ＪＲＣＭと連携した調節弁本体小型化によるコスト低減を 

検討した。 

・温度サイクル下における摩擦磨耗試験等を通じ、高圧水素中における表面処理技術、 

パッキン材の選定を完了した。 

 

（Ⅱ-９）都市型コンパクト水素ステーションの研究開発  

実施項目  中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

試設計 コンパクトした場合の課題抽出 課題解決（案）の提示  

安全要素技術開発 安全性を担保する技術開発 開発技術の検証 

水素ステーションの 安全要素適用検討 標準設計に対する安全の検
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安全性評価  証  

水素ステーションの

経済性評価  

建築試設計、コスト比較  建設合理化検討 

モックアップ実験 実験計画策定 実験実施および評価  

標準設計  ￣ 標準設計（案）の提示  

＜成果＞ 

①試設計 

・ステーションの試設計を実施し、キャノピー上機器設置化や地下化することで配置計画上、

コンパクト化（敷地面積 5１7m2及び 390m2）を実現できることを確認した。 

・地上式（631m2）、高架式(517m2)、および地下式(517, 390m2)のレイアウト完成した。 

②安全要素技術の開発 

・反射圧低減壁の開発において、数値解析により反射波のピーク圧力を低減することが可能な

壁（反射波低減壁）の開発を行い、検証実験によりその性能を確認した。 

・反射圧低減壁、水素燃焼制御システム、水素の不活性化の各技術を確立した。 

③安全性評価 

・水素燃焼制御システムの開発にて、燃焼伝播の防止に必要な条件を確認した。また、水素の

不活性化に関する研究では、着火に至らせない「安全濃度」を決定した。 

・安全要素技術適用検討および安全性の検証、リスク評価を実施した。 

④経済性評価 

・建築および各システム導入コスト比較した。 

⑤検知システム 

・既存検知器の仕様を調査した。 

 

（Ⅱ-１０）直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発 

実施項目  中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

１ － 

設計吐出圧力 95 MPa、 

運転吐出圧力 87.5 MPa、 

流量 1200 Nm3/h の圧縮機の

試作機を開発・設計・製作 

する。 
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２ － 
インバーター制御による可変

速度運転に対応する。 

３ － 

直接充填方式ステーションに

おける高圧圧縮機の運転の特

徴である高頻度起動停止運転

に対する耐久性の見通しをつ

ける。 

４ － 

圧縮機運転方法の検討のた

め、圧縮機水素流量と、車載

タンクの圧力・温度の時間変

化の関係を、圧縮機の特性

(下流圧力の変化に伴う流量

変化など)を含めてシミュ

レーションするプログラムを

開発する。 

５ － 

試作機の設計・製作・試験結

果、および HySUTなどユー

ザーと連携により、実証水素

ステーション用の設計吐出圧

力 100MPa超級圧縮機の設計

を完了し、試験計画を策定す

る。 

＜成果＞ 

①直接充填用大容量高圧水素圧縮機の仕様 

・運転吸込圧力 40MPa／設計吸込圧力 45MPa 

・運転吐出圧力 87.5MPa／設計吐出圧力 96MPa 

・流量 1200Nm3/h  シリンダ 2本 

・運転中にベントを大気放出しない 

・上記仕様の試作機を開発・設計し、製作が進行中である。圧縮機ユニットの小型化のために

別途開発した超高圧用熱交換器をアフタークーラーとして採用 

②インバーター制御可能な仕様の試作機を開発・設計し、製作が進行中であり、検証方法を 

検討中。 
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③高頻度起動停止運転に対汁耐久性の見通し 

摺動部の劣化評価が必要なため運転により検証する。 

④圧縮機運転方法の検討のため、圧縮機水素流量と、車載タンクの圧力・温度の時間変化の 

関係を、圧縮機の特性を含めてシミュレーションするプログラムを開発した。この成果を 

利用して千住・海老名ステーションなどの HySUT実証事業と連携した対応を進めた。 

⑤試作機の運転評価による試設計 

運転結果を反映して実施する。 

 

（Ⅱ-１１）水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・ 

規制見直しに資する評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究開発 

実施項目  中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

高圧水素および液体

水素関連機器に用い

るステンレス鋼およ

び関連評価試験法の

開発  

－ 

新規水素用高機能ステンレス

鋼を開発し、高圧水素環境下

におけるその材料データを取

得し、基準・標準化に必要な

安全検証・裏付けデータとし

て提示する。 

高圧水素配管・容器

材料の研究開発  
－ 

高強度ステンレス鋼・高強度

低合金鋼を開発し、新規水素

用材料として提案する。 

高圧水素バルブ・継

手用ステンレス鋼に

係る研究開発  

－ 

高圧水素環境下で使用できる

オーステナイト系ステンレス

鋼を開発し、材料種類の拡大

を提案する。 

低温及び高温ガス環

境下での材料特性に

関する研究  

－ 

低温および高温における高圧

水素環境下で引張及び疲労 

試験を行い、材料特性を評価

する。 

＜成果＞ 

①高圧水素および液体水素関連機器に用いるステンレス鋼および関連評価試験法の開発：  

新規開発低 Ni,省 Mo系高強度鋼 STH2の固溶化熱処理材について、高圧水素中での強度、 
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疲労、疲労亀裂伝播などの諸特性を評価し SUS316Lと変わらない特性を示すことを確認 

した。SUS316L ほか γ 系ステンレス鋼の評価結果から、水素脆化が合金元素の編析部に生じ

やすいこと、及びその機構を明らかにした。  

②高圧水素配管・容器材料の研究開発： 高窒素高強度 SUS を開発し、固溶化熱処理材が N 量

の増加と共に強度が増加することを確認し、高圧水素中下の SSRT 試験(室温、85MPa)、疲労

試験においても良好な特性を確認した。 

低合金鋼において高 Mo-V 添加による組織改良鋼を開発し、高圧水素下 SSRT 試験（室温、

45MPa）、疲労試験において既存鋼と比較して水素の影響が大幅に改善されたことを確認 

した。 

③高圧水素バルブ・継手用ステンレス鋼に係る研究開発： Moを含有しないｵｰｽﾃﾅｲﾄ系 SUSを 

開発し、冷間引抜加工材が高い 0.2%耐力、引張強さを示すことを確認し、高圧水素下の

SSRT試験(-40℃、70MPa)において良好な相対絞り示すことを確認した。 

SUS316L固溶化熱処理材は水素ﾁｬｰｼﾞしても室温でのｸﾘｰﾌﾟ特性に明瞭な影響が見られない 

ことを確認した。 

④低温及び高温ｶﾞｽ環境下での材料特性に関する研究： 簡易試験法を用いて-200～120℃の 

温度範囲における 316 系 SUS を中心とする材料の特性を測定し、水素の影響が少ない良好な

材料特性を示すことを確認した。 

以上の開発を加速するため、高圧水素中小型疲労試験装置を共通して持つことにより、簡易

かつ迅速に新規材料の高圧水素中の疲労特性の測定を可能とし、開発の加速を図った。 

また、有明、霞ヶ関、千住、ｾﾝﾄﾚｱ各水素ｽﾃｰｼｮﾝにおける長期使用設備の解体調査に協力

し、材料特性にも問題はないものの、製作・施工時に注意、改善点があることを示した。 

加えて、これら成果を国際標準化、規制見直しの作業に資するため、関係団体等に対して 

情報を提供し、議論・検討に参画した。 

 

（Ⅱ-１２）水素用アルミニウム材料の評価・開発 

実施項目  中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度） 

Al-Mg 系合金の耐水素

脆性評価 
－ 

Al-Mg-(Cu)合金の水素脆化 

感受性に及ぼす Mg 量、熱処

理の影響を明らかにする 

水素脆性に対する抑

制元素および有害元

素の特定  

－ 

添加元素の影響を把握し、 

脆化感受性指数<0.2、耐力≥

400MPaの合金系を見出す 
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高強度で切削性に優

れるバルブハウジン

グ用合金を開発する 

－ 

耐力≥ 380MPa で、切削性が

6061 合金よりも優れ、水素用

として使用可能な 6000系 

合金を開発する 

VH4容器の口金等の 

部材用の鍛造合金を

開発する 

－ 

耐力≧360MPa で、鍛造可能

で、水素用として使用可能な

6000系合金を開発する 

水素の侵入サイトを

可視化法により明ら

かにする 

－ 

外部環境が、水蒸気の場合と

水素の場合の侵入サイトの 

異同を明らかにする  

開発材の耐水素脆性

を評価する 
－ 

開発材の耐水素脆性を、湿潤

大気中での SSRT 引張・疲労

試験などにより評価する 

＜成果＞ 

① Mg 量 5%で鋭敏化処理を行わない限り Al-Mg 系合金は水素脆化を示さないことを確認した。

添加元素の影響は、組合せや熱処理条件によっても変化することを見出した。開発目標 

（水素脆化感受性指数：0.2 未満、耐力値：400MPa）を満たす合金系として Al-Cu-Mg 系合金

を見出した。  

② 試作合金の耐力は、380MPa以上で、切削性は標準の 6061押出棒より優れていること、 

耐水素脆性、その他水素用材料として満たすべき基準を満たしていることを確認した。  

③ 6069 規格組成内の中で、Cu 下限・Si 過剰組成とした試作材で開発目標を達成した。6066

規格組成の中で、主要組成 Mg、Si、Cu、Mn の添加量を規格下限域とした試作材で目標達成

の可能性が高いことを示した。  

④ 6061、7075 合金において、外部環境が水蒸気の場合と水素の場合の侵入サイトが同じ(第二

相粒子)であることを明らかにした。  

⑤ 開発材の耐水素脆性評価を行い、問題のないことを確認しつつある。 

 

●研究開発項目Ⅲ：次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

（Ⅲ-１）水素燃料電池に係る国際関連機関等研究・政策動向の調査検討  

ＮＯ 目標 

１ IEA/HIA の最新動向・活動を入手し、我が国の政策や技術開発への影響を分析
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する  

２ 
IEA/AFCIAの最新動向・活動を入手し、我が国の政策や技術開発への影響を 

分析する 

３ IPHEの最新動向・活動を入手し、我が国の政策や技術開発への影響を分析する 

４ 
IPHE、HIA、AFCIA メンバー国やその主要関連研究機関の政策・技術開発動向の

調査・検討 

５ 

１～４で把握した技術開発動向及び分析活動ならびに関連国際会議やウェッブ

サイトから得られた水素関連活動等を、国内関係者に定期的に発信し、情報 

共有を図る 

６ 再生可能エネルギー由来水素の技術動向のとりまとめ 

＜成果＞ 

・IEA/HIA の各作業部会に専門家を派遣し、情報を得た。また平成 24 年度は関係者との連携の

下で Annex 28(大規模水素インフラ）会合を日本でホストし（平成 24 年 10 月、東京）、情報

収集とその内容の発信を行った。 

・IEA/HIA の執行委員会に参加し（専門委員：エンジニアリング協会）、各作業部会の半期毎の

活動報告、年次報告書概要等の報告（事務局）、各国の水素関連研究開発動向（各国代表）

などの情報を入手した。  

・IEA/AFCIA の各作業部会に専門家を派遣し、情報を得た。また平成 24 年度は関係者との連携

の下で Annex 25(定置用 FC）会合を日本でホストし（平成 24 年 10 月、福岡）、情報収集を

行った。 

・平成 24 年度より、IEA/AFICA の執行委員会（平成 24 年春季、カナダ、トロント）に参加、

各国の燃料電池関連研究開発動向（各国代表）などの情報を入手した。 

・IPHE の各委員会に出席し、最新動向、活動内容を入手、わが国からの情報を発信した。また

IPHE の議論を分析、わが国の政策や技術開発への影響を分析した。対応が必要な議論や動き

に関しては、国内関係者と連携し、その対応を行った。 

・IPHE対応の一環として、平成 23年 3月に定置用 FC国際ワークショップを運営・開催した。 

・IPHE が隔年で実施してきた IPHE アワード （IPHE によって、FC/水素分野でのリーダーシッ

プと技術功績をたたえるもの。2 年毎に実施）に関して、経済産業省および関係機関と連携

し、日本からの推薦の支援と IPHE 会議での紹介を行なった（優秀リーダーシップ賞に福岡

水素エネルギー戦略会議、技術功績賞に秋葉悦男産業技術総合研究所副研究部門長）。この

推薦２件は、IPHEアワードの受賞を得ることができた。 
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・JHFC プロジェクト（平成 14～22 年度に実施された FCV・水素ステーションの実証研究プロ

ジェクト。平成 21年度より NEDO事業） と連携し、IPHEが企画した IPHEスチューデント 

コンペティション（IPHE が企画した、FCV・水素の研究に秀でた各国の高校生を表彰するも

の。IPHE メンバー国が自主的に優秀校を推薦 ）にわが国から秋田工業高校を推薦し、IPHE

スチューデントコンペティション授賞式およびスチューデントプログラム（各国学生との 

国際交流） に派遣することができた。 

・IPHE、AFCIA における情報をもとに、政策情報をとりまとめ、関係者に提供した（内容は、

米国、ドイツ、欧州連合に加え、カナダ、ノルウェー、アイスランド、韓国、中国、オース

トラリア）。 

・欧州連合およびドイツが実施したマッキンゼー「パワートレインのポートフォリオ 

レポート」を翻訳して関係者に配布した。 

・我が国の水素ステーション規制見直しのために水素規制見直しリーダー会議にオブザーバー

として参画、IPHE などのネットワークを用いて DOE、Air Products、Shell、CaFCP、

Linde、TUV 等にヒヤリングを実施、米国・ドイツの水素ステーション規制を日本との対比で

とりまとめ、関係者に提供した。 

・平成 22 年度（平成 23 年 2 月）は IEA/HIA に関して、また平成 23 年度（平成 24 年 2 月）は

IEA/HIA と IEA/AFCIA の両方に関して、年度末に活動報告会を開催している。活動報告会で

は、各作業部会を担当する専門家が部会の活動を報告し、質疑応答を行っている。活動報告

会参加者は、産学官における水素関連の研究開発・実証試験などに携わる研究者・技術者

（約 40数名が参加）。 

・平成 23 年度 10 月より、FC/水素政策関係者、NEDO、NEDO プロの委託先等を中心に国際情報

ネットワークを構築、登録者は現在約 100 名。発信している内容は、作業部会や国際会議の

報告、海外政策情報、マンスリーニュースなど。これにより従来は IEA/HIA や IEA/AFCIA の

活動報告は年間１回（毎年 2月の活動報告会）のみであったが、タイムリーに国際情報を 

関係者に提供できるようになった。 

・IEA/HIA、IEA/AFCIA、IPHE などで得られた情報、また各国の動きがある場合に、その情報

（レポート翻訳、概要解説、会議参加報告書）を前述の国際情報共有ネットワークを活用し

て発信（平成 23 年度はほぼ隔月～3 ヶ月に 1 回程度、平成 24 年度上旬は隔月で発信）。平成

24年 7月からはマンスリーレポートも配信。 

・IEA/HIA、IEA/AFCIAの作業部会のうちでも、そのテーマが担当する専門家だけでは対応が 

難しい場合、他の企業や研究機関にも関わりがある場合、また戦略的な情報発信が必要な 

場合は、その作業部会に出席する専門家のサポートチームを構築した。 

・経済産業省燃料電池分科会（平成 23 年 6 月 3 日）に海外情報を提供した。また FCCJ や関係

機関・組織と連携し、2015 年～2030 年に向けての FCV 普及予測を行い、あわせて提供し
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た。その後も業界（FCCJ など）の意見を参考に、FCV 普及予測を修正・アップデートした。

FCV 普及予測は、大手自動車 3 社の意見を元に、4 つのパラメータ（車両の魅力、燃料経済

性、強力な政策支援、車両価格低減）で分析を行った。その結果、普及台数は、2025年に 

おける FCVの普及予測は、36万台から 240 万台の間となった。 

・再生可能エネルギー由来水素の可能性に関して、世界の政策動向と最新の技術動向をとり 

まとめ、「非化石資源および低炭素資源による水素製造の可能性」（120ページ）として 

報告した。 

 

（Ⅲ-２）IEA/HIA水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討  

ＮＯ 目標 

１ 国際技術開発動向の把握 

２ 各 Annex(作業部会）の分析活動動向の把握  

３ 得られた情報の展開・普及及び共有化活動 

＜成果＞ 

水素経済社会の実現に向けて国際協同研究開発を目的とする IEA/HIA（国際ｴﾈﾙｷﾞｰ機関/水素 

実施協定）に積極的に参加した。各作業部会にて、収集・交換した水素に関する技術開発 

動向・情報を国内に展開し、共有化を図った。 

 

（Ⅲ-３）可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の 

研究開発 

実施項目 目標 

多孔質半導体光電極の 

高性能化  

既存半導体光電極の改良で WO3光電極の性能を超える。 

光触媒-電解ハイブリッド 

システムによる水素製造 

レドックス媒体を用いた効率的な酸素発生用光触媒の 

高性能化により太陽エネルギー変換効率の最高値を 

目指す。 

新規可視光応答性半導体探索 
高速自動半導体探索システムを用いてできるだけ多くの

可視光応答性の新規半導体を探索する。 
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理論効率や将来性の試算  
太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより 

低コスト水素製造できるか検証する。 

＜成果＞ 

・WO3 光触媒の量子収率をセシウム表面処理で既報の 48 倍に向上できた。太陽エネルギー変換

効率(0.3%)は陸上植物並で、人工光合成実現可能レベルに達した。 

・BiVO4 光電極の光電流を炭酸塩電解液を利用することで従来の電解液より 6 倍向上できた。

高速自動半導体探索システムを活用し、新規半導体の特許を 5件出願した。  

・光触媒-電解ハイブリッドシステムの小型実証試験を行った。太陽電池と水電解を単に組み

合わせたシステムより将来低コスト水素製造が可能、という結論を得た。 

 

（Ⅲ-４）非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発 

実施項目 目標 

触媒能評価 
現行材料(貴金属系)に近い性能を有する非貴金属系酸素発生触媒の

開発  

電解試験 
非貴金属系材料をアノード触媒に用いて、現行のアルカリ形水電解

に匹敵する新規固体高分子形水電解セルの開発 

＜成果＞ 

・評価法の確立し、比活性が IrO2を上回る Zr及び Ta 系材料の触媒の作製に成功した。 

・Zr及び Ta系化合物は表面が酸化物であると酸素発生反応の活性が向上した。  

・Zr系化合物を電極触媒として電解試験を行い、水電解効率は 60%であった。 

 

（Ⅲ-５）高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

ＮＯ 目標 

  １ 実用磁気冷凍磁性材料の開発 

  ２ 高効率水素液化機構の開発 

  ３ 蓄冷型磁気冷凍機の開発 

  ４ 測定技術要素研究 

  ５ 水素液化磁気冷凍システムの調査と解析 
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＜成果＞ 

・AMR サイクルに適合した希土類ガーネットと金属間化合物磁性材料の開発を進め、粒状化の

実用材料製造技術を確立した。 

・２つの駆動機構をもつ AMR磁気冷凍サイクル試験装置を設計・作製し、AMRサイクルを 

実証した。 

・水素液化サイクルの効率改善と高感度水素液量の計測技術を開発した。 

 

（Ⅲ-６）水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 

実施項目 目標 

水素脆性評価試験  水素濃度；2ppm以下、負荷速度；準静的～5m/s  

実大破壊強度試験  圧力；15MPa程度、パイプ；X65高強度鋼管、500mm径、40m長  

高速き裂伝播計算 

モデル構築  
き裂伝播限界圧力とき裂伝播停止長さを+/-20%で予測  

外部からの指導及び 

協力  

大学・企業の研究者・技術者からなる研究会を組織し、指導と

協力を得る。  

＜成果＞ 

・水素ガスパイプラインで想定される現実的な圧力・温度件では鋼中に拡散侵入する水素濃度

は低く、準静的・動的条件ともに水素脆化は顕著ではない。  

・水素ガスパイプラインの実大強度試験を実施し、き裂は長距離伝播することはないことを 

実証した。 

・開発した高速き裂伝播数値計算モデルを用いて、天然ガスと同程度の靭性を有していれば、

水素ガスパイプラインでき裂の伝播を防止できることを確認した。  

 

（Ⅲ-７）超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

実施項目 目標 

超高圧合成法による新規 Mg 合

金系水素貯蔵材料の開発 

「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、

耐久性 1,000 回以上」を可能とする材料を探索する。  

超高圧合成法による新規 Li 合

金系水素貯蔵材料の開発 

「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、

耐久性 1,000 回以上」を可能とする材料を探索する。  
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超高圧合成法による新規 Al 合

金系水素貯蔵材料の開発 

「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、

耐久性 1,000 回以上」を可能とする材料を探索する。  

＜成果＞ 

・Mg-(V, Zr)-(Li, Na)-H 系水素化物において、可逆的に水素を吸蔵・放出する新規水素化物

を見出すとともに、水素放出温度と結晶構造との相関を示し得た。 

・7種の Li-M-H系新規水素化物（M：遷移金属元素）を見出し、Li-Y系水素化物において、 

可逆的に水素を吸蔵・放出することを確認した。  

・Al 系共晶合金、アラネート、AlH3 を原料として試みたが、適用条件下では新規水素化物相

は得られなかった。 

 

（Ⅲ-８）ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

実施項目 目標 

細孔制御技術によるゼオライト鋳

型炭素（ZTC）の構造最適化  

ZTC 表面積の増大（目標 5000ｍ2/g）と細孔径の最適

化（範囲 0.65 nm〜1.2 nm） 

金属担持技術による「新たな相互

作用」の導入とその最適化  

Å、更には原子レベルの金属担持、及び貴金属以外

（Ni、Ti）の担持 

ZTCの水素吸蔵性能評価  上記で得られた ZTCの水素貯蔵性能を評価する。 

＜成果＞ 

・スピルオーバー水素の貯蔵サイトを、炭素担体のエッジ、曲率をもつ部位、含酸素官能基、

含窒素官能基に同定できた。 

・炭素担体に担持する Ptの粒径が小さいほどスピルオーバー貯蔵量が増加することを見出 

した。また、安価な遷移金属（Ni）による貯蔵にも成功した。  

・スピルオーバー水素貯蔵サイト候補である、含窒素官能基の大量ドープ法の開発に成功 

した。 

 

（Ⅲ-９）Mgおよび Ti系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に係る技術開発 

実施項目 目標 

Mg基合金の開発  Mg基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積  

Mg 基合金に関する熱力学的平

衡反応特性の研究  

Mg基相分離型水素吸蔵合金の実証 

6.0質量%, 繰り返し 1000回, 水素放出温度 100℃  
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Ti基合金の開発  Ti基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積  

Ti 基合金に関する熱力学的平

衡反応特性の研究  

Ti基水素吸蔵合金の実証 

6.0質量%, 繰り返し 1000回, 水素放出温度 100℃  

Al 水素化合物の合成技術の開

発  

Al水素化合物の物理的合成法を設計・開発  

＜成果＞ 

・水素吸収・放出に伴う合金の「相分離」によって、MgH2が熱力学的に著しく不安定化する 

ことが実証された（合金構成元素間の結合力に依存）。 

・Ti基を有する非固溶系 b.c.c.合金の合成に成功し、室温で 3.5 mass %以上の水素吸収・ 

放出反応が実証された。  

・Al 水素化合物の物理合成装置の設計・開発を行った。AlH2.5 組成を得ており、物理的合成

の可能性が実証された。 

 

（Ⅲ-１０）燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

実施項目 目標 

圧縮水素を燃料とする FCV の

事故後の安全作業の標準化 

適正な基準策定のための妥当性検証、事故処理に関わ

る早期の標準化に向けたデータ取得のための事故処理

手法を開発 

車載用高圧水素容器／容器附

属品の基準適正化活動 

適正な基準策定のための妥当性検証および新規構造 

附属品の国内導入に資するデータ取得  

水素充填プロトコルの標準化 

水素充填コネクタの標準化 

水素ステーションの安全性検証データを提供するとと

もに、インターフェイスの試験法案策定に向けた 

データを取得、および関連する国際標準化活動の推進  

その他国際標準化に関わる技

術検討 

上記の国際標準化に加え、水素燃料仕様、性能・用語

等の国際標準化の審議と推進 

＜成果＞ 

・FCVの事故後の乗員救助等、安全作業のための漏洩水素の送風拡散効果の検証、高圧水素 

容器内の残圧確認手法の開発し、警防マニュアル等の策定に資するデータを取得。 

・FCV車両運搬船での火災リスク課題を調査。安全上、問題ないことを確認。  

・HFCV-gtr に新規提案された車室内水素濃度計測方法の妥当性を調査し、試験方法等の問題点
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を指摘。 

・HFCV-gtr の局所火炎暴露試験法策定に必要な車両火災データを提供し、世界に先駆けて当該

試験に使用できるバーナーを開発し、国内での試験実施体制を構築。 

・ HFCV-gtr に日本から液圧での使用環境負荷試験を提案するにあたり、必要な根拠データを

提供し、試験法の検証を実施し、国際基準に反映。 

・急速充填試験による充填プロトコル等の検証を行い、安全性を確認し、その結果が国内基準

に採用。 

・FCV燃料仕様の国際規格の H２４年度内発行段階に目処。 

 

（Ⅲ-１１）水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

実施項目 目  標 

水素燃料電池自動車の 

導入に係る社会的便益に

関する研究（H20-21）  

種々の FCV導入シナリオの下で、既存の市場で経済価値として 

評価されていない、FCV 特有の便益を経済価値として評価すると

共に、導入普及による経済的波及効果を評価する。 

水素燃料電池自動車の 

社会的便益評価システム

の構築（H20-21）  

FCV や水素インフラの導入施策は、エネルギー・環境を巡る情勢

の変化や、技術開発の進捗などを反映して、ダイナミックに変化

する可能性があるため、これらの情勢変化に対応したシナリオに

対する便益評価を柔軟にするためのシステムを構築する。  

＜成果＞ 

・FCV の導入普及初期の 5 年間（H20 年度）、及び COCN の新導入シナリオ（H21 年度）をベース

とし、環境便益の外部便益（外部費用の削減）、および経済的波及効果を評価し、導入普及

施策に対する示唆を得た。  

・複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため、これまでに開発してきた方法論に

従った評価システムを構築した。 

 

（Ⅲ-１２）水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

 ＮＯ 目標 

  １ 前提条件の設定及び全体の評価を行う 

  ２ 高圧水素供給フローの検討を行う 

  ３ 液体水素供給フローの検討を行う 
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  ４ 有機ケミカルハイドライド法の検討を行う 

＜成果＞ 

・平成 27 年（2015 年）を想定した水素供給インフラ市場立ち上げに向け、各水素キャリア

（高圧水素、液体水素、有機ケミカルハイドライド）を用いた、オフサイト型水素製造から

水素ステーションにおける燃料電池自動車への充填までの一連のフローにおける、経済的成

立性や実現性及び普及に向けた今後の技術開発課題について抽出・検討を行なった。また、

課題の解決策についての提言も行った。 

 

（Ⅲ-１３）水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

実施項目 目標 

水素ステーション用金属材料

の鋼種拡大に関する研究開発 

新規使用可能材料の選定  

 

圧縮水素運送自動車用複合容

器に係る基準整備に関する研

究開発 

例示基準案※  

 

水素ステーション用複合容器

に係る基準整備に関する研究

開発 

KHK特認ガイドライン※  

 

圧力設備の設計基準における

設計係数と水素適用に関する

研究開発 

KHK事前評価ガイドライン※  

KHK特認ガイドライン※  

※基準案及びガイドラインは石油エネルギー技術センターが作成 

＜成果＞ 

Ａ．水素ステーション用金属材料の鋼種拡大に関する研究開発 

・絞りが 75％以上の SUS316 及び SUS316L については、Ni 当量が 28.5％以上の場合には 70MPa

において-40～85℃、Ni 当量が 26.3％以上の場合には 90MPa において 20～85℃で一般則例示

基準に追加可能である。  

Ｂ．圧縮水素運送自動車用複合容器に係る基準整備に関する研究開発 

・圧力、安全を確保するための設計確認試験及び組試験の方法等について検討を行い、JIGA-

T-S/12/04 をベースとした最高充てん圧力 45MPa の圧縮水素運送自動車用容器の例示基準案
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作成のための助言を行った。  

Ｃ．水素ｽﾃｰｼｮﾝ用複合容器に係る基準整備に関する研究開発 

・特定設備として申請するためのガイドラインを ASME Sec.Ⅹ Appendix 8 をベースとする 

ことを提案した。CFRP 製複合容器の設計基準の基礎となる CFRP のストレスラプチャー試験

及び疲労試験を行いデータの充実を図った。JPEC で行われた小型複合容器及び中型複合容器

を設計製作、試験条件及び試験結果の評価に対して助言を行った。  

Ｄ．圧力設備の設計基準における設計係数と水素適用に関する研究開発 

・国内に置いて実績があり設計係数の最も小さな KHKS0220超高圧ガス設備に関する基準の 

水素適用について検討った。水素の影響に応じて、従来通り大気中のデータを利用して

KHKS0220 で設計する場合と、水素中のデータを使用して KHKS0220 で設計する場合とに分け

ることを提案した。  

 

（Ⅲ-１４）水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

実施項目 目標 

圧縮天然ガス（ＣＮＧ）スタ

ンド併設時の設備間距離  
技術基準案の作成  

水素ステーションの保安検査

基準 
保安検査基準案、定期自主検査指針案の作成  

圧縮水素運送自動車用複合容

器の安全弁 
技術基準案の作成  

水素ステーションを併設する

給油取扱所 

・並列設置：安全対策の立案  

・無人暖機運転：安全対策、技術基準整備資料の作成  

公道とディスペンサーの離隔

距離 

・技術基準案の作成 

・海外基準の離隔距離設定方法等の調査 

セルフ充填式水素ステーショ

ン 
設備仕様等の資料、技術・運用指針案の作成  

水素ディスペンサー周辺の防

爆ゾーン基準の明確化 
民間自主基準案の作成  

公道でのガス欠対応のための

水素充填法 

充てん場所・使用設備など、公道充てん実施に必要な

要件の取りまとめ 
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フル充填に対応した水素ス

テーション 
技術基準案（省令・例示基準の改正案）の作成  

水素ステーションでの水素保

有量 

・35MPa級複合容器水素トレーラーの製作  

・水素貯蔵量規制値超えの許可事例を取得 

プレクール設備冷凍機の保安

距離短縮に関する検討 
技術基準案（省令･例示基準の改正案）の作成  

複合容器蓄圧器の設置等基準

に関する検討 
技術基準案（省令・例示基準の改正案）の作成  

＜成果＞ 

・「燃料電池自動車・水素ステーション普及開始に向けた規制の再点検に係る工程表」に基づ

く１２項目の規制合理化項目に関する各種技術基準の検討案を作成した。 

投稿論文 「査読付き」64件、「その他」66件 

特  許 「特許出願」54件、「PCT出願」7件 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

「外部発表」313件 

Ⅳ．実用化、事

業化の見通

しについて 

燃料電池実用化推進協議会（ＦＣＣＪ）が平成２２年３月に発表した「ＦＣＶと水素ステー

ションの普及に向けたシナリオ」において、２０１５年がＦＣＶの一般ユーザー普及開始を 

目指す年と位置づけられている。さらに、特出すべき内容は２０２５年がＦＣＶ・ステーショ

ンの自立拡大開始の年として、前提条件としてＦＣＶユーザーのメリット（価格・利便性等）

が確保されて順調に普及が進んだ場合、ＦＣＶ累計２００万台程度、水素ステーション１００

０箇所程度としている。これは、水素ステーション設置及び水素コストが目標に達し、水素 

ステーションビジネスが成立する時期として、１水素ステーション当たりＦＣＶ２０００台と

いう目標数値である。このようなシナリオに基づき、本研究開発も２０１５年をターゲットと

して実用化とその後の事業化を睨んでいる。 

本事業で得られた成果として、７０ＭＰａ級水素ステーション機器システム・要素技術の 

開発を行い、事業適用可能性の見通しが得られたこと、これにより設備コスト２億円以下を 

見通せる技術を確立できたことがあげられる。さらに、規制合理化に関する各種技術基準案、

一般則例示基準案等を作成し、使用可能鋼材拡充に関して、一般則例示基準の改正の見込みが

得られた。これらの成果より、７０ＭＰａ商用水素ステーションの建設が可能となる。 

今後２０２５年水素ステーション１０００ヶ所への拡大に向けては、更なる低コスト化が 

必要となるため、低コスト材料の開発や広温度範囲の材料評価技術確立や、使用鋼種拡大に 

関する規格化や蓄圧器の非解体検査化に取り組むことが重要と考えられる。 
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Ⅴ．基本計画に

関する事項 

 

作成時期 平成２０年３月 制定 

変更履歴 平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、｢（1）研究 

開発の目的｣の記載を改訂。平成２１年３月、中間目標等を追記して改訂。 

平成２２年２月、研究開発項目Ⅱ、Ⅲの拡充、関連事業との連携を追記して 

改訂。 

 



プロジェクト用語集-(1) 

プロジェクト用語集 

 
研究開発項目Ⅰ：「70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発」 

用 語 説 明 

圧縮機 水素を圧縮する装置。東邦瓦斯水素ステーションに設置されている

圧縮機の仕様は、流量 300Nm3/h、常用圧力 82MPaである。 

圧縮機併用差圧充填 水素ステーションにおける充填方式の一つ。蓄圧器による差圧充填

と、圧縮機による直充填を同時並行で行う方法。圧縮機は、蓄圧器

への水素補給と充填タンクへの水素充填の両方を行う。 

緊急離脱カップリング 

 

充填ホースに取り付ける車両誤発進時の安全装置。車両誤発進によ

り一定の張力が両端にかかると、同装置が 2つに分離し、かつ水素

を安全に遮断する機能を有する。 

顕微赤外分光分析（FTIR） 

 

FT-IRとは Fourier Transform Infrared Spectroscopyの略で 

フーリエ変換赤外分光法のこと。化合物分子の赤外線吸収を 

利用して化合物を定性・定量する測定法である。 

差圧充填 水素ステーションにおける充填方式の一つ。蓄圧器と燃料電池車の

水素充填タンク（または試験充填容器）の水素ガス圧力の差のみを

利用して充填を行う方式。この際、蓄圧器の上流にある圧縮機は、

蓄圧器への水素ガス補給のためだけに私用される。 

試験充填容器 燃料電池車が無くとも水素の繰り返し充填試験が可能となるよう

設けた容器（鋼製）。東邦瓦斯水素ステーションにおける主な仕様

は、常用圧力 70MPa、容量 160Lである。 

水素回収ライン 

 

 

東邦瓦斯水素ステーションにおいて試験充填容器に充填した 

水素を、減圧して再利用するためのライン配管。試験充填容器に充

填した水素を放散する必要がなく、効率的に繰り返し充填試験を進

めることができる。 

スキッド化 機器を同一の盤(スキッド)に載せて製作工場で付帯設備も含めて

組立を完成させる手法。本事業では水素ステーションの現地工事量

の低減による建設コスト低減を目的として実施した。 

Cv 値（読み：シーブイち） バルブの性能を表す工学的数値。バルブの開度を一定にし、その前

後差圧を 1psiに保ち、60°Fの水が 1分間に流れる量を USガロン

で表した値。この数値が大きいほど、バルブを流体が流れやすい。 

遮断弁 水素ステーション設備内の水素ガスの流れを遮断するバルブ。 

充填カップリング 

 

 

水素充填時に水素ステーションと燃料電池車充填タンクまたは試

験充填容器間を接続するための水素ステーション側の機器。(燃料

電池車充填タンク側の接続機器は「レセプタクル」と呼ぶ) 

充填タンク（車載タンク） 燃料電池車で水素ガスを貯蔵する容器。構造は、金属またはプラス

チックの膜（ライナー）の外側に接着用の樹脂を含浸させた炭素繊

維を幾重にも積層（巻いた）ものとなっている。充填タンクにおけ

る接着用の樹脂は、85℃を超過すると溶解し、耐圧性能を維持でき

ないことから、充填タンクの耐熱温度は 85℃となっている。 

充填ホース 水素充填時に水素ステーションと燃料電池車充填タンクまたは試

験充填容器間を接続するための水素ステーション側の機器。緊急離

脱カップリングと充填カップリング（ノズル）間を接続するもの。 
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蓄圧器 

 

 

燃料電池車に水素ガスを充填するために水素ガスを貯蔵する容器。

蓄圧器は、その構造、材料により「鋼製蓄圧器」と「複合容器蓄圧

器」に分かれる。東邦瓦斯試験ステーションの蓄圧器は、常用圧力

82MPa、容量 255L(日本製鋼製)、100L(高圧昭和製)、60L(住金機工

製)がある(すべて鋼製蓄圧器)。 

調節弁 水素ステーション設備内の水素ガスの流量を調節するバルブ。 

直充填 水素ステーションにおける充填方式の一つ。圧縮機から蓄圧器を 

介さずに燃料電池車(または試験充填容器)に水素を直接充填する

方式。 

ディスペンサー 水素ステーションにおいて水素ガスの計量、流量制御等を行う機

器。筐体、ガス用流量計、バルブ、充填ホース、緊急離脱カップ 

リング、充填カップリング等で構成される。 

電子後方散乱像法 電子後方散乱像法(EBSP:Electron Back Scattering Pattern)のこと。

SEMに組合せ、ミクロな結晶方位や結晶系を測定する。結晶粒毎の 

情報が得られる。また、集合組織や結晶相分布を解析できる。 

動的解析 ある系において、時間と共に変化する圧力、流量といった物理量を、

経験式や理論式に基づき計算により求める手法。本事業では、水素

ステーションの各構成機器、配管等における水素ガスの圧力、温度、

流量の時間的変化を解析するために活用している。 

2 段直充填 水素ステーションにおける充填方式の一つ。前段圧縮機(吐出圧力

40MPa)、中間段蓄圧器(常用圧力 40MPa程度)、後段圧縮機(吐出圧

力 100MPa)の順に連結し、充填タンクまたは試験充填容器への充填

を行う。前段圧縮機で 40MPa程度まで昇圧した水素ガスを後段圧縮

機で 70MPaまで昇圧し充填タンクへ充填を行う。差圧充填方式と比

較して蓄圧器設計圧力を小さくでき、蓄圧器コスト低減効果が見込

める。また、後段圧縮機の吸込み圧力を高く設定できるため、圧縮

比を小さくすることができ、圧縮機コスト低減効果が見込める。 

燃料電池自動車試験車両 燃料電池車の水素充填タンクの温度などを計測する機能を持つ車両。 

パッケージ化 機器をコンテナ内に収納し、製作工場で付帯設備も含めて組立を完

成させる手法。本事業では、水素ステーションの現地工事量の低減

による建設コスト低減を目的として実施した。 

普及期前 1年分に相当する 

充填回数 

普及期前のポスト JHFC（2011～2015年）期間における稼働率を、

JHFC2と同様の 0.9回／ステーション・日と想定し、1年分に 

相当する充填回数を 270回と設定した。 

普及初期時1年分に相当する

充填回数 

普及初期時（2015年以降）における稼働率を、2.7回/ステーショ

ン・日と想定し、1年分に相当する充填回数を 945回と設定した。 

プレクール設備 

 

 

燃料電池車の充填タンク内の温度の上昇＊を防止するため、高圧の

水素ガスを充填タンクに充填する前に冷却する設備。熱交換器と 

熱交換器用冷媒冷凍機から構成される。本事業における東邦瓦斯 

水素ステーションにおけるプレクール設備の要求仕様は、充填ノズ

ル出口での水素温度が-20℃以下としている。 

＜＊参考＞高圧水素の充填においては、充填圧力が高いほど燃料 

電池車の水素充填タンク内の温度上昇も高くなる現象がある。この

ため 70MPa充填では、充填タンクの耐熱許容温度 85℃を超えないよ

う、水素ガスを冷却して充填タンクに充填する必要がある。 
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ブライン プレクール設備に使用される冷媒。プレクール設備におけるブライ

ンは、熱交換器において水素ガスを冷却する 2次冷媒をさす（1次

冷媒は、冷凍機において 2次冷媒を冷却するものを指す）。一般的

なブラインとしては、塩化カルシウム水溶液、エチレングリコール

水溶液等がある。 

平均充填流量 1回の充填における時間あたりの単純平均流量のこと。水素の総充

填量(kg)を充填時間(min)で除して算出される。 

流量計 水素ステーション設備内の水素ガスの流量を測定する機器。水素ス

テーションおいては、コリオリ式質量流量計が採用されている。 

［水素インフラの技術基準に関する検討関連］ 

安全率 

 

安全率は、容器の破裂試験と圧力サイクル試験において使われる 

ことが多い。破裂試験における安全率は、容器の設計圧力に対する

破裂圧力の比率であり、2.25倍としている。圧力サイクル試験に 

おける安全率は、実使用における圧力サイクル数に対する、試験で

合格とする圧力サイクル数の比率のことである。 

応力／Stress 荷重＝Ｎ(kgf)を材料片の平行部のはじめの断面積(mm2)で割った

ものが応力である。：Ｎ/mm2（kgf/mm2） 

応力集中部と応力解析 機械設備等において形状の不連続部の近傍に大きな応力が発生す

ることを応力集中という。応力集中係数（α）は切り欠き部の底に

発生する応力と平滑部に発生する応力の比で表す。 

α＝σmax/σ0で表す。応力解析はこの応力集中部での応力を FEM

解析や形状に基づいて実験的に求められた係数（形状係数）による

方法等を用いて解析する手法である。 

オーステナイト オーステナイト（austenite）とは、純度100%の鉄において911℃ 

～1392℃の温度領域にある鉄の相（組織）である。この領域に 

おいて、鉄は面心立方格子構造をとる。γFe、γ鉄（ガンマてつ）

ともいう。非磁性体である。γ鉄に炭素（C）を最大2.1％まで固溶

した固溶体組織で、727℃以上の高温で安定な組織であり、通常、

常温では存在しない。しかし、オーステナイト生成元素のNi、Mnを

多量に固溶すると常温においてもハチの巣のような六角形の結晶

粒を示すオーステナイト組織が得られる。18Cr－8Niに代表される

オーステナイト系ステンレスはNiによりオーステナイト組織を持

ち、粘り強く、柔らかく、成形性と耐食性に優れた性質を示す。 

またオーステナイトは常磁性体(非磁性体)であるが、加工等により

マルテンサイト組織が誘起されて磁性を帯びることがある。逆に、

マルテンサイト組織にオーステナイト組織が残ることを残留オー

ステナイトと言う。 

オーステナイトの安定化度 オーステナイトステンレス鋼に於いて固溶原子の分配などによっ

てオーステナイト組織が安定化されて、マルテンサイト組織への変

態が起こりにくくなる現象を言う。Ｎｉ当量を上げることによりオ

ーステナイト組織が安定化する。 

許容引張り応力 機械や構造物に許容される引っ張り強さを言う。適用する材料の 

常温及び設計温度での引っ張り強さを設計係数で除した値、又は 

降伏点（又は耐力）を 1.5で除した値の最も小さい値を用いる。 

降伏比 引張強さに対する降伏点（通常は上降伏点）又は耐力の割合を言う。 
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固溶化処理（溶体化処理） 合金成分が固溶体に溶解する温度以上に加熱して十分な時間保持

し、急冷してその析出を阻止する操作。ステンレス鋼では炭化物な

どを素地に固溶させて安定した耐食性を確保するために行われ、 

また時効硬化形合金では時効処理の前の準備として行われる。JIS

Ｇ0201 鉄鋼用語（熱処理）でこの術語を規定しているが、非鉄金

属材料分野をはじめとして、溶体化処理という術語が用いられるこ

とも多い。(固溶体処理加熱温度：ステンレス1,000℃～1,100℃前、

アルミニウム合金 450℃～550℃前後) 

自緊処理 金属ライナーが塑性変形するのに十分な圧力を容器にかけて、金属

ライナーに圧縮残留応力、金属ライナーの外周繊維に引張り残留応

力を発生させる圧力処理。 

絞り、相対絞り（RRA） 引っ張り試験やＳＳＲＴ試験での試験片破断後における最小断面

積とその原断面積との差の原断面積に対する百分率を言う。 

常温圧力サイクル試験 常温にて容器に一定の圧力範囲の負荷を繰り返しかけて、疲労強度

を評価する試験方法。 

水素脆化 金属材料が高圧の水素雰囲気中で使用される場合や高温の水素環

境に暴露された場合に、原子状の水素が金属に拡散されることによ

り靱性が低下する（脆化する）現象を言う。 

ストレスラプチャー試験 静的荷重を与えて、破断までの時間を時間を計測する破断強度の時

間依存性試験法。水素用非金属材料の基礎物性として実施した。 

ストライエーション 疲労によって破面上に形成される縞状の模様をいう。負荷時のき裂

先端の塑性鈍化と除荷時のき裂先端の再鋭化によってこのような

模様が形成される。破面の上下面では山と山、谷と谷が対応してお

り、ストライエーション間隔はそのときの繰返し負荷1 サイクル間

に進展したき裂の長さ、すなわち疲労き裂進展速度に対応してい

る。 

ただし疲労破面全体がすべてストライエーションによって覆われ

ているわけではない。 

設計基準 圧力設備の設計時に適用する法規（高圧ガス保安法、労安法（ボイ

ラー、圧力容器構造規格、消防法等）の技術上の基準（省令及び告

示）に規定された設計上の基準類。 

設計係数 圧力設備の設計時における材料の基準強度に対する余裕度を言う。

なお、旧来の安全率とは同義語である。 

析出硬化 「固溶化熱処理」（非鉄金属、特にアルミニウム合金では「溶体化

熱処理」という）した合金は、本来ならば低温で析出するはずの合

金元素が急冷により析出する間もなくむりやり溶け込まされた状

態となっており不安定である。これが時間の経過につれ本来の安定

な状態にもどろうとして、ところどころ析出してくる。この析出に

より結晶はすべりにくく硬くなる。これを「析出硬化」または時効

硬化（agehardening）という。時効硬化には常温時効硬化と人工時

効硬化があり、後者を「析出硬化処理」ともいう。 

特認(事前評価)申請 「高圧ガス保安法に於ける経済産業大臣特別認可申請手続きにつ

いて」に基づいて行う制度であり、高圧ガス保安法の省令に定めら

れている規定によらないで高圧ガス設備の製造を行う時にこれら

の規定に代わる特則を経済産業大臣の特別認可を申請して適用で
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きる制度である。このような、大臣への特認を申請しようとするも

のは予め高圧ガス保安協会の事前評価の審査を受け、その評価結果

で特認申請を実施する。 

低温脆性 

（ていおんぜいせい） 

鋼は－20～－30℃で急激にもろくなる特性がある。これは特にりん

(P)の成分の多い鋼種に多く現れる。またアルミニウムは、超低温

範囲に至るまで低温脆性を示さない。 

引張り試験 引張り試験機を用いて試験片を引張り、降伏点、耐力、引っ張り強

さ、降伏伸び、破断伸び、破断絞りなどを測定する試験。 

ピーク応力振幅 繰り返し応力が作用する環境に於いて、その応力振幅（最大応力と

最小応力の差の 1/2）のうち最大のものを言う。 

疲労強度、疲労寿命 疲労破壊を生じるまでの応力の繰り返し回数、Ｎの記号を用いる。 

疲労試験 材料の繰り返し応力に対する強さ（疲労強度）を測定する試験であ

り、応力振幅Ｓ(N/mm2)を変化させて材料が破壊するまでの繰り返

し回数（Ｎ）を測定する。この試験結果を縦軸に応力振幅、横軸に

繰り返し数で表示したグラフを「S-N曲線」という。 

疲労き裂進展試験 人工の傷を与えた試験片に繰り返し応力を与え疲労き裂の長さの

増加量を測定する。亀裂進展試験での亀裂進展速度（da/dN）

(m/cycle)を縦軸に応力拡大係数幅（ΔK）（MPa√m）を横軸にした

グラフを作成し各材料の亀裂進展特性を評価する。 

複合容器 ライナーの外側を、炭素繊維やガラス繊維等の複合強化材で多重積

層した圧力容器（元は、複合強化圧力容器と呼ぶ）。金属材料の圧

力容器よりも比強度が大きく、軽量であることが特徴。 

複合容器タイプ 圧力容器の構造によりタイプ 1～4に分類されている国際規格。 

タイプ 1； 全部金属製 

タイプ 2； 金属製の容器の胴体をリング状の"たが"で補強し、 

 レジンを含浸したもの 

タイプ 3； 金属製容器の全体を繊維で補強し、レジンを含浸した 

 もの 

タイプ 4； 非金属製容器の全体を繊維で補強し、レジンで含浸した 

 もの 

フル充填 ＦＣＶ燃料容器の設計基準で安全が担保されている性能上の上限

まで、水素を充填すること。 

プレクール設備 水素を高圧の蓄圧器から低圧の車載容器に充填時に断熱膨張によ

り水素ガス温度が上昇する。車載容器で使用する複合容器材料

（CFRP）の許容温度以下にするための冷却設備を言う。通常プレク

ール設備の出口温度は-４０℃としている。 

マルテンサイト マルテンサイト（martensite、α'鋼）は、Fe-C系炭素鋼を、安定

なオーステナイトから急冷する事によって得られる組織。刀の作成

段階で見られる焼入れなどは、鋼をこの組織へと変態させる作業の

事である。組織構成は、オーステナイトが炭素を固溶したままの状

態で体心正方格子を取る構成で、炭素を含有する鉄合金では組織は

非常に硬い層組織である。しかし、工業的には高靭性である必要か

ら、できた炭素含有鉄合金を焼き戻しすることで焼戻しマルテンサ

イトにして使用する。マルテンサイトは針状のこまかな組織で、鋼

の焼入組織としては最も硬く、強磁性体である。したがってオース
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テナイト系ステンレスが加工などによりマルテンサイトを誘起す

ると磁性を帯びることになる。マルテンサイト系ステンレスは、こ

のマルテンサイト組織をもった高Cr鋼であり、特性は同様に、強磁

性体で焼入れ硬化性に優れ、刃物などによく使われる。しかし、硬

くて脆いという欠点もあり、また耐食性、溶接性、加工性はオース

テナイト系ステンレスに劣る。 

ミルシート 鋼材メーカーが発注者に対して発行する鋼材の品質を証明する書

類である。記載事項は下記の通り。 

一般事項：需要家名、注文社名、証明書番号、幸治番号等 

化学成分；主要元素（C,Si,Mn,P,S,Cr,Ni,Mo等）の割合 

引張試験結果:降伏点又は耐力、引張強さ、伸び(%)等 

ライナー 複合容器の内層部品。材質は金属またはプラスチック。ライナーの

目的はガスの保管、およびガス圧力をライナーの外周繊維に伝達す

ること。 

冷間加工 

 

塑性変形を利用した加工方法。常温もしくは材料の再結晶温度未満

で行なう加工である。主に金属材料で用いられるが、鋼の場合、通

常は摂氏 350-500度未満で行われる。 

冷間加工によって金属は加工硬化し、残留応力やひずみエネルギー

が蓄積されるので加工前より不安定な性質となる。安定化するため

には再度再結晶温度に加熱後、徐冷し焼なましをする。冷間加工の

例では冷間圧延、引抜き、冷間鍛造、プレスなどがある。 

ASME B31.12 主に石油精製設備・石油化学設備のプロセス配管に適用される ASME

基準である。設計係数を 3としている。 

A6061-T6 A6061は熱処理合金のアルミで、強度があり耐食性に優れています。

T6 は板を例にとると厚さ 6.5未満で、溶体化処理後積極的に冷間加

工を行わず、人工時効硬化処理したものです。A6061-T6は耐力 245N

／mm2以上で SS400鋼に相当し、設計上たわみを問題にしなければ、

同等の許容応力が得られるという利点があります。 

CFRP Carbon Fiber Reinforced Plastics(炭素繊維強化プラスチック）

は、強化材に炭素繊維を用いた繊維強化プラスチックであり、高い

強度と軽さを併せ持つ材料のため、様々な用途に使用されている。

CFRPの母材には主にエポキシ樹脂が用いられる。 

CNG Compressed Natural Gas （圧縮天然ガス）。天然ガスは、地下に

存在するガス、または地下から地表に噴出するガス一般のことであ

り、この中には化石燃料ガス（可燃性ガス）だけでなく、窒素や酸

素、炭酸ガス、水蒸気、硫化水素ガス、亜硫酸ガス、硫黄酸化物ガ

スなどの不燃性ガスも含まれる。 

FEM 解析 

 

Finite Element Method有限要素法は数値解析手法の一つ。方程式

が定義された領域を小領域（要素）に分割し、各小領域における方

程式を比較的単純で共通な補間関数で近似する。 

Hydrogenius 

 

産業総合技術研究所（産総研）の水素エネルギー社会構築に向けて

水素の安全利用技術の確立のために設立された。「水素材料先端科

学研究センター」の略称である。 

JHFC 

 

Japan Hydrogen ＆ Fuel Cell Demonstration Project（水素・燃

料電池実証プロジェクト）とは、経済産業省が実施する燃料電池シ

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A1%91%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%B8%E6%B8%A9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%8D%E7%B5%90%E6%99%B6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%A0%E5%B7%A5
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E9%87%91%E5%B1%9E%E6%9D%90%E6%96%99&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%8B%BC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%82%AD%E7%B4%A0%E7%B9%8A%E7%B6%AD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B9%8A%E7%B6%AD%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%83%97%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%81%E3%83%83%E3%82%AF
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A8%E3%83%9D%E3%82%AD%E3%82%B7%E6%A8%B9%E8%84%82
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8F%AF%E7%87%83%E6%80%A7%E3%82%AC%E3%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AA%92%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%85%B8%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%85%B8%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8C%E9%85%B8%E5%8C%96%E7%82%AD%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B0%B4%E8%92%B8%E6%B0%97
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A1%AB%E5%8C%96%E6%B0%B4%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8C%E9%85%B8%E5%8C%96%E7%A1%AB%E9%BB%84
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A1%AB%E9%BB%84%E9%85%B8%E5%8C%96%E7%89%A9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8D%E6%B4%BB%E6%80%A7%E3%82%AC%E3%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%95%B0%E5%80%A4%E8%A7%A3%E6%9E%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%9C%E9%96%93
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ステム等実証試験研究補助事業に含まれる「燃料電池自動車等実証

研究」と「水素インフラ等実証研究」から構成されるプロジェクト。

平成 14年度～平成 22年度まで、燃料電池自動車の本格的量産と普

及の道筋を整えるため、各種原料からの水素製造方法、現実の使用

条件下での FCV（燃料電池自動車）の性能、環境特性、エネルギー

総合効率や安全性などに関する基礎データを収集し、そのデータの

共有化を進めるための研究・活動を行ってきた。 

 KHKS 0220 

（超高圧設備に関する基準） 

 

高圧ガス保安法の適用を受ける超高圧設備の耐圧部の材料、設計、

製作、試験・検査に対して適用される基準である。高圧ガス保安法

の省令、告示(例示基準)によらない場合に適用される基準である。

この基準では詳細解析を実施することにより例示基準の設計係数

の低減を可能としている。 

LBB 

 

Leak Before Break（破裂前漏洩）長期間の疲労を受けた場合、亀

裂が内面から進展して外面に達し、容器内の水素が放出されて内圧

が低下し、不安定破壊には至らない現象。 

Ni 当量 

 

 

ニッケル当量（Ni当量）は、組織図法でフェライト量を決定する場

合に、Ni と同等の効果を表すオーステナイト生成元素（C,Mn,Ni,N）

の指数を表したもの。Ni当量は次の式で表される。 

１）シェフラの組織図のニッケル当量 

  ニッケル当量 ＝ 30％C＋0.5％Mn＋％Ni 

２）FN組織図（デロングの組織図）のニッケル当量 

  ニッケル当量 ＝ 30％C＋0.5％Mn＋％Ni＋30％N 

ＳＳＲＴ 

 

Slow Strain Rate Test（低歪速度引張試験）低ひずみ増加率によ

る応力負荷により試料を強制破断される遅れ割れ試験法。遅れ割れ

特性の評価が短期間で可能であることから、本研究開発では耐水素

性のスクリーニングに用いている。 

SUS316,SUS316L 

 

 

SUS316は、鉄の 6大元素（C,Si,Mn,P,S,Fe）に 18%Crと 12%Niを含

み、それにモリブデン(Mo)を添加して耐食性・耐孔食性を向上させ

たオーステナイト系ステンレス鋼の代表的な鋼種。ステンレス鋼

は、表面に「酸化被膜」という薄い膜を形成し、それが安定して変

化しない状態を保っており、海水や各種媒質への耐食性や耐孔食性

を向上させている。SUS316Lは、SUS316の炭素含有量(<=0.08)より

低くした(<=0.03%)極低炭素鋼であり、耐粒界腐食性を有している。 

SUH-660 常温、及び高温において高い強度を有する析出強化型オーステナイ

トステンレス鋼である。SUS-316に比べ Niを多量に含み（24～27%）、

Ti、AL、V等の析出硬化性元素が添加されている。固容化熱処理（約

900℃、又は 980℃の急冷）と時効処理（700～760℃の徐冷）を行い

製造される。Niを多量に含むため常温、低温に於ける水素脆化感受

性が低く、また許容応力も 225N/mm2と SUS-316Lの約 2倍の強度を

併せ持っている。 
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研究開発項目Ⅰ：「車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発」 
用 語 説 明 

圧力損失係数 充填層の圧力損失を求める Cozeny-Carmanの式 

 

 

を下記の式に変換したときのαを圧力損失係数[1/m2]とした。 

 

 

 DP :充填層の圧力損失，L：充填層の長さ，e：空隙率 

 d：粒子径，  k：Kozeny係数(=5), Sv = 6/d 

アルミライナー アルミニウム合金でできた肉厚の薄い容器。加圧時の荷重はあまり

分担せず、ガスバリアとして機能する。 

火炎暴露試験 

 

圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 JARI S 001に規定され

ている設計確認試験の一つ。装置すべきバルブ等を取り付け、最高

充てん圧力まで水素ガスを充てんした容器を火炎の中へ曝す試験。

合格基準は、容器が破裂することなく、容器内のガスが安全弁から

排出されること。 

極端温度試験 

 

ANSI／NGV2（アメリカ国家規格／圧縮天然ガス車両（NGV）用燃料

容器に対する基本的要求事項）に規定されている試験の一つ。 

85℃（使用上限温度）で最高充てん圧力×125％を 4,000回、-40℃

（使用下限温度）で最高充てん圧力×80％を 4,000回行う試験。合

格基準は、加圧試験終了後に容器に漏れが無いこと。 

高圧水素圧力組成等温線 

または P－C等温線 

水素圧力（P）－組成（C）等温線の呼称。水素貯蔵材料の一定温度

下での水素吸蔵放出平衡特性を示す。 

固定端／自由端 MH カートリッジは、容器にその両端を保持されている。そのうちの

一方はアルミライナーに固定されていて、固定端と呼んでいる。他

方は、口金部へ挿入しているプラグで支持され、長手方向に動くこ

とができ、自由端と呼んでいる。 

質量貯蔵密度 

 

貯蔵システムの単位質量当たりに貯蔵できる水素質量。水素 

質量/（容器質量+水素質量） の値。 

常温サイクル試験 

 

圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 JARI S 001に規定され

ている設計確認試験の一つ。2MPa以下から最高充てん圧力×125％

以上の圧力の間を往復させる試験。合格基準は、加圧回数が 11,250

回以下で、容器に漏れ及び破裂が無いこと。 

耐圧試験 

 

圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 JARI S 001 に規定され

ている性能確認試験の一つ。最高充てん圧力の 150％以上の圧力に

加圧し、30秒以上保持して容器を十分膨張させる試験。 

合格基準は、容器に漏れ又は異常膨張がなく、かつ、恒久膨張量が

規定値を満足すること。 

体積貯蔵密度 

（容器体積密度） 

貯蔵システムの単位体積当たりに貯蔵できる水素質量。水素質量/

容器外体積 の値。 

バースト試験 

 

圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 JARI S 001に規定され

ている設計確認試験の一つ。容器が破裂するまで昇圧することによ

って行う試験。合格基準は、破裂圧力が最小破裂圧力（最高充てん

圧力×225％以上、かつ、応力比 2.25以上）以上でありこと。 
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落下試験 

 

 

 

圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 JARI S 001 に規定され

ている設計確認試験の一つ。水平落下、垂直落下、斜め 45°落下を

実施した容器について、2MPa以下から最高充てん圧力×125％以上

の圧力の間を往復させる試験。合格基準は、加圧回数が 11,250回

以下で、容器に漏れ及び破裂が無いこと。 

ただし、今回のハイブリッド貯蔵タンクの評価については、落下方

法のみを参照した。 

BCC 相 体心立方（Body Centered Cubic）構造をもつ相。 

CFRP Carbon Fiber Reinforced Plasticsの略。炭素繊維にプラスチック

材料を含浸した後、硬化させて成形した複合材料のこと。 

C14 型ラーベス相 

 

AB2の組成式で表される金属間化合物のうち、MgZn2型の六方 

構造をもつもの。 

FCC 相 

 

面心立方（Face Centered Cubic）構造をもつ相。本研究の場合、

Ti-V-Mn系 BCC合金相を水素化すると FCC水素化物相が生成する。 

MH MetalHydride (水素吸蔵合金) 

MH カートリッジ 熱交換用のフィン、配管などがついた水素吸蔵合金を入れておくた

めの容器。 

Ti-V-Mn系合金 

 

チタン、バナジウムおよびマンガンからなる合金。金属組成によっ

て BCC相および C14型ラーベス相を生成する。 
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研究開発項目Ⅱ：「水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発」 

用 語 説 明 

オフガス 

（Off gas） 

改質側ガスから、水素分離膜により水素を分離精製した残りのガ

スの呼称。 

カーケンダルボイド 

（Kirkendalｌ void） 

異種元素が接し相互拡散する場合、各元素の拡散速度の差異が大

きいときに生じる空孔。 

グラファイトフェルール 

（Graphite ferrules） 

グラファイト製のフェルール（別途説明あり）。本事業では、触

媒一体化モジュールの継手部に使用している。 

フェルール 

（Ferrules） 

配管の継手部の流体密封手段のひとつで、チューブ端近くの接続

部に咬ませるリング状の部品。 

触媒一体化モジュール 水素分離膜モジュール（別途説明あり）の一種。本事業のテーの

ひとつで研究開発対象としている。水素分離膜を支持する多孔質

支持体に触媒機能を持たせている。別置きの改質触媒を必要とし

ないため、システムのコンパクト化が期待できる。 

水素製造効率 水素製造のためのエネルギー効率。定義式は以下のとおり。 

 

水素分離型リフォーマー 水蒸気改質による水素生成と水素分離膜による水素精製を単一

つの反応管内で行う水素製造システム。従来システムに比べて、

高効率でシンプルかつコンパクトという特長を有する。 

水素分離膜モジュール 水素分離型リフォーマー（別途説明あり）の構成要素のひとつ。

水素分離膜とそれを支持する支持体からなる。反応管（別途説明

あり）の中で使用される。 

反応管 本事業では、水素分離膜モジュールを改質触媒（触媒一体化モジ

ュールの場合は必要なし）とともに内蔵する高温耐圧容器を指

す。この中で水素の生成と精製を同時に行う。 

ホットモデル 本事業では、補機類（ボイラー、圧縮機、水処理装置等）を別置

きした試験用水素分離型リフォーマーを、ホットモデルと称して

いる。 

膜モジュール 水素分離膜モジュール（別途説明あり）。 

メンブレン（Membrane） 本事業では、水素分離膜を指す。 

MOC Membrane On Catalyst. 触媒一体化モジュールの英語略称。 

 

（J）補機の消費エネルギー:　　　　W(AUX)

）Nm天然ガスの熱量（J/:　　　　Q(NG)

/h）量（Nm消費される天然ガス流:(NG)　　　　F

）水素の熱量（J/Nm:)　　　　Q(H

/h）製造水素流量（Nm:)(H　　　　F

3

3
c

3
2

3
2p

(%) 100
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研究開発項目Ⅱ：「水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発」 

用 語 説 明 

改質効率 水素製造装置に投入した原燃料の熱量に対する送出水素の熱量

の比。 

製造効率 水素製造装置に投入した原燃料の熱量及び投入電力量の合計に

対する送出水素の熱量の比。 

HHV High-Heating Value 高位発熱量。水蒸気の凝縮潜熱を含んだ 

可燃性ガスの発熱量。 

起動時間 装置の起動開始から定格能力の 30%程度で水素を送出するまで

の時間。 

DSS Daily Start-up Shut-down。装置を毎日起動、停止すること。 

ホットスタンバイ 反応器運転温度を維持するため最低負荷状態で運転し、待機した

状態。 

水蒸気改質 原料（炭化水素）と水蒸気を反応させ、水素を主成分とする改質

ガスを生成させる反応操作。 

脱硫 原料中の有機硫黄分を除去する反応操作。 

変成 改質ガス中の一酸化炭素と水蒸気を水素と二酸化炭素に変換す

る反応操作。 

S/C Steam Carbon Ratio。水蒸気と炭素のモル比。 

PSA Pressure Swing Adsorption。吸着剤への吸着量が成分によって

差異があることを利用し、ガスを精製する装置。水素 PSAは水素

以外の成分を吸着除去し、高純度の水素を製造する。 

VPSA Vacuum Pressure Swing Adsorption。PSA の一種で、真空下で吸

着剤から吸着成分を脱離する方式。 

水素回収率 水素 PSAで供給ガス中の水素量に対する製品水素量の比。 

改質ガス 水素を主成分とし、一酸化炭素、二酸化炭素、メタンからなる。 

変成ガス 改質ガスを変成器で処理した後のガス。改質ガスと比して、水素

濃度、二酸化炭素が増加し、一酸化炭素が数%まで低下する。 

オフガス 水素 PSAに供給される変成ガスのうち、製品水素以外のガス 

改質器のバーナ燃料に使用される。 

SV Space Velocity。単位触媒量、単位時間に流体が触媒層を通過す

る流量。 

メタン転化率 原料中の炭素原子モル量に対する改質ガス中の一酸化炭素、二酸

化炭素モル量の比。同じ反応温度においてメタン転化率が高いほ

ど触媒性能が高い。 
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研究開発項目Ⅱ：「CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発」 

用 語 説 明 

キャリア 運び手のこと。本研究では、膜内で物質（二酸化炭素等）を輸送する物質の

ことある。 

パーミアンス 透過速度。本研究では、mol/（m2skPa）という単位で評価している。 

メンブレン 膜のこと。 

水蒸気改質反応 炭化水素と自ら、二酸化炭素と水素を得る反応。副生成物として一酸化炭素

が発生する。 

変性反応 一酸化炭素と水から二酸化炭素と水素を得る反応。 

ＣＯ転化率 変性反応において、一酸化炭素が反応する割合。 

メンブレン 

リアクター 

本研究で開発している、触媒とメンブレンを組み合わせて、ＣＯ変性反応を

行う反応器。 

水素ステーション 燃料電池車に水素を供給するための施設。水素を輸送して貯蔵するオフサイ

ト型と、都市ガスを改質して、水素をその場で製造するオンサイト型があり、

水素製造装置(オンサイト型の場合)、貯蔵タンク、圧縮装置、注入装置から

構成される。 

ＰＳＡ pressure swing adsorption：圧力変動吸着。吸着剤のガスに対する吸着特性

の違いを利用して、加圧と減圧の操作を交互に繰り返しながら、目的とする

ガスを連続的に分離する装置。 
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研究開発項目Ⅱ：「ホウ素系水素貯蔵材料の開発」 

用語 説 明 

エリンガム図 標準生成自由エネルギー－温度図のことで、反応の進む方向をこの図

から読むことができる。 

ガスクロマトグラフィー 気化しやすい化合物の同定・定量に用いられる機器分析の手法である。 

赤外分光分析 物質に赤外線を照射し、透過（あるいは反射）光を分光することで得

られるスペクトルから分子構造や状態を知る。 

μＳＲ零磁場測定 μＳＲ（下記参照）を外部磁場なしの状態で行う。本研究では、水素

化物中の水素原子の内部磁場にのみに影響されたμＳＲスペクトルと

なる。 

第一原理計算 実験結果を含めて経験的パラメーター等を用いないで、物質に関する

計算を行う。本研究では、既知あるいはモデル構造を元に水素化物の

熱力学的安定性などを理論的に予測する。 

動径分布関数 ある原子のまわりに存在する原子の数が、平均の密度と比べて. どれ

ぐらいであるかをあらわす量で距離の関数となる。Ｘ線散乱実験など

から求めることができる。 

熱重量・示差熱分析 物質を恒温保持あるいは昇温・冷却することによって生じる、重量変

化や熱変化を捉えることによって、相変態、分解・結合などの反応を

分析する。 

放射光 高エネルギーの電子等の荷電粒子が磁場中でローレンツ力により曲が

るとき、電磁波を放射する現象であり、強力なＸ線や赤外線が得られ、

各種の分析に用いられる。 

ホウ素系水素化物 M(BHn)xで表される水素化物である。M はアルカリ、アルカリ土類、遷

移金属元素からなる。B（ホウ素）は水素原子と共有結合して(BHn)の

陰錯イオンを形成し、Mの陽イオンと結合している。 

密度汎関数法 物質の電子状態を求める方法のひとつで、多電子系の基底状態におけ

る電子密度分布は、電子密度分布関数の汎関数である全エネルギーを

最小にするものとして一意的に与えられることを利用する。 

ミリング処理 遊星ボールミリング装置等によって行われる物質の処理方法のひとつ

である。容器内に鋼等の球体と試料をいれ、回転運動を与えることに

よって、ボールや容器内壁面と試料、試料同士が衝突を繰り返して、

粉砕加工される。 

無機錯体系水素化物 M(M'Hn)x で表される一連の水素化物群の総称である。Mはアルカリ、

アルカリ土類、遷移金属元素、Ｍ’は Al,B,Nなどの元素からなる。 

M'は水素原子と共有結合して(M'Hn)の陰錯イオンを形成し、M の陽イオ

ンと結合している。 

ラマン分析 物質にレーザのような単色光を照射し、散乱される光を分光器に通し

観測して得られたスペクトルより、物質の微視的な構造や不純物の 

同定などを行う。 

ＲＨＣ 

(reactive hydride 

composite) 

金属水素化物と MgB2の混合物。ホウ素源としてＢのかわりに MgB2を 

用いることで、水素化反応によるボロハイドライドの合成が促進され

る。 
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μＳＲ 

(muon spin rotation) 

スピン偏極したミュオンを物質に注入し、ミュオンスピンの感じる内

部磁場の大きさや揺らぎを実時間で捕らえることにより物質の様々な

性質を明らかにする手法 

マジック角回転法 

(MAS) 

MAS は、Magic Angle Spinning の略称である。試料を強い磁場の中に

入れ、磁場の方向に対して 54.7 度傾いた軸の周りで高速回転する方

法。固体試料の NMRシグナルは非常に線幅が広くスペクトルの分解能

が低いが、マジック角回転法を用いて測定することにより、線幅の狭

いシグナルとなり、高分解能スペクトルが得られる。 

核磁気共鳴分析 

(NMR) 

 

外部静磁場に置かれた物質中の原子核が固有の周波数の電磁波と相互

作用する現象を利用した分析手法。原子核の内部構造、物質の分析、

同定の手段として用いられる。 

ＸＡＮＥＳ分析 

(X-ray Absorption Near 

Edge Structure)  

エックス線吸収端近傍構造分析を示す。 吸収端の前後 50 eV 程度ま

での領域に見られるピーク構造を解析することで、X線吸収原子の電

子状態や局所構造に関する情報が得られる。 
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研究開発項目Ⅱ：「ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発」 

用 語 説 明 

原子半径比（RA/RB） 

 

AB2型のラーベス合金の A元素と、Ｂ元素の原子半径の比。2元系の

C15ラーベス合金ではこの値が 1.37以上であると、水素を吸蔵して

非晶質化が起こるとされている。 

なお、理想的なラーベス構造では 1.225程度である。 

死蔵サイト いったん水素を吸蔵してしまうと、数百℃以上に加熱し真空排気を

行わないと水素を放出することができなくなるような水素吸蔵 

サイト。 

水素吸蔵サイト 結晶格子内の水素を吸蔵することが可能な場所で、水素吸蔵合金を

構成している金属原子４個で作る 4面体等である。 

水素化分解（不均化） 

 

水素吸蔵合金が水素を吸蔵した後に水素化物と金属に分解すること。

一般に水素化分解が起こると可逆的な吸蔵放出が起こらなくなる。 

例：CaNi2 ＋ H2 → CaH2 ＋2Ni（水素化分解＝不均化） 

例：CaNi5 ＋ 3H2 → CaNi5H6（水素吸蔵） 

水素雰囲気での粉末X線回折

測定（in Situ XRD測定） 

水素圧下で粉末 X線回折測定を行い、様々な水素吸蔵量での 

水素吸蔵合金の結晶構造を調べる。 

水素誘起非晶質化（アモルフ

ァス化）、単に非晶質化 

水素吸蔵合金が水素を吸蔵した後に結晶構造が崩れアモルファス

の水素化物になること。一般に非晶質化が起こると可逆的な吸蔵放

出が起こらなくなる。 

不均化（水素化分解） 

 

水素吸蔵合金が水素を吸蔵した後に水素化物と金属に分解するこ

と。一般に不均化が起こると可逆的な吸蔵放出が起こらなくなる。 

例：CaNi2 ＋ H2 → CaH2 ＋2Ni（不均化＝水素化分解） 

例：CaNi5 ＋ 3H2 → CaNi5H6（水素吸蔵） 

ラーベス構造 

 

A原子と B原子の半径のサイズの比（RA/RB）が 1.225あるいはそれ

に近い値をもち AB2の形の化学式で表される、緻密で安定な金属間

化合物の結晶構造。C15型、C14型、C36型の 3種に分類できる。 

結晶格子内に多数の水素吸蔵サイトが多数存在しており最大で

AB2H6（H/M=2）まで到達する合金がある。 

BCC（体心立方）構造 

Body-Centered-Cubic 

立方体の格子の頂点以外に中心にも格子点がある結晶構造。 

格子内に多数の水素吸蔵サイトが存在しており最大で MH2（H/M=2）

まで到達する。 

C14 型ラーベス構造 

 

３種類あるラーベス構造の内のひとつで、プロトタイプは MgZn2で

ある。Zrや Ti系の水素吸蔵合金が多数報告されている。CaMg2や

CaLi2等の高容量が規定できる軽量な化合物が存在する。 

C15 型ラーベス構造 

 

３種類あるラーベス構造の内のひとつで、プロトタイプは MgCu2で

ある。C14型よりは少ないものの Zrや Ti系の水素吸蔵合金が報告

されている。(Mg,Ca)Ni2組成の室温で可逆的に吸蔵放出可能な合金

が存在する。 

C15b型ラーベス構造 

 

C15型のラーベス構造の A サイトが２種類のサイトに規則化した構

造。C15は AB2であるが C15bは(A10.5A20.5)B2＝A1A2B4で表される。

具体的には MgPrNi4が相当している。またこの組成では Mg、Prそ

れぞれにそれぞれが置換固溶できるため、Mg1.4Pr0.6Ni4や

Mg0.8Pr1.2Ni4が存在する。最近この系の合金の特異低な水素吸蔵放出

特性が明らかになってきている。 
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ΔH 

 

水素分子１モルを水素吸蔵合金が吸蔵もしくは放出する反応時の

エンタルピーの変化量。実用的な水素吸蔵合金では、-20～-30 kJ / 

mol H2程度である。 

ΔS 

 

水素分子１モルを水素吸蔵合金が吸蔵もしくは放出する反応時の

エントロピーの変化量。理想的にはおおよそ、-130J/molH2・Kとな

る。実際には-100～-130程度である。 

H/M 水素吸蔵量を表す方法のひとつ。金属水素化物の金属原子 Mと水素

原子 Hの比。例えば Mg2NiH4では H/M＝4/3＝1.33（3.6mass%）。 

PCT 曲線 

Pressure-composition 

-Temperature curve 

水素吸蔵合金の性能を表す最も重要な水素吸蔵量や水素吸蔵・放出

温度および圧力を示している曲線。圧力-組成等温線図と呼ばれて

いる。 

２段プラトー 

 

PCT曲線に低圧、高圧の２段のプラトー領域が存在していること。

水素圧力あるいは水素量に依存した 2種類の金属水素化物が存在し

ているために出現する。本事業で MgPrNi4で 2 段プラトーが存在し

ている事を見出した。 
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研究開発項目Ⅱ：「低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発」 

用 語 説 明 

圧力計 圧力を計測し表示する装置。（機械式） 

圧力伝送器 圧力を計測し、結果を電気信号にて伝送する装置。 

安全弁 高圧ガス機器の内圧が設計圧力以上にならないように圧力を逃が

すための安全装置。 

カウンター 充てんした水素量およびエラーなどを表示する装置。 

ガス検知器 水素ガス検出装置。 

気密試験 設計圧力以上の圧力で気体を使用して行う試験。 

緊急離脱カップリング 

 

水素充てん中に燃料電池自動車が誤発進したとき、ホース断裂前に

離脱し水素の漏洩を防止する安全装置。 

コアプロセッサー 

 

コリオリ流量計で計測部と一体化したディジタル信号処理回路を

内蔵する変換器。 

コリオリ式流量計 

 

振動するパイプ内を流体が流れるときに発生するコリオリ力を 

測定することにより質量流量を計測する流量計。 

コントロールボックス 充てんおよびディスペンサーを制御する装置。 

シーケンサー リレー回路の代替装置として開発された制御装置。プログラマブル

コントローラとも呼ばれる。 

遮断弁 水素の供給、遮断を制御するバルブ。 

充てんカップリング 

 

燃料電池自動車の水素供給口と接続するディスペンサーからの 

水素供給の出口。 

常用圧力 装置の使用状態での最高圧力。 

設計圧力 機器の強度計算で基準となる圧力（＝ 許容圧力） 

常用圧力≦設計圧力。 

操作スイッチ 緊急停止、充てん開始・終了、脱圧などをおこなうためのスイッチ。 

耐圧試験 

 

 

設計圧力の１．５倍以上の圧力で水その他の安全な液体を使用して

行う試験。（液体の使用が困難な場合、設計圧力の１．２５倍以上

の圧力で気体を使用） 

脱圧弁 ベントラインに接続され充てん終了時にディスペンサー内部配管

から水素を抜くためのバルブ。 

ディスペンサー 燃料電池自動車の水素タンクに水素を充てんする装置。 

バリア 危険場所で使用する電気回路の安全保持回路。 

ブライン槽 水素ガスを冷却するために使用する冷却液の容器。 

プレクール 水素充てん時、車載タンクの温度上昇を抑制するために前もって水

素ガスを冷却すること。 

フローチューブ コリオリ流量計で計測される流体が流通する振動管。 

防爆ボックス 

 

全閉構造で爆発性ガス（水素）の内部爆発の圧力に耐え、さらに内

部爆発による火炎が外部の爆発性ガス（水素）へ引火を生じること

がない容器。 

ホース 充てん作業を容易にするためのフレキシブル性を持った水素の通路。 

流量調整弁 水素充てん時に水素の流速を制御するためのコントロールバルブ。 

レセクタプル 燃料電池自動車の充てんカップリング接続口。 
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研究開発項目Ⅱ：「低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発」 

用 語 説 明 

外部加熱法 ライナーを外部から加熱しながらフィラメントワインディングを 

行う方法。内部加熱法と同様の効果が期待できると共に、内部加熱法

と組合せることで効率よく加温することが可能となる。 

キャノピー （ガソリン、水素など）サービスステーションの充填場所の屋根部分。 

ゲル化 液状の樹脂が流動性をなくし、固化すること。 

硬化 ここでは主にエポキシ樹脂を固めることを指す。樹脂項参照。 

樹脂 

 

ここでは主にエポキシ樹脂を指す。加熱により硬化し繊維間に密着力

を持たせる。一般には１００℃～１５０℃の熱を加えて硬化させる。 

蓄圧器 ここでは高圧水素を蓄えておくボンベ（容器）をいう。７０ＭＰａの

車載タンクを備えた燃料電池車に差圧で水素を充填する場合には常

用圧力８０ＭＰａ以上の蓄圧器が必要となる。 

ディスペンサー 液体・気体を充填する装置。充填量を計量する。 

トウプリプレグ（ＴＰＰ） 繊維の束（通常数万本）にあらかじめ樹脂を染みこませておいたもの。 

内部加熱法 ライナーを内部から加熱しながらフィラメントワインディングを 

行う方法。加温により樹脂の粘度が下がり、繊維内に広がりやすい、

樹脂を最後まで硬化させることが出来れば硬化工程を削減できるな

どのメリットが期待できる。 

複合容器 

 

ライナーを繊維（主に炭素繊維やガラス繊維）で巻付け、樹脂で固め

ることによって強化した容器。 

フィラメント 

ワインディング（ＦＷ） 

ライナーに樹脂を含んだ炭素繊維やガラス繊維を巻付ける複合容器

の製造方法。 

プレクール 水素を（燃料電池車に）高圧・高速に充填する場合、水素（および水

素タンク）の温度が急激に上昇するため、あらかじめ水素を冷却して

おくこと。またその装置を指すこともある。 

フープバースト フープ巻したＦＲＰが破壊し、破裂する設計で容器を作製し、破裂試

験を行うこと。あるいは、そのように破裂すること。 

フープ巻 ＣＦＲＰ容器用ライナーの周方向（軸方向にほぼ９０度）に巻きつけ

る（フィラメントワインディングする）巻き方。 

ヘリカルバースト ヘリカル巻したＦＲＰが破壊し、破裂する設計で容器を作製し、破裂

試験を行うこと。あるいは、そのように破裂すること。 

ヘリカル巻 フープ巻に比べ、軸方向に近い（例えば５～７０度）角度で巻きつけ

る（フィラメントワインディングする）巻き方。 

ライナー 

 

複合容器の内材。これに樹脂を含んだ炭素繊維やガラス繊維を巻きつ

け（ＦＷ）た後、樹脂を一般には加熱硬化させて複合容器とする。 

ＣＦ carbon fiber。炭素繊維。 

ＣＦＲＰ 

 

carbon fiber reinforced plastics。炭素繊維強化複合材料。炭素 

繊維を樹脂の中に入れ、強度を向上させた複合材料。 

ＤＲＹ法 トウプリプレグを使用したフィラメントワインディング法。ＷＥＴ法

に比べ、フィラメントワインディング時に液状の樹脂を塗布する工程

がないためＤＲＹという。 

ＦＲＰ fiber reinforced plastics。繊維強化複合材料。 
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ＦＷ filament winding。フィラメント・ワインディング参照。 

ＰＡＮ Polyacrylonitrile。ポリアクリロニトリル。炭素繊維の原料となる。 

ＷＥＴ法 繊維に樹脂を塗布しながらフィラメントワインディングを行う方法。

一般に樹脂が均一に塗布しやすいように粘度の低い樹脂を使用する。 
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研究開発項目Ⅱ：「低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に関する研究開発」 

用 語 説 明 

アクチェータ 自動弁に用いられる駆動機のこと。水素ステーション関連機器で

は主に空気圧を動力としたものを使用する。 

圧縮機併用方式 蓄圧器からの差圧充填と、圧縮機からの直充填とを同時に用いる

ことにより車両に充填する方式。単純な差圧充填と比較して蓄圧

器の容量ができ、また直充填と比較して圧縮気風量を低減できる。 

差圧充填方式：蓄圧器と車両充填容器との圧力差を利用して 

充填を行う方式 

直充填方式：圧縮機から蓄圧器を介せず車両充填容器に直接充填 

を行う方式 

圧力上昇率 水素充填時の温度上昇の観点から充填に際し考慮する圧力の上昇

率が提案されている。 

応力緩和 グランドパッキン等の材料内に作用していた応力が、クリープ 

変形により低下していく現象。 

グランドパッキン増し締め グランドパッキンは、スタフィングボックス内のパッキンをパッ

キン押さえで締め付けることによって、軸表面を押し付ける力が

発生し、その接触圧力で内部の流体をシールする。日常運転中に

漏れが増大したときに行う締め付け調整のこと。 

固溶強化 窒素添加等により固溶体を作ることにより高強度化する手法。 

自緊 

自緊処理 

（自己緊縮法：autofrettage） 

 

製造工程中で、水圧などを利用し

て、容器内面に弾性限度以上にな

るような高い内圧を加えると、  

内圧をのぞいた後も変形は元に

戻らず、図のように内層には圧縮

応力、外層には引っ張り応力が残

留し、 容器内層が外層によって

緊縛された状態になる。 

自緊により実効的なき裂進展力

が低減されるので、蓄圧器の耐久

性向上が見込まれる。 

靭性（vE-30℃） 

 

マイナス 30℃におけるシャルピー衝撃試験の吸収エネルギー。 

鋼の靭性はこの数値が高いほど高いとされる。 

析出強化 

 

炭化物の代わりに金属間化合物の微細な析出物粒子を熱処理に 

より分散させ強度を高める手法。析出硬化系ステンレス鋼として

SUS630が知られている。 

耐力（0.2%耐力） 

 

引張試験において 0.2%の残留ひずみを生じる荷重のこと。構造 

設計では 0.2%耐力の 75%を許容応力として用いる場合が多い。 

ダイナミック 

シミュレーション 

系統の微小時間の変化をあらわす微分方程式を立て、数値解法を

用いて解くことにより、対象とする流量、圧力等の時間変化を計

算する予測計算手法 

自緊による円周方向残留応力の生起

自緊前 内径に高圧負荷 圧力除去

弾性変形域

塑性変形域

引張応力残留域

圧縮応力残留域

残留引張応力

残留圧縮応力

高圧

容器を膨張させ、内層部または全体を塑性変形させる。

容器は収縮するが、完全には元の状態に戻れず、図示の応力が残る。

充てん時の円周方向応力―無自緊との比較―

充てん前 充てんガス圧に
よる引張応力

充てん時の
合成応力

無
自
緊
容
器

自
緊
容
器

引
張

圧
縮

引
張

圧
縮

自緊による
残留応力

最大応力：大

最大応力：小

水素中でも疲労寿命の延伸水素中でも疲労寿命の延伸
が期待できる！！が期待できる！！

図１ 充填時の円周方向応力 
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ナノインデンテーション試験 

（超微小押し込み硬さ試験） 

 

摩擦磨耗試験 

薄膜や微小領域の硬さとヤング率の測定を高精度で行う試験。 

圧子を材料や薄膜の表面に押込み、表面硬さ等を求める。 

 

試験体の磨耗量、摩擦係数を求める目的で、実供用を模した 

ボールとディスクとの間に荷重をかけ擦り合せる試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱機械分析装置 試料の温度を一定のプログラムによって変化させながら、圧縮、

引張り、曲げなどの非振動的荷重を加えてその物質の変形を測定

する装置。試料の膨張収縮、軟化といった情報を温度又は時間の

関数として定量的に測定できる。主に熱膨張、熱収縮、軟化点な

どの測定に用いられる。パッキン形状で熱履歴を加えた場合の 

変形状態を把握するために使用。 

 

試料管

プローブ

変位検出部

温度信号

ヒータ

試料

荷重発生部

 

 

図２ 超微小押込硬さ試験機 
 

図３ 摩擦摩耗試験 
（荷重増加式ﾎﾞｰﾙｵﾝﾃﾞｨｽｸ試験） 

図４ 熱機械分析装置の外観と装置構成 
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粘弾性装置 試料に動的な歪みまたは応力変化（正弦振動）を与えて、発生する

応力または歪みを測定する装置。この応力と歪みの温度・周波数依

存性から高分子材料のもつ弾性的な特性と粘性的な特性を温度ま

たは時間の関数として定量的に測定できる。パッキン材質のガラス

転移を代表とする各種の緩和現象や観測し、適切な材料選定のため

に使用。 

  

 

引張強度（UTS） 限界引張強さ（Ultimate. Tensile Strength － UTS） 

フェーズドアレイ

UT(Ultrasonic Testing)法 

 

 

小さい振動子を多数配列し、そのうちの数個を同時または若干の

時間の遅れを持たせて電気的に制御して振動させ、超音波ビーム

の方向、集束点等を制御する技術である。フェーズドアレイ技術

には従来の方法と比べて、超音波ビームの方向、集束点を任意に

設定することが可能で、きずの検出能力が高く広範囲を一度に探

傷できることと、その結果が断面画像で見ることができ、材料内

部の詳細な情報が得られる。 

プレクール設備 車両充填容器に急速充填を行う目的で設けられる熱交換器および

冷凍機からなる設備 

ボールバルブ 

（手動弁、遮断弁） 

バルブ構造の一つ。弁棒を９０°回転させることにより開閉を 

行う。他構造のバルブと比較して、流量を大きくすることが可能

である。 

冷間加工 塑性変形を利用した常温で行う加工。オーステナイト系ステンレ

スは、熱処理により軟化し、冷間加工により硬化、高強度化する。 

AE(Acoustic Emission)法 

 

 

材料に許容以上の外力などが加わると、材料に蓄えられていたひ

ずみエネルギーは変形やき裂の発生や進展に費やされ、この時の、

一部のエネルギーが音に変わる。これをアコースティック・エミ

ッションと呼んでいる。この AE信号を検出することで稼働中に 

異常を検出することができるため、装置を停止させることなく 

監視することが可能である。 

CｒN 窒化クロムのコーティング。高硬度のため、耐磨耗、摺動性に優

れる。プラグの耐エロージョン用として採用実績あり。プラグの

摺動性向上のために検討。 

Cv 値 

 

バルブの持つ容量係数で、流体がある差圧でバルブを流れる時 

の流量を表した場合の数値。大きいほど流れやすい。 

ＤＬＣ ダイヤモンドライクカーボン（Diamond-like carbon）のこと。 

主として炭化水素、あるいは、炭素の同素体からなる非晶質 

（アモルファス）の硬質膜である。一般的な特長は、硬質、潤滑

性、耐摩耗性、化学的安定性、表面平滑性、耐焼付き性等。 

図５ 動的粘弾性装置の外観と装置構成 
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MC-E ナイロンモノマーを重合・成形した耐磨耗性、自己潤滑性に優れ

た樹脂。シールパッキンとして検討。 

PEEK ポリエーテルエーテルケトンの略称。熱可塑性樹脂の一種。硬く

潤滑性に優れるため、シールパッキンをバックアップするパッキ

ンとして検討。 

PEEK-S PEEKの摺動性を向上させるために添加材を含有させたもの。PEEK

よりも耐久性を向上させるために検討。 

POM ポリオキシメチレンの略称。一般的にはポリアセタール、アセタ

ール樹脂と呼ばれる熱可塑性樹脂。硬く摺動性に優れるため、シ

ールパッキンのバックアップとして検討 

PPS ポリフェニレンサルファイド樹脂の略称。高結晶性の熱可塑性樹

脂。硬く摺動性に優れるため、シールパッキンのバックアップと

して検討。 

PTFE ポリテトラフルオロエチレンの略称。テトラフルオロエチレンの

重合体で、フッ素原子と炭素原子のみからなるフッ素樹脂（フッ

化炭素樹脂）。柔らかく自己潤滑性に優れるため、シール用パッキ

ンとして検討。 

PTFE-S PTFEに強度を向上させるための補強材を含有したもの。通常の

PTFEでは柔らかすぎ、耐久性が乏しいために検討。 

PVDF ポリフッ化ビニリデンの略称。高耐性、高純度な熱可塑性フッ素

重合体の一種。硬く潤滑性に優れるため、シールパッキンをバッ

クアップするパッキンとして検討。 

Sachs法 試験体の残留応力を切削前後の寸法変化から求める破壊測定方法。 

SA723鋼 

 

４％Ｎｉ低合金鋼。従来より超高圧特認容器用材料として規定さ

れている。 

SNCM439鋼 

 

2%Ni低合金鋼。高張力鋼として強靭性が要求される機械構造用部

品に汎用される。高圧水素用蓄圧器に使用されている事例あり。 

SSRT 

(Slow Strain Rate Technique) 

低ひずみ増加率による応力負荷により試料を強制破断させる遅れ

割れ試験法。遅れ割れ特性の評価が短時間で可能であることから、

本研究開発では耐水素性のスクリーニングに用いている。 

TiC チタンカーバイドのコーティング。高密着力で高硬度の特性を持

つ。耐摩耗性に優れ、平滑性も良いため摺動性も良い。プラグの

耐エロージョン用として採用実績あり。摺動性向上のために検討。 

TOFD -+ 

(TimeofFlightDiffraction)法 

 

 

 

送信用探触子と受信用探触子を一定の間隔で対向させ、探触子間

を直接伝わる波を検出し表示する方法である。この時、き裂が内

在しているとき裂の上端・下端で回折波が発生するので、き裂先

端からの回折波の伝搬時間の差を利用して、検出または寸法測定

を行なうことが可能である。き裂の高さ寸法の測定精度が良いと

いう特徴がある。 

UPE 超高分子量ポリエチレンの略称。熱可塑性樹脂の一種。柔らかく

自己潤滑性に優れるため、シール用パッキンとして検討。 

UPE-S UPEの摺動性を向上させるための添加材と、強度を向上させるた

めの補強材を含有したもの。UPEよりも耐久性を向上させるため

に検討。 
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研究開発項目Ⅱ：「都市型コンパクト水素ステーションの研究開発」 

用 語 説 明 

安全濃度 

 

 

本研究では CO2を加えることによりある空間に水素が漏洩しても着

火しない CO2／空気の分圧比と、水素が漏洩した空間内の混合気を

外部に排出しても着火の恐れが無い CO2／水素分圧比を決定した。

本研究ではこの両方の条件を満たす CO2／空気／水素混合気の濃度

を安全濃度と呼ぶ。 

可燃濃度の境界 

 

 

空気中で水素の可燃限界は下限が 4％、上限が 75％とされ、その間

の濃度が可燃濃度である。空気に CO2を加えると CO2の増加ととも

に下限が上昇、上限が下降して可燃濃度が狭まり、本研究の結果

CO275％で消滅する。CO2濃度を変化させて可燃限界を測定し、それ

を結んだ曲線が可燃濃度の境界である。 

水素燃焼制御 

 

水素混合気に水噴霧や不活性ガスを混合し、水素の燃焼を抑制する

こと。 

水素の不活性化 

 

 

本研究開発では不活性気体により漏洩した水素が着火・爆燃・爆轟

に至らないようにすることを表す。（ハロン消火剤の場合には化学

反応により燃焼を抑えるが、本研究の CO2の場合には熱的影響によ

り燃焼を抑制している） 

パイロットバーナ 

 

 

燃焼器では主たる燃料と空気の流れとは別に常に安定して燃焼す

る小さなバーナを備えて、最初の点火や条件変動の際の消炎防止に

用いるものをパイロットバーナと呼ぶ。本研究では安定して燃焼す

る火炎（パイロットバーナ）の周囲に CO2／空気／水素混合気を流

通させて火炎が広がるか否かを調べた。 

爆風圧エネルギー吸収壁 

 

入射する圧力波が壁面で反射する時に、圧力波のエネルギーの一部

を吸収して反射圧を低減する機構を取り入れた壁。 

反射圧低減壁 入射する圧力波が壁面で反射する時に、反射波のピーク圧力を低減

する機構を取り入れた壁。 
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研究開発項目Ⅱ：「直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発」 

用 語 説 明 

水素ステーション 水素を燃料とする自動車に水素ガスや液体水素を充填する施設。 

ＨｙＳＵＴ 水素供給・利用技術研究組合。 

吐出圧力 圧縮機から吐出される空気（本研究開発の場合は水素ガス）の圧力。 

特認申請 高圧ガス保安法における経済産業大臣特別認可申請手続。 

プレートフィン熱交換器 板状の突起が設けられたタイプの熱交換器。 

Ｊ２６０１ 充填プロトコル対応 国際基準・SAE  J2601のこと。 
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研究開発項目Ⅱ：「水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・

規制見直しに資する評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究開発」 

用 語 説 明 

応力／Stress 荷重＝Ｎ(kgf)を材料片の平行部のはじめの断面積(mm2)で割った

ものが応力である。：Ｎ/mm2（kgf/mm2） 

応力・ひずみ曲線（S-S曲線） 応力（stress）－ひずみ（strain）からＳ－Ｓ曲線ともいう。引張

試験において縦軸に引張応力（荷重）、横軸に引張ひずみ（伸び）

の量または伸び率％をとり、引張応力と伸びの関係を線グラフにし

たもので、引張強さ、降伏点、耐力、弾性限度などが図示できる。 

オーステナイト／オーステ

ナイト系ステンレス 

オーステナイト（austenite）とは、純度 100%の鉄において 911℃

～1392℃の温度領域にある鉄の相（組織）である。この領域に   お

いて、鉄は面心立方格子構造をとる。γFe、γ鉄（ガンマてつ）と

もいう。非磁性体である。γ鉄に炭素（C）を最大 2.1％まで固溶

した固溶体組織で、727℃以上の高温で安定な組織であり、通常、

常温では存在しない。しかし、オーステナイト生成元素の Ni、Mn

を多量に固溶すると常温においてもハチの巣のような  六角形の

結晶粒を示すオーステナイト組織が得られる。18Cr－8 Niに代表さ

れるオーステナイト系ステンレスは Niによりオーステナイト組織

を持ち、粘り強く、柔らかく、成形性と耐食性に優れた性質を示す。

またオーステナイトは常磁性体(非磁性体)であるが、加工等により

マルテンサイト組織が誘起されて磁性を帯びることがある。逆に、

マルテンサイト組織にオーステナイト組織が残ることを残留オー

ステナイトと言う。 

応力拡大係数  範囲ΔＫ き裂を有する部材に繰返し応力が作用するとき、き裂の寸法および

応力の最大値と最小値から算出される応力拡大係数の最大値と最

小値との差として定義される。一般に、小規模降伏状態における疲

労き裂伝搬速度の評価に用いられる。 

応力振幅 応力振幅とは、疲労試験において、試験片に生じる変動応力の範囲

の半分。S-N 線図の作成には、通常、応力振幅が使われる。 

応力比 応力比とは、疲労試験での繰返し荷重 1サイクルにおける最大応力

に対する最少応力の比。引張応力を正、圧縮応力を負とする。 

遅れ破壊 水素脆化のうち、静荷重下の材料が、加工時あるいは使用中に侵入

した水素によって使用開始後一定期間で突然に破壊する現象を、特

に遅れ破壊と呼ぶ。 

加工硬化 「ひずみ硬化」ともいう。鉛など特異な例を除き、金属に応力を与

えると結晶のすべりが生じ、そのすべり面に対しての抵抗がだんだ

ん増してくる。そしてその抵抗がある程度大きくなると他の面に順

次移っていく（塑性変形）。冷間加工により変形が進めば進むほど

抵抗が大きくなり金属は硬さを増していくが、これを加工硬化とい

う。伸銅品、ステンレス板やアルミの非熱処理合金板などはこの加

工硬化の程度（加工率）によって質別の区分がされている。 

加工誘起マルテンサイト 

変態 

18Cr-8Niの代表鋼種である SUS304は常温ではオーステナイト組織

であるが、曲げ加工や深絞り加工その他加工が加えられるとオース

テナイトの一部がマルテンサイトに変わる。その変わる量は加工の

程度が大きくなればなる程多く、また同じ程度の加工であっても

SUS304の範囲内での化学成分値の違いによってもマルテンサイト

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%89%84
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%A2%E5%BF%83%E7%AB%8B%E6%96%B9%E6%A0%BC%E5%AD%90%E6%A7%8B%E9%80%A0
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量は違ってきます。このように、冷間加工によって生じたマルテン

サイトのことを「加工誘起マルテンサイト」と呼ぶ。 

機械的性質 材料の機械的な特性、つまり弾性、非弾性反応、応力と歪み、弾性

率、引張強さ、疲れ限、硬さなどのように力が加えられた場合に発

生する材料性質。 

許容応力 機械や構造物が破壊しないために材料に生じても差し支えない最

大の応力のこと。また同じ材料でも応力の種類や荷重のかかり方で

変わってくるので注意が必要である。 

繰返し荷重 動荷重の一つで一定の周期と振幅で繰り返し作用する荷重のこと

をいう。 

強化プラスチック 「FRP」の項を参照のこと。プラスチックが熱硬化性プラスチック

の時は FRP、熱可塑性プラスチックの時は、FRTP(TPは Thermo 

Plasticsの略）という。 

降伏点 引張試験の途中で応力（引張荷重）が急に低くなり、その後応力が

大きくならないで伸びが進むという現象が起こる。その転機の応力

Wを試験前の材料片の断面積 A0で割った値を降伏点（yield point）

という。また降伏点はスプリングバック発生の目安ともなる。 

固溶化熱処理 合金成分が固溶体に溶解する温度以上に加熱して十分な時間保持

し、急冷してその析出を阻止する操作。ステンレス鋼では炭化物な

どを素地に固溶させて安定した耐食性を確保するために行われ、ま

た時効硬化形合金では時効処理の前の準備として行われる。JISＧ

0201鉄鋼用語（熱処理）でこの術語を規定しているが、非鉄金属材

料分野をはじめとして、溶体化処理という術語が用いられることも

多い。(固溶体処理加熱温度：ステンレス 1,000℃～1,100℃前、 ア

ルミニウム合金 450℃～550℃前後) 

再結晶 冷間加工によって加工硬化した材料をある温度まで加熱すると急

に軟化する。これは、加工によって変形した結晶が、多角形の細粒

に分割結晶するためで、増加していた転位も消滅し、結晶粒は内部

ひずみを持たない安定したものとなる。これを再結晶といい、この

再結晶の始まる温度を「再結晶温度」という。またこの再結晶温度

以上の加熱後に除冷することが「焼なまし」に当たる。 

絞り／reduction of area 引張試験で破断した材料片の最小断面積 Aと最初の断面積 A0との

差（小さくなった面積）を最初の材料片断面積 A0で割った百分率％。 

シャルピー衝撃試験 衝撃試験の方法で試験片の両端を支えて中央部を折って衝撃値を

求める。シャルピー衝撃試験で試験片を破断するために使われた吸

収エネルギーを、その破断した部分の面積で割った値を求める方法

で、一般にこの値が小さいものはもろい。 

衝撃試験 材料の動的衝撃に対する抵抗の度合いを測定するもので、ねばり強

さ［靭性］、もろさ［脆性］を知ることができる。特に脆性を知る

有効な試験方法である。シャルピー衝撃試験、アイゾット衝撃試験

が代表的である。 

衝撃強さ 材料が衝撃荷重に対して示す抵抗値。 

http://product.web2cad.co.jp/yougo/data/yg2005080007.html
http://product.web2cad.co.jp/yougo/data/yg2005080010.html
http://product.web2cad.co.jp/yougo/data/yg2005080042.html
http://product.web2cad.co.jp/yougo/data/yg2005080010.html
http://www.coguchi.com/yougo_s/kinzoku_yougo/sa_so.html#saikessyo#saikessyo
http://www.coguchi.com/yougo_s/kinzoku_yougo/ya_yo.html#yakinamasi
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時効硬化 「固溶化熱処理」（非鉄金属、特にアルミニウム合金では「溶体化

熱処理」という）した合金は、本来ならば低温で析出するはずの合

金元素が急冷により析出する間もなくむりやり溶け込まされた状

態となっており不安定である。これが時間の経過につれ本来の安定

な状態にもどろうとして、ところどころ析出してくる。この析出に

より結晶はすべりにくく硬くなる。これを時効硬化（age hardening）

または「析出硬化」という。時効硬化には常温時効硬化と人工時効

硬化があり、後者を「析出硬化処理」ともいう。 

修正 Ni当量 ステンレス鋼からニッケル基合金までの広い範囲での水素環境脆

化に及ぼす化学成分の影響の指標として単に Ni含量では依存性が

十分明らかでないことから、この修正 Ni当量を当てはめることに

より、広い範囲の金属材料の水素環境脆化がこの指標で整理できる

ことを見出した。 

靭性（じんせい） 物質のねばり強さを技術用語で「靭性」という。引張試験での「伸

び」の大小とは直接関連しないが、衝撃にあっても割れにくい性質

であるため、衝撃試験の数値が大きければ、一般にねばり強いとい

える。 

析出硬化処理 固溶化熱処理（溶体化処理）の後、時効硬化（析出硬化）を人工的

に行うことをいい、ベリリウム銅、ステンレス鋼の 600番台のもの

やアルミニウム合金の 2000番系､6000番系､7000番系及びアルミニ

ウム合金鋳物などの T6処理が代表例である。熱処理としての析出

硬化処理は、合金に応じて人工的に温度を上げ、溶け込んでいる元

素の原子運動を容易にしてから冷やして行くもので、時効硬化を早

める。これを人工時効硬化ともいい、アルミニウム合金では「焼戻

し」に当たる。一方常温で行われる時効硬化を「常温時効硬化」あ

るいは「自然時効硬化」という。アルミニウム合金では T4処理が

代表的であり、人工時効硬化（T6）とは区別されている 

脆性（ぜいせい） 物質の“もろさ”（Brittle）を技術用語で「脆性」という。（脆性

←→靭性）。衝撃試験である程度脆性の大小をいうことができる。

また金属の脆化現象には次の様なものがある。 

ストレスラプチャー試験 静的荷重を与えて、破断までの時間を時間を計測する破断強度の時

間依存性試験法。水素用非金属材料の基礎物性として実施した。 

ストライエーション 疲労によって破面上に形成される縞状の模様をいう。負荷時のき裂

先端の塑性鈍化と除荷時のき裂先端の再鋭化によってこのような

模様が形成される。破面の上下面では山と山、谷と谷が対応してお

り、ストライエーション間隔はそのときの繰返し負荷 1サイクル間

に進展したき裂の長さ、すなわち疲労き裂進展速度に対応してい

る。ただし疲労破面全体がすべてストライエーションによって覆わ

れているわけではない。 

疲れ限度／fatigue limit 金属を繰り返し折り曲げると、引張って切れるよりはるかに小さな

力で破断する。これを疲れ破断と言う。鋼の場合は応力（荷重）が

小さくなるに従って破壊にいたる繰り返し数が増えていき、応力が

ある程度以下になると繰り返し数をいくら多くしても材料は破壊

されにくくなる。この限度を「疲れ限度」と言う。非鉄金属の場合

は、この「疲れ限度」が明確に現れないため、応力（S）の繰り返

http://www.coguchi.com/yougo_s/kinzoku_yougo/ka_ko.html#koyouka
http://www.coguchi.com/yougo_s/kinzoku_yougo/sa_so.html#sekisyutu#sekisyutu
http://www.coguchi.com/yougo_s/kinzoku_yougo/sa_so.html#jinsei#jinsei
http://www.jsms.jp/word/contents/fatiguecrackgrowthrate.html
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し数（Ｎ）が１千万回(107）の繰り返しに耐える応力（So）を「疲

れ強さ」と言い、So kgf/mm2(107)と表示する。実際に金属を使用

する際の強度比較数値として重要である。 参考：「S－N曲線」、「耐

疲労性」 

低温脆性 

（ていおんぜいせい） 

鋼は－20～－30℃で急激にもろくなる特性がある。これは特にりん

（P）の成分の多い鋼種に多く現れる。またアルミニウムは、超低

温範囲に至るまで低温脆性を示さない。 

停留き裂 鉄鋼材料のように明確な疲労限度が現れる材料において、疲労限度

の繰返し応力下で発生し、少しだけ進展した後に停止した疲労き裂

をいう。停留き裂が生じる材料の疲労限度は、発生した疲労き裂が

進展するか停留するかの限界の応力を意味する。 

転位 金属の格子欠陥の一つ。金属は原子が規則正しく並んでいる結晶と

されているが、実在の金属中には原子の並びに乱れ（欠陥）があり、

線状の欠陥を転位と呼ぶ。転位の移動に必要なエネルギーは、すべ

り面の金属格子全体を一度に移動させるエネルギーの数千分の１

とわずかである。即ち、実在の金属結晶の塑性変形は転位の運動に

よって容易に行えるものとされている。 

疲労き裂進展速度 繰返し応力 1サイクルあたりの疲労き裂の長さの増加量をいう。き

裂長さを a、応力負荷の繰返し数を Nとしたとき da/dNと表記され

る。通常、応力拡大係数範囲や J積分範囲を用いて整理される。 

ひずみ速度 ひずみの時間的変化の割合で、s-1の単位を持つ。多くの材料にお

いて、変形中の応力は、ひずみと温度およびひずみ速度によって変

化するので、ひずみ速度は、材料の構成式において重要な変数の一

つである。一般に、ひずみ速度が大きくなると材料の変形中の応力

も大きくなるが、ある種のアルミニウム合金のようにひずみ速度の

変化に比較的鈍感な材料もある。 

疲労限度 鉄鋼系の材料では、S-N曲線がある応力で水平に折れ曲がり、それ

以下の応力をいくら繰り返しても破断しない現象が現れる。このと

きの破断しなくなる最大の応力をいう。耐久限度ということもあ

る。通常、S-N曲線の折れ曲がりは 106～107回の繰返し数の範囲に

見られる。 

偏析 

*正偏析 

*逆偏析 

不純物や合金元素を含む合金を鋳造するとき、鋳型に接した外部か

ら内部へ凝固していく。このとき溶融点の低い成分や不純物は最後

に凝固する部分、すなわち、中心部に集中して偏在することになる。

これを偏析(正偏析)といい、ガスの圧力や急冷などによって、内部

より外周部にしみ出して集まる現象を「逆偏析」という。逆偏析は、

青銅にみられる。 

マルテンサイト マルテンサイト（martensite、α'鋼）は、Fe-C系炭素鋼を、安定

なオーステナイトから急冷する事によって得られる組織。刀の作成

段階で見られる焼入れなどは、鋼をこの組織へと変態させる作業の

事である。組織構成は、オーステナイトが炭素を固溶したままの状

態で体心正方格子を取る構成で、炭素を含有する鉄合金では組織は

非常に硬い層組織である。しかし、工業的には高靭性である   必

要から、できた炭素含有鉄合金を焼き戻しすることで焼戻しマルテ

ンサイトにして使用する。 

マルテンサイトは針状のこまかな組織で、鋼の焼入組織としては最

も硬く、強磁性体である。したがってオーステナイト系ステンレス

http://www.jsms.jp/word/contents/fatiguelimit.html
http://www.jsms.jp/word/contents/fatiguecrack.html
http://www.jsms.jp/word/contents/fatiguecrack.html
http://www.jsms.jp/word/contents/fatiguecrack.html
http://www.jsms.jp/word/contents/stressintensityfactorrange.html
http://www.jsms.jp/word/contents/J-integralrange.html
http://www.jsms.jp/word/contents/S-Ncurve.html
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%82%AD%E7%B4%A0%E9%8B%BC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AA%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%8A%E3%82%A4%E3%83%88
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%84%BC%E5%85%A5%E3%82%8C
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E4%BD%93%E5%BF%83%E6%AD%A3%E6%96%B9%E6%A0%BC%E5%AD%90&action=edit
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%AD%E6%80%A7
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が加工などによりマルテンサイトを誘起すると磁性を帯びること

になる。マルテンサイト系ステンレスは、このマルテンサイト組織

をもった高 Cr鋼であり、特性は同様に、強磁性体で焼入れ硬化性

に優れ、刃物などによく使われる。しかし、硬くて脆いという欠点

もあり、また耐食性、溶接性、加工性はオーステナイト系ステンレ

スに劣る。 

曲げ試験/bend test 規格の試験片を規定の半径で規定の曲げ角度まで変形を与え、曲げ

られた部分の外側を検査し、亀裂や欠点の有無によって合否判定を

する試験法である。 

面心立方格子 X、Y、Z 方向の３軸の長さが等しく、すべて垂直であるような構造

を有する立方晶系の１つで、立方体の角の他にその正方形をなす各

面の中心にも結晶原子または分子を有するもの。 

焼入れ/quenchig 一旦、加熱、保持したものを急冷するもので、常温の水や 60℃～80℃

の油で冷やすことが多い。刃や刃物の焼入れはよく知られている様

に、硬度、耐摩耗性を得ることができるが、反面もろくなったり、

残留応力が生じ、条件によっては焼割れ、焼曲がりが発生する。ア

ルミニウムの熱処理合金では「溶体化処理」がこの焼入れにあたる。 

焼なまし/annealing 「焼鈍(ショウドン)」ともいう。再結晶温度に加熱、保持の後、普

通炉冷によりゆっくり冷ます。残留応力の除去、材料の軟化、切削

性の向上、冷間加工性の改善、結晶組織の調整などを目的とする。

また鋼種、目的により加熱温度と徐冷の方法が変わってくる。 

焼なまし温度 焼きなまし温度は鋼種や目的により幅が大きいため目安にすぎな

いが代表例は下記の通りのようになる。 

合金名 加熱温度（℃） 

A6061 

A6063 
345～415 

A7075 345～410 

SUS304 900～1000 
  

溶体化処理／solution heat 

treatment 

「固溶化熱処理」の項を参照のこと。アルミニウム合金の場合「固

溶化熱処理」のことを溶体化処理という。合金を均一固溶体範囲の

温度に加熱して合金元素を固溶させ急冷することで、常温における

合金元素の固溶化をはかる熱処理のことである。 

冷間加工（C） 再結晶温度未満、または常温で行なわれる加工を冷間加工といい、

またこれは塑性変形を利用した加工である。冷間加工によって金属

は加工硬化し、残留応力やひずみエネルギーが蓄積されるので加工

前より不安定な性質となる。安定化するためには再度再結晶温度に

加熱後、徐冷し焼なましをする。冷間加工の例では冷間圧延、引抜

き、冷間鍛造、プレスなどがある。 

α 鉄 鉄の同素体のうち常圧、低温度域で安定な体心立方晶の純鉄。一次

固溶体も含めてフェライトと呼ばれる。α 鉄は常圧下では、912℃、

A3 点以下で安定。A3点でα⇌γ変変態を起こす。 

http://www.coguchi.com/yougo_s/kinzoku_yougo/ya_yo.html#yotaika#yotaika
http://www.coguchi.com/yougo_s/kinzoku_yougo/ka_ko.html#koyouka
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bcc 体心立方格子構造(たいしんりっぽうこうしこうぞう)とは、結晶構

造の一種。 立方体形の単位格子の各頂点と中心に原子が位置する。

略称 BCC(Body-Centered Cubic lattice)。 

δ フェライト デルタフェライト（delta ferrite）とは、純度 100%の鉄において

1392℃～1536℃（融点）の温度領域にある鉄の相（組織）である。

この領域において、鉄は体心立方格子構造をとる。δFe、δ鉄（デ

ルタてつ）ともいう。純度 100％の鉄において、1536℃を超えると

鉄は液体になる。 

デルタフェライトは、Fe-C状態図において、1494℃で最大溶解量

0.1[mass %]までの炭素を固溶できる。 

fcc 面心立方格子構造(めんしんりっぽう こうしこうぞう)とは、結晶

構造の一種。単位格子の各頂点および各面の中心に原子が位置す

る。略称 FCC(face-centered cubic lattice)。充填率は六方最密充

填構造と等しい。 

FRP ガラス繊維などの強力な繊維を加えたプラスチックで、強度、剛性、

耐熱性などの性質を向上させた複合材料(fiber reinforced 

plastics)。 

Md30（℃） 30％の加工により、50％のマルテンサイト相が生成する  温度。 

Md30（℃）＝413-462(C+N)-9.23Si-8.1Mn-13.7Cr-9.5Ni-18.5Mo 

各温度域における水素脆化を起こさない成分範囲を決める。 

S－N曲線 

 

疲れ強さ試験において、材料に発生する応力 S(N/mm2)を縦軸にと

り、横軸に材料が破壊するまでの繰り返し数Ｎをとったグラフを「S

－N曲線」という。「疲れ強さ」を図示できる。 

 

（S－S曲線） 応力（stress）－ひずみ（strain）から S－S曲線ともいう。引張

試験において縦軸に引張応力（荷重）、横軸に引張ひずみ（伸び）

の量または伸び率％をとり、引張応力と伸びの関係を線グラフにし

たもので、引張強さ、降伏点、耐力、弾性限度などが図示できる。 

SSRT試験 低ひずみ速度引張試験。高圧水素環境下で、表面被服を破壊しなが

ら、引張試験を行うため、材料に定常的に水素を吸収させながら、

水素脆化の評価が可能。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%A7%8B%E9%80%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%A7%8B%E9%80%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AB%8B%E6%96%B9%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%89%84
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9E%8D%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BD%93%E5%BF%83%E7%AB%8B%E6%96%B9%E6%A0%BC%E5%AD%90%E6%A7%8B%E9%80%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B6%B2%E4%BD%93
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http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%A7%8B%E9%80%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%A7%8B%E9%80%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%AD%E6%96%B9%E6%9C%80%E5%AF%86%E5%85%85%E5%A1%AB%E6%A7%8B%E9%80%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%AD%E6%96%B9%E6%9C%80%E5%AF%86%E5%85%85%E5%A1%AB%E6%A7%8B%E9%80%A0
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研究開発項目Ⅱ：「水素用アルミニウム材料の評価・開発」 

用 語 説 明 

SSRT試験 SSRTは、低ひずみ速度法(Slow Strain Rate Technique)の略称であ

る。主に材料の脆化感受性を評価すること目的として、脆化促進環

境中において、非常に小さいひずみ速度条件で材料に引張変形を付

与する試験方法を指す。 

水蒸気雰囲気試験 水蒸気分圧を制御した環境（一定の湿度環境中）にて、材料特性を

評価する試験一般を指す。特にアルミニウム合金の場合は、試験雰

囲気中の水蒸気と新生アルミニウム表面が反応して、原子状の水素

が発生するために、試験水蒸気分圧を制御することによって容易に

高圧水素ガス環境を模擬できるため、水蒸気雰囲気中で SSRT試験

や疲労試験を行って、材料の水素脆性を評価する簡便試験方法とし

て用いられる。 

水素脆化感受性指数 材料の水素脆化しやすさを定量的に表す指数。多くの場合は SSRT

試験において、水素脆化を生じない不活性ガス環境中での破断伸び

（δ0）、水素脆化が生じる脆化促進環境中での破断伸び（δE）を

用いて以下の式で求められる。 

水素脆化感受性指数＝（δ0－δE）/δ0 

粒界腐食深さ 材料の耐食性の評価基準の一つである。所定の条件で腐食試験を行

った後に、材料断面について組織観察をするなどして、粒界腐食が

材料表面からどの程度の深さまで進んでいるかを測定して求める。

粒界腐食深さが小さいほど、粒界腐食に対する耐性が高い。 

耐 SCC寿命 SCCは、応力腐食割れ（Stress Corrosion Cracking）の略称であり、

材料が応力負荷された状態での使用環境中での腐食によって想定

寿命よりも早期に破壊する現象を指す。ここで耐 SCC寿命とは、所

定の試験条件で材料の SCC試験を行った場合に、破断を生じるまで

に要する時間を意味する。 

ディンプル破面 金属材料の破面形態の分類の一つ。金属材料の破面を走査型電子顕

微鏡などにより高倍率で観察を行うと、表面にくぼみ（ディンプル）

が多数認められる形態の破断面を意味する。この形態の破面が存在

する場合は、破壊が延性的に生じたことを示す。 

粒界割れ 金属材料の破壊形態の分類の一つ。金属材料を引張試験等によって

破断させた場合に、結晶粒界面で破壊が生じることを指す。この場

合、破面を観察すると粒界面が認められる。水素により材料が脆化

した場合は、この破面形態を呈する場合が多い。 

T6 処理 溶体化処理後、室温以上の温度でピーク強度に達するまで、時効 

すること。 

マクロ組織観察 金属材料の組織観察方法の一つ。比較的粗大な結晶粒組織を有する

材料に適用され、所定のエッチング処理を行った後の組織形態を 

目視等により観察して、写真撮影等により記録する組織観察方法。 

再結晶組織 金属材料のミクロ組織の分類形態の一つ。材料の製造工程等で一旦

熱間加工または冷間加工が加わった後に、加熱処理等が行われた場

合に、加工組織から再結晶および粒界移動が生じて、組織の大部分

が再結晶粒で構成されるようになった組織を意味する。 
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ファイバー組織 金属材料のミクロ組織の分類形態の一つ。比較的等軸の形状であっ

た結晶粒が、材料の加工によって一方向に著しく引き伸ばされる 

ことによって形成されたミクロ組織であり、主に押出加工で形成 

される。 

過剰 Si型（6000系合金） 6000系合金（Al-Mg-Si系合金）の分類の一つ。主要成分である 

Mg と Siによりなる析出物（Mg2Si）を構成する Mgと Siの原子数比

（2：1）に対して、Si量が多く添加されている成分の合金を指して、

過剰 Si型と呼ぶ。典型例は 6066合金である。 

バランス型（60000系合金） 6000系合金（Al-Mg-Si系合金）の分類の一つ。主要成分である Mg

と Siによりなる析出物（Mg2Si）を構成する Mgと Siの原子数比（2：

1）に成分調整された合金を指してバランス型と呼ぶ。典型例は 6061

合金である。 

疲労き裂進展試験 材料に予め疲労き裂を導入しておき、この材料に繰り返しの応力を

付加して、疲労き裂の進展速度等を評価する試験方法。 

破壊靭性試験 破壊靭性とは、材料中にき裂が存在する場合におけるき裂進展に対

する材料の抵抗力を広義において意味する。このき裂進展に対する

材料の抵抗力を定量的に求めるための試験が破壊靭性試験である。 

重水蒸気雰囲気 重水とは、通常水分子を構成する水素原子（H：質量数１）が、重

水素原子（D：質量数２）で置換された特殊な水分子を多く含む水

を意味する。この重水が蒸発して、空気中に多数の重水分子が含ま

れる雰囲気を重水蒸気雰囲気と呼ぶ。 

昇温脱離分析 省略して、TDS（Thermal Desorption Spectrometry）とも呼ばれる

材料中のガスの分析方法の一つである。供試材料の温度を一定速度

で高め、その昇温過程で材料中から放出されるガス成分を連続的ま

たは一定期間毎に分析して、ガスが放出される温度と放出ガス量の

関係等を調べることができる。 

陰極電解法 試験片を陰極にして水溶液を電気分解させ、試験片に水素をチャー

ジする方法。 

水素マイクロプリント法 英語では Hydrogen Microprint Techniqueと呼ばれる。金属中の水

素は原子状水素(H)であり強い還元性を持つため、AgBr(写真乳剤の

主成分)+H→Ag+HBrの反応により写真と同様に銀(Ag)が生じること

を利用して水素の放出場所を特定する手法。 

トリチウムオート 

ラジオグラフィ 

オートラジオグラフィは放射線写真法とも呼ばれ、対象物中に分布

している放射性物質から放出されるβ線やγ線から画像を作成する

手法である。トリチウムオートラジオグラフィはこの手法の一種で

あり、放射性物質として水素の放射性同位元素であるトリチウムを

用いて対象物中の水素(トリチウム)の分布を調べることができる。 

イメージングプレート X線、電子線、中性子線による励起で蛍光を発する現象を利用した

積分型の二次元検出器である。トリチウムオートラジオグラフィに

おいて、トリチウムの崩壊に伴い発生するβ線（電子線）の発生位

置を記録して、水素（トリチウム）の存在位置を調べるための測定

装置である。 

SEM 走査型電子顕微鏡（Scanning Electron Microscopy: SEM）の略称。

試料表面を 1,000倍以上の高倍率で観察することができる。 
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研究開発項目Ⅲ：「水素燃料電池に係る国際関連機関等研究・政策動向の調査検討」 

用 語 説 明 

Annex 

（作業部会） 

国際エネルギー機関（International Energy Agency：IEA）におけ

る実施協定（Implementing Agreement）において設置されている作

業部会の名称。Taskともいう。 

BOP 

（バランス・オブ・プラント） 

Balance of Plant。燃料電池システムにおける、燃料や空気の供給

系（ポンプ等）や発電制御系の総称。 

CaFCP 

（カリフォルニア燃料電池

パートナーシップ） 

California Fuel Cell Partnership。1999年にスタートした官民パ

ートナーシップで、カリフォルニア州における FCV展開やそのため

の水素ステーション展開計画の策定、水素燃料品質の検討などを行

っている。メンバーは、自動車メーカー、エネルギー供給会社に加

えて、カリフォルニア州政府の行政機関（大気資源局、カリフォル

ニアエネルギー委員会）も参画。 

DFMA Design for Manufacture and Assembly。米国で開発された製品組

み立て手法・ツール。部品数の低減によりコストダウンを図る。 

FCH JU（欧州燃料電池水素共

同実施機構） 

Fuel Cell and Hydrogen Joint Undertaking。欧州連合の多年度研

究開発（フレームワークプログラム）は、従来は欧州委員会の研究

総局（DG-Research）が公募と助成を行っていたが、 

より企業ニーズを R&Dに反映させるため、2007年より重要分野（5

分野）には官民パートナーシップ（民が主導的に助成方針を決める）

が設置された。燃料電池水素共同実施機構（FCH JU）もそのひとつ。 

HyNorプロジェクト ノルウェーが 2003年より進めている水素利用自動車・水素ステー

ションの実証プロジェクト。首都オスロからスタバンゲル（北海油

田の基地都市）までを水素ステーションのネットワークでつなげる

ことを目指している。スウェーデンやデンマークとも連携。 

IA（実施協定） 国際エネルギー機関（International Energy Agency：IEA）におい

て実施されている研究交流組織。約 40の実施協定が実施されている。

タスクシェアを基本とする。各実施協定には、Annex（アネックス）

あるいは Task（タスク）と呼ばれる作業部会が設置されている。 

IEA/AFCIA 

（IEA先端燃料電池実施 

協定） 

先端燃料電池実施協定（Advanced Fuel Cell Implementing 

Agreement）は、IEAの実施協定の一つ。AFCIA傘下には作業部会と

して、Annex 22(固体高分子形燃料電池：PEFC)、Annex 23（溶融炭

酸塩形燃料電池：MCFC）、Annex 24（固体酸化物形燃料電池：SOFC）、

Annex 25（定置用 FC）、Annex 26（交通用 FC）、Annex 27（ポータ

ブル用 FC）が設置されている。 

IEA/HIA 

（IEA水素実施協定） 

水素実施協定（Hydrogen Implementing Agreement）は、IEAの実施

協定の一つ。HIA傘下には作業部会として、Annex21（バイオ水素製

造）、Annex22（基礎的・工学的水素貯蔵材料開発、Annex23（水素

供給用の小規模改質器）、Annex24（風力水素）、Annex25（水素の高

温製造技術）、Annex26（水の光分解による水素製造）、Annex28（大

規模水素インフラ）、Annex29（分散型水素供給）、Annex30（グロー

バル水素システム分析）、Annex31（水素安全）が設置されている。 
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IPHE 

（水素燃料電池国際 

  パートナーシップ） 

水素燃料電池国際パートナーシップ（International Partnership 

for Hydrogen and Fuel Cells in the Economy：IPHE）の略。米国

が 2003年に設立した、水素・燃料電池に係る政策レベルの国際協

力組織。議長国は、2003～2007年が米国、2007～2009年がカナダ、

2009～2012年がドイツ。行政担当者間の連携と情報交換を行ってい

る。2010年までは、名称は International Partnership for Hydrogen 

Economyであった。 

IPHEアワード IPHEによって、FC/水素分野でのリーダーシップと技術功績をたた

えるもの。2 年毎に実施。 

IPHEスチューデント 

コンペティション 

IPHEが企画した、FCV・水素の研究に秀でた各国の高校生を 

表彰するもの。IPHEメンバー国が自主的に優秀校を推薦。 

JHFCプロジェクト 平成 14年度から日本で実施されている FCV・水素ステーションの実

証研究プロジェクト。平成 21年度より NEDO事業。 

NOW 

（ドイツ水素燃料電池機構） 

Nationale Organisation Wasserstoff- und 

Brennstoffzellentechnologie。ドイツの水素・燃料電池技術革新

プログラム（2007～2016年）の実施のために設立された組織で、形

式は有限会社。民間の意見をくみ上げて政府の政策立案を支援する

とともに、政府のファンドを管理する。ドイツの FCV実証である CEP

プロジェクトや、定置用 FCプロジェクトである Calluxを管轄。最

近では、電気自動車（BEV）関連プログラムも管轄しており、

「E-Mobility」（注：ドイツでは、FCVと BEVをあわせて E-Mobility

呼ぶ）関連プロジェクトの実施機関ともなっている。 

PEMEC（固体高分子形電気 

分解セル） 

PEFC（PEMFC）のセルを電解に用いる技術。一般に膜・電解質は、

耐久性の観点から発電利用よりも厚くなっている。 

SOEC（固体酸化物形電気分解

セル） 

SOFCのセルを電解に用いる技術。一般に膜・電解質は、耐久性の観

点から発電利用よりも厚くなっている。 

Task 

（作業部会） 

国際エネルギー機関（International Energy Agency：IEA）におけ

る実施協定（Implementing Agreement）において設置されている作

業部会の名称。Annexともいう。 

水素貯蔵材料 金属系では、遷移金属系水素化物（理論値 4％←実績 2.5％）、マグ

ネシウム系水素化物（理論値 7.6％←実績 6.4％）がある。 

無機系では、アルミニウム水素化物（理論値 10.1％←実績 10％【水

素放出は不可逆】）、アラネート系水素化物（理論値 5.6％←実績

4.8％）、ボロハイドライド系水素化物（理論値 14.9％←実績 11％

【水素吸蔵は高温・高圧】）、アンモニアボラン系水素化物（理論値

19.6％←実績 11％【水素放出は不可逆】）がある。数値はいずれも

重量％。 

パワートレインのポート 

フォリオレポート 

欧州連合およびドイツがマッキンゼー（欧州）に委託して作成した

報告書。世界の主要自動車会社や欧州の主要エネルギー会社が参加

し、コストや性能の実データをマッキンゼーに提供、マッキンゼー

は限定的なスタッフのみがその実データを加工し、平均値かされた

データのみで将来予測を行った。このような実データの取り扱いを

「クリーンルームプロセス」といい、そのスタッフを「クリーンチ

ーム」ということが定着している。 
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非化石資源由来水素 再生可能エネルギーを利用して製造した水素。米国の「水素実行プ

ラン」（2010年、ドラフト）においては 2040年の水素需要の半分を

カーボンニュートラル源とすることが想定されている。ドイツのロ

ードマップ研究「GermanHy」は、2050年の水素需要の 8割以上を、

風力由来水素と石炭ガス化水素（CCS適用あり/なしの両方）とする

ことを想定している。 
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研究開発項目Ⅲ：「可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水電解水素製造の

研究開発」 

用 語 説 明 

可視光応答性 可視光は 400 nm(380 nm)から 800 nmまでの波長領域の光である。

代表的な光触媒である二酸化チタンはちょうど可視光領域の短波

長側より短い波長の光を利用する紫外光応答性光触媒であるので、

一般には二酸化チタンの吸収より長い波長の光を利用できる光触

媒が可視光応答性光触媒とされる。 

酸化タングステン 黄緑色の可視光応答性の半導体。調製法により異なるが、光吸収 

スペクトルの吸収端は 460～480 nmであり、それよりも短い波長の

光を吸収できる。環境浄化利用分野でも銅やパラジウム助触媒を 

表面に担持することで高い有機物分解性能を示す。強酸性でも非常

に安定。 

人工光合成 研究分野によって定義は異なる。例えば錯体化学では、植物の光吸

収用ポルフィリン錯体や酸素発生用 Mn錯体の機能を部分的に模倣

する研究自体を示す。反応で区分する場合は、光エネルギーを化学

エネルギーに「直接」変換・貯蔵する反応（エネルギー蓄積型反応

またはアップヒル反応）を起こすシステムを示す。本研究の水を酸

素に分解して Fe3+を Fe2+に還元する反応もエネルギー蓄積型反応で

ある。水を水素と酸素に完全分解する反応、炭酸ガスと水から有機

物を合成する反応、窒素と水からアンモニアなどを合成する反応も

典型的なエネルギー蓄積型の人工光合成反応である。（均一・不均

一）光触媒反応や光電極反応がその範疇になる。太陽電池と電気分

解を組み合わせた水素製造では、直接的な変換ではないので、人工

光合成ではない。 

スイッチグラス イネ科・キビ属の永年性草本植物。米国では大統領の一般教書演説

でバイオエタノールを生産するための有望燃料作物として言及さ

れて有名になった。トウモロコシと同じ光合成能力が高い種類で、

乾燥にも耐え、農地に適さない土地でも栽培容易なのが特徴。 

太陽エネルギー変換効率 単位時間当たりの、入射する太陽エネルギーに対して、取り出した

エネルギーの割合。本研究の場合、ソーラーシミュレーターからの

疑似太陽光（ラジオメーターで調整）に対して、水を酸素に分解し

て Fe3+を Fe2+に還元する反応として蓄積されたエネルギーの割合を

示す。農作物の場合は、年間の太陽エネルギー総量に対して、年間

で収穫された作物の乾燥物から計算した蓄積エネルギーの割合を

示す。 

光触媒 

 

 

 

 光触媒は光吸収により励起され、酸化反応および還元反応を引き

起こす触媒物質である。不均一系の半導体光触媒や均一系の色素光

触媒などがあるが、本発表は前者。半導体触媒は伝導帯と価電子帯

が禁制帯で隔てられたバンド構造を持つ。バンドギャップ以上のエ

ネルギーを持つ光により、価電子帯の電子が伝導帯に励起され、伝

導帯に電子が、価電子帯にその抜け殻の正孔が生成する。伝導帯に

励起された電子は価電子帯の電子よりも還元力が非常に強く、暗時

では起こらない還元反応を起こすことができる。同様に、正孔も強

力な酸化反応を起こす。今回の反応の場合、正孔により水が酸化さ
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れて、酸素が生成される。一方、伝導帯に励起された電子は Fe3+を

還元し、Fe2+が生成する。 

光電極 本多藤嶋効果で有名な酸化チタン半導体の単結晶を用いた水分解

で用いられた。ｎ型半導体による水分解では、光照射によってその

表面で酸素発生、対極で水素発生が起こる。この研究から原理が類

似している酸化チタン光触媒の研究が盛んになった。 

量子収率 本研究での量子収率は「外部量子収率」で表している。入射する光

子の数に対して、反応に利用された光子の割合であり、見かけの量

子収率とも言う。光子が反射または透過して吸収されなかった場合

や、吸収されて電子－正孔対ができても再結合して熱になった場

合、その量子収率は低くなる。一方、吸収された光子の数に対して、

反応に利用された光子の割合の場合は内部量子収率と言う。外部量

子収率は内部量子収率より低くなる。 

レドックス媒体 

 

酸化と還元を安定に繰り返す物質。二次電池材料にも用いられる。

本研究については Fe2+と Fe3+のイオン。植物の光合成にも酸化や還

元を起こす部分に電子移動を仲介する有機物のレドックス媒体が

多数存在する。 
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研究開発項目Ⅲ：「非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および 

開発」 

用 語 説 明 

アノード(anode) 正電荷が電極相から溶液の方へ向かって移動する電極。電極反応が

全体として酸化方向に進行している電極。 

アルカリ形水電解  

(alkaline electrolyte 

water electrolysis) 

電解質にアルカリ溶液を用いて水の電気分解をおこなう方法なら

びに装置。 

カソード(cathode) 溶液側から電極相へ正電荷が移動していく電極。電極反応が全体と

して還元方向に進行している電極。 

過電圧(overvoltage) 電極と電解質界面でのただ 1つの電気化学反応しか生じていない場

合の平衡電位からの電極電位のずれのこと。過電圧は反応や電極の

“遅さ”を表す。 

固体高分子形水電解 

(polymer electrolyte water 

electrolysis) 

電解質に固体高分子膜を用いて水の電気分解を行う方法ならびに

装置。 

酸素発生電極 

(oxygen evolution 

electrode) 

水の電気分解(水電解)におけるアノードのこと。アノードにおいて

酸素が発生する反応が起こるので、このように呼ぶ。 

質量活性(mass activity) 質量当たりの活性のこと。 

定常分極 

(steady state polarization) 

十分に遅い電位走査速度で自然電位から電極電位をずらしていく

操作ならびに測定法。 

電解質 

(electrolyte) 

その内部をイオンが電荷担体として移動して、電流を流すことがで

きるイオン伝導体のこと。 

電気二重層 

(electrical double layer) 

電極を電解液に浸漬すると帯電し、それに液中のイオンが引き寄せ

られ、電極と電解液中にそれぞれ電荷層が形成される。この層を電

気二重層という。 

比活性(specific activity) 実面積当たりの活性のこと。 
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研究開発項目Ⅲ：「高効率水素液化磁気冷凍の研究開発」 

用 語 説 明 

エントロピー変化 磁場により変化する磁性体のエントロピーのこと。これが大きいほ

ど磁性体の冷凍能力が高い。磁性体の磁気相転移温度近傍でのみ大

きいため、冷凍温度領域に転移温度を持つ磁性体を選択することが

重要である。 

カルノー型磁気冷凍 磁気冷凍サイクルの一種。熱機関のカルノーサイクルを磁気冷凍で

実現するサイクル。原理的には熱力学最高効率が可能である。 

球状化磁性体 磁気作業物質の充填率、熱交換効率を向上し、ガスの圧力損失を減

少させるために用いられる球状化した磁性材料である。 

磁気熱量効果 磁性体に磁場変化を与えるとき磁性体の温度が変化する。 

あるいは外部へ放熱、吸熱を起こす効果。磁気冷凍の原理と 

なる物理現象。 

磁性体駆動型磁気冷凍 

サイクル 

磁気冷凍サイクルに必要な磁性体の磁場変化を与える方式の一つ。

磁性体を駆動することで、超電導マグネットは永久電流モードで 

運転することができるため、効率的なサイクル運転が可能になる。 

蓄冷型磁気冷凍 磁気冷凍サイクルの一種。外部熱交換器(蓄冷器)と熱交換すること

で、広い温度範囲での冷凍サイクルを可能とする。 

ディスプレイサー シリンダーとピストンによって熱交換ガスを駆動する機構のこと。

一般のコンプレッサーと異なり、低温でガスを往復運動させること

ができる装置のことである。 

AMR 

 

Active Magnetic regenerator の略。能動型磁気蓄冷器。蓄冷型磁

気冷凍サイクルの一種で、磁性体に蓄冷器と冷凍作業物質の二つの

役割をさせることで効率的に蓄冷型冷凍サイクルを実現させる方

式である。 

%カルノー効率 熱力学的最高効率であるカルノー効率に対する実際のサイクルの

効率の割合である。 
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研究開発項目Ⅲ：「水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発」 

用 語 説 明 

ガスパイプライン実大強度

試験 

天然ガスパイプラインで広く適用される試験で、他工事損傷などに

より鋼管にき裂が発生した場合を想定して、所定の圧力下で初期き

裂を強制的に与え、き裂が高速で伝播する挙動を計測する実験方

法。 

き裂伝播抵抗 延性破壊によりき裂が伝播する際の抵抗値を破壊力学パラメータ

で表わしたもの。パラメータとして、応力拡大係数や J積分が使わ

れる。 

高速き裂伝播 材料中を高速でき裂が伝播する現象で、鋼の場合には、延性破壊と

脆性破壊でき裂が伝播する。前者では、100~300m/s、後者では

600~2000m/sの速度である。 

水素脆性 鋼をはじめとする金属材料中に、水素が拡散侵入し、金属の破壊抵

抗を弱める現象。同一の材料でも、水素濃度、試験温度、歪速度に

より水素脆性の感受性が異なる。 

水素チャージ 材料の水素脆性感受性を評価するために、材料中に水素を拡散侵入

させる方法。高温高圧水素環境下、電気化学的にチャージする方法

がある。 

TMCPプロセス 鋼管や厚鋼板を製造するプロセスで、Thermo-Mechanical Control 

Processの略。制御圧延・制御冷却からなる。結晶粒が微細化して

強度と靭性が向上する。 

TMR プロセス 鋼管や厚鋼板を製造するプロセスで、Thermo-Mechanical Rolling

の略。制御圧延を適用する。結晶粒が微細化して強度と靭性が向上

する。 

 



研究開発項目Ⅲ：「超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発」 

用 語 説 明 

FCC Face-centred cubic（面心立方晶）の略。 

c

a
b

  a = b= c 

共晶合金 

Eutectic alloy 

 

共晶反応によって生成する凝固組織を共晶組織と呼び、そのような

組織を持つ合金をいう。共晶組織は一般に 2種類の板状結晶が交互

に配列した層状であるが、稀に棒状、螺旋状をとる。いずれにせよ、

数 μm程度のレベルの微細な組織である。共晶合金が融解するとき

は、純粋な単体の結晶のように一定温度（共晶点）を保つ。 

金属間化合物 

Intermetallic compound 

2 種以上の金属元素から構成される化合物。元素の原子比は整数で

ある。成分元素個々とは異なる、特有の物理的・化学的性質を示す。

空孔 

Vacancy 

格子欠陥の一種である点欠陥の一つ。原子空孔ともいう。原子が規

則正しく配列した結晶格子において、原子が本来在るべき場所から

欠落している格子点をいう。絶対零度（0 K）でない限り、結晶は

空孔が存在した方が安定である。 

合金 

Alloy 

 

 

金属元素単体からなる純金属に対し、複数の金属元素あるいは金属

元素と非金属元素から成る金属様のものをいう。形態としては、完

全に溶け込んでいる固溶体や上述の金属間化合物等がある。また、

必ずしも単相でなくてもよく、複数の相から構成されるものも含

む。金属成分が各々微細に独立した結晶組織を構成している共晶も

合金である。 

サイト 

Site 

結晶格子における格子点、あるいは複数の原子によって構成される

多面体の重心位置を指す。 

錯水素化物 

Complex hydride 

 

錯体系水素化物の略称。 

[AlH4]
－、[AlH6]

3－、[BH4]
－など水素を含み負の電荷を持つ錯イオン

と正の電荷を持つ金属イオンとから構成される塩。LiAlH4、NaAlH4、

Na3AlH6、Mg(BH4)2などが該当する。 

水素化アルミニウム 

Aluminum hydride 

化学式 AlH3。アランとも呼ばれる。質量水素密度 10.6 ％。 

式量 30.01。密度 1.486 g/cm3。無色の固体。融点約 423K（150℃）。

強力な還元剤で、熱力学的に非常に不安定である。 

金属アルミニウムを直接水素化させる、所謂、気相－固相反応から

得ることは平衡解離圧の関係から非常に困難であるが、有機溶媒中

でのアラネートを原料としたメタセシス反応により比較的容易に

得ることができる。結晶構造が異なる 7つの多形（α、α’、β、

γ、δ、ε、ζ）の存在が知られている。 
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DSC Differential scanning calorimetry（示差走査熱量分析）の略。

測定試料と基準物質との間の熱量差を計測することで、相変態温度

（融点、ガラス転移点、水素吸蔵･放出温度など）を測定する熱分

析の手法である。 

TG-TDS Thermogravity-Thermal desorption spectroscopy（熱重量－昇温

脱離ガス分析）の略。 

昇温過程で試料表面及び試料中から脱離するガス成分を分子量毎

（定性的）に質量分析計により検出するとともに、試料の質量変化

を連続的に測定する。複数種類のガスの放出が並行して起きていな

ければ、脱離ガス成分毎の定量も可能である。 

熱力学的特性 

Thermodynamic property 

熱伝導率、各種変態温度、エンタルピー、エントロピー、活性化エ

ネルギー、比熱、潜熱、膨脹率、蒸気圧などの数値として表される。

BCT Body-centred tetragonal（体心正方晶）の略。 

c

a
b
a = b ≠ c 

ミリング 

Milling 

 

ボールミリング、メカニカルアロイング、あるいはメカニカルグラ

インディングともいう。セラミック製や金属製の硬球と、材料の粉

末を円筒形の容器（材質は硬球と同じ）に入れて自転・公転させる

ことによって、材料を磨り潰して均質な微粉末とする処理。 
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研究開発項目Ⅲ：「ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関するの研究 

開発」 

用 語 説 明 

エッジ 

 

グラフェンの端の部分のこと。通常は水素で終端されているが、 

含酸素官能基で終端されることもできる。 

含酸素官能基 

 

 

グラフェンに付加可能な酸素原子を含む官能基。カルボキシル、 

フェノール性水酸基、ラクトン、カルボニル、エーテルなど様々な

種類がある。 

含窒素官能基 

 

 

グラフェンに付加可能な窒素原子を含む官能基。4級炭素（グラフ

ェンシート内の炭素原子 1個が窒素原子 1個に置換された形）、ピ

リジン、ピリドン、ピロール、ニトロ基など様々な種類がある。 

グラフェン 

 

 

炭素六角網面からなるシート状物質。グラフェンが規則正しく積そ

うすると、グラファイトになる。活性炭やゼオライト鋳型炭素など

の炭素材料の基本的な構成要素であるが、これらの物質を構成する

グラフェンには、大量の構造欠陥（ダングリングボンド、５員環、

７員環など）が存在する。 

スピルオーバー 

 

金属担持触媒において、気相中の水素分子が金属表面に解離吸着し

た後、原子状水素（H・）の状態で担体へと流れ出す現象。 

スピルオーバー水素 

 

スピルオーバーによって担体へと移動した、原子状水素（H・）の

こと。 

スピルオーバー貯蔵 

 

スピルオーバー水素を可逆的に吸蔵／放出する、という方式の水素

貯蔵。 

ゼオライト鋳型炭素 

 

 

ゼオライトの細孔内部に炭素を充填し、ゼオライトを溶解除去する

ことで得られる多孔性炭素。ゼオライトが鋳型となり、その規則構

造が転写された炭素である。鋳型であるゼオライトと同じ長周期規

則構造をもち、比表面積は最大で 4000 m2/gに達する。 

物理吸着 静電相互作用の一種であるファンデルワールス力により、気体分子

が固体表面に引き寄せられる現象。固体物質の比表面積が大きいほ

ど、物理吸着量は増加する。 
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研究開発項目Ⅲ：「Mgおよび Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発」 

用 語 説 明 

圧力－組成等温線 金属－水素反応系は、水素平衡圧力と水素吸収量の関係を等温線と

して記述する。これより、最大水素吸収量や水素吸収・放出の可逆

性、熱力学的安定性を知ることが出来る。 

グロー放電発光分光分析 分析材料を陰極として異常グロー放電を起こさせ、発する光を分光

することにより元素組成分析を行う方法。スパッタリングによって

深さ方向にも分解能を持ち、水素のような軽元素も定量できる。 

プラトー圧力 金属－水素反応系において、水素吸収・放出に伴って相変態が起こ

ると、圧力－組成等温線上に圧力が一定となる領域が現れる。熱力

学的には、この領域が現れる圧力が高いほど水素化合物の安定性が

低い。水素貯蔵材料を水素供給源として考える場合、水素供給圧力

はこのプラトー圧力によって支配される。 
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研究開発項目Ⅲ：「燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発」 

用 語 説 明 

FC 燃料電池（Fuel Cell）の略称。燃料及び酸化剤が外部から連続的に

供給され、電気化学反応によって連続的に発電する装置。燃料がも

つ化学エネルギーを直接電気エネルギーに変換し発電する発電機。 

FCV 燃料電池自動車（Fuel Cell Vehicle）の略称。燃料電池の発電し

た電気により走行する自動車。 

EV 電気自動車（Electric Vehicle）の略称。電気で駆動する自動車の

総称。BEV（バッテリー電気自動車）、HEV（ハイブリッド電気自動

車）、FCV（燃料電池自動車）が含まれる。 

WP29 World Forum for Harmonization of vehicle Regulations（自動車

基準調和世界フォーラム）自動車基準を国際的に調和することや、

認証を輸出入国あるいは地域間でお互いに認め合う相互承認の導入

を図ること等を目的としたフォーラムで協定に基づく規則の制定・

改正作業を行うとともに、以下の協定の管理・運営を行っている。 

・｢車両等の型式認定相互承認協定(略称)｣(通称｢1958年協定｣) 

・｢車両等の世界的技術規則協定(略称)｣(通称｢1998年協定｣) 

・｢国連の自動車検査協定(略称)｣メンバーは国土交通省 

GRPE WP29の下に設けられた 6つの専門分科会のひとつである排出ガス 

専門分科会(Working Party on Pollution and Energy)の略称  

gtr 自動車の安全・環境に関する世界統一基準（global technical 

regulation）の略称。 

UN 国際連合（United Nations）の略称。 

AC3 Administrative Committee for co-operation of work for WP29 (3: 

steering group of gtr) 

gtrを審議・策定している WP29傘下の第 3運営委員会 

HFCV gtr 燃料電池自動車の安全・環境に関する世界統一基準（global 

technical regulation）の略称。 

ECE Economic Commission for Europe（欧州経済委員会） 

IEC International Electrotechnical Commission（国際電気標準会議） 

ISO International Organization for Standardization 

（国際標準化機構） 

TC Technical Committee（専門委員会） 

SC Sub Committee（分科委員会） 

WG Working Group（作業グループ） 

ISO/TC22 自動車（専門委員会） 

ISO/TC22/SC21 電気自動車（分科委員会） 

ISO/TC21/SC21/WG2 電気自動車の性能（FCV燃費試験法）（作業グループ） 

ISO/TC197 水素技術（専門委員会） 

ISO/TC197/WG5 水素充填コネクタ（作業グループ） 

ISO/TC197/WG6 車載用高圧水素タンク（作業グループ） 

ISO/TC197/WG12 燃料電池自動車用水素燃料仕様（作業グループ） 

ISO/TS14687-2 燃料電池自動車用水素規格 技術仕様書 

ISO 14687-2 燃料電池自動車用水素規格（国際規格） 
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ISO 15869 車載用高圧水素タンク 

ISO 17268 水素コネクタ 

ISO 23828 FCV燃費測定法 

ISO 6469-1～4 電気自動車の安全規格 

NWIP New Work Item Proposal（新作業項目） 

WD Working Draft（作業原案） 

CD Committee Draft（委員会原案） 

DIS Draft of International Standard（国際規格原案） 

FDIS Final Draft of International Standard（最終国際規格案） 

IS International Standard（国際規格） 

TS Technical Specification（技術仕様書） 

DTS Draft Technical Specification（技術仕様書案） 

SAE Society of Automotive Engineers（米国自動車技術会） 

SAE TIR J２６０１ 小型水素ガス使用自動車用の燃料供給プロトコル（TIR：Technical 

Information Report、まだ本規格ではない技術情報）：この規格は

水素ガス燃料ディスペンサーの安全限界と性能要件を確立するも

ので、コミュニケーションを使わない燃料供給およびコミュニケー

ションを使う燃料供給それぞれにガイドラインを設定する。 

SAE J2579 燃料電池および他の水素自動車の燃料システムに関する技術情報：

自動車用水素貯蔵および取扱いシステムの設計、製造、操作、整備

に関する要求事項、水素貯蔵および取扱いシステムの初期設計およ

び製造に関する性能に基づく要求事項。 

KHK 高圧ガス保安協会の略称。 

ENAA 一般財団法人エンジニアリング協会の略称。 

JEMA 一般社団法人日本電機工業会 

JARI 一般財団法人日本自動車研究所 

JAMA 一般社団法人日本自動車工業会 

JASIC 自動車基準認証国際化研究センター 

JARI-S001 圧縮水素自動車燃料装置用容器技術基準 

JARI-S002 圧縮水素自動車燃料装置用容器附属品技術基準 

KHK S 0128 Step 1 70MPa圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準(H22.7.23 制定) 

KHK S 0128 Step 2 今後準備される上記基準改訂版 

VH3 ガスをバリアするライナーがアルミニウム合金でできた圧縮 

水素複合容器。 

VH4 ガスをバリアするライナーが樹脂でできた圧縮水素複合容器。 

CFRP 炭素繊維にプラスチック材料を含浸した後、硬化させて成形 

した複合材料（carbon fiber reinforced plastics）。 

安全弁（PRD） ガスが充填される容器などが火災時の熱などにより、内部圧力が異

常に上昇した際に自動的に圧力を放出させる弁のことである

（Pressure Relief Device)。安全弁には圧力作動式、熱作動式、

圧力と温度の併用式の三通りがあるが、自動車用圧縮水素容器につ

いては、熱作動式安全弁（TPRD、thermal pressure relief device ）

のみが認められている。 
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ガラスボール式安全弁 熱を検知して安全弁を作動させる方式として、熱により破損するガ

ラスボール方式を採用した安全弁。本安全弁は日本では使用を認め

られていない。 

溶栓式安全弁 熱を感知して安全弁を作動させる方式に、熱により溶融する金属を

利用した方式を採用した安全弁のこと。 

充填コネクタ 

（ノズル・レセプタクル） 

燃料電池自動車の燃料装置用容器に高圧ガスを充てんするための

装置の充てんホース先端の接続部（ノズル）と、燃料電池自動車側

で圧縮水素を受け入れるための充てんカプラー接続部をいう。 

水素充填プロトコル 燃料電池自動車等の燃料容器仕様をフル活用し、ガソリン自動車並

の充填時間を達成するために、水素充填時の温度上昇を十分に考慮

した安全な充填方法のことをいう。 

通信充填 水素ステーション側と燃料電池自動車側の圧力や温度を赤外線な

どで通信しながら充填方式を演算しながら水素充填する方式。 

プレクール 水素充填時の温度上昇を抑えるために、あらかじめ、冷却した水素

ガスを充填すること。 

充填マップ 充填時の容器の使用温度を超えないために、水素充填速度が記載さ

れた表。 

LBB 破断前漏洩（Leak Before Break）の略。被害低減のため、破断前

に漏洩させる設計指針のこと。 

FP 全圧力（Full Pressure)の略。 

NWP 定格最高充填圧力（Normal Working Pressure)の略。 

振り子試験 評価物を、定められた大きさの振り子によって衝撃を与える 

試験。 

局所火炎暴露試験 安全弁から最も離れた箇所を局所的な火源により、一定時間、容器

を炙る試験。局所火炎の間は、熱作動式安全弁が作動しにくいため、

容器に対しては過酷な試験となる。 
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研究開発項目Ⅲ：「水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発」 

用 語 説 明 

一般高圧ガス保安規則 主に工業用等に使用される高圧ガスに関する保安について規定さ

れた規則。コンビナート地域以外の水素スタンドは、本規則が適用

される。 

一般則別表３ 保安検査基準が定められていない技術基準のための保安規定。 

液化石油ガス保安規則 LPG(液化石油ガス)に関する保安について規定された規則。 

火気離隔距離 高圧ガス設備と火気を引き離してへだてる距離のこと。高圧ガス 

保安法における火気とは、ライター・マッチ、ボイラー、ストーブ、

たばこの火のことを言う。 

ガラス球式安全弁 温度の上昇で作動する安全弁の一種で、熱感温部がガラス球製で 

出来ており、その内部に液体が密閉されている安全弁。 

給油取扱所 専用のタンクから給油設備を使用して、自動車や航空機、船舶等の

燃料タンクへ給油する施設で消防法上による区分を示す。ガソリン

や軽油などの各種エンジン用燃料を主として販売している給油取

扱所をガソリンスタンドという。  

危険箇所 電気機器の構造、設置及び仕様について特別な安全対策を必要と 

するほどの爆発性雰囲気が存在し、又は存在することが予想される

箇所。 

技術基準 法令等で定められた技術的な基準。 

技術指針 水素ステーションの設置・運用が適切かつ円滑に実施されるよう

に、技術的に基準となる目安や標準的な方法について示したもの。 

建築審査会 行政委員会の一種。建築基準法により特定行政庁（建築主事を置く

地方公共団体とその長）の裁量が認められた例外的許可などに対す

る同意を与えたり、建築基準法などの規定により特定行政庁、建築

主事、建築監視員、指定確認検査機関の行った処分や不作為につい

ての審査請求に対する裁決を行う。また、特定行政庁の諮問に応じ

て建築基準法の施行に関する重要事項を調査審議する。 

建築審査会の同意が必要とされる内容は、建築制限に対する例外的

許可である。 

建築審査会の委員は、法律、経済、建築、都市計画、公衆衛生また

は行政に関する学識経験を有し、公共の福祉に関して、公正な判断

をすることができる者の中から、特定行政庁の長によって任命され

る。建築審査会は、これら 5～7人の委員で構成される。 

＜参考＞建築基準法第 48条(用途地域等)による建築規制物件の個別

許可において、特定行政庁は、許可をする場合においては、あらか

じめ、その許可に利害関係を有する者の出頭を求めて公開による意

見の聴取を行い、かつ、建築審査会の同意を得なければならない。 

建築基準法 国民の生命・健康・財産の保護のため、建築物の敷地・設備・構造・

用途についてその最低基準を定めた法律。 

公聴会 建築基準法に基づく行政命令や許可申請などに対して、公開の場

で、その当事者や利害関係者から意見を聞くもの。 

・ 違反建築物への命令（法第 9条）に対する意見 

・ 壁面線の指定（法第 46条）に対する意見 

・ 建築物の用途制限許可（法第 48条ただし書）に対する意見 
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・ 建築協定の認可申請（法第 70条）に対する意見 

  などが対象 

＜参考＞建築基準法第４８条（用途地域等）による用途制限の個別

許可において、特定行政庁は、許可をする場合においては、あらか

じめ、その許可に利害関係を有する者の出頭を求めて公開による意

見の聴取を行い、かつ、建築審査会の同意を得なければならない。 

工場電気防爆指針 電気設備を設置し又は使用する場合に電気設備が原因となって生

じる爆発又は火災を防止するために独立行政法人産業安全研究所

が必要な事項を推奨基準として定めた指針。 

厚生労働省労働基準局長 

通達 

厚生労働省労働基準局長から都道府県労働局長及び関係団体等に

出している通知・事務連絡をいう。内容としては、法令の解釈、 

告示や指針の運用基準等など様々なものがある。 

障壁 爆発等の事故の影響から他を防護するために設置される強固な壁。 

敷地境界距離 水素ステーションにおいて高圧ガス設備と敷地境界の間に確保せね

ばならない距離であり、一般高圧ガス保安規則に規定されている。 

設備間距離 本稿では天然ガススタンドの処理設備及び貯蔵設備と水素ステー

ションの処理設備及び貯蔵設備の間の距離。 

第二類危険箇所 労働安全衛生規則に規定する「爆発の危険のある場所」の内、通常

状態においてガス又は蒸気が爆発の危険のある濃度に達する恐れ

が少なく、又は達している時間が短いものをいう。 

蓄圧器 圧縮水素を高圧で蓄えておくための貯蔵設備。通常、鋼製ボンベを

複数本を架構内に設置する。 

定期自主検査指針 高圧ガス設備の運転に関し、保安のために必要な事項を定めた保安

規定の遵守状況について、自主的に行う定期検査（通常１回/年）

のこと。 

ディスペンサー 特定圧縮水素スタンドで用いられる設備であって、燃料電池自動車

(FCV)の燃料装置用容器に高圧ガスを充填するための装置をいう。 

電気機械器具防爆構造規格 厚生労働大臣が定めた防爆構造電気機械器具についての規格。 

特定圧縮水素スタンド 一般高圧ガス保安規則により定義された圧縮水素スタンド。一般則

第７条の３に技術基準が規定されている。 

道路運送車両法 自動車・原動機付自転車・軽車両について、所有権の公証、安全性

の確保、公害の防止、整備等に関し規定した法律。 

複合容器 母材の周りを、炭素繊維やガラス繊維等の強化材で多重積層した 

容器。金属材料よりも比強度が大きく、軽量であることが特徴。 

フル充てん FCV燃料容器の設計基準で安全が担保されている性能上の上限ま

で、水素を充填すること。 

複合容器 繊維強化プラスチック複合容器のこと。 

・金属ライナー製複合容器 ： 金属製ライナーに樹脂含浸連続繊

維を巻きつけて製造される。金属ライナーにはアルミニウム合金、

ステンレス鋼、繊維には主に炭素繊維またはガラス繊維、樹脂には

エポキシ樹脂が使用されている。 

・プラスチックライナー製複合容器 ： 金属製ライナーの替わり

に、おもにポリエチレンライナーが用いられる。 

複合容器蓄圧器 鋼製ボンベの代わりに複合容器を用いる蓄圧器。 
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プレクール FCV燃料容器を保護するために、充填する前に水素を冷却すること。 

保安検査 高圧ガス設備の運転に関し、保安のために必要な事項を定めた保安

規定の遵守状況について、定期的（通常１回/年）に行う検査のこと。 

保有量 水素の貯蔵量は、建築基準法で用途地域毎に最大量が規制されてい

る（建築基準法第４８条、施工令第１１６条、第１３０条の９） 

（商業地域・準工業地域でそれぞれ 700Nm3および、3500Nm3） 

保安検査基準 保安検査を行うための検査方法や実施間隔を定めたもの。 

保安距離 高圧ガス設備や危険物取扱設備の事故の影響が他に及ぶことを防止

するために、当該設備の周囲に確保することが必要な距離。 

保安検査告示 民間が策定した保安検査基準を経済産業省が審査し合格した際に

保安検査基準として採用することを示す告示。 

防爆 爆発を防ぐこと、あるいは爆発の被害をくい止めること。 

民間自主基準 民間団体又は業界として法規や例示基準と同様に遵守すべき内容

として合意された基準をいう。 

容器保安規則 高圧ガスを充てんするための容器であつて、地盤面に対して移動す

ることができるものに関する保安について規定された規則。 

溶栓式安全弁 高圧ガス容器に取り付けられる、火災時に内部に焼結されている 

溶解合金が溶融することにより作動する非再閉塞式圧力解放弁。 

熱感温部が青銅、黄銅、砲金などの可溶栓で出来ている。 

離隔距離 高圧ガス設備と火気を取扱う設備等の間で保安上の理由で確保す

ることが義務付けられている距離。 

離隔距離 安全のため高圧ガス設備と一定の距離以上離隔する場合の距離。 

冷凍機 低温度を作り出して物を冷却・冷蔵・凍結させる機械の総称。高圧

ガス保安法上は、冷凍機は「冷凍のためガスを圧縮し、 

又は液化して高圧ガスの製造をする設備」（保安法第 5 条）と 

定義される。 

例示基準 規則に定める技術的要件を満たす技術的内容をできる限り具体的

に例示したもの。 

冷凍機圧縮機 冷凍機において冷媒ガスを圧縮する圧縮機。 

ＣＮＧ Compressed Natural Gasの略。圧縮天然ガス 

ＦＣＶ Fuel Cell Vehicleの略。燃料電池自動車 

ＨＦＣＶ－ｇｔｒ 燃料電池自動車の世界統一基準（Global Technical Regulations）。

FCVの環境・安全性能等に関する技術基準であり、、国連の傘下に設

けられた「自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ２９）」で検討が

進んでいる。 

ＮＷＰ Nominal Working Pressureの略。FCV燃料容器を満充填した時の、

基準温度における圧力。 

ＳＡＥ Ｊ２６０１ 水素ステーションから FCVに対して燃料水素を安全に充填する方法

を定めた基準であり、充填プロトコルと呼ばれる。米国の非営利団

体 SAE（Society of Automotive Engineers）が発行準備中。 

 



Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

１．NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

 1．1 NEDO が関与することの意義 

 我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術の開発、

導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組んでいく

ことが不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民

双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和され、官民において

長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となることを目指し「エネルギーイノベーション

プログラム」が制定された。本事業は、その「エネルギーイノベーションプログラム」の一環

として実施する。 

燃料電池及び水素技術は、上記の目的達成に向けたキーテクノロジーとして、その実用化

への期待が高い。第３期科学技術基本計画（２００６年３月）においては「先進燃料電池シス

テムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」が戦略重点科学技術として選定され、新・国家エネ

ルギー戦略（２００６年５月）では燃料電池自動車に関する技術開発の推進が記され、経済成

長戦略大綱（２００６年７月）において運輸エネルギーの次世代技術開発が重点分野として 

位置付けられている。エネルギー基本計画（２００７年３月）、次世代自動車・燃料イニシア

ティブ（２００７年５月）においても燃料電池及び燃料電池普及のために必要となる水素技術

開発の重要性が述べられ、さらには、Cool Earth 50－エネルギー革新技術に定置用燃料電池、

燃料電池自動車及び水素製造・輸送・貯蔵が位置付けられている。従って、本事業は上記エネ

ルギー施策制度の目標達成に適合するものである。 

本分野における産業界の健全な育成については、産業界各社が自ら活動・対応するだけでな

く産業界共有・共通の知的財産と成り得るものに対し、国費を元に研究開発・産業界支援を 

行い各社活動の重複を避け、短期集中的に仕上げることにより産業界全体として効率的な技術

開発が可能となる。また、世界に先駆けて水素関連技術の実用化に先立ちシステム技術検証や

要素技術開発を行うことは国際市場においても我が国産業界が先導的役割を果たすこととなり、

さらに我が国経済力を向上させることに繋がる点で非常に有効である。 

   

 1．2 実施の効果（費用対効果） 

  当該事業を実施することにより、総合科学技術会議の｢環境エネルギー技術革新計画｣

（平成２０年５月）の技術評価において、２０３０年の市場規模：日本１兆円以上、世界 

３兆円以上と評価される燃料電池自動車と水素製造・輸送・貯蔵は｢Cool Earth －エネル

ギー革新技術計画｣（平成２０年３月）において、世界全体の温室効果ガスの排出量を現状

に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達成するためのエネルギー分野におけ

る２１の革新的技術開発の中に選定され、温室効果ガスの削減にも大きな貢献をもたらすこ
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とが期待されている。 

一方、民間団体である燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）（次頁参照）が平成２２年３月

に発表した「ＦＣＶと水素ステーションの普及に向けたシナリオ」において、２０１５年が

ＦＣＶの一般ユーザー普及開始を目指す年、２０２５年がＦＣＶ・ステーションの自立拡大

開始の年として、位置づけられており、２０２５年には、ＦＣＶ累計２００万台程度、水素

ステーション１０００箇所程度のシナリオが示されている。同シナリオでは、２０１５年の

普及開始に向けて２００６～２０１４年までの間の技術課題の解決と規制見直しの推進が 

提示されており、本事業は正に当該シナリオに合致するものである。 

このような研究開発投資がもたらす効果として、燃料電池の導入・普及は、省エネルギー

効果、環境負荷低減効果、エネルギーの供給多様化、石油代替効果、分散型電源としての 

利用、産業競争力強化と新規産業・雇用の創出が期待される。 

 

２．事業の背景・目的・位置づけ 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、｢ＮＥＤＯ｣という。）では、 

「水素安全利用等基盤技術開発事業」（平成１５年度～１９年度）において、水素の安全性に 

係るデータの取得に基づく安全技術の確立、水素の製造・輸送・貯蔵・充填等に係わる技術開発

を行い、関連する各機器について基本仕様を固め、性能において世界をリードできるレベルに 

まで到達させた。安全技術の確立は、「水素社会構築共通基盤整備事業」（平成１７年度～２１ 

年度）に引き継がれ、燃料電池の大規模な導入・普及や技術レベルの進展に対応した既存規制の

見直し等に資するための安全確認データの取得、国際標準の提案並びに製品性能の試験・評価 

手法の確立を、産業界との密接な連携のもとで実施している。 

また、「水素先端科学基礎研究事業」（平成１８年度～２４年度）では、水素物性等に係る 

基礎的かつ高度な科学的知見の集積を行い、水素社会到来に向けた基盤整備に資することを目的

に、液化・高圧化した状態における水素物性の解明並びに液化・高圧化による材料の水素脆化に

関する基本原理の解明及び対策検討など、根本的な現象解析を実施中である。加えて、「水素 

貯蔵材料先端基盤研究事業」（平成１９年度～２３年度）では、高性能かつ先端的水素貯蔵材料

開発に必要な水素貯蔵に関する基本原理の解明及び材料の応用技術に必要な基盤研究を実施中で

あり、両事業から基礎固めを行うことにより、水素供給インフラを支える材料、機器及びシステ

ム開発に関するブレイクスルーに繋がることを企図している。 

本研究開発では、これらの動向や並行実施事業の進捗状況を踏まえ、来るべき水素エネル

ギー普及のための水素供給インフラ市場立上げ（平成２７年／２０１５年頃を想定）に向け、 

水素製造・輸送・貯蔵・充填に関する低コストかつ耐久性に優れた機器及びシステムの技術開発、

要素技術開発、次世代技術開発及びシナリオ策定、フィージビリティスタディ等を行い、水素 

エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及びシステムに関する技術を確立することを目的と
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する。また、技術開発の一翼を担いつつ、実証研究や基準・標準化に関する事業と連携を図りな

がら推進することにより、燃料電池の実用化・普及展開及び国際競争力の確保に資するものであ

る。 

また、世界に目を向けた場合のＦＣＶ・ステーション技術開発動向について日本の位置づけ、

技術的な開発動向等については以下のような状況である。 

○ＦＣＶ車載用水素貯蔵技術  

 ・高圧水素ガス貯蔵が主流である。また、貯蔵圧力として、１充填走行距離延伸のため、高圧

化の方向（70MPa）となっている。 

 ・水素貯蔵の目標値は、日本、米国でほぼ同じ状況である。具体的には以下のとおりである。 

 （重量／体積貯蔵密度：2015 年 5.5wt%／40g/L、究極 7.5wt%／70g/L）  

○水素供給インフラ技術  

 ・ＦＣＶの水素貯蔵の方向性に合わせ、水素ステーションも高圧ガス充填が主流であり、 

35MPa→70MPa へと移行する方向である。 

 ・充填方式は、圧縮機から蓄圧器を介し充填する差圧充填方式と圧縮機から直接充填する直接

充填方式がある。両方式ともコスト、技術課題があり実用化のためには検証が必要である。 

 ・充填速度は、ガソリンスタンド並みの３分／5kg-H2が要求されている。 

  ※日本は、大容量圧縮機による直接充填、ＦＣＶの車載水素容器の状態をステーションに 

逐次伝えて充填する通信充填の開発には未着手。また、規制の面で厳しい状況である。 

○各国の技術レベル  

  技術開発において、北米（特に米国）、欧州（特にドイツ）、日本が進んでいるが、今後、 

韓国、中国等も追い上げてくる状況である。  

 

 

次頁以降に「燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）」によるシナリオ」、「ＮＥＤＯロードマップ 

２０１０年度版 水素製造・輸送・貯蔵技術ロードマップ、水素貯蔵技術ロードマップ」を添付

した。 
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「燃料電池実用化推進協議会（ＦＣＣＪ）」によるシナリオ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ-(4) 

 



ＮＥＤＯロードマップ２０１０年度版 

1.5億円

2億円

約60円/Nm3

・規制見直し：
- 使用可能鋼材の拡大
- 水素関連圧力設備の設計基準の係数見直し
- 複合容器の利用検討
- 市街地における水素貯蔵量の増加
- SSへの併設 等

・要素技術の高性能化・軽量化等効率向上、
長寿命化・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性向上、ｺｽﾄ低減

・ｽﾃｰｼｮﾝ総合効率改善（稼働率、DSS運転）
・700気圧ﾌﾙ充填方式の検討・実証（通信充填
技術・ﾌﾟﾛﾄｺﾙの開発、国際標準化）

・直接充填方式の検討・実証
・ｵﾝｻｲﾄCO2分離回収の検討・実証

再生可能エネルギー等を利用したクリーンな水素製造技術（太陽光、光触媒、
バイオ発酵等の革新的な技術シーズの長期的探索）

水素供給技術（ｽﾃｰｼｮﾝ共通技術）

ステーションコスト
（オンサイト、300 Nm3/h）
（オンサイト、500 Nm3/h）

水素供給コスト
（ｵﾝｻｲﾄ・ｵﾌｻｲﾄ共通、ｽﾃｰｼｮﾝ
稼働率80％程度と仮定）

10億円（700気圧 ）～5億円（350気圧）

―

120円/Nm3

水素ステーション
の

現状・成果と
主な課題

・ｲﾝﾌﾗ技術課題を解決
し、商用ｽﾃｰｼｮﾝの整
備へ

・走行距離でｶﾞｿﾘﾝ等価
（HEV）となる水素供
給ｺｽﾄの実現と、それ
を達成しうるｽﾃｰｼｮﾝ
の低ｺｽﾄ化の実現

水素製造・輸送・供給技術ロードマップ

水蒸気改質
（PSA含む）

水素透過型
ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀ

水電解

4億円(700気圧) ～3億円（350気圧)
―

90円/Nm3

２０３０年頃
本格商用化

２０２０年頃
普及期

２０１５年頃
普及開始

現在（2010年時点）
技術実証

想定:原油価格 $85/ﾊﾞﾚﾙ(2010)→$95/ﾊﾞﾚﾙ(2020)
LNG価格 $520/㌧(2010)→$805/㌧(2020)

実用段階
製造効率 70%HHV以上

開発・実証段階
40Nm3で3000時間運転

欧米中心に実用化（アルカリ形）

開発・一部実用化（固体高分子形）

製造効率 80%HHV以上 製造効率 85%HHV

350気圧対応

700気圧対応

低コスト化、コンパクト化 等

耐久性向上、水素透過速度向上 等 低コスト化、コンパクト化 等

実証運用中（JHFC2）

実証運用中（JHFC2（鋼製容器））

実証運用中（JHFC2）

350気圧対応

700気圧対応

350気圧対応

700気圧対応

圧縮効率向上、
低コスト、コンパクト化

複合容器の開発、検査技術の検討

安価かつ安全に水素を供給できる、高効率、
高耐久で低ｺｽﾄな水素ｽﾃｰｼｮﾝの実現へ

耐久性30万回、充填精度±1％
充填時間5分以内実証運用中（JHFC2）

実証段階

＜充填技術の高精度化＞
・充填時間の短縮化、最適プレクール実施、
・充填量計測の高度化

圧縮効率向上、
低コスト、コンパクト化
直接充填方式対応（負荷変動対応 等）

ハイブリッド容器開発

低コスト、高効率で、
CO2排出の少ない、
オンサイト水素製造
技術の確立（オンサ
イトCO2分離回収技
術の適用）

・各要素技術は、世界と同等
ﾚﾍﾞﾙの性能に到達。

・例示基準策定・規制見直し
の進展。

・都市ガス、LPG、灯油等のｵ
ﾝｻｲﾄ方式（350気圧）、700
気圧対応ｽﾃｰｼｮﾝを実証運
用中（JHFC2）。

製造効率 75～80%HHV

複合容器の実証、大容量化、長尺化・高圧化、
非破壊検査技術、例示基準策定、 等

効率向上、起動時間短縮、
DSS対応、熱ｻｲｸﾙ耐久性向上等

低コスト化、高効率化 等

高耐久性高分子膜、耐久性向上 等

再生可能エネ電力との組合せ検討、電力変動対策、
電解槽高圧化による低コスト化 等

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等を利
用した水素製造技術への
取組の強化

・水素供給ｺｽﾄの大幅低減
（ｶﾞｿﾘﾝ等価以下）

・新規の水素ｽﾃｰｼｮﾝ、水素
供給ｺﾝｾﾌﾟﾄの検討・実証

注：精製する場合は水素精製プロセスが必要。
注：液体水素については、液化コストがかかるので、液化効率の向上が課題。

圧縮水素輸送

液体水素輸送

その他

実用段階（鋼製輸送容器）

検討段階（複合輸送容器等）

実用段階（ﾛｰﾘｰ・ｺﾝﾃﾅ輸送）
ﾛｰﾘｰ・ｺﾝﾃﾅの大型化が進展中

普及初期への開発成果の反映

検討段階（有機ハイドライド 等）

複合容器・ハイブリッド容器（貯蔵材料内蔵） 開発、 劣化・損傷検知技術 等

システム実証、媒体検討等

システム適用検討等

輸送効率向上（高圧化・大容量化）
着脱可能なｶｰﾄﾞﾙ方式の検討、技術基準策定

ﾛｰﾘｰ、ｺﾝﾃﾅの低コスト化
BOG低減

使用できる材
料の拡大

水素輸送コスト
圧縮水素
液体水素(液化ｺｽﾄ除く)

約20円/Nm3

約6円/Nm3
約15円/Nm3

約3-6円/Nm3
約10円/Nm3

約3円/Nm3

水素製
造コスト

約30円/Nm3 約30～20円/Nm3

ｵﾌｻｲﾄ
水素輸送
技術

約1.8億円 約0.9億円 約0.5億円

水素製造
装置ｺｽﾄ
（300Nm3/h規模）

水蒸気改質
部分酸化

実用段階

再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ・原子力
の利用

水素製造の低炭素化

開発・実証段階（原子力利用水素製造、
酸化物イオン伝導体電解技術等）

（CO2分離技術）

ｼｽﾃﾑ適用検討等 効率向上、低ｺｽﾄ化等

開発・実証段階（化学吸着法、膜分離法、物理吸収法等）

実用段階（アルカリ形）

ｼｽﾃﾑ適用検討等

開発・実証段階（固体高分子形）

低コスト化、高効率化 等

高耐久性高分子膜、耐久性向上 等

水素精製の効率向上、低コスト化等
低コスト、高効率
で、低炭素なオ
フサイト水素製
造技術の確立
（炭素分離回収
技術の適用）

電力変動対策・実証

効率向上、低コスト化等

水素ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻ

蓄圧器

水素圧縮機

ステーション関連
技術

700気圧フル充填の検討・実施
直接充填方式の検討・実施

ｵﾌｻｲﾄ
水素製造
技術

燃料多様化
技術、低炭素
化

実証地域の拡大、輸送媒体検討

水素を低コスト
で大量に輸送で
きる技術の確立

水電解

その他

水素環境下での材料への影響の解明、水素脆化による劣化メカニズムの解析等の基盤技術構築 等
新規の高圧水素用材料開発、既存材料の実運用可能性の見極め、規制見直しのためのデータ取得

ｵﾝｻｲﾄ
ｽﾃｰｼｮﾝ
の場合

ｵﾌｻｲﾄ
ｽﾃｰｼｮﾝ
の場合

ｵﾝサｲﾄ
水素製造
技術

検討段階（高断熱化、ボイルオフ低減等）

本格商用化時に車
載される高圧水素
貯蔵容器規格（充
填圧・充填方法な
ど）への対応）

（注）*
ｽﾃｰｼｮﾝ設備は、水素製造装置(ｵﾝｻｲﾄのみ)、圧縮機、蓄圧器、ディ
スペンサ、プレクーラ(70MPa充填) 。なおｵﾌｻｲﾄｽﾃｰｼｮﾝでは、ｽﾃｰ
ｼｮﾝ設備としての稼働式水素集結容器の仕様・ｺｽﾄ検討が今後必要。

HEVと競合しうるコスト（ガソリン等価燃費）
ｵﾝｻｲﾄ2億円ｽﾃｰｼｮﾝ（500Nm3/h）で達成可能

約60～40円/Nm3
ｵﾝｻｲﾄ5億円ｽﾃｰｼｮﾝ（300Nm3/h）
における現状の水素供給コスト

（ｽﾃｰｼｮﾝｺｽﾄから計算）

ｵﾝｻｲﾄ3億円ｽﾃｰｼｮﾝ（300Nm3/h）
における水素供給コスト
（ｽﾃｰｼｮﾝｺｽﾄから計算）

更なる低減（ガソリン等価燃費以下）

普及開始期の水素需要に見合った簡易・
可搬式水素ステーションの導入を検討

更なる
低コスト化

成果の適用

成果の適用

ｵﾝｻｲﾄCO2分離回
収の検討・実施
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成果の適用
成果の適用 成果の適用

水素貯蔵技術ロードマップ

液体水素容器
（4気圧）

9ｗｔ％
BOG*：1-2％/日、開始時間：100h
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【2015年に向けての課題】
・BOG対応技術
・大型車両用容器の開発

実用段階
5 wt%
BOG*：3-6％/日、開始時間30h

（注）*
水素貯蔵容器コストは、車両1台に搭載される貯蔵シ
ステム（複数容器の場合はその合計）について、各
時期に想定される生産規模でのコストを示す。

水素貯蔵
技術の

現状・成果と
主な課題

高圧貯蔵容器技術が中心
・材料・製造技術による低コスト化
・高圧貯蔵容器の安全性の検証
・水素貯蔵材料の高性能化 等
・新規貯蔵材料探索 等

技術の複合化による
最適貯蔵ｼｽﾃﾑの達成
・飛躍的な低ｺｽﾄ化の達成
・軽量・ｺﾝﾊﾟｸﾄ・高耐久で安
全な水素貯蔵容器の実現

高圧貯蔵容器技術を中核に
他の貯蔵技術も複合化
・量産化による低コスト化
・貯蔵容器のコンパクト化・軽量化
・仕様の標準化

高圧水素貯蔵技術の進展によ
り、公道で500km走行を達成

水素貯蔵量3%（世界トップレ
ベル）の合金開発目途

水素吸蔵合金

無機系材料

水
素
貯
蔵
材
料

乗用車用ハイブリッド容器
（350気圧）
開発・試用段階 2.5 wt%

リチウム系等の高貯蔵密度材料
に関する基礎研究が進展。

水素貯蔵ｼｽﾃﾑ
wt％ / 体積

（貯蔵量5kg相当の場合）

水素貯蔵容器コスト*

２０３０年頃
本格商用化

２０２０年頃
普及初期

２０１５年頃
普及開始

現在（2010年度初頭時点）
技術実証

5 wt% / 178Ｌ
約300～500万円

5.5 wt％ / 125L 6 wt％ / 100 L 7.5 wt％以上 / 70L以下

100～200万円 数10万円程度 10万円程度

【2015年に向けての課題】
・低ｺｽﾄ化、高耐久性
・熱交換器の軽量・高性能化
・合金飛散防止・振動対策・安全技術

水素貯蔵材料容器
（貯蔵材料内蔵）

TiCrV系BCC合金３％目途。

Mg系等の新規合金材料開発
が進展。

貯蔵密度6~9mass％級貯蔵 度3~4mass％以上

小型貯蔵材料容器（30気圧）
試用段階

【2020年に向けての課題】
・水素吸蔵・放出速度性能の向上
・劣化対策、耐久性向上、組成最適化
・低コスト化、リサイクル 等

密
【2015年に向けての課題】
・水素吸蔵・放出速度性能向上
・劣化対策、材料組成の最適化
・新規材料探索 等

【2020年に向けての課題】
・安全性、信頼性向上
・容器、熱交換器の軽量
化・ｺﾝﾊﾟｸﾄ化

・例示基準検討 等

大型車両
への展開

350気圧容器は、例示基準
制定、実用化段階。圧縮水素容器

(車載用複合容器)
700気圧容器は個別認可による
車両搭載、開発・実用化段階。

【2015年に向けての課題】
・広範なﾗｲﾅｰ材料の検討
・容器劣化・損傷探知技術、
非破壊検査技術等）

・水素脆化対応材料
・容器付属品の低ｺｽﾄ化・
高性能化等

【2020年に向けての課題】
・ﾗｲﾅｰ材の最適化・高強度化
・炭素繊維の低ｺｽﾄ化・
ﾘｻｸﾙ技術

・最適設計によるﾗｲﾅｰ、
CFRPの薄肉化

・規制見直し、量産による低ｺｽﾄ化

容器の
仕様の
標準化

水素貯蔵メカニズム解明等基盤研究によるブレークスルー
革新的な水素貯蔵材料・貯蔵システムの検討・開発
（活性炭・CNT等の高貯蔵密度材料等）

*BOG:ﾎﾞｲﾙｵﾌｶﾞｽ

3~4 wt% 4~5 wt%

成果の適用

17wt%
B ：0.5-1％/日、開始時間200hOG*
【2020年に向けての課題】
・BOG対応技術の高度化

【2030年に向け
ての課題】

・更なる低ｺｽﾄ化
（最適設計、
生産技術）

用途別の
最適水素
貯蔵ｼｽﾃﾑ

技術の複合化 技術の複合化

充填圧力
の低圧化

複合容器
並みの低
ｺｽﾄ化

水素吸蔵・放出
性能が高く、ｺﾝ
ﾊﾟｸﾄな水素貯
蔵材料の実現
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

１．事業の目標 

これまでの「水素安全利用等基盤技術開発」（平成１９年度終了事業）等の関連事業成果を踏ま

えながら、平成２２年度末を目途に、水素エネルギーの導入・普及に必要な低コスト機器及びシス

テムを試作開発し、その試作開発結果を基に平成２４年度までに耐久性評価等を行った。 

以下の最終目標は、国内外の技術動向、市場動向を踏まえて策定したＮＥＤＯ燃料電池・水素 

技術開発ロードマップに沿った各機器仕様を満足すると共に、関係産業界の要望を反映し、水素 

インフラ市場立ち上げ・普及に必要な技術開発目標値を設定した。 

 

1．1 研究開発項目Ⅰ：｢システム技術開発｣の目標 

各研究開発テーマに関する達成目標は下記の通り。 

（１）７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

２０１５年頃の市場立上げ時期に必要となる７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器 

システムとして以下を満足する技術を確立する。 

『中間目標』 

「水素安全利用等基盤技術開発」にて開発した要素機器等に必要な改良を加えつつ、水素 

ステーションシステムとして構成配置し、延べ１年以上（ＤＳＳ運転等を含む）の耐久性を検証 

する。 

『最終目標』 

低コスト化：設備コスト ２億円以下／システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地取得価格を除く］ 

高耐久性 ：各機器メンテナンス回数 １回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンスを除く］ 

（２）車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術に関する研究開発 

水素ステーション機器システムと連動させたトータルシステムの中で、車載等水素貯蔵／輸送 

システムに水素をスムーズに充填できると共に、以下を満足する技術を確立する。 

『中間目標』 

低コスト化：水素貯蔵合金のコストを￥１０，０００/ｋｇ以下にする目処をつける。 

高性能化 ：容器体積密度（外容積）＝２８（ｇ－Ｈ２／Ｌ） 以上 

（ハイブリッド容器システムの場合） 

『最終目標』 

低コスト化：２０万円以下／容器システム 

          ハイブリッド容器システムの場合は、 

          圧力＝３５ＭＰａ 
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          質量貯蔵密度（システム）＝３ｗｔ％ 

               水素量/容積/容器質量＝５ｋｇ/１００Ｌ/１６５ｋｇ 

 

1.2 研究開発項目Ⅱ：｢要素技術開発｣の目標 

達成目標は下記の通り。なお、いずれもシステム技術に適用できる要素技術であることから、 

システム技術開発で設定した達成目標を満たす内容とする。 

（１）水素製造機器要素技術 

水蒸気改質方式に関して、 

『中間目標』 

小規模のパイロットプラントを設計・製作し、性能の検証を行う。 

『最終目標』 

改質効率＝８０％以上 

起動時間＝３時間未満 

設備サイズ＝１０ｍ３以下 

設備コスト＝３０万円/Ｎｍ３・ｈ 

具体的には、以下の各テーマのとおりである。 

 

（Ⅱ-１）水素分離型リフォーマーの高耐久性・低コスト化研究開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

耐久性 モジュールレベルで 8000 時間以上  リフォーマーレベルで 8000 時間以上 

起動時間 モジュールレベルで 3時間未満  リフォーマーレベルで 3 時間未満 

リフォーマー耐久性 
リフォーマーレベルで耐久性検証・ 

課題抽出 

日常的なメンテナンスを除いて、 

8000 時間の運転 

概念設計 － 

水素製造効率≧80% 

設備サイズ≦10m3 

設備コスト≦30 万円/Nm3-h 
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（Ⅱ-２）水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

水素製造装置要求仕様

の調査，検討  
－ 装置仕様の確定  

高性能反応器の開発  － 
改質効率：HHV85%以上 

ｽﾁｰﾑｶｰﾎﾞﾝ比：2.5 以下  

高性能水素 PSA の開発  － 
水素回収率：85% 

ｼｽﾃﾑｻｲｽﾞ：現状比 1/3  

50Nm3/h 試作機の設計、

製作、 検証運転  
－ 

改質効率：HHV82.5%以上  

起動時間：1時間  

50Nm3/h 試作機の設計， 

 検証運転のユーザ評価 
－ 

試作機設計、運転結果に対しユーザ視点で

評価を行う。  

 

（Ⅱ-３）ＣＯ２膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

 CO2選択透過膜の開発  170℃以上にて: 1x10-4mol/(m2 s kPa) の CO2透過速度にて、CO2/H2選択性が 200  

 メンブレンリアクター用

CO 変成触媒の開発  

160℃以下、SV2000 h-1にてメタン生成が 1%以下、10%程度含まれる CO 0.1%以下に 

低減(メンブレンの効果を含む)  

 メンブレンリアクターの

開発  
1m3/h 原理検証機での性能実証 10m3/h 用プラントでの性能実証 

 水素ステーショントータ

ルシステムの最適化  

次世代 H2ステーションコンセプト確立 

PSA 1/4, オフガスタンク不要化, 

S/C = 2,効率 80％以上  

改質系、PSA を含む 10m3/h の能力を持つ 

トータルシステムを、実証するとともに、 

300m3/h トータルシステムの F/S 完了 

 

 

（２）水素貯蔵材料（同材料容器を含む）・水素貯蔵/輸送容器要素技術 

『中間目標』 

材料系の探索と開発を実施し、そこから材料組成等を絞り込み、最終目標の質量水素密度 

６ｗｔ％以上および水素放出温度１５０℃以下を達成する新規材料の開発の可能性を見極める。 

『最終目標』 

貯蔵材料（同材料容器や関連部品を含む）に関しては、 

質量貯蔵密度＝６ｗｔ％以上、 

水素放出温度＝１５０℃以下、 

耐久性＝１０００回吸放出で初期貯蔵性能の９０％保持、 

材料コスト＝１０００円/ｋｇ 

具体的には、以下の各テーマのとおりである。 
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（Ⅱ-４）ホウ素系水素貯蔵材料の開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

複合化によるホウ素系

水素化物開発 

（H20-H22）  

反応パスの理論解明と実験検証と、

最適組み合わせ選定 
― 

中間相を用いたホウ素

系水素化物開発 

(H20-H22)  

中間相の組成・構造の解明と、 

中間相の絞り込み 
― 

添加物・微細構造制御に

よる反応速度支配因子の

解明(H21-H22)  

添加物の選定、微細構造の評価 

および、反応速度の支配因子の解明 
― 

ホウ素系水素貯蔵材料と

しての最適化 (H22)  

150℃以下の水素放出温度、 

6wt%級の再吸蔵量を見極め 
― 

反応サイクル時の劣化要

因の解明  (H23-)  
― 劣化要因の解明とその対処法の確立 

実用化技術開発(H23-)  ― 
材料系の最適化、大量合成技術の開発、 

低コスト化の指針 

実用性評価 (H23-)  ― 
耐久性評価、小型タンク評価、実用化の 

課題抽出 

 

（Ⅱ-５）ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

MgNi2 系 C15 型ラーベス

合金 

水素化物の構造を調べ，合金組成改良

による吸蔵量の向上  

3 質量％，150℃，1000 サイクルを満た

した合金の開発  

RENi2系 C15 型ラーベス

合金 

不均化の進行過程を各種手法にて調査

して挙動を把握する  

水素吸蔵による不均化反応のメカニズム

の解明  

CaMg2系 C14 型ラーベス

合金 

水素化物の構造を調べ，合金組成改良

による放出温度の低下  

150℃以下でも 6 質量％を放出する合金の

開発  

CaLi2 系 C14 型ラーベス

合金 

格子定数および原子半径比を変えた 

合金の作製・評価  

不均化等を抑制し，室温で 6質量％を 

吸蔵する合金の開発  
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（３）水素ステーション機器要素技術 

水素ステーション機器システムに適用される要素技術として、下記目標達成に繋がる技術として

確立する。 

『中間目標』 

普及に向けた水素ステーションシステム及び機器に関するコストダウン検討を行い、その 

対策案を検証する。 

『最終目標』 

低コスト化：設備コスト ２億円以下/システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地取得価格を除く］  

高耐久性 ：各機器メンテナンス回数 １回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンスを除く］ 

具体的には、以下の各テーマのとおりである。 

 

（Ⅱ-６）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

ディスペンサー全体 基礎制御評価 防爆申請・コスト検証 

低価格･高耐久性ディスペンサーの開発  

コスト：  従来比５０％  

耐久性：  メンテ１回以下／年 

コリオリ流量計の開発 
大流量用検出部、計測部の簡素化試作 

基礎評価・防爆申請 

ディスペンサー制御部 

開発 
簡素化試作 基礎評価・防爆申請 

 

（Ⅱ-７）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合容器の開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

常用圧力 ８０ＭＰａ 充填圧対応圧力 

容量 ２００Ｌ ３００Ｌ 

重量 １０００ｋｇ以下 １５００ｋｇ以下 

コスト １０００万円以下 １０００万円以下 
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（Ⅱ-８）低コスト型 70ＭＰａ級充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

全体 
435 百万円/システムの技術的見通し 

確認 
2 億円/システムに向けコスト低減策提示 

総合的エンジニアリン

グ 
ステーション主要機器の最適構成提示 2 億円/システム達成可能性提示 

鋼製蓄圧器開発 材料評価、施工法、検査技術開発 本体価格、検査・更新費用低減 

水素用高圧バルブ開発 ボールバルブ開発の技術的見通し確認 バルブ単価低減 圧力損失低減 

高強度金属材料開発 金属材料候補絞込 高強度耐水素性 金属材料開発 

制御システム開発 制御システム 機器費用低減 制御システム設計費低減 

流量調節弁開発 シール技術開発 動作保証回数達成 調節弁価格低減 

 

（Ⅱ-９）都市型コンパクト水素ステーションの研究開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

試設計 コンパクトした場合の課題抽出 課題解決（案）の提示  

安全要素技術開発 安全性を担保する技術開発 開発技術の検証 

水素ステーションの安全

性評価  
安全要素適用検討 標準設計に対する安全の検証  

水素ステーションの経済

性評価  
建築試設計、コスト比較  建設合理化検討 

モックアップ実験 実験計画策定 実験実施および評価  

標準設計  － 標準設計（案）の提示  
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（Ⅱ-１０）直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

１ － 

設計吐出圧力 95 MPa、運転吐出圧力 87.5 

MPa、流量 1200 Nm3/h の圧縮機の試作機を

開発・設計・製作する 

２ － 
インバーター制御による可変速度運転に 

対応する 

３ － 

直接充填方式ステーションにおける高圧 

圧縮機の運転の特徴である高頻度起動停止

運転に対する耐久性の見通しをつける 

４ － 

圧縮機運転方法の検討のため、圧縮機水素

流量と、車載タンクの圧力・温度の時間 

変化の関係を、圧縮機の特性(下流圧力の 

変化に伴う流量変化など)を含めてシミュ

レーションするプログラムを開発する 

５ － 

試作機の設計・製作・試験結果、および

HySUT などユーザーと連携により、実証 

水素ステーション用の設計吐出圧力 100MPa

超級圧縮機の設計を完了し、試験計画を 

策定する 

 

（Ⅱ-１１）水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・規制 

見直しに資する評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

高圧水素および液体水素

関連機器に用いるステン

レス鋼および関連評価 

試験法の開発  

－ 

新規水素用高機能ステンレス鋼を開発し、

高圧水素環境下におけるその材料データを

取得し、基準・標準化に必要な安全検証・

裏付けデータとして提示する 

高圧水素配管・容器材料

の研究開発  
－ 

高強度ステンレス鋼・高強度低合金鋼を

開発し、新規水素用材料として提案する 

高圧水素バルブ・継手用

ステンレス鋼に係る研究

開発  

－ 

高圧水素環境下で使用できるオーステナ

イト系ステンレス鋼を開発し、材料種類

の拡大を提案する 

低温及び高温ガス環境下

での材料特性に関する 

研究  

－ 

低温および高温における高圧水素環境下

で引張及び疲労試験を行い、材料特性を

評価する 
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（Ⅱ-１２）水素用アルミニウム材料の評価・開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

Al-Mg 系合金の耐水素 

脆性評価 
－ 

Al-Mg-(Cu)合金の水素脆化感受性に及ぼ

す Mg 量、熱処理の影響を明らかにする 

水素脆性に対する抑制元

素および有害元素の特定 
－ 

添加元素の影響を把握し、脆化感受性指

数<0.2、耐力≥400MPa の合金系を見出す 

高強度で切削性に優れる

バルブハウジング用合金

を開発する 

－ 

耐力≥380MPa で、切削性が 6061 合金より

も優れ、水素用として使用可能な 6000 系

合金を開発する 

VH4 容器の口金等の部材

用の鍛造合金を開発する
－ 

耐力≧360MPa で、鍛造可能で、水素用と

して使用可能な 6000 系合金を開発する 

水素の侵入サイトを可視

化法により明らかにする
－ 

外部環境が、水蒸気の場合と水素の場合

の侵入サイトの異同を明らかにする  

開発材の耐水素脆性を 

評価する 
－ 

開発材の耐水素脆性を、湿潤大気中での

SSRT 引張・疲労試験などにより評価する 

 

 

1.3 研究開発項目Ⅲ：｢次世代技術開発・フィージビリティスタディ等｣の目標 

具体的には、以下の各テーマのとおりである。 

（Ⅲ-１）水素燃料電池に係る国際関連機関等研究・政策動向の調査検討  

ＮＯ 目標 

１ IEA/HIA の最新動向・活動を入手し、我が国の政策や技術開発への影響を分析する 

２ IEA/AFCIA の最新動向・活動を入手し、我が国の政策や技術開発への影響を分析する

３ IPHE の最新動向・活動を入手し、我が国の政策や技術開発への影響を分析する 

４ 
IPHE、HIA、AFCIA メンバー国やその主要関連研究機関の政策・技術開発動向の 

調査・検討 

５ 
１～４で把握した技術開発動向及び分析活動ならびに関連国際会議やウェッブサイ

トから得られた水素関連活動等を、国内関係者に定期的に発信し、情報共有を図る 

６ 再生可能エネルギー由来水素の技術動向のとりまとめ 

 

（Ⅲ-２）IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討  

ＮＯ 目標 

１ 国際技術開発動向の把握 

２ 各 Annex(作業部会）の分析活動動向の把握  

３ 得られた情報の展開・普及及び共有化活動 
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（Ⅲ-３）可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発 

実施項目 目標 

多孔質半導体光電極の高

性能化  
既存半導体光電極の改良で WO3光電極の性能を超える。 

光触媒-電解ハイブリッ

ドシステムによる水素 

製造 

レドックス媒体を用いた効率的な酸素発生用光触媒の高性能化により太陽エネル

ギー変換効率の最高値を目指す。 

新規可視光応答性半導体

探索 

高速自動半導体探索システムを用いてできるだけ多くの可視光応答性の新規半導体

を探索する。 

理論効率や将来性の試算 
太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより低コスト水素製造できるか検証

する。 

 

（Ⅲ-４）非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発 

実施項目 目標 

触媒能評価 現行材料(貴金属系)に近い性能を有する非貴金属系酸素発生触媒の開発  

電解試験 
非貴金属系材料をアノード触媒に用いて、現行のアルカリ形水電解に匹敵する 

新規固体高分子形水電解セルの開発 

 

（Ⅲ-５）高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

ＮＯ 目標 

１ 実用磁気冷凍磁性材料の開発 

２ 高効率水素液化機構の開発 

３ 蓄冷型磁気冷凍機の開発 

４ 測定技術要素研究 

５ 水素液化磁気冷凍システムの調査と解析 

 

（Ⅲ-６）水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 

実施項目 目標 

水素脆性評価試験  水素濃度；2ppm 以下、負荷速度；準静的～5m/s  

実大破壊強度試験  圧力；15MPa 程度、パイプ；X65 高強度鋼管、500mm 径、40m 長 

高速き裂伝播計算モデル

構築  
き裂伝播限界圧力とき裂伝播停止長さを+/-20%で予測 

外部からの指導及び協力 大学・企業の研究者・技術者からなる研究会を組織し、指導と協力を得る 

 



Ⅱ-(10) 

 

 

（Ⅲ-７）超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

実施項目 目標 

超高圧合成法による新規

Mg 合金系水素貯蔵材料

の開発 

「質量貯蔵密度 6質量％以上、放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以上」を 

可能とする材料を探索する  

超高圧合成法による新規

Li 合金系水素貯蔵材料

の開発 

「質量貯蔵密度 6質量％以上、放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以上」を 

可能とする材料を探索する 

超高圧合成法による新規

Al 合金系水素貯蔵材料

の開発 

「質量貯蔵密度 6質量％以上、放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以上」を 

可能とする材料を探索する 

 

（Ⅲ-８）ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

実施項目 目標 

細孔制御技術によるゼオ

ライト鋳型炭素（ZTC）

の構造最適化  

ZTC 表面積の増大（目標 5000ｍ2/g）と細孔径の最適化（範囲 0.65 nm〜1.2 nm） 

金属担持技術による 

「新たな相互作用」の 

導入とその最適化  

Å、更には原子レベルの金属担持、及び貴金属以外（Ni、Ti）の担持 

ZTC の水素吸蔵性能評価 上記で得られた ZTC の水素貯蔵性能を評価する。 

 

（Ⅲ-９）Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に係る技術開発 

実施項目 目標 

Mg 基合金の開発  Mg 基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積  

Mg 基合金に関する熱力

学的平衡反応特性の研究 

Mg 基相分離型水素吸蔵合金の実証 

6.0 質量%, 繰り返し 1000 回, 水素放出温度 100℃  

Ti 基合金の開発  Ti 基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積  

Ti 基合金に関する熱力

学的平衡反応特性の研究 

Ti 基水素吸蔵合金の実証 

6.0 質量%, 繰り返し 1000 回, 水素放出温度 100℃  

Al 水素化合物の合成 

技術の開発  
Al 水素化合物の物理的合成法を設計・開発  
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（Ⅲ-１０）燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

実施項目 目  標 

圧縮水素を燃料とする

FCV の事故後の安全作業

の標準化 

適正な基準策定のための妥当性検証、事故処理に関わる早期の標準化に向けた 

データ取得のための事故処理手法を開発 

車載用高圧水素容器／ 

容器附属品の基準適正化

活動 

適正な基準策定のための妥当性検証および新規構造附属品の国内導入に資する 

データ取得  

水素充填プロトコルの 

標準化 

水素充填コネクタの 

標準化 

水素ステーションの安全性検証データを提供するとともに、インターフェイスの 

試験法案策定に向けたデータを取得、および関連する国際標準化活動の推進  

その他国際標準化に関わ

る技術検討 
上記の国際標準化に加え、水素燃料仕様、性能・用語等の国際標準化の審議と推進 

 

（Ⅲ-１１）水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

実施項目 目  標 

水素燃料電池自動車の 

導入に係る社会的便益に

関する研究（H20-21）  

種々のＦＣＶ導入シナリオの下で、既存の市場で経済価値として評価されていない、

ＦＣＶ特有の便益を経済価値として評価すると共に、導入普及による経済的波及効果

を評価する 

水素燃料電池自動車の 

社会的便益評価システム

の構築（H20-21）  

ＦＣＶや水素インフラの導入施策は、エネルギー・環境を巡る情勢の変化や、 

技術開発の進捗などを反映して、ダイナミックに変化する可能性があるため、 

これらの情勢変化に対応したシナリオに対する便益評価を柔軟にするための 

システムを構築する 

 

（Ⅲ-１２）水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

ＮＯ 目標 

１ 前提条件の設定及び全体の評価を行う 

２ 高圧水素供給フローの検討を行う 

３ 液体水素供給フローの検討を行う 

４ 有機ケミカルハイドライド法の検討を行う 
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（Ⅲ-１３）水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

実施項目 目  標 

水素ステーション用金属

材料の鋼種拡大に関する

研究開発 

新規使用可能材料の選定  

 

圧縮水素運送自動車用 

複合容器に係る基準整備

に関する研究開発 

例示基準案※  

 

水素ステーション用複合

容器に係る基準整備に関

する研究開発 

KHK 特認ガイドライン※  

 

圧力設備の設計基準にお

ける設計係数と水素適用

に関する研究開発 

KHK 事前評価ガイドライン※  

KHK 特認ガイドライン※  

※基準案及びガイドラインは石油エネルギー技術センターが作成 

 

（Ⅲ-１４）水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

実施項目 目  標 

圧縮天然ガス（ＣＮＧ）

スタンド併設時の設備間

距離  

技術基準案の作成  

水素ステーションの保安

検査基準   
保安検査基準案、定期自主検査指針案の作成  

圧縮水素運送自動車用 

複合容器の安全弁 
技術基準案の作成  

水素ステーションを併設

する給油取扱所 

・並列設置：安全対策の立案  

・無人暖機運転：安全対策、技術基準整備資料の作成  

公道とディスペンサーの

離隔距離 

・技術基準案の作成 

・海外基準の離隔距離設定方法等の調査 

セルフ充填式水素ステー

ション 
設備仕様等の資料、技術・運用指針案の作成  

水素ディスペンサー周辺

の防爆ゾーン基準の 

明確化 

民間自主基準案の作成  

公道でのガス欠対応のた

めの水素充填法 
充てん場所・使用設備など、公道充てん実施に必要な要件の取りまとめ 

フル充填に対応した水素

ステーション 
技術基準案（省令・例示基準の改正案）の作成  

水素ステーションでの 

水素保有量 

・35MPa 級複合容器水素トレーラーの製作  

・水素貯蔵量規制値超えの許可事例を取得 

プレクール設備冷凍機の

保安距離短縮に関する 

検討 

技術基準案（省令･例示基準の改正案）の作成  

複合容器蓄圧器の設置等

基準に関する検討 
技術基準案（省令・例示基準の改正案）の作成  
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研究開発項目 担当
平成20年度
(2008年度)

平成21年度
(2009年度)

平成22年度
(2010年度)

平成23年度
(2011年度)

平成24年度
(2012年度) 最終目標(出力)

1.システム技術開発

2.要素技術開発

3.他並行事業

4. フィージビリティ
スタディ等

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発(水素ステーションシステム・機器関連)」に関するマスタープラン

最終目標
①改質効率：80％
②起動時間：3時間未満
③設備サイズ：10m3以下
④設備コスト：30万円

/Nm3/h

★中間評価

中間目標
各機器のコストダウン検討、
その対応作の検討

※経済性等評価基準を
揃えるなど、連携実施

最終目標

今後の技術開発における
課題を抽出する。

燃料電池システム等
実証研究(JHFC)

水素社会構築事業

※進捗状況及び成果
を技術開発へフィード
バック

最終目標
①普及初期運用を想定

した延べ１年間の耐久性
検証・有効性確認

②ステーションコスト低減
のための技術的課題明確
化、技術的課題解決策に
よるコスト低減効果の評価

※基本計画目標値
a.設備ｺｽﾄ：

2億円以下/ｼｽﾃﾑ
b.耐久性：

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ回数1回/年以下

最終目標
コスト低減対策要素機器
による実用上耐久性検証、
及び普及期生産時のコス
ト低減目標(基本計画目
標値)の達成可能である
ことを示す。

※基本計画目標値
a.設備ｺｽﾄ：

2億円以下/ｼｽﾃﾑ
b.耐久性：

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ回数1回/年
以下を支える機器

［ディスペンサー開発] タツノ

[大型複合蓄圧器] ＪＸ、ｻﾑﾃｯｸ

［低ｺｽﾄ型70MPa級水素

ｶﾞｽ充填対応ｽﾃｰｼｮﾝ機器］

①機器仕様検討 ＰＥＣ

②バルブ開発 キッツ

③コントロール弁 山武

④鋼製蓄圧器 ＪＳＷ

⑤材料開発 JRCM

低コスト型70MPa級水素
ｽﾃｰｼｮﾝ機器要素技術開発

耐久性検証の継続、システムとしての
更なる低コスト化

要素機器の改良、ステーションシステムの構築、耐久性検証

※JHFC等にも提供

70MPa級水素ｽﾃｰｼｮﾝ
システム技術開発

岩谷

清水建設

★中間評価

[改質器・ＰＳＡ精製方式] 三菱化工機

[水素分離膜方式] 東京ガス

日本特殊陶業

[CO2分離膜方式]         ﾙﾈｯｻﾝｽ、
産総研

神戸大、
京都大

ミクニ

小規模パイロットプラントの設計/製作、性能
検証、最終目標達成の目処水素製造機器（改質器低

コスト化/高耐久性化 ）

水素先端科学事業

PEC，JARI 
ENAA,JGA

JARI、
PEC等

産総研、
九大

▽技術開発課題抽出・整理

フィージビリティスタディ

①オフサイト型水素供給 エネ総工研
②液体水素供給 岩谷、川重、

関電、清水、
三菱重工

③ケミカルハイドライド供給 千代田化工

中間目標
小規模パイロットプラント
の設計・製作、性能検証、
最終目標達成の目処

［コンパクト型水素ｽﾃｰｼｮﾝ

検討］

各機器のコストダウン検討、その対応策の検討

コンパクト型システム仕様確立 コンパクト型システム評価検討

中間目標
要素機器の改良、ステーションシ
ステムの構築、耐久性検証

①システム検討・評価 東邦ガス他
②圧縮機 東邦ガス
-
③蓄圧器 東邦ガス
-
④プレクール 大陽日酸

佐賀大
⑤ディスペンサー ﾄｷｺﾃｸﾉ

日立AMS
横浜ｺﾞﾑ

⑥システム低コスト検討 PEC

※水素安全事業開発品(日立)の活用

※水素社会構築事業開発技術(PEC、日製鋼)の活用

★中間評価

★中間評価

目標仕様に基づく水素ステーション
機器の製作、耐久性検証

目標仕様に基づく水素製造装置の
製作、耐久性検証
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研究開発項目 担当
平成20年度
(2008年度)

平成21年度
(2009年度)

平成22年度
(2010年度)

平成23年度
(2011年度)

平成24年度
(2012年度) 最終目標(出力)

1.システム技術開発

2.要素技術開発

3.次世代技術開発

4. 他並行事業

5.フィージビリティ
スタディ等

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発(水素貯蔵システム関連)」に関するマスタープラン

最終目標
①低コスト化：

20万円以下/容器ｼｽﾃﾑ
②水素体積貯蔵密度：

5kg/100L以上
③水素重量貯蔵密度：

3wt％
④充填速度：

吸蔵量90％/10分以内

最終目標
①重量貯蔵密度：

6wt％以上
②水素放出温度：

150℃以下
③耐久性：1000回吸放出

で初期貯蔵性能の90％
保持

④材料コスト：
1000円/kg以下

車載等水素貯蔵
システム技術開発

技術動向調査

動向整理・技術開発課題抽出▽

最終目標を達成する新規材料の可能性見極め

高容量貯蔵合金開発

中間目標
容器体積密度≧28ｇ/ｌ、ＭＨ
の低コスト化等

システム検証・評価

★中間評価
①システム検討・評価
②熱交換器開発 日重化
③広口容器開発 サムテック
④貯蔵材料低コスト化 産総研

日重化

吸放出速度及び低温化
ホウ素系貯蔵材料開発

豊田中研

東北大

★中間評価

JARI、
PEC等水素社会構築事業

①IEA/HIA エン振協
②IEA/AFC等 テクノバ

・新規公募

①可視光応答性半導体 産総研

②非貴金属化合物 横浜国大

③磁気冷凍 物材研、金沢大

④水素ガスパイプライン 東大

⑤超高圧水素合成 産総研、東北大

⑥ｾﾞｵﾗｲﾄ鋳型炭素 東北大

⑦Mg及びTi系相分離型 東海大

★継続審査により2件延長

最終目標

今後の技術開発に
おける課題を抽出する。

最終目標

現有ガソリン供給インフラ
と同等の設備コストで対応
可能となる材料、機器、
システムの設計指針または
概念設計を確立する。

社会便益性検討

便益性検討・技術開発課題抽出▽

①FCV、H2便益 産総研

★新規な課題が判明した場合新規公募

水素貯蔵材料事業
産総研、
原研等

H22年度 水素貯蔵材
料事業新規公募へ

★中間評価

★中間評価

中間目標
最終目標を達成する新規材
料の可能性見極め

中間目標
将来的な水素技術基盤
の確立

容器体積密度≧28ｇ/ｌ、ＭＨの低コスト化等 容器システムとしての更なる高密
度化、コンパクト化、低コスト化

最終目標を達成する新規材料の可能性見極め

目標達成に向けた新規材料の開発、性能評価

 

 



Ⅱ-(15) 

 

２．事業の計画内容 

 2．1 研究開発の内容 

事業の目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙のマスタープランに基づき、

研究開発を実施する。 

 

Ⅰ．システム技術開発： 

「水素供給システム」を構成する機器である、水素ステーション機器や車載等水素貯蔵/輸送容器に 

ついて、低コスト化・コンパクト化に繋がる開発を行うと共に、複数機器を組み合わせた｢水素供給シス 

テム｣の全体として耐久性等の検証を行う。 

Ⅱ．要素技術開発： 

水素製造・輸送・貯蔵・充填機器及びシステムに関する高性能化、軽量化、低コスト化及び長寿命化の

ための要素技術を開発し、検証する。 

Ⅲ．次世代技術開発・ 

フィージビリティスタディ等：水素エネルギーの導入・普及に関する新規の概念に基づく革新的な技術 

（例えば、化石燃料以外からの水素製造等）の開発（国外研究機関を活用した国際共同研究や国際協

力を含む）及び水素社会実現に向けた技術開発シナリオの検討、水素キャリアに応じたフィージビリティ

スタディ等を行う。 

 

  2．1．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」実施内容 

（１）７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

（実施体制：(財)石油エネルギー技術センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、 

日立オートモティブシステムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、(国)佐賀大学） 

２０１５年頃を想定した水素供給インフラ市場立上げに向け、低コストかつ耐久性に優れ

た水素ステーションを実現する必要があり、本研究開発では、それに向けたシステム技術開

発を実施する。具体的には以下の内容を実施する。 

①ステーション建設コスト低減検討 

・ステーション仕様検討、建設コスト低減検討、材料物性評価支援（ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ試験） 

②ステーションシステム運転技術開発検討 

・ステーションシステム耐久性検討、運転技術検証 

③ディスペンサー機器開発検討 

・ディスペンサーコスト低減、耐久性検討  

・故障予知技術開発、配管材料探索 ﾞ 

・充填ホースコスト低減、耐久性検討  
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④プレクール設備開発検討 

・初期改良型プレクール設備製作、プレクール設備コスト低減検討 

・シミュレーション技術による開発支援 

 

（２）車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 

（実施体制：日本重化学工業(株)、サムテック(株)、(独)産業技術総合研究所） 

車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術の低コスト化、コンパクト化および高耐久性に 

関する機器および市場立ち上げ時期に必要なシステムの仕様検討、試作開発、性能検証・ 

評価を実施すると共に、実際の充填や輸送を模擬した条件下における性能検証・評価を実施

する。 

具体的には、燃料電池車の燃料装置用容器として期待されている「水素吸蔵合金と高圧水

素ガスによる水素貯蔵方式を組み合わせたハイブリッド貯蔵タンク」を対象に、７０ＭＰａ

の高圧水素容器以上の容器体積密度を有するハイブリッド貯蔵タンクの開発及び実用的なハ

イブリッド貯蔵タンク用水素吸蔵合金の開発を行い、その性能評価と安全性評価を実施する。

具体的には以下の内容を実施する。 

・ハイブリッド貯蔵タンク用 MH カートリッジの開発 

・計算による熱伝導構造の最適化 

・ハイブリッド貯蔵タンク用広口高圧タンクの開発 

・ハイブリッド貯蔵タンク用水素吸蔵合金の開発 

 

  2．1．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」実施内容 

（１）水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

（実施体制：東京ガス(株)、日本特殊陶業(株)） 

水素分離型リフォーマーは、従来のリフォーマーと比較して、最も高効率に水素を製造 

することが可能であるだけでなく、シンプルかつコンパクトという特長を有している。 

本事業は、実用的な燃料である天然ガスを用いた水素分離型リフォーマー技術に関する 

ものであり、平成２４年度末に社会実証試験に供試できるレベルの技術を確立する。具体的

には、平成１７年度～平成１９年度までの前事業「水素安全利用等基盤技術／水素インフラ

に関する研究開発／高効率水素製造メンブレン技術の開発」において得られた成果を活用し

つつ、水素分離型リフォーマーの高耐久化と低コスト化を目指して、以下の２テーマを実施 

する。 

・水素分離型リフォーマーシステムの耐久性向上の研究開発 

・触媒一体化モジュールの研究開発 
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（２）水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 

（実施体制：三菱化工機(株)） 

本研究開発では、ＦＣＶ普及初期（２０１５年頃を想定）での事業化に対応した実用的な

水素ステーション用水素製造装置に要求される性能、仕様をユーザの視点から調査、検討し、

その結果により水素製造装置の仕様目標を明確にするとともに、改質器と水素ＰＳＡの高効

率化開発を軸とした研究開発を行い、５０Ｎｍ３/ｈ規模試作装置による検証運転を実施し、 

その結果とユーザ視点での評価を商用水素製造装置の設計に反映させる。具体的には以下の

内容を実施する。 

・水素ステーション用水素製造装置に対する要求仕様の調査、検討 

・高性能反応器の研究開発 

・高性能水素ＰＳＡの研究開発 

・５０Ｎｍ３/ｈ水素製造装置試作機の設計，製作，検証運転 

・５０Ｎｍ３/ｈ水素製造装置試作機のユーザ評価 

 

（３）ＣＯ２膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

（実施体制：(株)ルネッサンス・エナジー・リサーチ、(国)神戸大学、(国)京都大学、 

(独)産業技術総合研究所、(株)ミクニ） 

選択的、高効率にＣＯ２分離が可能なＣＯ２選択透過膜と高性能なＣＯ変成触媒を組み合わ

せたメンブレンリアクターを開発する。その完成度を高めるために、メンブレンリアクター

を構成するＣＯ２選択透過膜、ＣＯ変成触媒等の各種要素技術の耐久性、信頼性を確立すると

ともに、量産化検討、コストダウン研究等を実施する。さらに、１ｍ３/ｈｒ規模のメンブレ

ンリアクターシステム（原理検証装置）での性能実証、メンブレンリアクターの特長を活か

したＰＳＡの最適化検討を行ない、その成果を基に１０ｍ３/ｈｒ規模の小型パイロットプラ

ント（改質器、メンブレンリアクター、ＰＳＡを含むトータルシステムを想定）の設計を 

行なうとともに、実機（３００ｍ３/ｈｒ規模の能力)を想定した一次ＦＳを行う。 

 

（４）ホウ素系水素貯蔵材料の開発（実施体制：(株)豊田中央研究所、(国)東北大学） 

無機錯体系水素化物のうちホウ素系水素化物（以下 M-B-H）は、理論的には最大 18wt％も

の水素を含有することができる。M-B-H の潜在能力を引き出し、車載用の水素貯蔵材料として

の要求を満たすことができれば、燃料電池車の普及を大きく進めることが可能である。しか

しながら、M-B-H は熱力学的に安定であるため水素を取り出す際に高温にする必要がある。 

M-B-H を車載用水素貯蔵材料として実用化するには、最大の特長である水素密度を損なうこと

なく、室温～１５０℃程度の比較的低温において迅速に水素を吸蔵・放出可能な特性を付与

する必要がある。本研究開発では、先の「水素安全利用等技術開発事業」において得られた
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M-B-H に関する知見を活かし、新しいコンセプト（複合化、中間相、添加物）に基づくホウ素

系水素貯蔵材料の開発を推進する。具体的には以下の内容を実施する。 

・複合化によるホウ素系水素化物開発 

・中間相を用いたホウ素系水素化物開発 

・添加物・微細構造制御による反応速度支配因子の解明 

・ホウ素系水素貯蔵材料としての最適化 

・反応サイクル時の劣化要因の解明 

・実用化技術開発 

・実用性評価 

 

（５）ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発（実施体制：日本重化学工業(株)） 

本研究開発では、蒸気圧が高い Mg や Li および Ca 等の軽量な金属を主要な構成元素とする

ラーベス構造を有した合金の放出特性の改善や不均化反応のメカニズム解明を行い、その抑

制を目指した組成の改良・設計を行うことで、６mass％級合金の開発を目指す。また放出特

性の改善や不均化反応の抑制に関する開発指針を得るために、質量貯蔵密度は少ないが同じ

C15 型ラーベス構造を有した Mg 系合金や希土類系合金の水素化物の詳細な調査を実施し、得

られた開発指針を高容量な Ca 系合金に応用することを試みる。具体的には以下の内容を実施

する。 

・Mg 系合金による水素吸蔵サイトの解析 

・希土類-Ｎｉ系合金による不均化のメカニズム解析 

・CaMg2 系合金の開発 

・CaLi2 系合金の開発 

 

（６）低コスト型 70ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

（実施体制：(株)タツノ） 

水素ディスペンサーは、ガス流路として遮断弁、流量調整弁、コリオリ流量計、ホース、

緊急離脱カップリング、充てんカップリングなど多数のコンポーネントが組み合わされ、 

またそれらをコントロールする制御部および充てん量を表示するカウンターで構成されてい

る。これらの構成機器のうち、具体的には低コスト化に向けたコリオリ流量計の開発と、

ディスペンサー制御部の開発（機器の簡素化、集約化）を行う。 

プレクール装置は７０ＭＰａ水素ガスを燃料電池自動車へ短時間に充てんする場合、水素

を冷却するためのシステムである。現時点ではディスペンサーとは独立機器として運用され

ているため、ディスペンサーとの最適化システムを低価格化と併せて検討する。 

コリオリ流量計のフローチューブは現時点では水素脆化の懸念が持たれているため、安全
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性、計測精度における問題有無確認のため従来フローチューブでの水素暴露試験を実施する

と共に、水素に対して低感受性新素材のフローチューブによるコリオリ流量計製作を実施 

する。 

 

（７）70ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

（実施体制：ＪＸ日鉱日石エネルギー(株)、サムテック(株)） 

現状の鋼製蓄圧器と比較して、コスト的にもスペース的にも有利な蓄圧器用大型炭素繊維

強化複合材料（ＣＦＲＰ）容器の開発を行う。これにより、蓄圧器コストを５０％以下とし、

水素ステーション建設コストの６％以上を削減することが可能となる。また、蓄圧器重量が

軽量化（目標３０％以下）されることにより、蓄圧器をキャノピー上に設置するなどレイア

ウトの自由度が増し、余剰スペースの有効活用や耐震強度軽減によるコスト削減などが期待

できる。 

効率の面からも水素ステーション蓄圧器はＦＣＶ用容器よりも高容量（２００Ｌ以上）の

ものが望まれるため、大型・長尺の容器の製造・評価技術の開発が必要である。 

具体的には以下の内容を実施する。 

①ＦＷ成形技術の開発 

・高圧ＣＦＲＰ容器の作製の開発 

・大型（長尺）ＣＦＲＰの作製の設計開発 

②内部加熱法の開発 

・中型内部加熱装置の設計開発 

・内部加熱装置の適用検討 

③炭素繊維（ＣＦ）・トウプリプレグ（ＴＰＰ）の開発 

・等幅ＦＷ技術の開発と開繊トウプリプレグの開発 

・低温硬化型樹脂の開発 
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（８）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

（実施体制：(財)石油エネルギー技術センター、(株)キッツ、アズビル(株)、 

 (財)金属系材料研究開発センター、(株)日本製鋼所） 

７０ＭＰa級水素ステーション構成機器に対して技術、コスト両面から分析したうえで、 

充填時間を考慮した最適化検討と、要素技術開発を実施する。専門分野の異なる連名委託先

が相互に連携し、ダイナミックシミュレーションを核とした総合的エンジニアリング技術と、

これら最先端、最高水準の開発要素技術を組合せることにより、低コスト型水素ステーショ

ン機器の研究開発を推進する。具体的には以下の内容を実施する。 

・水素ステーションの設備、運用の最適化検討 

・鋼製蓄圧器の開発 

・水素用高圧バルブ開発 

・低コスト・高強度材料開発に係わるＦＳ検討および開発 

・コントロールシステム開発に係わるＦＳ検討および開発 

・流量調節弁開発に係わるＦＳ検討および開発 

 

（９）都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

（実施体制：清水建設(株)、岩谷産業(株)） 

本研究開発においては、都市部での燃料電池自動車の普及のために必要となる安全でコン

パクトな水素ステーションを提案し、その安全性・経済性について検証するものである。 

また、その普及については、既存のガソリンスタンドとの併設についても視野にいれ、実用

化・事業化を図っていくものとする。具体的には以下の内容を実施する。 

・コンパクト水素ステーションの試設計と課題の抽出 

・水素ステーションの安全要素技術開発（反射圧低減壁・爆風エネルギー吸収壁の開発、

水素燃焼制御システムの開発、水素の不活性化技術の開発） 

・開発した各安全要素技術を適用した水素ステーションの安全性評価、経済性評価 

・上記開発成果を踏まえたモックアップ試験 

・都市型コンパクト水素ステーションの標準設計 

 

（10）直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発（実施体制：(株)神戸製鋼所） 

燃料電池自動車の電気自動車に対する優位点として、電気自動車では大容量高速充電が 

難しいのに対して燃料電池自動車用水素は高速充填が可能であるという点がある。差圧充填

方式では高価な高圧蓄圧タンクが多数必要となることに加えて運用上の制限も大きいため、

大容量直接充填用水素圧縮機を開発・実証し短時間での水素充填・連続充填を可能にし、 

ＦＣＶの早期普及を可能にすることを目的とする。 
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（11）水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・規制見直

しに資する評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究開発 

（実施体制：新日鐵住金(株)、愛知製鋼(株)、(独)物質・材料研究機構） 

水素製造・輸送・貯蔵に用いられる材料に関し、低コスト、高強度、高加工性等の特性を

有する耐水素脆性特性に優れた、ステンレス鋼を中心とする金属材料を開発し、高圧水素下

における強度、靱性、疲労特性、等の基礎物性値を、水素脆化機構の解明や、新しい測定法

の開発も平行して行いつつ取得し、当該材料を用いるために必要な基準、標準の制定等に必

要なデータとして提供することによって材料種の拡大を図ると共に、基準見直し、国際標準

化活動等に資する研究開発を行う。  

 

（12）水素用アルミニウム材料の評価・開発 

（実施体制：(国)茨城大学、古河スカイ(株)、日本軽金属(株)、(株) 神戸製鋼所） 

車載用水素関係の金属材料には、耐水素脆性を示さずに高強度であることが求められる。

本事業では、①アルミニウムの水素脆化性に及ぼす添加元素の影響を明らかにし、高強度で

耐水素脆性を示さない合金系を見出す、②現行の SUS316L を代替できる程度に高強度で切削

性に優れるバルブハウジング用アルミニウム合金を開発する、③VH4 容器の口金等車載関係部

材用のアルミニウム鍛造合金を開発する、④水素の侵入サイトを明らかにする、⑤開発材の

耐水素脆性を評価する、ことを目的とした。 

 

  2．1．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」実施内容 

（１）水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

（実施体制：(株)テクノバ） 

IEA の先端燃料電池実施協定（AFCIA）は 41 ある IEA の実施協定のひとつで、現在 19 カ国が参

加しており、各種燃料電池や主要アプリケーション（自動車、定置、マイクロ）分野での研究協力を

行っている。また水素経済のための国際協力（IPHE）は、2003 年に米国エネルギー省の主導で設立

した水素・燃料電池の政策面での国際コラボレーション組織であり、現在 16 カ国・1 地域が参加して

いる。IPHE では政策面での情報交換、研究開発のプライオリティの決定、水素ロードマップ比較など

の活動を行っているとともに、わが国の政策・研究開発にも影響を与えかねない基準・標準活動や

FCV デモンストレーション評価活動も行っている。今後 IPHE と AFCIA は、連携も深めつつ、水素の

アプリケーションとしての燃料電池分野でも情報交換し、水素・燃料電池の両面で活動領域を広げて

いくことが予想される。 

そのため、わが国の将来の水素・燃料電池政策、技術開発のために、IPHE と AFCIA の両面から

情報を収集するともに、その動向を調査・検討する。 
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（２）IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討 

（実施体制：(財)エンジニアリング振興協会） 

IEA/HIA（国際エネルギー機関/水素実施協定）のビジョンである「経済のあらゆる分野の要となる

クリーンで持続可能なエネルギー源による水素の未来」に向けて、現在、水素統合システムの評価、

水素安全、水の光分解による水素製造、バイオ水素製造、基礎的・工学的水素貯蔵材料開発、各水

素供給用の小規模改質器、風力エネルギーと水素の統合を目標に掲げている。 

本調査では、メンバーである我が国も積極的に参加して総合的な水素に関する技術開発動向の 

把握と分析活動動向の把握を行い、情報を関係者に共有する。 

 

（３）可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発 

（実施体制：(独)産業技術総合研究所） 

可視光応答性半導体を用いた光触媒及び多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発に関

して、太陽光による水分解水素製造の実用化のための基礎要素技術を開発するとともに、理論効率、

経済性・将来性の試算に必要な実験データを収集し、太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステ

ムの水素製造コストよりも大きく下回る新しい低コスト水素製造システムの実現可能性を検討する。

具体的には以下の内容を実施する。 

・多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化 

・レドックス媒体を用いた効率的な光触媒―電解ハイブリッドシステムによる水素製造 

・高速自動半導体探索システムと計算化学を用いた新規可視光応答性半導体探索 

・理論効率、経済性・将来性の試算 

 

（４）非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計及び開発 

（実施体制：(国)横浜国立大学） 

固体高分子形水電解(PEWE)は貴金属由来の材料が酸素発生電極として使用され、システムにお

けるコストの割合が大きい。今後の商用化を考えると、貴金属材料の低減が必須であり、更には酸素

発生における過電圧の低い材料の開発が望まれている。 

本研究開発では、低コスト並びに高活性ＰＥＷＥ酸素極材料の創生を目指し、非貴金属化合物を

用いて水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発を行う。具体的には、以下の内容を

実施する。 

・触媒能評価として現行材料（貴金属系）に近い性能を有する非貴金属系酸素発生 

触媒の開発 

・現行のアルカリ形水電解に匹敵する新規固体高分子形水電解セルの開発 
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（５）高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

（実施体制：(独)物質・材料研究機構、(国)金沢大学） 

磁気冷凍によるエネルギー効率の高い水素液化・貯蔵に関する基盤技術の確立を行う。水素液化

サイクルと蓄冷型サイクルとを組み合わせた高効率水素液化磁気冷凍実証システムの構築と検証を

行い、液体水素製造プラントや水素貯蔵および輸送に関する磁気冷凍の実用技術へ発展させる。 

具体的には以下の内容を実施する。 

・実用磁気冷凍磁性材料（酸化物系材料、金属間化合物系磁性材料）の開発 

・高効率水素液化機構の検証  

・蓄冷型磁気冷凍試験装置の開発 

・液面測定技術の要素研究  

・水素液化磁気冷凍システムの調査と解析  

 

（６）水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発（実施体制：(国)東京大学） 

水素社会における大量の水素輸送をガスパイプラインによって実現するためには水素ガスパイプ

ラインの信頼性に関する信頼性指針を確立する必要がある。平成１８～１９年度に実施した「水素安

全利用等基盤技術水素に関する共通基盤技術－国際共同研究水素ガスパイプライン高速破壊防止

技術の研究開発」において小径のパイプを用いた破壊強度試験を世界で初めて実施して、水素ガス

パイプラインの信頼性評価に関する研究を行った。 

上記を背景として、本研究開発では、高強度鋼管材料に対する水素脆化感受性の評価、大口径

の鋼管を適用した水素ガスパイプラインの実大強度試験による高速き裂伝播の現象の調査、水素ガ

ス漏出を想定した燃焼熱輻射に関する検討、ガスパイプライン高速延性き裂伝播の数値計算モデル

の開発、水素ガスパイプライン大規模破壊を防止するための条件に関する試算を行った上で、これら

を総合的に検討するとともに、水素ガスパイプラインの耐破壊信頼性指針を確立するために必要な

検討課題を整理する。 
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（７）超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

（実施体制：(独)産業技術総合研究所、(国)東北大学） 

本研究開発は、水素吸蔵合金を用いた自動車向けの水素貯蔵装置を成立させるため、また、燃料

電池を熱源として水素を放出可能とするために、「質量貯蔵密度６質量％以上、放出温度１００℃以

下、耐久性１,０００回以上」を可能とする革新的な水素貯蔵材料を探索し、同材料の有効性を検証・

確認する。 

具体的には、数ＧＰａ（数万気圧）の水素雰囲気下で新規高密度水素化物の合成を行う超高圧 

水素合成法を利用して、開発目標値を満たすことができる革新的な水素貯蔵材料の探索研究を実施

する。水素貯蔵材料として、新規マグネシウム合金系材料、新規リチウム合金系材料、新規アルミニ

ウム合金系材料の合成を行い、これら新材料の可逆的な水素吸蔵・放出特性評価を行うとともに、放

射光などを利用しての精密構造解析を体系的に行い、高密度水素貯蔵材料の設計指針を確立する。 

 

（８）ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

（実施体制：(国)東北大学） 

水素吸蔵材料として、活性炭、カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）、有機金属錯体等に代表される吸着

系材料は、化学反応を一切伴わず物理吸着により水素を貯蔵するため、水素の吸蔵・放出に加熱は

不要であり、しかも吸蔵・放出速度が大きく、繰り返し耐久性も極めて高い。しかし、吸着系材料の 

室温における水素吸蔵能は、我々が近年報告したゼオライト鋳型炭素による２.２ｗｔ％(３０°C、３４ 

ＭＰａ)が最高値であり(J. Phys. Chem. C 113 (2009) 3189)、物理吸着だけを利用して同じ温度・圧力

条件においてこれ以上の水素吸蔵能を達成することは極めて困難である。そこで近年着目されてい

るのが、水素分子（H2）の物理吸着に加え、スピルオーバーにより生成する原子状水素（H･）の可逆

貯蔵も併用した新しい貯蔵方式である。 

本研究開発では、室温・高圧における物理吸着量が極めて大きいゼオライト鋳型炭素をベースに、

スピルオーバー水素の貯蔵も併用した高容量水素吸蔵材料の開発を行う。 

具体的には、ゼオライト鋳型炭素をベースとし、「物理吸着＋スピルオーバー」のメカニズムにより

水素を高密度で貯蔵可能な吸蔵材料（水素貯蔵量６mass％以上）の開発を 

行う。 
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（９）ＭｇおよびＴｉ系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発 

（実施体制：(学)東海大学） 

本研究開発では、合金の相分離によって発現する「吸熱反応」を利用して、水素化合物の熱力学

的な不安定化を実証することを目指すとともに、新しい「相分離型水素吸蔵合金」の開発として、Ｍｇ

基およびＴｉ基を有し、ⅢA 族、ⅣA 族元素との合金を作製し、 

水素吸蔵特性を明らかにする。また、Ｔｉを中心に非固溶反応系の合金設計と水素吸収・放出反応に

ついての検討、軽量な水素化合物の代表であるＡｌＨ３の物理的合成法の開発を実施する。具体的に

は以下の内容を実施する。 

・Ｍｇ基を有する合金の作製と熱力学的平衡反応特性 

・Ｔｉ基を有する合金の作製と熱力学的平衡反応特性 

・Ａｌ水素化合物の物理合成法の開発 

 

（10）燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

（実施体制：(財)日本自動車研究所） 

２０１５年頃のＦＣＶ普及開始期の市場形成に向けて必要な安全確保のための技術的知見の系統

的構築や基準・標準の整備に注力し、ＦＣＶの実用化・普及展開及び国際競争力の確保に資すること

を目的とする。 

 

(11)水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

（実施体制：(独)産業技術総合研究所） 

本研究開発は、特に、水素エネルギーシステム技術の導入と社会との関わりの側面から研究を実

施し、本プロジェクトが目標とする、水素エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及びシステム

に関する技術の確立よる新しいエネルギーシステムの構築を支援することを目的とする。 

本研究は、このような基本的認識に基づいて、堅実な形での水素エネルギーシステムの社会導入

を図るため、水素燃料電池自動車及び上記システムの導入に伴う社会的・経済的便益の分析評価を

通じて、有効な施策を提言するものであり、燃料電池自動車の本格的導入普及に向けた水素供給イ

ンフラ市場立上げ時期を念頭において、堅実な形での水素燃料電池自動車の社会導入を図るため

の方策について、①水素燃料電池自動車の導入に伴う社会的・経済的便益の評価、及び②社会的

便益評価システムの構築を通じて、燃料電池自動車の有効な導入施策の検討などを行い、燃料電

池自動車及び水素の社会的受容の拡大と導入普及の効率的な実現施策を支援するものである。 
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(12)水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

（実施体制：(財)エネルギー総合工学研究所、岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、関西電力（株）、 

清水建設（株）、三菱重工業（株）、千代田化工建設（株）） 

本研究開発は、各種水素キャリア（高圧水素、液体水素、有機ケミカルハイドライド）を用いた、オフ

サイト型水素製造拠点から水素ステーションにおける燃料電池自動車（ＦＣＶ）への充填までの一連

のフローにおける経済的成立性や実現性を検討・評価し、普及に向けた今後の技術開発課題を抽出

することを目的とする。 

本研究開発を実施するにあたっては、水素供給インフラ立上げの想定である２０１５年のほか、ＦＣ

Ｖの普及が始まると予想される２０２０年、本格的普及時期と予想される 

２０３０年におけるＦＣＶの普及台数と水素供給ステーション設置数を想定し、各年における水素需要

量、対象となる３種の水素キャリアに共通の前提条件を設定する。 

この前提条件に基づき、フィージビリティスタディは、始めに各水素キャリア毎に現状の技術を用い

た場合の各年における水素供給コストを算出し、コスト構成を把握した上で技術開発が期待できる 

項目を抽出し、技術開発が達成された際の水素供給コストを集め求め、経済性、ＷｔＴのエネルギー

効率、環境性（ＣＯ２排出量）の評価を行うとともに、それらの検討を基に、各水素キャリア毎に普及に

向けての技術開発課題を抽出するものである。 

 

（13）水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

（実施体制：高圧ガス保安協会、(国)東京大学） 

７０ＭＰａ級水素ステーションを構成する配管、バルブなど各部品を製造する前提となる高圧水素ガ

ス設備に使用可能な金属材料の鋼種拡大、高圧水素ガスの輸送・貯蔵を目的とした複合容器（ＣＦＲ

Ｐ）に係る技術基準の整備を見据えた調査及び試験に加え、水素ステーションに用いる圧力設備のよ

り合理的な設計を可能とすべく、圧力設備の設計基準における設計係数と水素適用に関する検討を

行う。本事業の成果物は、広く一般に公開され、将来の水素ステーション等の規制見直しに資するこ

とが可能な資料となる。  

 

（14）水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

（実施体制：水素供給・利用技術研究組合、高圧ガス保安協会） 

２０１５年のＦＣＶ普及開始に向け、主要な規制の合理化の検討を示した「燃料電池自動車・水素 

ステーション普及開始に向けた規制の再点検に係る工程表」に基づき１２項目の規制合理化項目に

関する各種技術基準の検討案を作成するものである。 
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 2．2 研究開発の実施体制 

  本事業は、３分類され「水素ステーション機器システム、車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術」のシス

テム技術開発、「水素製造機器、貯蔵材料・輸送機器、水素ステーション機器」の要素技術開発、「技術 

開発シナリオ、革新的次世代技術」の次世代技術開発・フィージビリティスタディ等となっている。システム

技術開発の最終目標に向けて要素技術開発の各テーマが個々の目標を設定し実施している。また、技術

開発シナリオの調査結果等により研究開発の方向付けの微調整等も行える体制である。下記に実施者を

記載したが、各実施者は各テーマの先駆的な実施者で技術力もあり、また将来の事業化に向けた企業規

模を有する実施者である。 

また、２.３項の「研究の運営管理」で記載したように関連するテーマ毎にＷＧを立ち上げＷＧ毎に 

リーダーを選出し情報の共有化等を図るためにＷＧ体制を構築した。 

 

2．2．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」の実施体制 

（１）７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

実施体制：(財)石油エネルギー技術センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、 

      日立オートモティブシステムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、(国)佐賀大学 

（２）車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 

実施体制：日本重化学工業(株)、サムテック(株)、(独)産業技術総合研究所 

 

2．2．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」の実施体制 

（１）水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

実施体制：東京ガス(株)、日本特殊陶業(株) 

（２）水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 

実施体制：三菱化工機(株) 

（３）ＣＯ２膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

実施体制：(株)ルネッサンス・エナジー・リサーチ、(国)神戸大学、(国)京都大学、 

      (独)産業技術総合研究所、(株)ミクニ 

（４）ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

実施体制：(株)豊田中央研究所、(国)東北大学 

（５）ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 

実施体制：日本重化学工業(株) 

（６）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

実施体制：(株)タツノ 
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（７）７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

実施体制：ＪＸ日鉱日石エネルギー(株)、サムテック(株) 

（８）低コスト型 70ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

実施体制：(財)石油エネルギー技術センター、(株)キッツ、アズビル(株)、 

(財)金属系材料研究開発センター、(株)日本製鋼所 

（９）都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

実施体制：清水建設(株)、岩谷産業(株) 

（10）直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発 

実施体制：(株)神戸製鋼所 

（11）水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・規制見直しに資す

る評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究開発 

実施体制：新日鐵住金(株)、愛知製鋼(株)、(独)物質・材料研究機構 

（12）水素用アルミニウム材料の評価・開発 

実施体制：(国)茨城大学、古河スカイ(株)、日本軽金属(株)、(株) 神戸製鋼所 

 

 2．2．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」の実施体制 

（１）水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

実施体制：(株)テクノバ 

（２）IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討 

実施体制：(財)エンジニアリング振興協会 

（３）可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発 

実施体制：(独)産業技術総合研究所 

（４）非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計及び開発 

実施体制：(国)横浜国立大学 

（５）高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

実施体制：(独)物質・材料研究機構、(国)金沢大学 

（６）水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 

実施体制：(国)東京大学 

（７）超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

実施体制：(独)産業技術総合研究所、(国)東北大学 

（８）ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

実施体制：(国)東北大学 

（９）Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発 

実施体制：(学)東海大学 
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（10）燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

実施体制：(財)日本自動車研究所 

(11)水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

実施体制：(独)産業技術総合研究所 

(12)水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

実施体制：(財)エネルギー総合工学研究所、岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、関西電力（株）、 

       清水建設（株）、三菱重工業（株）、千代田化工建設（株） 

（13）水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

実施体制：高圧ガス保安協会、(国)東京大学 

（14）水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

実施体制：水素供給・利用技術研究組合、高圧ガス保安協会 

 

 

経済産業省

・東邦ガス（株）、トキコテクノ（株）
（株）日立オートモティブシステムズ(株)、
大陽日酸（株）、横浜ゴム（株）、佐賀大学
（財）石油産業活性化センター

・日本重化学工業（株）、サムテック（株）
（独）産業技術総合研究所

・東京ガス（株）、日本特殊陶業（株）
・三菱化工機（株）
・(株)ルネッサンス・エナジー・リサーチ

（株）ミクニ、神戸大学、京都大学
（独）産業技術総合研究所

・（株）豊田中央研究所、東北大学
・日本重化学工業（株）

・清水建設（株）、岩谷産業（株）
・（株）タツノ・メカトロニクス
・ＪＸ日鉱日石エネルギー（株）、サムテック（株）
・（財）石油産業活性化センター、

（株）キッツ、（株）山武、
（財）金属系材料研究開発センター
（株）日本製鋼所

・（独）産業技術総合研究所
・横浜国立大学
・（独）物質・材料研究機構、金沢大学
・東京大学
・東北大学、（独）産業技術総合研究所
・東北大学
・東海大学

ステーション機器システム

車載等水素貯蔵/輸送容器システム

水素製造機器

貯蔵材料、貯蔵/輸送機器

水素ステーション機器

革新的次世代技術

（システム技術開発） （要素技術開発） （次世代技術開発・ﾌｨｼﾞﾋﾞｨﾘｨﾃｨｽﾀﾃﾞｨ等）

NEDO 新エネルギー部

・（独）産業技術総合研究所
・（財）エネルギー総合工学研究所、

岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、
関西電力（株）、 清水建設（株）
三菱重工業（株）、千代田化工建設（株）

技術開発シナリオ、フィージビリティスタディ

技術動向調査

・ （株）テクノバ
・ （財）エンジニアリング振興協会

推進助言委員会

 

＜事業実施体制の全体図＞ 
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【実施体制 その１，その２】として各区分での実施テーマ名と実施者について下記に記す。 

【実施体制 その２】では、実施年度についても記載した。 

車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術
に関する研究開発

日本重化、サムテック、産総研

70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器
システム技術に関する研究開発

東邦ガス、トキコテクノ、日立AMS、
大陽日酸、横浜ゴム、佐賀大学、PEC

水素製造装置の高性能化・低コスト化・コン
パクト化に関する研究開発 三菱化工機

水素分離型ﾘﾌｫｰﾏｰの高耐久化・低コスト化
研究開発 東京ガス、日本特殊陶業

CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質
システムの開発 ﾙﾈｯｻﾝｽ・ｴﾅｼﾞｰ・ﾘｻｰﾁ、

ミクニ、神大、京大、産総研

車載等水素貯蔵/輸送容器システム

ホウ素系水素貯蔵材料の開発
豊田中央研究所、東北大学

ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合
金の開発 日本重化低コスト型70MPa級水素ガス充填対応ディスペ

ンサーの開発 タツノメカトロニクス

70MPa級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の
開発 ＪＸ日鉱日石エネルギー、サムテック

低コスト型70MPa級水素ガス充填対応ステーショ
ン機器に係わる研究開発

PEC、キッツ、山武、JRCM、日本製鋼所

都市型コンパクト水素ステーションの研究開発
清水建設、岩谷産業

貯蔵材料、貯蔵/輸送機器

水素製造機器

水素ステーション機器

システム技術開発

要素技術開発

ステーション機器システム

【実施体制 その１】

水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策
動向の調査検討 テクノバ

可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質
光電極による水分解水素製造の研究開発 産総研

平成20～22年度の委託テーマ（２/２）

IEA/HIA水素実施協定における国際技術開発動向
の調査検討 エンジニアリング振興協会

非貴金属化合物を用いた高機能酸素発生触媒の設
計及び開発 横浜国立大

高効率水素液化磁気冷凍の研究開発
物質・材料研究機構、金沢大

水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研
究開発 東京大

＊超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研
究開発 産総研、東北大

＊ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー
水素貯蔵に関する研究開発 東北大

＊MgおよびTi系相分離型高容量水素吸蔵合金の設
計と実証に関わる研究開発 東海大

水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究
開発 産総研

水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ
エネ総工研、岩谷産業、千代田化工 等

技術開発シナリオ、フィージビリティスタディ

革新的次世代技術

技術動向調査

平成20年度終了
平成21年度終了

平成20-21年度終了

H20-21年度終了

H20-21年度終了、
H22新規公募で実施

H20-21年度終了

＊貯蔵テーマは、H20-21年度に実施し、H22年度は新規公募にて水素
貯蔵材料先端基盤研究事業へ

H20-22年度

H20-22年度

平成20-21年度終了

平成20-21年度終了

平成20-21年度終了

【実施体制 その２】
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 2．3 研究の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発責任者や研究開

発実施者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開発の目的及び目標

に照らし適切な運営管理を実施する。 

具体的には、必要に応じてＮＥＤＯに設置する技術検討委員会等における外部有識者の意見を運

営管理に反映させる他、適時委託先からプロジェクトの進捗について報告を受けるなどを行う。 

また、事業を効率的に推進するために、本事業の実施者間での報告会を開催し、実施者間及び関係

産業界等との情報の共有と共通認識を図ることとする。 

水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発に関する外部有識者（関係産業界、学識経験者、関連

事業関係者）による「推進助言委員会」を平成２１年１１月に開催し事業の進め方等について意見

及び助言を頂き取り進めた。また、実施者間での意見交換等のため「水素ステーション関連ＷＧ」、

（下部ＷＧとして水素ステーション関連サブＷＧ１、ＷＧ２）、「水素製造関連ＷＧ」、「水素貯蔵関

連ＷＧ」、「水素キャリア委員会」を開催し各プロジェクトの目標の共有化、進捗状況等について報

告を行い事業の推進を図った。下記に各ＷＧの参加対象テーマと実施者の構成及び実施内容を示す。 

 

【研究開発の運営管理（ＷＧの目的、実施状況】 
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●「水素ステーション関連ＷＧ」の参加対象テーマと実施者 

ＷＧリーダー：(財)石油エネルギー技術センター 

・７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

実施者：(財)石油エネルギー技術センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、 

    日立オートモティブシステムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、(国)佐賀大学 

・低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

実施者：(株)タツノ・メカトロニクス 

・７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

実施者：ＪＸ日鉱日石エネルギー(株) 

・低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

実施者：(財)石油エネルギー技術センター、(株)キッツ、(株)山武、 

    (財)金属系材料研究開発センター、(株)日本製鋼所 

・都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

実施者：清水建設(株)、岩谷産業(株) 

・水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

実施者：(株)テクノバ） 

・ＩＥＡ/ＨＩＡ水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討 

実施者：(財)エンジニアリング振興協会 

 

さらに、サブＷＧによりテーマを絞り込んで「水素ステーション関連サブＷＧ１」はシステム技

術テーマを中心に実施したサブＷＧであり、「水素ステーション関連サブＷＧ２」は要素機器技術

テーマを中心に実施したサブＷＧである。 

このＷＧでは、最終目標である設備コスト ２億円以下／システム［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、

土地取得価格を除く］に向けて各機器メーカと検討を行い、現時点で約２．５億円程度の見通しを

得ており、最終目標値へ向けて検討中である。また、耐久性に関しても各機器メンテナンス回数１

回以下/年［日常的な簡易検査やメンテナンスを除く］について各実施者が試験室レベルでデータ

検証中であり、これに並行して各要素機器を組み合わせたシステムして東邦ガス総合研究所でデー

タ検証試験中であり試験室レベルのデータとシステム実証データとを総合的に検討しながら最終目

標値に向けて取り進めている。 

 

●「水素製造関連ＷＧ」の参加対象テーマと実施者 

ＷＧリーダー：東京ガス(株) 

・水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

実施者：東京ガス(株)、日本特殊陶業(株) 
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・水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 

実施者：三菱化工機(株) 

・ＣＯ２膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

実施者：(株)ﾙﾈｯｻﾝｽ・ｴﾈｼﾞｰ・ﾘｻｰﾁ、(国)神戸大学、(国)京都大学、(独)産業技術総合研究所、 

    (株)ミクニ） 

 

２０１５年のオンサイト型の水素ステーションの水素製造装置の低コスト化、高耐久性に向けて

各実施間で実施内容、進捗状況を報告し共有化を図った。また、各実施者間で相違していた効率の

定義、機器の稼働率の考え方について整理し目標値に対する整合性を図った。補機等の共通機器の

コスト低減策の検討討議を実施した。また、実施者による外部助言委員会にＮＥＤＯも参加し本事

業での位置づけあるいは方向付けについて助言を行った。 

 

●「水素貯蔵関連ＷＧ」の参加対象テーマと実施者 

ＷＧリーダー：日本重化学工業(株) 

・車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 

実施者：日本重化学工業(株)、サムテック(株)、(独)産業技術総合研究所 

・ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

実施者：(株)豊田中央研究所、(国)東北大学 

・ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 

実施者：日本重化学工業(株) 

 

水素貯蔵に関する情報交換を行い、熱処理時の温度履歴測定、スピニング時の温度変化測定につ

いて討議検討した。ハイブリッド貯蔵タンクに関する法令対応については高圧ガス保安法だけでな

く、道路運送車両法についても検討する必要があることが判明した。熱処理工程、研究設備、破裂

試験等の見学を行うと共に意見交換を実施し、情報の共有化に努めた。また、自動車メーカ等の

ユーザー・ニーズの研究開発への取り組みのためＷＧへの参加と意見交換を実施した。 

 

●「水素キャリア委員会」の参加対象テーマと実施者 

ＷＧリーダー：(財)エネルギー総合工学研究所 

・水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

実施者：(財)エネルギー総合工学研究所、岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、関西電力（株）、 

    清水建設（株）、三菱重工業（株）、千代田化工建設（株） 
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本委員会では、実施者のみならず外部有識者、関係業界団体等も委員会の委員として参加し、

ユーザー側での立場としての見解も網羅した。高圧水素、液体水素、有機ケミカルハイドライドに

よる供給フローについて検討し、各フローについて経済性等も検討した結果、普及初期では高圧 

水素供給が有利であることが判明した。これにより現在、高圧水素供給に集中した研究開発体制で

実施している。 

各「水素ステーション関連ＷＧ」、「水素ステーション関連サブＷＧ１」、「水素ステーション関連

サブＷＧ２」、「水素製造関連ＷＧ」、「水素製造プロジェクトで実施者独自での外部有識者による外

部助言委員会」、「水素貯蔵関連ＷＧ」、「水素キャリア委員会」での会議実績表を頁ＷＧ-(１)～

(７)に提示した。 

 

●ＮＥＤＯと実施者との面談及び意見交換について 

平成２０年より開始した事業で約１．５年経過した時期である、平成２１年度の中間期に各テー

マの実施者との面談を約１～２時間程度を掛け行い「進捗状況の報告、予算執行状況、課題の抽出、

今後の実用化に向けた見通し等」について聴取し状況把握と進言等を行った。これにより今後の各

テーマの課題等を把握し適切な方向付けを実施した。 

 

●他事業及び事業内のＷＧの連係体制について 

基礎基盤研究である「水素先端科学基盤研究事業、水素貯蔵材料先端基盤研究事業」、技術実証

である「燃料電池等システム実証研究」、また水素社会構築共通基盤整備事業（平成２１年度終

了）とも連携を図り取り進めている。 



Ⅱ-(35) 

 

：システム技術開発

：要素技術開発

：次世代技術開発等

【研究開発の運営管理（ 他事業及び事業内の連携）】

水
素
貯
蔵
材
料
先
端
基
盤
研
究
事
業

水素ステーション関連WG
東邦ガス、トキコ、日立ＡＭＳ、大陽

日酸、横浜ゴム、佐賀大、PEC

タツノ 清水建設、岩谷

PEC、キッツ、山武、日製鋼、JRCM

ＪＸ

a 水素製造関連WG

三菱化工機

東京ガス、日本特殊陶業

ルネッサンス、神戸大、京
都大、産総研、ミクニ

水素貯蔵関連WG

日重化、サムテック、産総研

豊田中研、東北大

日重化

次世代技術関連（貯蔵）

産総研、東北大

東北大

東海大

技術動向調査

テクノバ、エン振協

連携
（共同研究）

連携
（事業への取込）

水
素
先
端
科
学
基
礎
研
究
事
業

連携
（データ提供
材料評価）

燃料電池システム等実証研究事業
連携

（研究成果
の取込）

水素社会構築共通基盤整備事業

連携
（成果の共有）

情報提供

材料
提供

フィージビリティスタディ

エネ総工研、岩谷、
千代田化工等

連携
（WG参加）

連携
（情報提供）

（1 ）

（2） （3）

（4）
（5）

（6）
（7）

（9）

情報交流（8）

上記の（１）～（９）までの連携については以下のとおりである。 

（１）水素インフラに関する安全技術研究において設計、製作した７０ＭＰａ充填対応の蓄圧器を 

東邦ガスに建設したステーションに設置し、耐久性を検証している。また、蓄圧器に使用した 

材料の水素脆化を評価するため同ステーションでサーベランス試験を実施している。 

（２）水素ステーション関連ＷＧで実施している低コスト化検討とＪＨＦＣで実施しているＷＧ１で

のコスト評価分科会と連携し、ステーションの低コスト化に向けた検討を連携し実施している。 

また、水素ステーション関連ＷＧで検討している東邦ガスステーションとＪＨＦＣの千住ステー

ションでの共通課題であるプレクール設備、充填速度等の検討について連携を図り検討を実施し

ている。 

（３）ＪＨＦＣインフラモデル検討会で検討している水素製造装置のランニングコストの資料につい

て、水素製造関連ＷＧで詳細を検討し数値の見直し等の助言を実施したりし情報の共有化を図っ

た。 

（４）本事業で開発した流量調整弁等の水素用機器の部材を水素先端科学基礎研究事業に提供し、水

素環境下のトライボロジー評価研究の題材とすると共に、材料評価結果を本事業の機器開発に

フィードバックした。 

水素先端科学基礎研究事業で開発した水素物性データベースの情報をＮＥＤＯ関連事業関係者

に公開する場(２００９年１０月）に参画し、機器設計等への成果活用を検討するとともに、
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データベースの改善提案を行った。 

ＪＨＦＣ水素実証で用いた水素ステーションの解体材料を水素先端科学基礎研究事業に提供し、

水素環境での長期間使用材料の特性評価を行った。ここで明らかになった蓄圧器材料における 

熱処理の重要性情報を、ＪＨＦＣワーキングＧ会議にて報告し、安全な機器製造に関する情報の

共有を図った。 

（５）水素貯蔵材料先端基盤研究事業へは開発中の貯蔵材料を提供する。代わりに開発・整備してい

る先進的な解析技術等での解析データを受け取ることにより互いの目標達成に向けた連携を実施

した。 

（６）水素キャリアで検討した知見を水素ステーション関連ＷＧのメンバーにも公表し情報の共有化

を図るとともにＷＧへも参加し意見交換を図った。 

（７）技術動向について実施者よりＮＥＤＯをはじめ、各関連ＷＧのメンバーも参加してセミナーを

実施し情報の共有化を図った。 

（８）ＮＥＤＯ主催の水素貯蔵材料フォーラム及び連携成果報告会等で開発の進捗に関する情報を共

有化した。 

（９）水素貯蔵材料先端基盤研究事業へは先進的技術により開発中の貯蔵材料を提供する。代わりに

開発・整備している先進的な解析技術での解析データ、あるいは計算科学的手法による性能予測

データ等を受け取ることにより互いの目標達成に向けた連携を実施した。 

水素貯蔵材料に関しては、平成２２年度より水素貯蔵材料先端基盤研究事業に新規公募により 

実施する。 
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2．4 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

２０１５年をＦＣＶ、水素インフラの普及開始期としての位置付けである。 

（１）ＦＣＶ、水素インフラの実証試験を行う「燃料電池システム等実証研究」の後継実証事業

（２０１１～２０１５年度）を立ち上げ、本事業（２００８～２０１２年度）により技術 

開発が完了したシステム、機器から順次、実使用条件下での実証試験に移行し、その技術が

確立したことを検証する実用化、事業化への道筋を構築した。 

（２）技術開発が完了しても、実用化、事業化には現行の法規制等が支障となる場合がある。 

そのため、実用化、事業化に支障となるＦＣＶ、水素インフラの規制見直し、国際標準化に

資するデータ取得等を２０１０年度より本事業に取込んで実施した。（例えば、使用鋼種の 

拡大、複合容器の蓄圧器としての使用可、設計基準としての耐圧係数の見直し等） 

（３）成果を上げた後の実用化、事業化を優位にするためにも特許出願等を積極的に出願し権利

化するよう指導した。また、外部への成果のアピールのため、論文、プレス発表等を積極的

に実施することも指導した。 

 

３．情勢変化への対応 

本事業開始後、平成２２年３月、燃料電池実用化推進協議会（ＦＣＣＪ）が「２０１５年、一般

ユーザーへの普及開始を目指す」とする『ＦＣＶと水素ステーションの普及に向けたシナリオ』を

発表し、平成２３年１月、自動車メーカー及び水素供給事業者１３社がＦＣＶの国内市場導入に 

向けて共同で取り組むことに合意し、共同声明を公表。声明においては、２０１５年に自動車会社

がＦＣＶ量産車を販売すること、エネルギー事業者が４大都市圏を中心としてＦＣＶ量産車の販売

台数の見通しに応じて必要な規模（１００箇所程度）の水素ステーションを先行的に整備すること

を目指すことが示された。 

このような情勢変化に対して下記の通り対応している。 

 

（１）鋼種拡大に係る規制の再点検に対する対応 

  平成２２年６月に閣議決定された「規制・制度改革に係る対処方針（グリーンイノベーション分

野）」を受け、平成２２年末に水素ステーションの鋼種拡大に係る規制の再点検及びその結果を

踏まえた対応について今後の具体的な工程表が作成され、「例示基準に記載された使用可能鋼材

の拡大」が項目の一つに位置付けられた。 

   ⇒「水素先端科学基礎研究事業」と連係して、鋼種拡大に資するデータ・安全性のデータ取り

の加速に役立てた。 

   ⇒工程表の進捗に貢献。平成２４年度末に技術基準(案)完成見込み。 
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（２）水素ステーション１００箇所の先行整備に向けた対応 

  平成２３年１月、２０１５年のＦＣＶ普及開始に先駆け、１００箇所程度の商用水素ステーショ

ン設置・実証を行う共同声明が発表された。 

   ⇒２０１５年の商用水素ステーションの目標コスト達成に資する低コスト水素ステーション 

実証が可能となる見込み。 

 

（３）国際標準化への寄与  

  水素充填速度は、ガソリンスタンド並みの５ｋｇ／３分-Ｈ２が要求される。  

  １．水素充填プロトコルの標準化（急速充填、－４０℃のプレクール技術の対応）  

   ⇒SAE J2601-TIR FCV への水素急速充填プロトコルに従った急速充填の安全性を検証し、 

水素ステーション例示基準に採用となる見込み。 

  ２．水素充填コネクタの標準化 

   ⇒ISO17268 FDIS に基づき、ノズル・レセプタクルの低温信頼性評価（氷結状況確認等）を 

実施し、水素ステーション例示基準に採用となる見込み  
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４．中間評価結果への対応 

４．１ 中間評価の主な指摘に係る対応 

（１）指摘：本プロジェクトは、非常に広範な内容を含んでいる。 

      各開発技術間のインターフェイスの部分を、責任を持って管理する強力なリーダー 

シップを持ったプロジェクトリーダー（ＰＬ）を設置することが望ましい。 

  対応：広範囲の技術領域を含み、かつ基礎的分野から実用的分野までを広く包含する本プロ

ジェクトに精通し、的確な方向性をもって全体を強力にリードできるＰＬを選任。 

（九州大学：尾上先生） 

  成果：各開発技術の進捗管理を的確に実施し、各開発技術の目標に対し大きな成果を得た。 

（都市型コンパクト水素ステーションの実現の目処が立った等） 

（２）指摘：NEDO の他の水素関連事業と一体感をもって実施することが必要。 

  対応①：「水素先端科学基礎研究事業」との連携強化。 

  成果①：・規制合理化、国際標準化に資する材料データを特定し、取得の推進を実施。 

      ・水素充填ホース亀裂対策について、「耐水素性を有する水素バリア樹脂」の 

データを取得することにより水素充填ホース実用化（亀裂対策）に向けた課題 

検証（水素溶解量低減／異物対策）完了見込み。 

      ・弾性特性の感度の高い因子を把握することにより、緊急離脱カップリングの 

Ｏリングの水素漏洩対策の指針を得た。 

  対応②：「地域水素供給インフラ技術・社会実証」との連携強化。 

  成果②：・水素供給インフラの低コスト化に繋がる技術実証、調査等を行い、水素供給 

インフラ導入の可能性を明らかにした。 

４．２ 中間評価の指摘に係る対応（詳細） 

 （１）総合評価 

    本プロジェクトは国際的にも国内的にも重要な技術開発であり、水素社会の構築を目指し

て、水素製造、輸送・貯蔵の実用化、普及のための技術開発に向けて精力的な取り組みが行

われており、着実に成果を上げている。個別の研究開発成果については、高く評価できるも

のがあり、実用化の可能性を期待させるものである。 

一方、本プロジェクトは、非常に広範な内容を含んでいるので、目標達成のためには、 

システム技術開発と要素技術開発、次世代技術開発の３つの研究開発項目とそこに含まれる

個々のテーマの進捗状況を横断的に把握し、インターフェイスの部分について責任を持って

管理することが極めて重要である。そのために強力なリーダーシップを持ったプロジェクト

リーダーを設置することが望ましい。 

また、個別の技術には成熟度の高いものも見られるが、２０１５年を目標とする水素供給

インフラとしてのシステムの事業化という観点からは、事業化までの明確なシナリオが描け
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ていない。 

    【対処方針】 

    プロジェクトリーダーの設置：広範囲の技術領域を含み、かつ基礎的分野から実用的分野

までを広く包含する本プロジェクトの内容に精通し、強力なリーダーシップを発揮するＰＬ

を設置。（九州大学：尾上先生）また、本プロジェクトが他のプロジェクトと連携を深めさ

らに効果的な成果を得るため、水素事業に関連するＰＬ連絡会等の課題共有化の場を新に 

設ける。 

    事業化に向けたシナリオ作成：事業化という視点で、目指すべき技術成果とその活用方法

を見直し、システムとしての事業化までのシナリオを構築する。 

 （２）今後に対する提言 

    個々の技術開発のレベルが、基礎研究レベルから耐久性実証レベルまでばらばらであり、

２０１５年という早期の実用化開始をめざす基幹となる技術構成が不明確である。当面は 

コスト低減も重要であるが、フィールドテストに移行できるだけの信頼性のある技術確立に

注力すべきある。果たして社会システムとして成立するのかという観点から、例えば特区を

設定して推進することも必要であろう。同時に、平成２２年度からは本プロジェクトに 

基準・標準化研究が組み入れられているが、海外の強力な企業がしのぎを削る中、海外の 

動向も十分注視して国際標準に対応できる基準、標準化を進めるべきである。 

さらに、副生水素をクレジットや税制として優遇することや、安全面は重視したうえで、

高圧ガス保安法・消防法・建築基準法の規制緩和の検討が進むことを期待している。 

   【対処方針】 

    実用化開始時の基幹となる技術構成の明確化：早期の実用化を目指す技術については、 

基幹となる技術構成を明確にした上で今後２年間の開発においてより力点を置いた取り組み

を行う。 

    信頼性のある技術確立への注力：インフラ技術においては、安全性を含む信頼性は最優先

すべきものである。信頼性と経済性の両立が不可欠であり、現状でも十分な信頼性を考慮し

た開発を行っているが、実証試験等のプロジェクトに円滑に移行できるよう、更に信頼性を

向上させるよう取り組む。 

    特区での実証の検討：社会システムとしての成立の検証のため、開発成果は、今後広く 

実施が計画されている実証試験プロジェクトに適用を図る。 

    国際標準化の推進：これまでＩＳＯ/ＴＣ１９７（水素技術）やＩＳＯ/ＴＣ２２（電気自

動車）等、日本が国際標準化を主導するにあたって必要な基礎的データの取得を本事業にお

いて実施しており今後もデータ取得等を引き続き行う。 

    規制緩和に向けた検討の推進：規制緩和関連テーマは、水素供給インフラ普及には不可欠

で、今後重要テーマとして取り組むことを検討する。本年度は、規制緩和に関する研究開発



Ⅱ-(41) 

 

テーマを複数立ち上げたが、来年度も新な取り組みを検討する。 

 

 （３）事業の位置付け・必要性 

    本プロジェクトは、水素社会を構築するために燃料電池自動車（ＦＣＶ）の導入と普及を

図ることを大前提として、水素製造・輸送・貯蔵システムなどの実用的な技術開発を目的と

しており、システム・要素技術の開発と事業化調査に傾注している。基礎的かつ萌芽的な研

究要素も多く、産官学が一体となってＮＥＤＯが関与して開発を促進することは十分な意義

がある。エネルギー供給の安全保障、低炭素社会の構築などを鑑みると、本事業の重要性は

益々高まると考えられ、２０３０年の時点では市場規模に対する開発投資という観点から、

費用対効果は大きいものと考えられる。（指摘・問題点なし） 

 

 （４）研究開発マネジメント 

    本プロジェクトは、開発が広範であるがゆえに多くの企業、大学が参画しており、研究開

発の進展に応じて、計画の見直しも適切に実施されている。 

    一方、主要テーマ毎にワーキンググループを設置し運営や実施状況を管理、確認している

体制は見られたが、テーマ間の連携が具体的にどのようにおこなわれているのか明確でない。

システム技術開発と要素技術開発の整合性を図るマネジメントを強力に推進する必要がある。 

本プロジェクトの目標は２０１５年頃の水素供給インフラ市場立上げに必要な一連のシス

テムや機器の技術確立にあるので、中間評価という観点から最終目標達成のための手段を明

確にする必要がある。目標においては、経済性の面が強調されている。安全性と相反する面

があり、費用対効果とともに安全性の確保も重要である。 

これらの観点から、全体の整合性を図りながらプロジェクトを進めるプロジェクトリー

ダーが不可欠である。また、技術の普及への取り組みについては実証事業との連携、標準化

についても基準・標準化の研究開発との連携を強化すべきである。特に、国際標準を目指す

戦略が明確でなく、戦略策定が重要である。 

【対処方針】 

    テーマ間連携方法の明確化：これまで定期的にワーキンググループにおける情報交換を 

実施してきたが、情報交換が具体的にみえるように検討する。 

システム・要素の両技術開発の整合性を図るマネジメントの推進：新に設置するＰＬと 

ＮＥＤＯにより、プロジェクト全体にわたってより整合の取れたマネジメントを推進する。 

最終目標達成手段の明確化：中間評価の結果を踏まえ、事業化までを考慮した技術開発全

体シナリオを構築し、最終目標達成のための課題と手段を明確にする。 

経済性と安全性の両立：インフラ技術においては、安全性確保は最優先されるものである。

安全性と経済性の両立が不可欠であり、現状十分な安全性を検証する開発を行ってはいるが、
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更にその成果が実用的に受け入れられるよう安全性の確保に配慮する。 

プロジェクトリーダーの設置：広範囲の技術領域を含み、かつ基礎的分野から実用的分野

までを広く包含する本プロジェクトの内容に精通し、強力なリーダーシップを発揮するＰＬ

を設置。また、本プロジェクトが他のプロジェクトと連携を深めさらに効果的な成果を得る

ため、水素事業に関連するＰＬ連絡会等の課題共有化の場を新に設ける。 

    関連する他事業との連携強化：関連する他のプロジェクトとの連携強化に向け、情報提供

および成果の共有化の場を設ける。具体的には①「水素先端科学基礎研究事業」との連携強

化を行い、(a)規制合理化、国際標準化に資する材料データを特定し、取得の推進を実施。

(b)水素充填ホース亀裂対策について、「耐水素性を有する水素バリア樹脂」のデータを取得

することにより水素充填ホース実用化（亀裂対策）に向けた課題検証（水素溶解量低減／異

物対策）完了見込み。(c)弾性特性の感度の高い因子を把握することにより、緊急離脱カッ

プリングのＯﾘﾝｸﾞの水素漏洩対策の指針を得た。②「地域水素供給インフラ技術・社会実

証」との連携強化を行い、(a)水素供給インフラの低コスト化に繋がる技術実証、調査等を

行い、水素供給インフラ導入の可能性を明らかにした。 

国際標準の戦略策定：これまでＩＳＯ/ＴＣ１９７（水素技術）やＩＳＯ/ＴＣ２２（電気

自動車）等、日本が国際標準化を主導するにあたって必要な基礎的データの取得を本事業に

おいて実施している。なお、現在、内閣官房知的財産戦略本部・国際標準化戦略タスク

フォースで戦略検討が進められており、ＮＥＤＯとしてもデータ提供をしているが、その検

討結果を受けて、本事業での対応も検討する。 

 

 （５）研究開発成果 

    中間目標については、システム技術開発、要素技術開発、及び次世代技術開発において 

概ね達成されており、最終的な成果は、新しい技術領域の創出につながるものであり、最終

目標達成のための素地は十分できているものと考える。特に、ステーションあたり２億円と

いう線が見えてきたのは重要である。また、ホウ素系は２０１５年の実用化には困難も予想

されるものの、世界最高水準の学術的成果を挙げている。 

    一方、個々のテーマのいくつかは、最終目標の達成が困難で有るように見受けられる。 

２０１５年頃までに事業化等も見通せないテーマに関しては、知財権取得をしっかりすべき。

特に、水素貯蔵材料の開発は、水素エネルギーシステムにおいて最重要な要素技術であるが、

質量貯蔵密度、水素放出温度、耐久性及び材料コストに関しては目標達成を見通せない状況

にあるため、中長期の課題としての再考や見直しを含めて再検討も必要と考える。 

また、水素の供給源の見通しを明確にし、水素をステーションまで運搬するのか、ステー

ションで水素を発生させるのか、開発のターゲットをもっと絞り込むべきである。総花的な

開発では、費用対効果が少なくなる恐れがある。 
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【対処方針】 

    最終目標達成困難なテーマへの対応：最終目標達成の確度にかかわらず、知財権取得を 

積極的に推進する。 

水素貯蔵材料テーマの再検討：水素貯蔵材料の開発は、現状を見極めた上で、大幅な見直

しを視野に入れた検討を行う。 

水素供給源の絞込み：「水素供給価格シナリオ分析等に関する研究」等過去のＮＥＤＯ 

事業において、オンサイト水素供給とオフサイト水素供給の詳細について評価を行っており、

水素発生源については、供給エリア等供給状況によってそれぞれに強みがある。その供給 

エリア等供給状況に応じた普及が見込まれることから本研究開発における絞り込みは行わ 

ない。 

 

 （６）実用化・事業化の見通し 

    初期の水素スタンド向け技術・製品のめどは立ちつつあるなど実用化に繋がる可能性の 

ある研究成果も見られ、それによる波及効果も期待できる。 

  一方、競合しかつ先行するであろう電気自動車（ＥＶ）に対するＦＣＶの優位性の強調と

ユーザー側の評価が今後重要な視点となるであろう。 

また、目標に到達していない実施項目については、ロードマップを見直すとともに、将来

技術として可能性を検討するか、他の代替技術への展開も含めて再考することも必要がある。 

水素供給インフラとしてのシステムの事業化という観点からは、事業化までの明確なシナ

リオが描けておらず、このままでは２０１５年を目標とする早期の事業化は困難である。 

特に、水素製造設備と燃料電池自動車の開発・普及との整合性が取れておらず、再度事業化

のシナリオを練り直す必要がある。 

 【対処方針】 

    目標未達の実施項目への対応：目標未達の実施項目については、その技術の必要性と実現

困難度を再評価した上で、中断等を含む対処方法を検討する。 

    事業化に向けたシナリオ作成 ：事業化という視点で、目指すべき技術成果とその活用 

方法を見直し、システムとしての事業化までのシナリオを構築する。 

 

５．評価に関する事項 

本事業に対し、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標、成果の技術的意義ならびに 

将来の産業への波及効果等について評価を行うと共に、各研究開発項目毎に、進捗及び成果達成状況、

実用化の見通し等の中間評価を行い、研究開発計画・実用化見通しに反映した。 

 

 



水素ステーション関連WG　会議実績表 

回数
実施年月日
会議場所

議題 決定事項等
出席者

（団体・会社・大学名等）

1 平成21年9月17日 (1)水素ステーション (1)検討方針 東邦ガス　（2名）

13：30～15：30 　関連ＷＧの実施 　　・検討体制 トキコテクノ　（2名）

NEDO日比谷オフィス 　について 　　・サブワーキングの設置 日立オートモティブシステムズ　（1名）

　　・概略スケジュール 大陽日酸　（1名）

(2)検討項目と最終成果の 横浜ゴム　（2名）

　　まとめ方 佐賀大学　（1名）

新日本石油　（1名）

タツノ・メカトロニクス　（2名）

清水建設　（2名）

岩谷産業　（1名）

日本製鋼所　（2名）

キッツ　（2名）

金属系材料研究開発センター（2名）

山武　（2名）

千代田化工建設　（1名）

エンジニアリング振興協会（1名）

NEDO　（4名）

石油産業活性化センター（9名）

合計出席者　38　名

2 平成21年11月9日 (1)前回議事録確認 (1)前回議事録承認 トキコテクノ　（1名）

13：30～15：30 (2)検討要領について (2)検討要領の承認 日立オートモティブシステムズ　（1名）

NEDO日比谷オフィス 　　・検討前提 　　・検討前提 横浜ゴム　（1名）

　　・実施体制 　　・検討の連携体制 新日本石油　（2名）

(3)コスト低減の検討 (3)検討目標コスト タツノ・メカトロニクス　（1名）

　目標コストの設定 清水建設　（1名）

岩谷産業　（1名）

キッツ　（2名）

金属系材料研究開発センター（2名）

山武　（3名）

エンジニアリング振興協会（1名）

NEDO　（3名）

石油産業活性化センター（6名）

合計出席者　25　名

3 平成22年1月14日 (1)前回議事録確認 (1)前回議事録承認 東邦ガス　（1名）

13：30～16：00 (2)中間報告 (2)個別中間報告内容 トキコテクノ　（1名）

NEDO日比谷オフィス (3)検討目標コストの (3)検討目標コスト 大陽日酸　（1名）

　見直し 横浜ゴム　（1名）

新日本石油　（2名）

タツノ・メカトロニクス　（1名）

清水建設　（2名）

岩谷産業　（1名）

日本製鋼所　（1名）

キッツ　（2名）

金属系材料研究開発センター（2名）

山武　（3名）

千代田化工建設　（1名）

エンジニアリング振興協会（1名）

NEDO　（2名）

石油産業活性化センター（8名）

合計出席者　30　名

WG-(1)

(2)今後のスケジュール



4 平成22年3月19日 (1)前回議事録確認 (1)前回議事録承認 東邦ガス　（1名）

13：30～16：00 (2)最終報告 (2)個別最終報告内容 トキコテクノ　（1名）

石油産業活性化センター (3)最終コスト低減見込み 大陽日酸　（1名）

横浜ゴム　（1名）

新日本石油　（2名）

タツノ・メカトロニクス　（1名）

清水建設　（2名）

岩谷産業　（1名）

日本製鋼所　（2名）

キッツ　（1名）

金属系材料研究開発センター（1名）

山武　（3名）

千代田化工建設　（1名）

エンジニアリング振興協会（1名）

NEDO　（2名）

石油産業活性化センター（7名）

合計出席者　28　名

WG-(2)



水素ステーション関連サブWG1  会議実績表 

回数
実施年月日
会議場所

議題 決定事項等
出席者

（団体・会社・大学名等）
1 平成21年10月1日 (1)検討の体制及び分担 東邦ガス　（2名）

14：00～16：00 (2)検討前提モデルとして 新日本石油　（2名）

航空会館 　ＰＥＣモデルを選定 清水建設　（1名）

(2)検討の前提モデル 岩谷産業　（1名）

千代田化工建設　（1名）

 エンジニアリング振興協会（1名）

NEDO　（1名）

石油産業活性化センター（4名）

合計出席者　13　名

2 平成21年10月16日 (1)前回議事録の承認 東邦ガス　（1名）

13：00～15：00 (2)ＰＥＣモデルの承認と検討 新日本石油　（2名）

石油産業活性化センター (2)PECモデルの説明 　前提へのコメント 清水建設　（1名）

(3)検討の進め方 (3)検討目標の設定と今後の 岩谷産業　（1名）

　予定  エンジニアリング振興協会（1名）

NEDO　（2名）

石油産業活性化センター（6名）

合計出席者　14　名

水素ステーション関連サブWG2  会議実績表 

回数
実施年月日
会議場所

議題 決定事項等
出席者

（団体・会社・大学名等）
1 平成21年10月7日 (1)検討の進め方 (1)検討の体制及び分担 トキコテクノ　（1名）

14：00～16：00 (2)検討前提モデルとして 日立オートモティブシステムズ（1名）

航空会館 　ＰＥＣモデルを選定 横浜ゴム　（2名）

(3)検討前提として考慮すべ タツノ・メカトロニクス（1名）

　き項目 キッツ　（2名）

金属系材料研究開発センター（2名）

山武　（3名）

エンジニアリング振興協会（1名）

NEDO　（1名）

石油産業活性化センター（6名）

合計出席者　20　名

2 平成21年11月5日 (1)前回議事録の確認 (1)前回議事録の承認 トキコテクノ　（2名）

14：00～16：00 (2)検討前提の確認 (2)検討前提の承認 日立オートモティブシステムズ（1名）

石油産業活性化センター (3)検討の進め方 (3)検討目標の設定と今後の 大陽日酸　（1名）

　予定 横浜ゴム　（2名）

タツノ・メカトロニクス（1名）

キッツ　（2名）

金属系材料研究開発センター（2名）

山武　（4名）

エンジニアリング振興協会（1名）

石油産業活性化センター（4名）

合計出席者　20　名

WG-(3)

(1)サブＷＧ１の検討
   体制及び分担

(1)前回議事録の確認

(2)検討の前提モデル



水素製造WG　会議実績表 

回数
実施年月日
会議場所

議題 決定事項等
出席者
（団体・会社・大学名等）

1 平成21年4月27日 NEDO（5名）

15:00 - 17:00 東京ガス（3名）

日本特殊陶業（3名）

NEDO川崎 2101会議室 三菱化工機（3名）

ﾙﾈｯｻﾝｽ･ｴﾈｼﾞｰ･ﾘｻｰﾁ（1名）

合計出席者15名

2 平成21年9月25日 NEDO（2名）

13:30 - 16:00 東京ガス（1名）

日本特殊陶業（2名）

NEDO川崎 2303会議室 三菱化工機（2名）

ﾙﾈｯｻﾝｽ･ｴﾈｼﾞｰ･ﾘｻｰﾁ（2名）

合計出席者　9名

3 平成22年2月8日 NEDO（3名）

13:30 - 16:30 東京ガス（2名）

日本特殊陶業（1名）

NEDO川崎 2302会議室 三菱化工機（2名）

ﾙﾈｯｻﾝｽ･ｴﾈｼﾞｰ･ﾘｻｰﾁ（1名）

合計出席者　9名

WG-(4)

(1)各委託先進捗報告
(2)WGのあり方について

(1)効率の定義、補機の低コスト化
　 など共通の議題を議論する場
　 とする。

(1)水素製造WGのアンケート結果
　　について
(2)水素製造装置の各社現状報告

(1)効率の定義について統一化
　 を目指す。
(2)東京ガス白崎氏をWGﾘｰﾀﾞｰ
　　とする。

(1)水素製造装置コスト低減に
   向けた検討
(2)効率の定義、稼働率の考え方の
　共有化
(3)水素製造装置の防爆基準について

(1)効率の定義、稼働率の考え方
　　について、WG内では東京ガス
　　案に統一する。



水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発　外部助言委員会  会議実績表 

回数
実施年月日
会議場所

議題 主な発言・助言 出席者

1 平成20年11月4日 (1)NEDO挨拶 宇都宮大学（1名）

14:30～17:00 (2)研究開発経緯の報告 九州大学（1名）

(3)各テーマの実施計画報告 東京大学（1名）

東京ガス（株）横浜研究所 (4)その他事務連絡 NEDO（1名）

東京ガス（3名）

日本特殊陶業（4名）

合計出席者11名

2 平成21年3月9日 (1)NEDO挨拶 宇都宮大学（1名）

14:00～16:00 (2)各テーマの実施計画報告 九州大学（1名）

(3)その他事務連絡 東京大学（1名）

東京ガス（株）横浜研究所 NEDO（1名）

東京ガス（4名）

日本特殊陶業（3名）

合計出席者11名

3 平成21年11月2日 (1)NEDO挨拶 宇都宮大学（1名）

13:30～15:00 (2)前回議事録確認 九州大学（1名）

(3)各テーマの実施計画報告 東京大学（1名）

九州大学 伊都キャンパス (4)その他事務連絡 NEDO（2名）

東京ガス（4名）

日本特殊陶業（3名）

合計出席者12名

4 平成22年5月24日 (1)NEDO挨拶 宇都宮大学（1名）

14:00～16:00 (2)前回議事録確認 九州大学（1名）

(3)各テーマの実施計画報告 東京大学（1名）

東京ガス（株）横浜研究所 (4)その他事務連絡 NEDO（1名）

東京ガス（6名）

日本特殊陶業（3名）

合計出席者13名

5 平成23年2月21日 (1)NEDO挨拶 宇都宮大学（1名）

12:30～14:30 (2)前回議事録確認 九州大学（1名）

(3)中間評価結果概要の報告 東京大学（1名）

日本特殊陶業（株）小牧工場 (4)各テーマの実施計画報告 NEDO（3名）

(5)その他事務連絡 東京ガス（3名）

日本特殊陶業（4名）

合計出席者13名

6 平成24年2月16日 (1)NEDO挨拶 宇都宮大学（1名）

15:00～19:30 (2)前回議事録確認 九州大学（1名）

(3)各テーマの実施計画報告 東京大学（1名）

東京ガス（株）本社 (4)その他事務連絡 NEDO（1名）

東京ガス（3名）

日本特殊陶業（4名）

合計出席者11名

WG-(5)

(1)試験計画はかなり厳しい内容
　　である。
(2)毎日ON/OFFする運転は、繰り
　　返しクリープが懸念される。

(1)FeO付着試験を行なっているが、
　　FeとFeOではメカニズムが違う。
(2)実証試験を行なう時期なので、
 　予算面でもNEDOにぜひ支援して
 　欲しい。
(3)モジュール中の流れが層流だと
   すると境膜ができやすい。

(1)難しい課題に取り組んでいるな
    か早く進捗している。
(2)最終目標であるリーク量に最初
    から拘らないこと。
(3)触媒の変化と水素分離膜の変
    化を切り離して評価すべき。
(4)触媒にセリアを添加するという
    方法もある。

(1)モジュール単体とシステムの違
   いを究明できれば実用化が見え
   てくる。
(2)Fe系異物が気相で飛来する可
    能性も調べるべき。
(3)２つのテーマそれぞれの位置づ
    けを明確にすべき。

(1)中間評価の点数は非常に高かっ
　　た。
(2)起動時間3時間未満という目標
　　は、廃止し、より実用化を意識
　　した目標に見直す。
(3)本テーマ内では要素技術をし
　　っかり固め、その後の実用化
　　は会社の努力で行うという当初
　　方針を維持すべきである。

(1)起動停止12回耐久性の目標を
　　追加する。
(2)メタン化触媒により不純物はほ
　　ぼ全量メタン化されるので、水
　　素純度99.99%を達成すればISO
　　基準も達成できる。
(3)緊急停止時の支持体クラック
　　は、Niの水蒸気酸化のほか、
　　膜起因の可能性もある。



水素貯蔵ＷＧ　会議実績表 

回数
実施年月日
会議場所

議題 決定事項等
出席者
（団体・会社・大学名等）

1 平成21年3月16－21日 (1)熱処理の影響調査 (1)熱処理時の温度履歴測定

サムテックインターナショナル
(2)スピニング時の
   熱影響調査

(2)スピニング時の
   温度変化測定

(3)熱処理工程の見学

合計出席者　7名

2 平成21年7月8日 (1)情報交換

11:00-17:00 (2)秘密保持について

佐賀大学　理工学部 (3)研究設備見学

合計出席者　１４名

3 平成21年7月8日

10:00-12:00

ＮＥＤＯ川崎

合計出席者　１０名

4 平成22年3月9日 (1)情報交換

13:00-17:00 (2)高圧容器の設備見学

サムテックインターナショナル (3)破裂試験の見学

合計出席者　１４名

5 平成22年5月10日 (1)意見交換会

13:30-16:30

航空会館

合計出席者　２５名

WG-(6)

日本重化学工業
サムテック
産総研
佐賀大学

(1)各グループの開発状況
    に関する報告

日本重化学工業
サムテック
産総研
佐賀大学
豊田中央研究所
ＮＥＤＯ

日本重化学工業
サムテック
産総研
佐賀大学
豊田中央研究所
東北大学
ＮＥＤＯ

(1)水素貯蔵材料開発や、ハイブ
   リッド貯蔵タンク開発に関し
   て意見交換会を行い、ユー
   ザーの立場から、多くの貴
   重な意見を頂いた。

燃料電池実用化推進協議会
日本重化学工業
サムテック
産総研
佐賀大学
豊田中央研究所
東北大学
ＮＥＤＯ

(1)各グループの開発状況に
   関する報告

(1)ハイブリッド貯蔵タンク
    の法令対応について

(1)法令対応について、高圧
   ガス保安法だけでなく、
   道路運送車両法につい
   ても検討する必要がある。

日本重化学工業
サムテック
産総研
佐賀大学
自動車工業会
ＮＥＤＯ



水素キャリア委員会　会議実績表 

回数
実施年月日
会議場所

議題 決定事項等
出席者
（団体・会社・大学名等）

1 平成20年12月19日 (1)業務の概要説明 (1)前提条件 委員（11名）

14:00～16:00 (2)前提条件の設定 横浜国大・委員長

燃料電池実用化推進協議会

(3)FSの評価方法 日本電機工業会

航空会館204会議室 　　他 日本ガス協会

エンジニアリング振興協会

産総研

新日本石油

石油産業活性化センター

出光興産

経済産業省　２名

ＮＥＤＯ　3名

岩谷産業

川崎重工

関西電力

清水建設

三菱重工

千代田化工建設

ｴﾈﾙｷﾞｰ総合工学研究所　事務局（6名）

合計出席者　29名

2 平成21年2月23日 (1)前回議事録確認 委員（10名）

10:00～12:00 (2)前提条件（その２） 横浜国大・委員長

(2)成果報告書のまとめ方 燃料電池実用化推進協議会

　　他 日本電機工業会

富国生命ビル　中会議室 日本ガス協会

エンジニアリング振興協会

産総研

新日本石油

出光興産

ＮＥＤＯ　3名

岩谷産業

川崎重工

関西電力

清水建設

三菱重工

千代田化工建設

ｴﾈﾙｷﾞｰ総合工学研究所　事務局（6名）

合計出席者　26名

WG-(7)

(2)各水素キャリアのFSの
　　実施方針と方法第1回水素キャリア評価

委員会
(3)各水素キャリアの
　　FSの進め方とこ
　　れまでの結果
　　報告

(1)各水素キャリアのFS結果
　　に対する評価

第2回水素キャリア評価
委員会

(3)各水素キャリアの
　　FS結果報告



水素ステーション定例会議　会議実績表 

実施年月日 決定事項等

会議場所

1 平成22年2月24日 東邦瓦斯水素ステーションの ①評価試験の詳細内容検討 NEDO（3名）

16:00～17:30 評価試験内容検討 　耐久性評価試験内容 東邦瓦斯（3名）

JPEC 　連続充填試験 トキコテクノ（1名）

大陽日酸（1名）

横浜ゴム（1名）

佐賀大学（1名）

JPEC（4名）

合計出席者14名

2 平成22年3月26日 東邦瓦斯水素ステーションの ①評価試験の詳細内容検討 NEDO（2名）

13:30～15:30 運転状況、評価試験内容検討 東邦瓦斯（2名）

JPEC トキコテクノ（1名）

日立AMS（1名）

大陽日酸（1名）

横浜ゴム（2名）

JPEC（6名）

合計出席者15名

3 平成22年4月20日 東邦瓦斯水素ステーションの ①技術課題の抽出と対策検討 NEDO（1名）

13:30～17:00 運転状況確認、課題検討 　圧縮機 東邦瓦斯（3名）

東邦瓦斯技術研究所 　充填カップリング トキコテクノ（2名）

　充填容器内温度測定方法 日立AMS（1名）

　配管圧力損失（熱電対） 大陽日酸（1名）

横浜ゴム（1名）

佐賀大学（1名）

JPEC（2名）

合計出席者12名

4 平成22年5月20日 ①東邦瓦斯水素ステーションの ①技術課題の抽出と対策検討 NEDO（2名）

15:00～17:30 運転状況確認、課題検討 　最大流量試験 エンジニアリング協会（3名）

回数 議題
出席者

（団体・会社・大学名等）

JPEC ②JHFCステーション情報収集 　昇圧率一定充填試験 東邦瓦斯（3名）

　プレクール設備熱交換器 トキコテクノ（1名）

　通信充填 日立AMS（2名）

　水素ガス中の水分の影響 大陽日酸（2名）

　充填解析シミュレーション 横浜ゴム（2名）

　充填容器内温度測定方法 佐賀大学（1名）

JPEC（7名）

合計出席者23名

5 平成22年8月2日 技術課題対応の進捗確認 ①技術課題の抽出と対策検討 東邦瓦斯（1名）

14:00～16:00 　耐久性検証のための充填回数 トキコテクノ（2名）

JPEC 　緊急離脱カプラ耐久性検証方法 日立AMS（1名）

　故障予知、材料評価検証方法 大陽日酸（1名）

　充填ホース耐久性検証方法 横浜ゴム（2名）

　建設コスト低減方法 JPEC（5名）

合計出席者12名

6 平成23年5月27日 技術課題対応の進捗確認 ①技術課題の抽出と対策検討 NEDO（1名）

13:30～16:00 　複合容器充填タンクの導入方法 九州大学（PL）（1名）

東邦瓦斯技術研究所 　充填設備の運転上の課題 東邦瓦斯（4名）

　緊急離脱カプラ改良状況 トキコテクノ（2名）

　充填ホース改良状況 日立AMS（2名）

　故障予知技術開発状況 大陽日酸（1名）

　配管材料評価 横浜ゴム（1名）

　プレクール設備開発状況 佐賀大学（1名）

　充填解析プログラム開発状況 JPEC（3名）

　技術基準、規制合理化検討状況 合計出席者16名

WG-(8)



高強度配管材料ＷＧ　会議実績表 

回数
実施年月日
会議場所

議題 決定事項等
出席者

（団体・会社・大学名等）

1 平成22年12月16日 (1)新規金属材料 (1)提供時期 タツノ・メカトロニクス　（1名）

10：30～12：15 　による開発機器の 　・素材 キッツ　（2名）

NEDO川崎 会議室 　提供時期について 　・調節弁 山武　（1名）

(2)KHKへの申請 (2)確認結果報告、 金属系材料研究開発センター（2名）

　について 　協力体制確認 NEDO　（2名）

石油産業活性化センター（2名）

合計出席者　10　名

2 平成23年1月18日 (1)高圧ガス申請方法 (1)申請の窓口、分担 タツノ・メカトロニクス　（2名）

10：00～11：30 (2)高圧ガス申請の (2)試験方法、試験条件 金属系材料研究開発センター（2名）

PEC第１会議室 　評価試験内容 石油産業活性化センター（5名）

合計出席者　9　名

3 平成23年1月25日 (1)前回議事録確認 (1)前回議事録追記事項確認 タツノ・メカトロニクス　（2名）

13：30～16：30 (2)評価試験 (2)試験材、試験時期、 キッツ　（1名）

NEDO川崎 会議室     試験実施者 山武　（1名）

(3)素材の提供 (3)試験素材形状 新日鐵（2名）

(4)高圧ガスの (4)申請の実施者 金属系材料研究開発センター（2名）

　申請について NEDO　（2名）

石油産業活性化センター（3名）

合計出席者　13　名

4 平成23年5月9日 (1)前回までの (1)内容確認 タツノ・メカトロニクス　（2名）

16：00～17：45 　打合内容確認 　・ステーション仕様 キッツ　（1名）

NEDO日比谷 会議室 　･試験材手配方法 山武　（1名）

　・高圧ガス申請方法 新日鐵（2名）

(2)進捗とスケジュール (2)各機器開発の進捗、 金属系材料研究開発センター（3名）

　ステーション仕様面の懸案 NEDO　（2名）

石油産業活性化センター（7名）

合計出席者　18　名

　　　　　WG-(9)



水素ステーション開発・実証連携会議　会議実績表 

実施年月日 決定事項等

会議場所 （団体・会社・大学名等） (人数)

1 平成23年6月17日 ・技術開発分野 【発表テーマ】 九州大学 1

13：00～15：00   全般の技術発表 ①水素ｽﾃｰｼｮﾝ技術開発 ＨｙＳＵＴ　 10

石油エネルギー技術センター 　　　（石油ｴﾈﾙｷﾞｰ技術ｾﾝﾀｰ）　 ＮＥＤＯ 2

②先行4項目基準検討 石油エネルギー技術センター　 9

　　　（石油ｴﾈﾙｷﾞｰ技術ｾﾝﾀｰ）　

③規制合理化（１０項目）

　　　（石油ｴﾈﾙｷﾞｰ技術ｾﾝﾀｰ）

　　 合計 出席者 22

2 平成23年7月22日 ・技術開発分野 【発表テーマ】 九州大学　 1

13：30～17：30   個別の技術発表 ①新規開発鋼種の材料特性 佐賀大学　 1

NEDO日比谷オフィス 　　　　(金属系材料研究 日立ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ 1

　　　　　　　　　　開発ｾﾝﾀｰ) トキコテクノ　 2

②鋼製蓄圧器の高耐久化、 大陽日酸　 3

   低コスト化 横浜ゴム　 1

　　　　　　　　（日本製鋼所） 日本製鋼所　 3

③70MPa級高圧ﾎﾞｰﾙﾊﾞﾙﾌﾞ キッツ　 2

　　　　　　　　　　　　(キッツ）　 山武(アズビル)　 3

④水素用流量調節弁 神戸製鋼所　 2

⑤制御システム 三菱化工機　 3

               　　  (アズビル) サムテック　 2

⑥直接充填方式圧縮機 日本特殊陶業　 1

　　　　　　　　（神戸製鋼所） ミクニ　 1

⑦高圧水素用ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ タツノ 1

                 (日立、ﾄｷｺﾃｸﾉ) 東京ガス 5

⑧ﾌﾟﾚｸｰﾙ熱交換器の小型化 大阪ガス 1

　　　　　　　　　(大陽日酸) 東邦ガス 1

⑨水素充填シミュレーション 岩谷産業 2

　　　　　　　　　（佐賀大学）　 日本エア・リキード 2

⑩水素製造装置 ＪＸ日鉱日石ｴﾈﾙｷﾞｰ 1

                  (三菱化工機)　 出光興産 1

⑪ステーション用複合容器 コスモ石油 1

　　　　　（JX日鉱日石ｴﾈﾙｷﾞｰ） ｺｽﾓｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 4

⑫先行4項目基準検討 昭和シェル石油 1

　　　（石油ｴﾈﾙｷﾞｰ技術ｾﾝﾀｰ）　 燃料電池推進協議会 2

⑬規制合理化（１０項目） 金属系材料研究開発ｾﾝﾀｰ 3

　　　（石油ｴﾈﾙｷﾞｰ技術ｾﾝﾀｰ）　 日本自動車研究所 2

日本ガス協会 1

ＨｙＳＵＴ　 7

NEDO　 5

石油エネルギー技術センター　 11

合計 出席者 77

3 平成23年12月12日 ・ディスペンサ、 【発表テーマ】 九州大学　 1

14：00～17：30 　バルブ、周辺機器類 ①新規開発鋼種の材料特性 日立ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ　 2

石油エネルギー技術センター 　の技術発表 　　　　(金属系材料研究 1

　　　　　　　　　　開発ｾﾝﾀｰ) 大陽日酸　 1

②70MPa級高圧ﾎﾞｰﾙﾊﾞﾙﾌﾞ 神戸製鋼所 2

  　　　　　　　　　　　　(キッツ）　 ヤマト産業

③水素用流量調節弁 横浜ゴム　 1

                    (アズビル) キッツ　 3

④高圧水素用ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ 山武(アズビル)　 1

                 (日立、ﾄｷｺﾃｸﾉ) 東京ガス 4

⑤ﾌﾟﾚｸｰﾙ熱交換器の小型化 大阪ガス 1

　　　　　　　　(大陽日酸) 東邦ガス 1

日本エア・リキード 1

金属系材料研究開発ｾﾝﾀｰ 3

燃料電池推進協議会 1

ＨｙＳＵＴ　 6

NEDO　 3

石油エネルギー技術センター　 9

合計 出席者 41

　　　　　WG-(10)

回数 議題
出席者



4 平成24年1月20日 ・蓄圧器、圧縮機の 【発表テーマ】 九州大学　 1

13：30～17：00 　技術発表 ①直接充填方式圧縮機 佐賀大学　 1

石油エネルギー技術センター 　　　　　　　　（神戸製鋼所） 日立ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ　 1

②鋼製蓄圧器の高耐久化・ 大陽日酸　 5

　 低コスト化 神戸製鋼所 4

　　　　　　　　（日本製鋼所） 日本製鋼所 3

③制御システム ヤマト産業 1

                 (アズビル) タツノ 2

④高圧水素ディスペンサー キッツ　 1

                 (タツノ) 山武(アズビル)　 3

⑤水素ステーション動的解析 東京ガス 4

　　　（石油ｴﾈﾙｷﾞｰ技術ｾﾝﾀｰ）　 大阪ガス 2

東邦ガス 2

岩谷産業 1

JX日鉱日石エネルギー 4

出光興産 1

コスモ石油 2

日本エア・リキード 3

川崎重工 1

三菱化工機 1

ハマイ 1

経済産業省 2

福岡県 1

燃料電池推進協議会 1

ＨｙＳＵＴ　 8

NEDO　 2

石油エネルギー技術センター　 8

合計 出席者 66

5 平成24年1月26日 ・解析、エンジニアリ 【発表テーマ】 九州大学　 1

13：30～17：00 　ング技術の技術発表 ①水素ステーション構築 佐賀大学　 1

石油エネルギー技術センター 　 　　　　　　　　　　　（大陽日酸） 九州産業大学 1

②水素ステーション構築 日立ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ　 1

　　　　　　（日本エア・リキード） 大陽日酸　 5

③蓄圧器（複合容器） 神戸製鋼所 1

　　　　　（JX日鉱日石ｴﾈﾙｷﾞｰ） ヤマト産業 4

④水素ステーション構築 タツノ 2

　　　　　　　　　　　　（岩谷産業） キッツ　 1

⑤充填モデル（理論） アズビル　 2

　　（佐賀大学・九州産業大学） 東京ガス 6

⑥低コスト水素ステーション 大阪ガス 2

　　　　　　　　（ヤマト産業） 東邦ガス 2

岩谷産業 1

JX日鉱日石エネルギー 1

コスモ石油 3

日本エア・リキード 2

川崎重工 1

三菱化工機 1

千代田化工 2

ハマイ 1

福岡県 1

金属系材料研究開発ｾﾝﾀｰ 1

燃料電池推進協議会 2

ＨｙＳＵＴ　 10

NEDO　 2

石油エネルギー技術センター　 8

合計 出席者 65

　　　　　WG-(11)



6 平成24年6月26日 ・鉄鋼材料の技術発表 【発表テーマ】 日立ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ　 1

13：30～16：00 　 ①技術基準に関する検討 日立プラントテクノロジー 1

NEDO霞ヶ関分室 　 （鋼種 拡大） 日東工器 1

　　　（石油ｴﾈﾙｷﾞｰ技術ｾﾝﾀｰ）　 巴商会 2

②鋼製蓄圧器の材料選定と 大陽日酸　 2

　 安全性評価 日本製鋼所（ＪＳＷ） 2

　　　　　　　　　　（日本製鋼所） トキコテクノ 1

タツノ 1

キッツ　 1

東京ガス 2

岩谷産業 5

JX日鉱日石エネルギー 4

出光興産 1

昭和シェル 1

東邦ガス 3

日本エア・リキード 2

燃料電池推進協議会 2

日本ガス協会 1

ＨｙＳＵＴ　 6

NEDO　 3

石油エネルギー技術センター　 5

合計 出席者 47

　　　　　WG-(12)



水素充填プログラム開発全体報告会　会議実績表 

実施年月日 決定事項等

会議場所 （団体・会社・大学名等） (人
数)1 平成23年12月1日 プログラム開発の課題検討 ①開発項目、優先順位、期限 NEDO 1

15:00～17:45 ②既存プログラム改造方法 佐賀大学 2

JPEC 九州大学 2

九州産業大学 1

JPEC 6

合計 出席者 12

2 平成24年3月22日 プログラム開発の進捗確認と ①技術課題の抽出と対策検討 NEDO 2

15:00～18:00 技術課題検討 　直充填プログラム 佐賀大学 2

佐賀大学 　HYSYS動的解析 九州大学 1

　温度計測誤差 九州産業大学 1

JX 2

JPEC 3

合計 出席者 11

3 平成24年8月10日 プログラム開発の進捗確認と ①技術課題の抽出と対策検討 NEDO 1

15:00～18:15 技術課題検討 　プレクール解析プログラム 佐賀大学 2

佐賀大学 　差圧充填解析プログラム 明石工専 1

　温度計測誤差 九州産業大学 1

　HYSYS動的解析 東京ガス 1

JPEC 3

合計 出席者 9

WG-(13)

回数 議題
出席者
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Ⅲ．研究開発成果について 

１．事業全体の成果 

研究目標に対して総じて達成したものと判断できる。本事業の最終目標はＦＣＶ、水素ステー

ションの普及であるが現在これらが実証段階の国は米国、独国そして日本である。世界的に見ても

日本は先駆者であり、地球温暖化防止等の対応のため、この成果は日本国内のみならず世界市場の

拡大が期待できる。ＦＣＶ、水素ステーションが普及すれば民間レベルで各機器の効率化、低コス

ト化等の技術開発の競争が促進されることが期待できる、また新たな周辺産業として例えば、定期

メンテナンス、点検検査等の業務が立ち上げることも考えられる。 

 

1．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」 

「７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発」では市場立

上げ時期に必要となる７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器システムとして低コスト化

（設備コスト２億円以下／システム<３００Ｎｍ３/ｈ>）、高耐久性（メンテナンス回数１回／年 

以下）を満足する技術を確立することが研究目標であるが、２億円以下を見通せる技術を確立、

５ｋｇ/３分充填、充填プロトコル、通信充填の連携を確認し達成見込みで、７０ＭＰａ級ステー

ション機器システム技術の水素ステーション事業への適用可能性の見通しを得ており、目標に対し

て充分な成果を達成した。「車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術に関する研究開発」では水素 

ステーション機器システムと連動させたトータルシステムの中で、車載等水素貯蔵／輸送システム

に水素をスムーズに充填できると共に、中間目標に充分な成果を達成していたが、２０１５年の 

実用化に間に合うのか再評価し、研究目標の達成は困難と評価を得て、中間評価後、基礎研究の 

段階であると判断し、「水素貯蔵材料先端基盤研究事業」に移管した。 

 各プロジェクトの詳細については、2.1 項の研究開発項目毎の成果を参照のこと。 

 

  1．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」 

  要素技術については、いずれもシステム技術に適用できる技術であることから、システム技術 

開発で設定した達成目標を満たす内容となっている。水素製造機器要素技術での水蒸気改質方式に

関して、小規模のパイロットプラントを設計・製作し、性能の検証をほぼ達成しており充分な成果

を得ている。また、メンブレンタイプの研究開発に関しても研究目標に対して充分な成果を得てい

る。水素貯蔵材料（同材料容器を含む）・水素貯蔵/輸送容器要素技術に関しては中間目標に対して

一部未達成な部分があり、２０１５年に普及開始のインフラ技術確立を目指す本事業の目的と乖離

が出てきているとの評価を得て、中間評価後、基礎研究の段階であると判断し、「水素貯蔵材料先

端基盤研究事業」に移管した。また、水素ステーション機器要素技術では、水素ステーション機器

システムに適用される要素技術として、コスト低減に向けて検討をし、システム技術へ適用できる
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よう実施しており、研究目標に対して充分な成果を得ている。 

  各プロジェクトの詳細については、2.2 項の研究開発項目毎の成果を参照のこと。 

 

  1．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

  水素エネルギーの導入・普及に対し、新規の概念に基づく革新的な次世代技術（たとえば、化石

燃料以外からの水素製造等）の探索及び同技術の有効性確認・検証を行うと共に、水素社会実現の

ための技術開発シナリオの検討、水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ、基準・標準化

に資するデータ取得等を行うことが必要である。次世代技術開発について、平成２０年、２１年を

実施し成果を得ており、また技術開発シナリオについては、平成２０年度に「水素キャリアに応じ

たフィージビリティスタディ」、平成２２年度に「水素エネルギーシステムの社会的便益に関する

研究開発」を実施し、他プロジェクトへ内容を反映し成果を上げている。 

国際研究協力を含む国内外技術開発動向の調査、革新的な次世代技術の探索・有効性検証を実施

するとの研究目標に対し、水素・燃料電池関連国際機関（IEA/ AFCIA､IEA/HIA､IPHE）の研究・ 

政策動向を調査し、情報を産業界に展開しており、目標を達成出来た。この成果により、２０１５

年のＦＣＶ商用化にむけたインフラ整備の議論が進む中で、わが国の研究開発促進に貢献出来た。 

国内規制見直しでは使用可能鋼材拡充等に資するデータ取得し見直すとともに、国際標準化では

水素燃料仕様等の標準化を日本が主導的に進めるとの研究目標に対し、規制見直しに関する一般則

例示基準案、各種技術基準案等を作成し、水素燃料仕様、安全規格、性能規格の標準化への進捗を

達成した。この成果により、使用可能鋼材拡充において一般則例示基準が改定の見込みが得られ、

水素充填コネクタ国際規格の統一によるＦＣＶ普及を促進した。 

   各プロジェクトの詳細については、2.3 項の研究開発項目毎の成果を参照のこと。 

 

1．4 事業全体の成果概要 

1．4．1 事業全体 

 研究開発項目の研究目標に対して､下記の表のとおり概ね達成する見込みである。 

達成度「◎：大幅達成、○：達成、△：一部達成、×：未達」 

研究開発項目  研究目標  成果  アウトカム  評価 

（1）システム技術開発 

・70MPa 級ステーション

機器システム技術開発 

 

 

 

・車載等水素貯蔵／輸送

容器システム技術開発 

・低コスト化（設備

コスト 2 億円以下／

システム

<300Nm
3
/h>、高耐久

性（メンテナンス回

数 1 回／年以下） 

・2億円以下を見通

せる技術を確立 

・5kg/3 分充填、充

填プロトコル、通信

充填の連携を確認し

達成見込み 

・70MPa 級ステー

ション機器システム

技術の水素ステー

ション事業への適用

可能性の見通しを得

た 

△ 

・低コスト化（合金

コスト＝1万円/kg

以下に目処）、高性

能化（容器体積密度

＝28g-H
2
/L 以上） 

・水素貯蔵材料に関

して、2015 年の実用

化に間に合うのか再

評価し、最終目標の

達成は困難と評価 

・中間評価後、基礎

研究の段階であると

判断し、「水素貯蔵

材料先端基盤研究事

業」に移管した 

－ 
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（2）要素技術開発  

・水素製造機器要素技術

に関する研究開発 

 

 

 

 

・水素貯蔵材料・水素貯

蔵/輸送機器要素技術に

関する研究開発 

 

 

 

 

・水素ステーション機器

要素技術に関する研究開

発(低コスト機器開発、

高耐久化) 

 

 

 

・水素ステーション機器

要素技術に関する研究開

発(低コスト材料開発 

・改質効率＝80%以

上、起動時間＝3h 未

満、設備サイズ＝

10m
3
以下、設備コス

ト＝30 万円/Nm
3
・h

以下  

・水蒸気改質方式で

改質効率 84.4%、起

動時間 2h を達成、

概念設計により設備

サイズ・コストの見

通し得た 

・70MPa 級実証ス

テーションにおいて

本事業で試作した水

素製造装置の実証運

用が行われている 

○ 

・貯蔵材料に関し

て、質量貯蔵密度＝

6wt%以上、水素放出

温度＝150℃以下を

達成する可能性を見

極める  

・2015 年に普及開始

のインフラ技術確立

を目指す本事業の目

的と乖離が出てきて

いる評価 

・中間評価後、基礎

研究の段階であると

判断し、「水素貯蔵

材料先端基盤研究事

業」に移管した 

－ 

・設備コスト 2 億

円以下／システム

<300Nm
3
/h>、メンテ

ナンス回数 1 回／

年以下に繋がる要素

技術の確立  

・個別性能（蓄圧

器、バルブ、制御シ

ステム、調節弁）目

標は達成、2億円／

システム達成可能性

を提示 

・70MPa 級実ステー

ション、および実証

ステーションへの個

別機器の導入を計画

中または検討中 

○ 

・例示基準材

（SUS316L、A6061-

T6）より高強度、安

価な材料の開発、基

準・標準化に必要な

データを取得 

・鉄鋼系では低 Ni,

省 Mo 系、高 N系、

省 Mo 系ステンレス

を、アルミ系では

Al-Cu-Mg 系、6000

系合金を開発 

・鉄鋼系ではバルブ

等の特認取得に必要

なデータを提供、ア

ルミ系では自動車業

界に情報を提供 

○ 

（3）次世代技術開発 

・フィージビリティスタ

ディ等（革新的な次世代

技術の探索、有効性検

証） 

 

 

・規制見直し、基準・標

準化、技術開発動向調査 

・国際研究協力を含

む国内外技術開発動

向の調査、革新的な

次世代技術の探索・

有効性検証 

・水素・燃料電池関

連国際機関（IEA/ 

AFCIA､IEA/HIA､

IPHE）の研究・政策

動向を調査し、情報

を産業界に展開 

・2015 年の FCV 商用

化にむけたインフラ

整備の議論が進む中

で、わが国の研究開

発促進に貢献  

○ 

・国内規制見直しで

は使用可能鋼材拡充

等に資するデータ取

得し見直す 

・国際標準化では水

素燃料仕様等の標準

化を日本が主導的に

進める  

・規制見直しに関す

る一般則例示基準

案、各種技術基準案

等を作成 

・水素燃料仕様、安

全規格、性能規格の

標準化への進捗を達

成 

・使用可能鋼材拡充

において、一般則例

示基準が改定の見込

み 

・水素充填コネクタ

国際規格の統一によ

る FCV 普及の促進 

◎ 
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1．4．2 研究開発項目別の成果 

 

各テーマについての成果概要は以下のとおりである。 

 

達成度「◎：大幅達成、○：達成、△：一部達成、×：未達」 

研究開発項目Ⅰ：｢システム技術開発｣ 

研究目標 研究開発成果 達成度

（１）70MPa 級水素ガス充填対応 

ステーション機器システム技術に 

関する研究開発 

市場立上げ時期に必要となる

70MPa 級水素ガス充填対応ステー

ション機器システムとして以下を 

満足する技術を確立する。 

 

『中間目標』 

「水素安全利用等基盤技術開発」に

て開発した要素機器等に必要な改良

を加えつつ、水素ステーションシス

テムとして構成配置し、延べ 1 年以

上（DSS 運転等を含む）の耐久性を

検証する。 

 

『最終目標』 

低コスト化：設備コスト２億円以下

／システム 

［300Nm3/h 規模の場合、土地取得価

格を除く］ 

高耐久性 ：各機器メンテナンス 

回数 1 回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンス

を除く］ 

 

＜標準仕様検討＞ 

・「圧縮機併用差圧充填」と「機器パッケージ化等の

現地工事低減策」を採用した水素ステーション

は、設備費が 2億円以下となることを確認した。 

・設備費 2億円以下となった水素ステーション設備

仕様は、標準仕様として図面整備を行った。 

＜運転技術開発＞ 

・70MPa 級水素ステーションを建設し、普及前ならび

に普及初期の 1年相当の充填回数（270 回、945

回）の繰返し充填試験を行うことで、構成機器の

耐久性を確認し、技術課題を明らかにした。 

＜ディスペンサー機器開発＞ 

・ディスペンサーの主要構成機器（流量計、バルブ

類）において、普及初期の 1年相当の充填回数に

対する耐久性を有していることを確認した。 

・実ステーションの繰返し充填試験で技術課題の 

明らかになった緊急離脱カプラ、充填ホースに 

ついては、改良品を開発し、普及前の 1年相当の 

充填回数（270 回）の耐久性を確認した。 

・ディスペンサーの故障予知技術としてディスペン

サー配管に設置したフィルタでの異物捕集・監視

技術を検証し、捕集異物と不具合の関係を明らか

にした。 

＜プレクール設備開発＞ 

・プレクール熱交換器（熱交出口温度-20℃）の小型

化と低コスト化を行い、実ステーションにおいて

普及前の 1年相当の充填回数（270 回）の耐久性を

確認した。 

・水素ステーション設計や運転解析に活用できる 

シミュレーション技術として、充填タンク解析 

プログラム、プレクール熱交解析プログラムを 

開発した。 

 

 

○ 

 

 

（２）車載等水素貯蔵/輸送容器シス

テム技術に関する研究開発 

水素ステーション機器システムと

連動させたトータルシステムの中

で、車載等水素貯蔵／輸送システム

に水素をスムーズに充填できると 

共に、以下を満足する技術を確立 

する。 

 

『中間目標』 

低コスト化：水素貯蔵合金のコスト

・中間目標値（28g/L）を上回る体積貯蔵密度を 

有するハイブリッド貯蔵タンクの設計・製作を 

実施した。 

・中間目標である 2.7 質量%を超える水素吸蔵量

（3.2 質量%）を有する Ti-V-Mn 系 BCC 合金を合成

した。 

・低コスト化を目的として、V系合金の量産性のトラ

イをした。その結果、量産炉での溶解が可能であ

ることを確認し、製造コストの点からは、中間目

標値の\10,000 以下の目処が立った。しかし、原料

も含めたトータルのコストとして、安価な原料の

 

△ 

中間評価

後移管

 

 



Ⅲ-(5) 

 

を￥10,000/kg 以下にする目処を 

つける。 

高性能化：容器体積密度（外容積） 

＝28（g-H2/L）以上 

ハイブリッド容器システムの場合 

 

『最終目標』 

低コスト化：20 万円以下／容器シス

テム 

高性能化  

ハイブリッド容器システムの場合は、 

 圧力＝35MPa 

 質量貯蔵密度（システム）＝3wt% 

 水素量/容積/容器質量 

＝5kg/100L/165kg 

 

使用について検討が必要。  

・2015 年の実用化に間に合うのか再評価し、最終 

目標の達成は困難と評価を得て、中間評価後、 

基礎研究の段階であると判断し、「水素貯蔵材料 

先端基盤研究事業」に移管した。 

 

 

 

研究開発項目Ⅱ：｢要素技術開発｣ 

中間目標 研究開発成果 達成度

（１）水素製造機器要素技術 

 

  水蒸気改質方式に関して、 

 

『中間目標』 

小規模のパイロットプラントを設計・

製作し、性能の検証を行う。 

 

『最終目標』 

改質効率＝80%以上、 

起動時間＝3時間未満 

設備サイズ＝10m3以下、 

設備コスト＝30 万円/Nm3･h 

 

＜水素分離型リフォーマー＞ 

①ステーション運用者の視点から水素製造装置の 

仕様を明確化した。 

・装置能力：300Nm3/h 

・装置コスト：9000 万円以下 

・設置スペース：5.5m×10m（周辺スペース含む） 

・起動時間：１時間（DSS 運用） 

②改質器、バーナ構造の概念設計を行い改質器の 

小型化を図り、改質器サイズを従来比 1/5 とする

見通しを得た。  

・改質器、バーナ構造を模擬改質器燃焼試験で 

検証し、バーナ設計に反映した。  

・触媒試験により改質触媒の初期性能を確認し、 

比較的安価な Ni 系改質触媒にて S/C2.5 以下での

適用可能性を見出した。 

・水素製造装置のプロセス検討により改質効率 85% 

の見込みを得た。 

③吸着シミュレーション検討により真空再生の 

採用と再生サイクルの最適化により、水素回収率

90%の見通しを得た。 

・パイロット規模試験装置で操作パラメータが 

水素回収率、水素純度に及ぼす影響の傾向を 

把握した。 

・実規模システムの検討によりシステムサイズを 

従来比 1/2 とする見通しを得た。 

④水素製造装置試作機の設計、製作を行い、検証 

試験により目標以上の改質効率 84.4%を得た。 

ただし起動時間は 3時間と目標を超過した。 

⇒継続研究にて 2時間まで短縮した。  

⑤ステーション運用者の視点から試作機設計図書の

検討、評価を行い設計に反映し、試作機運転結果

を評価し、商用化に向けた改善点を挙げた。 

 

○ 
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さらに、300Nm3/h 商用機試設計を行い、目標設置

スペースに設置可能との見込みを得たが、コスト

は 1億円を超過する結果となった。 

 

＜改質器・ＰＳＡ精製＞ 

・ステーション運用者の視点から水素製造装置の 

仕様を明確化した。 

1)装置能力：300Nm3/h，2)装置コスト：9000 万円

以下，3)設置スペース：5.5m×10m（周辺スペース

含む），4) 起動時間：1時間（DSS 運用） 

・改質器、バーナ構造の概念設計を行い改質器の 

小型化を図り、改質器サイズを従来比 1/5 とする

見通しを得た。 

・改質器，バーナ構造を模擬改質器燃焼試験で検証

し、バーナ設計に反映した。 

・触媒試験により改質触媒の初期性能を確認し、 

比較的安価な Ni 系改質触媒にて S/C2.5 以下での

適用可能性を見出した。 

・水素製造装置のプロセス検討により改質効率 85% 

の見込みを得た。 

・吸着シミュレーション検討により真空再生の採用

と再生サイクルの最適化により、水素回収率 90% 

の見通しを得た。 

・パイロット規模試験装置で操作パラメータが水 

素回収率、水素純度に及ぼす影響の傾向を把握 

した。 

・実規模システムの検討によりシステムサイズﾞを 

従来比 1/2 とする見通しを得た。 

・水素製造装置試作機の設計、製作を行い、検証 

試験により目標以上の改質効率 84.4%を得た。 

ただし起動時間は 3時間と目標を超過した。 

⇒継続研究にて 2時間まで短縮した。 

・ステーション運用者の視点から試作機設計図書の

検討、評価を行い設計に反映し、試作機運転結果

を評価し、商用化に向けた改善点を挙げた。 

さらに、300Nm3/h 商用機試設計を行い、目標設置

スペースに設置可能との見込みを得たが、コスト

は 1億円を超過する結果となった。 

 

＜ＣＯ２膜分離法＞ 

①ＣＯ２選択透過膜の開発  

耐熱性の向上については、180℃において CO2/H2 
選択性≧200(mol 比)、ＣＯ２透過速度≧1×10-4 

mol/(m2 s kPa)の性能を安定して示す膜を開発した。

さらに、モジュール化が容易な円筒型メンブレンの

開発に成功した。 

②ＣＯ２変性触媒の開発  

Cu 系触媒、貴金属触媒共に高性能化に成功し、 

目標の性能を達成した。さらに、入り口用触媒（高

濃度 CO で高活性）と出口用触媒（低濃度 CO で高活

性）を開発。リアクター各部で有効に機能する２種



Ⅲ-(7) 

 

類の触媒の組合せの効果を確認。触媒だけで CO 転化

率 99%以上、CO 濃度 0.1%以下が実現できることを 

見出した。 

③メンブレンリアクターの設計 

平板型、円筒型などのリアクターの形状や加工性

の検討を行った。また、円筒型メンブレンによる 

リアクター設計を検討している  

 

（２）水素貯蔵材料（同材料容器を

含む）・水素貯蔵/輸送容器要素技術 

 

『中間目標』 

材料系の探索と開発を実施し、そこ

から材料組成等を絞り込み、最終目

標の質量水素密度６ｗｔ％以上およ

び水素放出温度１５０℃以下を達成

する新規材料の開発の可能性を見極

める。 

 

『最終目標』 

貯蔵材料（同材料容器や関連部品を含

む）に関しては、 

質量貯蔵密度＝６wt％以上、 

水素放出温度＝１５０℃以下、   

耐久性＝１０００回吸放出で初期貯

蔵性能の９０％保持、 

材料コスト＝１０００円/ｋｇ 

＜ホウ素系＞ 

・複合化に関しては、水素貯蔵に有利な反応経路を

理論計算により予測し、複合水素化物の貯蔵特性

における複合比の効果なども検討し、それらの 

最適化を進めた。 

・中間相に関しては、水素放出・再吸蔵過程で生成

した中間相を解明し、水素貯蔵特性における中間

相の役割を検討した。 

・水素放出・再吸蔵反応ともに促進できる添加物を

選定し、その促進機構を解明した。また、 

微細構造を調査することによって、反応速度の支

配因子を抽出した。  

＜ラーベス構造＞ 

・2段のプラトーが出現することで水素吸蔵量が 

それまでの 1.0 質量％から 1.7 質量％に増加し

た、MgPrNi4組成の C15b型のラーベス構造を有した

合金を開発した。 

・313K で 300 サイクルの水素吸蔵・放出を繰り返し

た後でも，95％以上の水素吸蔵・放出量を維持 

することができる Mg1.4Pr0.6Ni4組成の合金を開発 

した。 

・C14 型のラーベス構造を有した CaLi2組成合金 

および第 3元素置換を行った合金を正確に作製す

ることができる，ヘリウム雰囲気での浮遊溶解に

よる手法を開発した 

 

△ 

中間評価

後移管

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）水素ステーション機器要素技

術 

水素ステーション機器システムに適用

される要素技術として、下記目標達

成に繋がる技術として確立する。 

 

『中間目標』 

普及に向けた水素ステーションシステ

ム及び機器に関するコストダウン検討

を行い、その対策案を検証する。 

 

『最終目標』 

低コスト化：設備コスト ２億円以下

/システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地

取得価格を除く]  

高耐久性：各機器メンテナンス回数 

１回以下/年 

＜ディスペンサー＞ 

①ディスペンサー開発 

・他のＮＥＤＯ事業で開発した新素材のボール 

バルブ、流量調節弁を組込み、ディスペンサーを

開発した。 

・機能を集約化した制御基板による基本的な充填制

御方法が確立できた。 

・水素対応の防爆を申請しほぼ取得完了した。 

・構成機器の信頼性データを調査取得し耐久性を 

確認した。 

②コリオリ流量計開発 

・ＳＵＨ６６０を使用したフローチューブで器差測

定、圧力損失測定等の性能試験をおこない、良好

な結果が得られた。 

・改良したコアプロセッサー用の制御基板を開発

し、この基板上で動作する流量計測プログラムの

動作検証をおこなった。 

・水素対応の防爆申請のために評価試験をおこな

 

○ 
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［日常的な簡易検査やメンテナンス

を除く］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い、必要となるデータを取得した。申請図面、 

計算書を作成し防爆申請をおこなった。 

③プレクール装置 

・社内ヘリウムガス設備に設置した基礎評価装置で

性能試験から課題を抽出した。 

・試験結果、検討課題から水素ステーションにおけ

るプレクール装置の最適化検討をおこなった。 

 

＜大型複合容器＞ 

①ＦＷ成形技術の開発 

・大型複合蓄圧器の製作：ＴＰＰを利用したＤＲＹ

法を用い、２００ＬのＣＦＲＰ蓄圧器において 

破裂圧力３４５ＭＰａを達成した。 

・大型複合蓄圧器の製造および評価技術の開発： 

大型ＦＷ装置を設計開発し、６ｍ、１６００ｋｇ

までの大型蓄圧器の作製及び評価（破裂試験、 

サイクル試験、他）が可能となり、３００Ｌ蓄圧

器の試作を行い、長尺化による問題点のないこと

を確認した。 

②内部加熱法の開発 

・外部加熱装置の併用検討：内部加熱に外部加熱を

加えることで、ＣＦＲＰ層を均一に、効率よく 

加熱することが可能となった。 

・小型容器での効果確認：外部加熱を併用により、

これまで以上に高温での加熱が可能となるため、

小型容器で樹脂をｹﾞﾙ化させる温度としＦＷし 

破裂強度を評価した。結果、容器の破裂強度が 

向上することを確認した。 

③炭素繊維（ＣＦ）・ＴＰＰの開発 

・ＴＰＰ用樹脂の開発：ＴＰＰが収束しにくい樹脂

を開発し、蓄圧器の破裂強度を向上させることが

できた。 

④開発蓄圧器の検証 

・２００ＬのＣＦＲＰ蓄圧器で水素ステーション 

実証に提供しうる蓄圧器の設計を完了し、使用 

認可を取得した。今後、実証テスト用ＣＦＲＰ 

蓄圧器の製造を行い、実証テストにおいて安全性

等の検証を行う。 

 

＜低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステー

ション機器＞ 

①ステーション全体のコスト低減策候補の提案と 

総合的エンジニアリング技術の開発（ＪＰＥＣ/ 

九州産業大学） 

・連名委託先とともにステーション全体のコスト 

構造分析と課題抽出を行い、開発計画立案、効果

検証を進めた。 

・ダイナミックシミュレーションにより充填時間を

検討し、圧縮機併用を含めた差圧充填での最適 

機器構成を検討した。 

・平成２３年度より、水素ステーション充填解析 
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プログラム開発に着手した。 

②鋼製蓄圧器開発（日本製鋼所） 

・高容量化による蓄圧器設備コスト低減と高耐久化

を目的とし、材料、施工法、検査法の技術を開発

した。 

・開発技術を適用して蓄圧器を試作、高圧水素中

データ等に基づく特認取得を通じ、蓄圧器の 

高耐久化を実現した。 

③水素用高圧バルブ開発（キッツ） 

・バルブ単価の低減と圧力損失の低減を目的とし、

高圧水素用ボールバルブの開発に取り組み、高圧

水素下でのラボ試験等に基づき、ボールバルブの

シートおよびパッキンのシール技術を開発した。 

・高圧水素下での開閉作動耐久試験により、開発 

バルブの耐久性を確認した。 

④低コスト・高強度材料開発（ＪＲＣＭ） 

・JIS SUS316L 材と耐水素性が同等で、強度が 30～

50%向上する材料を開発した。 

・量産化を目指し溶製規模のスケールアップを実施

した。 

・バルブ、調節弁メーカー等への開発材料を提供し、

加工性評価で良好な結果を得た。 

⑤コントロールシステム開発（アズビル） 

・ステーション制御集中化による制御機器費用低減、

標準化によるソフト設計費低減を目的とし、制御 

システムのコンセプトを構築、ソフトウエア仕様を

確定させ、制御機器費用の低減を確認した。 

・制御システムソフトウエア、ハードウエアを試作

し、数値モデルを用いた制御検証を行った。 

⑥流量調節弁開発（アズビル） 

・シール部の長寿命化および、ＪＲＣＭと連携した

調節弁本体小型化によるコスト低減を検討した。

（Ｈ２４） 

・温度サイクル下における摩擦磨耗試験等を通じ、

高圧水素中における表面処理技術、パッキン材の

選定を完了した。 

 

＜都市型コンパクト水素ステーション＞ 

①試設計 

・ステーションの試設計を実施し、キャノピー上 

機器設置化や地下化することで配置計画上、コン

パクト化（敷地面積 517m2及び 390m2）を実現でき

ることを確認した。 

・地上式（631m2）、高架式(517m2)、および地下式

(517m2, 390m2)のレイアウト完成した。 

②安全要素技術の開発 

・反射圧低減壁の開発において、数値解析により 

反射波のピーク圧力を低減することが可能な壁

（反射波低減壁）の開発を行い、検証実験により

その性能を確認した。 

・反射圧低減壁、水素燃焼制御システム、水素の不
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活性化の各技術を確立した。 

③安全性評価 

・水素燃焼制御システムの開発にて、燃焼伝播の防

止に必要な条件を確認した。また、水素の不活性

化に関する研究では、着火に至らせない「安全濃

度」を決定した。 

・安全要素技術適用検討および安全性の検証、リスク

評価を実施した。 

④経済性評価 

・建築および各システム導入コスト比較した。 

⑤検知システム 

・既存検知器の仕様を調査した。 

 

＜直接充填方式水素ステーション用圧縮機＞ 

①直接充填用大容量高圧水素圧縮機の仕様 

運転吸込圧力 40MPa／設計吸込圧力 45MPa 

運転吐出圧力 87.5MPa／設計吐出圧力 96MPa 

流量 1200Nm3/h  シリンダ 2 本 

 運転中にベントを大気放出しない 

・上記仕様の試作機を開発・設計し、製作が進行中

である。圧縮機ユニットの小型化のために別途開

発した超高圧用熱交換器をアフタークーラーとし

て採用 

②インバーター制御可能な仕様の試作機を開発・ 

設計し、製作が進行中であり、検証方法を検討中。

③高頻度起動停止運転に対汁耐久性の見通し 

摺動部の劣化評価が必要なため運転により検証 

する。 

④圧縮機運転方法の検討のため、圧縮機水素流量と、

車載タンクの圧力・温度の時間変化の関係を、 

圧縮機の特性を含めてシミュレーションするプロ 

グラムを開発した。この成果を利用して千住・ 

海老名ステーションなどの HySUT 実証事業と連携 

した対応を進めた。 

⑤試作機の運転評価による試設計 

運転結果を反映して実施する。 

 

＜金属材料開発、および国際標準化・規制見直しに

資する評価試験法の開発、材料データの取得に係

る研究開発＞ 

①高圧水素および液体水素関連機器に用いるステン

レス鋼および関連評価試験法の開発： 新規開発低

Ni,省 Mo 系高強度鋼 STH2 の固溶化熱処理材につい

て、高圧水素中での強度、疲労、疲労亀裂伝播な

どの諸特性を評価し SUS316L と変わらない特性を

示すことを確認した。SUS316L ほかγ 系ステンレ

ス鋼の評価結果から、水素脆化が合金元素の編析

部に生じやすいこと、及びその機構を明らかにし

た。 

②高圧水素配管・容器材料の研究開発： 高窒素高強

度 SUS を開発し、固溶化熱処理材が N量の増加と
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共に強度が増加することを確認し、高圧水素中下

の SSRT 試験(室温、85MPa)、疲労試験においても

良好な特性を確認した。 

低合金鋼において高 Mo-V 添加による組織改良鋼を

開発し、高圧水素下 SSRT 試験（室温、45MPa）、 

疲労試験において既存鋼と比較して水素の影響が

大幅に改善されたことを確認した。 

③高圧水素バルブ・継手用ステンレス鋼に係る研究

開発： Mo を含有しないｵｰｽﾃﾅｲﾄ系 SUS を開発し、

冷間引抜加工材が高い 0.2%耐力、引張強さを示す

ことを確認し、高圧水素下の SSRT 試験(-40℃、

70MPa)において良好な相対絞り示すことを確認し

た。 

SUS316L 固溶化熱処理材は水素ﾁｬｰｼﾞしても室温で

のｸﾘｰﾌﾟ特性に明瞭な影響が見られないことを確認

した。 

④低温及び高温ガス環境下での材料特性に関する研

究： 簡易試験法を用いて-200～120℃の温度範囲

における 316 系 SUS を中心とする材料の特性を測

定し、水素の影響が少ない良好な材料特性を示す

ことを確認した。 

 

以上の開発を加速するため、高圧水素中小型疲労

試験装置を共通して持つことにより、簡易かつ迅速

に新規材料の高圧水素中の疲労特性の測定を可能と

し、開発の加速を図った。 

また、有明、霞ヶ関、千住、ｾﾝﾄﾚｱ各水素ステー

ションにおける長期使用設備の解体調査に協力し、

材料特性にも問題はないものの、製作・施工時に 

注意、改善点があることを示した。 

加えて、これら成果を国際標準化、規制見直しの

作業に資するため、関係団体等に対して情報を提供

し、議論・検討に参画した。 

 

＜水素用アルミニウム材料の評価・開発＞ 

① Mg 量 5%で鋭敏化処理を行わない限り Al-Mg 系合

金は水素脆化を示さないことを確認した。添加元

素の影響は、組合せや熱処理条件によっても変化

することを見出した。開発目標（水素脆化感受性

指数：0.2 未満、耐力値：400MPa）を満たす合金系

として Al-Cu-Mg 系合金を見出した。  

② 試作合金の耐力は、380MPa 以上で、切削性は標準

の 6061 押出棒より優れていること、耐水素脆性、

その他水素用材料として満たすべき基準を満たし

ていることを確認した。  

③ 6069 規格組成内の中で、Cu 下限・Si 過剰組成と

した試作材で開発目標を達成した。6066 規格組成

の中で、主要組成 Mg、Si、Cu、Mn の添加量を規格

下限域とした試作材で目標達成の可能性が高いこ

とを示した。  

④ 6061、7075 合金において、外部環境が水蒸気の 
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場合と水素の場合の侵入サイトが同じ(第二相粒子)

であることを明らかにした。  

⑤ 開発材の耐水素脆性評価を行い、問題のないこと

を確認しつつある。 

 

研究開発項目Ⅲ：｢次世代技術開発・フィージビリティスタディ等｣ 

研究目標 研究開発成果 達成度 

（１）革新的な次世代技術の探索・

有効性検証 

 

革新的な次世代技術の探索・有効性

検証 

現有ガソリン供給インフラと同等の

設備コストで対応可能となる（水素

供給インフラを構成する）材料、 

機器、システムの設計指針または 

概念設計を確立する 

 

 

 

 

＜可視光応答性半導体 水分解＞ 

・WO3光触媒の量子収率をセシウム表面処理で既報

の 48 倍に向上できた。太陽エネルギー変換効率

(0.3%)は陸上植物並で、人工光合成実現可能レ

ベルに達した。 

・BiVO4光電極の光電流を炭酸塩電解液を利用する

ことで従来の電解液より 6倍向上できた。高速

自動半導体探索システムを活用し、新規半導体

の特許を 5件出願した。 

・光触媒-電解ハイブリッドシステムの小型実証 

試験を行った。太陽電池と水電解を単に組み合わ

せたシステムより将来低コスト水素製造が可能、

という結論を得た。 

＜非貴金属化合物を用いた水電解＞ 

・評価法の確立し、比活性が IrO2を上回る Zr 及び

Ta 系材料の触媒の作製に成功した。 

・Zr 及び Ta 系化合物は表面が酸化物であると酸素

発生反応の活性が向上した。 

・Zr 系化合物を電極触媒として電解試験を行い、

水電解効率は 60%であった。 

＜高効率水素液化磁気冷凍＞ 

・AMR サイクルに適合した希土類ガーネットと金属

間化合物磁性材料の開発を進め、粒状化の実用

材料製造技術を確立した。 

・２つの駆動機構をもつ AMR 磁気冷凍サイクル試験

装置を設計・作製し、AMR サイクルを実証した。 

・水素液化サイクルの効率改善と高感度水素液量の

計測技術を開発した。 

＜水素ガスパイプライン＞ 

・水素ガスパイプラインで想定される現実的な圧力 

・温度件では鋼中に拡散侵入する水素濃度は低く、

準静的・動的条件ともに水素脆化は顕著ではない。

・水素ガスパイプラインの実大強度試験を実施し、 

き裂は長距離伝播することはないことを実証した。

・開発した高速き裂伝播数値計算モデルを用いて、

天然ガスと同程度の靭性を有していれば、水素 

ガスパイプラインでき裂の伝播を防止できること

を確認した。 

＜超高圧水素合成法＞ 

・Mg-(V, Zr)-(Li, Na)-H 系水素化物において、 

可逆的に水素を吸蔵・放出する新規水素化物を

見出すとともに、水素放出温度と結晶構造との

 

△ 

中間評価

後移管 
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相関を示し得た。 

・7種の Li-M-H 系新規水素化物（M：遷移金属元素）

を見出し、Li-Y 系水素化物において、可逆的に 

水素を吸蔵・放出することを確認した。 

・Al 系共晶合金、アラネート、AlH3を原料として 

試みたが、適用条件下では新規水素化物相は得ら

れなかった。 

＜ゼオライト鋳型炭素＞ 

・スピルオーバー水素の貯蔵サイトを、炭素担体の

エッジ、曲率をもつ部位、含酸素官能基、含窒素

官能基に同定できた。 

・炭素担体に担持する Pt の粒径が小さいほどスピル

オーバー貯蔵量が増加することを見出した。 

また、安価な遷移金属（Ni）による貯蔵にも成功

した。 

・スピルオーバー水素貯蔵サイト候補である、含窒

素官能基の大量ドープ法の開発に成功した。 

＜ＭｇおよびＴｉ系相分離型＞ 

・水素吸収・放出に伴う合金の「相分離」によっ

て、MgH2が熱力学的に著しく不安定化することが

実証された（合金構成元素間の結合力に依存）。 

・Ti 基を有する非固溶系 b.c.c.合金の合成に成功

し、室温で 3.5 mass %以上の水素吸収・放出反応

が実証された。 

・Al 水素化合物の物理合成装置の設計・開発を行っ

た。AlH2.5組成を得ており、物理的合成の可能性 

が実証された。 

 

（２）水素エネルギー導入・普及の

ための技術開発シナリオに関する

フィージビリティスタディ等 

 

水素エネルギー導入・普及のための

技術開発シナリオに関するフィージ

ビリティスタディ等 

国際標準に関して、取得したデータ

を基に、水素燃料仕様等の国際標準

化において日本が主導的にＩＳ化を

進め、期限内に完了する。国内規制

見直しに関しては、水素エネルギー

導入・普及に向け、使用可能鋼材の

拡充、耐圧安全係数検討等に資する

データを取得し、産業界主導で見直

しを完了する（平成２４年度までの

目標）。 

 

 

 

＜IEA/HIA/AFCIA の動向＞ 

・IEA/HIA の各作業部会に専門家を派遣し、情報を 

得た。また平成 24 年度は関係者との連携の下で

Annex 28(大規模水素インフラ）会合を日本で 

ホストし（平成 24 年 10 月、東京）、情報収集と 

その内容の発信を行った。 

・IEA/HIA の執行委員会に参加し（専門委員：エン 

ジニアリング協会）、各作業部会の半期毎の活動 

報告、年次報告書概要等の報告（事務局）、各国の

水素関連研究開発動向（各国代表）などの情報を

入手した。 

・IEA/AFCIA の各作業部会に専門家を派遣し、情報 

を得た。また平成 24 年度は関係者との連携の下で

Annex 25(定置用 FC）会合を日本でホストし 

（平成 24 年 10 月、福岡）、情報収集を行った。 

・平成 24 年度より、IEA/AFICA の執行委員会 

（平成 24 年春季、カナダ、トロント）に参加、 

各国の燃料電池関連研究開発動向（各国代表） 

などの情報を入手した。 

 

＜IPHE の動向＞ 

・IPHE の各委員会に出席し、最新動向、活動内容を

入手、わが国からの情報を発信した。また IPHE の

 

○ 
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議論を分析、わが国の政策や技術開発への影響を

分析した。対応が必要な議論や動きに関しては、

国内関係者と連携し、その対応を行った。 

・IPHE 対応の一環として、平成 23 年 3 月に定置用

FC 国際ワークショップを運営・開催した。 

・IPHE が隔年で実施してきた IPHE アワード（IPHE

によって、FC/水素分野でのリーダーシップと技術

功績をたたえるもの。2年毎に実施）に関して、 

経済産業省および関係機関と連携し、日本からの

推薦の支援と IPHE 会議での紹介を行なった 

（優秀リーダーシップ賞に福岡水素エネルギー 

戦略会議、技術功績賞に秋葉悦男産業技術総合 

研究所副研究部門長）。この推薦２件は、IPHE 

アワードの受賞を得ることができた。 

・JHFC プロジェクト（平成 14～22 年度に実施され 

た FCV・水素ステーションの実証研究プロジェク

ト。平成 21 年度より NEDO 事業）と連携し、 

IPHE が企画した IPHE スチューデントコンペティ

ション（IPHE が企画した、FCV・水素の研究に 

秀でた各国の高校生を表彰するもの。IPHE メン

バー国が自主的に優秀校を推薦 ）にわが国から 

秋田工業高校を推薦し、IPHE スチューデントコン

ペティション授賞式およびスチューデントプログ

ラム（各国学生との国際交流）に派遣すること 

ができた。 

 

＜IPHE、HIA、AFCIA メンバー国やその主要関連研究

機関の政策・技術開発動向＞ 

・IPHE、AFCIA における情報をもとに、政策情報を 

とりまとめ、関係者に提供した（内容は、米国、

ドイツ、欧州連合に加え、カナダ、ノルウェー、

アイスランド、韓国、中国、オーストラリア）。 

・欧州連合およびドイツが実施したマッキンゼー

「パワートレインのポートフォリオレポート」を

翻訳して関係者に配布した。 

・我が国の水素ステーション規制見直しのために 

水素規制見直しリーダー会議にオブザーバーとし

て参画、IPHE などのネットワークを用いて DOE、

Air Products、Shell、CaFCP、Linde、TUV 等に 

ヒヤリングを実施、米国・ドイツの水素ステー

ション規制を日本との対比でとりまとめ、関係者

に提供した。 

 

＜情報の展開・普及及び共有化活動＞ 

・平成 22 年度（平成 23 年 2 月）は IEA/HIA に関し

て、また平成 23 年度（平成 24 年 2 月）は IEA/ 

HIA と IEA/AFCIA の両方に関して、年度末に活動 

報告会を開催している。活動報告会では、各作業

部会を担当する専門家が部会の活動を報告し、 

質疑応答を行っている。活動報告会参加者は、 

産学官における水素関連の研究開発・実証試験な
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どに携わる研究者・技術者（約 40 数名が参加）。 

・平成 23 年度 10 月より、FC/水素政策関係者、 

NEDO、NEDO プロの委託先等を中心に国際情報 

ネットワークを構築、登録者は現在約 100 名。 

発信している内容は、作業部会や国際会議の報告、

海外政策情報、マンスリーニュースなど。これに 

より従来は IEA/HIA や IEA/AFCIA の活動報告は 

年間１回（毎年 2月の活動報告会）のみであった

が、タイムリーに国際情報を関係者に提供できる 

ようになった。 

・IEA/HIA、IEA/AFCIA、IPHE などで得られた情報、

また各国の動きがある場合に、その情報（レポー

ト翻訳、概要解説、会議参加報告書）を前述の国

際情報共有ネットワークを活用して発信（平成 23

年度はほぼ隔月～3ヶ月に 1回程度、平成 24 年度

上旬は隔月で発信）。平成 24 年 7 月からはマンス

リーレポートも配信。 

・IEA/HIA、IEA/AFCIA の作業部会のうちでも、その

テーマが担当する専門家だけでは対応が難しい 

場合、他の企業や研究機関にも関わりがある場合、

また戦略的な情報発信が必要な場合は、その作業 

部会に出席する専門家のサポートチームを構築 

した。 

・経済産業省燃料電池分科会（平成 23 年 6 月 3日）

に海外情報を提供した。また FCCJ や関係機関・ 

組織と連携し、2015 年～2030 年に向けての FCV 

普及予測を行い、あわせて提供した。その後も 

業界（FCCJ など）の意見を参考に、FCV 普及予測

を修正・アップデートした。FCV 普及予測は、 

大手自動車 3社の意見を元に、4つのパラメータ

（車両の魅力、燃料経済性、強力な政策支援、 

車両価格低減）で分析を行った。その結果、普及

台数は、2025 年における FCV の普及予測は、36 

万台から 240 万台の間となった。 

 

＜再生可能エネルギー由来水素の技術動向＞ 

・再生可能エネルギー由来水素の可能性に関して、

世界の政策動向と最新の技術動向をとりまとめ、

「非化石資源および低炭素資源による水素製造の

可能性」（120 ページ）として報告した。 

 

＜水素エネルギーシステム便益＞ 

・FCV の導入普及初期の 5年間（H20 年度）、及び 

COCN の新導入シナリオ（H21 年度）をベースとし、

環境便益の外部便益（外部費用の削減）、および 

経済的波及効果を評価し、導入普及施策に対する 

示唆を得た。 

・複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施す

るため、これまでに開発してきた方法論に従った

評価システムを構築した。 
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＜水素キャリアに応じた＞ 

・平成 27 年（2015 年）を想定した水素供給インフ 

ラ市場立ち上げに向け、各水素キャリア（高圧水

素、液体水素、有機ケミカルハイドライド）を用

いた、オフサイト型水素製造から水素ステーショ

ンにおける燃料電池自動車への充填までの一連の

フローにおける、経済的成立性や実現性及び普及

に向けた今後の技術開発課題について抽出・検討

を行なった。また、課題の解決策についての提言

も行った。 

 

＜燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見

直し＞ 

・FCV の事故後の乗員救助等、安全作業のための 

漏洩水素の送風拡散効果の検証、高圧水素容器内

の残圧確認手法の開発し、警防マニュアル等の策

定に資するデータを取得。 

・FCV 車両運搬船での火災リスク課題を調査。安全

上、問題ないことを確認。  

・HFCV-gtr に新規提案された車室内水素濃度計測 

方法の妥当性を調査し、試験方法等の問題点を 

指摘。 

・HFCV-gtr の局所火炎暴露試験法策定に必要な車両

火災データを提供し、世界に先駆けて当該試験に

使用できるバーナーを開発し、国内での試験実施

体制を構築。 

・ HFCV-gtr に日本から液圧での使用環境負荷試験 

を提案するにあたり、必要な根拠データを提供し、

試験法の検証を実施し、国際基準に反映。 

・急速充填試験による充填プロトコル等の検証を 

行い、安全性を確認し、その結果が国内基準に 

採用。 

・FCV 燃料仕様の国際規格の H２４年度内発行段階 

に目処。 

 

＜水素インフラ等に係る基準整備＞ 

Ａ．水素ステーション用金属材料の鋼種拡大に関す

る研究開発 

・絞りが 75％以上の SUS316 及び SUS316L について

は、Ni 当量が 28.5％以上の場合には 70MPa にお 

いて-40～85℃、Ni 当量が 26.3％以上の場合には

90MPa において 20～85℃で一般則例示基準に追加

可能である。  

Ｂ．圧縮水素運送自動車用複合容器に係る基準整備

に関する研究開発 

・圧力、安全を確保するための設計確認試験及び 

組試験の方法等について検討を行い、JIGA-T-

S/12/04 をベースとした最高充てん圧力 45MPa の 

圧縮水素運送自動車用容器の例示基準案作成の 

ための助言を行った。 
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Ｃ．水素ｽﾃｰｼｮﾝ用複合容器に係る基準整備に関する

研究開発 

・特定設備として申請するためのガイドラインを

ASME Sec.Ⅹ Appendix 8 をベースとすることを 

提案した。CFRP 製複合容器の設計基準の基礎と 

なる CFRP のストレスラプチャー試験及び疲労試験

を行いデータの充実を図った。JPEC で行われた 

小型複合容器及び中型複合容器を設計製作、試験

条件及び試験結果の評価に対して助言を行った。 

Ｄ．圧力設備の設計基準における設計係数と水素 

適用に関する研究開発 

・国内に置いて実績があり設計係数の最も小さな

KHKS0220 超高圧ガス設備に関する基準の水素適用

について検討った。水素の影響に応じて、従来通

り大気中のデータを利用して KHKS0220 で設計する

場合と、水素中のデータを使用して KHKS0220 で 

設計する場合とに分けることを提案した。  

 

＜水素ステーションの設置・運用等に係る規制 

合理化＞ 

・「燃料電池自動車・水素ステーション普及開始に 

向けた規制の再点検に係る工程表」に基づく１２

項目の規制合理化項目に関する各種技術基準の 

検討案を作成した。 
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1．4．3 研究開発成果の意義 

（１）成果の市場性  

  水素ステーションに係わるシステム、要素機器、水素製造装置の成果は、２０１５年のＦＣＶ・ 

水素インフラの普及開始期の市場の創造に繋がる。一方、車載等水素貯蔵・輸送容器、水素貯蔵材料

等の成果は、水素の高圧水素貯蔵だけでは限界があり、複合化（高圧＋貯蔵材料）によるコンパクト

化等が可能となり、２０２０年以降の市場の創造に繋がることが期待されている。 

水素ステーションシステム、要素機器及び水素製造装置等の技術開発成果、並びに、規制見直し案

の策定により、水素インフラ普及期に水素ステーションを２億円／システムで設置することが可能と

なった。 

（２）成果の水準  

  開発成果は、水素製造装置等をはじめ技術的には世界トップ水準にある。また、安全性を担保した

規制見直し案を策定したことにより、欧米製の水素ステーション機器に対してコスト的に競合可能な

水準になった。  

（３）成果の汎用性 

水素製造装置等の技術開発成果は、他用途向けの水素製造に適用可能である。また、超高圧 70MPa

の水素貯蔵・輸送・充填等に係る成果は、天然ガス等、他の高圧ガスにも適用可能である。 

（４）他の競合技術と比較しての優位性 

  ガソリン・ハイブリット車と比較して、水素・ＦＣＶはＷｅｌｌ ｔｏ Ｗｈｅｅｌ効率において 

優位なだけでなく、水素は再生可能エネルギー等あらゆる一次エネルギーから製造でき、エネルギー

の多様化、ＣＯ２削減の面からも優位である。ただし現時点では経済性が課題である。 

（５）成果の普及 

（ａ）国際基準調和への寄与 

 １．HFCV-gtr （Hydrogen and Fuel Cell Vehicles global technical regulation） 

    ・圧縮水素を燃料とする FCV の事故後の安全作業の標準化を行った 

    ・国際基準（HFCV-ｇｔｒ）で審議されている衝突試験後の車室内水素濃度計測手法の妥当性 

を検証した（世界で初めて取得された成果。HFCV-ｇｔｒの審議の場で活用） 

    ・車載容器の局所火炎暴露試験法策定に必要な車両火災試験データを提供、世界初のバーナー 

製作、試験実施体制の構築した 

 ２．ＩＳＯ（International Organization for Standardization） 

    ・水素燃料仕様 ISO14687-2 の FDIS 投票→発行に目処がたった（議長：日本） 

    ・FCV も含む電動車両安全規格 ISO6469-1, -2, -3 の発行（リーダー：日本） 

 ３．ＳＡＥ（Society of Automotive Engineers） 

    ・SAE J2719（ＦＣＶ用水素の品質に関するガイドライン）を ISO に整合した。 

（ｂ）国内基準化への寄与 

 １．高圧ガス保安法 

 ・車載用高圧水素容器／容器附属品の国内基準(KHK S 0128)に係る使用環境負荷試験の検証、 

HFCV gtr との国際基準調和に向けた液圧シリーズ試験の妥当性検証を実施 

 ２．消防関係 

 ・警防活動時における安全管理マニュアル等に資するデータ取得した 

 

1．5 特許、論文、外部発表等の件数 

本事業での特許、論文、外部発表等の件数は以下の表のとおりである。平成２０年度に成果を上げ、

その成果を平成２１年度に反映したものであり特許、論文の件数が増加しており研究内容を踏まえ 

適切に発信した。また、外部発表について平成２０年度は６１件、平成２１年度は１４３件、平成 

２２年度は４６件、平成２３年度は４２件、平成２４年度は２１件の件数であり一般に向けて広く 

研究内容及び研究成果を情報発信した。 

具体的な特許、論文、外部発表の内容については添付リストを参照のこと。 
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特許、論文、外部発表等の件数 

区分 

 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部

発表（プレ

ス発表等）国内 外国 PCT 出願 査読付き その他 

Ｈ20 

年度 
９ ０ ２ １０ ６ ６１ 

Ｈ21 

年度 
２５ ０ １ ２５ １３ １４３ 

Ｈ22 

年度 
１１ ０ １ １３ １５ ５４ 

Ｈ23 

年度 
９ ０ ３ １５ １７ ５６ 

Ｈ24 

年度 
４ ０ ０ ８ １６ ３６ 

合計 ５８ ０ ７ ７１ ６７ ３５０ 

                                平成２４年１０月３１日現在 
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２．研究開発項目毎の成果 

 

2．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」 

 

Ⅰ－１ 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

（実施者：(財)石油エネルギー技術センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、 

 日立オートモティブシステムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、(国)佐賀大学） 

 

Ⅰ－２ 車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 

（実施者：日本重化学工業(株)、サムテック(株)、(独)産業技術総合研究所） 
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70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

  実施者：（一財）石油エネルギー技術センター、東邦瓦斯（株）、トキコテクノ（株） 

      日立オートモティブシステムズ（株）、大陽日酸（株）、横浜ゴム（株）、（国）佐賀大学 

 

1. 事業概要  

平成 27 年（2015 年）頃を想定した水素供給インフラ市場立上げに向け、低コストかつ耐久性に優れ

た水素ステーションを実現する必要がある。本事業では、それに向けたシステム技術開発に取り組む。 

本事業の研究テーマと担当は表 1-1、本事業と関係する事業を含めた実施体制図を図 1-1に示す。 

表 1-1 研究テーマと担当 

実施項目 研究テーマ 担当 

①標準仕様検討 
ステーション建設費低減 

ステーション標準設備仕様検討 
JPEC 

②運転技術開発 
ステーションシステム耐久性検討 

運転技術課題抽出 

東邦瓦斯 

トキコテクノ 

大陽日酸 

JPEC 

③ディスペンサー機器開発 

ディスペンサー耐久性検証、コスト低減 

充填制御技術開発 
トキコテクノ 

故障予知技術開発、配管材料探索 日立 AMS 

充填ホース耐久性検証 横浜ゴム 

④プレクール設備開発 
プレクール設備コスト低減、耐久性検証 大陽日酸 

水素充填シミュレーション開発 佐賀大学 

 

鋼製容器
（ＪＳＷ）

集中型制御
（アズビル）

流量調節弁
（アズビル）

水素用ボール弁
（キッツ）

水素ステーション全体
（東邦ガス）

ディスペンサ
（トキコ）

プレクール設備
（大陽日酸、佐賀大）

充填用ホース
（横浜ゴム）

配管・継手
（日立ＡＭＳ）

最適機器構成

最適制御

連携関係連携関係

要素技術

システム

高強度金属材料
（ＪＲＣＭ）

複合容器
（ＪＸ）

ディスペンサ
（タツノ）

連名外連携

総合的エンジニアリング
（標準化、最適化検討）

（ＪＰＥＣシステム、要素）

圧縮機
（神鋼）

水素充填
解析モデル

（九州産業大学）

再委託

佐賀大学
Hydrogenius

 

図 1-1 実施体制図（他事業との連携関係も併せて記載） 
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2. 事業目標 

本事業の目標は、水素エネルギー普及のため、2015年頃を想定した水素供給インフラ市場立ち上げに

向け、「低コスト」かつ「耐久性に優れた」水素ステーションを実現することである。コストと耐久性

に関する具体的な目標値は以下の通りである。 

また、目標達成に向けて 4 つの実施項目（標準仕様検討、運転技術開発、ディスペンサー機器開発、

プレクール設備開発）を設定し、実施項目毎に目標を定めた。 

①低コスト ： コスト 2 億円以下/システム（水素供給能力 300Nm3/h規模、土地取得価格除く） 

②高耐久性 ： 年間メンテナンス回数 1回以下（日常的な簡易検査やメンテナンスを除く） 

 

水素ステーションを構成する大型機器（金属材料、蓄圧器、バルブ類、運転制御）については、「水

素ステーション機器要素技術に関する研究開発」等にて研究開発が行われており、本事業（システム技

術開発）では、実際の水素ステーション建設・運転や車輌充填性能に関わる 4つの実施項目（標準仕様

検討、運転技術開発、ディスペンサー機器開発、プレクール設備開発）を設定し、実施項目毎に目標を

定めた。 

 

2.1 標準仕様検討 

事業目標の 1つである「水素ステーションコスト 2億円以下/システム」の実現可能性を検証する。

本事業ならびに他事業にて得られた水素ステーション機器類の耐久性検証結果、コスト低減検討結果を

総合し、低コスト型水素ステーションの標準仕様を確立し、標準設計資料として整備する。 

 

2.2 運転技術開発 

70MPa級水素ステーションを建設し、繰り返し充填試験ならびに日常点検、定期点検等を通じて、水

素ステーション構成設備、システム全体の年間メンテナンス回数 1回以下の実現可能性を検証する。水

素ステーションでの各種試験、点検を通じて明らかになった技術課題は、開発担当にフィードバックし、

技術開発を加速させる。 

 

2.3 ディスペンサー機器開発 

(1)ディスペンサー耐久性検証、コスト低減 

ディスペンサー装着状態での構成機器の耐久性検証・評価として、プレクール設備を含めた運転条

件において、各構成機器の性能が 1年間維持でき、ディスペンサーとして 1年間ノーメンテナンスに

相当する耐久性を確保する技術を確立する。 

(2)ディスペンサー等故障予知技術開発 

ディスペンサー等の故障予知を行うための定量的な評価技術を確立する。バルブ故障の予兆を把握

する技術の確立に向け、バルブ故障現象と水素中不純物の関係を明示する。 

(3)充填ホース耐久性検証、コスト低減 

普及期に必要となる耐久性（目標：充填回数 30000 回）を確保する充填ホース仕様を確立する。 

 

2.4 プレクール設備開発 

(1)プレクール設備耐久性検証、コスト低減 

プレクール設備を設計製作し、水素ステーションにおける各種試験、点検を通じて、1年間ノーメ
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ンテナンスならびにコスト低減の実現可能性を検証する。上記試験、点検を通じて明らかになった技

術課題は、プレクール設備仕様に反映する。 

(2)水素充填シミュレーション開発 

水素ステーション設計や運転解析に活用できる汎用的なシミュレーションプログラムを開発する。 

 

3. 事業成果 

3.1 標準仕様検討 

本実施項目の成果は以下の通りである。 

・「圧縮機併用差圧充填」と「機器パッケージ化等の現地工事低減策」を採用した水素ステーションに

おいて、コストが 2億円以下の見通しを得た。 

・コスト 2億円以下となった水素ステーション設備を標準仕様として確立し、設計資料をまとめた。 

 

本成果の詳細を以下に示す。 

(1)水素ステーション関連ワーキンググループにおけるコスト低減検討 

水素ステーションのコスト低減のため、水素ステーション関連ワーキンググループ（WG）を開催し、

コスト区分毎に検討を実施した。検討の前提を表 3-1に示す。 

 

表 3-1 水素ステーション関連 WG のコスト低減における検討前提 

項目 前提 備考 

0.全般 

・70MPa 差圧充填を基本とする。ブースター型（2 段圧縮）も

検討する。 

・5 台/時間を満足する仕様とするが、充填時間は制約としな

い。最大流量、充填時間については、ステーション全体で

推算し、充填時間短縮の技術課題を整理する。 

・87.5MPa 充填は課題検討を行

う。 

・仕様検討で最大流量が必要な

場合は、個別設備の条件として

仮置きする 

1.圧縮機 ・100MPa級、300Nm3/h、1基とする。 ・別途ブースター型も検討する。 

2.蓄圧器 
・70MPa 差圧充填を基本とし、必要容量、必要バンク数は

WG（最適化検討）にて提示する。 
 

3.ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ 
・1基／ステーションとする。 

最大流量 3kg/min として、その可否を検討する。 

・ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰが複数のケースも

検討する。 

4.ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備 
・熱交出口で水素ガス温度－20℃とする。 

最大流量 3kg/minで仕様（伝面等）を検討する。 
 

5.配管、 

ﾊﾞﾙﾌﾞ類 

・配管サイズ 9/16B とする。 

・機械特性は SUS316冷間加工と同等とする。 

・設置個所、個数は P&IDに記載

する。 

6.計装・制御 ・制御方式は WG（最適化検討）にて提示する。 

・ﾃﾞｲｽﾍﾟﾝｻｰ制御との取合は個

別に検討する。 

・設置個所、基数は P&IDに記載

する。 

7.土木、機器

設置等工事 

・プロット図をベースに検討する。 

・オフサイト型を考慮する。 
・用役、保安設備を含む。 

8.設計費等 
・新規の 70MPa級水素ステーションの単独設置を想定する。 

・ガソリンスタンド等との併設はなしとする。 
 

その他 

・土地の取得価格は考慮しない 

・水素ガスは最大量での保有が可能とする。 

・高圧ガス保安法（一般則第 7条の３第２項）の法規制、基準を満足する。 

・最適化検討により P&IDの見直しが発生する可能性はある。 

・制御システムの検討では、オンサイト型についても検討を行う。 

・車両通信は含まず、課題の整理を行う。 
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検討の結果、水素ステーションコストは、平成 21 年度時点での推定コスト 5.98 億円から 2.55 億円

まで低減可能であることを確認した(表 3-2)。 

表 3-2 水素ステーション関連 WG検討結果（単位：百万円） 

コスト区分 検討担当 
H21年 WG 時点での 

現状コスト 

H21年 WG での 

コスト低減見込み 

1.圧縮機 JPEC 92 
75 

2.蓄圧器 JSW、JX 90 

3.ディスペンサー タツノ、横浜ゴム 40 15 

4.プレクール設備 大陽日酸 40 24 

5.配管・バルブ類 ｷｯﾂ、ｱｽﾞﾋﾞﾙ、日立 AMS 21 7 

6.計装・制御関連 ｱｽﾞﾋﾞﾙ 35 30 

7.土木・機器設置等工事 JPEC 180 76 

8.設計費等 JPEC 100 28 

合計 598 255 

 

 (2)更なるコスト低減検討 

差圧充填方式の水素ステーションのコスト低減検討として、水素ステーション関連 WG にて主要構

成機器のスキッド化（蓄圧器、圧縮機、用役設備をそれぞれ一つの土台（スキッド）に載せ、製作工

場で組み立てることによって現地組立工事量を削減する方法）や充填方式の最適化検討（2 段直充填

方式（図 3-2）の採用）を実施してきた。しかし、コスト 2 億円達成見込みを得ることが困難である

と判断し、以下のコスト低減施策を立案した。 

 

①「圧縮機併用差圧充填方式」の採用による蓄圧器機器費の低減 

蓄圧器機器費を低減するために、蓄圧器総容量を小さくすることができる「圧縮機併用差圧

充填方式(図 3-3)」を採用した。要素技術開発事業において最適機器構成を検討した結果、蓄

圧器 300L×2バンクの方式が最適であるとの結論を得たため、本設備仕様にて、水素ステーシ

ョン設備仕様を作成した。 

ＦＥ

高
純
度
水
素

（
低
圧

）

圧縮機
（0～100MPa）
（300Nm3/h)

蓄圧器（82MPa）

FCV

プレクール熱交

ディスペンサ

ＦＥ

高
純
度
水
素

（
低
圧

）

前段圧縮機
（0～40MPa）
（300Nm3/h）

中間段蓄圧器（40MPa）

FCV

プレクール熱交

ディスペンサ
後段圧縮機
（40～100MPa）
（1200Nm3/h）

 

ＦＥ

高
純
度
水
素

（
低
圧

）

圧縮機
（0～100MPa）
（300Nm3/h)

蓄圧器（82MPa）

FCV

プレクール熱交

ディスペンサ

 

図 3-2 2段直充填方式の概略フロー      図 3-3 圧縮機併用差圧充填方式の概略フロー 

 

②「機器パッケージ化」の採用による現地工事費の低減 

現地工事費を低減するという観点から、主要機器のスキッド化を更に発展させ、圧縮機およ

び蓄圧器、プレクール設備、ディスペンサー等をコンテナ内に収納し、関連配管、付帯設備等

を製造工場で事前に組み立てる方式（「機器パッケージ化」）を採用した。 
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機器のパッケージ化による主な工事費低減項目は以下の通りである。 

 ・プレハブ率の更なる向上（スキッド化検討時対比） 

蓄圧器、ディスペンサー、プレクール設備熱交換器を一つのコンテナに収納するこ

とにより、付帯設備も含めた現地据付工事量の更なる低減が可能となる。 

・障壁工事の省略 

コンテナ側壁を補強することで、コンテナ側壁を障壁代わりとすることができ、障

壁設置工事の現地工事費低減が可能となる。 

 

これらコスト低減施策を反映した水素ステーション設備に対して詳細積算を行った結果、2 億円の

見通しを得た（表 3-3）。 

表 3-3 水素ステーション建設費内訳（単位：百万円） 

コスト区分 
H21年 WG 時点での 

現状コスト（再掲） 

H21年 WG での 

コスト低減見込み（再掲） 
H24年度検討結果 

1.圧縮機 92 
75 

65 ※1 

2.蓄圧器 90 

50 ※2 3.ディスペンサー 40 15 

4.プレクール設備 40 24 

5.配管・バルブ類 21 7 3  

6.計装・制御関連 35 30 24  

7.土木・機器設置等工事 180 76 47  

8.設計費等 100 28 11  

合計 598 255 200  

※1圧縮機パッケージの金額 

※2蓄圧器・ディスペンサーパッケージの金額 

     蓄圧器（300Lx2 バンク複合容器、6百万円）、プレクール設備（-20℃対応 24百万円） 

コスト 2億円となった水素ステーション設備については、標準仕様として設計資料をまとめた。 

 

図 3-4 パッケージ化を導入した水素ステーションレイアウト図 

事務所 

ﾛｰﾘｰ建屋 

電気設備 

用役設備 

蓄圧器･ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

圧縮機ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 
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図 3-5 圧縮機パッケージのイメージ図 

 

3.2 運転技術開発 

本実施項目の成果は以下の通りである。 

70MPa級水素ステーションを建設し、普及前ならびに普及初期の 1年相当の充填回数（270回、945回）

の繰返し充填試験を達成した。 

この試験で構成機器の耐久性が確認でき、併せて今後の技術課題を明らかにした。 

 

本成果の詳細を以下に示す。 

(1)70MPa級水素ステーションシステムの構築 

構成機器・配管類の点検部位、点検方法、周期を立案したうえで、平成 21年 4月より 70MPa級水

素ステーションの設計に着手し、平成 22年 2月に完成させた（東邦瓦斯技術研究所内に設置）（図 3-6）。 

平成 22年 3月から、「水素ステーションシステムの耐久性評価」「蓄圧器およびプレクール設備の

最適設計」「圧縮機による直接充填」「充填制御方法の最適化」等を目的とした各種試験ならびに点検

を開始した。本水素ステーションにおける充填試験の結果、平均充填流量は約 1.7kg/min（最大瞬間

流量：約 3.0kg/min）、プレクール熱交出口水素ガス温度は約-30℃を示し、国内最大級の充填能力を

有していることが確認できた（図 3-7）。 
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図 3-6 東邦瓦斯技術研究所水素ステーションの概略フロー図 
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図 3-7 充填能力確認試験結果 

 

 

(2)耐久性向上に関する検討 

水素ステーションシステム 1年間ノーメンテナンスの実現可能性を検証するために、試験項目の詳

細を立案した。耐久性の検証は、試験充填容器（鋼製容器）と燃料電池車輌（複合容器）への繰り返

し充填によって行った。試験充填容器への繰り返し充填試験は、普及期前の 1年分に相当する充填回

数（270 回）と普及初期の 1 年分に相当する充填回数（945 回）を行い、運転時点検ならびに定期点

検によってシステムの健全性を確認した。 

耐久性検証の結果、圧縮機、ディスペンサー（緊急離脱カップリング、充填ホースを除く）、蓄圧

器、プレクール設備、配管バルブ類において 1年間ノーメンテナンスを達成した。 
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緊急離脱カップリング（Oリング）、充填ホース（ホース樹脂材料）については、低温時の耐性不足

という技術課題が明らかとなった。本技術課題は、当該機器の開発担当（緊急離脱カップリング：ト

キコテクノ、充填ホース：横浜ゴム）にフィードバックし、機器開発を加速した。改良された緊急離

脱カップリングならびに充填ホースは、再度、水素ステーションに設置し、繰り返し充填試験を行う

ことで、普及期前における 1年間ノーメンテナンスが実現可能であることが確認できた。 

 

3.3 ディスペンサー機器開発 

本実施項目の成果は以下の通りである。 

・ディスペンサーの主要構成機器（流量計、バルブ類）において、普及初期の 1 年相当の充填回数に

対する耐久性を有していることを確認した。 

・水素ステーションの繰り返し充填試験で技術課題の明らかになった緊急離脱カプラ、充填ホースに

ついては、改良品を開発し、普及前の 1年相当の充填回数に対する耐久性を確認した。 

・ディスペンサーにフィルタを設置することで，捕捉異物の分析による異物発生（不具合）箇所の推

定と、フィルタの定期調査による故障の予測が可能である見込みを得た。 

 

本成果の詳細を以下に示す。 

(1)ディスペンサー構成機器の耐久性評価 

水素ステーションでの繰り返し充填試験を通じて、緊急離脱カップリング以外のディスペンサー構

成機器（バルブ類、充填カップリング、流量計等）について 1年間のノーメンテナンスが実現可能で

あることを確認した。 

低温状態での Oリング部の耐性不足という課題が明らかとなった緊急離脱カップリングについては、

「NEDO水素先端科学基礎研究事業」にて Oリングの開発を実施している九州大学の材料研究チームと

連携し、低温で耐ブリスタ特性を有する Oリングを開発した。開発した Oリングを組み込んだ緊急離

脱カップリングついては、低温（-30℃）高圧水素環境下での健全性（水素シール性）を低温加減圧

試験によって確認した。 

改良した緊急離脱カップリングは、改めて水素ステーションに設置し、繰り返し充填試験を実施し

た（図 3-8）。試験の結果、改良した緊急離脱カップリングは、1年間のノーメンテナンスが実現可能

であることを確認した。 

  

図 3-8 ディスペンサー全景（左）および改良した緊急離脱カップリング拡大図（右） 
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(2)ディスペンサー等故障予知技術開発 

フィルタ捕獲物に関して形態観察や元素･組成解析をすることで、異物、樹脂成分等の識別が可能

であることを確認した。そこで実際に充填試験を実施しているディスペンサーに異物捕集用フィル

タ（図 3-9）を設置し、異物のサンプリング分析を行うことで、バルブ故障事象と水素中不純物の

関係有無について調査を実施した。これまでに 3回のフィルタ分析（図 3-10）を行い、フッ素系樹

脂やオーステナイト系ステンレスを確認した。この他入口部フィルタで、平成 22年（6ヶ月）には

設置時に混入したと思われる珪酸類が見られた。平成 23年（1.5年）には鉄腐食生成物やグラスフ

ァイバーが異物として捕捉され、圧縮機潤滑油オーバーフローによる圧縮機ロッドパッキン、ピス

トンリングの破片と推測された。平成 24 年（2.5年）は、点検時に混入したと思われる化学繊維が

見られた。 

バルブ故障と水素中不純物の関係有無についての調査を加速させるため、バルブ故障時の現象把

握試験装置（図 3-11）を製作し、バルブ動作試験を実施した。初期（0～5万回）では比較的大きな

水素中不純物が捕獲され、20万回以降では回数に応じた小さな異物が捕獲（図 3-12）された。これ

らのことから、定期点検時のフィルタを分析し、そのデータを蓄積することで、不純物による故障

予測が可能となる見通しを得た。 

物理的、機械的評価機器による故障診断の可能性検討として、アコースティックエミッション装

置によるバルブ微少漏れ検知の下限を測定し、920cc/min を得た。 

 

 

図 3-9 異物捕集用フィルタと設置構成 

     

 

図 3－10 フィルタ異物分析例（F8001） 

（H20年回収：珪酸類、平成 21年：ガラス繊維、平成 22年：化学繊維） 

検証用ディスペンサー 配管系統概略図 

ディスペンサー内にサンプル 

回収ラインを設置し、設置時 

及び分解前充填試験時に通流 
充填時、 

常時通流 

F8002 
F8003 

F8001 

プレクーラ 

フィルタ断面図 

ガスの流れ 

F8002，F8003 

F8001 



Ⅲ2.1-1-1(10) 

 

   図 3-11 バルブ故障時の現象把握試験装置   図 3-12 試験装置による捕捉異物量の推移 

 

(3)充填ホース耐久性検討 

水素ステーションにおいて繰り返し充填試験を実施した結果、充填ホースの耐久性に関して以下 2

つの対策が必要であることを確認した。 

①配管内混入物による充填ホース内面傷（耐久性低下の起点）発生の抑制 

②充填ホース内面への水素透過によるブリスタ（耐久性低下の起点）発生の低減 

 

①については、充填ホース内面保護のために、ホース最内層へフッ素樹脂を積層した改良型充填ホ

ースを開発した。改良型充填ホースについては、水素ステーションに設置し、繰り返し充填試験によ

る耐久性評価を実施した（図 3-13）。繰り返し充填試験は普及期前の 1年間の想定充填回数（270回）

まで実施し、健全性を確認した。 

②については、耐水素ガス透過性に優れた材料の選定および積層構造等について検討を行った。本

検討は、「NEDO 水素に対して耐性に優れた適用材料の研究開発事業（実施者：日本合成化学工業株式

会社）」との連携して行った。 

  

図 3-13 改良充填ホース外観写真 
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3.4 プレクール設備開発 

本実施項目の成果は以下の通りである。 

・プレクール設備（熱交換器出口温度-20℃）の小型化と低コスト化を行い、実ステーションにおいて

普及前の 1年相当の充填回数（270回）の耐久性が確認できた。 

・水素ステーション設計や運転解析に活用できるシミュレーション技術として、充填タンク解析プロ

グラム、プレクール熱交解析プログラムを開発した。 

本成果の詳細を以下に示す。 

 

(1)初期改良型プレクール設備の開発および耐久性検証 

NEDO事業におけるプレクール設備の技術的課題（運転上の課題対応、製作期間短縮のための使用部

品点数の削減、冷却効率向上等）およびプレクール設備設計に必要な運転データ取得を考慮し、「初

期改良型プレクール設備」を設計・製作した。 

初期改良型プレクール設備の熱交換器部分は、大陽日酸試験フィールドにて単体試運転を実施し、

設計時の要求仕様を満足していることを確認した。その後、東邦瓦斯水素ステーションに初期改良型

プレクール設備を設置し、繰り返し充填試験による耐久性検証を行った。充填試験の結果、普及期前

の 1年間の想定充填回数(270 回)において耐久性を確認した。さらに、初期改良型プレクール設備出

口の水素ガス温度が「年間を通じて-20℃以下」を維持可能であることを国内で初めて実証した。 

 

(2)次期プレクール設備の開発および耐久性検証 

初期改良型プレクール設備における繰り返し充填試験データおよび東邦瓦斯が水素ステーション

オーナーとして提示する要望（経済性、使い勝手、メンテナンス性等）を考慮したうえで、「冷却性

能は維持したままで、コスト低減ならびに小型化、1 年間ノーメンテナンス」を満足する「次期プレ

クール設備（図 3-14）」を設計・製作した。 

コスト低減については、初期改良型プレクール設備熱交換器と比較して 3.6百万円の低減を実現し

た。また、小型化については、初期改良型プレクール設備熱交換器と比較して占有面積を 1/4まで縮

小した。なお、次期プレクール設備熱交換器の 1年間ノーメンテナンスを実現するための技術として、

溶接配管の螺旋加工技術も次期プレクール設備熱交換器の設計・製作に併せて開発した。これにより

プレクール設備における熱交換器高圧配管に継手を全く使用しない構造が実現し、プレクール設備熱

交換器の更なる信頼性の向上を実現させた。 

次期プレクール設備を水素ステーションに設置し、繰り返し充填試験による耐久性検証を継続中で

ある。これまでにプレクール設備の冷却性能の観点から 1 年間のうち最も過酷な条件となる夏季（8

月）に、次期プレクール設備熱交換器出口の水素ガス温度が「-20℃以下」を維持することを確認し

た。 
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ブライン

ブライン

熱交換器本体

 

図 3-14 次期プレクール設備熱交換器外観図 

 

(3)水素充填シミュレーション技術開発 

①水素充填タンク温度解析プログラム 

NEDO 事業「水素社会構築共通基盤整備事業-圧縮水素容器系の高圧化要素技術の開発」におい

て開発した「水素を高圧容器に急速充填した時の容器内の水素ガス温度を解析するしミューレシ

ョンプログラム」は、充填容器への水素供給条件または放出条件（初期水素ガス圧力、温度等や

充填容器の形状）を与えると、充填容器内の水素ガスの温度上昇を解析することができるもので

あった。 

本事業では、当該プログラムを改造し、充填水素ガスを規定の温度（85℃）以下で充填するた

めの条件（充填流量、充填水素ガス温度等）を推定できるシミュレーションプログラム（以下、

水素充填タンク温度解析プログラムと記す）を開発した。 

この結果、既存プログラムと改良プログラムの両者を活用することにより、蓄圧器形状ならび

に水素ガス初期圧力、温度が既知の場合に、充填容器内の充填水素ガスを規定の温度（85℃）以

下に充填するために必要なプレクール設備の冷却性能が導出できるようになった。 

 

②プレクール設備解析プログラム 

前項①で説明した水素充填タンク温度解析プログラムによって、プレクール設備に必要な冷却

性能を導出できるようになった。そこで必要な冷却性能を得るためのプレクール設備の詳細仕様

を導出し、設備設計に反映するためのシミュレーションプログラム（以下、プレクール設備解析

プログラムと記す）を開発した。 

プレクール設備解析プログラムは、プレクール設備仕様（熱交配管形状、冷媒温度等）および

プレクール設備入口の水素ガス供給条件（圧力、温度、流量の時間変化）を与えた際に、プレク

ール設備出口での水素ガスの圧力、温度、流量を解析するものである。 

本プログラムの解析精度検証は、東邦瓦斯に設置されているプレクール設備の充填試験結果と

の照合によって行った。解析精度検証の結果、本プログラム解析結果は、実際のプレクール設備

の充填試験結果と精度良く一致していることを確認した（図 3-15）。 
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図 3-15 プレクール設備解析プログラムと実際のプレクール設備充填試験データとの照合結果 

（左図：水素ガス圧力変化 右図：水素ガス温度変化） 

 

「水素充填タンク温度解析プログラム」ならび「プレクール設備解析プログラム」の解析結果

は、大陽日酸が開発した「次期プレクール設備（3.4項参照）」の最適設計に反映されている。さ

らに、要素技術開発事業にて実施している「水素ステーション充填解析プログラム開発」へも当

該プログラムが応用されている。 

 

3.5 その他の事業成果 

本事業の実施内容、成果について、実施計画書との対比を表 3-4に示す。 

表 3-4 実施計画書と成果の比較一覧 

実施計画書記載内容 

（表中番号は、実施計画書の章番号） 
実施内容 

1.普及開始時の水素ステーションシス

テムの基本仕様の導出【JPEC】 

①検討前提仕様の設定 

FCV普及初期、本格普及期など、時期毎の区分、FCV普及台数、ステー

ション面積、設置場所（立地条件）、水素供給量（圧縮機容量、蓄圧器容

量等）等、水素ステーション規模に関する要因を整理した。 

②普及開始時の基本仕様の導出 

300L×3バンク差圧充填型水素ステーションのプロセスフローを策定し

た。 

2.システム技術課題の整理検討   

2-1イニシャルコスト低減に関する検討

【JPEC】 

①コスト低減検討基準値の設定 

平成 20年度時点の既設水素ステーションの機器構成に関する資料を収

集し、その結果をもとにコスト積算を行い、300L×3バンク差圧充填型水

素ステーションコストは 5.98億円であるという結果を得た。 
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②差圧充填型水素ステーション図面整備 

コスト低減検討の基礎となる資料として、300L×3バンク、450L×2バンク

差圧充填型水素ステーションの PFD図、機器リスト、P&ID、PLOT図を整

備した。 

③低コスト型水素ステーション概略仕様検討 

差圧充填型水素ステーションの蓄圧器機器費の低減を目的とし、「直充填

2段型水素ステーション」のプロセスフローを策定し、コスト低減効果を検

証した。 

④水素ステーションの動的解析 

「300L×3バンク差圧充填型」「直充填 2段型」水素ステーションにおける

水素充填状態を動的解析モデルによって検証した。 

2-2 ランニングコスト低減に関する検討

【東邦瓦斯】 

①水素ステーションの設計段階において、70MPa級水素ステーションの運

用上、日常点検の対象となる要素機器を整理した。 

②日常点検や定期点検時の検証･評価項目を整理し、ステーションシステ

ム構築後から日常点検を開始した。 

③システムの運転試験を実施する中で、メンテナンス上の課題および構

成要素機器の機能上の課題を抽出し、関連機器メーカー及びプロジェクト

メンバーに提示することで、メンテナンスコスト低減に関する技術開発を推

進すると共にその成果を評価した。 

④蓄圧器、プレクール設備、圧縮機からの直接充填、充填制御方法につ

いてシステム運転を通じて問題点の把握・整理を行い、プロジェクトメンバ

ーおよび関連機器メーカーによるシステムの効率化につながる検討を推

進した。 

⑤圧縮機の消耗品交換の考え方について、試験結果をもとに推定した普

及初期の稼動率における消耗品の消耗度合いを、年 1回の圧縮機点検

において消耗品を取外し検査することで適正さを検証し、各消耗品の交換

時期を設定した。 

2-3耐久性向上に関する検討【東邦瓦

斯】 

①「地域水素供給インフラ技術・社会実証」（2011年～2015年）に向けた

水素ステーションシステムの 1年間ノーメンテナンスのための技術開発課

題について、耐久性検証の対象、試験項目及び試験方法を整理した。 

②70MPaFCVへの実充填と鋼製容器等への充填試験により、耐久性を評

価・検証した。 

③試験充填容器などへの繰り返し充填試験により、普及期前の１年分に

相当する充填試験（270回/セット）を１セット、普及初期の１年分に相当す

る充填試験（945回/セット）を 2セット実施した。高圧設備点検及び日常点

検等により、システムの健全性をモニターし、普及期前及び普及初期にお

ける 1年間ノーメンテナンスが実現可能であることを確認した。 
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④プレクール熱交換器での圧力損失上昇、緊急離脱カップリングの低温

状態での O-リング部の耐性不足、充填ホースのゴム材料の耐性不足

等、発生した不具合や技術的課題については、プロジェクトメンバーへ情

報提供し、技術開発課題を設定し、開発成果について評価した。 

3水素ステーションのシステム構成機

器に関する試作・検証・評価 

  

3-1圧縮機の単体予備試験【東邦瓦

斯、JPEC】 

①圧縮機単体での耐久試験の結果、実測の圧力・温度は設計圧力、設計

温度以内であり、問題ないことを確認した。また、耐久試験後の開放点検

により全ての部品の耐久性を確認した。本結果から、システム試験に活用

することとした。 

②移設後の圧縮機について、1年間ノーメンテナンスの対象とすべき点検

部位、点検方法、点検サイクル等の点検内容を、石油エネルギー技術セ

ンターと共に、圧縮機メーカーからの情報収集等に基づいて明らかにし

た。 

3-2ディスペンサーに関する試作・検

証・評価 

  

3-2-1ディスペンサー構成機器の耐久

性事前評価【トキコテクノ】 

検証用ディスペンサーを試作し、トキコテクノ事業所内 70MPa級水素ガス

用充てん試験設備を用いて高圧水素ガスによる事前評価試験を実施し

た。 

3-2-2ディスペンサー等故障予知技術

の検討【日立 AMS、トキコテクノ】 

①ガス中異物のサンプリング方法選定 

予備試験よりフィルタで異物が捕捉され、評価法として可能性があること

が判った。フィルタは流体特性（圧力損失）やフィルタ交換時の作業性か

ら、カップタイプを選定した。ディスペンサ入口部および出口部にフィルタを

設け、比較することにより、ディスペンサー内部からの異物の発生状況も

把握できるものとした。 

②異物分析手法の確立 

フィルタで捕捉された異物を、（1）光学的観察（顕微鏡）、（2）走査型電子

顕微鏡（SEM）観察により形状を把握、（3）エネルギー分散型Ｘ線分光法

（EPMA）により元素を分析した。油分（有機化合物）や樹脂については、

（4）赤外線分光分析（FT-IR）により材料組成を同定した。 

③物理的、機械的評価機器による故障診断の可能性検討 

アコースティックエミッション装置によるバルブ微少漏れ検知の下限を測定

し、920cc/min を得た。 

3-2-3水素充填制御技術の検討   

3-2-3-1充填制御シーケンスの製作と

予備試験【トキコテクノ】 

充てん開始前の車両容器圧力と外気温とに対応して、設定した圧力上昇

率を選択しディスペンサー側で圧力等を監視しながら充てんを行う制御を

開発した。 

3-2-4ディスペンサーのコスト低減検討   

3-2-4-1ディスペンサー構成機器につ

いての検討【トキコテクノ】 

自社開発品、他社開発品について量産効果を見込んだ分析を実施してコ

スト低減策を抽出、目標である 50%コスト低減の見通しを得た。 
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3-2-4-2ディスペンサー構成機器・配

管用材料についての検討【日立 AMS、

トキコテクノ】 

①コスト低減材料の検討 

他研究機関による材料への高圧水素ガス暴露の影響評価や、合金開発

についての研究動向を調査し、SUS316L材に対し有利な材料の選定を行

った。 

②水素環境脆化に対する影響検証・評価 

予備試験として、配管材料の水素暴露試験を行った。さらに実証ディスペ

ンサーに試験体（ダミー配管）を併設し、検証試験を行った。水素暴露後

も、水素浸入量や機械特性に変化は見られなかった。 

③加工性の検証・評価 

配管曲げ加工による加工誘起マルテンサイトの増加が見られないことを

確認した。加工性（旋削、穿孔）において、SUS316L材と比較して、同等以

上の加工性、ドリル寿命を確認した。 

3-3プレクール設備に関する製作・検

証・評価 

  

3-3-1プレクール設備の開発・事前検

証【大陽日酸】 

①初期改良型プレクール設備の設計を完了した。 

②初期改良型プレクール設備の製作・単体試運転を実施し、設計時の要

求仕様を満足していることを確認した。 

③プレクール設備の健全性評価方法の検討し、高圧配管に継手を使用し

ない構造にすることを前提に、1年毎に定期自主検査 (KHKS 0850) を実

施することが、適正であると判断した。 

④次期プレクール設備の製作及び試運転を完了した。そして、初期改良

型プレクール装置に対し、3.6百万円のコストダウンを達成した。また、フッ

トプリントの縮小(1/4)によるディスペンサーとの一体化を可能とすると共

に、シェル内部の高圧配管に継手を全く使用しない構造とし、水素漏洩リ

スクのミニマム化を実現した。 

⑤初期改良型プレクール熱交換器の高圧配管材料の安全性確認を目的

に水素先端科学基礎研究事業として、その事業の受託先である九州大学

に、評価用サンプルとして、高圧配管材料を提供した。 

3-4ディスペンサーホースに関する試

作・検証・評価 

  

3-4-1充填ホースの単体耐久性評価・

検証【横浜ゴム】 

①充填ホースの耐久性評価方法の検討 

ステーションシステムへのプレクール設備導入に対する充填ホースの耐

久性評価のため、低温水素を用いる試験仕様の検討を行い、より実用に

近い条件を実現すべく、試験設備の高圧化および低温水素を供給可能と

する改造を実施した。 

②充填ホースの低温耐久性評価 

低温水素耐久性および低温屈曲耐久性について評価を実施し、加圧およ

び屈曲回数 2,200回（ステーション耐久性評価での目標値）以上の耐久性
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を有していることを確認した。 

③高圧水素による材料への影響評価 

ホース使用材料について、内面層および補強層材料の高圧水素環境で

の暴露試験を行い、材料物性の変化やブリスタ発生のないことを確認し

た。 

④ステーション充填試験にて発生したホース内面層き裂に関する調査・検

証 

・各種再現試験を実施し、ホース内面に傷が生じた場合のみ加圧の繰返

しにより内面層の亀裂が進展し貫通に至ることが判明した。 

・ステーション充填試験時の配管内に微小な金属片や氷結水分の混入が

確認されており、「配管内異物による外的な要因」がき裂発生の原因と推

測した。 

⑤ホース内面き裂に対する対策（改良型）検討・評価 

・外的要因によるホース内面への傷防止のため、ホース最内面に「傷に強

い材料（フッ素樹脂）」を積層する仕様へ改良を行った。 

・改良型ホースについて傷進展の再現試験を実施し、傷に対する積層の

抑制効果を確認した。 

⑥ホース仕様最適化（水素透過量の低減）の検討 

・内面層材料および構成に関する基礎検討成果（連携事業※の成果）を

活用したホース仕様の検討およびホース試作・性能評価を実施した。 

・ホース単体での水素耐久性評価にて層間の水素溜まりやはく離が確認

されたため、層間接着力や材料物性の改善の検討を行い、最適化仕様の

確立へつなげる。 

※「水素先端科学基礎研究／水素に対して耐性に優れた適用材料の研

究開発（実施者：日本合成化学工業株式会社）」 

3-4-2充填ホースおよび継手金具の低

コスト化検討【横浜ゴム】 

①ホースおよび継手金具のコスト構成分析ホースアセンブリの構成部品

について材料・加工・組立等のコスト構成比率の分析を実施した。また、

他社高圧ホースに関する情報収集を行い、コスト低減目標値の設定を行

った。 

②コスト低減策の検討と効果確認 

・材質、構成、サイズ等の仕様検討により、金具の材質・形状変更および

ホースの構成材料・構造変更により、約 20％のコスト低減策を明らかにし

た。 

・また、コスト低減実現のために必要な技術課題（規制緩和等）を明確にし

た。 

③改良型充填ホースのコスト再検証 

改良型ホースについて、上記コスト低減策の有効性について確認を行い、

同様のコスト低減の見込みを得た。 
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4総合的なシステム構築・検証・評価   

4-1 70MPa級水素ステーションシステ

ムの構築【東邦瓦斯】 

①システム仕様検討を基に、70MPa級水素ステーションシステムの設計・

設置を完了した。 

②蓄圧器の最適設計、プレクール設備の最適設計、圧縮機からの直接充

填、充填制御方法の最適化等の項目についてシステム運転を通じて問題

点の把握・整理を行い、その結果をもとに、プロジェクトメンバーおよび関

連機器メーカーによるシステムの効率化につながる検討を推進した。 

4-2圧縮機に関する検証・評価【東邦

瓦斯、JPEC】 

①定期点検・日常点検及び運転時において、圧縮機の健全性をモニター

し、普及期前及び普及初期における 1年間ノーメンテナンスが実現可能で

あることを確認した。 

②圧縮機の運用中に発生した技術課題については、石油エネルギー技

術センター等を通じて開発者へのフィードバック提言を行った。 

 

4-3ディスペンサーに関する試作・検

証・評価 

  

4-3-1ディスペンサー装着状態での構

成機器の耐久性検証・評価【トキコテク

ノ】 

①低温状態でのＯリング部の耐性不足という課題を抽出した緊急離脱カ

ップリングについては、「水素先端科学基礎研究」にてＯリングの開発を実

施している九州大学の材料研究チームと連携し、低温で耐ブリスタ特性を

有する材料を開発し、極低温(-30℃)下でのＯリングのシール性確保につ

いて目処を立てた。 

②開発したＯリングを組み込んだ緊急離脱カップリングを用いて、実証試

験において検証を実施した。 

4-3-2ディスペンサー等故障予知技術

の確立【日立 AMS、トキコテクノ】 

①フィルタ水素不純物分析による故障予知技術の有効性検証 

これまでに 3回のフィルタ分析を行い、フッ素系樹脂やオーステナイト系ス

テンレスを確認した。この他入口部フィルタで、2010年（6 ヶ月）には設置

時に混入したと思われる珪酸類が見られた。2011年（1.5年）には鉄腐食

生成物やグラスファイバーが異物として捕捉され、圧縮機潤滑油オーバー

フローによる圧縮機ロッドパッキン、ピストンリングの破片と推測された。

2012年（2.5年）は、点検時に混入したと思われる化学繊維が見られた。 

②バルブの故障事象と水素中不純物との関係を明示 

バルブ故障時の現象把握試験装置を用い、バルブ動作試験を実施した。

バルブ出入口に設置したフィルタで不純物を捕捉し、定期的に分析・評価

した。初期（0～5万回）では比較的大きな水素中不純物が捕獲され、20万

回以降では回数に応じた小さな異物が捕獲された。これらのことから、定

期点検時のフィルタを分析し、そのデータを蓄積することで、不純物による

故障予測が可能となる見通しを得た。 

4-3-3水素充填制御技術の検証・評価   

4-3-3-1充填制御のフィールド運用試

験【トキコテクノ】 

充てん開始前の車両容器圧力と外気温とに対応して、設定した圧力上昇

率を選択しディスペンサー側で圧力等を監視しながら充てんを行う制御を

開発した。 
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4-3-3-2最適充填制御に向けた検討

【トキコテクノ】 

①車両非通信での制御方式について、充填プロトコルに対応する充填制

御シーケンスの設計、及びソフトウェアの改良を実施、実証試験における

検証を実施した。 

②車両通信用モジュールをシステムに組み込み、車両通信を用いた充填

実証試験を実施した。 

4-4プレクール設備に関する試作・検

証・評価 

  

4-4-1プレクール設備の開発・耐久性

検証【大陽日酸】 

①初期改良型プレクール設備を試験フィールドである東邦瓦斯技術研究

所に設置し、試運転を完了した。そして、設計時の要求仕様を満足するこ

とを実証した。 

②初期改良型プレクール設備を稼働させた状態で、水素充填試験を実施

し、その試験時の各種データを蓄積した。 

③次期プレクール設備を試験フィールドである東邦瓦斯技術研究所に設

置し、試運転を完了した。そして、設計時の要求仕様を満足することを実

証した。 

④次期プレクール設備を稼働させた状態で、水素充填試験を実施し、そ

の試験時の各種データを蓄積を継続中。 

4-4-2次期プレクール設備の仕様検討

【大陽日酸、東邦瓦斯】 

①次期プレクール設備の仕様検討するために必要な測定項目を決定し、

初期改良型プレクール設備の稼働時に、測定可能とした。 

②初期改良型プレクール設備を稼働させた状態で、水素充填試験を実施

し、その試験時の各種データを収集した。そして、年間を通じて、初期改良

型プレクール装置出口の水素温度が「常時-20℃以下維持」を満足するこ

とを実証 (日本初) した。 

③次期プレクール設備を稼働させた状態で、水素充填試験を実施し、そ

の試験時の各種データを収集を継続中。そして、1年間の中で最も過酷な

条件となる夏季(平成 24年度 8月)に、次期プレクール装置出口の水素温

度が「常時-20℃以下維持」を満足することを確認した。 

④初期改良型プレクール設備を用いた各種データの検討等を実施し、年

間を通じた性能目標である「常時-20℃以下維持」を満足させる次期プレ

クール装置の仕様を検討し、設計を完了した。 

⑤次期プレクールの仕様検討において、水素ステーション運用者としての

要望(経済性・使い勝手・メンテナンス性等)を整理した。 

⑥次期プレクールを水素ステーションシステムへ設置後、冷却能力等につ

いて評価した。 

4-4-3普及型プレクール設備の仕様検

討【大陽日酸】 

①次期プレクール設備水素充填データの収集を継続中。 

②普及期のプレクール設備の仕様検討を行い、次期プレクール装置と同

一の、シェルアンドチューブ方式が優位であると判断した。また、冷凍機は

コストダウンを目的に市販品の採用を前提とするのが良好であると判断し

た。 
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4-4-4水素充填のためのシミュレーショ

ンソフト開発【佐賀大学】 

①水素充填タンク温度解析プログラム開発 

充填水素ガスを規定の温度（85℃）以下で充填するための条件（充填流

量、充填水素ガス温度等）を推定できるシミュレーションプログラム（以下、

水素充填タンク温度解析プログラムと記す）を開発した。 

②プレクール設備解析プログラム開発 

必要な冷却性能を得るためのプレクール設備の詳細仕様を導出し、設備

設計に反映するためのシミュレーションプログラム（以下、プレクール設備

解析プログラムと記す）を開発した。 

本プログラムの解析精度検証を東邦瓦斯に設置されているプレクール設

備の充填試験結果との照合によって行った。解析精度検証の結果、本プ

ログラム解析結果は、実際のプレクール設備の充填試験結果と精度良く

一致していることを確認した。 

4-5圧縮機からの直接充填技術に関

わる研究 

  

4-5-1直充填システムの構築【東邦瓦

斯】 

直接充填用制御内容をシーケンス化して、制御ソフトとして全体制御盤へ

直接充填制御機能を組込み、充填試験を実施した。充填試験は四季を通

じて行い、夏場においても水素冷却温度-20℃以下、圧力脈動なし、タンク

内温度管理値（85℃）以下で充填可能であることを確認した。制御性等に

関する課題に対して改良開発を実施し、その効果を検証した。 

4-5-2直接充填向けディスペンサー充

填制御の検証・評価【トキコテクノ】 

①圧縮機単独運転の直接充填制御、及び蓄圧器と連動した直接充填制

御等の上位システムとの連動運転について検証試験を実施し、課題を抽

出した。 

②抽出した課題について充填制御シーケンスを設計、及びソフトウェアの

改良を実施し、実証試験において検証を実施した。 

4-5-3直接充填向けプレクール設備の

評価【大陽日酸】 

①直充填時のプレクール設備の運用方法を検討し、差圧充填対応のプレ

クール設備の流用することが良好であると判断した。また、直充填時のプ

レクール設備管理において必要な計測点も差圧充填対応のプレクール設

備と同一であることが良好だであると判断した。 

②直充填時のプレクール設備の運転上の課題及び技術的な問題点に関

する検討を行い、差圧充填対応のプレクール設備と同仕様とすることで、

安全に水素冷却が可能であるとの結論に至った。 

③直充填専用のプレクール設備への要件の整理を行い、差圧充填対応

のプレクール設備と同一の仕様とすることが良好であると判断した。 

4-6ディスペンサーホースに関する耐

久性評価・検証 
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4-6-1充填ホースのステーションにお

ける耐久性評価・検証【横浜ゴム】 

①充填ホースのステーション耐久性検証 

・ホース単体耐久性評価結果を踏まえ、ステーションでの耐久性評価を実

施した。 

・充填回数 165回でホース内面層き裂によるガス漏れが発生し、ホースの

耐性不足が実用上の課題として明らかとなった。 

・発生原因の調査および対策検討を行い、改善策を改良型ホース仕様へ

反映した。 

②改良型充填ホースのステーション耐久性評価 

充填回数約 150回を実施し問題のないことを確認した。10月末までで 270

回までの耐久性確認を見込んでおり、継続し、耐久性評価を実施する。 

4-7バルブ、弁、配管等に関する検証・

評価【東邦瓦斯、JPEC】 

①検証･評価対象機器及び日常点検や定期点検時の検証･評価項目を整

理した。 

②東邦瓦斯水素ステーションにおける繰返し充填試験で明らかになった

技術課題を、開発者にフィードバックし、耐久性向上開発に反映させた。 

③日常点検および高圧設備点検によりデータを蓄積し、普及期前及び普

及初期の 1年間ノーメンテナンスが実現可能であることを確認した。 

4-8蓄圧器に関する検証・評価【東邦

瓦斯、JPEC】 

①蓄圧器について、日常点検や定期点検時の検証･評価項目を整理し、

システム構築後から日常点検を実施した。日常点検および高圧設備点検

によりデータを蓄積し、普及期前及び普及初期の 1年間ノーメンテナンス

が実現可能であることを確認した。 

②要素技術開発事業にて別途開発予定の SA723材蓄圧器を水素ステー

ションシステムに組み込み、繰り返し充填試験を実施し、日常点検により

健全性を確認した。 

③鋼製蓄圧器の最適材料選定のために、サーベイランス試験スケジュー

ルおよび鋼材における水素の影響を確認する試験内容を社会構築事業

と連携して実施した。 

5総合評価・まとめ【JPEC】 ①水素ステーション関連 WGによるコスト低減検討 

技術開発成果ならびに要素技術開発にて検討した機器スキッド化等によ

る機器設置工事費低コスト化検討を行い、水素ステーション全体コストを

2.55億円まで低減できる見込みを得た。 

②圧縮機併用差圧充填型水素ステーションの検討 

水素ステーション関連 WG検討結果である、水素ステーションコスト（2.55

億円）をさらに低減するために、「圧縮機併用型差圧充填方式」水素ステ

ーション設備仕様を検討した（要素技術開発と連携）。検討に際しては、動

的解析技術等を活用した。 

③機器パッケージ化によるコスト低減検討 

水素ステーション建設コスト低減のうち、現地工事費の低減を目的として、

要素技術開発で検討した「機器スキッド化」を更に発展させた「機器パッケ

ージ化」を立案した。 
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④標準設計資料の整備による設計費の低減効果検討 

低コスト型水素ステーションの標準設計資料として「圧縮機併用型差圧充

填方式（300L×2バンク）」の PFD図、P&ID 図、PLOT 図、機器リスト等を

まとめた。本標準化により、水素ステーション建設コストのうちの、設計費

の低減を行った。 

⑤水素ステーションコスト低減検討 

上記の検討結果の効果を積算し、水素ステーション全体のコストが 2億円

となる見通しを得た。 

⑥普及に向けた開発成果・技術課題の展開および検討 

「水素ステーション開発・実証連携会議」を開催し、システム技術開発、要

素技術開発の成果の活用・普及を推進した。また、技術開発に関する個

別の課題等については、「水素ステーション連絡会」等の会議を開催し、

技術課題の検討を行った。 

 

 

 

3.6 年度毎の特許、論文、外部発表等の件数 

特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0件 0 件 0件 0件 0件 1件 

H21FY 0件 0 件 0件 0件 0件 8件 

H22FY 1件 0 件 0件 2件 0件 9件 

H23FY 0件 0 件 0件 1件 0件 7件 

H24FY 0件 0 件 0件 1件 0件 4件 

 

4．まとめ 

(1) 標準仕様検討 

・「圧縮機併用差圧充填」と「機器パッケージ化等の現地工事低減策」を採用した水素ステーショ

ンにおいて、建設費が 2億円以下の見通しを得た。 

・建設費 2億円以下となった水素ステーション設備を標準仕様として確立し、設計資料をまとめた。 

(2) 運転技術開発 

70MPa級水素ステーションを建設し、普及前ならびに普及初期の 1年相当の充填回数（270回、945

回）の繰返し充填試験を達成した。この試験で構成機器の耐久性が確認でき、併せて今後の技術課

題を明らかにした。 

(3) ディスペンサー機器開発  

・ディスペンサーの主要構成機器（流量計、バルブ類）において、普及初期の 1年相当の充填回数

に対する耐久性を有していることを確認した。 

・実ステーションの繰返し充填試験で技術課題の明らかになった緊急離脱カプラ、充填ホースにつ
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いては、改良品を開発し、普及前の 1年相当の充填回数（270回）の耐久性を確認した。 

・ディスペンサーにフィルタを設置することで，捕捉異物の分析による異物発生（不具合）箇所の

推定と、フィルタの定期調査による故障の予測が可能である見込みを得た。 

(4) プレクール設備開発 

・プレクール設備熱交換器（熱交出口温度-20℃）の小型化と低コスト化、設備信頼性向上を行い、

実ステーションにおいて普及前の 1年相当の充填回数（270回）の耐久性を確認した。 

・水素ステーション設計や運転解析に活用できるシミュレーション技術として、充填タンク解析プ

ログラム、プレクール設備解析プログラムを開発した。 

 

5. 実用化・事業化見通し 

・ディスペンサーは、今後の水素ステーション整備において、開発品の採用が計画されている。 

・充填ホースは、更なる最適仕様検討（充填ホース材料、構造等）を進め、商品化を検討している。 

・プレクール設備は、平成 25年度の市場導入が可能となった。 

・充填タンク解析プログラムならびにプレクール設備解析プログラムは、プレクール設備設計なら

びに水素ステーション全体の充填解析プログラム開発に応用されている。 
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70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

水素インフラの技術基準に関する検討 

 

実施者： （一財）石油エネルギー技術センター(JPEC) 

 

 

1. 事業概要 

 燃料電池自動車・水素ステーションの 2015 年における一般ユーザーへの普及開始に際し、水素ステ

ーション、水素貯蔵及び水素輸送に係わる水素インフラ整備が必要不可欠である。 

中でも先行実証研究にて抽出された水素インフラに関する規制見直しはインフラ整備の核となる重

要課題であり、水素ステーションに関連するコストに重大な影響を与える以下の 4項目の技術基準につ

いては、水素インフラ関連業界からも最重要課題として高いニーズが掲げられている。 

このような背景から本検討では、図 1-1 に示す高圧ガス保安協会(KHK)、東京大学と共同した検討体

制で、表 1-1の研究開発を実施した。併せて水素ステーションの規制基準全般の調査検討を行った。 

 

表 1-1 研究開発項目 

 研究開発項目 担当 

1. 水素ステーション用金属材料の鋼種拡大 JPEC、KHK 

2. 水素輸送用複合容器に係る基準整備 JPEC、KHK 

3. 水素ステーション用複合容器に係る基準整備 JPEC、KHK、東京大学 

4. 圧力設備の設計基準における設計係数と水素適用 JPEC、KHK 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 水素インフラ基準の検討体制 

高圧ガス保安協会 東京大学
生産技術研究所

ＮＥＤＯ事業（水素ステーション関連技術開発）

連携

連携

技術・社会実証
（ＨｙＳＵＴ）

水素先端科学基盤研究
（Hydrogenius※2）

ＮＥＤＯ他事業

水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発

ＮＥＤＯ事業 水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発

システム技術（基準検討＆技術開発）
(石油エネルギー技術センター）

材料・設計基準分科会

複合容器分科会

ステアリング委員会

連絡会議
高圧ガス保安協会/東京大学/
石油エネルギー技術センター

要素技術（鉄鋼材料）
新日鐵住金 等

ＪＩＭＧＡ※1

協力

※１ 一般社団法人 日本産業・医療ガス協会 （Japan Industrial and Medical Gases Association）
※2 水素材料先端科学研究センター (Research Center for Hydrogen Industrial Use and Storage)

要素技術（複合容器）
ＪＸ、サムテック

要素技術（アルミ材料）
茨城大学 等

ＦＣＶ国際標準化・
規制見直

（日本自動車研究所）

連携
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2. 事業目標 

2.1水素ステーション用金属材料の鋼種拡大 

水素ステーションでの使用を目的とした配管、バルブ用材質として耐食性ステンレス鋼(SUS316L)

は、高圧水素雰囲気下で劣化を起こしにくいことが知られており、35MPa 水素ステーションで使用可

能な鋼材として認められていたが、より高圧の 70MPa水素ステーションで使用するのは、材料強度が

不足し、SUS316Lでは水素ステーションとしての必要性能を満足できないことが判明した。そのため、

SUS316L に代わる高圧水素環境下で使用可能な耐水素劣化特性を有する強度の高い材料を見出すため

の検討を行い、水素ステーション用金属材料の鋼種拡大を実現する技術基準に資する資料を作成する。 

2.2水素輸送用複合容器に係る基準整備 

水素輸送用のCFRP製複合容器に関して、より高圧化し輸送効率を向上させるために、現行の35MP

a以上の高圧化に対応した容器の技術基準に関する検討を行い、新たな輸送用複合容器の技術基準に

資する資料を作成する。 

2.3水素ステーション用複合容器に係る基準整備 

  CFRP製複合容器については、軽量化が可能なこと、またコスト低減が見込まれることから、水素

ステーションで使用する蓄圧器として活用することが強く望まれている。しかし、蓄圧器としての

利用に対しては、これまで実績がなく、省令・例示基準等を含めた技術基準類の整備がなされてい

ない。そこで、複合容器を水素ステーション用蓄圧器として使用するために必要となる技術基準に

関する検討を行い、特認取得のためのガイドラインに資する資料を作成する。 

2.4圧力設備の設計基準における設計係数と水素適用 

圧力設備の設計基準における設計係数に関して、海外の設計基準における設計係数との違いが問題

となり、水素ステーション設備のコンパクト化やコスト低減の観点から、設計係数の低減を実現する

ことが強く望まれている。そこで十分な安全レベルを確保しつつ、設計係数を既存の技術基準よりも

小さくした技術基準の導入及びその水素への適用検討を行い、設計係数低減の特認取得のためのガイ

ドラインに資する資料を作成する。 

 

3. 事業成果 

3.1水素ステーション用金属材料の鋼種拡大 

(1)鋼種拡大候補材の選定と評価試験の実施 

70MPa 水素ステーションを実用化するために必要な材料について、ステーション設置者、機器設備

メーカー、水素材料評価機関等の産学関係者から幅広く情報収集を行った。その結果、水素の影響を

受ける材料については、まだ水素の影響の定量的評価が体系化されていないことなどから、短期間で

の検討は不可能なことが判明し、70MPa 水素ステーションを実用化するために必要最低限の金属材料

として、SUS316Lと同等の水素の影響を受けにくい金属材料から候補を選定した。 

 

表 3-1-1 鋼種拡大候補材 

順位 鋼材名 用途 

1 SUS316（高 Ni>12%） 配管、バルブ類 

2 同冷間加工材（加工度 20％、40％） 配管、バルブ類 

3 SUH660 流量計、ノズル、他 

4 A6061 ステーション用複合容器ライナー材 
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これら材料評価については、120MPa水素評価試験装置を所有している Hydrogeniusと連携し、将来

的な国際標準との整合性も視野に入れ、115MPaでの高圧水素条件下で評価を実施することとし、水素

の影響を受けにくい材料であることから、SSRT、疲労試験、疲労き裂進展試験の３種類の試験を実施

した。 

尚、材料評価と並行して実施した文献などの調査から、プレクール設備を使用する場合にガス温度

として想定される－40℃前後の低温領域で、水素の影響を受けにくいと言われている SUS316Lにおい

ても水素の影響が見られることが判明したため、SSRT試験については、低温（-40℃）、常温（室温）、

高温（85～120℃）の 3点での測定を実施した。表 3-1-2に材料評価試験スケジュールを示す。 

 

表 3-1-2 材料評価試験スケジュール 

 H22年度 
H23年度 H24年度 

上期 下期 上期 下期 

 

・SUSUS316 

（高 Ni>12%） 

及び 

冷間加工品 

 

・SUH660 

 

 

・A6061 

 

     

 

(2)本事業の成果 

平成 23 年度に実施した、SUS316L（Ni＞12％）及び同冷間加工品（加工度 20％及び 40％）の評価

において、SSRT、疲労試験、疲労き裂進展試験の水素中での評価結果は、大気中との差がほとんどな

いことが確認された。また、温度の影響を確認するために実施した－40℃の低温領域での SSRT につ

いても、顕著な水素脆化は確認されなかった。 

平成 24年度に実施の SUH660についても、－40℃の低温から 85℃までの温度範囲において、水素に

よる脆化傾向は確認されなかった。尚、A6061については、現在評価を実施中である。 

 

これらの結果から、ＫＨＫは、材料評価に関する以下の技術基準案を提案し、材料・設計基準分科

会及びステアリング委員会で審議を行っている。 

① SUS316L等の水素の影響を受けにくい材料については、使用条件における SSRT試験及び疲労

試験の結果から材料選定を行うことができる。 

② SSRT試験では、引張試験またはミルシートの絞りに、設計圧力以上で水素と大気中（または

不活性ガス中）の絞りの比（相対絞り値）を掛けた値が、材料規格に規定する規格値以上で

合格とする。 

③ 尚、SUS316 や SUS316L の場合、Ni 量のみで相対絞り値を整理することが困難であることか

ら、オーステナイトの安定化度を示す指標である Ni当量(％)＝12.6C ＋ 0.35Si ＋ 1.05Mn 

＋ 1.0Ni ＋ 0.65Cr ＋ 0.98Moで整理を行う。 

試料準備 材料評価試験 

材料評価試験 試料準備 

試料準備 材料評価試験 

材料評価試験は、Hydrogeniusが実施 
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④ 疲労試験では、大気中における 107回の疲労強度が、許容引張応力の 1.6 倍以上であるもの

を合格とする。 

 

これらの技術基準案の材料・設計基準分科会及びステアリング委員会での審議を経た後、「水素ス

テーション用金属材料に係わる技術基準の整備に資する資料」として取りまとめる。 

 

3.2水素輸送用複合容器に係る基準整備 

(1)容器圧力に関する検討 

水素輸送用のCFRP製複合容器に関しては、容器保安規則例示基準（JIGA-T-S/12/04）が既に制定さ

れている。そこでは容器の最高充てん圧力が35MPa と規定されているが、燃料電池自動車の燃料水

素圧力高圧化に伴い水素ステーションにおける水素供給量が増えることが予測され、輸送効率を

向上させるために、水素輸送用容器をより高圧化した容器について検討を行った。 

その結果、複合容器の最高充てん圧力については、以下の理由から45Maとした。 

・最高充てん圧力35MPaのJIGA-T-S/12/04が既に存在し、材料の水素劣化特性およびガス透過率

を考慮すれば最高充てん圧力45MPa技術基準への適用範囲拡大が可能となる。破裂試験、圧力

サイクル試験等に関しても、車載用複合容器では70MPaが実現されていることから、最高充て

ん圧力45MPa、サイクル試験等の圧力（45MPa×1.25）試験データを整備することは技術的に可

能である。 

・輸送コスト試算で、最高充てん圧力45MPaが最も経済的である。 

・DOT(米国運輸省)は最高充てん圧力45MPaでSpecial Permit （特認）を与えている。 

国際的な整合性という意味で45MPaが妥当と言える。 

・水素充てん時の温度上昇は、到達圧力70MPaより45MPaの場合が低い。 

 

(2)最高充てん圧力（45MPa）の変更に伴う検討 

水素輸送用のCFRP製複合容器の最高充てん圧力を35MPaから45MPaに変更することに伴い、現行基準

（JIGA-T-S/12/04）において見直し検討が必要と思われるものについて項目の整理を実施した。 

その結果、「① 最高充てん圧力が基準に直接影響する項目」が全29項目中13項目あり、「② 最高

充てん圧力変更の影響を確認する必要がある項目」が5項目あることを確認した。 

このうち、「① 最高充てん圧力が基準に直接影響する項目」については、容器検査、破裂試験、

圧力サイクル試験など主に検査方法に関する項目であり、国内外の関連基準や検査機関を含めた関係

者への確認を行い、現行の技術基準内容で問題ないことを確認した。 

 

(3)その他の技術検討 

「② 最高充てん圧力変更の影響を確認する必要がある項目」については、複合容器の技術開発状

況に関する情報収集結果も参考にして検討を行い、その結果、最高充てん圧力の変更以外に、以下の

3項目についても、検討を行った。 

ｱ) ライナー材料の検討 

ライナー材料についての鋼種拡大の要望があり、複合容器メーカーから見直しの意見が出され

たが、水素の影響を受け易い低合金鋼などの材料については、その影響の度合いがまだ十分解明
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されておらず、今回の検討期間で結論を出すことが困難と考えられた。 

一方、現行基準（JIGA-T-S/12/04）でライナー材料として使用が認められている金属材料で

あるSUS316L、A6061-T6については、KHK S 0128（自動車用燃料容器最高充てん圧力70MPa）検討

時に水素圧90MPaまでの材料評価が行われ、問題ないことが確認されている。 

そのため、今回の見直しでは、SUS316L、A6061-T6については、容器材料の鋼種変更は必要な

しとした。 

 

ｲ) 内容積の検討 

内容積については、複合容器メーカーから見直しの意見が出されたが、以下の検討を行い、

今回は、現状と同じく360L以下とした。 

・300L程度までの内容積の容器はタイプ３容器がCNG用のバス天井設置用として使用されて

いるが、水素用としての生産実績はない。また、これ以上の大容量容器製作については具

体的な計画がなく、評価用試験装置等のインフラも整備されていない。 

・海外情報や国際基準の動向等の情報が十分でなく、まず大型容器に関する国内外の実態調

査から行う必要がある。 

・従って目的の早期実現のためには現行基準(JIGA-T-S/12/04)の内容積で十分であることを

関係先と確認を行った。 

 

ｳ) ガス透過率の検討 

ガス透過率については、日本自動車研究所(JARI)によるプラスチックライナーを使用するタ

イプ4容器のガス透過率の検討にて、ガス透過率が、HDPEをライナーに使用したタイプ4容器【3

5MPa時、15℃、20℃】でJIGA-T-S/12/04の合格基準値である2(cm3/hr･L)を超えるが、ポリア

ミドを使用した容器ではこの基準値を満足することが明らかになっている。 

試験結果より、45MPaで、200L程度以上の大容量の容器を使用した場合、ガス透過率は合格

基準値である2(cm3/hr･L)に入るものと推定されることより、合格基準値2(cm3/hr/･L)で変更は

必要なしとし、ライナー材の種類でガス透過率が異なるが、ライナー材種類の制約ではなくガ

ス透過率として規定することとした。 

 

 (4) 技術基準の整備に資する資料 

以上の検討をもとに、水素輸送用複合容器に係る技術基準の整備に資する資料を作成した。 

輸送用複合容器、及び輸送用複合容器積載(例)を図3-2-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

           図 3-2-1 輸送用複合容器、及び輸送用複合容器積載(例) 
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3.3水素ステーション用複合容器に係る基準整備  

(1)材料試験法、評価指標に関する検討 

水素ステーションでCFRP製複合容器を蓄圧器として使用することを想定した場合のニーズ、使用

条件、技術開発状況等に関する情報をユーザーやメーカー等の関連業界から幅広く調査、収集する

と共に、小型複合容器の評価試験法の検討を行い、対象とする複合容器タイプ（タイプ２：荷重分

担金属ライナー製円筒胴繊維強化圧力容器、タイプ３：荷重分担金属ライナー製円筒胴・ドーム部

繊維強化圧力容器、タイプ４：非荷重分担ライナー製円筒胴・ドーム部繊維強化圧力容器）につい

て検討した。 

水素ステーション用CFRP製蓄圧器としての使用条件、技術開発状況等を取りまとめると共に、複合

容器の評価基準に関する海外調査を行い、必要な情報提供を行った。 

 

(2)評価試験の実施 

関連業界及び有識者の意見を参考に、評価試験を実施する対象としてタイプ３複合容器を選定し

た。評価試験計画の策定及び評価試験に供する試験用複合容器の設計については、連携する東京大

学が主体となって実施した。JPECは上記(1)の材料試験法、評価指標に関する検討結果等及び水素ス

テーション用CFRP製蓄圧器としての使用条件、技術開発状況等を取り纏め、試験用複合容器の設計

に必要不可欠な情報の提供を行った。 

(1)で得られた「材料試験法、評価指標」と「評価試験計画」及び「試験用複合容器の設計」の検

討結果に基づき、小型複合容器評価用の供試体を製作し、外注により複合容器評価試験を実施した。 

 

①有限要素法解析に基づく試験用小型複合容器の設計と評価試験計画策定 

  有限要素法解析により、アルミ合金ライナーに発生する応力変動を明らかにし、試験用小型複合

容器を設計した。小型複合容器の基本設計・製作仕様を表3-3-1、小型複合容器の外観とCFRP積層

構成を図3-3-1に示す。ライナーの疲労強度評価に必要な寿命予測線図を作成するために有限要素

法解析により、ライナーに発生する応力を正確に把握し、常温圧力サイクル試験の適切な自緊処理

圧力と試験圧力範囲を探索し、評価試験計画を策定した。試験用小型複合容器は50本製作した。 

 

表 3-3-1 小型複合容器の基本設計・製作仕様 

項目 仕様 

最高充填圧力  20 MPa 

内容積 2 ℓ 

ライナー材質 ＪＩＳ Ａ６０６１－Ｔ６ 

ライナー寸法（直径×長さ×胴平行部肉厚） 103×320×1.5 mm 

最小破裂圧力 70 MPa 

ライナー０．２％耐力：σy 286.81 MPa 

ライナーヤング率 70,600 MPa 

ライナーポアソン比：ν 0.3 

繊維材料 炭素繊維： TRH50，12L FILAMENT 

CFRPヤング率（繊維方向）：E１ 142.79 GPa 

CFRPヤング率（繊維直行方向）：E２ 14.681 GPa 

繊維直行方向の引張りに関する CFRP せん断

弾性係数率：G23 

8.268  GPa 
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繊維厚み方向の引張りに関する CFRP せん断

弾性係数率：G31 

14.014 GPa 

CFRPポアソン比：ν２１ 0.029 

CFRPポアソン比：ν３１ 0.029 

CFRPポアソン比：ν３２ 0.379 

繊維の体積含有率：Vｆ 0.57 

ワインディング方法 ｳｴｯﾄﾜｲﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 

積層構成 １層：ﾌｰﾌﾟﾜｲﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 約 1.0mm(胴平行部) 

２層：ﾍﾘｶﾙﾜｲﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 約 1.2mm(胴平行部) 

３層：ﾌｰﾌﾟﾜｲﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 約 0.9mm(胴平行部) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図3-3-1 小型複合容器の外観とCFRP積層構成 

 

②小型複合容器の評価試験 

策定された評価試験計画に基づき、常温圧力サイクル試験と破裂試験の評価試験を実施し、一

部の容器については評価試験後に亀裂発生部の調査を実施した。表3-3-2に小型複合容器評価試験

等のスケジュールを示す。常温圧力サイクル試験結果を取り纏めた「応力範囲に基づく寿命予測

線図（最大応力－応力範囲）」を図3-3-2に示す。 

その寿命予測線図の解析により、想定される10万回寿命を達成するためには、圧力サイクルに

より発生する応力範囲を100MPaとすればよいことを見出した。 

CFRP積層構成(CFRP層を上側にして図示) 



 

Ⅲ2.1-1-2(8) 

 

表3-3-2 小型複合容器評価試験等のスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-3-2 応力範囲に基づく寿命予測線図（最大応力－応力範囲） 

 

③中型複合容器の設計・製作、及び評価試験 

  小型複合容器を用いて得られた結論の普遍性を確認するため、また大型複合容器の製作の可否を確

認すると共に、複合容器の大型化により発生する可能性がある不確定要素を抽出し解決するため、中

型複合容器を8本製作し圧力サイクル試験と破裂試験に供した。基本設計・製作仕様を表3-3-3に示す。

完成容器の外観を図3-3-3(写真)に示す。 
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表3-3-3 中型複合容器の基本設計・製作仕様 

設計圧力 １１０MPa 

設計破裂圧力 ３３０MPa以上 

材料 ﾗｲﾅｰ：A6061-T6 

繊維：炭素繊維 

内容積 １００L 

寸法 外径396.2mm×長さ2072.6mm 

重量 約２３０Kg 

設計圧力ｻｲｸﾙ数 試験圧力範囲が０～110MPaでの常温圧力ｻｲｸﾙ試験に 

おいて漏れ発生まで10万回を目標 

調達本数 8本 

 

 

 

図3-3-3(写真)  完成容器の外観写真 

 

容器メーカーが米国で独自に行った試験では、圧力変動が最も厳しい0-100%設計圧力の圧力サイク

ルで、LBBが成立すると共に10万回以上の疲労寿命を有することが確認されたが、国内の試験機関で

行った試験では目標回数を大きく下回る結果となった。調査の結果、温度管理等の試験手順が異なる

ことがわかり、容器の寿命を的確に評価するための方法論を確立することが全世界的な課題となって

いることが判明した。そのような課題を有しながらも、実際の蓄圧器の運転条件に近い圧力変動であ

る50%、または75%設計圧力と100％設計圧力との間の圧力条件の試験を実施し、疲労寿命が大幅に延

長すること、破裂試験では破裂安全率が設計圧力の3倍以上あることを確認し、タイプ３大型複合容

器の蓄圧器としての成立性が検証できた。 

 

(3)評価試験結果の取りまとめと技術基準の整備に資する資料の作成 

小型複合容器と中型複合容器の各評価試験の結果を取りまとめ、水素ステーション用複合容器の

製作に必要な技術的要件について検討し、「水素ステーション用複合容器に係わる技術基準の整備

に資する資料」を作成した。これらの検討や資料の検証内容等については、関係者による検討会や

産学官との連絡会等で内容を確認し、要素技術開発事業、規制合理化事業、並びに技術・社会実証
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事業と連携して内容を精査すると共に、「複合容器分科会」と上位の「基準検討ステアリング委員会」

で審議した。 

 

 

3.4圧力設備の設計基準における設計係数と水素適用 

(1)欧米規格、実績等に関する情報収集 

圧力設備の設計係数を検討するにあたり、国内外の規格、基準の調査を行い、設計係数の比較を実

施した。この結果、表 3-4-1に示すように、SUS316L冷間加工品の配管の場合、内径で約 4割、配管

断面積で約 2倍の向上が期待できることが確認できた。 

このことから、国内において実績があり、最も小さな設計係数が可能な「超高圧ガス設備に関する

基準（KHKS0220）」の水素適用を対象に検討を進めることとした。 

 

表 3-4-1  国内外の規格・基準における設計係数の比較 

No 材料 適用基準 
外径 

(mm) 

最小厚さ 

(mm) 

内径 

(mm) 

許容応力

値(MPa) 

1 

SUS316L 

（JISG 

4303） 

一般則例示基準 8 

特定則例示別添 1 

（設計係数 4） 

１４．２ 

６．１ ２．０ １０４ 

2 
SUS316L 

冷間加工 

20％相当

品 

同上 ３．４ ７．４ １８０ 

3 
ASME B31.12 

(設計係数 3） 
２．６ ９．０ ２４０ 

4 
KHKS 0220 

(設計係数 2.4） 
２．１ １０．０ ２５８ 

    注）SUS316L（JISG 4303）は降伏比 0.5以下のため、KHKS 0220は適用できない 

 

(2)KHKS0220の事前評価ガイドラインの作成 

KHKS0220は、事前評価申請を前提とした基準であり、その水素適用において、KHKから、以下の提

案がなされた。 

・従来通りＬＢＢ（破裂前漏洩）判定を行い、ＬＢＢが成立しない材料も除外しない 

・材料特性として大気中データを用いる場合と、水素中データを用いる場合とに区分する。 

しかしながら、水素の金属材料に対する影響がまだ十分解明されておらず、限られた水素の影響評

価データしかない状況のなかで、そのまま KHKS0220を水素適用することは、機器・設備メーカーに

とって困難であった。 

そのため、現状での水素ステーション設置を前提にした、KHKS0220の水素適用のためのをガイドラ

インを検討した。 

このガイドラインの前提は、以下の通りである。 

・水素ステーションでの使用のニーズが最も高い、鋼種拡大において検討が行われている水素

の影響を受けにくい材料（オーステナイト系ステンレス鋼）を対象とする。 

・これら材料は、基本的にＬＢＢが成立するとともに、大気中のデータの使用が可能と考えら

れる。 
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図 3-4-1に設計フローの比較を示すように、KHKS0220の場合、強度計算に加え、応力集中部に対す

る応力解析によるピーク応力振幅と疲労寿命の評価を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4-1 設計フローの比較 

 

(3)KHKS0220の水素適用の実施例 

事前評価ガイドラインを用いた KHKS0220の水素適用申請は既に行われており、公表の許可が得ら

れた実施例を表 3-4-2に示す。尚、表 3-4-2の事例では、水素ステーションの設置計画に対し、十分

な事前評価時間がなかったため、設計係数の変更は達成していない。 

 

表 3-4-2 事前評価ガイドラインを用いた実施例 

メーカ 
対象となる 

設備・機器 

設計温度・圧力 使用材料 

圧力（MPa） 温度（℃） 材料種類 耐力（MPa） 引張強さ（MPa） 

A社 弁類 ９６．３ －４０～５０ SUH660 590 900 

B社 
圧縮機出口 

小型圧力容器 
９０．２ ～７０ SUH660 590 900 

C社 
圧縮機出口 

配管 
９５ １８０ 

ASTM Type316 

Ni≧12%,冷間加工 
517 724 

D社 
圧縮機出口 

継手類 
９５ １８０ 

SUH660相当品 

ASME SA638 
585 895 

 

 

 

 

3.5 水素ステーションの規制基準全般に関する調査検討 

  規制見直しの必要な項目として、「JHFC WG1 安全性・規制見直し検討会」で検討された 44項目の

うち、水素供給インフラの整備に向けて、必要な以下の 15項目を取り上げた。 

(1)ステーション設置環境面の課題 

・CNGスタンドとの併設 

・ディスペンサーの並列設置 

 

材料選定 
使用条件（温度、圧力、サイクル数（年数）に対し、水素中での使用に耐え得る材料を選定 

KHKS 0220適用時の設計フロー 

Start 

応力解析/疲労解析 
ピーク応力振幅と疲労寿命の評価 

ＬＢＢ評価 
破裂前漏洩の確認 

強度計算（肉厚確認） 
流動応力に対し設計係数 2.4を考慮 

END 

Start 

強度計算（肉厚確認） 
許容引張り応力として引張強さの 1/4 

特定設備検査規則による、部位毎の計算 
 

END 

参考：一般則の例 
（例示基準 ８．特定設備検査規則、別添 1 ） 
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・35MPaおよび 70MPa水素ステーションに係る法整備 

・保安距離の更なる緩和 

・水素ディスペンサー周辺の危険ゾーン基準の明確化 

(2)ステーション建設材料面の課題 

・設計係数の見直し 

・使用可能鋼材の拡大 

・高圧水素輸送用トレーラーへの複合容器使用 

・水素ステーション蓄圧器への複合容器使用 

(3)ステーション運営面の課題 

・改質器の無人暖気運転の実現 

・保安検査の簡略化 

・市街地における水素保有量の増加 

・公道での FCVへの充填 

(4)2015年の普及開始時のあるべき姿を想定した課題 

・セルフ充填式水素ステーション 

・フル充填に係る法整備 

 

この 15項目について、以下の観点から、整理した。 

これにより、2015年普及開始時に必要な規制見直し項目の抽出は満足できていると考えられる。 

  ① 現行法規（法、政令、省令、告示、通達等を含む）における規制の現状の整理 

・関係者が規制の現状を理解するための、条文抽出や関係資料の整備を含む 

  ② 海外における同種規制の現状の整理 

・新たに海外調査は実施せず、国内で入手可能な情報を整理 

  ③ 国内における同種規制の現状の整理 

・国内における同種規制の現状、見直し状況、見直しのために取られた施策等を整理 

  ④ 業界の規制見直しニーズの整理 

・業界ニーズを踏まえ、当局に要望すべき規制見直しの内容を整理 

  ⑤ 法令上の見直し箇所の整理 

・④を実現するために必要な法令上の見直し箇所を整理 

  ⑥ 解決のアプローチ（案）の提示 

・見直しのためのアプローチ（案）を提示 
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3.6 特許、論文、講演、報道等の件数一覧 

 区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国 

内 

外 

国 

PCT 

出願 

査読 

付き 

その 

他 

H22FY 0 0 0 0 0 なし 

H23FY 0 0 0 0 0 

ＪＰＥＣ平成 23年度技術開発・調査事業成果発表会(JPEC) 

福岡水素ｴﾈﾙｷﾞｰ戦略会議 平成23年度研究分科会（第3回）「水素

社会ｼｽﾃﾑ実証研究分科会/高効率水素製造研究分科会」（JPEC） 

触媒学会「水素の製造と利用のための触媒技術研究会」「水素の製

造と利用に関するｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ」（JPEC） 

H24FY 0 0 0 0 0 

ＪＰＥＣ平成 24年度技術開発・調査事業成果発表会(JPEC) 

日本ゴム協会第２回水素機器用ｴﾗｽﾄﾏｰ材料研究分科会(JPEC) 

一般財団法人日本高圧力技術協会平成２４年度秋季講演会(JPEC) 

 

 

4. まとめ 

(1) 鋼種拡大 

・鋼種拡大候補として、SUS316（Ni>12％）、同冷間加工品（CW=20%,40%）、SUH660、A6061の鋼種を

選定し、Hydrogeniusと連携し、使用条件に応じた材料評価試験を実施した。 

・ＫＨＫの助言を得ながら、Ｎｉ当量で整理した SUS316 系鋼材の水素中での使用基準に基づき、

例示基準の整備に資する資料を作成した。 

(2) 輸送用複合 

・圧縮水素運送自動車用容器の最高充填圧力を 45MPa と決定し、JIGA-T-S/12/04 をベースとして、

45MPaに対応した圧縮水素運送自動車用複合容器の技術基準案の整備に資する資料を作成した。 

(3) 水素ステーション用複合容器 

・東京大学と連携し、小型・中型複合容器を設計・製作を行い、複合容器試験を実施するとともに、

試験結果から複合容器技術基準検討に活用する技術データを取得した。 

・ＫＨＫの助言を得ながら、ASME Sec.Ⅹ Appendix 8をベースとして、水素ステーション用複合容

器の特認取得基準に資する資料を作成した。 

(4) 設計係数 

・ＫＨＫの助言を得ながら、水素ステーションでの使用を想定した特認取得のガイドライン案を検

討した。 

・他 NEDO 事業での水素ステーション建設に特認取得ガイドライン案を適用し、設計係数変更に係

る特認取得ガイドラインに資する資料として整備した。 
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5. 実用化・事業化見通し 

・ＳＵＳ３１６系鋼材の使用基準については、既に例示基準に反映させるため、インフラ業界として

働きかけを行なうとともに、ＨｙＳＵＴで整備予定のステーションについては、この使用基準に基

づく材料調達が行なわれている。 

・45MPa に対応した圧縮水素運送自動車用複合容器の技術基準としてＪＰＥＣ-Ｓを制定し、45MPa の

輸送用複合容器製作の事業が進行している。 

・普及初期を想定した水素ステーション用複合容器での特認取得の見込みを得たが、本格的な複合容

器の普及を促進するためには、容器寿命を的確に評価する試験方法の検討が必要なことが判明した。 

・既にＫＨＫＳ0220の水素適用のための特認取得ガイドラインを用いた検討が行われているが、今回

の水素ステーションの先行整備においては申請期間に制約があり、まだ設計係数低減は実現してい

ない。 

 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・中間目標値（２８ｇ/L）を上回る体積貯蔵密度を有するハイブリッド貯蔵タンクの設計・製作を実施した。
・中間目標である2.7質量%を超える水素吸蔵量（3.2質量%）を有するTi-V-Mn系BCC合金を合成した。

（Ⅰ－2）車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 委託先：日本重化学工業（株）、サムテック（株）、（独）産業技術総合研究所

・低コスト化を目的として、Ｖ系合金の量産性のトライをした。その結果、量産炉での溶解が可能であることを確認し、製造コストの点からは、
中間目標値の¥10,000以下の目処が立った。しかし、原料も含めたトータルのコストとして、安価な原料の使用について検討が必要。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果
近年，自動車メーカーにより燃料電池自動車の実証試験が実施

されているが，水素の搭載方式としては，高圧複合容器(Type-3，
)が主流とな ている 最近では 充填あたりの航続距離の

高融点金属であるVを多く含むMHの量産性の検討のため、コールドクルーシ
ブル炉での溶解をトライし、量産規模で溶解可能なことを確認した。

Type-4)が主流となっている。最近では１充填あたりの航続距離の
伸長を目的として，充填圧力を35MPaから70MPaへ高圧化した容
器を搭載した燃料電池自動車の実証試験も実施されており、車載
に適した、よりコンパクトな貯蔵方法が必要とされている。本研究
開発では，70MPa高圧容器以上の体積貯蔵密度を有し，かつ，よ
り低圧での水素貯蔵を可能とする水素吸蔵合金と高圧複合容器
を組み合わせたハイブリッド水素貯蔵タンクの開発を実施し 開発

ル炉での溶解をトライし、量産規模で溶解可能な を確認した。
２本のタンクで5kgの水素を貯蔵することを想定（現状のMHでは4kg）し、内容

積を50L、車載を想定して全長を1m未満として、ハイブリッド貯蔵タンクを設計・

製作した。水素吸蔵試験を今後、実施する予定であるが、容積貯蔵密度は
70MPaの高圧容器を上回るハイブリッド貯蔵タンクを開発した。今後、性能試験、

安全性試験を実施する予定である。また、性能試験の結果、充填性能を向上さ
せたハイブリッドタンクを今年度、製作し、中間目標値の90%/10min.を目指す。

実施項目
中間目標

（H22年度）
最終目標

（H24年度）

●研究目標

を組み合わせたハイブリッド水素貯蔵タンクの開発を実施し、開発
したハイブリッド貯蔵タンクの性能試験・安全性試験を実施する事
を目的としている。

新規容器のスペック （一部は設計値）

内容積(L) 50.8(L)

外容積(L) 66(L)

高圧容器質量 29.6(kg)
1

10

100

/M
Pa

Sample1 (Ti0.84V1.47Mn0.69)
25℃

圧
力

, P
/ M

P
a

（H22年度） （H24年度）

（Ａ）ハイブリッド貯蔵タンク用
MHカートリッジの開発

MHカートリッジの

設計・製作・ＭＨの
低コスト化

性能向上、安全
性試験の実施

（B）計算による熱伝導構造の
最適化

シミュレーション
の精度向上

シミュレーション
を用いた最適化

ＭＨカートリッジ質量 68.2(kg)

水素重量(kg) 2.0(kg)

体積貯蔵密度 31(g/外容積-L)

質量貯蔵密度 2.0(%) 0.001

0.01

0.1
P
/

3 53 02 52 01 51 00 50 0

1st cycle
2nd cycle

平
衡

水
素

圧

（C）ハイブリッド貯蔵タンク用広
口高圧タンクの開発

広口高圧タンクの
設計・製作

性能向上、安全
性試験の実施

（D）ハイブリッド貯蔵タンク用水
素吸蔵合金の開発

Ti-Mn-V系水素吸
蔵合金の開発

性能向上、耐久
性試験の実施 実施項目 成果内容

自己
評価

(A)ハイブリッド貯蔵タンク用 中間目標を超える体積貯蔵
密度を有す タ を 〇

●研究成果まとめ●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

【ハイブリッド貯蔵タンクの開発目標】

3.53.02.52.01.51.00.50.0
水素吸蔵量, C / 質量%

・性能試験の実施、熱交換器の改良
・安全性試験の実施

●実施体制及び分担等

NEDO 日本重化学工業（A） 佐賀大学（B）

●実用化・事業化の見通し

MHカートリッジの開発 密度を有するタンクを開発 〇

(B)計算による熱伝導構造の
最適化

MH充填層の圧力損失係
数の測定を実施した。

〇

（C）ハイブリッド貯蔵タンク用
広口高圧タンクの開発

中間目標を超える体積貯蔵
密度を有するタンクを開発

◎

１）水素容積貯蔵密度は、28g/L以上（中間目標）、34.5g/L以上（最終目標）
２）水素充填時間は、90%/10min.以内（中間目標）、90%/5min.以内（最終目標）
３）水素吸蔵合金の吸蔵量:2.7mass%（中間目標） , 3.0mass%（最終目標）
４）水素吸蔵合金のコスト ¥10,000以下(中間目標)、¥3,000円/kg(最終目標)

・体積貯蔵密度を追求した
ハイブリッド貯蔵タンクの設計・製作

・低コスト化・高性能化

質量貯蔵密度は高圧容器に劣るが、ハイブリッNEDO 日本重化学工業（A）

サムテック（C）

産業技術総合研究所（D）

佐賀大学（B）

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

2 1 14 0

（D）ハイブリッド貯蔵タンク用
水素吸蔵合金の開発

中間目標を超える水素吸蔵
量を有する合金を合成した。

◎ド貯蔵容器の利点である体積貯蔵密度の高さ
を生かした車両への適用が期待されている。

今後も「技術課題」の解決に取り組み、実用化
を目指し、ＦＣＶの２０２５年の自立拡大開始に
間に合うよう開発を継続する必要がある。
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開発項目 「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発／システム技術開発／車載等水素貯蔵・輸送

容器システム技術に関する研究開発」 
 

実施者：サムテック（株）、日本重化学工業（株）、（独）産業技術総合研究所 
 
１．事業概要 
本事業は、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」を対象として、車載等水素貯蔵・輸送容

器システム技術の低コスト化、コンパクト化および高耐久性に関する機器および市場立ち上げ時期に

必要なシステムの仕様検討、試作開発、性能検証・評価を実施すると共に、実際の充填や輸送を模擬

した条件下における性能検証・評価を実施する。 
具体的には、燃料電池車の燃料装置用容器として期待されている「水素吸蔵合金と高圧水素ガスに

よる水素貯蔵方式を組み合わせたハイブリッド貯蔵タンク」を対象に、70MPa の高圧水素容器以上

の容器体積密度を有するハイブリッド貯蔵タンクの開発及び実用的なハイブリッド貯蔵タンク用水素

吸蔵合金の開発を行い、その性能評価と安全性評価を実施する。 
 
２．事業目標 
 本事業の平成 24 年度の開発最終目標は基本計画に掲げられているとおり、システムの仕様として、

水素量／容積（内容積）／容器質量＝5kg／100L／165kg を前提とする。この目標値に外容積基準値

を追加すると、水素量／容積（内容積）／外容積／容器質量＝5kg／100L／145L／165kg となり、

本開発対象システムの最大の特徴である容器体積密度（外容積基準）は約 34.5g-H2／L となる（5kg
／145L＝34.5）。これは、競合する技術である 70MPa 高圧容器の容器体積密度を上回る目標値であ

る。なお、H22 年度の中間目標としては、下記の目標を掲げ、開発を推進している。 
 
（平成 22 年度：中間目標） 

（ⅰ）容器体積密度（システム） 28(g-H2/L)以上 （最高使用圧力：35MPa） 
容器体積密度＝定格水素貯蔵量(g)/ハイブリッド貯蔵タンクの外容積(L)  
以下、容器体積密度は外容積を基準とする。 

   参考値：1)平成 17～19 年度、NEDO 事業でのハイブリッドタンクの実績値：26(g-H2/L ) 
2)70MPa 高圧容器(35MPa 容器の 1.3 倍の貯蔵量と仮定し計算)：24(g-H2/L )  

 （ⅱ）水素充填時間（システム） 
     10 分間で定格水素貯蔵量の 90％以上の量を貯蔵できること 
 （ⅲ）実用的水素吸蔵合金の水素貯蔵量 
     2.7mass％ 
 （ⅳ）水素吸蔵合金のコスト 
     10,000 円/kg 以下のめどを立てる（現状 30,000～40,000 円/kg） 
 
３．事業成果 
２本のタンクで 5kg の水素を貯蔵することを想定（現状の MH では 4kg）し、内容積を 50L、車

載を想定し、全長を 1m 未満として、 ハイブリッド貯蔵タンクを設計・製作した。水素吸蔵試験を

今後、実施する予定であるが、容積貯蔵密度は 70MPa の高圧容器を上回るハイブリッド貯蔵タンク

を開発した。今後、性能試験、安全性試験を実施する予定である。 
 
 

内容積(L) 50.8(L) 

 
   図 3.1 開発したハイブリッドタンク 

外容積(L) 66(L) 

高圧容器質量 29.6(kg) 

ＭＨカートリッジ質量 68.2(kg) 

水素重量(kg) 2.0(kg) 

体積貯蔵密度 31(g/外容積-L) 

質量貯蔵密度 2.0(%) 

表 3.1 新規試作容器スペック（一部は設計値） 
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Ⅰ ハイブリッド貯蔵タンク用広口高圧タンクの開発 (サムテック株式会社) 

 

(1)性能向上開発 
ハイブリッド貯蔵タンクの高性能化に焦点をしぼり、広口高圧タンクの開発を行った。新規試作

容器の概要を図 3.1-2 に示す。今回の開発するハイブリッド貯蔵タンクは、中間目標である体積貯

蔵密度（外体積）28[H2-g/L]を達成でき、31[H2-g/L]となる。 
今回試作するハイブリッド貯蔵タンクは、70MPa 高圧タンクよりも多くの水素を貯蔵できるため、

破裂試験および常温サイクル試験の基準は、70MPa 圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準（仮

称）を参考にした。主な要素技術開発成果を以下に示す。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①熱処理不要なアルミライナーの開発 

ハイブリッド貯蔵タンクの性能（充てん速度）向上を図るために、ＭＨカートリッジの設

計自由度を向上できる熱処理不要なアルミ材料を用いた容器開発を行った。小型試験容器を用

いた評価の結果、熱処理不要なアルミ材料をハイブリッド貯蔵タンクに適用する場合、応力設

計は従来材料と比べ、1 割程度低く設定する必要があるものの、ハイブリッド貯蔵タンクの性

能としては、同等であることが確認できた。 
 
②容器口金部の見直しによる軽量化 

固定端側は、ライナーで MH カートリッジを保持しているが、自由端側は、プラグおよび

口金部で保持するために、シールへの負担が大きいことがわかった。これより、三次試作容器

においては、MH カートリッジの保持方法を見直すことにより、自由端側の口金部の径を小さ

くすることにより、シールへの負担を軽減し、軽量化を達成した。 
 

(2)安全性確認・評価試験 
前事業より、ハイブリッド貯蔵タンクの安全性について、車載用高圧水素容器の技術基準（JARI

S 001）に基づく評価試験を進めてきた（バースト試験、常温サイクル試験、極端温度試験、火炎

暴露試験は前事業で実施済み）。本事業では、JARIS001に基づいて落下した広口高圧タンクと従

来仕様のハイブリッド貯蔵タンクの損傷について、各容器を耐圧試験圧力まで加圧し、その際のひ

ずみ測定から剛性の低下率を算出することで評価した。 
この結果、図3.2-1のようにハイブリッド貯蔵タンクは広口高圧タンクと比べて約2倍剛性が低

下していることがわかった。これより、ハイブリッド貯蔵タンクの耐衝撃性の評価として、通

常の高圧タンクと同じ評価方法の適用は困難であることがわかった。 
 

 

 

 

 

図 3.1-2 三次試作容器の概略図 

870mm

360m
m

 

CFRP 
①アルミライナー 

MH カートリッジ（日本重化学工業） 

(固定端) 

(自由端) 

②口金部 
広口高圧タンク（サムテック） 
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※3  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-1 剛性低下比較  
 

※3 剛性低下率(指数)＝各容器の損傷していない箇所の弾性率を 1 とした時の損傷した場所の弾性率の指数  
 
Ⅱ ハイブリッド貯蔵タンク用 MH カートリッジと水素吸蔵合金の開発 

（日本重化学工業株式会社） 
 

① ハイブリッド貯蔵タンクの基本諸元の策定 
昨年度検討した結果、コストの観点からは低圧化することにより、FRP の肉厚の減少や熱交換器

の材質の薄肉化等が可能となり、低コスト化が可能となるが、現状、室温で使用可能な水素吸蔵合金

（2.2～2.4mass%）を考慮すると、体積貯蔵密度、重量貯蔵密度の観点からは 35MPa が最適な圧力

となる事を確認した。そこで貯蔵圧力を 35MPa とし、内容積を 100L とした場合、50L とした場合

のアルミライナー＋CFRP の設計を共同実施先であるサムテックにて設計し、その広口高圧容器に対

して、MH カートリッジの基本設計を実施した（図 3.2-1、2 参照）。中間目標である 28g/L を超える

貯蔵密度とするには、100L タンクの場合には MH カートリッジの重量が 140kg 程度となる。100kg
を超える MH カートリッジをハイブリッド貯蔵タンク内部に保持するためには、アルミライナーの肉

厚を増加する必要があり、現時点の水素吸蔵合金の吸蔵量では、現実的でない設計となってしまう。

そこで、ハイブリッド貯蔵タンクの基本諸元としては、充填圧力を 35MPa、内容積を 50L として、

設計を実施することとした。 
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 試算条件：内容積　100.8 L  外容積　135L

                高圧容器重量　(アルミライナー+CFRP) 68kg
                ＭＨ比重　6.5 g/cc  MH吸蔵量 2.5wt%

X （％）　: ＭＨカートリッジの体積割合　Ｖ（カートリッジ）/内容積＊１００
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試算条件： 内容積　50L 外容積 65L
                高圧容器重量　(アルミライナー+CFRP) 30kg
                ＭＨ比重　6.5 g/cc  MH吸蔵量 2.5wt%

X （％）　: ＭＨカートリッジの体積割合　Ｖ（カートリッジ）/内容積＊１００
Ｘｈ（％） : MHカートリッジの熱交換部体積割合　V(熱交換器）/Ｖ（カートリッジ）*１００
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       図 3.2-1   体積貯蔵密度（内容積 100L）        図 3.2-2   体積貯蔵密度（内容積 50L）   
 
② 小型フランジ容器による水素吸蔵特性評価 
ハイブリッド貯蔵タンクに求められる性能の一つに水素スタンドでの急速充填性能があげられる。

本プロジェクトでは、中間目標として 90%/10min の性能の達成を目標に MH カートリッジの熱交換

器の検討を実施している。前事業では、MH の吸蔵反応時の反応熱を除去するため、熱媒管を MH
カートリッジの外筒の周囲に溶接加工し、合金層の発熱を熱媒管へ伝えるために、合金層内部にアル

ミニウムフィンを設置した熱交換器を採用した。その結果、水素吸蔵特性は 81%/10min であり、目

標を達成するためには、更なる伝熱効率の向上が必要とされている。そこで、MH の反応熱を直接、



熱媒管へ効率良く伝えるために、熱媒管を合金層内部に設置する構造について小型フランジ容器を用

いて検討した。具体的には、熱媒管にアルミ製のエロフィンを巻きつけた熱交換器を製作し水素吸蔵

特性試験を実施した。実験結果より 10 分間に熱媒管の管壁からどの範囲まで反応が進んでいるかを

熱電対の測定結果、水素吸蔵量から算出した。今後、これらの結果を元に、熱交換器を最適化した

MH カートリッジの設計・製作を実施し、中間目標値の達成を目指す。 
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図 3.2-3 フランジ容器を用いた水素吸蔵特性評価   図 3.2-4 熱交換器（小型フランジ容器） 
 

② 水素吸蔵合金の開発 

MH カートリッジに、水素吸蔵合金を充填した状態で工程を進める場合、水素吸蔵合金にはアルミ

ライナー加工時の熱負荷や、熱処理による熱負荷がかかる。その影響を調査するため、アルミライ

ナーの加工工程における影響を調査した。その結果、ライナーのスピニング加工後に取り出した水素

吸蔵合金の水素吸蔵量は、熱処理工程を経ていない合金との差は無く、スピニング加工における熱影

響は無かった。しかし、その後の T6 処理まで行うと、水素吸蔵量が減少した。水素吸蔵量の減少は、

酸素濃度測定の結果、熱処理中に水素吸蔵合金の表面が酸化したことによるものと考えられる。熱処

理の影響を排除するためには、スプレーでの急冷処理や熱処理の必要の無い材料の検討が必要である。 
 また、量産化技術の検討を行うため、V 等の活性な高融点金属の溶解に用いられているコールドク

ルーシブ炉での溶解をトライし、量産性の検討を実施した。溶解に用いた炉は鉄換算で１０ｋｇ規模

の CCM 炉であり、溶解量を 7kg として、溶解を実施した。CCM 炉による溶解は水冷銅るつぼ内に

て実施するため、初回の溶解時にるつぼ底面に凝固相（スカル）が残存するが、化学分析の結果、ほ

ぼ目標組成どおりに溶解できることを確認した。また、アーク溶解法では酸素濃度が 1000～
2000ppm であったのに対し、CCM 炉の溶解では、原料の酸素濃度と同等の 400ppm 程度であった。

量産試験の結果、量産炉での溶解が可能であることを確認し、製造コストの点からは、中間目標であ

る¥10,000 以下の目処が立った。しかし、原料

も含めたトータルのコストとして、安価な原料

の使用について検討が必要。 
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Ⅲ 計算による熱伝導構造の最適化（国立大学

佐賀大学：日本重化学より再委託） 
前事業において、模擬的な３次元モデルを用

いた水素吸蔵特性のシミュレーションを実施し、

熱交換器を設計したが、実験データとの差異が

あり、目標の吸蔵特性を達成することができな

かった。その差異の要因として、合金層の圧力

損失の影響を考慮していなかったことが原因の

一つではないかと考えた。そこで、昨年度、圧

力損失の影響を考慮したシミュレーション方法

を検討した。そのシミュレーション手法から予

0.5 1 1.5 2

1012

4
V0.85-Ta0.05-Cr0.15

2

α 
, 1

/m
2

Co , H/M

α = 4.41x1011・exp(1.815Co)  1/m2

3.2-5  圧力図 損失係数の測定
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測された圧力損失係数の値は 3.8×1016[1/m3]であった。今年度は、水素吸蔵状態の圧力損失係数を実

験的に求める装置を設計・製作し、シミュレーションで予測された値との比較を実施した。実験によ

り観測された圧力損失係数の値は 1013[1/m3]のオーダーであった。この結果より、シミュレーション

と実験結果との差異の原因を全て圧力損失の影響であるとは言えないことが確認できた。今後、その

他の要因について調査し、シミュレーションコードの精度を向上し、熱伝導構造の最適化を実施する。 
 
Ⅳ ハイブリッド貯蔵タンク用水素吸蔵合金の開発 （独立行政法人産業技術総合研究所） 
 
現在ハイブリッド貯蔵タンクに用いられている水素貯蔵材料は、過去に産業技術総合研究所がトヨ

タ自動車との共同研究により開発した体心立方（BCC）構造をもつチタン系合金がベースとなってい

る。Ti-V-Mn 系 BCC 合金は水素化によって BCC 相および 2 つの面心立方（FCC）相の 3 種類の水

素化物相を生成する。本研究では、これら 3 種類の水素化物間の水素吸蔵放出を利用することで高い

水素貯蔵量を目指した。また、Ti-V-Mn 系合金は合金の組成によって BCC 相の他に C14 型ラーベ

ス相を生成する。我々は本研究課題開始以前に BCC 相が C14 型ラーベス相に比べて高い水素貯蔵量

をもつことを明らかにしており、平成 20 年度より BCC 相を主たる成分とする合金の開発を進めてき

た。図 3.4-1 は Ti0.84V1.47Mn0.69、Ti0.93V0.93Mn1.14 および Ti0.63V0.93Mn1.44 合金の 25℃における水素

圧力（P）－組成（C）等温曲線を示したものである。Ti0.84V1.47Mn0.69 合金は、25℃において中間目

標である 2.7 質量%を越える 3.2 質量%の水素を吸蔵したが放出はほとんど観察されなかった。この

合金は 120℃で水素を放出した後であれば再び 25℃において 2.6 質量%の水素を吸蔵することが分

かった。他方、Ti0.93V0.93Mn1.14 合金は吸蔵した水素の約 40%、Ti0.63V0.93Mn1.44 合金はほぼ 100%の

水素を 25℃において放出した。X 線回折実験により、Ti0.84V1.47Mn0.69合金は BCC 単相合金であるこ

とが、Ti0.93V0.93Mn1.14および Ti0.63V0.93Mn1.44合金は BCC 相および C14 型ラーベス相からなる 2 相

合金であることが分かった。現時点ではその機構は不明であるが、C14 型ラーベス相が BCC 相に共

存した合金では室温付近で水素放出が観察されることが分かった。 
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図 3.4-1：(a)Ti0.84V1.47Mn0.69-H2、(b)Ti0.93V0.93Mn1.14-H2 および(c)Ti0.63V0.93Mn1.44-H2 系の 25℃にお

ける P-C 等温曲線. 
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特許、論文、外部発表等の件数一覧 
  区分 
 
年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 
（プレス発表等） 国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 件 0 件 4 件 
H21FY 2 件 0 件 0 件 1 件 0 件 9 件 
H22FY 0 件 0 件 0 件 件 0 件 1 件 
（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 
４．まとめ及び課題 
  ハイブリッド貯蔵タンクの開発では、２本のタンクで 5kg の水素を貯蔵することを想定（現状の

MH では 4kg）し、内容積を 50L、車載を想定して全長を 1m 未満として、ハイブリッド貯蔵タンク

を設計・製作した。水素吸蔵試験を今後、実施する予定であるが、容積貯蔵密度は 70MPa の高圧容

器を上回るハイブリッド貯蔵タンクを開発した。今後、性能試験、安全性試験を実施する予定であり、

急速充填試験を実施し、性能を改善したタンクの設計・製作を今年度中に実施する予定である。 
 安全性については、落下試験後のハイブリッド貯蔵タンクと落下試験後の通常の高圧容器（Type-
3）を耐圧試験圧力まで加圧し、その際のひずみ測定から剛性の低下率を算出したところ、ハイブ

リッド貯蔵タンクは広口高圧タンクと比べて約 2 倍剛性が低下していることがわかった。 
 水素吸蔵合金の開発に関しては、種々の組成をもつ Ti-V-Mn 系合金を合成して、その水素吸蔵放

出特性を明らかにした。その結果、水素貯蔵量の中間目標である 2.7 質量%を上回る合金の合成に成

功した。現時点では室温付近でのこの合金の水素放出は確認されていない。Ti-V-Mn 系合金は組成を

変化させることにより BCC（体心立方）相の他に C14 型ラーベス相を生成させることができる。こ

れまでに、BCC 相および C14 型ラーベス相が共存した合金では室温付近での水素放出を観察できた

ため、今後は BCC 相および C14 型ラーベス相からなる 2 相合金を合成して、水素貯蔵量および水素

吸蔵放出圧力を最適化する予定である。特に、合金が室温付近で繰り返して水素を吸蔵放出すること

を目指して、水素放出過程の平衡水素圧力を上昇させることが課題である。 
 
５．実用化・事業化見通し 
 体積貯蔵密度に関して、70MPa の高圧容器を上回るハイブリッド貯蔵タンクを開発できたが、実

用化へ向けての課題として、コスト低減や安全性評価方法の確立が必要である。コスト低減に関して

は、高圧容器（Type-3,Type-4）の低コスト化の課題と共通するが、安価な炭素繊維の採用、製造コ

ストの低減等があげられる。また、水素吸蔵合金の高容量化及び低コスト化も課題である。 
 安全性評価方法については、高圧ガス保安法や道路運送車両法への対応が必要となる。落下試験、

水素吸蔵合金の膨張・収縮による影響、振動試験の影響等、従来の高圧容器の安全性評価だけでは評

価できない項目について整理し、安全性に関するデータを蓄積する必要がある。 
現時点では、重量貯蔵密度は複合容器に劣るが、ハイブリッド貯蔵容器の利点である体積貯蔵密度

の高さを生かした車両への適用が期待されている。今後も「技術課題」の解決に取り組み、実用化を

目指し、ＦＣＶの２０２５年の自立拡大開始に間に合うよう開発を継続する必要がある。 
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 2．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」 

 

Ⅱ－１ 水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

（実施者：東京ガス(株)、日本特殊陶業(株)） 

 

Ⅱ－２ 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 

（実施者：三菱化工機(株)） 

 

Ⅱ－３ CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

（実施者：(株)ルネッサンス・エナジー・リサーチ、(国)神戸大学、(国)京都大学、 

 (独)産業技術総合研究所、(株)ミクニ） 

 

Ⅱ－４ ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

（実施者：(株)豊田中央研究所、(国)東北大学） 

 

Ⅱ－５ ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 

（実施者：日本重化学工業(株)） 

 

Ⅱ－６ 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

（実施者：(株)タツノ） 

 

Ⅱ－７ 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

（実施者：ＪＸ日鉱日石エネルギー(株)、サムテック(株)） 

 

Ⅱ－８ 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

（実施者：(財)石油エネルギー技術センター、(株)キッツ、アズビル(株)、 

 (財)金属系材料研究開発センター、(株)日本製鋼所） 

 

Ⅱ－９ 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

（実施者：清水建設(株)、岩谷産業(株)） 

 

Ⅱ－10 直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発 

（実施者：(株)神戸製鋼所） 

 

Ⅱ－11 水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・規制

見直しに資する評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究開発 

（実施者：新日鐵住金(株)、愛知製鋼(株)、(独)物質・材料研究機構） 

 

Ⅱ－12 水素用アルミニウム材料の評価・開発 

（実施体制：(国)茨城大学、古河スカイ(株)、日本軽金属(株)、(株) 神戸製鋼所） 
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「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発 水素製造機器要素技術に関する研究開発 水素

分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発」 

実施者：  東京ガス株式会社 

 日本特殊陶業株式会社 

 

１．事業概要 

将来の燃料電池自動車等の本格普及に向けては、先行して水素供給インフラの整備が必須で

あり、2015（平成 27）年頃より、水素供給インフラの立上げが期待されている。水素供給イン

フラの立上げおよびその拡大に際しては、安定かつ低価格な水素製造法の早期の確立が求めら

れているが、その最も有力な候補が、炭化水素系燃料を水蒸気と反応させて水素を生成させる

水蒸気改質法である。なかでも、水素分離型リフォーマーは、従来のリフォーマーと比較して、

最も高効率に水素を製造することが可能であるだけでなく、シンプルかつコンパクトという特

長を有している。燃料電池自動車の本格普及期には、水素供給インフラの稼働率が上がること

が想定されるため、水素製造効率が特に重要な要素となる。 

本事業は、実用的な燃料である天然ガスを用いた水素分離型リフォーマー技術に関するもの

であり、燃料電池自動車の本格普及期（平成 32年頃～）に実用化・事業化することを想定し、

平成 24年度末に実証機の開発を開始（平成 27年度に実証試験を開始）できるレベルの技術の

確立を目的としている。具体的には、平成 17 年度～19 年度までの前事業「水素安全利用等基

盤技術／水素インフラに関する研究開発／高効率水素製造メンブレン技術の開発」において得

られた成果を活用しつつ、水素分離型リフォーマーの高耐久化と低コスト化を目指して、以下

の２テーマを実施する。 

（ⅰ）水素分離型リフォーマーシステムの耐久性向上の研究開発 

（ⅱ）触媒一体化モジュールの研究開発 

 

２．事業目標 

下記 A、B について、電気炉およびガス燃焼式リフォーマー（試験用小容量リフォーマーを

含む）で達成する。Cについては、前事業で開発した 40 Nm3/h級システムを用いた長期運転試

験により検証する。また、D～F については、普及機を想定した 100～300 Nm3/h 規模へスケー

ルアップしたシステムの概念設計による検証を目標とする。 

なお、B については、起動停止時間に関する目標を達成したうえで、起動停止回数に関する

目標に変更した。これは、水素分離型リフォーマーは、実用化時においては、稼働率が高くな

り、ほぼ連続運転（起動停止回数は最大でも月１回）になることが想定されるためである。 

A 高耐久性：  メンテナンス回数を１回／年以下とするための長期耐久性を持
つ水素分離膜モジュールを開発すること。（指標としては、リフォ
ーマーレベルでの耐久試験を実施し、8000 時間以上の運転経過後
においても、水素純度 99.99%以上を維持するものとする）。 

B 起動停止回数： メンテナンス回数を１回／年以下とするための起動停止耐久性を
持つ水素分離膜モジュールを開発すること。（指標としては、リフ
ォーマーレベルでの起動停止試験を実施し、12 回以上の起動停止
後においても、水素純度 99.99%以上を維持しているものとする）。 
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C 運転安定性：  システムを構成する補機類について、メンテナンス回数を１回／
年以下とするための耐久性を確認すること。（指標としては、日常
的な簡易検査やメンテナンスを除いて、8000 時間以上の運転が可
能であることを実証するものとする。） 

D 水素製造効率：  水素製造効率が 80%以上を達成可能であること。 

E 設備サイズ：  設備サイズが 10m3以下を達成可能であること。 

F 設備コスト：  設備コストが 30万円/Nm3･hを達成可能であること。 

 

３．事業成果 

3.1 (i) 水素分離型リフォーマーシステムの耐久性向上の研究開発 

A 連続改質耐久性（○達成） 

・電気炉での耐久性実証 

 水素分離膜モジュール 2本を組み込んだ反応管を用いて、膜モジュール単体レベル（電気炉）

での連続改質試験を継続実施した。使用した膜モジュールは、前事業で開発した改良品であり、

従来品から耐久性に悪影響を及ぼす膜材料中不純物を低減したものである。試験の結果、目標

の 8000時間を大幅に上回る 13000時間にわたる試験後においても、製品水素純度は 99.9968％

（不純物濃度は 32 ppm）であった（図 1）。この試験結果から、膜の高純度化によって大幅に

耐久性向上がなされたことが確認された。 

・ガス燃焼炉での耐久性実証 

 前事業で開発した 40 Nm3/h級システム（図 2）を活用し、ガス燃焼式リフォーマーによる加

熱環境下での耐久試験を実施した。40 Nm3/h級システムは反応管ユニット 16個から構成され、

1つの反応管ユニットは前記水素分離膜モジュール 16個を内蔵している。運転継続のため、途

中で一部のユニットを交換したが、総運転時間、総改質時間とも 8000 時間超を実証した。こ
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図 1 モジュール耐久試験結果（電気炉） 
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図 2 40 Nm3/h 級システム   

のとき、初期から交換していないユニットで製品水素純度 99.9943%（不純物濃度 57 ppm）を

実証した。 

図 3 40 Nm3/h 級システム運転試験結果 
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B 起動停止耐久性（◎大幅達成） 

40 Nm3/h級システム（図 2）の運転試験をもって、ガス燃焼式リフォーマー環境下での起動

停止試験とした。起動停止回数は目標の 12回を大幅に上回る 97回を数えているが、製品水素

純度は 99.99%以上を維持している。97 回の起動停止耐久性は、月一回のメンテナンスによる

起動停止を想定すると、約８年間の耐久性を示すものである。 

C 運転安定性（○達成） 

 40 Nm3/h級システム（図 2）の運転試験を行い、補機を含むシステムとして実使用環境下で

の耐久性を検証した。総運転時間、総改質時間は 8000時間以上、起動停止回数は 97回を数え

ているが、水素製造量、水素製造効率とも安定していた（運転時間 840時間以前は負荷変動試

験、以降は 75%負荷耐久運転を実施した）（図 3）。システムの信頼性に関しては、主に運転時

間 2000～2500 時間において、ボイラーやフレアスタックなどの補機類で蒸気圧低下や失火な

どの不具合が発生したが、修理や改良の対策を行った結果、これらの補機類に起因する不具合

（異常停止）を低減することができた。特に、5500 時間～8000 時間では停止回数はゼロ回で

あり、長期の安定運転が可能であることが示された。システムトラブルに対する知見は、今後

のシステム実用化開発で活用していく。 

 

3.2 (ii) 触媒一体化モジュールの研究開発 

A 連続改質耐久性 (○来夏確認予定) 

・電気炉での耐久性実証 

 本事業の初期において、触媒一体化モジュールが 40 Nm3/h級システムに搭載されている水素

分離膜モジュールと同等の水素製造性能を有することを実証した。一方で、リーク（製品水素

純度低下）という課題があることがわかり、結果的にはこれが触媒一体化モジュール開発にお

ける最大の課題であった。本事業においては、詳細にリーク箇所を分析することにより、リー

ク発生要因を解明し、各要因ごとに対策を実施した（図 4）。 

リーク対策の効果は顕著であり、リーク対策後のモジュールを用いた連続改質耐久試験にお

いて、リークに対する耐久性が大幅に向上することを実証した（図 5）。ただし、このモジュー

ルは、装置トラブルによる緊急停止の後、リークが大幅に増加してしまった。 

このほかにも、緊急停止の後にリーク量が増大し、製品水素純度が低下する場合があること

を確認している。この原因は、緊急停止操作（一時、水蒸気によるプロセス側パージ処理）に

起因する支持体中の Ni の水蒸気酸化の可能性が高い。Ni の水蒸気酸化のリスクを排除するた

めに、水素透過方向を「内→外」から「外→内」に変更した連続改質試験では、複数回の緊急

停止にもかかわらず、製品水素純度は高いレベルで安定しており、8000時間の耐久性（8000 時

間経過後も製品水素純度は約 99.9989％）を実証済みである（図 5）。 

・ガス燃焼式リフォーマー（試験用小容量リフォーマー）での耐久性実証 

 ガス燃焼炉での連続改質耐久試験については、当該試験用にリーク対策後のモジュールの開

発・製造に長期間を要したことから、試験開始が遅れた。また評価装置のトラブル解消に時間

がかかったことも、試験遅延の要因である。電気炉試験はモジュール 1本を評価するものであ 
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図 5 触媒一体化モジュール耐久試験結果（電気炉） 
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り、完成度の高い市販の試験装置を用いたため、装置トラブルは少ない。一方、ガス燃焼式リ

フォーマー試験は最大モジュール 12本までを評価するものであり、試験装置を自作したため、

装置トラブルが多い。さらに、装置トラブルにより、一度に多数のモジュールを破損すること

があったことで、モジュール準備に時間を要した。 

 しかしながら、ガス燃焼炉での試験と電気炉での試験との間の本質的違いは、炉内温度分布

の大小のみである。電気炉試験では容易に数℃程度まで温度分布を小さくできるのに対し、ガ

ス燃焼炉では温度分布の低減は困難である。本事業では、ガス燃焼炉内の温度分布を、モジュ

ール内温度差＜50℃, モジュール間温度差＜20℃まで低減した。また、電気炉による試験で、

モジュールに最大 300℃の温度分布を意図的に生じさせても、損傷を受けないこと、特にリー

クは発生しないことを別途確認している。したがって、ガス燃焼式リフォーマーでの試験も、

モジュールの耐久性の観点からは、電気炉での試験と本質的に変わらないと考えられる。実際、

ガス燃焼式リフォーマー試験において、電気炉での試験と同等の劣化ペースであることを確認

している。したがって、リフォーマー試験においても、試験開始が遅れた事情はあるものの、

来夏には電気炉試験と同様 8000時間の耐久性を確認できる予定である。 

B 起動停止耐久性（○達成） 

・電気炉での耐久性実証 

 リーク対策後のモジュールを用いて、起動停止を繰り返す試験を実施した（N=3）。その結果、

全てのモジュールにおいて、目標である起動停止回数 12回の後も、製品水素純度 99.99％以上

を維持していることを確認した。 

・ガス燃焼式リフォーマー（試験用小容量リフォーマー）での耐久性実証 

 リーク対策後のモジュールを用いて、起動停止を繰り返す試験を実施した（N=3）。その結果、

全てのモジュールにおいて、目標である起動停止回数 12回の後も、製品水素純度 99.99％以上

を維持していることを確認した。 

  

3.3 概念設計（テーマ(i)(ii)共通） 

D水素製造効率（○達成） 

 汎用プロセスシミュレーターを用いて、シミュレーションを実施した（図 6）。シミュレーシ

ョンにおいては、まず 40 Nm3/h級システムの運転をできる限り正確に再現できるようにパラメ

ーター・フィッティングを行い、その後システムを普及機を想定した容量（100～300 Nm3/h規

模）へスケールアップした際の水素製造効率を計算した。一般に、スケールアップすると放熱

ロスは低減し、補機の効率は向上するため、水素製造効率はスケールアップ前よりも高くなる。 

 40 Nm3/h級システムでは、前事業において、すでに 80 %HHVの水素製造効率を実証している。

したがって、普及機を想定した容量（100～300 Nm3/h規模）へスケールアップしたシステムに

対して、シミュレーションによって得られる水素製造効率は、80%HHV以上となる。今後は、ス

ケールアップにより水素製造効率をどの程度まで上げられるか、定量評価する予定である。 
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図 6 40 Nm3/h 機プロセスシミュレーション 
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E設備サイズ（○達成） 

 普及機を想定した容量としては最も小さい 100 Nm3/h規模を前提として、設備サイズの試算

（概念設計）を行った。水素分離膜モジュールについて、コンパクト性に優れた「触媒一体化

モジュール」のサイズを前提として、100 Nm3/h 級リフォーマー炉を概念設計した結果、リフ

ォーマー炉のサイズを W2.05 (m) x D1.08 (m) x H1.41 (m) = 3.12 m3 となった（図 7）。補機

については本事業の実施項目対象外であるが、普及機の実用化開発において補機についても相

当のサイズダウンを行い、残り 6.18 m3 のスペースに入る補機を実現して、設備サイズ目標（10 

m3）を達成する。 

 

F設備コスト（○達成） 

 普及機を想定して設備コストの試算（概念設計）を行い、1 Nm3/h あたりの設備コストに換

算した。現状の 40 Nm3/h級システムは水素分離膜モジュールのコストが高価になっており、こ

れを低減することが目標コスト達成のための、最重要課題である。 

 40 Nm3/h級システムで採用されている水素分離膜モジュールのコストが高い理由は、量産効

果が見込めない構成である事である。これに対して、「触媒一体化モジュール」では、セラミ

ックス製品の量産技術が適用できる構成であるため、コストダウンが期待できる。普及機を想

定したモジュールコストを試算した結果、システム目標コスト（30 万円/ Nm3-h）の 30%以下

となった（図 8）。補機については本事業の実施項目対象外であるが、普及機の実用化開発にお

いて相当のコストダウンを行い、残り約 70%のコスト（約 6300 万円@300 Nm3/h）まで補機コ

ストを低減し、設備コスト目標を達成する。 

 

図 8 システム目標コストに対するモジュールコスト割合 
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3.4 その他（テーマ(i)(ii)共通） 

1) CO2回収実証（分散型水素製造としては世界初） 

 CO2分離回収装置（図 9）を製作し分散型水素製造として世界で初めて CO2の分離回収を実証

した。水素分離型リフォーマーは、オフガス（改質側ガスから、水素分離膜により水素を分離

精製した残りのガス）中の CO2濃度が高い（参考：LNG火力排ガス：3～4%、石炭火力排ガス：

12～14%、PSA オフガス：40～45%）という特長がある。このため、オフガスを除湿した後、加

圧・冷却して液化することにより、容易に CO2を液化回収できる（図 10）。本事業では、わず

か 3％ポイントのエネルギーロスで CO2の液化回収まで成功し、その結果としてオフガス中の

CO2の 90％以上を分離回収することができた。 

2) 技術調査 

 多数の学会・国際会議（Fuel Cell Seminar & Exposition, HYPOTHESIS, International 

Conference on Catalyst in Membrane Reactors, NHA Hydrogen Conference and Expo, 

International Conference on Greenhouse Gas Control Technologies, World Hydrogen Energy 

Conference, World Hydrogen Technology Convention, International Gas Union Research 

Conference, Low Carbon Earth Summit, International Conference on Hydrogen Production）

に参加し、水素分離型リフォーマーに関する情報収集を行った。 

3) 特許・論文発表・外部発表・プレス発表 

 積極的に特許出願・論文発表・外部発表・プレス発表を行った。本事業に関わる特許、論文、

外部発表（講演発表）、プレス発表の件数は表 1のとおりである。 
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図 9 CO2分離回収装置外観 図 10 CO2分離回収フロー 
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表 1 特許・論文・外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読有り 査読無し 

H20年度 ２ ０ ０ １ １ ３件＋ﾌﾟﾚｽ発表９件 

H21年度 ７ ０ ０ ０ ２ １３件 

H22年度 ２ ０ ０ ０ １ １０件 

H23年度 ４ ０ ０ ３ １ １４件＋ﾌﾟﾚｽ発表３件 

H24年度 ３ ０ ０ ０ ０ ６件 

合計 １８ ０ ０ ４ ５件 ４６件＋ﾌﾟﾚｽ発表１２件 

 （※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約）       H24年 10月 10日現在 

 

4) 外部助言委員会 

 外部有識者によるチェックと助言を得るため、伊藤直次教授（宇都宮大）、石原達己教授（九

州大）、香川豊教授（東京大）を招き、外部助言委員会を計 6回実施した。 

 

４．研究成果のまとめ及び今後の課題 

 目標に対する達成度を表 2にまとめる。 

表 2 目標に対する達成度一覧 

実施項目 最終目標 ﾃｰﾏ 成果内容 自己評価 

A 【連続改質耐久性】 

 8000 時間以上の運転経過

後 に お い て も 、 水 素 純 度

99.99%以上を維持することを

実証。(i)(ii) 

(i) 8000 時間超の耐久性を実証
済。 

○達成 

(ii) 電気炉では 8000 時間超の耐久
性を実証済。 

○来夏確認予定 

B 【起動停止耐久性】 

 12 回起動停止後において

も、水素純度99.99%以上を維

持することを実証。 

(i) 目標を大幅に超える耐久性（起
動停止 97 回）を実証した。 

◎大幅達成 

(ii) 12 回の耐久性を実証した。 ○達成 

C 【運転安定性】 

 日常的な簡易検査やメンテ

ナンスを除いて、8000 時間

以上の運転が可能であるこ

とを実証。(i) 

(i) 8000 時間超の運転安定性を実
証済。 

○達成 

D 【水素製造効率】 

≧80%HHV 
共通 所定の条件で概念設 計 を実

施。 
○達成 

E 【設備サイズ】 
≦10m3 

共通 所定の条件で概念設 計 を実
施。 

○達成 

F 【設備コスト】 
≦30 万円/Nm3-h 

共通 所定の条件で概念設 計 を実
施。 

○達成 
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５．実用化・事業化見通し 

• ﾃｰﾏ(i)で得たシステムレベルでのノウハウを活かし、ﾃｰﾏ(ii)で開発した低コストな水素製

造モジュールを用いて、速やかに実用化開発に移行する。 

• 水素性状に関する ISO基準に対応する。 

• 本事業の実施項目外であった補機についても、最適機種の選定、あるいはよりコンパクト、

低コスト、高効率な補機の開発を行う。 
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水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 

 

実施者：三菱化工機株式会社 

再委託先：東京ガスケミカル株式会社 

１．事業概要 

 現在、JHFC ステーションでは従来の工業用途向け水素製造装置を転用して実証中である

が、効率やコスト等未だ多くの解決すべき課題がある。水素インフラの中心である水素ス

テーションを普及可能なものとするためには、水素ステーション用として水素製造装置の

高性能化、低コスト化等のための要素技術開発に加えて、水素ステーションの運用に求め

られる起動時間の短縮化、首都圏等の狭小エリアへの設置等を想定した開発が必要である。 

 本研究開発では、表１の研究開発を実施する。FCV 普及初期（2015 年頃を想定）での事

業化に対応した実用的な水素ステーション用水素製造装置に要求される性能、仕様をユー

ザの視点から調査、検討し、その結果により水素製造装置の仕様目標を明確にするととも

に、改質器と水素 PSA の高効率化開発を軸とした研究開発を行い、試作装置による検証運

転を実施し、その結果とユーザ視点での評価を商用水素製造装置の設計に反映させた。 

 

表１ 研究開発項目 

研究開発項目 担当（再委託） 

水素ｽﾃｰｼｮﾝ用水素製造装置に対する要求仕様の調査，検討 （東京ガスケミカル㈱）

高性能反応器の研究開発 三菱化工機㈱ 

高性能水素 PSA の研究開発 三菱化工機㈱ 

水素製造装置試作機の設計，製作 三菱化工機㈱ 

水素製造装置試作機の検証運転 三菱化工機㈱ 

水素製造装置試作機のユーザ評価 （東京ガスケミカル㈱）

 

２．事業目標 

２－１ 商用水素製造装置の目標仕様 

 水素ステーション用商用水素製造装置の想定目標仕様を表１の通り設定したが、各数値

は、要求仕様の調査、検討の結果を反映させ、見直しを図った。 

 

表２ 商用水素製造装置想定仕様 

 当初想定目標仕様 現状（工業用途向け） 

水素製造能力 300Nm3/h ～200Nm3/h 

改質効率（HHV 基準） 85%以上 75%程度 

（製造効率（HHV 基準）） （80%以上） （70%程度） 

装置サイズ 20m3以下 80m3程度 

装置コスト 90 百万円以下 180 百万円程度 

起動時間 1 時間 4 時間程度 

原料 13A 都市ガス 13A 都市ガス，LPG 等 
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２－２ 開発項目の目標 

 本研究開発は、改質器と水素 PSA の高効率化開発を軸とした研究開発を行い、50Nm3/h 試

作装置を設計、製作し、検証運転による成果の確認を実施する。各研究開発項目の目標は

以下の通りである。 

（１）高性能反応器開発目標 

 ①改質効率： 85%以上（HHV 基準，300Nm3/h 相当商用機） 

 ②S/C： 2.5 以下（都市ガス原料では従来 3.0 程度） 

（２）高性能 PSA 開発目標 

 ①水素回収率：85%以上（300Nm3/h 相当実用機） 

 ②システムサイズ：現状の 1/3 以下 

（３）試作機開発目標 

 ①水素製造能力：50Nm3/h 

 ②改質効率：82.5％以上（HHV 基準） 

 ③起動時間：１時間 

 

３．事業成果 

３－１ 水素ステーション用水素製造装置に対する要求仕様の調査，検討 

 天然ガススタンドの建設・運転管理・設備管理の経験を元に装置サイズ、コスト、メン

テナンス方法、起動時間、ステーション運営に応じた装置の運転方法につき仕様を検討し、

表２の通り目標仕様を決定した。 

表３ 水素製造装置目標仕様 

 目標仕様 

水素製造能力 300Nm3/h 

設置面積 10m×5.5m 

（周囲ｽﾍﾟｰｽ含む） 

装置コスト 90 百万円以下 

装置運用 起動時間 1時間 

DSS 運用 

 

（１）水素製造能力 

 既存給油スタンドの需要実績を参考とし水素ステーションでの車両充填スケジュールを

仮定し、供給量および稼働率の点から装置能力を検討した結果、300Nm3/h が妥当と判断し

た。 

（２）装置サイズ 

 FCV 普及初期は既存天然ガススタンドを水素ステーションに置き換えることが主流にな

るものと想定し、既存天然ガススタンドの敷地面積を調査した結果、単独設置型天然ガス

スタンドの 80～90%は、その敷地面積が 450m2程度であった。この敷地面積に対し、水素ス

テーションのレイアウト検討を行った結果、キャノピー上に各装置が配置できるものとし

た場合、水素製造装置の設置面積としては、装置周囲歩廊，メンテナンスエリア等を含め 

10m×5.5m 程度になるとの結果を得た。 

（３）装置コスト 
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 設備投資費による水素単価の影響を検討した結果、FCV 普及初期の水素価格を 70～80 円

/Nm3とするには装置稼働率を 100%としても、水素ステーション建設費は 3 億円程度とする

必要があり、他の建設，設備コストを考慮すると水素製造装置は 90 百万円とする必要があ

る。 

（４）運用方法 

 既存のガソリンスタンド、天然ガススタンド、LPG スタンド等の調査結果を参考に、水素

ステーションの営業時間と充填台数の時間帯別分布を想定し、要求される起動時間を検討

した結果、開店準備時間内に起動する必要があり、１時間以内の起動時間が求められると

判断した。また DSS 運用と夜間ホットスタンバイ運用でのコスト比較の結果、DSS 運用が有

利と判明した。 

（５）メンテナンス 

 水素単価低減には、装置稼働率を高めることが必須であり、メンテナンスに伴うステー

ション休業日数は出来るだけ短期間にする必要がある。水素製造装置および付帯設備に関

する法定検査及び定期修理項目別に実施内容を検討し、短縮化を図ることが必要である。 

 

３－２ 高性能反応器の研究開発 

（１）改質効率の向上 

1) 水素製造装置プロセス検討 

 改質方式には高い改質効率が得られる水蒸気改質方式を採用し、水素製造装置のプロセ

ス並びに装置構成を検討した。検討の結果、S/C=2.5、水素 PSA の水素回収 90%以上とする

ことで改質効率 85%を達成できる見通しを得た。最終的なプロセス、装置構成についてはコ

スト，装置サイズとのバランスより決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2)改質触媒の評価試験 

 マイクロ試験設備にて S/C=2.5 において十分な活性を有する改質触媒を探索するため、

触媒試験装置にて Ni 系触媒と Ru 系触媒の短期性能試験を行った（図 2）。原料には 13A 都

市ガスを用いた。300 時間程度の短期試験では触媒の違いによるメタン転化率の低下、改質

ガス中に C2 以上の成分が検出されるなどの劣化兆候は見られなかった。また、使用済触媒

の炭素量分析では S/C=1.5 では Ni 系触媒の炭素析出量が多い結果となったものの、S/C=2.0

では Ni 系と Ru 系での炭素析出に差異は見られず、13A 都市ガス原料では Ni 系触媒を

S/C=2.5 で使用できる可能性があると判断し、さらに長期連続試験にて適用可能性を追求し

た（図３）。4000 時間経過後も触媒性能劣化は認められなかったことから、比較的安価な

Ni 系改質触媒を S/C=2.5 の条件にて運転可能なことを確認し、水素製造装置試作機に採用

図１ 水素製造装置概略フロー 
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し、実装置環境下で検証することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）小型化 

1)改質器構造の検討 

 従来装置では主要機器である改質器が多くのスペースを占有していることから、改質器

の大幅な小型化を検討した。反応管の小径多管化、配置の極小化、バーナ構造を検討した

結果、改質器の占有容積を従来装置の 1/5 程度まで低減可能との見通しを得た。 

2)模擬改質器による検証 

 改質器の反応管への改質反応熱を有効に伝達させるには改質器炉内の温度分布が均一に

なることが望ましく、改質器、バーナ構造の検証のため、熱流体解析と模擬改質器による

検証を行った。水素製造量 50Nm3/h 相当規模の模擬改質器を製作し、バーナ燃焼試験を行っ

た。バーナはパイロットバーナ，メインノズル，オフガスノズルを有した混焼バーナであ

り、各ノズル径、数量及び配置等を種々変更し、都市ガス単独燃焼、オフガス混合燃焼に

おいて良好な燃焼状態を確認し、改質器及びバーナ設計へ反映した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３ 高性能水素 PSA の研究開発 

図２ 改質触媒短期比較試験結果 図３ Ni 系改質触媒長期試験結果

図４ 模擬改質炉解析例 図５ 模擬改質器 

図６ 模擬改質器炉内状況 
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（１）パイロット規模検証試験 

 パイロット規模試験装置にて検証試験を実施した。試験設備規模の制約から吸着剤量に

対し配管等のデッドスペースが過大なため、高純度での評価が困難であったが、システム

各操作パラメータが水素回収率，水素純度に及ぼす影響の傾向を把握し、PSA システムのシ

ーケンス設計データを入手した。 

（２）実規模システムの検討 

 パイロット規模検証試験結果と吸着シミュレーション検討結果を元に、実規模 PSA シス

テムの検討を行った。真空再生方式の採用、高サイクル化により、吸着剤充填量およびオ

フガスホルダ容積が低減できることを確認し、最終的に従来に比して１塔当りの吸着剤量

を 1/3 に、オフガスホルダについてはさらに２塔化による吸着塔脱圧工程の改良により、

ホルダ容積を 1/5 に低減可能であることが分かった。なお、真空再生方式では常圧再生方

式にはない真空ポンプが必要となるが、その占有容積を加味しても常圧再生方式 PSA シス

テムと比較し占有機器容積で 1/2 に縮小出来ることが分かった。この結果を水素製造装置

設計に反映した。 

表４ PSA システム比較 

 従 来 本研究開発 

方式 4 塔常圧再生 5 塔真空再生 

サイクル時間比 1 0.33 

水素回収率 75% 90% 

吸着剤量比（1塔当り） 1 0.33 

オフガスホルダ容積比 1 0.2 

真空ポンプ なし あり 

システム機器占有容積比 1 0.5 

 

３－４ 水素製造装置試作機の設計，製作及び検証運転 

 上記の各研究開発項目の検証として、300Nm3/h 商用機を考慮した試作機を設計、製作し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 試作機改質器 図８ 試作機外観 
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 試作機の設計仕様は下記の通りである。改質効率については装置規模を考慮し、82.5%と

した。水素製造能力については特に主要機器である改質器のスケールアップを考慮し、商

用機の１／４である 75Nm3/h とした。 

 

表５ 試作機設計仕様 

項目 商用機 試作機 備考 

水素製造量 300Nm3/h 75Nm3/h  

改質効率 85%以上 82.5%以上 装置規模による熱損

失を考慮 製造効率 80%以上 77.5%以上 

起動時間 １時間 １時間  

 

延べ運転時間 168 時間，起動停止 21 回の運転を実施し、定格原料負荷にて水素製造量

75Nm3/h、改質効率 82.5%以上を確認した。ただし、水素回収率、製品水素純度は設計値に

及ばなかったため、水素 PSA のさらなる調整が必要である。また、起動時間も３時間を要

したが、平成 23 年度の継続研究にて起動工程の見直しにより起動時間を 2時間まで短縮し

た。商用化に向け、さらに工程の見直しを検討する。 

 

３－６ 水素製造装置試作機のユーザ評価 

 工業用途向け水素製造装置の運用経験を元に試作機の基本設計図書について評価、検討

を行い、設計に反映させた。 

 試作機の検証運転の評価を行い、装置機能，メンテナンス性等の改善項目を明確にした。 

 

３－７ 300Nm3/h 商用機試設計 

 試作機製作の結果を元に 300Nm3/h 級商用機の 

試設計とコスト試算を行い、装置サイズは 

「3.2m×7.5m×3.3m」と、目標設置スペースに 

設置できる見込みである。 

 コストは 1台当り 1億円を超過する結果となり、目標コスト 9000 万円達成には 

さらなる検討が必要であることが明らかに 

なった。 

 

３－８ 特許、論文、講演、報道等の件数 

 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H22FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

図９ 300Nm3/h 商用水素製造装置イメージ
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４．まとめ及び課題 

４－１ まとめ 

（１）水素ステーション用水素製造装置に対する要求仕様の調査，検討 

 ・水素製造装置の目標仕様を明確化した。 

（２）高性能反応器の研究開発 

 ・水素製造装置プロセス、機器構成を検討、決定した。 

 ・改質器構造検討により従来の約 1/5 のサイズとした。 

 ・模擬改質器燃焼試験結果をバーナ設計に反映した。 

 ・低 S/C 下でも安価な Ni 系改質触媒が使用できる見通しを得た。 

（３）高性能水素 PSA の研究開発 

 ・パイロット規模試験装置にて実機設計データを取得した。 

 ・PSA システム検討により、システムサイズを従来の 1/2 に縮小可能なことを確認した。 

（４）水素製造装置試作機の設計・製作及び検証運転 

 ・ユーザ評価を反映させた 75Nm3/h 級試作機を製作し、検証試験を実施した。 

 ・設計目標から 2ポイント程度高い改質効率及び製造効率を達成した。 

 ・起動時間は目標１時間に対し 3時間を要した。（継続研究で 2時間まで短縮） 

（５）水素製造装置試作機のユーザ評価 

水素製造装置試作機の基本設計についてユーザの観点から評価を行い、装置の信頼性、耐

久性、メンテナンス性等を向上させるべく、設計仕様に反映させた。また、水素製造装置

試作機の検証運転結果から、装置改善項目を明確にした。 

 

４－２ 課題 

 本委託研究終了後の継続研究にて水素製造装置試作機の検証運転を実施し、起動操作等

の見直しにより DSS 運用下での起動時間を当初の 3 時間から 2 時間程度まで短縮できるこ

とを確認した。ただし、目標である 1時間達成のためにはさらなる検討が必要である。 

 また実用化に当たっては長期運転による検証が必要であるが、「地域水素供給インフラ技

術・社会実証事業（1）技術・社会実証研究」にて、本事業の成果品である水素製造装置試

作機は千住水素ステーションに移設され、実証運用を継続中である。実証運用での検証結

果を商用機設計に反映することで、より水素ステーション事業に適した水素製造装置の提

供が可能となるものと考える。 

 コストについては構成材料、部品数量、加工法等の見直しや生産検討により、徹底的な

コストダウンを図る。 

 

５．実用化・事業化見通し 

 弊社は既に工業用途向水素製造装置について事業化しており、多数の実績を有している。

本研究開発で得られた成果を元に水素ステーション用水素製造装置の商用化開発を進めて

おり、2015 年頃までの先行整備期に市場投入を計画している。 
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事業名：「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発／水素製造機器要素技術に関する研究開発／ 

CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発」 

 

実施者：株式会社ルネッサンス・エナジー・リサーチ 

     （再委託先：国立大学法人大分大学） 

    株式会社ミクニ 

国立大学法人神戸大学 

    国立大学法人京都大学 

    独立行政法人産業技術総合研究所 

     

１．事業概要 

水素ステーションの小型化、低コスト化、高効率化を目的として、選択的、高効率に CO2 分離が可能な

CO2 選択透過膜と高性能な CO 変成触媒を組み合わせたメンブレンリアクターを開発する。その完成度

を高めるために、メンブレンリアクターを構成する CO2 選択透過膜、CO 変成触媒等の各種要素技術の

耐久性、信頼性を確立するとともに、量産化検討、コストダウン研究等を実施する。さらに、小規模のメン

ブレンリアクターシステム（原理検証装置）での性能実証、メンブレンリアクターの特長を活かした PSA の

小型化検討を行ない、その成果を基に実機(300m3/Hr 規模の能力)を想定した一次 FS を行う。 

 

２．事業目標 

２－１ 研究開発の目標（本開発プロジェクト全体の目標） 

従来の水素ステーション用改質システムの代替技術として CO、CO2 を化学平衡の制約を越えて同時に

低減できるメンブレンリアクターを開発し、メンブレンリアクターの特長を活かし PSA の小型化検討を行な

う。また下記の性能・特長を有するメンブレンリアクターを 1Nm3／Hr 規模の原理検証装置を用いて耐久

性、信頼性も含めて実証する。 

 

２－２ 全体の目標を達成するための開発項目毎の目標 

１）CO2選択透過膜の開発 

前プロジェクトで得られた160℃の操作でCO2透過速度が１x10-４mol/(m2 s kPa)、CO2/H2選択性が

約100の性能を有するCO2選択透過膜をベースに、耐熱性をさらに向上させると共に、長期耐久性の

確認、量産化技術の検討を実施する。 

開発目標： 耐熱性   170℃以上（前プロジェクトで１６０℃を達成） 

 CO2/H2選択性  約200（前プロジェクトで１００を達成） 

 CO2透過速度 1x10-４mol/(m2 s kPa)以上 

２）高性能CO変成触媒の開発 

現状（断熱型変成器）：200℃、ＳＶ 1000 h-1でCOを0.5～1.0％以下に低減 

開発目標：動作温度170℃以下（銅系触媒：ただし耐熱170℃のメンブレンを前提） 

 SV 約2000 h-1 

 メタン生成 1％以下 

 10 %程度含まれるCOを0.1％以下に低減 
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（ただし前提となるCO2透過速度1x10-4mol/(m2 s kPa)、メンブレンの効果を含む） 

メンブレンの耐熱性、長期耐久性の確保の観点から、より低温活性の優れた貴金属系触媒も 

平行して開発する。 

開発目標：貴金属系触媒：動作温度目標160℃ 

（触媒の量産化手法の確立、貴金属濃度約1/2、コスト半減を目指す） 

３）メンブレンリアクターの開発 

開発目標： 出口CO濃度  0.1％以下（従来のCO変成器は1.0～0.5％） 

 出口CO2濃度  2.0％以下（従来のCO変成器は20％以上） 

 メンブレンリアクター操作温度：170℃以下で使用可能 

   （従来のメンブレン耐熱性は160℃） 

メンブレン・触媒複合化の効果を合せてSV2000 h-1程度を達成 

 

４）水素ステーショントータルシステムの最適化 

次世代H2ｽﾃｰｼｮﾝｺﾝｾﾌﾟﾄ確立。PSA 1/4, ｵﾌｶﾞｽﾀﾝｸ不要化,S/C = 2, 効率80％以上  

 

３．事業成果 

３－１ CO2 選択透過膜の開発研究成果 

① 耐熱性の向上 

前プロジェクトで開発した CO2 選択透過膜をベースにキャリアや製膜方法の改良による耐熱性の向上

を検討した結果を図-1 に示す。図中の波線はそれぞれ本プロジェクトの CO2 パーミアンス、CO2/H2 選択

性の目標値である。図に示されるように 160℃～200℃の範囲において、初期性能では目標値をクリアす

ることができた。図-2(a)に同膜を改良した膜の 170℃での耐久性試験結果を示す。170℃において、CO2 

パーミアンスは 350 時間以上経過後も 1×10-4mol/(m2 s kPa)以上の性能を安定して維持していることが

わかる。また 180℃での耐久性も図-2(b)に示すが、安定した性能を維持している。 
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図‐1 CO2 パーミアンス、H2 パーミアンス、CO2/H2 選択性

に対する温度の影響 
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図‐2(b) 180℃での耐久性試験結果  

 

 

目標値 

図‐2(a) 170℃での耐久性試験結果 
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②円筒型支持体への製膜法の確立 

従来メンブレンは成膜が容易な平膜での研究を進めてきたが、本 PJ では量産化が容易で、触媒との

組み合わせにも自由度が大きい、円筒型支持体内側への製膜方法を検討した。図‐3 に円筒内コート

膜、外コート膜の評価結果を示す。製膜方法の検討の結果、内コート膜、外コート膜共に、CO2 透過速度

が１x10-４mol/(m2 s kPa)を超える性能を示す製膜法の開発に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③CO2 選択透過膜のモジュール化に関わる開発成果 

 従来のメンブレン性能評価やモジュール試験は主として常圧条件で行われてきたが、実機では中圧（1MP

以下）の都市ガスを原料とするケースが最も有利なため、加圧条件下でのメンブレン性能評価、加圧対応型の

製膜条件の改良を行った。さらに加圧対応型メンブレンモジュールの検討・試作・評価も実施した。具体的に

は、従来の平板型スタックに比べ、耐圧性に優れた円筒内コート型メンブレンをベースにしたシリンダー型メン

ブレンモジュール構造を検討し、単管メンブレン 36 本から成っている 1ｍ2 モジュールの設計、試作を行った。

試運転の結果、円筒型単管メンブレンの性能とほぼ同等の性能が 1ｍ2 モジュール（単管メンブレン 36 本から

成っている）でも確認できた。 

図-4 に CO2 選択透過膜のモジュール化に関わる製膜手法を含めた性能改良結果を示している。図中、

a、b には本プロジェクト当初から開発を進めてきた平膜型メンブレンの性能を示している。図中 b の平膜

型スタックモジュールの小型試作機の外観写真を図-５に示している。本試作機では 1310mm2 の円形の

平膜を用いているが、１枚当たりの膜面積を増大させると共に、多層に積層することが可能な構造となっ

ている。a、b とも同等の性能を示しており、本試作機構造はメンブレンの性能をスポイルすることなくスケ 

ールアップできることを示している。 

 

図‐3 円筒内コート膜、円筒外コート膜の評価結果 

図-4 CO2 選択透過膜の改良・モジュール化進捗状況 
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図-４の c、d は平膜よりも耐圧性に優れた円筒内コート型メンブレンの性能を示している。c は従来円筒型

メンブレンの支持基体としてきた 3ｍｍφのセラミックスチューブを用いた円筒内コート型メンブレンで、優れた

CO2 パーミアンスが得られているが、絶対的な強度が低く、大型化を想定した長尺化には限界がある事が分

かった。そこで次に長尺化が可能な 10ｍｍφのセラミックスチューブを支持基体として用いる事を検討してきた。

しかし、その場合、図-4 の d を見ればわかるようにチューブの肉厚増加に伴う CO2 の透過抵抗の増大により、

CO2 パーミアンスの低下が認められた。そこで対策としてセラミックス細孔径を増大させることにより、CO2 パー

ミアンスを向上させる事を検討した。その結果を図-1 の f に示しているが、CO2 パーミアンス、対水素選択性

共に大幅な性能向上に成功した。ただし、細孔径を大きくした 10mmφのセラミックスチューブは、まだラボ試

作の段階であり、今後量産製造プロセスの確立に注力する予定である。 

図-４の e には今年度設計・試作した、10mmφの単管メンブレン 36 本から成る１m2 モジュールの性能が示し

ている。それを見ればわかるように、円筒型単管メンブレンの性能とほぼ同等の性能が１ｍ2 モジュールでも確

認できた。本モジュールの構造は円筒型メンブレンの性能をスポイルすることなくモジュール化できること

を示している。 

図－5 に１m2 モジュールのイメージ図（外筒なし）、図－6 には、今回のモジュール評価に使用したモジュー

ル評価装置の外観写真を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④CO2 選択透過膜の対水素選択性の向上 

これまでの検討で、180℃において、目標であるパーミアンス1×10-4mol/(m2 s kPa)以上の CO2透過性

能を安定して維持する CO2 選択透過膜の開発に成功した。しかし①で報告している様に、180℃の連続

運転結果（図－2(b)）では、400 時間経過後から水素選択性の低下が認められ,500 時間後には 100 以下

に低下していた。水素選択性の低下は、メンブレンリアクターでの水素ロスを増大させるため、水素ステ

ーションの効率低下の原因となる。そこで、目標である、CO2/H2 選択性 200 以上を達成できるように、

CO2 選択透過膜の対水素選択性の向上を目指した検討を実施した。製膜法としては②で報告した円筒

型支持体内部への量産型製膜技術をベースに各種製膜条件を見直し、最適化することで対水素選択

性を改良していった。 

図－７に CO2 キャリアのゲル膜への含有方法を最適化した水素選択性改良膜の 160℃での性能を示

す。本実験は、水素ステーションシステムの建設を考えた場合、エネルギー効率的にも、コンパクト化の

点からも有利な加圧条件下でのデータ取得を目的として原料側圧力 400～600Kpa の中圧条件で実施し

ている。（スイープ側圧力はいずれも 100Kpa） 

図－７を見れば分かるように、今回開発した水素選択性改良膜では、中圧条件下でも 1×10-4mol/(m2 

s kPa)以上の CO2 パーミアンスと 800 以上の非常に高い CO2/H2 選択性を併せ持っていることが分かる。 

図-5 1m2 モジュール円筒膜のイメージ図 図-6 1m2 モジュール評価装置 
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⑤起動停止の影響把握 

モジュール化が容易な 10mmφ円筒型セラミックチューブを支持基体とした加圧対応型 CO2 選択透過

膜を用いて起動停止を繰り返し、膜性能に与える起動停止の影響を調べた。その結果を図－8 に示すが、

CO2 パーミアンスは起動停止の影響を受けずに安定している事が分かる。また H2 パーミアンスについて

も、初期に大きな変動が認められたものの、その後は安定していることが分かった。今後、モジュールに

ついても同様の検討を行う予定である。図－8 に認められた H2 パーミアンスの初期の性能変動について

は、現在その原因・対策等を検討中である。 

本実験条件については、後述する 3－2③で得られた成果を基に、CO 変性反応部と CO2 メンブレン 

による CO2 除去部を切り離したメンブレンリアクター方式を想定している。 

 

 

 

⑥長期耐久性能の確認 

モジュール化が容易な 10mmφ円筒型セラミックチューブを支持基体とした加圧対応型 CO2 選択透過

膜を用いて 3000 時間の長期耐久テストを実施した。本実験条件についても、ＣＯ変性反応部とＣＯ2 メン

ブレンによる CO2 除去部を切り離したメンブレンリアクター方式を想定している。 

その結果を図－９に示すが、CO2 パーミアンスは 3000 時間以上ほぼ安定している事が分かる。本試験

では当初は長期連続運転の安全性を考慮して CO2-N2 系で運転を開始し、その後、定期的に CO2-H2

系の原料ガスに切り替えることで、対水素選択性と対窒素選択性の安定性も調べた。図－9 を見ればわ

かるように、対水素選択性については、継時的に若干の選択性の低下は認められるものの、2000 時間以

降はほぼ一定であり、目標である 200 以上を維持している事が分かる。対窒素選択性については運転初

期よりほぼ一定で、非常に安定しており数千以上の非常に高い選択性を維持していることが分かる。 

 

図-8  CO2 選択透過膜に対する起動停止の影響 

 

起動停止回数 
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H2 

図-7 対水素性改良膜の 160℃での性能試験結果 
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３－２ 高性能 CO 変成触媒の開発成果 

① 銅系触媒の改良 

CO2 分離膜と組み合わせるメンブレンリアクター用の CO 変性触媒は，分離膜の熱安定性の問題から

なるべく低温で操作できることが好ましいが既存 CU 系 CO 変性触媒は 180℃以下の温度域での性能は

不十分であった。 

180℃以下での Cu 系 CO 変性触媒の活性向上を目指し、Cu 系触媒（Cu-ZnO-Al2O3 触媒）をベース

に調製法および第4成分の添加効果を検討した結果を図-10に示す。検討した第４成分のうち、M4, M5, 

M6 または M7 を添加すると触媒性能（CO 転化率）が向上することを見出した。これらの添加効果を詳細

に解析してみると、M4 と M5 は低濃度 CO2 条件（1 容量%程度）下での反応速度の向上が期待できる元

素であり、一方、M6 と M7 は共存 CO2 による CO 転化率低下の抑制が期待できる元素であることが分か

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の知見をベースに調製法の改良や第 4 成分の添加効果を調べ、Cu の分散性を向上させることに

より，活性の向上につなげる事が出来た。さらに、Cu 系触媒の試作・評価を繰り返し改良を積み重ねた

結果、低温活性を目標としてきた 20℃以上向上することに初めて成功した。図-11 に 変性触媒の性能

向上を経時的に整理しているが、図-11（ｂ）に示す平成 22 年度の Cu 系改良触媒は 160℃で既存 Cu 系

工業触媒の 180℃以上の活性を示していることが分かる。このレベルの性能は従来、貴金属触媒（図-11

（ａ）参照）でしか達成できなかったもので、メンブレンリアクターの経済性の向上に大きく寄与するもので

ある。 

図－10  Cu-ZnO-Al2O3触媒への第4成分の添加効果（CO2濃度依存性） 

         CO2濃度は a) 1容量％ と b) 5容量％の比較、反応温度は150℃ 
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図-9 CO2 選択透過膜の長期耐久性 
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図-11 CO 変性触媒の開発経過 

 

②貴金属系ＣＯ変性触媒の改良 

前ＰＪの開発成果として既存の銅触媒の 180℃の活性レベルを 160℃で発揮する貴金属触媒の開発に

成功している。本ＰＪではさらに貴金属濃度の低減を目的とした研究をおこない、貴金属担持方法の改良

により従来の１／３程度の貴金属量で充分な性能を持たせることに成功した。 

 

③メンブレンリアクターへの触媒充填方法の最適化 CO 変性触媒の改良の過程で、高 CO 濃度（CO 変

成器入口部）で高活性を示す触媒と逆に、低 CO 濃度領域（CO 変成器出口部）で高活性を示す特性の

異なる２種類の触媒を見出した。 

前者はメンブレンリアクター入口部に適しており、後者はメンブレンリアクターの出口部に適している。 

その２種の触媒を組み合わせて充填することにより大きな CO 低減効果があることを確認した。その結果

を図－12 に示す。 

 

 

 

 

図-12(a)機能の異なる 2種類の触媒の性能        図-12（b）2種類の触媒の組合せ効果 



 

Ⅲ2.2-3(8) 

本項目については、さらに実際の使用条件を想定した条件で耐久テストを実施した。原料ガスはメン

ブレンリアクター入口ガスを模擬した混合ガス（CO :CO2 : H2O : H2 = 10 : 5 : 30 : 55）を用い、反応温度

条件はメンブレンリアクターの温度制御方式を考慮し160℃の等温反応とした。また反応圧力は装置の制

約から常圧条件を採用した。その結果を図-13 に示す。それを見れば分かるように、本方式を採用するこ

とで、CO 濃度を 0.1％以下に低減することができた。当初の計画では、CO 濃度の 0.1％レベルへの低減

は触媒の高性能化と CO2 メンブレンによる CO2 除去効果と合わせて達成できると想定していたが、本ＰＪ

の成果である特性の異なる２種類の触媒の組み合わせにより、CO2メンブレンによる CO2除去効果抜きで

達成できた。 

この事は、メンブレンリアクターは必ずしも、CO 変性触媒と CO2 メンブレンを同時に動作させる必要は

ない事を示しており、今後のプロセス最適化に当たり、大きな自由度を与えるものである。 

図-13-a CO変性触媒の組み合わせによる      図-13-ｂ CO変性触媒の組み合わせによる 

   CO低減効果とその経時変化（CO転化率）    CO低減効果とその経時変化（出口 CO濃度） 

 

３－３ メンブレンリアクターの開発成果 

前プロジェクトの成果として CO2 選択透過膜と CO 変成触媒を組み合わせたメンブレンリアクターの実証

に成功し、出口 CO 濃度は 5ｐｐｍ、CO2 も 0.3％と、コンベンショナルな CO 変成技術では原理的に不可

能なCO、CO2の低減が達成されている。本ＰＪでは、最終的なターゲットである300Ｎｍ３／Hr規模の水素

ステーションを想定した時のスケールアップ手法を検討し、メンブレンのモジュール化を実施する。 

本PJでは、メンブレンリアクターの試作研究成果を基に生産性を意識した構造および加工方法の検討

を実施した。更なる量産性の向上を目指し、量産性の高いプレス加工を主体とした透過膜保持部の構

造・加工方法検討、および小中規模生産に対応可能な積層シール構造のメンブレンリアクターの設計を

行った。 

図－14 に設計・試作したメンブレンリアクターの概略図を示す。図－14（a）のような従来の方形のリアク

ターを、図-14(b)、(c)のような円形のリアクターとすることで、円筒状の部品構成が可能となりコスト面及び

強度面で有利となった。また、プレス加工、ヘム加工を可能とすることにより、従来のリアクターより、加工

面での設計自由度やコストの優位性を高めることが期待できる。 

さらに、以上の内容の検討結果をもとに試作した各種メンブレンリアクター構造での基本性能の確認を

行っている。 
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図-15 は平板型スタック構造の小型試作機の外観写真である、本試作機では 1310mm2 の円形の平膜

を用いているが、１枚当たりの膜面積を増大させると共に、多層に積層することが可能な構造となってい

る。本試作機を用いたテストの結果から、CO2 メンブレンの性能は 1×10-4mol/(m2 s kPa)以上の CO2 パ

ーミアンスと 200 近い CO2/H2 選択性を合わせ持っていると計算された。これは本試作機構造はメンブレ

ンの性能をスポイルすることなくスケールアップできることを示している。 

また並行して、円筒型支持体内面に製膜したチューブ型メンブレンによるモジュール構造の検討も実

施しているが、3mmφのセラミックスチューブは強度的な不安があったため、十分な強度を有し、長尺化

が可能な 10mmφのセラミックスチューブを用いたシェルアンドチューブ型のモジュールの設計、試作も

実施した。その場合、3mmφのセラミックスチューブでは達成できた 1×10-4mol/(m2 s kPa)以上の CO2 パ

ーミアンスが量産型の 10mmφセラミックチューブでは達成できず 1×10-５mol/(m2 s kPa)台の低いパフォ

ーマンスにとどまっっている（3－1③項参照）。 しかし、モジュールとしての性能については、3－1③項に

示すように、円筒型単管メンブレンの性能とほぼ同等の性能が１ｍ2 モジュールでも確認できた。本モジュー

ルの構造は円筒型メンブレンの性能をスポイルすることなくモジュール化できることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

(a) (b) 

図－14 透過膜保持気密部概略図 

（a）従来のリアクタ構造，（b）透過膜保持部の構造展開，（c）透過膜保持部の外観および断面 

(c) 

 図-15 透過膜セル外観 
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また前項（3－2 の③）の成果として、本ＰＪの成果である特性の異なる２種類の高性能 CO 変性触媒を

組み合わせて使用すれば、メンブレンリアクターは必ずしも従来考えていたように触媒層と CO2 メンブレ

ンによる CO2 除去層が同じ空間にある必要はなく、分離していても CO 濃度を 0.1％以下にすることが可

能であることがわかった。この結果を基に、現在、CO 変性反応部分と CO2 除去部分を分離したタイプの

メンブレンリアクター方式も検討している。 

平成 23 年度には高性能 CO 変性触媒の組み合わせ効果のスケールアップ検討として 10ｍ3／Hr の

水素製造能力を持つ熱交換型等温 CO 変成器の設計・試作を行った。試作したスケールアップ装置（熱

交換型等温 CO 変成器）の試運転結果では、ラボ評価と同様に、触媒のみで CO 転化率 99%以上、出口

CO 濃度 0.1% 以下を達成しており、良好な性能が得られている。（図-16 にスケールアップ装置の内部

構造のイメージ図と外観写真を示す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－４ 水素ステーショントータルシステムの最適化の成果 

本 PJ では前 PJ に引き続き、改質器の効率、改質器出口ガス組成、ＰＳＡの設計、パージガス必要量、

水素回収率等をパラメーターとした水蒸気改質器関連のプロセススタディを実施すると共に、最近の PSA

吸着剤の進歩を調査し、メンブレンリアクター出口ガス組成が与える、PSA 吸着剤必要量への影響をアッ

プデートした。既存あるいは最新型の PSA 吸着剤をもとにしたシミュレーションの結果では、CO やメタン

は 0.1％程度の濃度でも吸着剤必要量に影響するが、CO2 濃度はある程度まで（～２％）低減されていれ

ば、全体のPSA吸着剤必要量（PSAサイズ）への影響はあまり大きくないことが分かった。このことはメンブ

レンリアクターの基本設計において、CO 変性触媒量と CO2 選択透過膜の膜面積のバランスは、従来の

設定よりも CO 変性反応の進行に考慮した設計が有利なことを示している。この結果は今後のシステム検

討に反映させる予定である。 

 

 

 

図-16 高性能 CO 変性触媒と熱交換型等温ＣＯ変成器によるＣＯ低減効果  

 

ラボでの触媒評価にて、触媒のみで CO

転化率 99%以上、出口 CO 濃度 0.1% 以

下を達成 

上写真のような、スケールアップ装置（熱交換型等

温ＣＯ変成器）にて、ラボ評価と同様に、触媒のみ

で CO 転化率 99%以上、出口 CO 濃度 0.1% 以

下を達成 
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また今までの検討により、膜分離速度と反応速度の比である無次元パラメータ κ を用いて分離膜の効

果と転化率の関係を表現する簡便な反応器設計法を提案しており、コンパクトリアクターでは膜の比表面

積を大きくできるためメンブレンリアクターが有効に作用することを明らかにしている。κ が大きいほどメン

ブレンリアクターの効果が大きくなるが、現状の分離膜の性能を考慮するとコンパクトなリアクターを用い

ても κ＝2 程度が限界であり、それ以上 κ を大きくするためには触媒活性を低下させる必要がある。こ

れは触媒量を増加させる結果となる。また、触媒活性を大きくしても、κ が小さくなるため、結果としてメン

ブレンの効果が小さくなる。よって、触媒活性については本研究で開発した触媒性能で十分であり、むし

ろ効率的に CO2 を膜分離することによって活性低下を抑えることが重要であると考えられる。 

図-16 に Cu 系改質触媒改質ガス流路深さ df=400μm, 触媒層厚さ（コーティング厚さ、膜状触媒厚さ

に対応）dc=200μm のプレート型メンブレンリアクターによる CO 変成および CO2 分離結果を示す。分離

膜の CO2 透過速度が 5×10-4 mol･m-2s-1kPa-1 の場合、このサイズのメンブレンリアクターでは κ≒2 とな

る。 

図-17 より、分離膜が無い場合や κ が小さい場合は反応による CO 濃度の低下にともなって CO2 濃

度が増加するが、分離膜を設置した場合は CO2 濃度も単調に減少することが分かる。SV が大きい範囲

すなわち反応率が低い場合は、分離膜による反応の促進効果はほとんどないが、κ≒2の条件において

SV を小さくして反応率を大きくすると CO2 分離され、CO2 阻害の抑制と平衡反応の進行によって CO 濃

度が大きく低減する。すなわち、CO2 の膜分離を行わない場合は SV を数百まで小さくしても CO 濃度の

低下は小さく、0.1％程度が限界であるが、κ＝2 程度となる条件に反応器を設計すると数千程度の SV

で ppm オーダーまで CO 濃度を低減することが可能であることを示している。これは PSA をさらに小型化

できる可能性を示している。 

当初平成 23、24 年度で計画していた改質器、メンブレンリアクター、PSA を含む水素ステーショントー

タルシステムのパイロットプラント（10ｍ3 クラスを予定していた）の建設・運転の工程については実施しな

いことが決定しているため、今後は、改質器、メンブレンリアクター、PSA を含む全体システムの最適化検

討を、具体的な、既存水素ステーションへの部分的な要素技術の適用を検討する中で進めて行く予定で

あり、最終的には、実機(300m3/Hr 規模の能力)を想定した一次 FS につなげる。 

図-17 プレート型メンブレンリアクターにおける CO、CO2の濃度変化(Cu系触媒κ≒0.2,2.0) 
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３－５ 成果の意義 

本研究開発により得られる CO2 分離型メンブレン CO 変性器は、CO を既存の CO 変性器と違い平衡

の制約を越えて一桁低い 0.1％レベル以下にまで除去できると共に、CO2 の除去も同時に行える。従っ

て、水素ステーションに適用すれば、最大のコストを占めていた PSA の大幅な小型化と共に、低 S/C によ

る大幅な効率向上も可能となるため、水素ステーションの普及促進に貢献できると考えている。また自動

車用および家庭用の PEFCシステム向けの新技術として大きなインパクトがあり、PEFC システムの早期実

用化、普及拡大に貢献できるものと考えている。 

 

３－６ 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※ 

出願 

査読付き その他 

H20 １件 0 件 1 件 0 件 1 件 6 件 

H21 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 14 件 

H22 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 

H23 3 件 0 件 1 件 0 件 0 件 3 件 

H24 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

前 PJ で開発した促進輸送膜の更なる開発を行ない、170℃の高温で高い CO2 透過速度（目標：1×

10-4mol/(m2 s･kPa)以上)と高い対水素選択性（目標:200 以上)を合せ持つ CO2 選択透過膜の開発に成

功した。促進輸送膜は、過去の研究ではもっぱら低温域で研究がなされ、100℃以上のデータは得られ

ていなかったが、キャリアを含めた膜の製造方法を最適化することでこれらの目標を達成する事ができ

た。耐久性についても、当初は初期劣化が著しく、耐久性に問題があったが、製膜条件を改良すること

で、使用条件下で安定な性能を発揮する膜を開発し、長期耐久性の確立にメドをつけた。またガス透過

選択性についても、既に述べたように、対水素選択性は既に目標であった CO2 / H2 のモル比で 200 以

上の性能が達成できているが、最近は 160℃で 700 を超える性能の膜の試作にも成功している。  

本研究開発のベースとなる CO2 分離膜は、出来るだけ低温で操作する事が望ましく、前 PJ では 160

℃で十分な活性を有するCO変成触媒の開発を目指し、Cu系触媒の180℃の活性レベルを示す貴金属

系高性能触媒の開発に成功した。本PJでは、Cu系触媒の更なる性能向上と、貴金属系触媒の、量産技

術の確立を進めてきた。その結果、Cu 系触媒では第 4 成分の添加による活性向上を見出し、貴金属系

触媒では、従来の１/３の貴金属量で充分な性能を持たせることに成功した。さらに、反応特性が異なる 2

種の触媒を組み合わせることにより、触媒だけでも出口 CO 濃度を 0.1％未満とできることを見出した。 

上記、CO2 選択透過膜の開発成果と、触媒の開発成果を組み合わせた、メンブレンリアクターにより、

従来の CO 変性器の出口 CO 濃度および、出口 CO2 濃度をそれぞれ、0.1％以下（従来のＣＯ変成器は

1.0～0.5％）、1.0％以下（従来の CO 変成器は 20％以上）という非常に高性能な CO 変性器が可能とな

ることが示唆されており、PSA の小型化による水素ステーションのコストダウン、サイズダウンが期待でき

る。今後、メンブレンリアクタの要素技術である CO2 選択透過膜と CO 変性触媒を組合わせたメンブレン
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リアクターの原理検証装置（メンブレンリアクターとして１m3/Hr 規模のシステムを想定、改質器、PSA は含

まない）に組み込み、千時間以上の耐久性を確認し、1 年以上のメンブレンリアクターおよび各要素技術

の耐久性を見通す予定である。当初平成 23、24 年度で計画していた改質器、メンブレンリアクター、PSA

を含む水素ステーショントータルシステムのパイロットプラント（10ｍ3 クラスを予定していた）の建設・運転

の工程については実施しないことが決定しているため、今後は、改質器、メンブレンリアクター、PSA を含

む全体システムの最適化検討を、具体的な、既存水素ステーションへの部分的な要素技術の適用を検

討する中で進めて行く予定であり、最終的には、実機(300m3/Hr 規模の能力)を想定した一次 FS につな

げる。 

 

５．実用化・事業化見通し 

開発成果の実用化・事業化については、早期導入の望まれる水素ステーションへの応用については、

共同開発先の（株）ミクニが水素関連ビジネスの一環として実施する。（株）ミクニは自動車部品メーカー

であり、家庭用燃料電池の（改質器を始めとする）各種部品の開発・事業化を行っており、本開発成果に

ついても水素ステーション用のみならず、燃料電池自動車や家庭用 PEFC システムのパーツとしての

CO2 分離型メンブレンリアクター単体での商品化も想定している。将来的には、メーカーの海外部門を通

じて海外事業化展開も行う計画である。 

今後の事業化計画としては、本研究開発成果であるCO2メンブレンリアクターの完成度を高めると共

に、コストダウンや信頼性向上を目的として、CO2選択透過膜の長期耐久性の確立、選択性、動作温度

の最適化、高性能CO変成触媒の長期耐久性の確立、コストダウン研究等を実施し、さらに改質器、メ

ンブレンリアクター、PSAを含むトータルシステムでの性能実証を行ない、スケールアップのためのエン

ジニアリングデータを取得し、2015年以降できるだけ早い時期での実用化を目指す。平成24年度以降

の開発については、長期耐久性の確認および商品化のための量産化・コストダウンのための検討を2年

間程度行った後、国内外での事業化展開を考えている。 

水素ステーションや燃料電池分野以外の一般化学分野や石油精製分野の CO 変性器の省エネルギ

ー技術としての事業化については、本プロジェクト終了後にスケールアップ、高圧対応の検討を必要があ

ればエンジニアリング会社との連携により実施し、（株）ルネッサンス・エナジー・リサーチがライセンスビジ

ネスとして国内外に展開する。 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
理論計算に基づく材料設計、合成、評価・解析を三位一体で展開することにより、新たなホウ素系水素貯蔵材料を開発した。
・複合化に関しては、水素貯蔵に有利な反応経路を理論計算により予測し、複合水素化物の貯蔵特性における複合比の効果なども検討し、それらの最適化を進めた。
中間相に関しては 水素放出 再吸蔵過程で生成した中間相を解明し 水素貯蔵特性における中間相の役割を検討した

（Ⅱ－ 4 ）ホウ素系水素貯蔵材料の開発 委託先：（株）豊田中央研究所、東北大学金属材料研究所

・中間相に関しては、水素放出・再吸蔵過程で生成した中間相を解明し、水素貯蔵特性における中間相の役割を検討した。
・水素放出・再吸蔵反応ともに促進できる添加物を選定し、その促進機構を解明した。また、微細構造を調査することによって、反応速度の支配因子を抽出した。
これらの研究を通して、低温での水素放出ならびに再吸蔵が可能な新たなホウ素系水素貯蔵材料の開発指針を明確化することができた。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果
背景： 地球環境およびエネルギー供給に関する問題解決の手段
として燃料電池車の普及が重要であるが、そのためには実用的な

＜複合化によるホウ素系水素化物開発＞ ＜添加物による反応活性化＞
LiBH4＋2LiNH2系の熱重量-示差熱分析 Mg(BH4)2の水素放出特性におけるTiCl3の添加効果Ca(BH4)2系複合材料の反応パス予測

走行距離を実現する必要がある。

目的： 車載可能な高容量新規水素貯蔵材料を開発して燃料電池
車の走行距離を向上させ、その普及に貢献することを最終的な
ターゲットとする。

研究内容： 本事業では高水素密度を有するホウ素系水素化物

CaH2 + 2B + 3H2
↔ Ca(BH4)2

RHC
CaH2 + MgB2 + 4H2

2CaH2 + CaB6 + 10H2
↔ 3Ca(BH4)2

水素放出後SEM写真
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研究内容： 本事業では高水素密度を有するホウ素系水素化物
（M-B-H)に着目し、理論計算・合成・評価・解析技術を結集した
体制で、新しいコンセプト（複合化、中間相、添加物）に基づくホウ素
系水素貯蔵材料の開発を推進する。
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実施項目 目 標

1. 複合化によるホウ素系水素化物開発
（H20-H22)

反応パスの理論解明と実験検証と、最

適組み合わせ選定

2. 中間相を用いたホウ素系水素化物開発

(H20-H22)
中間相の組成・構造の解明と、中間相の

絞り込み
10-1

-10 -8 -6 -4 -2 0

Hydrogen Content (mass%)

Temperature (K)

実施項目 成果内容 自己評価

1. 複合化によるホウ
素系水素化物開発

第一原理に基づく反応パスの予測手法を確立

系複合材料を開発
○

●研究成果まとめ●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

0
800700600500

再吸蔵温度 (K) AHμHH-μ-H結合分率 AHμH

10.50 10.50 10.50

開発目標を達成するには、さらなる温度低下、
反応速度の大幅な改良が必要である。今後、

g 12 12

の生成が確認 温度高

3. 添加物・微細構造制御による反応速度支配

因子の解明 (H21-H22)
添加物の選定、微細構造の評価および、

反応速度の支配因子の解明

4. ホウ素系水素貯蔵材料としての最適化

(H22)
150℃以下の水素放出温度、6wt.%級の

再吸蔵量を見極め

5. 反応サイクル時の劣化要因の解明 (H23-) 劣化要因の解明とその対処法の確立

●実用化・事業化の見通し

素系水素化物開発 M-B-N-H系複合材料を開発
○

2. 中間相を用いたホ
ウ素系水素化物開発

水素放出・再吸蔵過程で生成した中間相を解明
および、貯蔵特性における中間相の役割を解明

◎

3. 添加物・微細構造
制御による反応速度
支配因子の解明

水素放出・再吸蔵反応を促進する添加物の選定
微細構造と反応速度の相関を検討
反応速度の支配因子を抽出

○

4 ホウ素系水素貯蔵 200℃付近で水素放出・再吸蔵できるLi-B-N-H △

本事業で開発したLi-B-N-H系複合材料の組成、

添加物、および微細構造等の最適化を行い、
実用可能なホウ素系水素貯蔵材料の開発を
推進する。

ホウ素系水素化物は10mass%以上の水素を貯蔵可

6. 実用化技術開発 (H23-) 材料系の最適化、大量合成技術の開発、

低コスト化の指針

7. 実用性評価 (H23-) 耐久性評価、小型タンク評価、実用化の

課題抽出

●実施体制及び分担等

NEDO （株）豊田中央研究所

東北大学金属材料研究所

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

2 16 45 0

4. ホウ素系水素貯蔵
材料としての最適化

200℃付近で水素放出 再吸蔵できるLi B N H
系複合材料を選定

△能である。本事業の開発により、100℃付近まで水

素放出温度が低下し、再吸蔵反応が部分的に進行
することを見出した。実用レベルまでには、さらなる
温度低下、反応速度の大幅な改良が必要である。こ
れらの課題を解決することにより実用化検討へ進む
ことが期待される。

実施項目１，２，４，５，６，７

実施項目２，３，４，５，６
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ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

実施者：（株）豊田中央研究所、（国）東北大学 金属材料研究所 

１．事業概要 

  無機錯体系水素化物のうちホウ素系水素化物（以下 M-B-H）は、理論的には最大 18wt％もの水素を

含有することができる。M-B-H の潜在能力を引き出し、車載用の水素貯蔵材料としての要求を満たす

ことができれば、燃料電池車の普及を大きく進めることが可能である。しかしながら、M-B-H は熱力

学的に安定であるため水素を取り出す際に高温にする必要がある。M-B-H を車載用水素貯蔵材料とし

て実用化するには、最大の特長である水素密度を損なうことなく、室温～150℃程度の比較的低温に

おいて迅速に水素を吸蔵・放出可能な特性を付与する必要がある。本事業では、先の「水素安全利用

等技術開発事業」において得られた M-B-H に関する知見を活かし、新しいコンセプト（複合化、中間

相、添加物）に基づく取り組みを活発に展開することによって目標達成を図る。 

２．事業目標 

 水素貯蔵材料（同材料容器や関連部品を含む）の開発目標は i)質量貯蔵密度＝6wt%以上、ii)水素

放出温度＝150℃以下、iii)耐久性＝1000 回吸放出で初期貯蔵性能の 90%保持、iv)材料コスト＝1000

円/kg である。前期事業(平成 20-22 年度)では、M-B-H 系水素化物の探索と開発を実施し、そこから

材料組成等を絞り込む。22 年度末の時点で、最終目標の質量水素密度 6wt％以上および水素放出温度

150℃以下を達成可能な新規材料の可能性を見極める。 

３．事業成果 

 理論・実験・解析の三位一体として研究開発を展開し実施

計画の遂行に努め、下記の成果を得た。 

（１）複合化によるホウ素系水素化物開発 

 ①MgB2 をホウ素源として金属水素化物と混合することで、

ホウ素系水素化物への水素化反応が促進されることが報告さ

れており、このような混合体は Reactive Hydride Composite

（RHC)と呼ばれている。この RHC の熱力学的安定性と水素

化・脱水素化反応の可逆性について、密度汎関数法に基づく

第一原理計算により解析した。 

 図１は Ca 系 RHC の水素化・脱水素化反応に対する温度と

標準生成自由エネルギーの関係を示したエリンガム図である。

水素平衡圧を一定とした場合、通常の水素化反応にくらべ

RHC の方が平衡温度は低いことから、RHC により水素化反応

の熱力学的特性が改善されていることがわかる。ただし、

RHC を水素化した後の脱水素化反応は Ca(BH4)2 単体の分解反

応と比べて、平衡温度がわずかに低い。すなわち Ca 系 RHC

の水素化・脱水素化反応は可逆的ではない可能性が高い。 

 ②Mg(BH4)2+xMg(NH2)2 は純粋な Mg(BH4)2 や Mg(NH2)2 に比べ

て水素放出温度が低い。このため、まず水素化反応に対する

複合比ｘの影響を調べた。熱重量・示差熱分析(TG/DTA)曲線

を図２に示す。723K までの各複合体の水素放出量は x の増加

に伴い減少する結果となった(x=1, 1.5, 2 でそれぞれ 10.1, 

8.2, 7.7 mass%)。623K で比較すると x=1.5 が最も水素放出

量が多い。一方、x の増加に伴い水素放出ピーク温度(523K

CaH2 + 2B + 

3H2  

RHC 

CaH2 + MgB2 + 4H2 

↔ Ca(BH4)2 + MgH2 

2CaH2 + CaB6 + 10H2 

↔ 3Ca(BH4)2 

図１ Ca 系 RHC に関する 
      エリンガム図。 
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付近)は上昇する傾向を示した(図２(b)中に矢印で示す)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図４ Mg(BH4)(NH2)の結晶構造     図３ Mg(BH4)2+Mg(NH2)2の XRD プロファイル 
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 次にMg(BH4)2+xMg(NH2)2(x=1, 1.5, 2)のミリング処理後（水素放出前）と水素中573Kで水素放出し

た試料について、放射光（SPring-8 BL19B2）によるＸ線回折測定および汎用XRD装置を改良した水素

雰囲気中でのin-situ XRD測定（図３）を行なった。Mg(BH4)2+Mg(NH2)2は加熱に伴い、結晶相1 →結晶

相2 (2Mg(BH4)(NH2)) →非晶質相の過程を経て水素を放

出する。結晶相2について、第一原理計算に基づく安定

構造予測結果と比較しながら結晶構造を精密化した結果、

図４に示すように、c軸方向にMg2+、NH2
-、Mg2+、BH4

-、

Mg2+の順に陽イオンMg2+と陰イオンBH4
-、NH2

-が交互に積

み重なる構造であることが明らかになった。この構造は

LiBH4 + nLiNH2 (n=1～3)複合系の場合と同様に、性質の

異なる2種類の陰イオンBH4
-とNH2

-が共存しており、この

結果水素放出が低温化しているものと考えられる。 
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③LiBH4+2LiNH2混合体(5wt%NiCl2添加)は 423K で 9mass%

以上の水素を放出する。本実験では再水素化の可能性に

ついて検討した。水素圧力 0.1MPa、523K で脱水素化し

た後、水素圧力 50MPa、温度 373K または 473K、24 時間

保持の条件で再水素化処理を行なった。図５に TG および

DTA 分析結果を示す。TG 曲線から見積もると、473K で再

水素化処理した試料の水素放出量は 1.2mass%であった。

また、423K 付近で水素の放出が開始していることから、

本複合材料の一部が再水素化されていることが明らかに

なった。 

④Ca(BH4)2にLiAlH4と複合化させた材料を合成し、その水

素放出特性を評価した。ガスクロマトグラフによる水素

検出では、各試料とも約130℃付近から水素の放出が開始

した（図６）。Ca(BH4)2とLiAlH4を複合化させることで、

水素の放出温度を下げることが可能であることが明らか

になった。 

    図５ LiBH4+2LiNH2再水素化試料の 

         TG/DTA 分析 

図６  TPD-GC による Ca(BH4)2+nLiAlH4   

         からの放出水素量(n=0.5～3) 
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（２）中間相を用いたホウ素系水素化物開発 

①14.9 mass%もの高い水素貯蔵密度を有す

る Mg(BH4)2 に着目して、水素放出反応の過程

で生成する中間相に対して、水素放出条件

（等温または昇温過程）が及ぼす影響につい

て詳細に解析した。 

図７に等温過程における Mg(BH4)2 の水素放

出特性を示す。633 K での 2 つのプラトーは、

それぞれが Mg(BH4)2から MgH2まで、MgH2から

Mg までの水素放出に相当する。また 558 K に

おけるプラトーの形状から、多段反応で

Mg(BH4)2 の中間相が生成していることが示唆

された。図７の挿入図に示す熱重量－示差熱

分析の結果からは、昇温過程における水素放

出反応でも等温過程と同様に多段階で進行し、

中間相が生成することが判明した。ラマン・

赤外分光分析および第一原理計算などの結果を総合すると、この中間相は MgB12H12 を中心とする B-H

系化合物であることが確認された。 
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図７ Mg(BH4)2の水素放出特性（挿入図は昇温過程   

      における熱重量－示差熱分析の結果）。 

② Mg(BH4)2の再水素化特性を調査するために、Mg(BH4)2を 623K、6h で脱水素化処理後、473～773K

の温度域(いずれも 40MPa、12h)で再水素化処理を行った。各温度で再水素化した試料の再水素化量を

図８に示す。再水素化量は 673K 付近で最大値の 7.6mass%となることが分かる。即ち、再水素化温度

の上昇に伴い、その反応が速度論的に促進されるために再水素化量が顕著に増加する。一方、再水素

化温度が 700K を超える場合には、再水素化した試料が熱力学的に不安定となり逆に再水素化量が減

少する。図９に示す再水素化した試料の 11B マジック角回転法核磁気共鳴分析（11B MAS NMR）の結果

から、Mg(BH4)2  および中間相 MgB12H12 の再生成が確認できた。これらの結果から、再水素化温度を

制御することによって、Mg(BH4)2および中間相 MgB12H12の再生成が可能になることが示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ Mg(BH ) の各温度で再水素化（40MPa H 、12h4 2 2 ）で

再水素化処理した試料の水素含有量（=再水素化量） 

図９再水素化した試料の 11B MAS NMR

分析結果【共同研究先 東北大学

前川英己氏、高村仁氏】 

ケミカルシフト (ppm) 
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図１０ 昇温過程における

Y(BH4)3の熱分析結果（(a)熱重量

－示差熱分析、(b)質量分析）。 

図１２ 10mol%TiCl3 を添加した試料を再吸蔵処理

した後、及びそれを 523K, 773K まで加熱した試

料の Ti の動径分布関数【共同研究先 日本原子力

研究開発機構 西畑保雄氏】 

図１１ 各種添加物を混合した Mg(BH4)2 試

料の熱重量分析結果 

 ③200℃付近での水素放出反応が期待される Y(BH4)3 に

注目して、その合成条件を確立するとともに、水素放出反

応や中間相組成を解析した。 

YCl3 と LiBH4 を出発原料として、ジエチルエーテル中で

のメタセシス反応と LiCl 分離により高純度の目的化合物を

合成した。粉末 X 線回折測定の結果、生成物である LiCl の

一部が残留しているものの、主成分は Y(BH4)3であることを

確認した。図１０に昇温過程における熱重量－示差熱分析

および質量分析の結果を示す。Mg(BH4)2 と比較して水素放

出量（6.8 mass%）は少ないが、約 460K で水素放出反応が

開始している。水素放出反応は Mg(BH4)2 と同様に多段反応

であり、昇温に伴い 1)相変態（低温相 → 高温相）、2)融

解、3)Y(BH4)3 の中間相と YH3 への分解、4)中間相の分解、

5)YH3の分解が順に起こることが明らかになった。 

（３）添加物・微細構造制御による反応速度支配因子の解明 

 ①Mg(BH4)2の水素放出特性における添加物効果を調査した。

図１１に各種の化合物を添加した試料の熱重量分析の結果を示す。いずれの試料においても14mass%前

後の水素放出量が確認される。また、各試料の水素放出開始温度を単独のMg(BH4)2（約550K）と比較す

ると、C、TiC、TiB2を添加した場合は明確な変化が見られないが、TiCl3を添加することで約370Kから水

素放出反応が開始することが明らかになった。また水素再吸蔵反応においても、TiCl3はもっとも良い

反応促進効果を示した。 

 TiCl3 の促進効果を明らかにするために、XANES 測定により Ti の動径分布関数を解析、評価した。

図１２に 10mol%TiCl3を添加した試料を再吸蔵処理した試料、及びそれを 523K, 773K まで加熱した

試料の Ti の動径分布関数を示す。全ての試料において観測された Ti の動径分布関数は Ti が TiB2

として存在していることを示唆している。このため、添加した TiCl3 は Mg(BH4)2 と反応することで

Ti(BH4)3 を形成し、この Ti(BH4)3 が分解することで TiB2 が生成したと考えられる。このように生成

した TiB2は、Mg(BH4)2の水素放出温度の低下および、再吸蔵反応の促進に寄与すると考えられる。 
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水素放出後試料の微細構造観察から、TiCl3 の

添加により Mg(BH4)2 の再吸蔵反応が促進された

もう一つの原因として、水素放出反応時におけ

る MgH2の析出の抑制であると考えられる。 

 図１３に TiCl3 無添加の Mg(BH4)2 と TiCl3 を

10mol%添加した試料をそれぞれ水素放出処理し

た試料の SEM 像を示す。単独の Mg(BH4)2では試

料表面に針状の MgH2 の析出が観察される。一方

で TiCl3を添加した試料では数μm 前後の粒子が

凝集しており、針状の MgH2 の析出は確認できな

かった。TiCl3無添加試料では、水素放出後に試料表面に MgH2が析出するため、試料中の Mg と B 原子

を偏在する結果となる。このため、水素を再吸蔵させるためには Mg と B 原子の長距離拡散が必要と

なり、結果として反応速度が低下したものと考えられる。TiCl3を添加した試料では、MgH2の析出が抑

制され、水素放出後の試料中に Mg や B 原子が高分散状態を保つことで、拡散距離の短縮、さらには

再吸蔵反応が促進されたと考えられる。 

図１３ Mg(BH4)2および Mg(BH4)2に 10mol%TiCl3
を添加した試料の水素放出後の SEM 像 

 

（４）μSR（ミュオン・スピン回転・緩和法）によるホウ素系水素化物の分析・解析 

ホウ素系水素化物中に微量の不純物としてプロトンが

存在したときのプロトンの占有サイト及び結合状態を調

べるため、μSR 実験を行った。正ミュオン（μ+）は軽

いプロトンの同位体（質量はプロトンの 1/9）と考えら

れ、物質中の振舞いはプロトンとほぼ同様であるため、

μ+の状態を解析することにより，プロトンの状態を知

ることができる。図１４に結果の一例を示す。実験はカ

ナダの TRIUMF 研究所の M20 ビームラインで行った。

LiBH4 の零磁場測定では自発的な回転信号を観測した。

これは，μ+と核スピン 1/2 のプロトンが結合状態（H-

μ+-H 結合）を形成していることに起因する。 
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  図１４  LiBH4中のミュオンスピン 

          偏極度の時間変化 

各種のホウ素系水

素化物中のプロトンの

状態を調べるためμSR

実験を行った。試料に

は LiBH4、NaBH4、KBH4、

Ca(BH4)2、Mg(BH4)2、

Sc(BH4)3 6 種の粉末多

結晶を用いた。零磁場

測定（図１５）では

Mg(BH4)2を除く３種の 図１６  脱離温度と H-μ+-H 

        生成率の関係  
試料で測定した全ての

温度範囲で、回転信号
  図１５ μSR プロファイル 

Ⅲ2.2-4(5) 



Ⅲ2.2-4(6) 

。

を観測した。磁性を持たない物質における零磁場ミュオンスペクトルの回転信号は、正ミュオン（μ

+）と水素 H が結合状態を形成していることに起因する。図１６に零磁場スペクトルの解析結果を示す

横軸は試料中に打ち込んだμ+が H-μ+-H 結合を形成する確率、縦軸は試料からの水素脱離温度 Tdであ

る。Tdと H-μ+-H 結合の生成率に明瞭な相関を見出した。 

特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 3 件 3 件 13 件 

H21FY 2 件 0 件 0 件 5 件 5 件 32 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

 理論計算・実験・解析チームが一体となって、ホウ素系水素貯蔵材料の研究開発を実施した。 

（１）理論計算では、ホウ素化物を用いたＲＨＣ（reactive hydride composite）の水素化・脱水素

化の反応経路を予測し、複合化の方向性を示した。 

（２）種々の錯体水素化物の複合化を実施し、単体 BH4および NH2化合物よりも水素放出温度が低い複

陰イオン錯体水素化物 Mg-B-N-H を開発した。同様の複陰イオン錯体水素化物である Li-B-N-H につい

て、塩化物の添加と高温高圧水素化処理により、一部再水素化が可能であることを示した。一部の水

素が 130℃で放出可能な複陽イオン錯体水素化物 Li-Ca-Al-B-H を開発した。 

（３）Mg(BH4)2,Y(BH4)3のホウ素系水素化物を合成し、水素放出過程での中間相の生成を明らかにした。

また、再水素化過程においても中間相は重要な役割を有していることが示唆された。 

（４）Mg(BH4)2 の水素放出・再水素化反応への添加物効果を検討し、TiCl3 化合物が水素放出・再水素

化の両反応に極めて効果的であることを見出すとともに、その機構についても解析を進めた。また、

添加物により水素放出後試料の微細構造を制御することで、構成元素の良好な分散状態を維持する 

ことが再水素化反応の速度向上に寄与することを示した。 

（５）ホウ素系水素化物の微細構造解析技術としてμSR を導入し、陽イオン種の違いによるホウ素系

水素化物の熱力学的安定性と H-μ+-H 生成率との相関を見出した。 

 

５．実用化・事業化見通し 

 ホウ素系水素化物は 10mass%以上の水素を貯蔵可能である。本研究開発では、複合化、中間相、添

加物等の最適化によって、水素放出温度が 100℃付近まで下がり、高温高圧ではあるが一部再水素化

も可能であることを見出した。実用レベルまでには、さらなる温度低下、反応速度の大幅な改良が必

要である。今後の研究開発によって、これらの課題を解決したうえで、実用化検討へ進むことが期待

される。 

 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・2段のプラトーが出現することで水素吸蔵量がそれまでの1.0質量％から1.7質量％に増加した，MgPrNi4組成のC15b型のラーベス構造を有した合金を開発した
・313Kで300サイクルの水素吸蔵・放出を繰り返した後でも 95％以上の水素吸蔵・放出量を維持することができるMg Pr Ni 組成の合金を開発した

（Ⅱー5 ） ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 委託先：日本重化学工業株式会社

・313Kで300サイクルの水素吸蔵・放出を繰り返した後でも，95％以上の水素吸蔵・放出量を維持することができるMg1.4Pr0.6Ni4組成の合金を開発した
・C14型のラーベス構造を有したCaLi2組成合金および第3元素置換を行った合金を正確に作製することができる，ヘリウム雰囲気での浮遊溶解による手法を開発した

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果

ラーベス合金ではZrV2H6のようにH/Mが2.0まで到達する合金
が存在している 一方Mgを含んだ軽量なラーベス合金では 0 0 5 1 0 1 5

水素吸蔵量 / 質量% 1.7mass%右の図には2段目のプラトー領域が確認できた
M P Ni の各温度でのPCT曲線を記した 水素吸蔵が存在している．一方Mgを含んだ軽量なラーベス合金では，

H/M=0.7程度までしか水素を吸蔵しない．その理由を調べる
ために水素化物の構造等の情報を取得し，ZrV2のそれらと比
較・検討を行う．また得られた知見をもとにMg系ラーベス合金
が，H/M=0.7程度までしか水素を吸蔵しない理由および常温
常圧で可逆的に水素を吸蔵・放出できる理由を解明する．そ

○：100℃

△：75℃

□：50℃
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MgPrNi4の各温度でのPCT曲線を記した．水素吸蔵
量は0℃，8MPaで約H/M=1.１，1.7質量％であった．
上段および下段のプラトー領域の水素放出の平衡
圧力値からファントホッフプロットにより求めたΔHおよ
びΔSはそれぞれ-19.6，-42.4kJ/molH2および
-98.2，-126.8kJ/molH2・Kであった． また上段の水

●研究目標

の結果をもとに，より高吸蔵量が期待できる合金系であるC14
型のCaMg2系およびCaLi2系の合金が吸蔵・放出可能となる
ような改良へのフィードバックを行う．

×：25℃

◎：0℃
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図 MgPrNi 組成合金のPCT曲線

素化物は立方晶C15b，下段の水素化物は斜方晶
であった．Mg1.4Pr0.6Ni4組成合金では313Kで300サイ
クルの吸蔵・放出後でも95％以上の水素移動量を
維持していた．
RE系合金：各種RE，微量添加合金の試作・評価
Ca系合金：第3元素を置換した合金の試作・評価

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度
）

MgNi2系C15型
ラーベス合金

水素化物の構造を調
べ，合金組成改良に
よる吸蔵量の向上

3質量％，150℃，
1000サイクルを満た
した合金の開発

●研究目標

実施項目 成果内容 自己評価

プ

●研究成果まとめ
●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

○MgおよびRE系
・不均化の挙動解析によるメカニズムの

図．MgPrNi4組成合金のPCT曲線Ca系合金：第3元素を置換した合金の試作 評価

よる吸蔵量の向上 した合金の開発

RENi2系C15型
ラーベス合金

不均化の進行過程を
各種手法にて調査し
て挙動を把握する

水素吸蔵による不
均化反応のメカニズ
ムの解明

CaMg2系C14型
水素化物の構造を調
べ 合金組成改良に

150℃以下でも6質
量 を放出する合

MgNi2系C15型
ラーベス合金

2段プラトーによる吸蔵量が
増加する合金の発見および2
種類の水素化物の構造解析

○

RENi2系C15型
ラーベス合金

不均化挙動に関する情報を
取得．抑制案に基づいた試
作の実施

△

不均化の挙動解析によるメカニズムの
解明および抑制方法の考案

23年度まで：不均化挙動の観察，測定
24年度まで：メカニズム解明および抑制

方法の考案，実証

○Ca系
・改良した組成合金の水素化物の構造CaMg2系C14型

ラーベス合金
べ，合金組成改良に
よる放出温度の低下

量％を放出する合
金の開発

CaLi2系C14型
ラーベス合金

格子定数および原子
半径比を変えた合金
の作製・評価

不均化等を抑制し，
室温で6質量％を吸
蔵する合金の開発

●実用化・事業化の見通し

作の実施

CaMg2系C14型
ラーベス合金

室温で水素化物の高真空に
よる放出の有無の調査実施

×

CaLi2系C14型
ラーベス合金

ヘリウム雰囲気で浮遊溶解
炉を用いてのCaLi2系合金の
作製方法を開発

△

改良した組成合金の水素化物の構造
解析を行い，死蔵水素の情報を取得

し，再度の組成設計に反映させる
23年度まで：水素化物の構造調査
24年度まで：再設計合金の試作・評価

●実施体制及び分担等

NEDO 日本重化学工業(株)

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 0 6 0

作製方法を開発

現状では，2段プラトーによる吸蔵量の増加
と断片的な不均化に関する情報の取得に留
まっており，今後これらを基にCa系の改良が
できれば実用化の見通しがたつと考えている．
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ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 

 

実施者：日本重化学工業（株） 

１．事業概要 

 

高容量な水素貯蔵材料を開発するために重要なことは、軽量な元素で構成された材料を開発することである。Mg、

Li および Ca 等は軽量であるためそれらの水素化物（MgH2 等）の水素含有量（水素貯蔵量）は高濃度（高容量）と

なる。しかしながらそれらの水素化物は通常、非常に安定であるため、大気圧力程度の水素放出圧力を得るために

は、少なくとも 300℃以上の高温が必要になる。この課題を克服するために現在までに、さまざまな試みが行われてき

たが、Mg、Li および Ca 等が室温程度の温度で可逆的に大気圧力程度の水素を速やかに放出するような改良は成

功していない。 

また様々な手法で Mg、Li および Ca を主要な構成元素とする合金を作製することで、室温程度の温度で可逆的

に大気圧力程度の水素を速やかに吸蔵・放出することを目指した改良も試みられているが、満足のいく結果は得られ

ていない。水素の吸蔵反応は室温程度の温度で開始するようにはなるものの、放出反応は依然として 300℃程度を

必要とし、かつ可逆性や反応速度にも問題がある結果となっているのが現状である。反応速度に関しては通常の

AB5 型の合金では、平衡状態に達するまでに要する時間が数分程度であるが、一部の Mg 系合金では数時間から

数日かかるものがあり、大きな課題となっている。 

また一部の Mg、Li および Ca 系の合金は水素を吸蔵した後に、合金の分解反応（不均化反応）が起こり、MgH2

や CaH2 および LiH 等の水素化物が生成してしまう。一旦これらが生成すると、大気圧力程度の水素の放出には

MgH2 や CaH2 および LiH 等の分解反応に必要な、少なくとも 300℃以上の高温が必要になる。また上記のように、

遅い反応速度、高温を要する放出特性および不均化反応等の問題のほかにも、Mg、Li および Ca 等を含有した合

金を開発する際の問題点として、通常の溶解法では蒸発によって生成する Mg、Li および Ca の微粉末の危険性が

ある。このため、多種多様な合金を系統的に作製し研究することが困難であることが、この系の合金開発の進展を妨

げている理由のひとつでもある。この問題に関しては、これまでの研究開発で、溶解時の雰囲気ガスの成分を変化さ

せることや、融点が低い母合金を用いる 2 段階の溶解法で、Mg などの蒸気圧の高い金属群がチャンバ内壁に凝縮

して微粉末となり、自然発火性の危険性が高くなる合金開発実験上の障害を取り除くことが可能であることを見出し

た。 

当社では平成 15 年度～19 年度にかけて「水素安全利用等基盤技術開発－水素に関する共通基盤技術開

発－高容量水素吸蔵合金と貯蔵タンクの開発」事業において(独)産業技術総合研究所殿と共同で Mg 系合金の

開発および溶解作製法の改良を行ってきた結果、室温で可逆的かつ速やかに水素を吸蔵・放出することが可能な

Mg 系 C15 型および C15b 型ラーベス構造の合金を開発した。開発した合金は Mg を 30at%程度含有しており、質量

貯蔵密度は 1.5mass％程度である。この Mg を多量に含有し室温で可逆的にかつ速やかに吸蔵・放出する合金の

開発は世界的にも注目を集めている。この系の合金の水素吸蔵量を増やす目的で新たに開発した Ca 系 C14 型

ラーベス構造の合金は、Mg を 70at%程度含有しており、室温で速やかに 5mass％以上の水素を吸蔵する。またこの

合金は水素吸蔵後でも不均化反応による MgH2 を生成することはなく、合金は分解せず、結晶構造を維持した状

態で水素を吸蔵する。しかし大気圧力程度の水素を放出する反応は室温では起こらず、ターボ分子ポンプによる高

真空までの減圧や 250℃程度の加熱によって、はじめて水素を放出する。この 250℃の加熱もしくは真空排気による

水素放出反応を詳細に調べた結果、室温での水素吸蔵後では生成していなかった、MgH2 からの放出が起こってい

ることが判明した。 

これらの結果をふまえ、本事業の研究開発では蒸気圧が高い Mg や Li および Ca 等の軽量な金属を主要な構成

元素とするラーベス構造を有した合金の放出特性の改善や不均化反応のメカニズム解明を行い、その抑制を目指し

た組成の改良・設計を行うことで、6mass％級合金の開発を目指す。また放出特性の改善や不均化反応の抑制に

関する開発指針を得るために、質量貯蔵密度は少ないが同じ C15 型ラーベス構造を有した Mg 系合金や希土類

系合金の水素化物の詳細な調査を実施し、得られた開発指針を高容量な Ca 系合金に応用することを試みる。 

C15 型ラーベス構造を有する Mg 系や希土類系のメカニズム解析は、基本的には 6mass%が期待できる C14 型

Ca 系合金の高容量化のアプローチの手段である。 

なお本研究に使用する合金の試作方法に関しては、先に記した開発した溶解方法を用いる予定である。 

 本事業では、以下のメカニズム解析と研究開発を実施する。 

 

１） Mg 系合金による水素吸蔵サイトの解析 

室温で可逆的に吸蔵・放出可能な C15 型ラーベス構造の Mg 系合金が、なぜ室温でも放出可能なのかを

調べる目的で水素吸蔵サイトの情報を取得し、得られた情報をもとに、高吸蔵量型合金である C14 型の
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CaMg2 系合金が、室温で水素を放出可能となるような改良にフィードバックを行う。 

 

２） 希土類-Ｎｉ系合金による不均化のメカニズム解析 

C15 型ラーベス構造の希土類-Ni 系合金の水素吸蔵による不均化反応のメカニズム解明を行い、得られた

情報をもとに、高吸蔵量型合金である C14 型ラーベス構造の CaLi2 系合金の不均化反応抑制を目指した合

金設計にフィードバックして 6mass％級合金の開発を行う。 

 

３） CaMg2 系合金の開発 

CaMg2 系合金の水素が吸蔵されているサイトおよび吸蔵されていないサイトの情報を取得し、その情報をもと

に元素置換等によりサイトの構成元素を変化させることおよび C15 型ラーベス合金によるメカニズム解明の結果

を応用することで放出特性を改善する。 

 

４） CaLi2 系合金の開発 

高吸蔵量の C14 型ラーベス構造の CaLi2 系合金では水素吸蔵後の CaH2 と LiH への不均化反応の抑制を

目指し、不均化反応のメカニズムを解明することにより得られた情報および C15 型ラーベス合金での解析情報を

もとに不均化反応抑制を目指した合金設計を行い、実用的な 6mass％級合金を開発する。 

 

２．事業目標 

 

本事業は燃料電池自動車等の普及と水素エネルギーの導入・普及に向けて必要となる水素製造・輸送・貯

蔵・充填等一連の機器およびシステムに関する要素技術開発のうち、高容量水素吸蔵合金を開発するために実

施するものである。また本事業では、水素貯蔵技術に関する要素技術の開発として、ラーベス構造を有した新規高

容量水素吸蔵合金の研究開発を実施し、水素貯蔵機器およびシステムの高性能化・軽量化等効率向上に繋がる

技術を開発することを目的としている。 

具体的には以下の性能を満たした水素吸蔵合金を開発することが事業の目標である。 

 

・水素質量貯蔵密度が 6mass%を有すること 

・0.1MPa 以上の水素圧力での水素放出温度が 150℃以下であること 

・初期貯蔵性能の 90％を維持した吸蔵・放出回数としての耐久性が 1000 サイクル以上であること 

 

 また、実用化を考慮して－10℃～50℃での温度範囲での使用を想定した水素貯蔵タンクに合金を充填することを

想定した結果、以下の数値に関しても目標とする。 

 

・反応熱|ΔH|が 20～30kJ/molH2 程度（ただしΔS は-100J/molH2・K とする） 

・水素の体積貯蔵密度が 0.25～0.10g/cm3 程度 

・水素の吸蔵・放出速度が 10 分で最大吸蔵量の 90%以上を吸蔵・放出 

・材料コストが 1000 円/kg 

 

３．事業成果 

 

3-1．Mg 系合金 

 

 以 下 の 図 1 に は Mg2-

xPrxNi4 組成の C15b 型のラー

ベス合金の 0～100℃で 0.01

～8MPa までの範囲の PCT

曲線を示した。これらの結果

から分かるとおり、PCT 曲線

は、化学組成がわずかにかわ

ることで大きく特徴が変化する

ことが分かった。x=0.6 合金の

PCT 曲線では平坦で幅が広
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図 1．Mg2-xPrxNi4の PCT 曲線（x=0.6, 1.0, 1.2） 
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い 1 段のプラトー領域が確認できたが、化学量論組成である x=1.0 合金での 0℃で 8MPa までの測定の結果では、

高圧部分で 2 段のプラトー領域の出現が確認できた。その結果、水素吸蔵量は H/M=0.6（1.0 質量％）から

H/M=1.1（1.7 質量％）まで増加した。下段のプラトー領域の水素放出の平衡圧力値からファントホッフプロットにより

求めたΔH およびΔS は x=0.6，1.0 合金でそれぞれ-39.2，-42.4kJ/molH2 および-133.0，-126.8kJ/molH2・K で

あった。より高圧の水素を用いて x=1.0 合金の上段プラトーの詳細を調べた結果、ΔH およびΔS は-19.6kJ/molH2

および-98.2kJ/molH2・K であった。化学量論組成より Pr がリッチな x=1.2 合金では、明確なプラトー領域が存在し

ておらず、吸蔵量も極端に少ない結果となっていた。 

 図 2 には、同合金の水

素吸蔵時の構造の変化

を調べた粉末 X 線回折

測定結果を示した。測定

領域は、水素固溶相（合

金相）、プラトー領域（2

相共存領域）および水素

化物相の 3 つの領域であ

る。x=0.6 合金では生成

する水素化物の金属副

格子はホストの合金と同

じ C15b 型のラーベス構造

であった。つまり水素吸蔵

時に合金は等方的に膨

張していた。一方 x=1.0

合金は生成する水素化

物は斜方晶系の結晶構

造であった。つまり異方的に膨張していた。x=1.2 合金では水素吸蔵によって非晶質化が起こっていた。また Mg、Pr

の加重平均した原子半径と Ni の原子半径の比（RMg,Pr/RNi）が、1.39(x=1.2)であり、2 元系の C15 型ラーベス合金で

非晶質化が起こるとされている 1.37 以上の値となっている。よって本系でも「原子半径比が 1.37 以上で非晶質化が

起こる」という経験則が有効であることが分かった。従って今後の実用合金の化学組成を設計する際には、非晶質化

を抑制するために、この原子半径比を考慮する必要があると言える。 
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図 2．Mg2-xPrxNi4の各状態での XRD プロファイル（x=0.6, 1.0, 1.2） 

○：合金，固溶体相  
◆：斜方晶型水素化物相  
▼：立方晶型水素化物相  
×：Be,BeO  

 図 3 には、MgRENi4 合金

（RE:La, Ce, Pr, Nd, Sm, Gd）

の PCT 曲線を示した。La, Ce

合金以外では明確にプラトー

領域が確認できた。また Nd, 

Sm, Gd 合金では格子定数が

Pr 合金より小さくなっており、そ

のため平衡圧力が上昇し、測

定した温度，圧力範囲では２

段目のプラトーが観察できな

かったものと思われる。Nd, Sm, 

Gd 合金でのΔH およびΔS は

それぞれ、-43.9，-33.3，-34.5

kJ/molH2 お よ び -133.5 ， -

108.2 ， -120.8 kJ/molH2 ・ K

であった。La 合金では、1 質

量％程度の水素の吸蔵・放

出は確認できたが、プラトーは

確認できなかった。Ce 合金で

は水素の吸蔵が確認できな

かった。これらに関しては今後詳細を調べ明らかにしていきたいと考えている。 
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 下の図 4 には化学量論組成合金である MgRENi4(RE：Pr，Nd，Sm，Gd)の水素化物の水素雰囲気中での XRD

測定の結果を示した。この結果から分かるとおり、いずれの希土類元素を用いた合金でも MgPrNi4 と同様に、水素化
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図 3．MgRENi4の PCT 曲線（RE：La, Ce, Pr, Nd, Sm, Gd） 
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物の金属副格子は◆

印で示した元の合金と

同様の C15b 型の結

晶構造を取ることが分

かった。つまり水素化

物は異方的に膨張し

ていることが分かった。 

また以前の研究で

Mg1.4RE0.6Ni4(RE：Nd，

Sm，Gd)合金では Pr

の場合と同様に１段の

プラトー領域が確認で

き、かつ水素化物が

等方的に膨張した

C15b 型の構造を取る

ことが分かっている。こ

れらのことと今回の結

果を合わせて考えると、Mg2-xPrxNi4 合金で観られた x の値の違いでの水素化物が、①C15b 型(等方的膨張，１段プ

ラトー)、②斜方晶化(異方的膨張，2 段プラトー有り)、③非晶質化と変化する傾向が、RE：Nd，Sm，Gd 合金でも

観られるものと予想される。ただし非晶質化に関しては原子半径が Pr>Nd>Sm>Gd となっているため、それぞれの合

金で非晶質化が起こる x の値は変化してくるものと思われる。またこの x の値は臨界値の 1.37 から逆算すると、

x=1.1(RE：Nd)、x=1.2(RE：Sm)、x=1.3(RE：Gd)と予想される。 

 図 5 には MgPrNi4 および

Mg1.4Pr0.6Ni4 合金のサイクル

特性を調べた結果を示した

測定

。 

MPaは 313K で、約 3

、

の水素圧をチャージし 10

分間吸蔵させた後、ロータ

リーポンプで同じく 10 分間

真空排気を行うサイクルを

繰り返した。またサイクル測

定の途中で、313K で最高

8MPa までの条件で PCT

測定を実施した。その結果

を図 6 に示した。図 5 の結

果 か ら 明 ら か な よ う に 、

Mg1.4Pr0.6Ni4 合金では非常

にサイクル特性に優れており

300 サイクル後でも 97％程

度の水素吸蔵量を維持し

ていた。この値から推定する

と目標の 1000 サイクルで

90％以上を達成するものと

思われる。一方 MgPrNi4
合金では、初期の 50 サイ

クルで 25％以上吸蔵量が

減少してしまう結果となって

いた。同様の傾向が PCT 測定結果でも得られた。サイクル測定後の合金の XRD 測定および粒度分布測定を行っ

た結果より、MgPrNi4 合金では XRD ピークのブロードニングが顕著に確認できた。一方 Mg1.4Pr0.6Ni4 合金では 300 サ

イクル後でも XRD ピークはシャープなままであった。また、粒度の変化にも違いがみられ、MgPrNi4 合金にくらべて

Mg1.4Pr0.6Ni4 合金では微粉化が顕著に起こっていた。これらの結果からサイクル特性に影響を与えている要因を考察

し、今後の特性の向上に向けての化学組成や構造の改良に反映していくことが重要であると思われる。 
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図 6．MgPrNi4および Mg1.4Pr0.6Ni4のサイクル試験途中の PCT 曲
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◆:斜方晶型水素化物相, ×:Be,BeO 
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3-2．希土類 Ni2 系合金  

CaNi2 でみられた水素吸蔵による不均化を抑制するために、格子定数および原子半径比を減少させた R

した合金では水素吸蔵による非晶質化が確

-3．CaMg2 系合金 

 

 ENi2 系合

CaMg2 系の不均化の抑制ができた（Ca0.8La0.2）Mg2Ni0.1 組成合金が C14 構造を維持しての 150℃以下での放出

による真空排気（100℃、約 10 時間） 

） 

なお、ター は約 3×10-3Pa であった。1 回目の水素チャージでは、吸蔵量は 24

-4．CaLi2 系合金 

CaLi2 の水素吸蔵による不均化を抑制するために、格子定数および原子半径比を変化させた合金の試作を試みた。

図 7．浮遊溶解中の CaLi2 系合金の様子             図 8．作製した CaLi2 系合金インゴット 

金の作製，評価を行った。RE が La, Pr, Gd 合金では不均化が確認できた。より格子定数および原子半径比を減

少させた合金での不均化抑制効果を確認する目的で RE が Eu , Er, Yb, Lu での合金をアーク溶解法にて作製した．

また第 3 元素添加による不均化反応の抑制効果を確認する目的で RENi2B0.25 合金（RE：Ca, La, Pr, Gd, Eu, Er, 

Yb, Lu）を高周波誘導溶解およびアーク溶解法により作製した。 

 RENi2 合金（RE：Pr, Gd）の RE サイトを 50％以下の量で Mg で置換

認できた。この非晶質化は合金の化学組成に敏感に依存しており、置換量が 50％をこえると非晶質化が起こらなく

なる事がわかった。また水素化時の温度が高いとより非晶質化しやすいことも分かった。 

 

3

 

 

が可能かどうかを確認するために、ターボ分子ポンプを用いて(Ca0.8La0.2)Mg2.Ni0.1H5.8 の真空排気を 100℃にて行った。

実験手順は以下の通りである。 

１．水素化物作製 

２．ターボ分子ポンプ

３．室温、3MPa の水素チャージ（１回目） 

４．R.P.による真空排気（80℃、約 10 時間

５．室温、3MPa の水素チャージ（２回目） 

６．粉末 X 線回折測定（大気中） 

ボ分子ポンプによる最高到達真空度

時間で約 1.7mass％であった。1 回目の水素チャージでは、70 時間で約 1.0mass％であった。粉末 X 線回折測定

の結果、C14 相は観られず、Mg、Ca に分解していた。以上の結果のように、ターボ分子ポンプによる排気後では水素

の再吸蔵は起こったつまり放出は起こったが、C14 構造を維持することができなかった。(Ca0.8La0.2)Mg2.14Ni0.11H5.8 を不

安定化させる目的で（Ca0.8La0.2）Mg2Ni0.1 の格子定数を小さくするよう La を Ce、Pr、Nd、Sm で置換した合金を作製

した。また生成した C14 相の格子定数がわずかに小さくなっていることを確認した。 

 

3

 

 

具体的には高周波誘導溶解炉により B，C，Al，Mg，La，Ni の添加・置換合金の作製を試みた。しかし高温、長時

間の溶解により、るつぼと溶融金属との反応が確認できた。様々な素材のるつぼでの溶解を試みたが、結果は同様で

あった。そこで、るつぼからの不純物の混入を防ぐため浮遊溶解炉での試作を試みた。その結果、最初に溶けた Li の

液体が Ca 等の固体と良く反応し、均一な合金組成の湯が容易に作製できた。また雰囲気ガスを He にすることで Li

や Mg の蒸発挙動を制御でき、安全に精度良く正確に目的組成の合金を作製することができた。以下の図 7, 8 には

浮遊溶解中の CaLi2 系合金および凝固後のインゴットの写真を示した．なおインゴットは直径が 2～3cm で 5～10g

程度である．粉砕等の作業はグローブボックス内で行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ2.2-5(5) 
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．まとめ及び課題 

Mg 系 C15b 型合金 ： MgRENi4 組成合金で 2 段のプラトー領域が出現し、水素吸蔵量が向上することを見出 

    課   題     ： び MgCeNi4 および MgLaNi4 組成合金でみられる他の希土類組

 

希土類 Ni2 系合金  ： 水素吸蔵による非晶質化（不均化）の挙動に関する情報を取得できた。また非晶質化の有    

    課   題     ： 析を行い、メカニズムを解明

 

CaMg2 系合金     ： C14 型の結晶構造を維持した状態で生成する水素化物は 150℃以下で高真空での

    課   題     ： 構造解析を実施する。

 

CaLi2 系合金     ： 格子定数や原子半径比を変化させた組成の合金を精度良く作製可能な、ヘリウムガス

    課   題     ： 造解析を行い、死蔵水素の情報を取得し、更なる

 

．実用化・事業化見通し 

現状では、Mg 系合金での 2 段プラトーによる吸蔵量の増加，RE 系合金での断片的な不均化に関する情報の取

特許、論文、外部発表等の件数一覧 

 

４

 

○

した。低圧および高圧で出現する 2 種類の水素化物の結晶構造は斜方晶および立方

晶（C15b 型）であることがわかった。水素化特性は化学組成に非常に敏感であり、Mg と

RE の量比がわずかにずれるだけで 2 段プラトーが消滅したりアモルファス化が起こったりす

る。サイクル特性では Mg1.4Pr0.6Ni4 組成合金が優れており 300 サイクル後でも 95％以上

性能を維持していた。 

２段プラトーの詳細およ

成合金とは異なる挙動の調査を行う。 

○

無が合金の化学組成に敏感に依存していることがわかった。 

不均化の初期段階を各種手法で観察することで挙動の解

することで抑制方法を考案し、実際の合金組成に反映させ実証する。 

○

排気により水素を放出するものの、不均化が起こってしまう。放出温度の低下を目指し

た格子定数が（Ca0.8La0.2）Mg2Ni0.1 より小さい合金を試作した。 

格子定数を小さくした合金の評価を行い、生成する水素化物の

また中性子回折等で死蔵水素の情報を取得し、不安定を目指した組成設計に反映

する。 

○

雰囲気中での浮遊溶解炉を用いた手法を開発し、CaLi2 の Ca および Li サイトを第 3

元素で置換した合金を作製した。 

改良した組成合金の水素化物の構

組成設計に反映させる。不均化抑制メカニズムを盛り込んだ組成合金の試作評価を行

う。 

 

５

 

 

得および CaLi2 系での試料作製手法の開発に留まっており、今後これらを基に高容量が期待できる Ca 系合金の組

成設計により、不均化抑制や放出特性の改良ができれば実用化・事業化の見通しがたつものと考えている。 

 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
PCT※出願国内 外国 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 

H22FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 

（※Patent Co ion Trea 協力条operat ty :特許 約） 
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低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

 
委託先：㈱タツノ 

 

１．事業概要 

  本研究開発は、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」を対象として、「水素ステーション 

 機器要素技術に関する研究開発」を行うこととし、研究開発項目「低コスト型７０ＭＰａ級水素ガ 

 ス充填対応ディスペンサーの開発」を実施する。 

 燃料電池自動車へ高圧水素を供給する重要な機器である水素ディスペンサーは、ガス流路として 

遮断弁、流量調整弁、コリオリ流量計、ホース、緊急離脱カップリング、充填カップリングなど多 

数のコンポーネントが組み合わされ、またそれらをコントロールする制御部および充填量を表示す 

るカウンターで構成されている。これらの構成機器のうち、具体的には低コスト化に向けたコリオ 

リ流量計の開発と、ディスペンサー制御部の開発（機器の簡素化、集約化）を行うと共に、同ＮＥ 

ＤＯ事業内の他のプロジェクトで開発予定の廉価版遮断弁、流量調整弁等の搭載および機器メー 

カーでの新規開発品の搭載によりコスト低減を図る。尚、各機器の開発時にはコスト低減のための 

製造手法（一体化、樹脂化、板金金型化等）について検討し、その手法による開発の有効性が顕著 

であれば実施する。 

 プレクール装置は７０ＭＰａ水素ガスを燃料電池自動車へ短時間に充填する場合、水素を冷却す 

るためのシステムである。現時点ではディスペンサーとは独立機器として運用されているため、 

ディスペンサーとの最適化システムを低価格化と併せて検討する。 

 コリオリ流量計のフローチューブは現時点では水素脆化の懸念が持たれているため、安全性、計 

測精度における問題有無確認のため従来フローチューブでの水素暴露試験を実施すると共に、水素 

に対して低感受性新素材のフローチューブによるコリオリ流量計製作を実施する。 

 

２．事業目標 

  我が国エネルギー供給の安定化・効率化、地球温暖化問題・地球環境問題の解決および新エネル 

ギーの開発等を図る目的の一環として、水素社会構築の重要性が広く認識され早期実現が求められ 

ている。水素インフラ立ち上げは２０１５年に燃料電池自動車の一般ユーザーへの普及開始を目指 

すとＦＣＣＪが表明しているが、その後の普及促進のためには安全性を担保した低価格、高耐久性 

の水素ステーションの早期実現が急務である。よって、本事業における低コスト型７０ＭＰａ級水 

素ディスペンサーの研究開発（機器開発を含む、低コストおよび高耐久性機器開発）では、水素ス 

テーションの普及促進、ひいては水素エネルギー社会の実現を図るため以下を目標とする。 

  ①低価格ディスペンサーの開発（現行比５０％） 

  ②高耐久ディスペンサーの開発（メンテ周期１年以上） 

  また、実施にあたり各研究機関等で得られたデータを有効に活用する必要があるため、水素充填 

に関係する委員会、Ｗ．Ｇなどへ積極的に参画する等、本事業の他分野の委託先（財団法人 石油 

エネルギー技術センター等）、並びに関連機器メーカー、車両メーカーと緊密に連携して取り組む 

こととする。 

 

３．事業成果 

３．１ ディスペンサー開発 

（１）仕様・特長 

  ディスペンサーの概略仕様は以下のとおりである。 

①型式：ＥＡＩＴ１１１１（暫定）、シングル、両面カウンター、サイドカップリング掛け 

②充填圧力：７０．０ＭＰａ 

③常用圧力：上流側 ８０．０ＭＰａ 下流側 ７０．０ＭＰａ 

④設計圧力：上流側 ８９．０ＭＰａ 下流側 ７８．０ＭＰａ 

⑤計量範囲：０．２５～５．０ｋｇ／ｍｉｎ 

⑥計量精度：±１．５％ 

⑦カウンター：液晶 ６桁 ０～９９９９９９ｇ 

⑧流量計：コリオリ式流量計 
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⑨遮断弁／脱圧弁：ボールバルブ 

⑩流量調節弁：電空式制御弁 

⑪安全弁：設定圧力 ７８．０ＭＰａ 

⑫圧力伝送器：出力レンジ ０～１２０ＭＰａ 

⑬圧力計：測定レンジ ０～１２０ＭＰａ 

 

また、他のＮＥＤＯ事業での規制見直しの観点から以下の追加内容を実施した。 

①ホース断裂保護のため緊急離脱カップリングの設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ディスペンサー外観 

特長は以下に示すとおりである。 

①新開発コリオリ流量計を採用。 

 本事業で開発したコアプロセッサータイプのコリオリ流量計を組込んだ。 

②遮断弁、脱圧弁にＮＥＤＯ事業で㈱キッツが開発した安価なボールバルブを採用。 

③流量調節弁についても同じくＮＥＤＯ事業でアズビル㈱が開発した新バルブを採用。 

④配管（９／１６ｉｎ）のベンディングによりディスペンサーの小型化を実現。 

 構成機器の配置を見直し効率的に設置することにより、３５ＭＰａディスペンサーと同サイズ 

（当社比）を実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ディスペンサー内部 
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⑤プレクーラー内蔵に対応可能。 

 現在のプレクーラー熱交換器はディスペンサーに内蔵することが困難な大きさであるが、高効 

率で小型化された熱交換器が開発され、ディスペンサーへの内蔵が可能となった場合にも対応 

できる配管構成とした。 

⑥シーケンサーを削除、新開発コリオリ流量計に対応した高機能制御基板を搭載。 

 従来からの充填制御、高圧ガス機器の制御、制御盤との信号授受などの機能に加えて、いま 

までシーケンサーが受け持っていた機能を移植し、さらにコリオリ流量計の表示操作機能を統 

合、集約化した高機能制御基板を開発した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制御基板                 電源基板 

 

（２）機能・性能評価試験 

  制御基板に搭載する充填制御プログラムの開発は、まずシーケンサーを削除するために、２２年 

 度に開発したオープンキットと模擬制御盤をＣＣ－Ｌｉｎｋ（通信）で接続してディスペンサーと 

 制御盤間の動作を検証した。検証結果から必要な通信機能プログラムを作成し制御基板に搭載する 

 ことで、シーケンサーを削除することができた。 

 つぎに充填制御用のプログラムは、充填検証用モニターを使って蓄ガス圧力、充填圧力、流量調 

節弁開度等に対応して擬似的に流速を変動させ、その変動に適合した制御を検証することにより作 

成した。 

 これら検証結果から作成した充填制御プログラムをディスペンサーに搭載し、社内にあるＮＥＤ 

Ｏ高圧ヘリウム設備を使用して充填動作を検証した。充填容器の都合上３５ＭＰａまでの充填検証 

ではあるが、新規に開発したボール弁の遮断弁動作、流量調整弁に対して要求した開度動作につい 

て良好な結果が得られ、使用上問題なきことを確認した。また、従来シーケンサーで行っていた制 

御盤との通信連動についても、遅れ、エラー等の不具合がなく良好な結果が得られ、シーケンサー 

を削除したディスペンサーの構成において、基本的な充填制御方法を確立することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

                      充填データ 
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（３）防爆申請 

  ディスペンサーを構成する電子関係部品につき水素防爆が必要な、ジョイントボックス、２種類 

のコントロールボックス、ディスプレイ関係の４品について必要な評価試験、型式試験の実施、申 

請図面、計算書等の書類作成、供試品の組み立てを行った。平成２３年８月にジョイントボックス 

の防爆申請を行い取得した。平成２４年１月には２種類のコントロールボックスの申請を行い合格 

した。ディスプレイ関係は平成２４年４月に申請し、審査結果待ちの状況である。防爆取得後は水 

素ガスへの展開が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ジョイントボックス            防爆ボックス 

 

 

（４）コスト検討 

  開発したディスペンサーについて暫定的ではあるがコストを試算し、計画立案時コスト、目標コ 

ストとの比較検討を行った。 

（千円） 

 

  表に示したとおり計画立案時の目標コストを達成し、計画立案時コストに対して５０パーセント 

以上のコストダウンを達成した。ディスペンサーのコストに占める流量調整弁、遮断弁、流量計、 

充填カップリング等の高圧ガス機器の費用割合が大きいことには変化はないが、これら高圧ガス機 

器のコストダウンが全体のコスト抑制に対して大きく寄与している。これはコストダウン化された 

新規開発品の採用、自社製品化および従来品の量産化による効果である。制御機器に関しては充填 

制御をおこなっていた本体制御部に、従来シーケンサーが受け持っていた制御盤との通信機能を統 

合させ、ガソリン計量機の部品を流用した新しい本体制御用電子基板を開発し、電子部のコンパク 

ト化、コストダウン化を実現した。 

  今後、ヘリウムガス、水素ガスによる試験結果、防爆検定に合格した防爆ボックスの量産効果、 

加えて高圧ガスに関する規制緩和、高圧水素に対する使用可能鋼種の拡大等の効果を取り入れるこ 

とによりさらなるコストダウンが期待できる。 

 

（５）信頼性検討 

ディスペンサーを構成する要素機器において、充填時に高圧水素に接し動作する機器について信 

頼性に関するデータの調査を実施した。以下の調査結果から各機器の健全性は、想定される１年間 

の充填回数７３００回（２０回／日×３６５日）を十分満足すると考えられ、ディスペンサーは目 

 計画立案時コスト 目標コスト 開発モデルコスト 

ハウジング ３，０００ １，０００ ２，０００ 

制御機器 １，８００ ６００ ６００ 

高圧ガス機器 ３０，０００ １４，７００ １３，７００ 

配管等 ３，０００ ２，２００ ２，１００ 

合計 ３７，８００ １８，５００ １８，４００ 
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標とするメンテナンスの周期１回／１年を達成できることを確認した。 

①遮断弁 

 ＮＥＤＯ事業にて開発されたボールバルブの耐久性については、水素開閉作動耐久試験におい

て４００００回をクリアしている。これは充填回数４００００回に相当する。 

②流量調節弁 

 ＮＥＤＯ事業にて開発された流量調節弁の耐久性については、水素雰囲気下での耐久試験にお 

いて３０万回をクリアしている。これは１回の充填において３回開閉するとすれば１０万回の 

充填に相当する。 

③コリオリ流量計 

 本事業において８５ＭＰａの静圧試験および０～９５ＭＰａ、-４０℃～常温のサイクル試験 

 にて、耐久性評価を計画している。 

④緊急離脱カップリング 

 メーカーで実施した耐久試験の結果から十分な耐久性を確認した。 

⑤ホース 

 以前のＮＥＤＯ事業（水素社会構築共通基盤整備事業）の安全性検証にて弊社が実施した低温 

応力繰り返しおよび低温屈曲繰り返し試験において９万回をクリアしている。 

⑥充填カップリング 

 メーカーで実施した耐久試験の結果から十分な耐久性を確認した。 

 

３．２ コリオリ流量計開発 

（１）仕様・特長 

  コリオリ流量計の概略仕様は以下のとおりである。 

①適用流体：水素 

  ②周囲温度：－２０～５０℃ 

  ③流体温度：－４０～８０℃ 

  ④許容最大流量：４８０Ｋｇ／ｈ 

  ⑤器差（工場校正時）：±０．５％ｒａｔｅ 

（４８～４８０Ｋｇ／ｈ） 

  ⑥温度精度（参考値）：±１℃ 

  ⑦フローチューブ素材：ＳＵＨ６６０ 

  ⑧ボディ素材：ＳＵＳ３１６Ｌ 

  ⑨カバー素材：ＡＣ４Ｃ－Ｔ６ 

  ⑩接続規格：３／８ＨＰ オートクレーブ継手（メス） 

  ⑪設計圧力：９９ＭＰａ 

  ⑫防爆認定：Ｅｘ ｄｉｂ ⅡＢ＋Ｈ２ Ｔ４ 

  ⑬電源：ＤＣ２４Ｖ 

  ⑭デジタル出力：オープンコレクタ出力 流量パルス出力 

  ⑮アナログ出力：電流出力（４－２０ｍＡ）瞬時流量、温度出力 

 

また、特長を以下に示す。 

  ①最大４８０Ｋｇ／ｈまで計量が可能。 

   大型バスへ充填する大流量充填用ディスペンサーに対応した。 

  ②±０．５％の高精度。 

   ４８０Ｋｇ／ｈの大流量でも±０．５％の精度を実現した。 

  ③一体型コンパクト。 

   電子部品を見直し高密度実装した専用基板を開発し、コンパクトな構造とした。 

 

（２）検出器の性能評価 

  開発したコリオリ流量計について以下の評価試験を行った。本開発ではＳＵＨ６６０製、新形状

フローチューブの採用により、耐水素脆化性に優れ、大流量化に対応しつつ、流量計としての安定

性向上、流量精度の向上が実現できた。 
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①耐圧・気密試験  １５０ＭＰａ（耐水圧）、１００ＭＰａ（ガス圧）にて問題なし。 

 

 ②ゼロ点安定性試験（温度影響） －２０℃～６０℃において安定、（下図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③サイクル耐久試験 

   ＮＥＤＯの他のプロジェクト（水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発／水素ステーション 

機器要素技術に関する研究開発／低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器 

に係る研究開発）と連携し、外部研究試験機関にて長期の高圧水素暴露試験を行った。ろう付 

け部に極微少の水素リークが確認された。ろう付け部を分析し、ろう付けの最適な条件を検討、 

試作し、引張り試験および断面観察結果、改善が確認できたので、高圧水素環境下での耐久試 

験にて最終評価を計画している。 

 

 ④圧力損失試験、精度試験 

   タツノ従来のコリオリメータ、他社コリオリメータと比較し良好な結果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）検出器接ガス部（フローチューブ、ボデー）の材質 

今回、フローチューブには ＳＵＨ６６０，ボデーにはＳＵＳ３１６Ｌを採用した。フロー

チューブに使用したＳＵＨ６６０は水素感受性が低く水素脆化が少なく、かつ高圧ガスに耐えうる

強度を併せ持った材料で、開発当初は最も有力な材料であった。 

 但し、2011年以降、低温での水素脆化の問題や、法規制の改訂が予定されており、材料選定基準

が従来から急激に変わってきた。ＳＵＨ６６０は引き続き有力材料ではあるが、通常のＳＵＳ３１

６Ｌの使用は困難な状況で、流量計の使用材も見直す必要に迫られている。 

下表に示したように、各材料とも一長一短があるが、それら材料単独の特性だけでなく、各材料

のろう付け性の調査とサイクル耐久試験等の総合評価が必要である。低コスト、高耐久性のコリオ

リ流量計を実現するにあたり、材料の見極めと実水素下でのサイクル耐久試験を早急に実施する必

要がある。 

 

 

 

 ゼロ点の温度安定性
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器差　（水実流結果）
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 圧力損失測定　（実流流体：水）
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材質 許容応力 耐水素脆化 法規制等 判定・選定結果 

SUS316L △ ○ △ 当初使用、低温に難あり 

SUS310S ○ ○ △  

NW0276 ◎ △ △ 当初使用 

SUH660 ◎ ○ ○ 今回採用 

＜ 以下、2011年以降登場の新有力材料 ＞ 

新 SUS316    ※1 △ ◎ ◎ ボデー材に有望 

新 SUS316CW ※1,2 ◎ ◎ ◎ ろう付け不可 

XM19     ◎ ◎ ○ フローチューブに有望 

※1：所定の Ni当量、絞り値を満たす材料  ※2：冷間加工による加工硬化材 

 

（４）変換器の性能評価 

  コアプロセッサー用の制御基板は評価と改良を繰り返 

し行い、防爆要件を満足しつつ部品の高密度実装化を実 

現し、電源基板の改良と併せコンパクトな変換器に結び 

つく電子基板を具体化した。この制御基板に搭載する流 

量計測プログラム、入出力制御プログラムの評価は信号 

発生器を模擬的に検出器として接続して検証を行った。 

信号発生器からの信号を変化させることにより擬似的に 

水素流量の変動を発生させ、その変動に対応した流量を 

確認し良好な結果が得られた。 

  変換器のケースについては、大きな容積が必要となる 

二室構造から小型一室構造の鋳物ケースを開発した。パッキングランドはディスペンサーの防爆

ボックスと共用化した。これらの改善により防爆要件を満たしながらコンパクトで軽量、低コスト

な変換器を開発した。 

 

（５）防爆申請 

  開発したコリオリ流量計を水素計量するため防爆申請を行った。動作検証を行った試作機をベー 

スとして接続配線の設計、評価試験、型式試験の実施、申請図面、計算書の作成、供試品の製作等 

を実施した。平成２４年度中に防爆を取得する予定である。 

 

３．３ プレクール開発 

  燃料電池自動車へ７０ＭＰａ水素ガスを充填するときには、車両容器の温度上昇を抑えるため、 

水素ガスを冷却するプレクール装置が設置されている。現行のプレクール装置は独立した装置で 

ディスペンサーとは連動して制御していない。充填システム全体の簡素化、低価格化の観点から 

プレクール機能を統合した充填システムを検討した。プレクールの機器構成を検討するため、ヘ 

リウムガスでの基礎評価設備の設計、試作を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレクール評価用冷凍機・循環装置         熱交換器（試験装置） 
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   試験は冷凍機にて指定温度に調整した液体ブラインを循環させ熱交換器（試験装置）を冷却し、 

高圧のヘリウムガスを熱交換器に流入し試験を行った。 

 試験データからこの試験装置について次の課題が判明した。 

ヘリウムガスを流していない状態では、この二重管対向流方式の熱交換器では二重管になって

いない接続用配管、継手部分の冷却は金属の伝熱に依存している。この部分を十分に冷却するこ

とができず、装置全体で温度分布にばらつきが生じていると考えられる 

   この状態でヘリウムガスを０．５Ｋｇ／ｍｉｎ程度流すと、ヘリウムガスは開始後１分程度で

－１０℃まで冷却されている。これは冷却されている二重管の部分での熱交換によるものと考え

られる。しかし流し続けても二重管になっていない接続用配管、継手を冷却するために熱を奪わ

れ、ブライン温度が上昇するために－１０℃以下には冷却できなかった。これを解消するために

は１Ｋｇ／ｍｉｎで循環しているブラインの流量を増加することで冷却性能の向上が期待できる 

が、循環ポンプの性能を勘案すると、同じブラインで粘度を下げるためには希釈しなければなら 

ないが、希釈したブラインでは冷却性能が低下してしまうため、低温で低粘度のブラインが必要 

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  この評価用装置は実際の水素ステーションで想定されるプレクール装置の５分の１程度の流量で 

あるが、プレクール装置に二重管対向流方式の熱交換器を使用する場合には、 

 ①十分に水素ガスを冷却するための熱交換器の大型化。 

  ②大型熱交換器を冷却するためには低温で低粘度のブラインが大量に必要。 

 が想定され、プレクール装置のイニシャルコストダウン、ランニングコストダウン、スペース効率

アップを妨げる要因となることが予想される。 

  これらの課題を解消するためには、高効率で小型の熱交換器の開発が必要である。現在、水素ス 

テーションで使用が検討されている熱交換器の方式は、二重管対向流方式とシェル＆チューブ方式 

が主流であるが、いずれも装置が大型のため、今後スペース効率を考慮したディスペンサーとの一

体化による小型化、コストダウン化が困難になると懸念される。ＮＥＤＯの他の事業で紹介され、

圧縮機等で使用実績がある積層型多流路熱交換器は、耐圧性、耐熱性に問題がなく単位体積あたり

の伝熱効率に優れているため小型化が可能であり、水素ディスペンサーとの一体化した熱交換器が

期待できる装置である。また、燃料電池自動車への水素充填後の脱圧時間短縮、脱圧量減少にも適

した熱交換器である。 

  冷却システムの効率化、小型化のためには低温で低粘度のブラインが必要となるが、液体のブラ 

インでは小型化が困難なためＬＣＯ２による冷却を検討した。 

 

ＬＣＯ２による冷却するシステムの場合 

①配管の小口径化 

  液体ブラインでは６０Ａ程度の配管が必要と想定されるが、気体では２５Ａ程度と小口径化が 

可能である。 

  ②循環ポンプの小型化 

   粘度の高い液体ブラインを循環させるために１０ＫＷ以上のポンプが必要になるが、気体であ 

れば、１ＫＷ程度のポンプで循環が可能である。 

 冷却予備試験
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 といった特長がある。 

 また、ＣＯ２は 

①爆発性がない 

②漏れに対するリスクが少ない 

③低コストで入手性がよい 

 といった特長があり、プレクール装置に適したものと考えられる。 

  以上のような検討結果から、現時点では水素ステーション用プレクール装置には LCO2による 

積層型多流路熱交換器が最適なシステムと考える。 

 

 

 

 

４．まとめ及び課題 

４．１ まとめ 

 実施計画書の事業目標と照らし合わせ、ほぼ計画どおりの成果が見込まれる。 

 ①機能を集約した制御システム、新開発コリオリ流量計、新素材のボールバルブ、流量調節弁を組 

込んだディスペンサーを開発した。 

 ②ディスペンサーの基本的な充填制御に目途がついた。 

 ③ディスペンサーのコスト検証についても計画どおりの見通しを得た。 

 ③コアプロセッサータイプのコリオリメータの開発に目処がついた。 

 ④プレクール装置の基礎評価から実ステーション向け最適化検討を実施した。 

 

４．２ 課題 

 この事業の完成度を更に向上させるために以下の課題を示す。 

 ①ディスペンサーの改良設計 

  実ステーションでの充填を考慮した充填プロトコル、車両との通信機能に対応した改良設計。 

 ②コリオリメータの製品展開 

  ディスペンサー組込み専用として開発は完了した。汎用品への商品展開。新基準、新規格に適合 

したフローチューブ材料の選定とろう付け評価。 

 ③プレクール装置の具体化 

  最適化検討をおこなったＬＣＯ２による冷却、積層型多流路熱交換器の実機評価。 

 

５．実用化・事業化見通し 

ディスペンサーの実用化の目途がついたと判断ができる。事業化については社会情勢、インフラ 

立ち上がり状況を鑑みて判断したい。 

３．４ 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H２０FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

H２１FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

H２２FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

H２３FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

H２４FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 
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低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

 
委託先：ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社 

     サムテック株式会社 

     

 

１．事業概要 

   燃料電池自動車（FCV）の 2015 年度からの普及に向け、2013 年度末までに水素供給インフラ整備の目

処を立てる必要がある。現在、FCV に搭載されている圧縮水素用容器の圧力仕様は、70MPa が主流と

なっており、その FCV に水素を供給する水素ステーションに必要となる蓄圧器は、常用最高圧力が

80MPa以上となる見込みである。この蓄圧器を既存の鋼製材料を用いて製造した場合には、かなり厚肉

な容器となり、重量が過大になるばかりでなく、製造の困難さからコストも大幅に上昇してしまう。（250L

の鋼製蓄圧器コスト:2500万円、重量：3800kg） 

   本事業では、現状の鋼製蓄圧器と比較して、コスト的にもスペース的にも有利な大型蓄圧器用の炭素繊

維強化複合材料（CFRP）蓄圧器の開発を行う。これにより、蓄圧器コストを 50%以下にすることによって、

水素ステーション建設コストの 6%以上を削減することが可能となる。また、蓄圧器重量が軽量化（目標

30%以下）されることにより、蓄圧器をキャノピー上に設置するなどレイアウトの自由度が増し、余剰ス

ペースの有効活用や蓄圧器設置部の耐震強度軽減によるコスト削減などが期待できる。 

   FCV では、70MPa 級水素用 CFRP 容器の設計・製造・評価技術が確立されているが、水素ステーション

蓄圧器に求められる技術基準は、FCV用 CFRP容器の技術基準＊１より厳しいものとなる見込みであり、

炭素繊維（CF）を厚巻にすることによる技術的課題は大きい。また、効率の面からも水素ステーション蓄

圧器は FCV用容器よりも高容量（200L 以上）のものが望まれるため、大型・長尺の蓄圧器の製造・評価

技術の開発が必要となる。 

本事業では、この技術的課題をクリアし、より低コストの CFRP 蓄圧器を製造するために、以下の手法

を用いて高圧大型複合蓄圧器の開発を進める。 

 

①あらかじめ CF に樹脂を塗布したトウプリプレグ（TPP）を用いたドライ（DRY）法によりフィラメントワイン

ディング（FW）を行う。これにより、従来の FW 直前に樹脂を塗布するウェット（WET）法に比べ、高速で

の FWが可能となり、量産化時のコストダウンが期待できる。 

   ②ライナーの内部を加熱しながら FW を行う（内部加熱法）。この FW 手法により、FW 時に樹脂の硬化を

開始させ、厚巻による内層の CF の巻崩れ防止、FW 後の樹脂硬化工程の時間短縮、厚巻時の樹脂

硬化発熱による過昇温の低減などが期待できる。 

＊１）最小破裂圧力：最高充填圧力（70MPa）の 2.25 倍以上（158MPa 以上）、サイクル寿命：11,250 回

以上 

 

２．事業目標 

２．１ 平成 20-22年度開発目標（達成済） 

(1) 常用圧力 80MPa、200Lの CFRP蓄圧器の完成。コスト 1000万円以下、重量 1000kg以下。 

(2) 技術基準が確定していないため、蓄圧器性能として破裂圧力 300MPa以上を目標とする。 

  

２．２ 平成 23-24年度開発目標 

(1) 常用圧力 82MPa、300Lの CFRP蓄圧器の設計完成。コスト 1000万円以下、重量 1000kg以下。 

(2) 当事業とは別に実施しているＮＥＤＯ実証事業に適用可能な性能の大型 CFRP 蓄圧器を設計開発し、

水素ステーションでの使用認可を取得後、実証事業で安全性等を検証する。 

  

２．３ その他事業との協力 

(1) 平成 23 年度～平成 24 年度に、「水素インフラ等に係る規制見直しのための研究開発」で検討中の技

術基準案に沿った CFRP蓄圧器（200L）を作製し、水素ステーションでの使用認可取得を目指す。 

(2) 平成 24 年度、水素ステーションでの使用認可を取得した CFRP 蓄圧器でＮＥＤＯ別事業の水素ステー

ション実証テストにおいて、疲労劣化のないこと、システムとして問題の起こらないことなど安全性の確

認を行う。 

(3) 「水素インフラ等に係る規制見直しのための研究開発」事業後の措置として、平成 26 年度までに例示



Ⅲ2.2-7(2) 

基準化が計られる見込みである。これに対応し、300L の CFRP 蓄圧器を作製し、平成 27 年度からの

FCV普及開始に向けたインフラ整備に着手する。 

                     図１ 事業目標とスケジュール（案） 

 

３．事業成果 

３．１ CF・樹脂の開発 

 (1) 樹脂の開発 

ＴＰＰに使用する樹脂の開発を行い、容器の破裂強度を向上させることができた。その中で繊維

束が収束しにくい樹脂を使用したＴＰＰ３を実証テスト用として採用することとした。開発したＴＰＰ

の比較評価結果を図２に示す。 

 

    【試験条件】 

・ライナー容量 ：7.5L  

・容器設計 ：ヘリカルバースト（破裂圧力 120MPa 程度） 

・CFRP 層厚 ：約 10mm 

・ＴＰＰ１：汎用ＴＰＰ、 ＴＰＰ２：平成２２年度開発ＴＰＰ、 ＴＰＰ３：平成２３年度開発ＴＰＰ 

    【結果】 

当初採用していたＴＰＰ１に比べ、新規に開発したＴＰＰ３では約１０％程度破裂強度を向上させ

ることが可能となった。 

    

95
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105
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発
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比

 
図２ ＴＰＰの開発検討結果 

    

 (2) 大型複合蓄圧器の試作 

     (1)で開発したＴＰＰ２と３．２項で述べる FW 成形技術を使い 200L 蓄圧器の試作を行い、破裂圧力

345MPaを達成した。試作した蓄圧器と破裂試験後の写真を図３、４に示す。 

 
       図３ 試作 200L蓄圧器               図４ 破裂試験後の試作 200L蓄圧器 

年度 平成 22年度 
（2010年度） 

平成 23年度 
（2011年度） 

平成 24年度 
（2012年度） 

平成 25年度 
（2013年度） 

平成 26年度 
（2014年度） 

平成 27年度 
（2015年度） 

目標  

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 
200L完成 

技術基準案作成 

200L認可取得 実証テスト 実証テスト 

省令等改正折衝 

例示 

基準化 

蓄圧器製造 300L設計完成 300L ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ、認可取得 
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    【試作 200L蓄圧器の仕様】 

ライナー ：アルミニウム合金（T6061-T6） 

長さ ：2800mm、 外径 ：561mm、 重量 ：752kg 

      適用ＴＰＰ仕様 ：CF・・・ポリアクリロニトリル（PAN）系 

樹脂・・・ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社製 ＴＰＰ２ 

      ●破裂圧力 ：345MPa 

 

この結果により、実証水素ステーションにおいて常用圧力とされる 80～82MPa の 4 倍耐圧以上の蓄

圧器の製造が可能となり、水素ステーションでの仕様認可を取得するに十分な製造技術の確立がで

きた。 

 

３．２ FW成形方法、成形装置の開発 

(1) 大型複合蓄圧器の製造技術の開発 

最大 FW 可能長さ：6m、最大 FW可能重量：1633kg、最高水平移動速度（ヘッド、水平軸など）：従来機

の５倍である FW 装置（図５）を設計開発し、運転を開始した。また、6m 長尺蓄圧器に対応し、硬化時

の容器温度を確認可能な硬化炉（図６）を導入した。 

 
       図５ 大型 FW装置                  図６ 大型硬化炉 

これらの装置導入により、大型・長尺蓄圧器の製造が可能となった。これらを用いて試作した 300L 蓄

圧器を図７に示す。 

 

 

 

 

 

 

                   図７ 試作 300L蓄圧器 

 

     【試作 300L蓄圧器の仕様】 

ライナー ：アルミニウム合金（T6061-T6） 

長さ ：3800mm、 外径 ：485mm、 重量 ：660kg 

      適用ＴＰＰ仕様 ：ＣＦ・・・ポリアクリロニトリル（PAN）系 

樹脂・・・ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社製 ＴＰＰ３ 

 

 (2) 内部加熱ＦＷ装置の開発 

 (2)-1 小型容器での効果確認  

     7.5L 小型容器を用いて内部加熱法の効果の確認を行い、温度条件によっては、130%近い破裂強度

の向上が期待できることがわかった。結果を図８に示す。 
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       図８ FW 時の内部加熱温度を変えたときの破裂強度比 

 

    【試験条件】 

     ・ライナー容量 ：7.5L  

     ・容器設計 ：フープバースト（破裂圧力 60MPa 程度）   ・CFRP 層厚 ：約 5mm 

     ・FW 時の表面温度条件 ：室温、40℃、80℃、100℃ 

       
図９ 内部加熱概略図＊2 

【結果】 

表面温度を 100℃にコントロールすることで、著しく破裂強度が向上した。これは、FW 時に樹脂

がゲル化（硬化）することによって、フープ巻き部分の巻き緩みや波打ち現象が起こりにくくなっ

たためと推測される。 
  

＊２）本内部加熱装置は、コンプレッサーで圧縮した空気を、流量計を介して電磁弁で制御しつつ給

気部へと流す。給気部の内部には空気を加熱するためのヒータが内蔵されており、流れてきた

空気を加熱する。CFRP容器温度は 2つの熱画像装置（サーモグラフィ）によって PCへ転送し、

リアルタイムでモニタリングを行い、ヒータ温度へとフィードバックし、温度調整を行う。 

 

(2)-2 大型容器への内部加熱法検討 

内部加熱法は、CFRP 層が厚くなるほど、温度ムラが生じやすいことや、内部と表面の温度差が大

きくライナーに影響を与えない温度での加熱では CFRP 外表面を十分に加熱できないという問題が

ある。この問題を改善すべく、外部加熱の併用を検討した。 

 

図１０に内部外部加熱装置での運転状況を、図１１に温度測定位置を、図１２にこれまでの内部加

熱のみでの温度分布を、図１３に内部加熱に外部加熱を組合せた場合の温度分布を示す。尚、温

度の測定は、40mm厚の CFRP層を巻いた CFRP容器で行った。 

 

           
         図１０ 内部外部加熱装置               図１１ 温度測定位置 

外部加熱装置 

内部加熱空気 
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   図１２ 従来の内部加熱のみでの各部温度    図１３ 内部外部加熱を行った場合の各部温度 

    

内部加熱に外部加熱を加えることで内面と外面（CFRP 表面）の温度差が減少し、口金部を除

き全体の温度ムラが改善された。 

 

【課題】 

     実際の FW 工程においては、フープ巻、ヘリカル巻の変更時など、容器の回転を止めてＴＰＰを

セッティングするなどの作業が必要となり、外部加熱装置の付け外しが必要となる。そのため、よ

り効率的に加温できる外部加熱装置の開発が必要である。 

 

３．３ 大型複合蓄圧器成形技術の開発 

(1) 評価装置 

     各種大型・長尺蓄圧器を試験する評価装置を設計導入した。導入した評価装置を図１４～１６に示す。  

      
   図１４ 破裂試験用高圧ポンプ    図１５ ハイドロ試験装置      図１６ サイクル試験装置 

 

    ・破裂試験用高圧ポンプ ：最大 400MPa までの昇圧能力があり、高耐圧蓄圧器の評価が可能である。 

    ･ハイドロ試験装置 ：非水槽式で 270MPaの圧力まで、6mの長尺蓄圧器に対応可能である。 

    ・サイクル試験装置 ：最高圧力 120MPa、容量 300L、試験圧力 0⇔120MPaの条件でサイクル速度 15

秒／1 ｻｲｸﾙの試験が可能である。 

 

    これにより、外部機関でも評価できない大容量・高圧・長尺蓄圧器の評価試験が可能となった。 

 

 (2) 検査手法の確立 

    図１７に探傷検査器（レーザー超音波方式）を示す。これにより目視の難しい長尺ライナー内面の

検査を行い、0.1mm 深さの傷の検知が可能となるよう検討中である。 
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                 図１７ 探傷検査機（レーザー超音波方式） 

 

３．４ 開発容器の検証 

 (1) 実証テスト用蓄圧器の開発 

「水素供給インフラの技術実証」事業に提供する７０ＭＰａ充填対応複合蓄圧器の仕様を以下の

通り確定した。完成した蓄圧器を図１８に示す。 

     

【実証テスト用 200L 蓄圧器仕様】  

内容量 ：200L  常用圧力 ：82MPa  

長さ ：2805mm  外径 ：488mm  重量 ：484kg 

適用ＴＰＰ仕様 ：ＣＦ・・・ポリアクリロニトリル（PAN）系 

樹脂・・・ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社製 ＴＰＰ３ 

●最小破裂圧力 ：210MPa   ●常温圧力サイクル性能 ：2 万回以上（0⇔102.5MPa） 

        
図１８ 実証テスト用 200L 蓄圧器 

 

 (2) 水素ステーションで使用するための認可取得 

   上記(1)の仕様の CFRP 容器を複合蓄圧器として初めて水素ステーションで使用すべく、認可の取得

を行った。使用期間条件は、水素の充填放出回数 5000回または 3年間のいずれか早い方とする。 

平成２４年度中に実証ステーションに本蓄圧器を提供し、安全性の検証を行う予定である。 

 

３．５ 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

表１ 特許、論文、外部発表等の件数 

     区分 

 

年度 

特許出願 論文  

その他外部発表 

（件） 

国内 

（件） 

外国 

（件） 

PCT※出願 

（件） 

査読付 

（件） 

その他 

（件） 

平成２０年度 １ ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２１年度 ３ ０ １ ０ ０ １ 

平成２２年度 ０ ０ ０ ０ ０ ５ 

平成２３年度 ２ ０ ０ ３ １ ２ 

平成２４年度 ０ ０ ０ １ ０ １ 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約 
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４．まとめ及び課題 

  TPP を用いた DRY 法で 300L 級の高圧（破裂圧力 200MPa 以上）複合蓄圧器の製造が可能となり、実証

テストに提供する 200L 蓄圧器の仕様を確定し、水素ステーションでの使用認可を取得した。今後水素ス

テーション実証テストに提供する複合蓄圧器を製造すると共に、水素ステーションでの安全性を検証する。 

現行 DRY 法は生産効率的には十分勝れているものの、強度的にはまだ向上の可能性があるため、更な

る TPP の改良（開繊、樹脂の改良）、DRY 法 FW 技術の向上を行いながら、内部外部加熱法を量産化に

適用しうるよう検討することで、低コスト型蓄圧器の完成を目指す必要がある。 

 

５．実用化・事業化見通し 

  ＮＥＤＯ事業「水素インフラ等に係る規制見直しのための研究開発」およびポストＪＨＦＣプロジェクトと協力

し、平成 24年度から実証化テストを行い、水素ステーションにおける複合蓄圧器の安全性等の確認と技術

基準の法制化を行い、認可のための評価費用の削減と納期の短縮を実現し、実用化を目指す。 

  また、平成 27 年度からのインフラ整備に対しては、本事業で開発した 300L 級の複合蓄圧器を更にコスト

ダウンして投入する予定である。 
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 低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

実施者：一般財団法人石油エネルギー技術センター（ＪＰＥＣ）/九州産業大学、株式会社日本製鋼所、 

株式会社キッツ、一般財団法人金属系材料研究開発センター（ＪＲＣＭ）、アズビル株式会社 

 

１．事業概要 

７０ＭＰa 級水素ステーション構成機器に対して技術、コスト両面から平成２０年度分析したうえで、充填時間

を考慮した最適化検討と、要素技術開発に取組んだ。個々の要素技術開発の技術的見通しを高圧水素中のラ

ボ試験等により確認のうえで、機器試作と耐久性評価に取組み、水素ステーション用として世界初となる以下

機器等の提供を可能とした。 

高容量鋼製蓄圧器 水素用高圧ボールバルブ 高強度金属材料 集中型制御システム 高耐久型流量調節弁 

 

２．事業目標 

本研究開発における開発内容、最終目標を表１に示す。 

表１ 開発内容および最終目標 

実施項目 開発内容 最終目標 

①総合的エンジニアリング ・ステーション構成機器最適化検討 

・水素ステーション充填解析プログラム開発 

2 億円/システム達成可能性提示 

②鋼製蓄圧器開発 高容量化材料評価、高耐久化施工法、 

検査技術開発 

本体価格、検査・更新費用低減 

③水素用高圧バルブ開発 ボールバルブ開発 バルブ単価低減、圧力損失低減 

④高強度金属材料開発 金属材料候補絞込、試作・試製、評価 高強度耐水素性金属材料開発 

⑤制御システム開発 制御システム機能集約化、標準化 制御システム設計費低減 

⑥流量調節弁開発 シール技術開発、本体コンパクト化 動作保証回数達成、価格低減 

 

 

３．事業成果 

 委託先ごとの主要な事業成果を以下に述べる。なお、個別の要素技術開発におけるその他試験研究等の実

施状況は表６にまとめて記載する。 

 

３．１ 水素ステーション最適化検討、水素充填プログラム開発（ＪＰＥＣ／九州産業大学） 

 

（１） 差圧充填モデルでの最適化検討 

水素ステーションのコスト低減検討を行うためは、蓄圧器の容量を決定する必要がある。蓄圧器の容量は、

充填可能な燃料電池車（ＦＣＶ車）の台数や水素充填時間によって決まるが、本事業での水素ステーション

の要求仕様が、水素供給能力３００Nm3/h であることから、FCV 車への充填能力を 1 時間当たり５台（１台当

たり 60Nm3）とし、充填能力と必要畜圧器容量の検討を行った。 

水素充填方式としては、高圧蓄圧器を使用する差圧充填方式を選定し、ダイナミックシミュレーションが可

能な市販の汎用ソフトを用いて、差圧充填における流量圧力および充填時間の解析を行なった。図1 に差圧

充填モデルの概略フローを示す。 
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図１ 差圧充填モデルの概略フロー 

 

 

差圧充填モデルでのダイナミックシミュレーションを用いた解析結果として、蓄圧器４５０L×２バンクと蓄圧

器３００L×３バンクの例を図 2 に示す。蓄圧器４５０L×２バンクの場合と、蓄圧器３００L×３バンクの場合と

を比較した結果、畜圧器の総容量は同じであるが、２バンクシステムの方が、バンク容量が４５０Lと大きいた

め、圧力降下が小さく、平均ガス流速が大きくなることと、バンク切替回数が少なくなるため切替時間が１回

分削減できることにより、充填時間の短縮化について有利であることが確認された。また、コスト面において

も、バンク数が少ない方が、バルブや配管付属品類が少なくなり、有利である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 差圧充填モデルでのダイナミックシミュレーションによる解析結果 
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また、水素ステーションとしての充填能力、即ち、1 時間当たりＦＣＶ車５台（１台当たり 60Nm3）充填に関す

る検討を行い、充填に供しない畜圧器を再昇圧することにより、蓄圧器基数を増やすことなく、1 時間当たりＦ

ＣＶ車５台の充填が可能となる、最低蓄圧器容量があることが判明し、2 バンクの場合で４５０Ｌ／基、3 バン

クでは３００Ｌ／基であった。図３に 2 バンクでの連続充填時の圧力変化を示す。 

以上のことから、差圧充填モデルでは蓄圧器４５０L×２バンクを最適モデルと選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 連続充填時の圧力変化（差圧充填モデル：４５０L×２バンク） 

 

（２）スキッド化検討 

２バンク差圧充填（蓄圧器４５０Ｌ×２基）を基本仕様として、ステーション機器のスキッド化仕様を検討した

うえで、ステーション現地工事費用の低減効果を試算した。スキッド化の対象とした機器および範囲を図４に、

現地工事費低減の評価結果を表２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ スキッド化の対象とした機器および範囲（高圧水素関係） 
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表２ スキッド化による現地工事費低減の評価結果 

                                                  （単位：百万円） 

区分 スキッド化 
対象項目 

H21 積算結果 
（スキッド化前） 

H22 見直し結果 
（スキッド化後） 

スキッド化 
効果 

基礎、土木、建築工事  １０５ ４４  

据付配管工事 

（据付配管工事） 

（蓄圧器ユニット化工事） 

○ ３４ 

（３４） 

（－） 

１４ 

（ ４） 

（１０） 

▲２０ 

計装、電気、現場管理 ○ ３１ １０ ▲２１ 

ユーティリティ設備  １０ ８  

スキッド化効果合計 ▲４１ 

 

 

（３）更なる最適化検討 

平成２４年度以降は、ステーションコスト面で大きな割合を占める蓄圧器コストの更なる低減を図るため、

差圧充填時に圧縮機充填も併用する、「圧縮機併用充填」モデルの検討に取り組んだ。圧縮機併用充填モ

デルの特徴は、これまでの差圧充填モデルが、圧縮機からの直接充填は行わず、蓄圧器を介しての充填の

みを行なっていたのに対し、蓄圧器からの差圧充填に加え、圧縮機からの直接充填を行なうことで、蓄圧器

容量の低減が可能となることである。図 5 に圧縮機併用充填モデルの概略フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 圧縮機併用充填モデルの概略フロー 

 

圧縮機併用充填モデルでは、もともと蓄圧器容量ゼロの場合でも、圧縮機（供給能力３００Nm3/h）からの

直接充填で、概ね12分でＦＣＶ車（１台当たり60Nm3）への場合の充填が可能あり、蓄圧器からの差圧充填と

併用することにより、少ない蓄圧器容量でも充填時間の短縮化が可能となる。図 6 に蓄圧器３００Ｌ×２基の

圧縮機併用充填モデルの解析例を示すが、この場合、充填時間が約 197 秒であり、差圧充填モデルでの蓄

圧器４５０Ｌ×２基の充填時間 194 秒にほぼ匹敵している。 
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図６ 圧縮機併用充填モデルでのダイナミックシミュレーションによる解析結果 

 

続いて、図 7 に示すように差圧充填モデルの蓄圧器２バンクおよび３バンクケース、ならびに圧縮機併用

充填モデルの蓄圧器２バンクケースについて、蓄圧器総容量と１台あたり充填時間の関係を比較した。 

蓄圧器容量が同じ場合では、圧縮機併用充填モデルは差圧充填モデルと比較して、充填時間が短くなる。

充填時間 200 秒以下を許容時間とし、蓄圧器容量が最少となる３００L×２基のケースを、圧縮機併用充填モ

デルでの最適機器構成として選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 蓄圧器容量と１台あたり充填時間の関係（圧縮機能力 300Nm3/h） 
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（４）水素ステーション充填解析プログラムの開発 

これまで実施してきた市販のダイナミックシミュレーションソフトによる解析では、水素充填時の温度変化を

正確に検証することができなかった。そこで、水素充填時の状態をより正確に解析するため、平成 23 年度か

ら、世界最高の精度を有する Hydrogenius の水素物性データベースと佐賀大学が開発したタンク充填プログ

ラムおよびプレクール熱交解析プログラムを活用した、新たな水素ステーション充填解析プログラムの開発

を開始した。 

これまでに、水素充填解析プログラムのプロトタイプを作成し、市販プログラムによる検証を実施した。図 8

に市販プログラムによる開発モデルの検証結果を示す。今後、実機データとの照合を行い、プログラムとし

て使用可能であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 水素充填解析プログラム（開発モデル）の検証結果 
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３．２ 鋼製蓄圧器の開発（日本製鋼所） 

 蓄圧器の高容量化が可能な SA723 鋼の安全性検証試験と、高耐久化のための施工技術開発を行ったうえ

で、世界初となる高耐久・高容量化蓄圧器の試作・事前評価申請を行った。開発目標とした本体価格、検査更

新費用低減を可能とした蓄圧器の仕様を従来と比較し表３に示す。試作蓄圧器の外観を図９に示す。 

表３ 本事業開発蓄圧器の仕様 

項 目 
従来蓄圧器 

(SNCM439 鋼強度低減材) 
開発蓄圧器 

(SA723 鋼/高耐久化施工) 
容 量 255L/基 450L/基 

製造コスト 10 万円/L 30～60%低減 

使用上限回数 3 千回、5 年間 5 万回、10 年間 
設計圧力 90MPa 99MPa 

検査コスト 
300 万円/年 

（毎年開放検査） 
30～50%低減 

(毎年 UT 検査、３年毎開放検査) 

① 高容量化蓄圧器用材料の検討 

ASME SA-723 鋼の化学成分や熱処理条件の最適化を図ることで肉厚中心部まで均一組織且つ微細な結晶

粒を得、高温焼き戻しの適用により水素脆化感受性を低減することが出来た。SA‐723 鋼の 100 万回の疲労試

験を実施し、疲労き裂の発生しないことを確認した(図１０)。最低設計温度（-15℃）において SA723 鋼の SSRT 

(Slow Strain Rate Tensile)試験を実施し、水素ガス中においても最高荷重点まで到達することを確認した。 

② 設計・施工技術の開発 

高容量化蓄圧器の耐久性向上を目的として内面への高耐久化処理を検討した。1.6mm深さ(規格で示される

設定初期き裂深さ)のき裂が胴部内面に存在する場合のき裂進展解析結果を図１１に示す。高耐久化施工を

行った蓄圧器では普及期における水素ステーションの耐久性(充填回数>30 万回)を確保できることが示された。

高耐久化施工上必要とされる製造技術を検討し、これまでに例のない大口径容器に対する高耐久化施工技術

を開発した。高耐久化施工を施した高容量化蓄圧器は、本年度中にシステム技術開発と連携し、耐久性評価

の実証試験を開始する予定である。 

③健全性監視技術の開発 

鋼製水素蓄圧器の運用コスト低減を目的とし、AE(アコースティック・エミッション)法による水素脆性き裂発生

の検出と TOFD/UT(超音波探傷)法による微小き裂進展量の測定を併用した常時状態監視手法適用の可能性

について検討を実施した。エコーの反射特性やノイズレベルを考慮して TOFD/UT の条件設定を行うことで、厚

肉の鋼製蓄圧器内面に発生する 1.6mm 深さ以上の疲労き裂が検出可能であることが示された。開放検査を行

わず外面からの TOFD/UT 法の検査を行うことにより、検査コストを 1/3 程度に低減できる見込みを得た。 
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３．３ 水素用高圧バルブ開発（キッツ） 

既に確立したＣＮＧステーション用ボールバルブの設計技術を基礎とし、加えてバルブ重要部位構造、

材質に関する試験検討を行った。国内初の水素用高圧ボールバルブ開発の技術的見通しを得、手動弁、

遮断弁の設計を完了（図１２）させ、ＪＲＣＭ提供材料等を用いて試作を行い、異なる温度サイクル条

件下において、１年間ノーメンテナンスを目的とした８万回の開閉作動耐久性を確認した。 

ボールシート及びパッキンは候補材料に対し、高圧水素環境下長期保持試験を実施し、シール材とし

て使用可能な非金属材料を選定した。遮断弁は、バルブの作動トルクにマッチしたアクチュエータの設計及び

バルブとの接続方式を考案することでアクチュエータ搭載時のコンパクト化を実現した。 

耐久試験に合格した構造に対し、水素材料先端科学研究センター（Hydrogenius）水素高分子材料研究チー

ム、水素トライボロジー研究チームと連携し、以下試験を実施することで、最適化を図ると共に、信頼性を確立

させた。パッキン封止構造部は Hydrogenius との検討により優れた封止構造であることを確認した。シート封止

構造部は今回選定したＤＬＣコーティングが水素環境下において非常に優れた性能であることを確認した。 

・パッキン封止構造部 ：部分試作による漏れ（透過）測定試験、構造材料の水素暴露試験、摩擦試験 

・シート封止構造部  ：摩擦試験 

以上の結果を反映させ、バルブの改良商品化設計、量産試作を行い、加工性の確認と商品化の見通しをつ

け、目標としたバルブ単価低減を確認した（図１３）。更に、量産試作を行ったバルブに対し、東邦ガス技術研究

所 70MPa 水素ステーションのディスペンサ入口、出口側各 1 台ずつ取り付け、実機評価を実施した（図１４）。ま

た、東邦ガスの定修に合わせ、バルブの分解調査を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図１２ 開発ボールバルブ（遮断弁）の断面構造 

ラジアル荷重負荷耐久試験 

手動弁 自動弁 

図１３ 改良商品化設計バルブの外観写真 

（ Ｃｖ値２．１ 内径6.4mm ） 

軸封止構造部分試作品による耐久試験 

アクチェータダイレクト接続方式 

２次元部分解析イメージ ３次元全体解析 
図１４ 試作バルブの実機評価状況 
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３．４ 低コスト・高強度材料開発に係わるＦＳ検討および開発（ＪＲＣＭ） 

(1)ラボレベルでの溶製→圧延による材料試作 

水素ステーション用材料として世界最高水準の低コスト・高強度材料開発を目的として（表４）、特性評

価用試験材の試作を実施した（表５）。比較材である JIS SUS316L 材の機械的強度（耐力）の 30～50％向

上を開発目標とした。材料の高強度化のため方策として固溶強化、析出強化、冷間加工等の方法を用い

ることで、試作する鋼種の成分を決定した。試作は、ラボレベルでの溶製、圧延、熱処理を行って、特性等

の検討・評価のための試験片を作製した。 

 

  

 

 

 

 

(2)試作材料の特性等の検討・評価及び絞り込み 

(1)項で作製した試験片（試作試料）の機械的特性、耐水素特性の検討・評価を行った。特性評価として

SSRT（Slow Strain Rate Technique）試験や組織観察等を実施し、開発目標を達成した。試作材料の中で

機械的特性、耐水素特性の優れた材料(#4)を絞り込み、今後の開発に供する候補材料とした（図１５）。 

(3)バルブ、調節弁メーカーへの試作材料提供と一次評価 

(2)項で絞り込まれた試作材等を、(1)項で溶製した材料の一部から丸棒等に加工し、バルブ、調節弁メ

ーカー等３社へ提供し、加工性の評価を実施した。その結果はいずれも問題なく、今後の開発に供する候

補材はこの評価結果をもふまえて選定した。 

 

 

 

 

 

 

図１５ SSRT 試験結果の例 ( ＃4：高圧水素ガス中(85MPa) ） 

(4)候補材の量産化を想定した溶製とバルブ、調節弁メーカーへの試作材料提供 

(3)項の結果をもとに候補材の量産化を想定して溶製のバッチ処理量を増大させた。当初の処理量は

150kg/バッチであったが、加速財源を原資として 300kg/バッチの溶製を実施した。さらに、将来の大型炉

での溶製を目指し、700kg/バッチの溶製を実施しバルブ、調節弁メーカー等３社へ提供し、加工性の評価

を実施した。その結果はいずれも問題なく、今後の開発に供する候補材として適切であることが判明した。 

(5)他プロジェクトとの連携 

効率的な開発を進めるために「金属材料開発および国際標準化、規制見直しに資する評価試験法の開

発」プロジェクト（以下「連携プロジェクト」と表記）と連携して次の項目を実施した。 

まず、上記の 300kg/バッチの溶製で作成した候補材を「連携プロジェクト」へ提供し、疲労亀裂進展試

験等の疲労試験を実施した。また、更なる高強度化による鋼種拡大を目指して「連携プロジェクト」で見出

した 2鋼種の溶製方法を変更した場合に関して、機械的特性試験、SSRT試験、疲労試験を実施する予定

である。 

表４ 開発目標 表５ 試作鋼種の特徴 
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３．５ コントロールシステム開発に係わるＦＳ検討および開発（アズビル株式会社） 

  制御システムのハードウエア（制御盤）を集約化、ソフトウエアを標準化することによるコスト低減を検討し、

試作に基づき、ハードウエアについてコスト低減（目標 2100 万円以下）を確認するとともに、制御システムの

作動検証を行った。検証用システム試作機の外観を図１６に示す。 

(1)室内設置制御盤のコンパクト化によるコスト低減 

複数の設備メーカの提供する制御盤を集中化し、計装制御盤の面数を低減することでのコンパクト化と、

コスト低減を可能とする構成を検討した。 

(2)ソフトウエア、設計図書類の徹底的な再利用 

各設備との入出力や実施する制御機能を標準仕様として定義しソフトウエア仕様書としてまとめ、検証用

システム試作機を通じ仕様書の有用性と再利用性検証を実施した。このソフトウエア標準化により今後の

制御システム設計費の低減（目標 50%低減）が可能となる。 

(3)ＦＳ検討ベースモデルに対応する効率化制御機能の検討 

ステーション全体へのコスト低減と運用上の効率化を目的とし、最大４台の圧縮機やディスペンサ、さらに

充填方式の切替、将来の車両通信にも対応できる国内初の制御機能の検討を行っている。加えて最新の

圧力上昇率を一定に保つ制御仕様を反映し、既に顕在している実用要求への対応を実施した。 

 

 

図１６ 検証用システム試作機外観 

 

 

 

 

 

 

［制御盤前面］ 

［集中監視用端末］ 

［制御検証用簡易シミュレータ用端末］ 

［ステーション機器数決定用画面］ 

［充填トレンド監視用画面］ 
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３．６ 流量調節弁開発に係わるＦＳ検討および開発（アズビル株式会社） 

世界最高水準である３０万回以上のシール寿命を有する流量調節弁を 

実現するため、調節弁のシール構造（図１７）に対して高圧水素下での 

基礎的試験検討を行うとともに、高強度耐水素性金属材料を用いた 

調節弁本体の設計製作を検討した。温度サイクルを加えた高圧水素下での 

開閉作動耐久試験により、目標とした３０万回以上の連続作動を確認し 

（図１８）、ＪＲＣＭ提供材料等を用いて流量調節弁の製作を行い、 

調節弁価格２０％低減を確認、提供可能とした（図１９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)ステム表面処理技術の開発とグランドパッキン材料組合せの選定 

水素雰囲気においても剥離しないバルブステムの表面処理技術の開発を行った。いくつかの表面処理

候補に対して、ナノインデンテーション試験及び水素雰囲気中における摩擦摩耗試験等を実施することで、

水素に対して耐久性のある表面処理候補を得た（図２０）。水素充填時における調節弁内部の温度－圧

力変化の状態を調査検討し、この状態変化に対して適応可能なグランドパッキン材料の候補の評価を行

った(図２１)。 

(2)温度サイクルのある高圧水素雰囲気下でのシール寿命延長の検討 

 (1)で検討した条件に加え、プレクールおよび外気温度の変化（主に低温領域）に対しても応力緩和が生

じないグランド構造の検討を行った。パッキン材料については熱機械分析、粘弾性装置を使用して絞込み

を行い（図２２、２３）、この材料に対して水素耐久試験を実施した。目標である 30 万回は達成のうえ、さら

に増し締め回数を低減することができた。 

 

 

図１７ 流量調節弁シール構造 

図２０ 各表面処理膜の密着エネルギー 

 

ステム

グランドパッキン

ステム

グランドパッキン

図２１ パッキン候補材料の比摩耗量 

（摩擦磨耗試験結果） 

  

 

 

図１８ 水素雰囲気のシール部試験結果（温度サイクル有） 
図１９ 流量調節弁外観写真 
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３．７ その他実施項目 

個別の要素技術開発における上記以外の試験研究等の実施状況を次表６にまとめて記載する。 

 

表６ 個別要素技術開発におけるその他試験研究等の実施状況 

実施項目 実施内容 

<総合的エンジニアリング技術の開発> (ＪＰＥＣ、再委託先：九州産業大学) 

水素ステーション要求仕様の

整理 

一日あたりの充填台数や、立地条件など、水素ステーションの普及段階

における前提条件についての情報分析を実施した 

水素ステーションベースモデ

ルの設定、及び建設コストの

試算 

整理した要求仕様に基づいてステーションの基本仕様（ベースモデル）を

設定した。 

ベースモデルに対して、コスト試算に必要な情報を収集して、現状の技術

を前提としたコスト構造を明らかにした 

水素ステーション全体のコスト

低減策の整理 

コスト構造に対する分析を実施し、コスト低減策のアイデア出しを行い、ス

テーション全体におけるコストインパクトや技術的解決の難易度等から、

ステーションの低コスト化検討のために取り上げるべき、コスト低減策候

補を選定した。 

コスト低減型水素ステーション

基本仕様の整理 

ステーション全体を視野にいれた技術開発、例えば、圧縮機・蓄圧器の最

適設計等については、まだ十分な検討がなされていないことが判明した。

そのため、平成２１年度以降は、総合的エンジニアリング技術開発として、

複数の技術を組合せた技術開発を行った。 

連名委託先の検討結果を反

映した水素ステーション全体

の建設コスト試算 

連名委託先のコスト低減検討結果はそれぞれの委託先報告で総合的エ

ンジニアリング技術開発として、他の NEDO 事業も含めた水素ステーショ

ン関連 WG でのコスト低減検討を「システム技術開発」で実施した。 

プレクール設備の機器構成、

運用の最適化検討 

プレクール設備と充填方式について、機器仕様や設備コスト、充填時間等

の面から比較検討を行い、冷却システムの最適化技術を提示した。 

 

Fig.1  PVDF
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図２３ 粘弾性評価結果（PVDF） 
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<鋼製蓄圧器開発の開発> （日本製鋼所） 

高容量化蓄圧器最適素材の

絞り込み 

複数の候補材について焼入性や強度・靭性バランスを調査し、厚肉の高

容量化蓄圧器においても均一組織が得られる SA-723 鋼を最適候補材と

して選定。 

SA-723 鋼の安全性テータの

採取 

大気中および水素中における引張試験、シャルピー衝撃試験、き裂進展

試験、疲労試験、遅れ割れ試験、ライジングロード試験等により、水素ガ

ス環境下における安全性データの採取を実施した。 

サーベイランス試験の実施 システム開発事業と相互に連携し、SA-723鋼と、実際に水素ステーション

で使用している蓄圧器用材料である SNCM439 鋼の遅れ割れ試験片を稼

働中の蓄圧器内に挿入したサーベイランス試験を実施した。 

供用終了後の蓄圧器の解体

調査 

これまでの NEDO 事業で製造し、実際の水素ステーションで使用されてい

た蓄圧器を解体調査し、供用後の蓄圧器の健全性について調査中。非破

壊検査や引張試験など、一部の試験は完了。 

水素侵入特性の評価 熱処理条件の変化によって認められる材料中の拡散性水素量の違いに

ついて、析出物や組織の観点から評価を実施した。 

最適な自緊施工条件の見極

め 

 

予ひずみが付与された SA-723 鋼の機械的特性の調査、自緊圧と容器内

表面に発生する圧縮残留応力の関係調査、内圧疲労試験による圧縮残

留応力の減衰傾向を調査し、高耐久化を実現できる自緊施工の条件を決

定した。 

健全性監視手法の検討 通常の鋼製大型容器に適用されている健全性監視手法である知らせ穴

法やアコースティック・エミッション法、従来より行われている超音波探傷

法や渦流探傷法に関して、大型蓄圧容器を想定した総合的な検討を行っ

た。 

初期の微小欠陥検出技術の

開発 

蓄圧器を架台から外すことなく定期的に全内周の探傷を行うことを想定

し、外面からの微小欠陥検出精度に関する調査と検査条件の検討を実施

した。 

<水素用高圧バルブの開発>（キッツ） 

ボールシート及びパッキンの

封止構造の検討 

バルブ重要部位である、ボールシート部、パッキン部に対し部分構造設計

を行い、各々の構造解析を実施し、その解析結果の評価を行った。 

バルブ重要部位構造及び材

質の決定 

 

複数案の部分設計及び部分試作を実施し、高圧ガス昇圧ユニットを用い

たヘリウム気密試験及び水素気密試験を行い、90MPa のシール性能等を

確認し、バルブ重要部位の構造及び材質を決定した。 

バルブ設計 手動弁、遮断弁のバルブ設計を完了した。 

バルブ試作 

 

アクチェータ、バルブの部品図を作成、各部品の試作を実施した。バルブ

及びバルブの性能上重要な部品に関してはシリアルナンバーをつけると

共に重要な部位に関しては全数寸法検査を実施、他の部位に関してはロ

ットの初品、終品のみ寸法検査を実施した。 

高圧ヘリウムによるバルブ性

能試験及び作動耐久試験 

90MPa の高圧ヘリウムによるバルブ性能試験をヘリウム気密試験機にて

実施し、気密性能や作動特性等に問題がないことを確認した。 
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メンテナンス性能評価 

 

高圧水素による常温での開閉作動耐久試験終了後のバルブを分解し、

構成部品の摩耗状態を確認し、メンテナンス時に交換する必要がある部

品を仮に決定させた。次に、仮決定した部品を実際に交換し、性能が良好

であることを確認した。 

高圧水素によるバルブ性能試

験 

90MPa の高圧水素によるバルブ性能試験を実施し、問題がないことを確

認した。 

使用温度を考慮した高圧水素

による作動耐久試験 

高圧水素によるバルブ性能試験に合格したバルブ 3 台に対し、高圧水素

による低温、高温での開閉作動耐久試験を実施し、目標とする4万回まで

完了させた。 

高圧ガス保安法に基づくバル

ブの供給 

 

JRCM より提供された金属材料で試作したバルブをディスペンサーメーカ

ーへ供給するため、タツノ、アズビル、JRCM と連携して、水素ガスでの試

験に供されるバルブの提供を可能とする法対応を行った。 

改良商品化設計 

 

パッキン封止構造部、軸摺動構造部等を改良した新たな設計を完了させ

た。 

バルブ量産試作 

 

改良設計したボールバルブを 15 台製作した。また遮断弁用のアクチェー

タに関しては、アルミダイキャスト用金型を製作、初品として 50 台量産試

作を実施した。アルミダイキャスト製量産試作アクチェータには単品で負

荷耐久試験を実施し、10 万回までの耐久性能を確認した。 

高圧水素による作動耐久試験

の実施 

 

90MPa の高圧水素によるバルブ性能試験を実施し、問題がないことを確

認した後、プレクール熱交換器を模擬した水素ガス冷却装置を用いた、開

閉作動耐久試験を実施した。 

また、耐久試験では、NEDO の他プロジェクト（水素製造・輸送・貯蔵シス

テム等技術開発／水素ステーション機器要素技術に関する研究開発／

低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発）と連携し、

機器開発品の水素評価を共同で行った。 

流量試験の実施 

 

流量試験を行い、高圧水素でのバルブの流量特性を確認し、定格 Cv 値

を確定させた。 

シールキットの量産試作 

 

メンテナンス時に交換する必要のある部品を確定させた。12 月に試作品

の完成予定。 

コスト試算 

 

遮断弁、手動弁ともコスト試算を行った。目標単価を達成するため、生産

ロットを確定させた。 

<低コスト･高強度材料開発>金属系材料研究開発センター 

低コスト化材料開発の方針検

討（Ｈ２０ＦＳ） 

材料に関する情報を収集し、低コスト化に向けた材料設計に活かす基礎

とした。これら知見をベースに、高価素材原料（Ni 等）の安価素材原料

（Mn 等）による置換等、高強度化を見据えた窒素添加による固溶強化等

について FS を進めた。 

高圧水素ステーション機器用

の低コスト配管及びバルブ等

を得るための技術方策の整理 

将来の実ステーション中での材料（バルブ、配管）の使用環境や動作環境

などの情報を勘案し、金属系構造材料候補の絞込みを行い、SUS316L 並

みもしくはそれ以上の加工特性を有し、高圧水素下における疲労特性及
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（Ｈ２０ＦＳ） び引張特性も SUS316L 並みであることを開発目標とした。 

試製、試験計画案検討 

（Ｈ２０ＦＳ） 

試製計画、評価項目および試験計画等を検討し、高強度化を第一優先、

低コスト化を第二の目的とし、耐水素脆化特性が SUS316L 同等程度で 30

～50％高強度の金属材料を開発することとした。 

ラボレベルでの溶製→圧延に

よる材料試作 

 

H21：H20 の試製、試験計画案を基に、材料特性評価用の材料試作を行

った。試作にあたっては、材料の高強度化のための固溶強化、析出強

化、冷間加工の方策を用い、鋼種の成分を決めた。ラボレベルでの溶製、

圧延、熱処理を行って、特性等の検討・評価のための試験片を作製した。 

②項で H22～H24：絞り込んだ材料のラボレベルでの溶製、圧延、熱処理

を行って、特性等の検討・評価のための試験片を作製した。 

試作材料の特性等の検討・評

価及び絞り込み 

 

H21：①項で作製した試験片の機械的特性、耐水素特性の検討・評価を

行った。特性評価のために SSRT（Slow Strain Rate Technique）や組織観

察等による試験を実施した。試作材料の中で機械的特性、耐水素特性の

優れた材料を絞り込んだ。 

バルブ、調節弁メーカーへの

試作材料提供 

 

H21：溶製した材料の残材から丸棒素材等に加工し、バルブ、調節弁メー

カー等へ提供し、加工性の評価を受けた。 

H22～H24：溶製した材料の残材から丸棒素材等に加工し、バルブ、調節

弁メーカー等へ提供し、加工性の評価を受けた。また、H22 から開始され

た「要素技術開発」「水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材

料開発および国際標準化、規制見直しに資する評価試験法の開発、材料

データの取得に係る研究開発」と密に連携し、効率良く研究を実施した。 

H24：高圧ガス保安法に則った実部品製作が可能な高強度耐水素性材料

の仕様を確立する見込である。 

<コントロールシステム開発>アズビル 

既設水素ステーションの詳細

実態調査による低コスト化視

点の検討（Ｈ２０ＦＳ） 

制御システムハードウエアとしては、設備ベンダーや設備区分に複数設

けられた制御装置（PLC）と監視端末の統合と制御盤を小型化がコスト低

減の焦点になることを認識した。 

室内設置制御盤のコンパクト

化によるハードウエアコスト低

減（平成 21 年～22 年） 

設備の稼動や保安機能を含む制御内容、機器構成、盤面での監視表示

関連機器が、機能上必要なレベルで過剰なく実装されていることの総合

的な評価を行い、現状存在する制御盤等の最少化を図ることによるコスト

低減を検討し、当初推定コストに対し目標であった 30%低減を達成する構

成を確認した。 

ソフトウエア、設計図書類の徹

底的な再利用によるソフトウエ

アコスト低減（平成 21 年～22

年） 

ソフトウエア面でのコスト低減に向け、フィールド計器や相互配線接続を

含むステーション全体の制御システムの標準モデルを作成した。 

特に、制御システム関連図面や作業工数自体の削減も含め、監視操作に

使用する計器タグ名や各種設定値の名称、表示画面レイアウトや表示色

などまで、徹底した共通化、標準化を実施し、仕様書としてまとめた。 

室内設置制御盤の試作，検証

（平成 23 年～24 年） 

平成 22 年度までに実施した室内設置制御盤のコンパクト化設計を基に、

検証用システム試作機、製作、検査における課題を抽出し、改良・改善項
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目として取り纏めを行うとともに、更なるコンパクト化，及びコスト低減の可

能性を検討した。結果としてハードウエアコスト低減目標が達成可能であ

ることを検証した。 

試作システムによる訓練シス

テムの構築検討（平成 23 年～

24 年） 

検証用試作機の一環で製作したシミュレーションシステムを単独でステー

ション運転員訓練システムへの発展の可能性を検討した。 

結果として、当面の建設においてはステーションオーナ等での技術者に対

する充填方法と充填時間のシミュレーションシステムとしての活用価値が

認められた。 

遠隔監視機能の検討（平成 23

年～24 年） 

ステーション外の遠隔地へ提供する情報内容（水素在庫量，ステーション

の稼働状態，等）及びシステム化の形態，条件を取り纏めた。 

制御システムへの実装と実用性を検討中であり期内に結果を得る。 

<流量調節弁開発>アズビル 

コスト低減のための水素用高

圧調節弁候補の構造・材料に

係わる代替技術の洗い出しと

定量的なコスト評価等に基づ

くアプローチの選定（Ｈ２０ＦＳ） 

流量調節弁のコスト低減着眼点抽出および低減効果の推定を行った結

果、流量調節弁に関してはコスト低減よりも信頼性の向上が重要であると

の結論に至り、特に要求の高いシール部の信頼性向上（＝長寿命化）に

主眼を置いて開発を進めることを決定した。 

流量弁のコンパクト化技術 

の開発 

H22 年度は金属系材料研究開発センターが開発する新材料を用いた調 

節弁を試作し、製作における問題点の確認を実施した。 

H23 年度は新材料の目標仕様をもとに調節弁のコンパクト化設計を実施 

し、性能上の問題点および目標コスト達成の可能性の検討を実施した。 

 

 

３．８ 特許、論文、講演、報道等の件数一覧 

 区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国 

内 

外 

国 

PCT 

出願 

査読 

付き 

その 

他 

H20FY 0 0 0 0 0 なし 

H21FY 0 0 0 0 1 

学術振興会第 129 委員会 （(株)日本製鋼所） 

Hydrogenius Tribology Symposium （アズビル(株)） 

第 6 回国際水素・燃料電池展「FC EXPO 2010」（アズビル(株)） 

H22FY 6 0 1 0 0 なし 

H23FY 0 0 1 0 1 

ＪＰＥＣ平成 23 年度技術開発・調査事業成果発表会(JPEC) 

福岡水素ｴﾈﾙｷﾞｰ戦略会議平成 23 年度第 2 回研究分科会(ｷｯﾂ) 

福岡水素ｴﾈﾙｷﾞｰ戦略会議 平成23年度研究分科会（第3回）「水素

社会ｼｽﾃﾑ実証研究分科会/高効率水素製造研究分科会」（JPEC） 

触媒学会「水素の製造と利用のための触媒技術研究会」「水素の製

造と利用に関するｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ」（JPEC） 

ＪＰＥＣ平成 24 年度技術開発・調査事業成果発表会(JPEC) 

ＪＰＥＣ平成 24 年度技術開発・調査事業成果発表会（九州産業大学） 

H24FY 0 0 0 0 0 

日本非破壊検査協会超音波部門講演会 

(日鋼検査ｻｰﾋﾞｽ/日本製鋼所) 

HESS 機関紙「水素ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ」(JPEC) 

日本ゴム協会第２回水素機器用ｴﾗｽﾄﾏｰ材料研究分科会 
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４．まとめ 

 以下に技術開発内容と課題を示す。本事業においては平成２０年度のＦＳ検討に基づき、平成２２年

度までにラボ試験等により個々の要素技術開発の技術的見通しを得、平成２３年度以降は試作、耐久性

検証等、最終的な製品としての開発目標達成に向けた技術開発を行った。 

 

項目 技術開発内容（Ｈ２１～Ｈ２４） 

総合的エンジニア

リング技術の開発 

(ＪＰＥＣ、再委託

先：九州産業大学) 

・連名委託先とともにステーション全体のコスト構造分析と課題抽出を行い、開発

計画立案、効果検証を行った。 

・ダイナミックシミュレーションを用いた充填解析を行い、差圧充填型、続いて、

圧縮機併用型差圧充填型での最適機器構成の検討を行った。 

・システム技術開発、水素先端基礎研究事業と連携し、九州産業大学と共同で、温

度変化も含めた水素充填状態の推定が可能な数値解析プログラム開発を行った。 

鋼製蓄圧器開発 

（日本製鋼所） 
・鋼製蓄圧器の高容量化を実現するために、材料検討を行い、SA723鋼を選定する

とともに、大型蓄圧器に対する自緊処理技術を確立し、耐久性向上を実現した。 

・世界初となる 450Lの高容量蓄圧器を試作し、特認申請において大幅な寿命延長

を実現するとともに、コスト低減目標も達成した。 

水素用高圧バルブ

開発 （キッツ） 
・世界初となる高圧水素用ボールバルブを開発し、8万回に作動確認を行った。 

・遮断弁（自動弁）、手動弁ともコスト低減目標を達成した。 

低コスト・高強度

材料開発 

（ＪＲＣＭ） 

 

・JIS SUS316L材と耐水素性が同等で、強度が 30～50%向上する材料を開発した。 

・バルブメーカー等へ開発材料を提供し、加工性においても問題がないことを確認

した。 

制御システム開発 

（アズビル） 

 

・水素ステーション制御集中化による制御機器を統合し、制御機器費用の低減を実

現した。 

・水素ステーション仕様の標準化、ソフトウエアの共通化によりシステム設計費の

低減を達成した。 

流量調節弁開発 

（アズビル） 
・世界最高水準のシール技術を開発し、水素中で 30万回の作動耐久性を実現した。 

・流量調節弁のコスト低減においても、目標とするコスト低減を実現した。 

 

 

５．実用化・事業化見通し 

・鋼製蓄圧器は、既に特認申請を終了し、今後システム技術開発と連携して、実ステーションでの耐久性評

価を継続研究する予定である。 

・バルブ、調節弁は、既にステーションでの採用が計画され、高圧ガス保安法に基づく事前申請を行っている。

また、今後の水素ステーション整備においても、開発品の採用が計画されている。 

・集中型制御システムは、試作デモ機による作動検証を行い、来年度以降設置のステーションへの導入を検

討している。 

・高強度金属材料開発については、製品開発まで視野に入れた開発計画の検討が行われている。 
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図1-1 東京都ガソリンスタンド総敷地面積統計
（「H17年度 給油所経営・構造改善等実態調査報告書」

H18.3（財）日本エネルギー経済研究所石油情報センター）

 

都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

実施者：清水建設㈱・岩谷産業㈱ 

 

１．事業概要 

燃料電池自動車の実用・普及に伴って、水素ステーションの全国的な需要が高まると予想される。

特に、都市部に水素ステーションを設置する際には、人や建物が密集するため通常以上の安全性が必

要となるとともに、敷地の確保が重要な課題となる。図

1-1 に東京都の既存ガソリンスタンドの敷地面積に関す

る統計によると、全スタンドの 2/3 が敷地面積 660m2以

下であるのに対し、従来の（現行法規制下で建設される

一般的な）水素ステーションが 1000m2程度の敷地を要し

ていることから、同程度のコンパクト化が必要と考えら

れる。 

   本研究開発においては、都市部での燃料電池自動車の

普及のために必要となる安全でコンパクトな水素ステ

ーションを提案し、その安全性・経済性について検証す

るものである。また、その普及については、既存のガソ

リンスタンドとの併設についても視野にいれ、実用化・

事業化を図っていくものとする。 

   コンパクト化に関しては、現行法規制、前提条件を踏

襲し、考え得る最小面積の水素ステーションの機器配置

図を策定した。この基本配置案に基づいてさらに緩和規

定を考慮し、地上式、キャノピー上機器設置式、地下式

の３種類の機器配置図を提案した。例として図 1-2に敷

地面積 390m2の水素ステーション（案）を示す。さらには、

これらの機器配置図を基に、ステーションの建築設計を

行い、建設工事費等を算出して経済性評価を行い、低コ

スト化のための合理化検討の基礎とする。 

   安全性の検討に当たっては、多重防護の考えに基づいて、3つの安全要素技術の開発を進めている。

3つの安全要素技術としては、「着火・爆発しても被害を低減する」技術として、反射圧低減壁・爆風

エネルギー吸収壁の開発、「着火しても燃焼を制御する」技術として水素燃焼制御システムの開発、

および「漏洩ガスに着火させない」技術として、水素の不活性化の研究を実施した。 

   今年度は、これらの要素技術を組合わせ、水素ステーションに適用し、安全性の確認をするととも

に、経済性評価を実施している。安全性の確認について具体的な内容は、検知システムの構築（岩谷

産業）、安全要素技術の安全性評価（清水建設）、リスク評価（岩谷産業）である。 

今後は、設定した安全レベルを達成する構造および設備の実現へと繋げていく。 

  

２．事業目標 

本研究開発の事業目標は、水素ステーションのコンパクト化および安全性確保による都市型水素ス

テーションの標準設計の確立であり、燃料電池自動車の将来の普及に繋がる技術を確保することであ

る。そこで、本研究開発においては、水素ステーションの「コンパクト化」および「安全性確保」を

実現するために次のような要素技術の開発を行い、安全要素技術を適用した水素ステーションの試設

計および試設計に対する安全性と経済性の評価を行うこととした。 

図 1-2  都市型コンパクト水素ステーション（案） 
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① 水素ステーションの試設計と課題の抽出 

現行の法規制に則り、ベースとなる水素ステーションの機器配置を確定する。それと同時に、関連

法規整理、機器仕様明確化を行う。さらにこの基礎配置に基づき、機器の地下設置、キャノピー上設

置、地下とキャノピー上の分散設置などの配置検討を行うとともにそれぞれの課題を抽出する。  

                                       

② 水素ステーションの安全要素技術開発 

1）反射圧低減壁・爆風エネルギー吸収壁の開発 

「着火・爆発しても被害を低減する」ことを目標に、反射圧低減壁・爆風エネルギー吸収壁を開発する。

ここでは、反射波のピーク圧力を低減すること、反射波のエネルギーを吸収して反射圧を弱めること

を目標とする。 

2）水素燃焼制御システムの開発 

「着火しても燃焼を制御する」ことを目標に、漏洩水素ガスに着火しても、その燃焼伝播を防止、ある

いは被害を低減可能な水素燃焼制御システムを開発（確立）する。 

3）水素の不活性化技術の開発 

「漏洩ガスに着火させない」ことを目標に、水素ステーション機器のある空間に対し、常時不活性気体

を充満しておくことで、仮に水素が漏洩しても空間内で着火させず、さらに不活性気体と混合するこ

とで安全に外部に放出する安全技術を開発することを目標とする。 

 

③ 水素ステーションの安全性評価 

②で開発した各安全要素技術を水素ステーションに適用し、安全性の評価・検証を行う。 

 

④ 水素ステーションの経済性評価 

経済性評価のデータとして、①で提案された機器レイアウトについて、設計・施工等の検討を行い、

都市型水素ステーションのコスト評価を行う。さらに、このコストをベースとして、設計・施工合理

化検討による低コスト化へと繋げる。 

 

⑤ 水素漏洩検知システムの構築 

多重防護安全システムの検出・作動条件となる水素漏洩検知システムに関する仕様、開発動向の調

査を行い、検知システムの構築を行う。 

 

３．事業成果 

1) コンパクト水素ステーションの試設計と課題の抽出 

燃料電池自動車の導入・普及が先行されると目され

る都市部での水素ステーション設置に向けて、従来よ

りも設置面積の低減を目指したコンパクト水素ステ

ーションの試設計を実施した。 

燃料電池自動車への充填圧力は、一充填走行距離を

延ばすことを目的として、従来の 35MPaから 70MPaへ

と高圧化する傾向にある。水素ステーションに適用さ

れる技術基準（一般高圧ガス保安規則第 7条の 3）も

それに合わせた改定が進められているが、70MPa級水

素ステーションにおいては、35MPa級水素ステーション 

に比べ、離隔距離が延びることから大きな敷地面積が必要となるため更なるコンパクト化が必要とな

る。 

敷地面積削減のひとつの方法として、高圧ガス設備の地下設置、屋上設置が考えられるが、これに

ついては法文上記載がないため、こういった配置計画は国内では前例がない。そこで 70MPa級水素ス

タンドにおいて、①一般高圧ガス保安機側第 7条の 3（離隔距離の緩和措置なし）に従った場合、②一

図 3-1屋上設置の設計例 

 

地上階 

 

屋上階 
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ず 図 3-3 反射後の圧力の時刻歴波形 
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ず 図 3-5 設置イメージ図 

ず  壁 

ず 反反射圧低減板 

般高圧ガス保安機側第 7条の 3（離隔距離の緩和措置あり）に従った場合、③高圧ガス設備を地下に設

置した場合、④高圧ガス設備を屋上に設置した場合、について配置検討を行い課題の抽出を行った。 

ここで、離隔距離については未制定のため、火気距離 8m、敷地境界距離、ディスペンサ公道距離 6m

と仮定した。図 3-1に屋上設置の設計例を示す。 

これらの配置検討を行った結果、法整備がなされていない地下式、屋上式の安全面に対する課題と

してあがった項目を表 3-1に記載する。 

表 3-1 安全面に対する課題 

方式 課題 

地下式 
閉鎖空間となるため強制換気等の滞留防止措置を取る必要がある。 

爆発時の爆風圧が周囲・地上に与える影響を考慮する必要がある。 

屋上式 着火時の火炎・輻射熱、爆発時の爆風圧が周囲に与える影響を考慮する必要がある。 

2）安全要素技術開発 

2-1）換気システム 

提案された地下式コンパクト水素ステーションに対して、漏洩水素

の拡散解析を実施し，必要換気量を確認した．現状の圧縮天然ガスス

タンドの法定換気量の 6割程度の換気量があれば、直径 0.2mmのピン

ホール連続漏洩に対しては水素ガスの可燃濃度以下に換気可能であ

ることを確認した。また、換気システムが停止した場合の水素ガス濃

度の拡散性状を解析し、時間経過に伴い水素ガスの可燃濃度範囲がどの程度まで拡大して行くかを確認

した。図 3-2に水素ガスの濃度コンター図を示す。 

2-2）反射圧低減壁及びエネルギー吸収壁 

反射圧低減壁の材料および構造の検討を行い、効果的な反射圧低

減壁を提案するとともに、提案された低減壁の低減性能，および低

減メカニズムを数値解析により確認した。その結果、反射波のピー

ク圧力を４割程度低減できることが明らかになった。図 3-3に反射

波の圧力の時刻歴波形を示す。 

数値解析により開発した反射圧低減壁の低

減効果を検証するために爆発実験を実施した

（図 3-4）。数値解析同様、反射波のピーク圧

が低減することが確認された。さらに、爆風圧

のエネルギーを吸収するエネルギー吸収壁に

ついて提案し、その効果を検証した。本技術を

機器室の壁に適用する際の設置イメージ図を

図 3-5に示す。 

2-3）水素燃焼制御システム 

 漏洩水素ガスの燃焼・爆発のリスクに対し、水噴霧と不活性ガスの効果によ

り、水素の燃焼を抑制し、その空間の安全を維持するシステムを開発した（図 3-6）。 

水噴霧はその粒径が重要であり、平均粒径が 16ミクロン

のものを用いた。不活性ガスとしては、ヘリウム、二酸化

炭素、および窒素の様々な濃度の組み合わせを検討した。 

試験体 試験装置

圧力センサ

試験体 試験装置

圧力センサ

試験体 試験装置

圧力センサ

漏洩箇所

2%

1.5%
漏洩箇所

2%

1.5%

ず 図 3-2 水素ガスの濃度コンター図 

ず 図 2-3 

ず 図 3-4 検証実験の様子 

ず 図 3-6 燃焼実験の概要 
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実験の結果、水素濃度 8％および 16％いずれの場合でも、水噴霧と不活性ガスの効果により燃焼伝播

の防止が可能であることが判明した（図 3-7）。結果の一部を表 3-2に示す。 

 

 

これらの結果から、水素濃度が 8％の場合に、燃焼伝播を防止するた

めには、水噴霧が８ノズル、ヘリウム 20％が適当である。水素濃度が

16％の場合には水噴霧が８ノズル、二酸化炭素 5％＋ヘリウム 50％ある

いは窒素 55％が適当である。 

 

 

表 3-2 水素濃度 8%、水噴霧 8ノズルの場合の各ガスでの伝播限界濃度と燃焼速度 

ガス He CO2 N2 CO2+He CO2+He CO2+N2 CO2+N2 

伝播限界濃度（％） 20 25 35 5+15 10+10 5+15以上 10+10以上 

最少燃焼速度（m/s） 0.127 0.094 0.141 0.113 0.102 0.132 0.105 

＊伝播限界濃度は燃焼伝播を防止できる最少ガス濃度（体積％） 

＊最少燃焼速度は燃焼が防止できなかった実験条件のなかで、最も遅い燃焼速度である。 

 

水噴霧による気流により燃焼が促進

される可能性があるため、気流速度を

低減するための器具(図 3-8)について

検討した。高速度カメラで撮影した画

像を処理することで気流速度を測定す

る(図 3-9)。水噴霧用のノズルに適当

な形状の囲いを設けることで気流速度

が抑制できることを実験的に確認した。

最適な囲いの形状を今後検討する必要

がある。 

 

 

 

また実機への適用にあたり、水噴霧の濃度を定量的に評価する方法について検討した。実験装置の一端

から光を当て、もう一方で光強度を照度計で測定すること(図 3-10)により噴霧濃度を評価できることを

確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ず 図 3-7 燃焼伝播の防止 

ず 図 3-8 気流抑制の概念 ず 図 3-9 実験と画像処理による評価 
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ず 図 3-10 実験装置の概要 

ず 図 3-11 噴霧濃度の変化 
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ず 図 3-12 CO2による不活性化の概

念 

2‐4) 水素の不活性化に関する研究 

地下室のような半閉鎖空間に不活性気体を注入することにより、漏洩水素の着火を防止するのに加え

て、排気筒から外気に放出した場合にステーションの近隣での着火を防止する安全濃度を保つという新

しい概念の安全技術である。 

図 3-12に CO2による不活性化の概念を示す。空気中における水素

の可燃範囲は、水素濃度が燃焼の下限界（4％）から上限界（75％）

であるので、H2、Air、CO2混合気の可燃濃度は図に示す３角形に近

い形状になる。 

この可燃濃度の境界（いわゆる可燃限界）は測定装置、測定方法

に依存する値であるが，ここでは特に厳しい条件として裸火が存在 

する場合の可燃限界を測定するために、パイロットバーナの周囲に

H2、Air、CO2混合気を流通させる燃焼器を制作した。本測定結果と

従来の火炎伝播による測定結果（途中まで伝播した場合も含む）か

ら最も厳しい条件を可燃濃度とした。H2および Airの頂点から可燃

と判断された実験結果の外側に接する直線を引いて安全濃度を示す

２つの CO2分圧比を定義した。 

  Y＝CO2／（CO2＋空気）≧ 0.75        (1) 

  Z＝CO2／（CO2＋H2）≧ 0.9           (2) 

これら両方の条件を満たす領域が図の「安全濃度」と記された四角形であり、不活性化の対象空間を

常にこの濃度範囲に制御することにより、水素が漏洩しても空間内が可燃濃度になることが避けられる。

さらに、漏洩した水素が拡散混合により安全濃度になれば外部に放出してもステーション外の点火源に

より着火することが避けられる。 

さらに、熱流体解析ソフト STAR-CDを用いて空間内に放出された水素の流動・拡散挙動を計算するこ

とにより、漏洩水素の流動・拡散の基本的特徴を明らかし、水素ステーションにおける不活性化空間設

計の指針を得た。 

3）水素ステーションの安全性評価 

3-1) 適用検討 

標準型として地下式 517m2のステーション形式を選択し、各安全システムの適用を検討した。原則とし

て換気により水素漏洩時の滞留を防止するものとし、配管破断などの大規模漏洩時に対して安全性を確

保できるよう各安全システムの適用を検討した。具体的には、地下室内での着火・燃焼拡大を防止する

ため地下室全体に燃焼制御システムを適用し、高濃度な水素ガスが換気筒から外部に放出される際に、

外部での燃焼・爆発を防止するため、放出ガスを不活性化することとした。また換気筒内に圧力低減板

を設け、地下室内での爆発が生じた際に、換気筒から外部に放出される圧による周辺の被害を低減する

構造とした。例として燃焼制御システムの系統図を図 3-13に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給排気口：爆風圧低減システム

地下室全体：換気システム・燃焼制御システム

放出ガス：不活性化システム

地下式ステーション（517m2） 

図 3-13 安全システムの適用概念 
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3-2) 爆風圧低減システムの検証 

圧力低減板による効果を検証するために、換気筒の一部および外

部空間を再現し、解析的な検討を行った。低減板の数および間隔を

変えて検討した圧力時刻歴を図 3-15に示す。低減板の数が多いほ

ど、間隔が広いほど圧力が低減されており、複数枚の低減板を設け

ることで、外部空間での圧力が 3割程度低減できることを確認した。 

また数値解析結果の妥当性を検証するため、数値解析と同様の条

件での実験を行い、両者の整合を確認した（図 3-16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-3) 換気システムの検証 

ピンホールが生じた場合の水素漏洩量に対して必要な換気

量を解析的に検証した。圧縮天然ガススタンドに準じた換気量

（水素ガス漏洩量の 64倍）を確保した場合に、圧力 80MPaの

配管に、径 0.2mmのピンホールが生じ、水素ガスが連続漏洩す

るものとして検討を行っている。 

解析結果からは高濃度の水素ガスが滞流している部位は見

られず、地下室のほとんどで水素ガス濃度は１％以下となって

いることがわかる。 

漏洩条件は連続漏洩としているが、仮に検知器が作動しない

場合でも、換気が確保されている場合は、地下室全体が下限界

濃度以下となることを確認した。 

一方で配管破断時においては、地下室全体に高濃度の水素が

滞流することが想定される。配管破断時の水素の拡散挙動およ

び換気により排出される水素ガスについて定量的な評価を行い、

ステーション外での着火・爆発を防止するための不活性化処置

について検討する。 

 

3-4) 耐圧建屋成立性検討 

水素漏洩に対しては原則として換気により対応し、燃焼制御

システムにより地下室内での着火・爆発を抑制するが、最悪の

事態として地下室内での漏洩水素への着火・爆発に対し内圧を

抑え込める建屋耐力を確保するものとする。水素量としては１バンク内の全量（3×100ℓ）を想定する。 

 

図 3-14 数値解析 

(a) 枚数を変化      (b) 間隔を変化 

図 3-15 低減板の効果 図 3-16 検証実験 

地
下
室
内
水
素
量

時間

換気なし

換気あり

換気による最大量の低減

（不活性化して外部放出）

↓バンク内全量漏洩

↓設計対象とする水素量

図 3-18 水素量変化イメージ 

図 3-17 換気検証解析 

図 3-14 数値解析モデル 
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3-5) リスク評価 

リスク評価の前提とした各安全システムの作動フローを図 3-19に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓄圧器ならびに圧縮機の地下設置に際して、抽出された150 件の事故シナリオ（FMEA143 件、Hazop7 件）に関

し、多重防護安全対策（不活性化システム、爆風圧低減システムならびに燃焼制御システム）を採用した場合のリス

ク評価を実施した。 

多重防護対策付加ケースのリスク評価結果は、既存安全対策実施ケース（一般則第 7条の 3 で採用されているよ

うな安全対策）と比べ、改善効果（H→M:1 件、M(AⅡ)→M(AⅢ):31 件）が得られた。 

 

A B C D S A B C D S A B C D

Ⅰ 4 1 2 39 Ⅰ 1 3 Ⅰ 1 2

Ⅱ 7 7 30 Ⅱ 22 42 Ⅱ 22 11

Ⅲ Ⅲ Ⅲ 32

Ⅳ 2 1 18 Ⅳ 1 25 3 Ⅳ 1 25 3

Ⅴ 39 Ⅴ 17 36 Ⅴ 17 36

　リスク高（H） 　リスク中（M） 　リスク低（L） S：本質安全

③多重防護対策付加ケース

小←可能性→大

大
←

影
響
度
→

小

小←可能性→大

大
←

影
響
度
→

小

①安全対策なしケース ②安全対策実施ケース

大
←

影
響
度
→

小

小←可能性→大

 
 

3-6) 安全性評価結果 

地下室内は密閉空間であることから、漏洩水素に着火した場合は、建屋が破壊し、周辺に甚大な被害

を及ぼすこととなる。そこで原則として換気を行い、地下室内に水素が滞留しないよう措置を講じた。 

充分な換気を行うことにより、軽微な漏洩においては安全性を担保できる。一方で配管破断時におい

ては、地下室全体に高濃度の水素が滞流することが想定されるが、放出ガスに対する不活性化、地下室

内の燃焼抑制により、着火・爆発の可能性を低減できる。また地下室内での爆発の際には内圧を充分に

抑え込める建屋耐力を確保し、圧力低減板を用いることで、周辺への影響を低減できるものと考えられ

る。 

 

図 3-19 安全システムのフロー 

水素漏洩 換気 爆発を生じない 

外部で着火しない 

爆風圧の低減 

爆発を生じない 燃焼制御 

不活性化 

着火 

下限界以下 

外部放出 

滞留 

着火・爆発の恐れ 

抑制成功 

抑制不可 
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4) 水素ステーションの経済性評価 

4‐1) 土木・建築工事費 

各建屋形式別に行ったコスト比較を表 3-3に示す。 

 

表 3-3 各建屋形式別コスト比較 

 地上式 高架式 地下式 

機器設置等 ベース配置 緩和適用 キャノピー式 地下設置 低圧容器設置 

敷地面積(m2) 876 613 517 517 390 

土木・建築工事費（億円) 0.72 0.54 0.56 0.78 0.81 

土地代（億円) 6.12 4.40 3.82 3.82 2.88 

注）貯蔵容器は 70MPaを想定 

  地下式低圧容器設置は貯蔵容器を 35MPaとして、必要離隔距離を緩和した場合 

  斜体の数値は概算値 

  地下は都区内の主要駅から 10km圏内とする 

  土木・建築費は直接工事費とする 

 

4‐2) 各安全システムのコスト概算 

表 3-4に各システムのコスト概算を示す。不活性化システムの CO2および燃焼制御システムの Heガス

関係設備が高コストとなっていることが確認できた。 

 

表 3-4 各安全システムのコスト概算 

 費用（億円） 備考 

不活性化システム 0.60 機器弁類：0.31億/配管工事 0.19億 

燃焼制御システム 0.47 機器弁類：0.22億/ミスト配管工事：0.05億/He配管工事：0.12億 

爆風圧低減システム 0.03  

 

4‐3) 経済性評価結果 

建屋形式を地下式とした場合、ベースとなる配置に対し、土木・建築工事費は同程度となるものの、

必要敷地面積の縮小による土地代の低減効果が大きく、合計ではベースとなる機器配置に比べ、約６割

程度になることを確認した。 

また各安全システムについて導入コストについては、ガス関係の機器・弁類が大きなコストを占めて

おり、コストの低減には各安全システムの要求性能および仕様を明確にし、合理化を行う必要がある。 

 

5) 水素漏洩検知システムの構築 

多重防護安全システムの検出・作動条件となる水素漏洩検知システムに関する仕様、開発動向の調査を実施

した。 

現状、水素ステーションでは、設置場所、検出濃度に応じて、接触燃焼式（高濃度用）、熱線型半導体式（低濃

度用）の 2種類の水素漏洩検知器が使用されている。これらの漏洩検知器は応答の速い熱線型半導体式におい

ても、秒単位の応答速度となっている。 

一方で、超音波や水素吸蔵合金といった他の検出原理を用いて応答速度を改善した新規の水素漏洩検知器の

開発も進められているが、未だ実用段階になく、コスト低減等の課題も存在する。 

このため、本研究では、既存の水素漏洩検知器をベースにシステム構築を行い、応答性等の問題点の洗い出

しを行うこととした。 
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表 5-1 水素漏えい検知器の仕様と特徴 

方式 
ｽﾃｰｼｮﾝ 

利用 

水素 

選択性 
応答性 測定レンジ 精度等その他 

熱線型半導体式 ○ あり ◎ 低濃度域 長寿命、長期安定性、耐久性 

ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ部に用いられる 

接触燃焼式 ○ なし ○ LEL付近 高精度、温度、湿度の影響なし 

水素ｽﾃｰｼｮﾝでよく用いられる 

気体熱伝導式 △ なし ○ 高濃度域 触媒の劣化、被毒なし 

半導体式 × なし ○ 低濃度域 長寿命、長期安定性 

 

 

6) 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

区分 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

（プレス発表等） 国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 3件 0件 0件 0件 0件 0件 

H21FY 3件 0件 0件 0件 0件 0件 

H22FY 0件 0件 0件 0件 0件 0件 

H23FY 0件 0件 0件 0件 2件 0件 

H24FY 0件 0件 0件 0件 1件 0件 

（※Patent Cooperation Treaty：特許協力条約） 

４． まとめ及び課題 

1) 水素ステーションの試設計と課題の抽出 

一般高圧ガス保安規則第 7条の 3をベースに、高圧ガス設備を地下に設置した場合、屋上に設置した

場合等のコンパクト化配置検討を行った。 

試設計を実施した各配置案に関し、万一の漏洩・着火・爆発時の周囲に与える影響の評価ならびに安

全対策の付与によるコンパクト化案の妥当性を検証する必要がある。 

 

2) 安全要素技術開発 

2-1）換気システム 

提案された地下式コンパクト水素ステーションを対象に必要換気量を明らかにした。今後の課題とし

て、地下室サイズと換気量および最適な給排気口の位置の関係を明らかにする必要があると考えられる。 

 

2-2）反射圧低減壁及びエネルギー吸収壁 

数値解析により反射圧低減壁の開発を行い、検証実験によりその性能を確認した。さらに、エネルギ

ー吸収壁について提案し、その効果を検証した。今後の課題として、水素ガスでの検証や実規模サイズ

での性能確認が必要であると考えられる。 

 

2-3）水素燃焼制御システムの開発 

漏洩水素ガスの燃焼・爆発のリスクに対し、水噴霧と不活性ガスの効果により、水素の燃焼を抑制し、

その空間の安全を維持するシステムを開発した。また、噴霧時において、燃焼を促進する可能性のある

気流の抑制方法および噴霧濃度の定量的評価手法について実験的に検証した。今後、実規模に近いサイ
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ズでの燃焼制御実験、ならびに可能性としての水素の最強の濃度である 30%程度での燃焼抑制実験が必要

であると考えられる。また、誤報の識別を含め、水素センサとの連動によるシステム化を検討する必要

がある。 

 

2-4) 水素の不活性化に関する研究 

CO2による半閉鎖空間の不活性化の指標となる安全濃度については信頼性の高い値が得られたが、漏洩

水素の流動・拡散挙動については空間内の機器の配置、水素漏洩場所、水素漏洩量に依存するので、ス

テーションの設計に当たっては実状に合った条件設定による流動・拡散挙動の計算が必要である。 

 

3）水素ステーションの安全性評価 

各安全システムの実機への適用を検討した。爆風圧低減板の効果として、出口での爆風圧を 3割程度

低減可能であることを確認した。また換気システムにより、0.2mmピンホール発生時の連続漏洩に対し、

地下室内が下限界濃度以下となることが確認できた。 

耐圧建屋として事故時の圧力を抑え込む構造とし、構造形式を選定した。 

また安全システムを適用したステーションに対しリスク評価を行った。蓄圧器、圧縮機の地下設置に際し

て、多重防護安全対策を採用することにより、改善効果が得られたが、多重防護安全対策がより効果を発するための

システム改善、システムの組合せが課題となる。 

 

4) 水素ステーションの経済性評価 

各建屋形式別コスト比較を行った。都市部における水素ステーションの建設においては、その地代を

考慮した場合、機器の高架設置式、地下設置式が低コストであることが確認できた。さらには、このコ

ストをベースとして、合理化検討による低コスト化へと繋げる。また各システムの要求性能および仕様

を明確にし、システムの合理化をはかる必要がある。 

 

5) 水素漏洩検知システムの構築 

多重防護安全システムの検出・作動条件となる水素漏洩検知システムに関する仕様、開発動向の調査

を実施した。 

応答速度を改善した新規の水素漏洩検知器の開発も進められているが、未だ実用段階にないため、本

研究では、既存の水素漏洩検知器をベースにシステム構築を行う必要がある。検知の確実性、応答速度

等、信頼度の高い検知システムの構築が課題となる。 

 

6) 総合評価 

都市型コンパクト水素ステーションとして、地下室型のステーション形式について検討を行った。 

密閉型であることから、水素の検知が確実となり、安定的な環境であることから、解析結果の信頼性

が向上するものと考えられる。また暴露環境下にないことから、機器・配管類の更新頻度が低減でき、

ランニングコストが圧縮できるものと考えられる。 

また地下に埋め込まれていることにより、車両や航空機といった外部飛来物に対して潜在的に安全性

が向上し、万が一の事故時には側面地盤により、建屋の壁を支持することが可能となる。また必要敷地

面積の縮小により、土地代が低減でき、イニシャルコストが低減できる。 

一方で、機器へのアクセスが煩雑となることにより、維持運転上の手間が増加する可能性があり、大

型の機器更新は困難になるものと予想される。また耐圧構造による躯体の物量増加および安全システム

の導入により、コストが増加することが予想される。 

５． 実用化・事業化見通し 

コンパクトな機器配置が実現され、安全要素技術の目途が立ったことから、H24年度までの検証で成

立性が確認できた。都市型コンパクト水素ステーションの実用化にむけては、安全性、経済性および

運用面での実証の為のモックアップ実験が不可欠である。 



Ⅲ2.2-9(11) 

 

燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）作成

フェーズ1

技術実証
フェーズ２
技術実証
社会実証

フェーズ３
普及初期

フェーズ４
本格商用化

2010 2011 2015 2016 20XX

水素ST設置数

FCV台数

2020年
FCV ：5万台
水素ST ：1000箇所

2030年
FCV ：100万台
水素ST ：5000箇所

2015年

事業化

技術課題の解決

事業化の検討

FCV普及開始

燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）作成

フェーズ1

技術実証
フェーズ２
技術実証
社会実証

フェーズ３
普及初期

フェーズ４
本格商用化

2010 2011 2015 2016 20XX

水素ST設置数

FCV台数

2020年
FCV ：5万台
水素ST ：1000箇所

2030年
FCV ：100万台
水素ST ：5000箇所

2015年

事業化

技術課題の解決

事業化の検討

FCV普及開始

ず    図 5-1 水素ステーション普及シナリオ 

図 5-1に燃料電池自動車と水素ステーションの

普及に向けたシナリオを示す。燃料電池自動車等

が普及開始する H27年度には、今後の低コスト検

討・標準化により事業化できる見通しである。 

水素ステーション以外にも水素供給インフラ全

体、例えば水素製造プラント、および大量需要の

ための大・中規模水素貯蔵施設等の建設へ事業展

開ができる。 



�������	
��23����24�10��
��������������� !"��"#$%&'�()*+!",�-./012345%67893:%;<�=>?�@AB1CDEF%��GHIJ


KLMN� �������������� "#$OPQ&' RSTUV�0WXYCZ[

�"#$\]�^O_`OIa+"#$��bcdefg�hO"i�jOklmnOop%�q?r����stuvwxy%&'*IJ
�z{�q?r����uvwxy1|B"#$O\ �^}������1~<t$���nO_`%��*"#$O���\ O��n_`%�����t+

���/PQ����� �����O�����PQ��

������eO����e1�st���d*9+�
���e�� �c!¡��¢£*¤O1�*9���
���e ���!¡��¢:¥��td¤;�¢�tJ
¦"������!§7!"¨"g�h¢©ª«¬d7t
�d1®9\ zO¯°± ²¤Ia+ �c����

A.����  �c!"��"#$O��
\]³´"i 40 MPa�()³´"i 45MPa
\]µ¶"i 87.5MPa�()µ¶"i95MPa
bc 1200Nm3/h �·�¸ 2¹

\]�1º�»% �¼¶*7¤

�PQ�½

 ��"#$%&'��¾*¿kl�O�����ÀÁ�
�%:¥1*+ÂÃÄOÅÆÇÈ%:¥1st�d%��d
stJ

�z{��OÉD$%&'�()*+CD¢�6��
�tJ"#$ÊËÌ»OÍÎnOIa1ÏÐ&'
*IÑ!" ÒÓÔ�%ÕÖg�h�x�d*9× 

ØÙÚ�Û�g�¯Ü:¥7��OÉD$%&'�()*+
CD¢�6���B+_¾�^%_`�J

Ã.!ÝÞ�ßà\]1�stáâãOäA*
å�æOçnè§¢«¬7Ia\]1|B_¾stJ

éÙ"#$\]�^O_`OIa+"#$��bcd+
efg�hO"i�jOklmnOop%+"#$
O2ã%êa9�q?r����stuvwxy%&'

ë ÉD$Úì�>
ìÚ��íÌî�
ïÙ()µ¶"i95 MPa+\]µ¶"i 87.5 MPa+bc

1200 Nm3/h O"#$OÉD$%&'�()�CDstJ
Ø.Ú�Û�g�¯Ü1|t:m¡\]1�ðstJ
ÃÙ������������1~<t!""#$O\]
O2ñ��t!ÝÞ�ßà\]1�stáâãOä

��ò� ���� �óè
§

�PQ���da
*IJ�O��%ô *9õö�÷
øù������7úOHySUT�
¾ûüdÀý*I�ð%�aIJ

E.ÉD$O\]è§1|tÉ()
\]þ�%��*9��stJ

O2ñ��t!ÝÞ�ßà\]1�stáâãOä
A*%�<tJ
éÙ"#$\]�^O_`OIa+"#$��bcd+e
fg�hO"i�jOklmnOop%+"#$O2
ã(�b"iOmn1�;bcmn7ú)%êa9�q?
r ���stuvwxy%&'st �� ����  �c!"��

"#$O()�CD
	


� Ú�Û�g�¯Ü1|t:m
¡\]�O�ð

	

� !ÝÞ�ßà\]O�ð 	

��O��
��=>?�@
H24�����

r����stuvwxy%&'stJ
�ÙÉD$O()�CD�É�þ�+~|�HySUT7úÊ�
��dÀý1|B+�¾�������� O()µ¶"
i100 MPaÑ�"#$O()%��*+É�)�%��
stJ

����¯È���� �� n�ûünOäA*

�� !ÝÞ�ßà\]O�ð 	

 � ��bc�efg�h"i�j
�q?r����!"#&'

	

$� ÉD$()O\]þ�%()
1��

	

ÉD$OCD�(%Eû���+\]%
��*+ÉD$$¥+ã¥O_¾%6;J

2&¶' ()'* +æ'* ,-�

M 0 0 0

1��

NEDO �����
ÉD$1|t_¾þ�%��GHI�
������� !"��"#$%
2013�|B./01O2���tJ



Ⅲ2.2-10(1) 

直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発 

 

 

実施者：株式会社神戸製鋼所 

 

 

１．事業概要 

 燃料電池自動車の電気自動車に対する優位点として、電気自動車では大容量高速充電

が難しいのに対して燃料電池自動車用水素は高速充填が可能であるという点がある。燃料

電池自動車の本格的普及のためには、連続充填が可能な普及型水素ステーションが設置

整備されていることが前提となるといわれている。これまで天然ガスステーションで適用され

ていた差圧充填方式では、高価な高圧蓄圧タンクが多数必要となることに加えて運用上の

制限も大きいため、大容量直接充填用水素圧縮機を開発・実証し、短時間での高速充填・

連続充填を可能にすることを計画した。 

本研究開発では、直接充填方式の水素ステーションに適用する運転吐出圧力87.5 MPa 

かつ水素流量 1200 Nm３/h の圧縮機の試作機を開発・設計・製作し、単体試験により性

能および耐久性を確認し、実用化課題の抽出を行う。なお、試作機の開発・設計・製作に際

しては、所定の安全性、耐久性、実用性、経済性等を得るために必要な構造、使用材料（水

素脆化も考慮する）等を検討する。 

さらに、上記の設計・製作、試験結果に基づいて、設計吐出圧力100 MPa超級圧縮機の設計を

行うとともに、この圧縮機を実際の水素ステーションに設置して性能、耐久性、安全性等を実証す

る場合の試験計画を策定する。なお、この圧縮機の仕様は、水素供給・利用技術研究組合

（HySUT。以降、HySUT と記す。）などのユーザーの意向に基づき設定されるものとする。 

 

２．事業目標 

２－１.  目標 

設計吐出圧力 95 MPa、運転吐出圧力 87.5 MPa、流量 1200 Nm3/h の圧縮機の試作機を開

発・設計・製作する。 

 圧縮機および電動機・ガスクーラーなどをひとまとめにした高圧圧縮機ユニットは、その大きさが

概略 5 m×2.7 m×3 m(H) 以下であり、インバーター制御による可変速度運転に対応する。試作

機で運転吐出圧力 87.5 MPa、流量 1200 Nm3/h の運転ができることを確認し、さらに直接充填方

式の水素ステーションにおける高圧圧縮機の運転の特徴である高頻度起動停止運転に対する耐

久性の見通しをつける。試作機の接ガス部に使われた部材に対して機械試験を実施し、材料の

耐水素脆性性能に係るデータを取得する。 

また、圧縮機の運転方法の検討のため、圧縮機の水素流量と、車載タンクの圧力・温度の時間

変化の関係を、圧縮機の特性(下流圧力の変化に伴う流量変化など)を含めてシミュレーションす

るプログラムを開発する。 

上記の試作機の設計・製作・試験結果、および HySUT などのユーザーと連携して、実証水素ス
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テーション用の設計吐出圧力 100 MPa 超級圧縮機の設計を完了し、試験計画を策定する。 

 

２－２．高圧水素圧縮機の試作仕様 

 高圧水素圧縮機の試作仕様を下記表１に記す。 

 【表１】  

 高圧圧縮機(試作) 

運転吸込圧力 (MPa) 40 

設計吸込圧力 (MPa) 45 

運転吐出圧力 (MPa) 

 目標値 

87.5 (最大) 

設計吐出圧力 (MPa) 95 

流量 (Nm3/h) 目標値 1200 (最大) 

シリンダ本数 2 本 

シリンダ材料 SUH660相当材  

運転中の水素の大気ベント

量 

0 Nm3/h。 ベントを外部放出しない。 

ベントは、低圧圧縮機吸込ラインに戻す。 

備考 吸込圧力 35 MPa 、吐出圧力 87.5 MPa の

ときの流量は、1050 Nm3/h (参考値)。 

 

 

３．事業成果 

 

３－１ 試作高圧水素圧縮機の開発・設計 

 耐水素脆化材料を調査した上で総合的に考慮し、使用材料・材料の強度値を決定した。高圧ガ

ス保安協会に特認申請を行なって認可を受け、スケジュール通りに製作工程を進捗させた。この

特認申請においては、ユーザーサイドである HySUT と連携して全体工程を進めた。 

 圧縮機および電動機・ガスクーラーなどをひとまとめにした高圧圧縮機ユニットの大きさは 実質

的に 5 m×2.3 m×.2.7m(H) となった。 

 今回のユニット平面図を以下の図１に示し、その外形を図２に示す。  

 【図１】 
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【図２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

占有面積は 5 m×3.1 m×.2.7m(H)となっているが、図１を参照してわかるように、上部に設置して

いるチューブタイプのアフタークーラーの占有面積が大きい。図１には E-51・E-61 の 2 基が記載さ

れているが、上側の E-51 は単体試験で水素循環させるための吸込ガス冷却クーラーであり、実

機では存在しない。この部分を除くと 5 m×2.3 m×.2.7m(H)である。70MPa という超高圧水素が圧

縮により 150℃の高温になったガスを冷却水により冷却するためにアフタークーラーが必要である。

耐圧的に難しいこともあり、従来は高圧チューブの外側を水冷するタイプのアフタークーラーが採

用されてきたが、その設置面積が大きくなってしまうことが問題であった。既存の高圧水素圧縮機

は、いずれもアフタークーラーが非常に大きなものになっている。この超高圧水素の冷却に、神戸

製鋼所機器本部の開発した新型プレートフィン熱交換器（本研究開発の範囲外で開発した熱交換

器）を採用することで、熱交換器部を１／30～1／100 のサイズにコンパクト化することを可能にし、

今回の技術開発の中で大容量超高圧水素圧縮機用アフタークーラーとして採用可能であることを

示す予定である。 

 これら確認結果を反映し、年度末の報告書においては、さらなる小型化の見通しを反映した設

計結果を報告する。 

 

３－２ 運転吐出圧力 87.5 MPa、流量 1200 Nm3/h の運転の確認 

 2012 年 10 月からの試運転において、運転吐出圧力 87.5 MPa、流量 1200 Nm3/h の運転性能・

耐久性を確認する。 

 運転吐出圧力 87.5 MPa、流量 1200 Nm3/h の能力を示すこと、シール部リークガス量、運転期

間を通したシール部リークガス量の変化をデータとして取得し、耐久性を検証する。この試験によ

り必要なシール機構の目処をたてられる予定である。 

 

３－３ インバーター制御による可変速度運転・高頻度起動停止運転 

 直接充填方式ステーションにおける高圧水素圧縮機の運転においては、高頻度起動停止が求

められる。 

 実際の起動時にモーターコイル部の温度上昇が無視できるほど少ないことを確認し、コイル部

での温度上昇・絶縁低下による再起動への障害がないことを確認する。またインバーター制御に

より 30%～＋130％までの可変速度運転を行い問題なく運転できることを確認する。 

 さらに J2601 に対応するために必要な流量制御を確認する。充填モデル流量カーブに従った
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35Mpa/45MPa２段階の吸い込み圧力において、圧力／流量毎にバイパスバルブ・流量制御バル

ブとインバーターの組み合わせで運転を実証する。また高頻度起動停止運転を繰り返して行い、

試作機における接ガス部の劣化状況を観察し耐久性の見通しを得る。 

 

３－４ 材料の耐水素脆性 

 試作機の接ガス部に使われた部材に対して機械試験を実施し、材料の耐水素脆性性能を取得

する予定である。 

 

３－５ 圧縮機運転方法の検討  

圧縮機運転方法の検討のため、圧縮機水素流量と、車載タンクの圧力・温度の時間変化の関

係を、圧縮機の特性(下流圧力の変化に伴う流量変化など)を含めてシミュレーションするプログラ

ムを開発した。 

 【図３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このプログラムをもとに、HySUT と連携して水素ステーションに求められる運転形態を明確にし、

千住ステーションや海老名ステーションの運転形態を検討・報告した。 

（後日、その内容を追記予定） 

 

３－６ 実証試験の計画 

 実証試験を想定し、性能とコストに関するユーザーニーズをもとにさらなる小型化の検討を反映

した高圧水素圧縮機ユニットを計画・設計する。 

 

３－７ HySUT 実証事業との連携 

 HySUT 実証事業で計画中のプロトコル検証・ステーション検証に協力し、本研究で試作する圧

縮機と同一仕様の別の圧縮機を NEDO 殿ご指示により製作し、千住ステーション、海老名ステー

ションそれぞれに納入する予定である。 

 

３－６ 特許、論文、講演、報道等の件数 

 下記表２に、特許、論文、講演、報道等の件数を示す。 
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 【表２】 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出

願 

査読付き その他 

H23FY 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H24FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

４．まとめ及び課題 

（１）直接充填方式ステーション用高圧水素圧縮機の試作 

設計吐出圧力 95 MPa、運転吐出圧力 87.5 MPa、流量 1200 Nm3/h の圧縮機の試作

機を開発・設計した。この圧縮機は平成 24 年度にも引き続いて製作中で、機械試運転

を完了し続いての実ｶﾞｽ運転の準備中である。 

運転を通してシール部リークガス量の変化をデータとして取得し、耐久性を検証する。材

料の耐水素性についても確認する。 

（２）インバーター制御による可変速度運転・高頻度起動停止運転 

試作機によりインバーター制御・可変速度運転・高頻度起動停止運転が可能であること

を検証する予定である。 

 （３）圧縮機運転方法の検討 

圧縮機の運転方法の検討のため、圧縮機の水素流量と車載タンクの圧力・温度の時間

変化の関係を、圧縮機の特性を含めてシミュレーションするプログラムを開発し、実証試

験計画に適用するとともに千住・海老名ステーションなどの計画に適用するなど、

HySUT 実証事業と連携した対応をおこなった。 

 （４）実証試験の計画 

実証試験を想定し、性能とコストに関するユーザーニーズをもとに、小型化のニーズを

反映した高圧水素圧縮機ユニットを計画・設計する。 

 

５．実用化・事業化見通し 

本研究開発で得られた成果をもとに、水素ステーション用高圧水素圧縮機を 2013 年度より市

場投入の予定である。また試作の成果を反映し、継続的に小型化低コスト化を実施していく。 

高圧水素圧縮機のみでなくプレクーラーにも適用可能な小型の熱交換器も開発し、水素ステー

ション全体のコンパクト化・最適化やインバーター採用による受電設備の低コスト化に貢献した。 

直接充填方式水素圧縮機は、充填プロトコル J2601 に対応した柔軟な運転・3 分間の短時間で

の充填／連続運転に対応しており、中間蓄圧タンクの最適化、高圧蓄圧タンクを低減することが

可能であるため、水素ステーション全体の設備コスト低減・小型化に寄与することが確実な状況で

ある。 

以上 
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「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発／水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用す

る金属材料開発、および国際標準化・規制見直しに資する評価試験法の開発、材料データ

の取得に係る研究開発」 

 

                                                             愛知製鋼株式会社 

新日鐵住金株式会社 

共同実施：新日鐵住金ステンレス株式会社 

独立行政法人物質・材料研究機構 

 

1. 事業概要 

本研究開発は、水素環境下で用いられる車載用機器類、供給用インフラ、あるいは関連機

器、設備等を支える金属材料について、主としてステンレス鋼および低合金鋼を対象として、

より高強度で、より安価で、より使いやすい新たな材料を開発し、基準化、標準化されるも

のとすべく、それらに向けたデータを取得し、本分野におけるブレークスルーに資すること

を目的とする。このために必要な以下に示す課題を実施者が連携を図りつつ、分担して実施

する。 

なお、この開発の背景として、平成21年度まで実施された「水素社会構築基盤整備事業」

において実施された、SUS316L等の高い耐水素脆性を示す金属材料の特性をも参照しつつ、

同事業で蓄積された基準化・標準化のための技術の活用および発展をも目指すものである。 

なおまた、本研究開発は、金属材料に関する研究開発であり、「水素製造・輸送・貯蔵シ

ステム等技術開発」において十分に活用されるべき内容であることから、実施者間の連携は

もちろんのこと、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」に参加する各社、各機関と

の連携、情報交換等を密接に行って、適切かつ速やかな研究開発の実施を図るものとする。 

 

①高圧水素および液体水素関連機器に用いるステンレス鋼および関連評価試験法の開発 

②高圧水素配管・容器材料の研究開発 

③高圧水素バルブ・継手用ステンレス鋼に係る研究開発 

④低温及び高温ガス環境下での材料特性に関する研究 

 

2. 事業目標 

2-1 高圧水素および液体水素関連機器に用いるステンレス鋼および関連評価試験法の開発 

高圧水素ガスを燃料として搭載した燃料電池自動車、それに水素を供給する水素ステーシ

ョン等のインフラ、水素を製造・輸送・貯蔵する際に用いる低～高圧水素および液体水素用

の容器等の各種機器・部品に使用する金属材料について、自動車業界やインフラ業界等の関

係ユーザからの要望を踏まえ、低コスト・高強度・高加工性等の高機能特性を有する水素関

連機器用新規ステンレス鋼を開発する。また、各種水素環境下にて材料特性評価を実施し、

これら材料の基準・標準化に必要な安全検証・裏付けデータを取得する。取得されたデータ

は、本開発を実施する他社のデータと併せ、「水素基盤整備事業」で開発されたデータベース
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システムに蓄積を図るものとする。これらの結果をもとに、国際標準化・規制見直しに資す

る評価試験法を整備する。 

 

2-2  高圧水素配管・容器材料の研究開発 

 燃料電池自動車や水素ステーションに用いられる金属材料については、高圧化や軽量薄肉

化に対応するためより高強度の材料が要望されている。本研究は配管・容器用金属材料につ

いて、高強度かつ優れた耐水素脆性を有する新規ステンレス鋼・低合金鋼を開発する。 

 

2-3 高圧水素バルブ・継手用ステンレス鋼に係る研究開発 

水素用機器、システムおよび燃料電池自動車用高圧水素システム等で用いられる高圧水素

バルブ・継手等の軽量化（高強度化）、低コスト化（省資源化）及び長寿命化を目的として、

高圧水素バルブ・継手等に使用する冷間仕上オーステナイト系ステンレス鋼を開発し、高圧

水素環境下で使用できる材料種類の拡大を提案する。 

また、高圧水素環境下で使用するオーステナイト系ステンレス鋼の長期使用の観点から、

室温クリープ特性に及ぼす水素の影響を明らかにし、長期間使用に資する材料データを取得

する。 

 

2-4. 低温及び高温ガス環境下での材料特性に関する研究 

試験片内の微小な空隙に水素を封入する簡便な水素環境下材料試験法において、封入する

ガス量を大幅に削減することで、70MPa 高圧水素環境で使用される材料の特性評価や選定の

予備評価手段としての本試験手法を確立し普及を図る。また、本簡便な水素環境評価法を用

いて、開発したステンレス鋼や基準化・標準化の対象材料の低温から高温にかけての引張特

性や疲労特性等の材料特性を評価し、基準化・標準化に資するデータを取得し解析する。試

験温度は対象材料ごとに異なるが、低温としては、水素環境脆性が消滅する約-200℃から室

温にかけて、高温は急速充填時の最高温度より上の約 120℃までを想定している。さらに、

新たな水素環境下材料試験の簡便法を開発し、破壊靱性特性や疲労き裂進展特性の評価を行

う。 

 

 

以上の開発に加えて、これらの開発で得た知見を活用して、国内における長期使用水素関

連機器類について、バルブ、配管類を中心に解体調査を実施し、水素中で長期使用したこと

による劣化の有無、程度を調査する。 
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3. 事業成果 

3-1 高圧水素および液体水素関連機器に用いるステンレス鋼および関連評価試験法の開発 

a. 高圧水素ガス用材料の研究開発 

低コスト型水素ステーションのバルブ類、計器類、配管類への適用が期待されている低

コスト・高強度型の低Ni省Mo水素用ステンレス鋼「STH2(Fe-15Cr-6Ni-9Mn-2.5Cu-0.16N)」

の容体化処理材（15mmt厚板）から各種試験片を採取し、高圧ガス保安協会への特認申請や

水素ステーション設置都道府県の認可に必要と考えられる引張試験(-40～85℃、大気中、45

および90MPa水素ガス中、試験片平行部7mmφ)、疲労亀裂伝播試験（室温、大気中、45およ

び90MPa水素中、1TCT試験片)を実施し、データ採取を完了した。図1に示すとおり、-40℃

の高圧水素中でやや絞りが低下する試験片も認められたが、高圧水素中で特に顕著な脆化

や材料特性劣化はなく、所望の特性を有することが確認された。また、図2に示す通り、疲

労き裂伝ぱ特性も高圧水素中で低下しないことが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 STH2 鋼溶体化処理材の高圧水

素ガス中における疲労亀裂伝

播 特 性 お よ び 比 較 鋼

（SUS316L）の大気中における

疲労亀裂伝播特性（室温） 

 

図 1 STH2(Fe-15Cr-6Ni-9Mn-2.5Cu-0.16N)鋼溶体化処理材の高圧水素ガス中における引張特

性。平行部 7mmφ, 35mm 長の丸棒試験片を使用。 歪速度は、水素中 8×10
-5

s
-1、大気中

8×10
-4

s
-1
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また、40％冷間加工した材料（室温0.2%耐力；905MPa）の評価も実施し、図3に示す通り、

-40℃でやや絞りが低下する試験片もあったが、その程度はわずかであり、40％程度冷間加

工しても、問題となるような水素脆化を示さず、高強度材として期待できることが示され

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、STH2鋼の評価に加え、水素用の標準材であるSUS316L鋼厚板(28mmt)から切り出

した試験片(7mmφ)を用いて引張試験を行い、STH2やSUS316Lのように顕著な水素脆化を示

さない材料でも、低温、高圧水素ガス中では若干の脆化を示し、破面にその傾向が表れる

ことを示した（図4、図5)。また、厚板や太径棒等の厚肉材では一般に合金元素の偏析が包

含されており、試験片採取位置、試験片寸法、偏析の程度によっては見かけ上大きな脆化

が起こっているかのような低延性値が得られる場合があることを示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 40％冷間加工（冷間圧延）した STH2 鋼の高圧水素ガス中における引張特性。平行部

7mmφ, 35mm 長の丸棒試験片を使用。 歪速度は、水素中 8×10
-5

s
-1、大気中 8×10

-4
s

-1
 

 

図 4 STH2 鋼溶体化処理材の-40℃、90MPa 水素中引張試験破断試料破面 ① 脆性破面

（Ni,Cu,Mn の負偏析部に対応）、② 延性破面 

 

図 5 SUS316L 鋼溶体化処理材の-40℃、90MPa 水素中引張試験破断試料の破面近傍断面組織

および Ni 分布。Ni 負偏析部に沿って割れが発生 

 

  

②  

①  

1m

m 

50 μ

m 

50 μ

m 

①

②

①

②
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また、最高120MPaの水素中で疲労特性を評価で

きる高圧水素中小型疲労試験装置（図6）を導入し、

運転を開始した。 

 

b. 液体水素用材料の研究開発 

STH2鋼の溶接資料を作製し、液体水素中におけ

るSTH2溶接部の引張特性評価を開始した。 

 

c. 長期使用水素関連機器の解体調査 

JHFC君津液体水素製造設備解体調査に引き続

き、JHFC有明水素ステーションで使用した配管

類（液体および高圧水素）、霞ヶ関水素ステーシ

ョンで使用した配管類（高圧水素）の各種解体調査結果をまとめ、水素中で長期使用した

ことによる材質特性の劣化や水素侵入の痕跡は認められないことを示した。 加えて、水素

中で使用する機器であることから、製作・施工時に注意・改善すべき点があることを示し

た。さらに、千住水素ステーション蓄圧器の解体調査に着手した。 

 

d. 国際標準化、規制見直しに資する評価試験法の開発 

｢水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発｣－「水素インフラ等に係る基準整備に関

する研究開発」および「燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための

研究開発」の水素系材料評価法検討会に委員として参画し、a.で述べた材料試験法、試験

結果を報告するとともに、評価基準について議論するなど、今までに蓄積してきた知見や

専門性を基に、関連技術情報の提供・助言や意見の具申を行い、材料基準の策定を支援

した。また、社団法人自動車工業会や「水素ステーション機器要素技術に関する研究開

発」プロジェクト参画企業にa.で述べた研究成果を報告し、早期実用化に向け技術的な

支援を行った。 

 

e. データベースへの蓄積、充実 

本開発に関わる 4 機関が平成 22～24 年度中に得た各種試験データを、過去実施した水素用

材料関連プロジェクトで開発したデータベースシステムに蓄積するため、本データベースシ

ステムの構造・機能および運用方法に高度の知見・技術を有する機関にデータのインプット

を外注委託し、過去の公開データも含め、関連技術データの調査・収集を図った。 

 

3-2  高圧水素配管・容器材料の研究開発 

a. 高強度低合金鋼の開発 

 0.45%Mn 鋼をベースに、C 含有量を 0.2～0.6%、Cr 含有量を 0～1.25%、Mo 含有量を 0.3～

2.5%、V 含有量を 0～0.25%の範囲で変化させた低合金鋼を溶製し評価に供した。これらの鋼

材を熱間鍛造、熱間圧延により 12mm 厚の板材とし、焼入れ焼戻し処理により強度を調整し

図 6 新規導入高圧水素中小型疲労試験

装置および機械試験機 
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た。板材から図 7 に示す切欠付低ひずみ速度引張試験 (Slow Strain Rate Test, SSRT) 用試験片

を採取し、常温の 45MPa 水素中ならびに大気中でひずみ速度 3×10
-6

(s
-1

)で SSRT を行い、水

素中の破断強度と大気中の破断強度を比較した。 

 熱間鍛造後焼入れ焼戻し処理により強度を調整した丸棒から図 8 に示す内外圧疲労試験片

を採取し、常温で外圧疲労試験を行った。内部充填ガスは水素または Ar とし、内圧は 85MPa、

外部の水圧をサイクルタイム 20s/cycle で変動させ疲労試験を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 9 に性能が良好であった組織改良鋼(0.4～0.6C-1Cr-0.5～0.7Mo-0.1V 鋼)の SSRT の結果を

示す。図中には比較鋼として既報の SCM435 の試験結果も示した。縦軸は大気中と水素中の

破断強度の比(相対切欠引張強さ)である。組織改良鋼は SCM435 に比べて高い相対切欠引張

強さを示し、耐水素脆性が改善されていることが確認された。 

 図 10 に外圧疲労試験結果を示す。アルゴン中疲労寿命は引張強度によらず 20000cycle 程度

であったが、高強度材ほど水素中疲労寿命は低下した。組織改良鋼は SCM435 に比べて水素

中疲労寿命が長いことが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 11 に従来鋼と組織改良鋼の疲労試験後の破面および炭化物形態を比較した。従来鋼では

旧オーステナイト結晶粒界に炭化物がフィルム状に選択析出し粒界割れを促進するのに対し、
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図 9  水素中 SSRT 特性 

   (45MPa H2, RT) 

図 10  水素中疲労特性 

   (85MPa H2, RT) 

図 7  SSRT 用試験片 図 8  外圧疲労試験片 
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組織改良鋼では高温焼戻しによる粒界炭化物球状化と微細 MC(M=V,Mo)炭化物への水素トラ

ップ効果により SSRT・疲労特性が改善されたと考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11  組織改良鋼の特性改善機構 

 

b. 高強度ステンレス鋼の開発  

 高強度ステンレス鋼として高窒素系の SA312 -TPXM19 鋼 (22Cr-12Ni-4.5Mn-2Mo-0.3N) に

着目した。この鋼種をベースに窒素量の異なる鋼を溶製し、熱間鍛造、圧延、固溶化熱処理

を行い評価に供した。 

 常温の 85MPa 水素中ならびに大気中で、丸棒平滑試験片を用いてひずみ速度 3×10
-6

(s
-1

)で

SSRT を行い、水素中の破断伸び・絞りを大気中の破断伸び・絞りと比較した。また、図 9 の

内外圧疲労試験片を採取し、常温で外圧疲労試験を行った。内部充填ガスは水素または Ar

とし、内圧は 85MPa、外部の水圧をサイクル

タイム 20s/cycle で変動させ疲労試験を行っ

た。 

 図 12 に SSRT の結果を示す。図中には比

較鋼として既報の SUS316L、SUS16L の 30%

冷間加工材の結果も示した。縦軸は大気中と

水素中の破断伸び(El.)、絞り(RA)の比(相対破

断伸び、相対絞り)である。今回検討した鋼

は窒素量の増加に伴い強度は上昇するが、相

対破断伸び・相対絞りはほぼ 100%で、良好

な耐水素環境脆化特性を有することが確認
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された。 

 図 13 に外圧疲労試験結果を示す。XM19 鋼の水素中の疲労寿命はアルゴン中の疲労寿命に

比べてやや低下するが、その度合いは SUS316L と同程度であった。A286(既報)は図中の材料

のうち最も強度が高いことから大気中では最も疲労寿命が長いが、水素による寿命低下が顕

著であった。図 14 に Ar 中と大気中の疲労寿命比を示す。今回の検討鋼は窒素量・強度に関

わらず SUS316L と同程度の疲労寿命比を示した。以上の結果から、XM19 鋼は引張強さが

800MPa 超の高強度で、かつ水素中で使用実績のある SUS316L と同等以上の耐水素脆性を有

していることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、疲労特性の簡易評価装置として高圧水素中小型疲労試験装置を導入し、試験技術の

確立を進めている。 

 また、長期使用水素関連機器の解体調査として、セントレア水素ステーションの解体調査

を実施中である。 

 

3-3 高圧水素バルブ・継手用ステンレス鋼に係る研究開発 

a. 高圧水素バルブ・継手用ステンレス鋼の研究開発 

SUS316L と比較して Mo の添加量を低減した数種類のオーステナイト系ステンレス鋼を

VIM 溶解し、図 15 に示す工程にて固溶化熱処理後冷間引抜状態の供試材を作製した。表 1

に示すように、供試材の化学成分は比較鋼だけでなく開発鋼も何らかの JIS 規格鋼成分に該

当するようにしている。これらの供試材において、高圧水素環境下における使用を念頭に特

性評価を進めた。 

 

 

 

 

図 13  水素中疲労特性-1 

   (85MPa H2, RT) 

図 14  水素中疲労特性-2 
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                図 15 供試材の作製工程 

 

表 1 化学成分(mass%) 

  

相当鋼種 C Si Mn Cu Ni Cr Mo

比較鋼 SUS316L 0.02 0.51 1.23 0.21 13.06 17.25 2.77
SUS316J1L 0.02 0.50 1.21 1.50 13.17 17.17 1.23
SUS316J1 0.04 0.50 1.22 1.50 13.19 17.06 1.23
SUS305J1 0.05 0.48 1.22 0.20 13.19 18.87 <0.01
SUS309S 0.05 0.48 1.21 0.20 14.91 22.34 <0.01

開発鋼

 

 

 鋼材に取り込まれた水素による延性への影響を確認するために、供試材から図 16 に示す引

張試験片を機械加工により採取して、高圧水素チャージを実施し、室温大気中における低速

引張試験を実施した。 

  

 

 

 

 

 

図 16 引張試験片の形状 (寸法単位：mm) 

 

 高圧水素チャージにおいては、試験片を 300℃15.5MPa の水素ガス雰囲気に 120 時間暴露す

ることで、試験片に水素を吸収させた。尚、水素チャージを施した厚さ 3mm の水素分析用試

験片に含まれるトータル水素量は 33～45ppm であり、冷間引抜加工の減面率に対するトータ

ル水素量の変化は認められなかった。 

図 17 に室温大気中における低速引張試験の結果を示す。水素チャージなし材と比較して水

素チャージあり材の絞りは僅かに低下するものの、Mo の添加が無くとも良好な延性を示すこ

とが確認された。 

 

 

 

 

引抜加工

鋼材

ダイス

減面率(%) = (1－ (S1/S0))×100

S0 S1

50kgVIM溶解 ソーキング熱処理(1250℃)50kgVIM溶解 ソーキング熱処理(1250℃)

冷間引抜加工（減面率15%、20%、25%）
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図 17 低速引張試験の結果（減面率 25％） 

 

低速引張試験の結果等を踏まえ、Mo を含有せず省資源性に優れ、高圧水素チャージ後の低

速引張試験における絞りの低下も少ない SUS305J1 相当の開発鋼に重点を置き、さらなる開発

鋼の特性評価に取り組んだ。 

SUS305J1 相当の開発鋼の機械的性質を表 2 に示す。固溶化熱処理材と比較して冷間引抜材

は著しい 0.2%耐力の増加と共に、引張強さも増加することが確認された。 

 

表 2 機械的性質 

0.2%耐力

(N/mm2)

引張強さ

(N/mm2)

伸び
(%)

絞り
(%)

固溶化熱処理材 246 564 57 77

冷間引抜材 減面率20% 673 739 31 73

冷間引抜材 減面率25% 725 780 27 71

固溶化熱処理材 239 565 56 78

冷間引抜材 減面率15% 613 696 33 73

冷間引抜材　減面率20% 674 746 29 71

冷間引抜材 減面率25% 739 794 26 71

供試材

開発鋼
SUS305J1相当

比較鋼
SUS316L相当

 

(試験方法：JISZ2241、試験片：JIS14A 号引張試験片平行部直径φ8mm) 

 

SUS305J1 相当の開発鋼の SSRT 試験結果を表 3 に示す。良好な相対絞り（水素中／大気圧

もしくは窒素中）が得られている。 

 これらの評価結果から、SUS305J1 相当の開発鋼冷間引抜材が、一般例である SUS316L 固

溶化熱処理材と比較して高強度で省資源性に優れると共に、高圧水素中においても SUS316L

と同等レベルの耐水素特性を有する可能性が期待できる。そのため、開発鋼に関する低温

SSRT試験結果等を学会で報告すると共に、他のNEDO事業等への開発鋼の紹介を実施した。 

なお、冷間仕上オーステナイト系ステンレス鋼の評価試験技術として、高圧水素中小型疲

労試験装置の導入を実施し、評価試験技術の確立に向けた取り組みを進めている。 
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表 3 SSRT 試験結果 

供試材 減面率 試験環境
0.2%耐力

(N/mm2)

引張強さ

(N/mm2)

伸び
(%)

絞り
(%)

相対絞り
(水素中/大気中
もしくは窒素中)

-40℃大気圧窒素中 810 934 32 73

-40℃70MPa水素中 810 946 35 70

室温大気圧大気中 780 795 18 74

室温85MPa水素中 780 799 18 74

90℃大気圧大気中 695 719 14 73

90℃85MPa水素中 695 719 13 75

-40℃大気圧窒素中 840 920 35 72

-40℃70MPa水素中 840 924 36 69

室温大気圧大気中 780 802 21 74

室温85MPa水素中 780 802 19 72

90℃大気圧大気中 715 730 12 73

90℃85MPa水素中 715 720 12 74

-40℃大気圧窒素中 760 908 37 72

-40℃70MPa水素中 760 912 40 72

室温大気圧大気中 715 754 25 75

室温85MPa水素中 715 756 27 74

90℃大気圧大気中 645 687 15 73

90℃85MPa水素中 645 686 15 73

-40℃大気圧窒素中 290 741 68 81

-40℃70MPa水素中 290 741 58 74

室温大気圧大気中 245 568 60 80

室温85MPa水素中 245 568 60 81

90℃大気圧大気中 200 548 46 81

90℃85MPa水素中 200 548 42 80

20%

比較鋼
SUS316L相当

開発鋼
SUS305J1相当

25%

25%

0%
(固溶化
熱処理
まま)

0.96

0.96

1.00

0.91

1.00

0.97

0.99

0.99

1.01

1.03

1.01

1.00

 

(試験片平行部直径：φ3mm(図 16)、歪速度：5×10
-6

s
-1

) 

 

b. 高圧水素バルブ・継手用ステンレス鋼の長期使用に資する評価試験法の研究開発 

図 16 に示す形状の引張試験を用いて、表 1 に示す化学成分の SUS316L 固溶化熱処理材に

高圧水素チャージを実施し、水素チャージの有無が室温クリープ特性に及ぼす影響を調査し

た。 

図 18 は、約 1000 時間のクリープ試験により得られた試験時間とクリープ伸びの関係を、

対数クリープ（クリープ伸び（％）＝α×log(h)＋β)の関係に回帰計算し、係数αおよび、

係数βを求め、初期応力に対して示したものである。室温クリープ特性に及ぼす水素チャー

ジの影響は明瞭には認められないことが確認された。 

尚、水素チャージを施した試験片は、室温クリープ試験後においても 33ppm 程度の水素を

含有していることが確認されている。 
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         図 18 室温クリープ試験結果(SUS316L 固溶化熱処理材) 

 

c. 長期使用水素関連機器の解体調査 

有明、セントレア水素ステーションにおける自動弁、配管の解体調査を実施し、水素中で

長期使用したことによる劣化の有無、程度を調査した。 

 

3-4 低温及び高温ガス環境下での材料特性に関する研究 

a.  低温及び高温ガス環境下での材料特性に関する研究 

(1) 試験法の概要と試験手順 

本課題で用いている簡便な水素環境下材料試験法の模式図を図19に示す。この方法の特

徴は、試験片を高圧水素環境に設定した容器内に入れて試験するのではなく、試験片内の

微小空隙に環境設定することにより、試験片外部に環境設定した場合と同様の結果が得ら

れることである。試験環境のための高圧容器が不要になるだけでなく、試験片の加熱・冷

却も容易である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           図19 簡便な高圧水素環境中材料試験法 
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図19に示すように冶具を貫通させた試験片の端部からガスを封入する。試験片の平行部

直径は6.25mmで、試験片端部より中心軸に1mm～2mmの穴をワイヤカットで加工する。 

本簡便法による120℃の試験は、図19に示すホットバスの中の、120℃に加熱し攪拌してい

るシリコンオイルの中に、冶具部を挿入し試験片を加熱する。試験片温度は、試験片の平

行部中央に取り付けた温度センサーでモニターし、設定温度到達後、試験片内圧力を調整

する。 

 

(2)供試材と引張試験速度 

供試材は、表4に示すようにSUS304Lと316Lおよび冷間加工をした316で、この316は米国

で実際の配管部材に使われている材料として棒材(直径12.5mm)を購入したものである。316

_Rは冷間引き抜き材で、316_Aはアニール材である。 

試験片の平行部長さは33mmであり、引張試験速度は、弾性領域においては0.6mm/minであ

り、それ以降は0.06mm/minである。 

 

表 4 供試材の化学成分 (wt%) 

 C Si Mn P S Ni Cr Mo Co N 

SUS304L 0.016 0.53 1.03 0.029 0.003 9.42 18.01    

SUS316L 0.007 0.47 1.54 0.026 0.027 12.09 17.31 2.26   

316_R 0.050 0.41 1.66 0.028 0.021 12.22 17.66 2.07 0.090 0.037 

316_A 0.46 0.42 1.66 0.030 0.020 12.14 17.65 2.10 0.090 0.042 
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伸び (%) 

図 20 SUS304L の室温と 120℃での水素中とヘリウム環境中の荷重－変位曲線 

室温 120℃ 

He中 

水素中 

室温 120℃ 

図21 SUS304Lの室温と120℃での水素中とヘリウム環境中試験後の破断部と穴の内面の

様子 
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(3) 試験結果と考察 

図20にSUS304Lの室温と120℃での約10MPa水素中とヘリウム環境中の荷重－変位曲線を

示す。120℃の方が室温よりも強度が低く伸びも短いが、水素の影響は小さくなっている。

室温よりも伸びが短いのは、ネッキングが早期に生じるためと推察する。316Lでは10MPa

級ではあるが、室温でも高温側でも水素環境の影響は見られず、この結果では水素中の方

が若干伸びが大きい。 

図 21にSUS304Lの室温と 120℃での水素中とヘリウム環境中試験後の破断部と穴の内面の

様子を示す。室温水素中だけ内部にクラックが観察され、他のものに比べ直線的に破断して

いる。  
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図22  冷間加工316材(316_R)とアニール材(316_A)の室温と193Kにおける引張曲線 

図23 冷間加工316材(316_R)とアニー

ル材(316_A)の193Kにおける破面 
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図 22 に AISI316 の冷間引き抜き材(316_R)とアニール材(316_A)の室温と低温(193K)での

10MPa 級水素中とヘリウム環境中の荷重－変位曲線を示す。アニール材と冷間引き抜き材の

荷重－変位曲線を比較すると、冷間引き抜き材は 40％程度の加工が加わっていると見られる。

よって、冷間引き抜き材の破断伸びは約 50％で、アニール材より小さくなっている。水素圧

は 10MPa 級ではあるが、室温と低温(193K)において冷間引き抜き材もアニール材も水素環境

の明瞭な影響は見られなかった。 

図 23 に、193K の低温における引張破断面を示す。アニール材は全面ディンプル破面であ

るが、冷間加工 316 材は加工の影響と考えられる組織の流れが見られる。 

図 24 に、冷間加工 316 材と SUS316L の相対絞りの液体窒素温度 77K から室温 300K（RT)

までの温度変化を示す。冷間加工材ではあるが、10MPa 水素環境中では低温での相対絞りの

低下は顕著ではなく、70MPa のデータを追試する。 

 

3-5. 特許、論文、講演、報道等の件数 

 

 特許出願 論文 その他外部発表 

(プレス発表等) 

区分 
国内 海外 PCT 出願 査読付き その他  

年度 

H22FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 

H23FY 0 件 0 件 0 件 5 件 0 件 3 件 

H24FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 5 件 

 

４．まとめと課題 

まとめ： 

4-1 高圧水素および液体水素関連機器に用いるステンレス鋼および関連評価試験法の開発 

a. 高圧水素ガス用材料の研究開発 

・低 Ni 省 Mo 水素用ステンレス鋼(STH2)の引張試験、疲労亀裂伝播試験等を高圧水素中で

実施して顕著な脆化や劣化が無いことを確認した。 

b. 液体水素用材料の研究開発 

・液体水素中におけるSTH2溶接部の引張特性評価を開始した。 

c. 長期使用水素関連機器の解体調査 

・水素ステーションで使用した配管類の各種解体調査結果をまとめた。 

d. 国際標準化、規制見直しに資する評価試験法の開発 

・各種検討委員会で材料基準の策定を支援するための試験データを取得、提供した。  

e. データベースへの蓄積、充実 

・参画機関の関連技術データを中心に、過去の公開データ含めて調査・収集を図った。 
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4-2  高圧水素配管・容器材料の研究開発 

a. 高圧水素用高強度鋼の開発 

・低合金鋼と高窒素系高強度ステンレス鋼を用いる高圧水素用高強度鋼を開発した。 

b. 高圧水素ガス中の低ひずみ速度引張特性と脆化機構評価 

・開発した低合金鋼と高窒素系高強度ステンレス鋼が低ひずみ速度引張特性試験と脆化機

構評価を実施した。 

c. 高圧水素ガス内外圧疲労特性評価 

・開発した低合金鋼と高窒素系高強度ステンレス鋼が外圧疲労特性に優れることを確認し

た。 

4-3. 高圧水素バルブ・継手用ステンレス鋼に係る研究開発 

a. 高圧水素バルブ・継手用ステンレス鋼の研究開発 

・高圧水素環境下における使用条件で低 Mo オーステナイト系ステンレス鋼を評価した。 

b. 高圧水素バルブ・継手用ステンレス鋼の長期使用に資する評価試験法の研究開発 

・SUS316L 固溶化熱処理材を用いて、水素チャージの有無が室温クリープ特性に及ぼす影

響を調査した。 

c. 長期使用水素関連機器の解体調査 

・水素ステーションの自動弁等の解体調査を実施して劣化の有無、程度を調査した。 

4-4. 低温及び高温ガス環境下での材料特性に関する研究 

a. 低温及び高温ガス環境下での材料特性に関する研究 

・実配管材料を用いて低温及び高温水素環境下における材料特性を評価した。 

 

課題： 

水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する新規な金属材料の開発を目的として、引き続

き、新規材料の開発と評価を継続し、新規材料の提案を行うべく、材料特性データの取得と

検討を行う。 

新規な金属材料の実用化には、国際標準化や規制の見直しが重要であることから、継続し

て、国際標準化・規制見直しに資する評価試験法を開発すると共に、開発した評価試験方法

を用いて、材料データの取得とデータベースの構築を行う。 

 

５．実用化・事業化見通し 

高圧水素および液体水素関連機器に用いるステンレス鋼を始めとする金属材料、および関

連評価試験法、並びに材料特性に関する研究を実施して目的の成果を上げており、2015 年度

の商用化初期段階以降の採用に向け、より安価で高強度、かつ信頼性の高い金属材料の開発

を継続すると共に、それらの材料特性の継続的な検討と基準化・標準化に資するデータをも

取得することにより実用化を図る。 

  

以上 
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水素用アルミニウム材料の評価・開発 

実施者：古河スカイ株式会社 

日本軽金属株式会社 

株式会社神戸製鋼所 

国立大学法人茨城大学 

１．事業概要 

本事業は、水素製造・輸送・貯蔵充填機器及びシステムに関する高性能化、軽量化、低

コスト化及び長寿命化のための要素技術を開発し、検証した。すなわち、水素製造・輸送・

貯蔵システム等に使用するアルミニウム材料開発および国際標準化、規制見直しに資する

材料データの取得、評価試験法の開発を行った。 

 平成 21 年度までの事業(以下、前事業と略記する)において、燃料電池自動車（FCV）搭

載高圧水素容器用アルミニウム合金として 6061合金を評価し、6061合金の範囲内で上限ま

で Si 量を増量し高強度化した合金（6061HS）を含めて安全性を確認した。70MPa 対応の例

示基準策定に大きく貢献した。さらに高強度の 6000 系合金として 6066 および 6069 合金、

また 7000系合金として 7N01、7003合金等について、水蒸気分圧制御環境下 SSRT試験およ

び疲労試験によって、その水素脆化感受性の評価を行い、これらの合金についても、高圧

水素ガス中で使用する上での一定の指針を示した。 

 本事業では、これまで実施してきた自動車用高圧水素タンク等に加え、水素製造・輸送・

貯蔵充填のための水素関連機器及びシステムの高性能化、軽量化、低コスト化及び長寿命

化のための開発をさらに加速するために、この種の機器・部材に要求されるアルミニウム

材料の開発を目指した。また、FCV や水素インフラ（HIS）等の普及促進のために、高圧水

素環境下で使用するアルミニウム材料の安全性・信頼性等に係る材料評価試験法開発およ

び材料データ取得を行った。本コンソーシアムでは、高圧水素環境下での材料試験装置を

保有していないこと、及び当然ながら FCV側・HIS側のニーズ、規制当局側の見解などを総

合的に踏まえて事業を進める必要があることから、関連 NEDO事業の他コンソーシアムとの

連携を密接に行った。 

 具体的な研究開発項目を表１に示すとともに、それぞれの事業概要を以下に記した。 

 

表１ 研究開発項目 

研究開発項目 担当（再委託） 

①耐水素脆化性に及ぼす合金元素の役割の解明および高強

度アルミニウム合金材の開発 

古河スカイ株式会社 

②バルブハウジング用アルミニウム素材の開発 日本軽金属株式会社 

③口金等容器関連アルミニウム部材の研究開発 株式会社神戸製鋼所 

④アルミニウム合金材料評価法の確立および水素挙動解析 国立大学法人茨城大学 

⑤開発材の耐水素脆化性評価 古河スカイ株式会社 

国立大学法人茨城大学 

⑥関連 NEDO事業との連携調整 国立大学法人茨城大学 
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①耐水素脆化性に及ぼす合金元素の役割の解明および高強度アルミニウム合金材の開発 

 車載用高圧水素ガスタンクでは、ライナー素材に高強度かつ耐水素脆性に優れた素材を

用い、廉価な CFRP 適用によるタンクのコスト低減が求められている。一方、インフラ用水

素タンクは、車載用タンクと比較して大容量が求められることから、大型構造物を構成す

るための優れた加工性も重要となる。大型一体成形を可能とする成形性、あるいは圧力容

器としての高い信頼性が確保できる接合性が求められることになる。これらのことから、

本事業では、最適なアルミニウム合金材料の選定を可能とするため、アルミニウムの水素

脆化性に及ぼす添加元素の影響を明らかにすることを目的とした。 

 

②バルブハウジング用アルミニウム素材の開発 

車載用高圧水素容器以外の水素用部品としてバルブハウジング（図１）があり、こちら

も軽量化・低コスト化のニーズが大きい。燃料電池自動車用水素容器のバルブハウジング

は、現状ステンレスを切削加工することで作られている。しかし、ステンレスは素材比重

が大きいことから部品が重くなること、難切削材料であるため加工時間が長く生産コスト

が高くなるなどの課題を有しており、軽合金で、かつ切削加工しやすい材料への期待が大

きい。アルミニウム系材料はこれら課題を解決できる可能性を有しており、現行ボンベ材

で使用される 6061 合金以上の強度を有し、かつ切削性、耐水素脆化性に優れた素材を開

発できれば、軽量かつ切削性に優れた燃料電池自動車用水素容器のバルブハウジング素材

を提供できる。そこで、部品形状に近い形の製造が可能な押出工法でバルブハウジング用

アルミニウム合金素材を開発した。 

図 1 高圧水素タンクとバルブハウジング（トヨタ VH4 水素タンク；2011 東京モーター 

ショー） 

 

③口金等容器関連アルミニウム部材の研究開発 

 高圧水素ガス容器等への使用を、JARI-S001が認めているアルミニウム合金は、中強度合

金の 6061-T6 のみである。バルブハウジングや VH4 複合容器の口金においては、自緊処理

が施されないため、高強度材適用による軽量化の効果は大きいと考える。茨城大学、古河

スカイ株式会社、日本軽金属株式会社ならびに弊社㈱神戸製鋼所からなる共同事業体の中

で、弊社は特に「口金等容器関連アルミニウム部材の研究開発（口金部材）」に注力し、高

強度 6000系合金材適用による軽量化、さらには低コスト化の可能性を整理する。 

 

④アルミニウム合金材料評価法の確立および水素挙動解析 

バルブハウジング 
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水蒸気雰囲気中での試験と高圧試験との関係づけを行った。市販のアルミニウム材は高

圧水素中で水素脆化を示さないため、相関を取ることができない。そこでコンソーシアム

内で特別に調製された試験材について、水蒸気雰囲気中および高圧水素ガス中での引張・

疲労試験を行った。高圧試験は、(独)物質材料研究機構で開発された内圧型の手法を用い

る。他方、理論的には両試験法での違いは、水素の侵入サイトおよび侵入量であり、これ

らについて両試験法で途中まで引張変形を与えた試験材について、各種手法により、水素

侵入サイトが試験法によらないことを明らかにしようとした。 

 

⑤開発材の耐水素脆化性評価 

コンソーシアム内で調製された試験材について、水蒸気分圧制御大気環境下および内圧

式の高圧水素ガス中での SSRT引張、および疲労試験を行った。特定用途に限定した材料選

定に当たる他の 2 企業の評価材とともに、大型水素用タンクに求められる成形性や接合性

の観点から非熱処理系アルミニウム合金材料の水蒸気雰囲気試験による水素脆化性の評価

を行った。 

 

⑥関連 NEDO事業との連携調整 

FCV側・HIS側のニーズ、規制当局側の見解などを把握するために、NEDO事業の他コンソ

ーシアムとの連携を密接に行った。 

 

２．事業目標 

２－１ コンソーシアム全体での目標 

 本事業では、これまでの水素社会構築のための燃料電池／水素エネルギー利用分野にお

ける技術開発成果や近年の社会動向を踏まえ、燃料電池自動車等の普及のための水素供給

インフラ市場立上げ（平成 27年（2015年）頃を想定）に向け、水素製造・輸送・貯蔵・充

填に関する低コストかつ耐久性に優れた機器及びシステムの構築に用いるアルミニウム素

材の開発およびその評価技術の確立を目的とした。 

 

２－２ 開発項目の目標 

 各研究開発項目の目標は以下の通りである。 

①耐水素脆化性に及ぼす合金元素の役割の解明および高強度アルミニウム合金材の開発 

高強度アルミニウム合金材の開発目標 

(1)耐水素脆性：水素脆化感受性指数（Ｉ(δ)、乾燥窒素ガス環境を基準環境、RH90%環

境を苛酷環境として SSRT 試験を行った際の伸びの低下割合）が 0.2 未満であること 

(2)材料強度：耐力値 400MPa 以上 

②バルブハウジング用アルミニウム素材の開発 

 現行の 6061合金中の高強度材と同程度の押出性を有し、強度（0.2%耐力）が 15%高く（約

380MPa）かつ切削性、耐水素脆化性に優れるバルブハウジング用アルミニウム材料を開発

することを目標とした。 

③口金等容器関連アルミニウム部材の研究開発 

口金等容器関連アルミニウム部材（口金部材）の想定目標仕様を表２の通り設定した。
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なお、各数値は、要求仕様の調査、今後の試験ならびに調査結果を反映させ、適宜見直し

を図る。引張特性のうち耐力は、高強度 6000系合金口金部材と同工程（表３、図２）で作

製した 6061-T6材の耐力(314MPa)に対して、+約 15%の 360MPa を当面の目標仕様値とした。 

なお、高圧水素ガス容器ならびに周辺部材においても、耐水素脆化性の他に、「圧縮天然

ガス自動車燃料装置用容器の技術基準（別添９）」による一般耐食性も必要となることが示

唆されたため、想定仕様には、同技術基準による一般耐食性も盛り込んだ。 

 

 

④アルミニウム合金材料評価法の確立および水素挙動解析 

水素侵入サイトが環境によらないこと、水蒸気分圧を制御することにより水素侵入量も

同等にできることを明らかにすることを目標とした。 

図２　口金部模擬鍛造品の製造工程（鋳塊から鍛造まで）

h100mm

h20mm

h200mm

押湯部側

h20mm

Φ約66mm

Φ約86mm

Φ約170mm

熱間鍛造材ブックモールド材

切断・
ピーリング

熱間鍛造

５００℃
６０ｍｍ／ｍｉｎ

h100mm

Φ 65mm Φ約170mm

想定仕様1) JIS H4140(型打鍛造品)2)

引張強さ,MPa － 265MPa最小値）

耐力,MPa 360MPa以上（実体） 245MPa(最小値)

伸び,% － 5%(最小値)

6061-T6と同程度 －

粒界腐食深さ 200μｍ以下(ST方向) －

耐SCC寿命 30日間以上(ST方向) －

1)引張方向：LT。
2)引張方向：鍛造フローと平行とは異なる方向。
3)SSRTによる特性評価、引張方向：LT。
4)圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の技術基準（別添９）を鍛造部材に適用。

表１　口金等容器関連アルミニウム部材の想定仕様

　水素脆化感受性3)

　一般耐食性3)

　引張特性

表２ 口金等容器関連アルミニウム部材の想定仕様 

鋳塊 均質化熱処理 面削 熱間鍛造 溶体化処理と焼入 高温時効

ブックモールド材
底部：Φ 65mm
上部：Φ 100mm
高さ：h200mm

表２　口金部模擬鍛造品の製造工程（鋳塊から最終調質まで）

Φ 65
×

h100mm
550℃×4hr

500℃
60mm/分

h100→h20mm

555×3hr
→40℃焼入

180℃×9hr(T6)

190℃過時効工程も実施

表３ 口金模擬鍛造品の製造工程(鋳塊から最終調質まで) 
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⑤開発材の耐水素脆化性評価 

 コンソーシアム内で特別に調製された試験材について、水蒸気雰囲気中および高圧水素

ガス中での引張・疲労試験を行い、水素製造・輸送・貯蔵・充填に関する低コストかつ耐

久性に優れた機器及びシステムの構築に用いるアルミニウム素材のデータを提供すること

を目標とした。 

⑥関連 NEDO事業との連携調整 

 FCV側・HIS側のニーズ、規制当局側の見解などを把握するために、NEDO事業の他コンソ

ーシアムとの連携を密接に行い、水素製造・輸送・貯蔵・充填に関する低コストかつ耐久

性に優れた機器及びシステムの構築に貢献することを目標とした。 

 

３．事業成果 

３－１ 耐水素脆化性に及ぼす合金元素の役割の解明および高強度アルミニウム合金材の

開発 

（１）Al-Mg 系合金の耐水素脆性評価 

 インフラ用大型構造物を構成するために優れた強度とともに、特に良好な加工性が強く求

められることから、これまでは重点を置いていなかった非熱処理型のアルミニウム合金に

ついて検討した。具体的には、非熱処理型のアルミニウム合金系の中で、比較的強度調整

が可能で、成形性や接合性に富んだ 5000 系アルミニウム合金についての評価を行った。供

試材として作製した Al-Mg 系合金の組成を表４に示す。Mg 量は低添加である 2.5mass%と

高添加である 5.0mass%の 2 水準、Cu 量は無添加、および 0.4mass％添加した 2 水準の計 4

材料を用いた。本供試材の製造方法は、DC 鋳造により作製した鋳塊を面削後に、450℃で

加熱して 2～3 時間保持後に、熱間圧延（板厚 4mm まで）、冷間圧延（板厚 1mm まで）を

行い、得られた冷間圧延板について、再結晶処理（500℃×1min）を行った。本合金板より

JIS5 号試験片を圧延方向と直角方向に採取して、引張試験を行って調べた機械的特性を表

５にまとめた。 

 

表４ 供試材として作製した Al-Mg 系合金の成分（mass %） 

合金系 合金名 Mg Cu Mn Cr Fe Si Ti 

Al-Mg Al-2.5Mg(Low-Mg) 2.41 0.00 0.00 0.00 0.04 0.02 0.01 

Al-5.0Mg (High-Mg) 4.94 0.00 0.00 0.00 0.06 0.02 0.01 

Al-Mg-Cu Al-2.5Mg-Cu (Low-Mg-Cu) 2.51 0.41 0.00 0.00 0.03 0.02 0.01 

Al-5.0Mg-Cu (High-Mg-Cu) 4.98 0.40 0.00 0.00 0.03 0.02 0.01 

 

表５ 供試材の機械的特性（Ｎ＝３平均値） 

合金名 TS, MPa YS, MPa EL, % 

Al-2.5Mg 168 56 30.0 

Al-5.0Mg 247 97 32.8 

Al-2.5Mg-Cu 199 70 33.3 

Al-5.0Mg-Cu 282 120 31.8 

 

供試材の引張変形時の水素脆化感受性を調べるために、水蒸気分圧制御環境下での低ひ
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ずみ速度引張試験（Slow strain rate tensile test: SSRT test）を実施した。試験片は供試圧延板

から、引張方向が圧延方向に対して直角となるように採取し、SSRT 試験の雰囲気は、乾燥

窒素ガス（Dry nitrogen gas、以下 DNG と略記）と、相対湿度 90%（以下 RH90%と略記）の

2 条件とした。DNG 環境の試験温度は、25～30℃の室温であり、RH90%環境の試験温度は、

25℃とした。また、SSRT 試験のクロスヘッド速度は 0.0005mm/min（初期ひずみ速度

6.94×10
-7

s
-1）とした。図３に、DNG、RH90%の各環境下試験により得られた破断伸びによ

り、以下の式（１）を用いて算出した水素脆化感受性指数を示す。再結晶処理を行った供

試材では、いずれの場合も水素脆化感受性指数は 0.2 未満と低く、また観察結果は省略する

が、いずれの場合も破断面は全面的に延性的なディンプル破面を呈しており、水素脆化が

生じていないことが確認された。 

 

水素脆化感受性指数＝（DNG 中伸び－RH90%中伸び）/DNG 中伸び  -----式（１） 

 

一方で、特に Mg 濃度が比較的高い Al-Mg 系合金では、Mg の粒界析出に伴う耐 SCC 性

の経時劣化が知られていることから、促進試験として加工歪導入後に 150℃程度の高温で数

時間の熱処理を施す鋭敏化処理を用いた評価が行われている。Al-Mg 系合金を水素用材料と

して適用するためには、耐水素脆性の経時劣化の有無についても確認する必要がある。そ

こで、鋭敏化処理を施した Al-5.0Mg 材について、水素脆化感受性評価を行った。 

 

 

 

-1.00

-0.50

0.00
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1.00

Al-2.5Mg Al-2.5Mg-Cu Al-5.0Mg Al-5.0Mg-Cu
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数
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図３ Al-Mg 系合金の水素脆化感受性指数 

 

 図４に、20%冷延後、150℃で 64h の鋭敏化処理を行った試料の水素脆化感受性指数を示

す。この結果より、鋭敏化処理によって水素脆化感受性指数が若干増大することが確認さ

れた。図５に SSRT 試験後の破面を SEM にて観察した結果を示す。RH90%環境下における

破面端部の一部では図３(c)に示すような粒界割れが確認され、RH90%環境下では脆性的な

破面形態に変化した。これより、鋭敏化処理材では水素脆化によって粒界割れが生じ、延

性が低下したものと考えられる。観察結果は省略するが、鋭敏化処理材では β 相が粒界に
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析出していることが組織観察により確認しており、水素脆化感受性の増加は β 相の粒界析

出に起因するものと考えられる。 

-1.00

-0.50

0.00

0.50

1.00

再結晶処理 鋭敏化処理

水
素
脆
化
感
受
性
指
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，

I(
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)

 

 

図４ 鋭敏化処理を施した Al-5.0Mg 合金の水素脆化感受性指数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 鋭敏化処理を施した Al-5.0Mg 合金の SSRT 試験後の破面観察結果 

 

（２）アルミニウム合金の水素脆性に対する抑制元素および有害元素の特定 

平成 22～23 年度およびそれ以前のプロジェクトで評価を行った各種 2 元および 3 元合金

の合金成分を表６に示した。また、上記（１）にて Al-Mg 系合金について SSRT 試験によ

り水素脆化感受性を評価した方法と同じ方法によって、これらの合金の水素脆化感受性指

数を評価した結果を、各合金の耐力値とともに図６に示した。これらの合金の熱処理型の

Al-Mg-Si 系、Al-Cu 系、Al-Cu-Mg 系、Al-Zn-Mg 系合金はいずれも最高強度が得られるＴ６

処理材について評価を行い、他の Al-Mn 系および Al-Mg 系合金では、再結晶処理ままの状

態で評価を行い、一部の Al-Mg 合金に関してはさらに鋭敏化処理を行った状態でも評価し

た。これらの処理を行った各合金の機械的特性（圧延直角方向に JIS5 号試験片を採取して

引張試験により評価）を表７に示した。7000 系合金に相当する Al-Zn-Mg 合金においては

低・高組成ともに高い水素脆化感受性を示した。一方これと同程度の高強度を有する 2000

系合金に相当する Al-Cu-Mg 系合金の水素脆化感受性は小さかった。また Al-Mn 合金および

Al-Cu 系合金の水素脆化感受性も同様に小さかった。一方で、上記（１）で述べたように

Al-Mg 合金のうち Al-5.0%Mg 合金では、再結晶処理ままの状態では水素脆化感受性が小さ

かったものの、鋭敏化処理を行うと水素脆化感受性が増加することが確認された。以上の

結果より、各種の添加元素は、水素脆性に対して、必ずしも単純に抑制元素・有害元素に

分類されず、添加元素の組合せおよび熱処理条件等によっても変化することが示された。 

200μm 

(a) 鋭敏化処理材 DNG (b) 鋭敏化処理材 RH90% (c) (b)の高倍(黒枠部) 

50μm 

(c) 
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また、以上の結果より、高強度かつ耐水素脆性に優れる（水素脆化感受性指数が小さい）

合金としては、Al-Cu-Mg 合金が最適であると判断された。 

 

表６ 各種２元および３元アルミニウム合金の成分(mass%)および機械的特性 

合金系 表記 Mn Cu Zn Mg Fe Si Ti Al TS(MPa) YS(MPa) EL(%) 

Al-Mn Al-Mn 1.20 0.00 0.00 0.00 0.06 0.03 0.01 Bal. 105 43 42 

Al-Mg-Si Al-Mg-Si 0.00 0.00 0.00 0.82 0.06 0.82 0.02 Bal. 287 244 13 

Al-Cu 
Low-Cu 0.00 2.46 0.00 0.00 0.06 0.03 0.01 Bal. 213 118 14 

High-Cu 0.00 4.53 0.00 0.00 0.07 0.03 0.01 Bal. 307 203 13 

Al-Cu-Mg 
Low-Cu-Mg 0.00 4.52 0.00 0.48 0.07 0.03 0.01 Bal. 366 306 10 

High-Cu-Mg 0.00 4.50 0.00 1.48 0.06 0.03 0.01 Bal. 479 424 7 

Al-Zn-Mg 
Low-Zn-Mg 0.00 0.00 4.19 1.46 0.06 0.02 0.01 Bal. 362 312 15 

High-Zn-Mg 0.00 0.00 5.57 2.48 0.06 0.02 0.01 Bal. 479 444 11 

Al-Mg 
Low-Mg 0.00 0.00 0.00 2.41 0.04 0.02 0.01 Bal. 168 56 30 

High-Mg 0.00 0.00 0.00 4.94 0.06 0.02 0.01 Bal. 244 97 33 

Al-Mg-Cu 
Low-Mg-Cu 0.00 0.41 0.00 2.51 0.03 0.02 0.01 Bal. 199 70 33 

High-Mg-Cu 0.00 0.40 0.00 4.98 0.03 0.02 0.01 Bal. 279 120 32 

 

 

図６ 各種 2 元および 3 元合金の水素脆化感受性指数と耐力値の関係 
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３－２ バルブハウジング用アルミニウム素材の開発 

（１）設計した合金の組成 

表７ 合金組成 

Mg Si Cu Fe Mn Cr Ti

1 1.00 0.78 0.35 0.16 - 0.24 0.02 6061HS　BASE　

2 0.80 0.78 0.80 0.16 - 0.24 0.02 Cu増による強度 アップ　

3 0.80 1.50 0.80 0.16 - 0.24 0.02

4 0.80 3.00 0.80 0.16 - 0.24 0.02

5 0.80 3.00 0.50 0.16 - 0.24 0.02 No.4よりCu減で耐食性アップ

6 0.80 3.00 0.50 0.16 0.37 0.27 0.02 遷移元素増によるファイバー組織,強度アップ

合金
組成(mass%)

備考

Si増による強度、切削性アップ

 

表７に示す６種類の材料を選定し押出工法を用いてφ35㎜（合金 No.6 のみはφ33mm）

の丸棒をラボ試作（調質 T6511）した。得られた材料の結晶粒組織および基本特性（引張

特性、切削性、耐食性）を評価した。 

 

（２）材料のマクロ組織観察及び引張特性 

マクロ観察により結晶粒組織を評価した結果を図７ に示す。合金 No.1～No.5 は全面再

結晶組織であったが、合金 No.6 は外周部を除きファイバー組織であった。引張特性の評

価結果を表８に示す。合金 No.6 が 0.2%耐力の目標である 380MPa 以上を達成した。そこ

で合金 No.6 に絞って切削性、耐食性、水素脆性などの評価を実施することとした。 

 

図７ 押出棒のマクロ組織 
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表８ 押出棒（T6511）の引張特性 

合金No. σ ʙ(MPa) σ ₀.₂(MPa) δ (%)
1 321 314 20
2 361 342 20
3 330 290 24
4 346 302 21
5 337 299 20
6 416 386 14  

 

（３）合金 No.6 の切削性評価 

切削性評価は，市販の 6061 合金押出棒（調質：T6）を比較材とした。ドリルにより穴

あけ加工し加工面の粗さを測定した。粗さ測定結果を図８に示す、合金 No.6 の加工面は

6061より平滑であり、合金 No.6 は良好な切削性を有していることを確認した。図９はド

リル穴あけ加工後の切粉の外観写真である。合金 No.6の切粉は 6061 より細かい。切粉の

ドリルへの絡まりが少なく、ドリル切削加工性に優れることが示唆される。これらから、

合金 No.6 のドリル切削性は 6061 より優れることが明らかとなった。 
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図８ ドリル穴明け加工後の加工面の粗さ測定結果 
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10mm10mm

No.6 6061
 

図９ ドリル穴明け加工後の切粉外観写真（同重量で比較） 

 

（４）合金 No.6 の耐食性評価 

社団法人日本ガス協会が作成した圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の技術基準に基

づく試験（粒界腐食試験）方法にて合金 No.6 の耐食性を評価した。比較材は 6061 合金組

成範囲内である合金 No.1 とした。図 10に粒界腐食試験後の外観写真を、腐食深さの測定

結果を図 11 に示す。合金 No.6 の試験後外観はやや黒っぽいが、腐食深さの最大値はいず

れも 200μm 以下であった。 

 

 合金No.1

押出方向LT断面

L断面

合金No.6

 

 

図 10 粒界腐食試験後の外観写真 
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図 11 粒界腐食深さ測定結果 

 

３－３ 口金等容器関連アルミニウム部材の研究開発 

高圧水素ガス容器の口金部(図 12)を対象に、高強度アルミニウム 6000 系合金の中より、

過剰 Si型高 Cu添加の 6066-T6ならびにバランス型高 Cu添加の 6069-T6を２種類の合金を

選択した。口金部模擬鍛造部材の作製ならびに特性調査（引張特性、SSRT による脆化感受

性、一般耐食性）を進めたところ、下記２種類の候補材を得た。 

①バランス型高 Cu系合金 

・ 6069 規格組成内の中で、表９および図 13 の合金番号⑪、⑫のように Cu 下限・Si 過剰

組成を選択することにより、耐力が約 370MP(図 14)で、脆化感受性は 6061-T6と同等(図

15)、耐 SCC寿命は 30日間以上(図 16)、粒界腐食深さは 200μm以下(図 17)の口金等容

器関連アルミニウム部材の想定仕様を満足することがわかった(表 10)。今後、確認調査

を進めるとともに、過時効処理適用による一般耐食性の向上も図り、安定して仕様値を

満足する組成・高温時効条件を把握する。 

② 過剰 Si型高 Cu系合金 

・ 6066規格組成の中で、合金番号①のように、主要組成 Mg、Si、Cuならびに遷移元素 Mn

の添加量を規格下限域とし、さらに高温時効処理ではやや過時効条件を選定(図

14,16,17の図中に条件を記載)することにより、耐力は 335MPa(図 14)とやや低いものの、

脆化感受性は 6061-T6と同等(図 15)で、口金等容器関連アルミニウム部材の想定仕様の

耐 SCC寿命(図 16)、粒界深さ(図 17)を満足することがわかった(表 10)。今後、過時効

条件を見直しで耐力の向上を図り、候補材として継続して検討する。 
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図１　口金部の例（ＶＨ４特許文献より）

口金部

図12 口金部の例(特願2006-183522より) 

(wt%)

Si Fe Cu Mn Mg Cr Zn Ti Zr V Sr

中心組成 0.91 0.19 0.75 0.00 1.5 0.20 0.00 0.02 0.00 0.10 - ④

Cu下限 0.91 0.19 0.52 0.00 1.5 0.20 0.00 0.02 0.00 0.10 - ⑤

Ｃｕ下限(n2) 0.87 0.24 0.52 0.00 1.5 0.18 0.00 0.03 0.00 0.10 - ⑩

CuSi下限 0.67 0.21 0.51 0.00 1.4 0.20 0.00 0.02 0.00 0.10 - ⑥

CuSiMg下限 0.66 0.21 0.51 0.00 1.3 0.20 0.00 0.02 0.00 0.10 - ⑦

Cu下限・過剰Si 1.08 0.24 0.51 0.00 1.5 0.18 0.00 0.03 0.00 0.10 - ⑪

Cu下限・過剰Si-2 1.25 0.23 0.52 0.00 1.5 0.18 0.00 0.03 0.00 0.10 - ⑫

中心組成 1.4 0.20 0.89 0.77 1.2 0.02 <0.01 0.02 - - - ②

低組成 1.1 0.19 0.69 0.60 0.89 0.02 <0.01 0.03 - - - ①

6061 中心組成 0.61 0.21 0.26 <0.01 0.96 0.15 <0.01 0.03 - - - ③

6069
0.6
/1.2

0.40
0.55
/1.0

0.05
1.2
/1.6

0.05
/0.30

0.05 0.10 -
0.01
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6066
0.9
/1.8
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/1.1

0.8
/1.4

0.40 0.25 0.20 - - -

6061
0.4
/0.8

0.7
0.15
/0.4

0.15
0.8
/1.2

0.04
/0.35

0.25 0.15 - - -

6066

規格

6069

表１　化学成分表９ 化学成分 
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w
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６０６６

③６０６１
中心組成

①６０６６
低組成

②６０６６
　中心組成

④６０６９中心組成
⑤６０６９Ｃｕ下限

⑥６０６９Ｃｕ，Ｓｉ下限

⑦６０６９Ｃｕ，Ｓｉ，Ｍｇ下限

⑩６０６９Ｃｕ下限

⑪６０６９Ｃｕ下限Ｓｉ過剰

⑫６０６９Ｃｕ下限Ｓｉ過剰２１2

図１　供試材の化学成分（Ｓｉ，Ｍｇ）図 13 供試材の化学成分(Si, Mg) 
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図４　口金部模擬鍛造品の脆化感受性
図 15 口金部模擬鍛造品の脆化感受性 
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図 16 口金部模擬鍛造品の耐 SCC性 
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３－４ アルミニウム合金材料評価法の確立および水素挙動解析（茨城大学担当） 

 以下に研究開発項目ごとに内容と成果を述べる。 

(a) 内圧型高圧水素環境下引張・疲労試験装置の製作 

 図 18に高圧水素充填装置の概略(完成図)を示す。製作前は、図の V1と V2を一つのニード

ル弁(流量調節可能)とする予定であったが、ニードル弁の耐圧性能の関係で、設計の変更

を余儀なくされた。充填ガスとしてアルゴンを用い、液体窒素による冷却と室温への昇温

の結果、圧力が約 2倍上昇することを確認した。本来、平成 23年度第 1四半期に装置が完

成しているはずであったが、東日本大震災の影響で、大幅に遅れ、とりあえず充填装置の

組み立てが完了した段階である。液体窒素による冷却と室温への昇温による圧力上昇の確

認を、実際の水素を用いて行ったが、上昇は認められなかった。そこで、液体ヘリウムを

図 18 内圧型高圧水素環境下引張・疲労試験に用いる試験片の高圧水素充填装置の概略。 

想定仕様1)
⑪6069Cu下限過剰Si材

180℃×9hr

⑫6069Cu下限過剰Si材-
2

180℃×9hr

①6066低組成材
190℃×9hr

引張強さ,MPa － 406 412 359

耐力,MPa 360MPa以上（実体） 369 380 332

伸び,% － 18 18 9

6061-T6と同程度 ← ← ←

粒界腐食深さ 200μｍ以下(ST方向) 86 96 176

耐SCC寿命 30日間以上(ST方向) ≧30(継続中) ≧30(継続中) ≧30(×90)

表３　口金等容器関連アルミニウム部材の想定仕様と候補材

1)引張方向：LT。
2)引張方向：鍛造フローと平行とは異なる方向。
3)SSRTによる特性評価、引張方向：LT。
4)圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の技術基準（別添９）を鍛造部材に適用。

　水素脆化感受性3)

　一般耐食性3)

　引張特性

表 10 口金容器関連アルミニウム部材の想定仕様と候補材 
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用いての圧力上昇を平成 24年度第３四半期以降に確認し、試験する予定である。それまで

の間ボンベ圧以下の圧力（10MPa）で試験することとした（成果は項目(g)で述べる）。 

(b) 水蒸気分圧制御雰囲気中での引張・疲労試験 

 6061-T6および 7075-T6材を用い、疲労き裂進展試験および破壊靱性試験を行い、き裂進

展特性および破壊靱性に及ぼす外部環境水素の影響を調べた。外部環境を実験室大気から、

重水蒸気で飽和させた大気に変えても、き裂進展速度や破壊靭性に影響は見られなかった。 

(c) 重水素・昇温脱離分析による侵入水素量の調査 

 上記のように、重水蒸気雰囲気中で疲労き裂進展および破壊靭性試験を行い、き裂前方

(確認できるき裂から 1mm以上離れた位置)から試験片を切り出し、昇温脱離分析(TDS)を行

った。前年度、重水蒸気雰囲気中で負荷した材料において、重水素量が増加すると報告し

たが、無負荷で同じ雰囲気中に暴露した試験片における重水素増加量とほとんど差がなか

った。したがって表面酸化膜に吸着または水和膜中の普通の水素と置換した重水素以外に、

内部に侵入する水素(重水素量の増加)は検出されないと結論された。 

次に、疲労予き裂の入った厚さ 5mm、高さ 8mm、幅 25mm の最終試験片を使用し、試験片

に水素をチャージする直前に試験片にテーパーピンを挿入して予き裂を進展させた。そし

てこの応力負荷状態にて陰極電解法を用いて水素チャージを行った。電解液には、水素再

結合毒としてひ酸 2 ナトリウム 7 水和物（Na2HAsO4・7H2O）を 1g/L 添加した 2N 硫酸水溶液

を用い、試験片を陰極、白金を陽極とし電流密度約 100A/m2で 30minチャージを行った。チ

ャージを行う際、チャージ面はき裂面および試験片中央部に設けられた切欠き面（ワイヤ

ー放電加工面）のみとし、他の面は絶縁テープにてマスキングを施した。き裂前方に侵入

した水素を調査するため、き裂前方からき裂面と平行に 5×5×2mm の正方形の試片を切り

出した。このとき表面(き裂面)が含まれないようにするために、き裂に近い側の試片端面

は、き裂が確認できなくなるまで湿式研磨し、#2000 で仕上げた。その後、これらの水素を

チャージした試片、および応力は負荷するが無チャージの試片を TDSに供した。 

TDSによって得られた各試験片の水素総放出量を図 19に示す。6061合金は応力を負荷し、

水素チャージした試験片のほうが応力負荷、無チャージの試験片よりも水素放出量は多か

った。これに対して 7075 合金では、チャージに伴う水素量の増加はほとんど見られない。

図 19 TDSにより評価されたき裂前方における水素量。(a) 7075、(b) 6061；

(1) 陰極電解チャージ材、 (2) 無チャージ材。 
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無応力状態で陰極電解を行い、水素を可視化することのできる水素マイクロプリント法に

より水素侵入量を調査した結果では、7075合金のほうが 6061合金よりも水素侵入量が多い

(67倍)が、6061合金では深さ約 400μmまで侵入するのに対し、7075合金では極浅い表面(約

5μm)までしか水素は侵入しないと報告されている。本研究ではき裂表面に吸着した水素の

影響を除き、き裂前方に侵入した水素量を調査するため、切り出した試片の端面からき裂

が確認できなくなるまで研磨を行っている。そのため、き裂の先端から最大で 10μm 程度

試料が除去された可能性がある。このことから、7075 合金ではき裂付与および応力負荷を

行っても、き裂前方から採取した試片では陰極電解チャージしても水素量がほとんど増加

しなかったと考えられた。 

(d) トリチウムオートラジオグラフィ(TARG)による侵入サイトの調査 

7075-T6および 6061-T6試験材にテーパーピンを挿入して予き裂を進展させ、応力負荷状

態にてトリチウムガス環境でトリチウムをチャージした。試験片は室温で圧力 453Pa のト

リチウムガス(モル比で T/(D+T)=0.16、T：トリチウム、D：重水素)中に 3h 保持した。チ

ャージ後、試験片深さ方向のトリチウム侵入挙動を観察するために、厚さを 5mm から約 2mm 

になるように切断し、切断面を耐水研磨紙にて#1500 までの湿式研磨で仕上げた。そしてイ

メージングプレート(IP)上で 14d 露光した後、IP リーダーを用いて、光輝尽発光(PSL) 強

度を測定し、試験片に侵入したトリチウム分布を求めた。 

各試験片のトリチウム(PSL 強度)分布像を図 20 に示す。試験片は β 線(PSL)強度が高い

黒色の領域で囲まれている。応力を負荷するためにテーパーピンを挿入したことで試験片

が変形している。β 線強度は、試験片の表面(図の試験片上下面、切欠き面、き裂面)の外

側で高いが、これは表面に吸着したトリチウムが壊変した際に放出されたβ線の影響を受

けたものと考えられる(β線の空気中の飛程は試料中の約 2200倍)。き裂前方にトリチウム

が侵入し、集中している様子は確認できなかった。 

H22 年度に、水素脆化が報告された 7075 アルミニウム合金の主たる金属間化合物である

Al7Cu2Fe相が水素の侵入挙動に与える影響を、材料中に存在する水素の存在位置を調査する

のに有効な手法であるトリチウムオートラジオグラフィ(TARG)を用いて調査した。TARG で

は、水素の放射性同位体であるトリチウムをトレーサーとして試料中に導入した後、写真

用乳剤を試料表面に塗布し、トリチウムから放射される β 線による感光作用を利用するた

め、表面近傍にとどまっている水素(トリチウム)を検出することができる。そして、Al7Cu2Fe

相は水素の侵入および拡散を助長する効果があることが明らかになった。しかし、7075 合

金にはその他にも多くの金属間化合物を有しており、その中でも 7000系合金の主要合金元

 

 
 

  

図 20 IPにより計測された β線像。 (a) 7075、(b) 6061。 



Ⅲ2.2-12(19) 

 

素である Mg、Znからなる金属間化合物(MgZn2相)において、水素の侵入挙動に与える影響を

明らかにすることは重要である。 そこで H23年度に、MgZn2相のみを生じ、その体積率が異

なる 3種類の Al-Zn-Mg 合金を作製し、 TARGを用いて水素の侵入挙動を調査し、その結果

と前報までの結果とを比較、検討した。 

Zn と Mg の原子比が一定(2：1)となるように組成を決定した 2 種類の合金(Al-32Zn-6Mg、

Al-11Zn-2Mg、組成は mass%)、および 7075の組成範囲に入るよう Zn、Mgの組成を決定した

合金(Al-6Zn-3Mg、組成は mass%)を電気炉にて溶解し、六塩化エタンを用いた脱ガス処理を

施した後、金型に鋳造し、厚さ 20mm×幅 27mm×長さ 200mm の鋳塊を作製した。これらの鋳

塊を 440℃で 1d の均質化処理、厚さ方向に各面 3mm の両面面削、1.1mm 厚までの熱間圧延

を行った。その後 Al-32Zn-6Mg には 410℃で 1h の 焼鈍を施し、Al-11Zn-2Mg・Al-6Zn-3Mg

には MgZn2相の体積率を変える目的で、460℃で 1h5minの溶体化処理を施した後に、時効処

理として Al-11Zn-2Mgは 110℃で 7h、その後 170℃で 24h保持し、Al-6Zn-3Mgは室温で 24h、

その後 120℃で 24h保持した。これらの熱処理を施した板材から 12mm×12mm の試片を切り

出し、両面を#2000 まで湿式研磨、そして片面のみアルミナ、ダイヤモンドペーストを用

いたバフ研磨により鏡面に仕上げた。  

これらの試片にトリチウムガスにより材料中へトリチウムをチャージした。チャージは、

装置中の試料ホルダーに試片を入れた後に真空排気処理を施し、その後トリチウムガス

(T/(D+T)=0.16)をホルダー内圧力が 1333Paになるよう送り込み、その雰囲気下にて室温で

3h 保持した。 

チャージ直後に、Al-32Zn-6Mgには表面および断面に、Al-11Zn-2Mg・Al-6Zn-3Mgには表

面に暗室にて写真用乳剤(コニカミノルタ NR-H2 を脱イオン水で 4 倍に希釈したもの)をワ

イヤーループ法により塗布した。なお断面はチャージ直後に試片を 2 つに切断した後、切

断面を上述と同様の手法で鏡面に仕上げた後に乳剤を塗布した。乳剤を塗布した試片は、

液体窒素中で 28d 露光した後、フジスーパープロドールを用いた 3.75min の現像およびス

ーパーフジフィックスを用いた 6minの定着処理を施し、SEMにて観察した。 

各合金における表面の TARG/SEM像を図 21に示す。この Al-32Zn-6Mgおよび Al-11Zn-2Mg

に見られる矢印部の白色粒子を EDXS 分析した結果、銀粒子であることを確認した。また、

銀粒子は全て MgZn2相上で検出された。一方 Al-6Zn-3Mg では銀粒子を検出することができ

なかった。このことから比較的大きな寸法(0.5μm以上)の MgZn2相は水素の侵入サイトにな

ると考えられた。 

ここで、同手法を用いて 7075の主要な金属間化合物である Al7Cu2Fe相について調査した

結果 1)と今回の Al-32Zn-6Mgの結果とを比較すると、表面での銀粒子の検出量が、Al7Cu2Fe

図 21 各試料の TARG/SEM 像。(a)Al-32Zn-6Mg、(b)Al-11Zn-2Mg、(c)Al-6Zn-3Mg。 

(b) (a) (c) 

1 μm 
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＞MgZn2であり、断面でのトリチウムの侵入深さも Al7Cu2Fe＞MgZn2であることが分かった。

これらのことからMgZn2相の水素の侵入および拡散への助長効果はAl7Cu2Fe相に比べ小さい

と考えられた。そして、水素の侵入量が異なる要因としては、母相、MgZn2相、Al7Cu2Fe 相

それぞれの酸化皮膜が異なり、それらの酸化皮膜の水素の透過のしやすさが、Al7Cu2Fe相＞

MgZn2相＞母相となっていることが考えられた。 

(e) 調査結果のまとめ 

 以上の調査の結果を総合すると、き裂先端での水素の分布を明らかにすることはできな

かったが、無応力の状態で、水素は水蒸気雰囲気や水素ガス環境から、比較的大きな寸法

の MgZn2相をサイトとして侵入すると考えられた。しかし MgZn2相は Al7Cu2Fe相よりも侵入

を助長する効果が少ないことが分かった。ただし今回の結果は、応力を負荷しない場合で

あったので、平成 24年度は応力負荷の影響を明らかにする予定である。 

(f) 関連 NEDO事業との連携調整 

 ３－６節に記載した。 

(g) 内圧型高圧水素環境下引張・疲労試験 

 ３－５節に記載した。 

 

【参考文献】 

1) 伊藤吾朗, 渡壁尚仁, 波多野雄治: 軽金属学会第 120 回春期大会講演概要, (2011), 

pp.33-34. 

 

３－５ 開発材の耐水素脆化性評価 

 ３－２で設計・試作した 6 種類の合金の耐水素脆性評価を茨城大学で行った。項目３－

４(a)で製作したシステムに液体窒素を用いて水素ガスの昇圧を試みたが、圧力の上昇が認

められなかったので、同じ内圧型の試験片（図 22）を用いて、ボンベ圧以下の一定圧力

（10MPa）の水素または窒素ガスを充てんして試験した。試験条件を表 11 に示す。各合金 

図 22 内圧型引張試験片の外観、形状、寸法（断りのない数値は、mm単位） 
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 表 11 内圧型引張試験片を用いて行った引張試験条件。 

 

0

10

20

1 2 3 4 5 6

N2

H2

～引張強度[MPa]～

0

10

20

1 2 3 4 5 6

N2

H2

N2

H2

0

100

200

300

400

500

1 2 3 4 5 6

引張強度[MPa] N2

引張強度[MPa] H2

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6

合金

500

400

0

300

200

100
0

10

20

1 2 3 4 5 6

N2

H2

N2

H2

 

0

100

200

300

400

500

1 2 3 4 5 6

N2

H2

0

10

20

1 2 3 4 5 6

N2

H2

N2

H2

0

10

20

1 2 3 4 5 6

N2

H2

20

10

0
No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6

～破断伸び[%]～

合金

0

10

20

1 2 3 4 5 6

N2

H2

N2

H2

0

10

20

1 2 3 4 5 6

N2

H2

0

10

20

1 2 3 4 5 6

N2

H2

N2

H2

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

1 2 3 4 5 6

N2

H2

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6
合金

50

40

0

～絞り[%]～

30

20

10
0

10

20

1 2 3 4 5 6

N2

H2

N2

H2

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

1 2 3 4 5 6

N2

H2

0

10

20

1 2 3 4 5 6

N2

H2

N2

H2

図 22 表 11の条件で試験して得られた各合金の破断伸び、絞り、引張強さ。 
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の水素および窒素雰囲気における破断伸び、破断絞り、引張強さを図 23 に示した。なお、

破断絞りは試験前の断面積を測定できなかったので、設計寸法通りに加工されているとし

て試験前断面積を算出し、一方試験後の断面積は破面の SEM 像から測定した。これより、

0.2%耐力が目標の 380MPa 以上を達成した No.6 をはじめすべての試験材において、十分な

耐水素脆性を示すことが確認される。同じ試験材について、1 気圧の湿潤大気中および乾

燥窒素中で SSRT 引張試験し、耐水素脆性の評価を進めている。 

 項目３－４(a)で製作したシステムに液体ヘリウムを用い水素ガスの昇圧を検討している

が、液体ヘリウム供給業者（太陽日酸東関東）からは、日立地域で企業等からまとまった

量の発注があった時のみ供給できるとのことで、その時期を待っている状態である。 

３－３で試作した開発材の湿潤大気中での疲労試験を古河スカイ(株)で実施中である。 

 

３－６ 関連 NEDO事業との連携調整 

これまで、平成 22 年 11 月 18 日、平成 22 年 12 月 22 日、平成 23 年 2 月 28 日、平成

23 年 6 月 28 日、平成 23 年 9 月 26 日、平成 23 年 12 月 7 日、平成 24 年 2 月 22 日、平

成24年6月27日の計8回水素用アルミニウム材料の評価・開発研究調整ＷＧを開催し、

グループ内での研究の進捗状況の確認、その後の研究計画の調整を密接に行った。また、

平成 23 年 2 月 28 日、平成 23 年 10 月 21 日、平成 24 年 7 月 20 日に水素用アルミニウム材

料の評価・開発事業 推進委員会を開催し、グループ構成機関のメンバーに、高圧ガス保安

協会および自動車工業会メンバー・オブザーバーを加えて、規制の見直しの方向を議論し

た。 

さらに、財団法人石油産業活性化センター主催の水素ステーションの技術基準に関する

検討「複合容器分科会」の委員として、伊藤が参画し、アルミニウム材料に関する知見を

提供し、ステーションにおける複合容器の技術基準策定に貢献した。他方、その基準策定

の過程から逆にアルミニウム材料の課題を抽出し、今後の検討に生かす予定である。 

 その他に、平成 22 年 12 月 13 日に水素用材料評価関係者会議、平成 23 年 6 月 8 日水素

系材料評価法検討会準備会、平成 23 年 8 月 2 日第 1 回水素系材料評価法検討会、平成 23

年 10 月 26 日に第 2 回水素系材料評価法検討会に、伊藤が委員として参画し、国際標準化

や材料評価法に関する情報収集を行うとともに、アルミニウム材料の研究開発の状況を述

べ、国際標準化や材料評価法の進展に貢献した。 

 これらと平行して、HYDROGENIUS（水素先端科学基礎研究事業）と連携し、VH3複合容

器のステーション蓄圧器への利用に関する規制緩和をめざし、これに必要な 100MPa級の高

圧水素中での試験のための材料提供を行った。 

 

３－７ 特許、論文、講演、報道等の件数 

  区分 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

（プレス発表等） 国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H22FY 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 0 件 

H23FY 0 件 0 件 1 件 0 件 11 件 0 件 

H24FY 2 件 0 件 0 件 1 件 6 件 0 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 
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４．まとめ及び課題 

 以上、得られた成果のまとめ及び課題を研究開発項目ごとに、以下に記す。 

（１）耐水素脆化性に及ぼす合金元素の役割の解明および高強度アルミニウム合金材の開

発 

・Al-Mg 系合金は、再結晶処理ままの状態においては水素脆化を示さないことが確認された

が、このうち Al-5.0Mg 材について、鋭敏化処理（20％冷延後に 150℃で 64 時間時効処理）

を行うと、若干水素脆化感受性指数が増加して、試料の破断面の一部で粒界割れを伴う

水素脆化が生じることが確認された。 

・上記の Al-Mg 系合金に加えて、過去の水素脆化感受性を評価した各種の２元および３元

アルミニウム合金の評価結果より、アルミニウムに対する各種の添加元素は、その水素

脆性に対して必ずしも単純に抑制元素や有害元素に分類されるわけではなく、添加元素

の組合せによって大きく変化し、また熱処理条件等によっても変化することが示された。 

・アルミニウム合金の水素脆化性に及ぼす各種添加元素の影響について評価した結果、優

れた耐水素脆性と高強度を合わせ持つ合金系として Al-Cu-Mg 系合金を見出し、水素脆化

感受性指数（Ｉ(δ)）が 0.2 未満、耐力値 400MPa の両方を満足するアルミニウム合金の基

本組成を見出すことができた。 

（２）バルブハウジング用アルミニウム素材の開発 

・6種類の合金の設計、試作及び試作材の特性評価を行った。その中で、合金 No.6の 0.2%

耐力が目標の 380MPa 以上を達成した。また、合金 No.6の切削性は市販の 6061押出棒よ

り優れていることを確認した。現在，合金 No.6 の応力腐食割れ感受性評価(日本軽金属)

及び耐水素脆性評価(茨城大学)を実行中である。 

（３）口金等容器関連アルミニウム部材の研究開発 

・口金等容器関連アルミニウム部材向け高強度 6000 系合金として、6066 合金では 6066Cu

下限過剰 Si材、6069合金では主要組成 Mg、Si、Cuならびに遷移元素 Mn の添加量を低減

し、且つ過時効処理を施した 6066低組成材を候補材とすることが出来た。耐力の向上と

ともに安定して仕様値を満足する最適な組成・高温時効条件の把握を今後も継続するも

のの、高圧水素ガス雰囲気中での評価試験機には限りがあり、実環境下での材料特性評

価が難しい状況にある。評価では、実形状に試作した口金部材の調査ならびに課題の抽

出は必要と考える。なお、口金部材は、容器材に比べて、高強度化によるメリットを数

値化することは、現状は難しく水素推進委員会等からも意見をヒアリングし、最終報告

書に向け明確にしてゆきたい。 

（４）アルミニウム合金材料評価法の確立および水素挙動解析 

・湿潤大気中での SSRT試験は、高圧水素ガス中での試験に比べて、厳しいことが分かって

いる。そして湿潤大気中での SSRT試験でも、脆化を示す合金は限られている。長期的課

題として、アルミニウム合金の場合、高圧水素中での試験を不要として、基準に盛り込

めるようにしたい。むしろ、圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の技術基準に基づく試

験（粒界腐食、応力腐食割れ、長期負荷割れ）のほうが、ハードルが高い。これについ

ても、圧縮天然ガスのように金属単体容器に必要な試験が、VH3 容器にも必要かどうか

など、必要に応じて実験を行いつつ、安全を担保しつつも効率的的な試験方法の確立を

追及する必要がある。 
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・き裂先端での水素の分布を明らかにすることはできなかったが、無応力の状態で、水素

は水蒸気雰囲気や水素ガス環境から、比較的大きな寸法の MgZn2相をサイトとして侵入す

ると考えられた。しかし MgZn2相は Al7Cu2Fe相よりも侵入を助長する効果が少ないことが

分かった。ただし今回の結果は、応力を負荷しない場合であったので、平成 24年度は応

力負荷の影響を明らかにする予定である。 

（５）開発材の耐水素脆化性評価 

・３－２で設計・試作した 6 種類の合金の特性評価を行った。その中で、0.2%耐力が目標

の 380MPa 以上を達成した No.6 の耐水素脆性評価を 10MPa の水素ガス中で行った結果、

十分な耐水素脆性を示すことを確認した。 

・種々のアルミニウム合金の水素脆化性を評価した結果、優れた耐水素脆性と高強度を合

わせ持つ合金系として Al-Cu-Mg 系合金を見出し、水素脆化感受性指数（Ｉ(δ)）が 0.2 未

満、耐力値 400MPa の両方を満足するアルミニウム合金の基本組成を見出すことができた。 

（６）関連 NEDO事業との連携調整 

・これまで、計 8 回水素用アルミニウム材料の評価・開発研究調整ＷＧを開催し、グル

ープ内での研究の進捗状況の確認、その後の研究計画の調整を密接に行った。また、

計 3 回水素用アルミニウム材料の評価・開発事業 推進委員会を開催し、グループ構成機

関のメンバーに、高圧ガス保安協会および自動車工業会メンバー・オブザーバーを加え

て、規制の見直しの方向を議論した。 

・財団法人石油産業活性化センター主催の水素ステーションの技術基準に関する検討

「複合容器分科会」の委員として、伊藤が参画し、アルミニウム材料に関する知見を

提供し、ステーションにおける複合容器の技術基準策定に貢献した。他方、その基準

策定の過程から逆にアルミニウム材料の課題を抽出し、今後の検討に生かす予定であ

る。 

・ＮＥＤＯ主催の水素系材料評価法に関係する関係者の協議会に参画し、国際標準化や

材料評価法に関する情報収集を行うとともに、アルミニウム材料の研究開発の状況を

述べ、国際標準化や材料評価法の進展に貢献した。 

・HYDROGENIUS（水素先端科学基礎研究事業）と連携し、VH3複合容器のステーション

蓄圧器への利用に関する規制緩和をめざし、これに必要な 100MPa級の高圧水素中での試

験のための材料提供を行った。 

 

５．実用化・事業化見通し 

開発に関係する項目について、項目ごとに実用化・事業化の見通しを以下に記す。  

（１）優れた耐水素脆性と高強度を合わせ持つ Al-Cu-Mg 合金は一般耐食性に劣ることが懸

念されるので、純アルミニウムを表面にクラッドするなどの技術と組合せて、一般

耐食性を改善した上で、実用化に向けてユーザー提案を行っていく予定である。 

（２）今後、実用化に当たって、2013 年度までにバルブハウジングメーカへ開発合金素材

を提供し、実際にバルブハウジングの作製を行うとともに、実環境下での検証を進

め、素材製造事業化へつなげる。 

（３）本研究開発で得られた口金等容器関連アルミニウム部材向け高強度 6000系合金の成

果を元に、継続して認証に必要な高圧水素ガス中等でのデータを整備し、早期の市
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場投入を進めたい。また、VH3容器向け材にも展開していきたい。 

本研究開発で得られた成果を基に、新たに材料種拡大の基準策定を進めれば、2015 年頃

より市場投入予定の HIS および FCV に、本研究開発で提案した材料が使用される可能性が

大である。 
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 2．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

 

Ⅲ－１ 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

（実施者：(株)テクノバ） 

 

Ⅲ－２ IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討 

（実施者：(財)エンジニアリング振興協会） 

 

Ⅲ－３ 可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究

開発（実施者：(独)産業技術総合研究所） 

 

Ⅲ－４ 非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計及び開発 

（実施者：(国)横浜国立大学） 

 

Ⅲ－５ 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

（実施者：(独)物質・材料研究機構、(国)金沢大学） 

 

Ⅲ－６ 水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 

（実施者：(国)東京大学） 

 

Ⅲ－７ 超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

（実施者：(独)産業技術総合研究所、(国)東北大学） 

 

Ⅲ－８ ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

（実施者：(国)東北大学） 

 

Ⅲ－９ Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発 

（実施者：(学)東海大学） 

 

Ⅲ－10 燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

（実施者：(財)日本自動車研究所） 

 

Ⅲ－11 水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

（実施者：(独)産業技術総合研究所） 

 

Ⅲ－12 水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

（実施者：(財)エネルギー総合工学研究所、岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、 

 関西電力（株）、清水建設（株）、三菱重工業（株）、千代田化工建設（株）） 

 

Ⅲ－13 水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

（実施者：高圧ガス保安協会、(国)東京大学） 

 

Ⅲ－14 水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

（実施者：水素供給・利用技術研究組合、高圧ガス保安協会） 
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開発項目 

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発・フィージビリティスタディ等革新的な次世代技術の探索、有効性検

証に関する研究開発－水素・燃料電池に係る国際関連機関等研究・政策動向の調査 

（平成２２年度～平成２４年度） 

(株)テクノバ 

１．事業概要 

本技術開発では、国際エネルギー機関（ International Energy Agency： IEA）の水素実施協定（Hydrogen 

Implementing Agreement、以下 IEA/HIA）、および先端燃料電池実施協定（Advanced Fuel Cell Implementing 

Agreement、以下 IEA/AFCIA）の執行委員会やそれぞれに設置されている各作業部会に日本の専門家を派遣し

て、水素・燃料電池に関する技術開発動向及び分析活動動向を把握する。また水素燃料電池国際パートナーシ

ップ（International Partnership for Hydrogen and Fuel Cells in the Economy、以下 IPHE）の情報を収集する。これ

らの情報を収集するとともに、それらを通じ各国の動向を調査・検討する。さらに、これらの情報を適時・定期的

に国内関係者に発信・展開し、情報共有化を図る。 

 

IEA/HIAは 1970年に設置された水素分野における研究協力組織である（表 1）。 

  

表 1．IEA/HIAの各作業部会の内容と対応委員 

対象 内容 対応委員 

Annex 21 バイオ水素製造 大阪大 

Annex 22  基礎的・工学的水素貯蔵材料開発 (独)産業技術総合研究所、九州大、東北大、広島大 

Annex 23 水素供給用の小規模改質器 東京ガス㈱ 

Annex 24★ 風力水素 横浜国大 

Annex 26 水の光分解による水素製造 産業技術総合研究所 

Annex 28 大規模水素インフラ 東京ガス㈱、日産自動車㈱ 

Annex 29 分散型水素供給 (独)産業技術総合研究所 

Annex 30 グローバル水素システム分析 東京ガス㈱ 

Annex 31 水素安全 東邦大 

注： 上記の他に、Annex25（熱化学サイクル）があるが、本事業の対応外である。★は平成 23年度で終了。 

 

IEA/AFCIAは 1990年に設置された FC分野における研究協力組織である（表 2）。 

 

表 2．IEA/AFCIAの各作業部会の内容と対応委員 

対象 内容 専門家 

Annex 22 固体高分子形燃料電池（PEFC） トヨタ自動車㈱ 

Annex 24 固体酸化物型燃料電池（SOFC） (独)産業技術総合研究所 

Annex 25 定置用燃料電池ｼｽﾃﾑ パナソニック、東芝燃料電池システム、アイシン精機 

注： 上記の他に、Annex23（溶融炭酸塩形燃料電池：MCFC）、Annex26（自動車用燃料電池システム）、

Annex27（ポータブル燃料電池）があるが、本事業の対応外である。 
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IPHE は 2003 年に米国エネルギー省の主導で設立した水素・燃料電池の政策面での国際コラボレーション組

織であり、現在 17カ国・1地域が参加している。IPHEでは政策面での情報交換、各国の研究開発の状況分析、

各種のワークショップの開催などの活動を行っているとともに、最近では車載水素容器の国際ラウンドロビンテ

ストの提案・実施など、基準標準活動にも影響を与える可能性がある活動も実施されており、日本としてもその

詳細について情報収集を行うことが必要と思われる。 

 

２．事業目標 

① IEA/HIAの動向の調査・検討・普及 

本事業では IEA/HIA の最新動向・活動を入手し、我が国の政策や技術開発への影響を分析する。また必要

に応じて、その対応を検討する。 

 

② IEA/AFCIAの動向の調査・検討・普及 

本事業では IEA/AFCIA の最新動向・活動を入手し、我が国の政策や技術開発への影響を分析する。また必

要に応じて、その対応を検討する。 

 

③ IPHEの動向の調査・検討・普及 

本事業では IPHEの最新動向・活動を入手し、我が国の政策や技術開発への影響を分析する。また必要に応

じて、その対応を検討する。さらに、IPHEが企画している定置用 FC国際ワークショップの国内開催を支援し、そ

の情報を関係者に発信する。 

 

④ IPHE、HIA、AFCIA メンバー国やその主要関連研究機関の政策・技術開発動向の調査・検討 

IPHE、HIA、AFCIA メンバー国の発言、プレゼンテーション、およびその他の情報から、参加メンバー国や、そ

の主要関連研究機関の政策・動向を把握し、我が国の政策や技術開発への影響を分析する。 

 

⑤ 情報の展開・普及及び共有化活動 

①～④で把握した技術開発動向及び分析活動ならびに関連国際会議やウェッブサイトから得られた水素関

連活動等を、国内関係者に定期的に発信し、情報共有を図る。 

 

⑥ 再生可能エネルギー由来水素の技術動向 

再生可能エネルギー由来水素の可能性に関して、既存の技術動向をとりまとめる。 
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３．事業成果 

事業の成果は以下のとおりである。 

 

①� IEA/HIAの動向の調査・検討・普及 

1) 国際技術開発動向の把握 

IEA/HIAの各作業部会に専門家を派遣、表 3の情報を得た。 

また平成 24年度は関係者との連携の下で Annex 28(大規模水素インフラ）会合を日本でホストし（平成 24年

10月、東京）、情報収集とその内容の発信を行った。 

 

表 3．IEA/HIAの各作業部会における成果 

作業部会 成果 

Annex 21（光生物

学的水素製造） 

- 国によっては、バイオ水素実用化の可能性がでてきた（例 ブラジル）。  

- 研究開発ではアジア諸国が急速に成長（主に有機性廃棄物利用）。  

- 米国は光合成＋人工光合成の基礎に注力、ヨーロッパは総じて水素発生酵素の化

学と遺伝子工学に注力している。 

Annex 22（基礎

的・工学的水素貯

蔵材料の開発） 

- ボロハイドライド､ALH3、Mg 系材料、合金等の合成・物性・計算・構造・ダイナミクス

の報告あり。日本からはアンモニアｰアルカリ金属水素化物系、ボロハイドライド系

及び ALH3・Mg系水素化物の高圧合成を報告。 

- 2010年にエンジニアリング部会を新設。日本からハイブリッド容器研究を報告。 

Annex 23(オンサ

イト水素供給用小

規模改質器) 

- サブタスク 3「市場研究」（サブタスクリーダ：東京ガス）で、設備コストと製造能力の相

関について分析。改質器サプライヤーリストのとりまとめ作業を実施。 

- 改質器メーカからのデータを利用し、設備コストと製造能力との相関を分析。 

Annex 24(風力エ

ネルギーと水素の

統合) 

- 風力発電－水電解－水素製造の統合システム化と活用を探求 

- 2010年より電解槽メーカである Stadoil Hydro と Hydrogenicsが加わり、水電解技術

の議論が活発化。 

Annex 26(旧20)

(水の光分解によ

る水素製造) 

- 日本（産総研）の太陽光水素製造技術を。また光電極については主に Fe2WO6 につ

いて検討し、バンド構造の解析、ガス発生測定や長期安定性について紹介。 

- 各国エキスパートの得意分野を分担執筆した光電気化学的 水素製造に関するレポ

ートを発刊することを計画。 

Annex 28(大規模

水素インフラ） 

- 各国のインフラ整備の取組内容を紹介 

- 水素インフラ状況の情報を共有。 

Annex 29(分散コ

ミュニティ用水素

システム): 

- 小規模コミュニティを洗い出し。 

- 小規模コミュニティをモデルにて類型化。さらに代表モデルを選定（日本のエネファー

ムも選定）、その共通点を検討中。 

Annex 30 (グロ

ーバル水素システ

ムの分析) 

- グローバル水素資源の詳細を分析中。 

- IEA「World Energy Outlook(WEO)」と「Energy Technology Perspective (ETP)」に、水素

関連の情報を盛り込むことを模索。 

Annex 31 (水素

安全) 

- リスク管理手法、水素安全に関するテスト、情報管理（水素安全に関する情報共有）

を実施。2012年に成果報告ワークショップを開催予定。 
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2) 執行委員会への参加と情報収集 

IEA/HIA の執行委員会に参加し（専門委員：エンジニアリング協会）、各作業部会の半期毎の活動報告、年次

報告書概要等の報告（事務局）、各国の水素関連研究開発動向（各国代表）などの情報を入手した（表 4）。 

特に平成 23年度は、第 65回執行委員会（2011年10月）を日本（福岡）で開催し、表 5に示す成果を挙げた。 

 

表 4．IEA/HIAの執行委員会 

2010年 5月 第 62回執行委員会（ドイツ、エッセン） 

2010年 11月 第 63回執行委員会（トルコ、イスタンブール） 

2011年 6月 第 64回執行委員会（デンマーク、コペンハーゲン） 

2011年 10月 第 65回執行委員会（日本・福岡） 

2012年 6月 第 66回執行委員会（カナダ、トロント） 

 

表 5．平成 23年度に日本で開催した第 65執行委員会（福岡） 

日時 2011年（平成 23年）10月 1１日（木）～10月 14日（金） 

開催場所 ヒルトン福岡シーホーク ホテル（福岡） 

参加人数 

29名   

会議日程 １日目 OA (作業部会幹事)会議 

２日目 水素エネルギー製品研究試験センター（HyTreC）と九州大学（Hydrogenius）との意見交換会 

３～４日目  執行委員会 

得られた

情報 

(1) 各国の状況 

①米国の水素 FC関連予算（米国の報告より） 

・ 現在 2012 年度予算を議会が審議中。DOE の予算要求は約 1 億ドルだが、下院は 9100

万ドルを、上院は 9800万ドルを回答 。おそらくその中間の金額になる見込み。 

② フランスと欧州燃料電池水素共同実施機構の状況（フランスの報告より） 

・ フランスとしては、欧州燃料電池水素共同実施機構（FCH JU）での枠組みで引き続き FC/

水素の R&Dを推進。フランスにおける中核企業は Air Liquide。 

・ 現在 FCH JUは第四回目の公募を実施。FCH JU終了後の 2014年以降の枠組みも検討

されている。ポスト FCH JUは、交通分野を重視することになる見込み。 

③ HyNorプロジェクト（ノルウェーの報告より） 

・ ノルウェーでは HyNor プロジェクト を推進しており、水素ハイウエイ構築のために水素ス

テーションを整備中。現在 5箇所 。 

(2) 各作業部会の報告 
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② IEA/AFCIAの動向の調査・検討・普及 

1) 国際技術開発動向の把握 

IEA/AFCIAの各作業部会に専門家を派遣、表 6の情報を得た。 

また平成 24年度は関係者との連携の下で Annex 25(定置用 FC）会合を日本でホストし（平成 24年 10月、福

岡）、情報収集を行った。 

 

表 6．IEA/AFCIAの各作業部会における成果 

作業部会 成果 

Annex 22 

（PEFC） 

- PEFCの材料・現象に関する意見交換と政策情報交換を実施。 

- 高温作動 PEMC、DEFC、非白金系の新規電極触媒の開発状況、再生可能燃料

からの水素製造、PEFCの劣化挙動など、極めて技術的な意見交換が中心。 

- 欧州からは政策の発表も多い。 

Annex 24 

（SOFC） 

- SOFCの主要メーカーが参画。 

- 豪 CFCL の「BlueGen」の販売、デンマークの SOFC 研究開発、フランスの

SOFC/SOEC開発、イタリアの SOFC開発などの報告あり。 

- 共有情報は日本の対応委員を通じて、NEDOプロに反映。 

Annex 25 

(定置用FC) 

- 世界の定置 FC主要メーカが参画。 

- 政策情報（ドイツ、デンマークの定置 FC政策）、技術情報を共有。 

- 再生可能エネルギー貯蔵手段としての水素の発表も多い。 

- 日本の NEDO プロ、SOFC 実証試験、エネファーム導入状況等の紹介（解説）に

対する評価は高く、委員の強い要望をうけて、平成 24 年度秋季会合を日本（福

岡）で開催することになった。 

 

 

2) 執行委員会への参加と情報収集 

平成 24年度より、IEA/AFICAの執行委員会（平成 24年春季、カナダ、トロント）に参加、各国の燃料電池関連

研究開発動向（各国代表）などの情報を入手した（表 7）。 

 

 

表 7．第 44回執行委員会（平成 24年 6月、カナダ トロント）での情報 

得られた

情報 

・各 Annexの OAから概要説明がなされ、情報共有と運営効率の強化がなされた。 

・再生可能エネルギー貯蔵の点で注目が高まる水電解に関し、PEM形電気分解セル（PEMEC）

と固体酸化物形電気分解セル（SOEC）を、Annex22（PEFC）と Annex24（SOFC）傘下にサブタ

スクを儲けることで検討予定。 

・日本より、Annex25（定置用 FC）の秋季会合を日本開催（福岡）で調整していることを報告。 
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③ IPHEの動向の調査・検討・普及 

1) IPHEにおける対応 

IPHE の各委員会に出席し、最新動向、活動内容を入手、わが国からの情報を発信した（表 8）。また IPHE の

議論を分析、わが国の政策や技術開発への影響を分析した。対応が必要な議論や動きに関しては、国内関係

者と連携し、その対応を行った。  

 

表 8．IPHE関連会合とその成果 

平成 22年 5月 第 13回委員会（ドイツ、エッセン） 

（同時開催） IPHEスチューデントコンペティション 

【成果】 

・ ドイツが初めての議長。ワークショップを中心に産業界と連携していく方針を打ち出す。 

・ IPHEの組織を改変。運営委員会と実行連絡委員会を一体化（運営委員会に統合）。 

・ 進展のないプロジェクトの見直し、中止。 

平成 22年 9月 第 14回委員会（中国、上海） 

（同時開催） FCVデモンストレーション国際ワークショップ 

【成果】 

・ IPHEのビジョンを採択。 

・ •中国を中心に「大臣級会合準備タスクフォース」結成。 

・ 要請を受け、日本で定置用 FC国際ワークショップを開催することを受け入れ。 

平成 23年 3月 定置用 FC国際ワークショップ（東京） 

【成果】 

・ 日本（東京）にて、約 80名（招待のみ）が参加してワークショップを実施。 

平成 23年 5月 第 15回委員会（カナダ、バンクーバー） 

【成果】 

・ IPHEの延長の可能性を議論 

・ 定置用 FC国際ワークショップの成果を報告。 

・ 再生可能エネルギー由来水素国際ワークショップの実施を決定。 

平成 23年 11月 第 16回委員会（ドイツ、ベルリン） 

【成果】 

・ IPHEの正式延長を決定。 

・ 産業界（ステークホルダ）との対話を実施。 

平成 24年 5月 第 17回委員会（南アフリカ、ケープタウン） 

【成果】 

・ IPHEの 10年延長を決定。 

・ 年会費については意見がまとまらず。 

・ 南アフリカの産業界との対話を実施。 

平成 24年 11月 第 16回委員会（スペイン、セビリア） 

（同時開催） 再生可能エネルギー由来水素国際ワークショップ 
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2) IPHEワークショプの運営と情報収集（平成 22年度） 

IPHE対応の一環として、平成 23年 3月に定置用 FC国際ワークショップを運営・開催した（図 1）。ワークショ

ップの報告書を作成し、IPHEに提出し、IPHEホームページで公開されている（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．定置用 FC国際ワークショップの運営（プログラム、会議の様子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2．定置用 FC国際ワークショップの報告（英文） 注：IPHEホームページで公開 

プログラム 

1 挨拶 
・飯田健太（燃料電池推進室長） 
・Kai Klinder（ドイツ NOW） 

2 政策セッション 
・NEDO ・米国 DOE 
・FCH JU  ・NOW 

3-1住宅用セッション 3-2産業用セッション 
・東芝 ・富士電機 
・E.ON ・UTC 
・Baxi ・POSCO 
・アイシン精機 ・三菱重工 
・CFCL ・Ballard 
・Clear Edge ・Wärtsilä 
・KOGAS 

4 ディスカッション 
・セッションからの報告とディスカッション 
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3) IPHEアワードへの日本からの推薦の支援（平成 22年度） 

IPHE が隔年で実施してきた IPHE アワード（IPHE によって、FC/水素分野でのリーダーシップと技術功績をた

たえるもの。2年毎に実施）に関して、経済産業省および関係機関と連携し、日本からの推薦の支援と IPHE会議

での紹介を行なった（優秀リーダーシップ賞に福岡水素エネルギー戦略会議、技術功績賞に秋葉悦男産業技術

総合研究所副研究部門長）。この推薦２件は、IPHEアワードの受賞を得ることができた（図 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3．経済産業省ニュースリリースでの紹介（平成 22年度） 

                         （経済産業省ホームページより） 
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4) IPHEスチューデントコンペティションへの協力（平成 22年度） 

JHFC プロジェクト（平成 14～22 年度に実施された FCV・水素ステーションの実証研究プロジェクト。平成 21

年度より NEDO 事業）と連携し、IPHE が企画した IPHE スチューデントコンペティション（IPHE が企画した、FCV・

水素の研究に秀でた各国の高校生を表彰するもの。IPHE メンバー国が自主的に優秀校を推薦）にわが国から

秋田工業高校を推薦し、IPHE スチューデントコンペティション授賞式およびスチューデントプログラム（各国学生

との国際交流）に派遣することができた（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4．IPHEスチューデントコンペティションへの派遣（JHFCホームページより） 
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④ IPHE、HIA、AFCIA メンバー国やその主要関連研究機関の政策・技術開発動向の調査・検討 

1) 「世界の燃料電池・水素プログラム」とりまとめ（平成 24年度） 

IPHE、AFCIA における情報をもとに、政策情報をとりまとめ、関係者に提供した（内容は、米国、ドイツ、欧州

連合に加え、カナダ、ノルウェー、アイスランド、韓国、中国、オーストラリア）。 

 

2) マッキンゼー「パワートレインのポートフォリオレポート」翻訳（平成 22年度） 

欧州連合およびドイツが実施したマッキンゼー「パワートレインのポートフォ 

リオレポート」を翻訳して関係者に配布した（図 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5「パワートレインのポートフォリオレポート」翻訳 

 

 

3) 欧米の水素ステーション規制動向調査（平成 22年度） 

我が国の水素ステーション規制見直しのために水素規制見直しリーダー会議にオブザーバーとして参画、

IPHEなどのネットワークを用いて DOE、Air Products、Shell、CaFCP、Linde、TUV等にヒヤリングを実施、米国・

ドイツの水素ステーション規制を日本との対比でとりまとめ、関係者に提供した（図 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6．米国・ドイツの水素ステーション規制状況の取りまとめの内容 

調査項目 
・ 使用可能鋼材の拡大 
・ 設計基準（耐圧安全係数）の

見直し 
・ 輸送用複合容器の適用範囲

拡大 
・ 市街地における水素貯蔵量

の増加 
・ 保安検査の簡略化 
・ 開放周期の周期延長 
・ 複合容器の蓄圧器としての使

用 
・ 保安距離の更なる緩和 
・ 改質器の無人運転 
・ 防爆性能の見直し 
・ 蓄圧器等のキャノピー上設置 
・ ディスペンサーの並列設置 
・ 公道での FCVへの充填 
・ CCS用 CO2回収設備の付帯

設備化 
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⑤ 情報の展開・普及及び共有化活動 

1) 活動報告会の開催（平成 22年度～） 

平成 22 年度（平成 23 年 2 月）は IEA/HIA に関して、また平成 23 年度（平成 24 年 2 月）は IEA/HIA と

IEA/AFCIA の両方に関して、年度末に活動報告会を開催している。活動報告会では、各作業部会を担当する専

門家が部会の活動を報告し、質疑応答を行っている。活動報告会参加者は、産学官における水素関連の研究

開発・実証試験などに携わる研究者・技術者（約 40数名が参加）。 

 

2) 国際情報共有ネットワークの立ち上げと専用 HPの開設（平成 24年度～） 

平成 23年度 10 月より、FC/水素政策関係者、NEDO、NEDO プロの委託先等を中心に国際情報ネットワーク

を構築、登録者は現在約100名（図 7、図 8）。発信している内容は、作業部会や国際会議の報告、海外政策情

報、マンスリーニュースなど。これにより従来は IEA/HIAや IEA/AFCIAの活動報告は年間１回（毎年 2月の活動

報告会）のみであったが、タイムリーに国際情報を関係者に提供できるようになった。 

 

 

 

 

 

 

図 7．国際情報共有ネットワークの立ち上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8．国際情報ネットワークの専用 HPの開設 

事務局 

 国際情報ネットワーク 

経済産業省、NEDO、NEDO
プロ関係者のうちの希望者を
登録 

IEA HIAエキスパート 
IEA AFCIAエキスパート 

専用HPに情報を蓄積
（NEDOとPLに公開。
要望に応じてパスワー

ドを知らせる） 

国際動向の情報提供 

テクノバ 
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3) 国際動向レポートの発行（平成 23年度～） 

IEA/HIA、IEA/AFCIA、IPHEなどで得られた情報、また各国の動きがある場合に、その情報（レポート翻訳、概

要解説、会議参加報告書）を前述の国際情報共有ネットワークを活用して発信（平成 23 年度はほぼ隔月～3 ヶ

月に 1回程度、平成 24年度上旬は隔月で発信）。平成 24年 7月からはマンスリーレポートも配信。 

 

4) 作業部会のサポートチーム設置（平成 24年度～） 

IEA/HIA、IEA/AFCIA の作業部会のうちでも、そのテーマが担当する専門家だけでは対応が難しい場合、他

の企業や研究機関にも関わりがある場合、また戦略的な情報発信が必要な場合は、その作業部会に出席する

専門家のサポートチームを構築した（表 9）。 

 

表 9．作業部会のサポートチーム設置 

作業部会 エキスパート サポートチーム 

IEA/HIA Annex 28 

(大規模水素インフラ） 

東京ガス 

日産自動車 

（確認中） 

IEA/HIA Annex 30(グロ

ーバル水素システムの

分析)） 

東京ガス 日本自動車工業会、エネルギー総合工学研究所、JX 日鉱日石エネ

ルギー 

IEA/HIA Annex 31 

(水素安全) 

東邦大学 日本自動車工業会、水素供給・利用技術研究組合（HySUT）、日本自

動車研究所（JARI）、燃料電池実用化推進協議会（FCCJ） 

 

 

5) 経済産業省燃料電池分科会への海外情報提供と FCV普及予測の実施（平成 23年度） 

経済産業省燃料電池分科会（平成 23年 6月 3日）に海外情報を提供した。また FCCJや関係機関・組織と連

携し、2015 年～2030 年に向けての FCV 普及予測を行い、あわせて提供した。その後も業界（FCCJ など）の意

見を参考に、FCV普及予測を修正・アップデートした。FCV 普及予測は、大手自動車 3社の意見を元に、4つの

パラメータ（車両の魅力、燃料経済性、強力な政策支援、車両価格低減）で分析を行った。その結果、普及台数

は、2025年における FCVの普及予測は、36万台から 240万台の間となった（表 10、図 9） 

 

表 10．FCVの普及予測 

 

 

FCV普及に関するパラメータ 
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図 9．経済産業省燃料電池分科会（平成 23年 6月 3日）での発表 

 

背背景景情情報報：：  各各国国のの水水素素ココスストト・・水水素素源源・・スステテーーシショョンンココスストト、、FFCCVV 普普及及シシナナリリオオ  

FFCCVV 普普及及予予測測のの参参考考ととししてて：：ハハイイブブリリッッドドのの普普及及パパタターーンンのの分分析析  

FFCCVV 普普及及予予測測::  ハハイイブブリリッッドド価価格格ととのの差差をを考考慮慮しし、、四四つつののシシナナリリオオをを提提示示（（パパララメメーータタはは表表 1100））  

    



Ⅲ2.3-1(14) 

 

⑥ 再生可能エネルギー由来水素の技術動向 

再生可能エネルギー由来水素の可能性に関して、世界の政策動向と最新の技術動向をとりまとめ、「非化石

資源および低炭素資源による水素製造の可能性」（120 ページ）として報告した（表 11～表 12）。 

 

 

表 11．「非化石資源および低炭素資源による水素製造の可能性」の概要① 

各国の政策 

米国：水素実行プランで 2040 年の水素需要の半分をカーボンニュートラル源とすることを想定。 

ドイツ：2050 年に向かって

風力由来水素と石炭ガス

化水素で 8 割以上を賄う

（GermanHy、右図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

欧州連合：2015 年に水

素需要の 10～20％をカ

ーボンフリー/低炭素と

する（右図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

HyWays とマッキンゼーレポートの両方とも、CCS と風力が重要な役割を果たしている。 

 

非化石資源による水素製造技術の開発動向 

現実的な非化石資源由来水素製造技術は水電解。 
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表 12．「非化石資源および低炭素資源による水素製造の可能性」の概要② 

水電解を中心とする水素コストの目標・試算・分析 

わが国の風力発電による電力コストと電解水素のコストを適用しても、大規模風力（4.5MW以上）で 10～

14円/kWhが、中規模風力（3MW～600kW）で 18～24円/kWhの電力コストが達成できる見込み（下図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水電解の技術的課題の整理 

水電解の課題を整理（右図）。 
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４．まとめ及び課題 

 

日本と欧州で定置用燃料電池市場が立ち上がり、また 2015年に向けて FCV商用化にむけたインフラ整備の

議論が進む中で、IEA/HIA、IEA/AFCIA、IPHEの活動も活発になってきている。以下にまとめと課題を示す。 

 

① IEA/HIAの動向の調査・検討・普及 および ② IEA/AFCIAの動向の調査・検討・普及 

【まとめ】 

・ 引き続き、専門家派遣による情報収集を通じて、各国の最新情報を収集する。またわが国の取り組みは

高く評価されており、ある程度の情報発信を通じて、より多くの海外情報を収集し、関係者に発信すること

に努める。 

【課題】 

・ 作業部会のうち、そのテーマが担当する専門家だけでは対応が難しいもの、他の企業や研究機関にも関

わりがあるもの、また戦略的な情報発信が必要なものがある（水素実施協定の Task28(大規模水素)イン

フラ、Task30（グローバル水素システムの分析）、Task31(水素安全)）。そのような作業部会に関しては、

引き続きサポートチームによる支援を継続する。 

・ 専門家の見直しを適時行うことが必要。NEDOおよび国際連携に関わる組織・企業、国際情報が必要な

組織・機関と連携し、よりよい情報収集と発信に努める。 

 

③ IPHEの動向の調査・検討・普及 

【まとめ】 

・ 水素・FC政策における情報交換の機会として有益であり、特に FC・水素の先進国である日米欧（独）が

意見交換できる機会となっている。 

【課題】 

・ IPHEは 2012年 11月で 10年の初期タームを終えるが、さらに 10年延長することが決まっている。2015

年に向かって、世界の主要国が連携するために、わが国としても積極的な関与が期待されている。 

 

④ IPHE、HIA、AFCIA メンバー国やその主要関連研究機関の政策・技術開発動向の調査・検討 

【まとめ】 

・ ①～③の情報を用いて、わが国の水素・FC関係者に参考になる情報を、引き続き発信する。 

【課題】 

・ 世界の動向のうちでも、米国（DOE、カリフォルニア州政府、CaFCPなど）、欧州連合（FCH JU）、ドイツ

（NOW）の動きは引き続き注意が必要である。また韓国、中国、フランス、英国でも FCV普及と水素インフ

ラ展開を推進する動きもあり、注意が必要である。 

 

⑤ 情報の展開・普及及び共有化活動 

【まとめ】 

・ 国際情報共有ネットワークを通じて、引き続き情報を発信する。 

【課題】 
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・ HIA、AFCIAの各作業部会に関しては、引き続き出席した専門家からのレポートを適切に取りまとめ、得ら

れた情報を国内関係者に配信する。 

・ マンスリーレポートを定着させる。 

・ 今後、①～③の実施（専門家派遣）に関して、事後報告だけでなく、事前の会議情報提供や意見集約に

国際情報共有ネットワークを活用する。 

 

⑥ 再生可能エネルギー由来水素の技術動向 

【まとめ】 

・ 「非化石資源由来水素」報告書を取りまとめ、提出（平成 23年度）。 

【課題】 

・ わが国や世界のエネルギー政策・エネルギー需給動向の変更を踏まえ、また 2015年以降の FCV実用化

の流れの中で、再生可能エネルギー由来水素の重要性が増してきていることに留意しつつ、平成23年度

版のアップデートを行う。 

 

５．実用化・事業化見通し 

 

調査（フィージビリティ調査の一環）であるため、実用化をめざした技術開発は行っていないが、調査による結

果の情報提供を通じて、他の研究開発の実用化を支援できると考えられる。 

例： ・2025年までの FCVの普及予測を通じて、わが国における水素ステーション普及展開における基礎的 

     データを提供。 

   ・マッキンゼー報告やカリフォルニア燃料電池パートナーシップの水素ステーション展開に関するレポート 

     の翻訳、水素ステーション視察報告などを通じて、海外の水素ステーション普及戦略や水素ステーション 

     のコスト情報、技術情報をわが国の関係者に紹介。 

以上 
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●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）

水素経済社会の実現に向けて国際協同研究開発を目的とするIEA/HIA（国際ｴﾈﾙｷﾞｰ機関/水素実施協定）に積極的

●背景 ●全期間実施内容／研究成果

水素経済社会の実現に向けて国際協同研究開発を目的とするIEA/HIA（国際ｴﾈﾙｷ 機関/水素実施協定）に積極的

に参加した。各作業部会にて、収集・交換した水素に関する技術開発動向・情報を国内に展開し、共有化を図った。

No. 研究開発項目 研究成果内容・OECD(経済開発機構）
OECDの傘下に代替ｴﾈﾙｷﾞｰ源
の開発を目的にIEA（国際ｴﾈﾙ

１８

１９

水素統合システムの

評価

水素安全

●ｻﾌﾞﾀｽｸB「実証ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの評価」は水素実証ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを既存の

評価ソフトを利用してｴﾈﾙｷﾞｰ効率、経済性等ｼｽﾃﾑ評価を行う。

第2期(2007-2009)では水素ｽﾃｰｼｮﾝを中心に新たに10ｼｽﾃﾑの評

価を実した。2010より新たに「水素供給コミュニティ」が発足予定。

●ｻﾌﾞﾀｽｸA：ﾘｽｸ管理手法、B：水素安全に関するﾃｽﾄ。C:情報管

による国際ｴﾈﾙｷﾞｰ計画
・世界のｴﾈﾙｷﾞｰ需給構造
の改善が必要

の開発を目的にIEA（国際ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ 機関）が設立
・IEAの中に水素に関する協同研
究 開発を目的にHIA(水素実施
協定） が1977年に設立

●目的

（１） 水素経済社会の実現に向けて国際的協同研究開発を実施
（２） 安全・環境を配慮した世界共通の水素技術関連情報の共有
（３） 総合的な水素研究開発と分析活動の支援

１９

２６

２１

水素安全

水の光分解水素

製造

バイオ水素製造

●ｻﾌ ﾀｽｸA：ﾘｽｸ管理手法、B：水素安全に関するﾃｽﾄ。C:情報管

理。水素安全に関する各国の安全実験が紹介・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化。日
本からはJARIのHY-SEFを紹介。

●光電気化学的水電解用に効率と安定性に優れた光電極・光触

媒材料の開発に向けてR&D。

●ﾊﾞｲｵﾏｽや太陽光等の再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰを原料にして発酵や光
●研究の概要と目標

概要 水素 関する国際技術開発動向と分析活動動向

２２

（幹事：産総研/

日本）

水素貯蔵材料

合成反応にて水素製造する。ｱｼﾞｱにおけるこの分野での研究開

発が期待される

●IPHE(水素経済の国際ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ)との合同がIPHE/DOEよ

り提案され、双方合意,2008.3月ｶﾅﾀﾞ及び2008.10月ｲﾀﾘｱにて合同

会議。

● 月 ｷ ｸｵ 会議に ｻ ﾞﾀ ｸ (市場研究） ﾘ ﾀﾞ は日本

実施項目 目標

A 国際技術開発動向の把握

概要：水素に関する国際技術開発動向と分析活動動向の
把握を行い、情報を関係者に発信する

●実施体制及び分担等

２３

２４

２８

定置式小型改質器

風力発電-水素

大規模水素インフラ

●2006.6月のｷｯｸｵﾌ会議にてｻﾌﾞﾀｽｸ3(市場研究）のﾘｰﾀﾞｰは日本

（東京ガス）に選ばれた。

●ｻﾌﾞﾀｽｸA:風車、水電解装置のﾚﾋﾞｭｰ B:ｼｽﾃﾑのｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ、

C:市場研究、横浜国大から専門家登録。

●2009.11月のEx-Co会議にて新規タスクとして、承認された。

B 各Annex(作業部会）の分析活動動向の把握

C 得られた情報の展開・普及及び共有化活動

●今後の課題

●実施体制及び分担等

NEDO (財)ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ振興協会

IEA/HIA水素実施協定対応委員会
（作業部会18-24専門家16名

（１） 水素経済社会実現に向けてIEA/HIAへの積極的参加

● 新規Annex 28（大規模水素インフラ）への参加

（２） IEA/HIA国際会議にて得た 情報の国内への展開と普及

●研究成果まとめ

実施項目 自己評価

A ◎（作業部会18 24専門家16名 （２） IEA/HIA国際会議にて得た 情報の国内への展開と普及

● 公開されたデータベース（Website)の利用

● IEA/HIA国際協同研究開発の活動報告会の実施
B ○

C ○

●実用化の見通し及び特許等： なし

Ⅲ
2
.
3
-
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0
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IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討」（平成２０年度～平成２１年度） 

財団法人 エンジニアリング振興協会 

1. 事業の概要 

本事業は、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」を対象として IEA/HIA（国際エネル

ギー機関/水素実施協定）のビジョンである「経済のあらゆる分野の要となるクリーンで持続可

能なエネルギー源による水素の未来」に向けて下記のテーマを目標に掲げており、メンバーで

ある我が国も積極的に参加して総合的な水素に関する技術開発動向の把握と分析活動動向

の把握を行い、情報を関係者に共有する。 

 

【IEA/HIA 水素実施協定専門作業部会と内容】 

Annex(作業部会) 内容 日本の専門家 

Annex 18 水素統合システムの評価 産総研（2 名） 

Annex 19 水素安全 日本自動車研究所（JARI） 

石油産業活性化ｾﾝﾀｰ(PEC)

(2 名) 

Annex 26(旧 20) 水の光分解による水素製造 産総研（2 名） 

Annex 21 バイオ水素製造 産総研他（2 名） 

Annex 22 基礎的・工学的水素貯蔵材料開発 産総研他（4 名） 

Annex 23 水素供給用の小規模改質器 東京ガス他（2 名） 

Annex 24 風力エネルギーと水素の統合 横浜国大（1 名） 

 

2. 事業目標 

1) 国際技術開発動向の把握 

・ 日本からの専門家を派遣し、総合的水素研究開発・分析活動の情報交換を行う。又、入手した

水素関連情報を展開し、NEDO の推進する水素関連事業などに資する。 

・ 各作業部会に派遣した日本の専門家を通して各作業部会で実施している実用化前の共同研

究開発動向を把握する。分野としては、製造・貯蔵・統合システムなどがある。 

製造： Annex 20（水の光分解による水素製造）、Annex 21(バイオ水素製造)、Annex 23 (小規

模改質器) 

貯蔵：Annex 22(水素貯蔵材料開発)、Annex 24 (風力エネルギーと水素の統合) 

統合システム：Annex 18 (水素統合システムの評価)、Annex 19(水素安全) 

 

2) 分析活動動向の把握 

IEA/HIA水素実施協定では独立した分析活動を行なっており、既存のモデルを使って、参加

国が実施する実証事業の成果と学習点を分析する。我が国も派遣する専門家が各Annex 

(作業部会)にて分担を持って分析活動を行なう。 

 

3) 情報の展開・普及及び共有化活動  
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各作業部会で把握した技術開発動向及び分析活動動向ならびにIEA/HIA水素実施協定にお

ける各Annex (作業部会)のワークショップ（国際会議）や各Annex 毎に設けられたウェブサイ

トやIEA/HIA水素実施協定が発行する年次報告書やNews Letter等から得られた水素関連情

報の展開・普及及び共有化を図る。具体的には下記が挙げられる； 

 

・ エンジニアリング振興協会での成果発表会：年１回の成果発表会にてIEA/HIA水素実施

協定における国際技術開発状況の情報を展開する。 

・ 関連する団体・企業への情報展開：各Annexの技術開発項目に関連する団体・企業な

どへ技術開発状況の情報を展開する。（例：Annex 23「小型定置式改質器」⇒日本の「改

質器」メーカ・団体などに情報の展開） 

・ 出版物の展開・普及：IEA/HIA水素実施協定にて公開しているAnnual Report(年次報告

書)やIEA/HIA News Letterなどを適宜、関連業界・団体へ情報を展開・普及する。 

 

3. 事業の成果概要 

1）IEA HIA(水素実施協定)専門会議へ専門家を派遣し、水素に関する国際的技術開発動向の

把握と情報の共有化と展開を図る： 

2) 分析活動動向の把握 

IEA/HIA 水素実施協定では独立した分析活動を行なっており、既存のモデルを使って、参加

国が実施する実証事業の成果と学習点を分析する。 

①Annex-18 (水素実証試験の評価): 

・ 本 Annex は「水素システム社会への融合に関する情報を提供する」という全体目標の

下に二つのSubtaskより構成されてきたが、2006年11月に3年間の延長が承認され、

2007 年 1 月より 2nd Phase に入る（2009 年 12 月まで）。 

・ 2008 年は 4 月にアテネ、9 月にコペンハーゲンにて Workshop 会議を実施。 

・ 2nd Phase では下記三つの Subtask となった。 

Subtask A：情報データベースの構築 

Subtask B：実証プロジェクトの評価 

Subtask C：統合と研修（技術的側面のみならず社会的・経済的側面を考慮に入れて

水素システム導入の障壁となっている原因を抽出し、その対策を検討する。） 

・ 2009 年 10 月ハワイにて国際会議：Annex 18 は 2009 年度にて終了予定。Final Report

概要を審議した。次期 Annex は「Distributed and Remote Energy Systems using H2」

（分散型水素システム）にて立上げ、OA (幹事)はトルコの UNIDO が予定。2010.5 月の

エッセン IEA/HIA Ex-Co 会議に Proposal を提出後、発足予定。 

②Annex-19 (水素安全) 

以下三つの Subtask に分けて各 Subtask リーダの下で検討・議論されている。 

 Subtask A： Risk Management (危機管理)：A1 既存のリスクアセスメント手法の調査、

A2 水素システムと従来の炭化水素系燃料設備とのリスクアセスメント比較、A3 確

立論的リスク評価 
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 Subtask B：Safety Testing （安全試験）：B1 既存の実験データの調査、B2 現在実施

中の実験プログラムの調査、B3 リスクマネジメントの観点での既存データの十分性

の調査及び不足項目の摘出 

 Subtask C：Information Dissemination (ステークホルダー向けの情報整理とその提供) 

・ 2008 年 3 月カナダ、同 8 年 9 月オスロ及び 2009 年 4 月サンフランシスコ、同年 9 月

に仏・コルシカにて国際会議を実施。Subtask A では日本から規制見直し様に実施し

たリスク評価も含めて評価事例の調査結果を整理（PEC/菊川氏）。又 JARI/HySEF に

おける水素安全に関するデータや評価技術レベルについてのデータなどについて発

表・報告した 

  ③Annex 26 (旧 20)(水の光分解による水素製造) 

・ 2008.10.18 ﾊﾜｲにて Annex26 のｷｯｸｵﾌ会議、2009 年 4 月サンフランシスコにてワーク

ショップ会議が開催された。 

・ 旧 20 の水の光分解による水素製造の為の材料開発として半導体材料分野を各担当

が分担して探索が進められている。 

・ 米国 DOE ではいくつかの機関にて鉄系酸化物半導体、酸化タングステン系半導体、

非酸化物半導体、シリコン系半導体などを担当し探索中で今後データベース化予定。 

・ EU ではタンデム型光電極の水素製造、半導体光電極のナノ構造制御する水分解水

素製造の２つのプロジェクトが進められている。 

・ 日本（産総研）の太陽光水素製造の位置づけについて紹介し、その後光電極及び光

触媒を紹介。光電極については主に Fe2WO6 について、その性能向上の最適化、バ

ンド構造の解析、ガス発生測定や長期安定性について紹介した。 

④Annex-21（光生物学的水素製造）： 

・ 産業技術総合研究所/三宅氏が OA(幹事)となりすすめられ、2008年 8 月にｽﾍﾟｲﾝ･ﾏｼﾞ

ｮﾙｶ島、2009 年 2 月にｽｴｰﾃﾞﾝ･ｳﾒｱ、同年 9 月にフィンランド、2010 年 3 月にイタリア

にて国際会議が実施された。 

・ 本 Annex 21 は下記四つの Subtask に分けられる。 

Subtask A：光合成微生物（藻類や光合成細菌）や嫌気性細菌のバイオマス水素製造 

Subtask B：光合成微生物と光エネルギーを用いた水やバイオマスからの水素製造シ

ステムの高効率化技術 

Subtask C：微生物が有する酵素やタンパク質を利活用した生体模倣技術・分子ハンド

リング技術による光水素生産デバイス・燃料電池システムの構築 

Subtask D：当該技術のフィージビリティースタディなどの可能性評価、社会生活・社会

システムへの影響評価、生活の質の確保に関する評価など。 

・ バイオマスの利用技術に関しては中国、台湾の研究が活発化しているが、プロジェク

トでは韓国、日本が優位に立っている。北欧では大型基礎研究プロジェクトが数件進

行中であり、高度な基礎研究を行える環境を維持している。上記国際会議に各国のバ

イオ水素製造の研究の現状について意見交換が成された。 

・ 2008.11 月の IEA/HIA Ex-Co 会議にて 2009 年から第 2 期として 2 年の延長が承認さ
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れ、2010.8 月に Annex 21 OA (三宅氏)→米国に交替予定。次回会議は 2010.9 頃 

⑤Annex 22（固相及び液相水素貯蔵材料の開発）： 

・ 2006 年 6 月 Ex-Co 総会にて Annex 17 から 22 へ継続が承認され、2007 年 1 月から

3 年間(2009.12.31 まで)の継続。2010.1 月より Annex22 第 2 期（2 年間）移行予定。 

・ Annex 22 で設定されている目標は以下の通り。 

A) 国際的な水素貯蔵目標に合致する可逆的 or 再生可能水素貯蔵媒体を開発する。 

B) 目標 A に合致する可能性ある水素吸蔵媒体の基礎的及び工学的理解を深める。 

C) 定置用途向けの水素貯蔵材料及び貯蔵システムを開発する。 

・ IEA/HIA と IPHE との協同が MOU(覚書)により実現され、2008.3 月のカナダ Workshop

会議より IPHE からの参加（ロシアを含む数名）があった。 

・ 2009.4 月韓国済州島会議、同 10 月パリ会議が実施され、日本より専門家出席。 

・ 第 2 期からはサブタスクが増える見込みで「水素貯蔵技術のエンジニアリング及び応

用セッション」が立上げ予定で日本から更に 1 名（日本重化学）の専門家を増員予定。 

⑥Annex-23 (ｵﾝｻｲﾄ水素供給用小規模改質器)： 

・ 2006 年 6 月 Annex 23 キックオフ会議（ブラッセル）Subtask１/標準化とモジュール化、

Subtask２/持続可能性と再生可能資源、Subtask3/市場調査から構成される活動行う

ことで合意。 

・ OA はノルウェーの SINTEF, Subtask1,2,3 のリーダは各 1，2 をノルウェー、3 を日本（東

京ガス/安田氏、三菱化工機/小渕氏）が務めることで合意した。 

・ 2008 年 4 月の東京会議、同年 11 月のパリ会議、2009 年 10 月のイスタンブール会議

（2009.5 月のオスロ会議は豚インフルエンザによる海外渡航自粛令にて不参加）では

Subtask 1 では 100/500Nm3 級改質器の仕様比較作業を、ST2 では小規模 CCS につ

いて CO2 削減の量的寄与について審議、ST3 では日本のシナリオ研究から抽出した

パラメータリストとステーション建設に関わる規制・基準について紹介した。 

⑦Annex-24 (風力発電-水素製造)： 

・ OA(幹事)国はスペインで出席者は 6 カ国合計 17 名。各国の風力発電の現状、風力-

水素製造に向けた研究など報告された。 

・ Subtask は A) State of Art (現状の機器設備-風車、水電解装置、中間機器のレビュー

と水素製造能力・市場研究など)、B) Needed improvement & system integration   C) 

Business concept development の三つに分けられる。 

・ 2008.4 月にアテネ（Annex 18 と併催）及び同年 10 月スイスでは水電解メーカ IHT 社の

ホストによる工場視察を兼ねて会議開催され（日本から横浜国大/太田氏出席）風力

から水電解による水素製造の技術課題が議論された。 

・ 2009.4 月米国デンバー（NREL）会議では NREL の実証（風力発電＋水電解水素製造）

の施設を視察した。又、同年 10 月のドイツ Oldenburg 会議で、燃料電池サイトを視察。 

  ⑧Annex 28 (仮称)新規立上げ予定（大規模水素インフラと大容量水素貯蔵） 

・ 2009.2 月ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑにて定義付け会議が開催され、日本から ENAA 出席。（日本の水

素インフラの現況－JHFC2 を発表・報告 
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・ 本作業部会の展望は 2020-2025 年の水素インフラを焦点とし、大量貯蔵及び流通を

含む最も実用的・経済的水素インフラを探索するものとして捉える。（OA オランダ） 

・ 2009 年 11 月の IEA/HIA Ex-Co 会議 (セビリア)にて新規立上げの承認を受けた。（日

本からの参加するとの意向を表明した。）キックオフ会議は 2010.5 月エッセン予定 

 

3) 情報の展開・普及及び共有化活動  

① IEA ExCo 会議への出席 

・ 2008 年 6 月にﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝにて第 58 回、2008 年 11 月にｷﾞﾘｼｬ･ｱﾃﾈにて第 59 回、2009

年 11 月スペイン・セビリアにて第 61 回の Ex-Co 総会が実施され、日本から NEDO, 

ENAA＋OA(Annex 21=産総研)が出席した。（第 60 回の 2009.5 月サンフランシスコ

Ex-Co 会議は豚インフルエンザによる海外渡航自粛の為、不参加） 

・ 日本からは我国の燃料電池、水素技術取組みの現状等、JHFC 水素ステーション状況

等を報告。又 ExCo 総会出席の機会に、各国メンバーとの情報交換を行い水素エネル

ギー利用に関する各国の研究開発動向の把握に努めた。 

② 国際会議出席による情報収集・交換などの実施 

【WHEC 17（第 17 回世界水素エネルギー会議）】 (2008 年 6 月豪州・ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ) 

・ 約 1000 名参加（日本から約 100 名）各国から水素技術開発に関する講演発表が 300

件、。他に約 250 件のポスター発表あった。各国の報告の項目骨子以下の通り。 

・ 米国：水素社会への政策、水素貯蔵技術、自動車用燃料電池システム等 

・ EU：課題=エネルギーセキュリティ、大気汚染、温室ガス低減、産業競争力の確保等。 

・ 日本：水素ステーション、燃料電池、技術開発ロードマップ等 

【ICHS3 第 3 回国際水素安全会議】（2009 年 9 月フランス・コルシカ）出席 

・ 約 200 名参加（日本から 5 名）IEA/HIA Annex 19 (水素安全)と併催。 

・ 日本から青山学院大/山田氏、JARI/富岡氏、ENAA/宮下がプレゼンを行った。 

・ ENAA/宮下から「Residential Fuel Cell Certification and Insurance in Japan」（日本にお

ける家庭用燃料電池の認証及び保険について）を発表した。 

 

【特記事項】：IEA/HIA水素実施協定-各Annex活動報告会を実施 

・ IEA/HIA水素実施協定の各Annexの専門家より平成20年度～21年度における活動報

告会を平成22年2月9日（火）にNEDO日比谷オフィス国際ビル4階会議室にて実施。 

・ 参加者は産学官における水素関連の研究開発・実証試験などに携わる研究者・技術

者を対象に約４０数名が参加され、専門家による報告に質疑応答が成された。 

・ 今回初めての試みとして、広くオープンに声を掛けて、IEA/HIA水素実施協定における

国際技術開発動向について、得られた情報を展開・発信したが、好評であったので、

今後も継続して報告会を実施したい。 

 

4. まとめ及び課題 

 １） まとめ 
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各国で水素エネルギー導入に向けての長期ロードマップが相次いで発表されたことを受けて、

研究者、事業者の間でも水素技術、水素プロジェクトへの参加が急速に増加しており、この動きを

受けて、IEA の水素実施協定活動も活発になってきている。 

Annex (作業部会)19「水素安全」は、我国を含む 12 カ国の参加により水素安全に関する「リスク

管理手法」「安全検証のためのテスト方法」など広範な内容を含む国際協力活動に取組むことに

なった。「水素安全」の分野では、我国は WE-NET 事業以来、種々の爆発実験など様々な分野で

研究開発を進めてきた経緯があり、この分野での国際協力への貢献が大いに期待されている。

又 Annex 21(バイオ水素製造)の OA (Operating Agent =作業幹事)を努める我国（産総研）は、積

極的なリーダ活動を展開し、来る水素社会の実現に向けた研究開発においてプレゼンスを高める

ことに意義があった。又、Annex 23 (小規模改質器)においては日本はサブタスク 3（市場研究）の

リーダを務め、日欧米の「改質器-水素」のコスト調査など市場研究に貢献し、評価を得た。 

特記事項として「IEA/HIA 水素実施 IEA/HIA 水素実施協定-各 Annex 活動報告会」を 2010

年 2 月 9 日に実施し、産学官における水素関連の研究開発・実証試験などに携わる研究者・技術

者を対象に約４０数名が参加し、専門家による報告に質疑応答が成された。今回初めての試みと

して、広くオープンに声を掛けて、IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向について、

得られた情報を展開・発信したが、好評であったので、今後も継続して報告会を実施したい 

 

2) 課題 

① 水素経済社会の実現に向けた国際技術開発の積極的参加 

･ 新規 Annex 28（大規模水素インフラ＆パイプライン及び大量貯蔵）への参加 

② IEA/HIA 国際会議にて得た共有の水素関連研究開発 情報の国内への展開と普及 

・ 公開された研究開発情報をデータベース（Website)の利用 

・ 国内水素関連会議にて IEA/HIA 水素実施協定における国際協同研究開発紹介 

・ IEA/HIA 水素実施協定国際協同研究開発の活動を通じた技術開発情報の発信 

 

 

5. 実用化・事業化見通し 

IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発は現状 R&D (研究開発)と未来の水素社会に向

けた情報の共有であり、実用化・事業化の見通しはまだ立っていない。 

 

 

 

以上 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
WO 光触媒の量子収率をセシウム表面処理で既報の48倍に向上できた 太陽エネルギ 変換効率(0 3%)は陸上植物並で 人工光合成実現可能レベルに達した

（Ⅲ－３）可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発
委託先：産業技術総合研究所

・WO3光触媒の量子収率をセシウム表面処理で既報の48倍に向上できた。太陽エネルギー変換効率(0.3%)は陸上植物並で、人工光合成実現可能レベルに達した。
・BiVO4光電極の光電流を炭酸塩電解液を利用することで従来の電解液より6倍向上できた。高速自動半導体探索システムを活用し、新規半導体の特許を5件出願した。
・光触媒-電解ハイブリッドシステムの小型実証試験を行った。太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより将来低コスト水素製造が可能、という結論を得た。

●これまでの実施内容／研究成果●背景/研究内容･目的

可視光応答性半導体を用いた光触媒及び多孔質光電極に ①BiVO 光電極の光電流を炭酸塩電解液を利用することで従来の電解液より6倍向上できた 性能向上・可視光応答性半導体を用いた光触媒及び多孔質光電極に
よる水分解水素製造の研究開発に関して、太陽光による水
分解水素製造の実用化のための基礎要素技術を開発すると
ともに、理論効率、経済性・将来性の試算に必要な実験デー
タを収集する。

太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムの水素製

①BiVO4光電極の光電流を炭酸塩電解液を利用することで従来の電解液より6倍向上できた。性能向上

の反応機構として、中間体の炭酸ラジカルから半導体伝導帯への電子注入の可能性が推察され、量子
収率が100%を超える（最大133%)可能性があり、理論限界効率の増大につながる成果である。450nm付
近ではBiVO4光電極の量子収率はWO3光電極を大幅に上回った。
②光触媒ー電解ハイブリッドシステムにおけるFe3+還元用光触媒の研究において、飛躍的に高性能で安
定な光触媒（Cs等アルカリ表面処理WO3)を開発した（特許出願済み）。この触媒を用いるとFe3+をすみや
かに 2+ 100%変換することで太陽 ネルギ を貯蔵でき 小さな電解電圧(＜0 8 )で水素を製造でき

実施項目 目標

●研究目標

・太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムの水素製
造コストよりも大きく下回る新しい低コスト水素製造システム
の実現可能性を検討する。

かにFe2+へ100%変換することで太陽エネルギーを貯蔵でき、小さな電解電圧(＜0.8V)で水素を製造でき
るという小型実証試験も行った。その量子収率（可視光で19%）はこれまで論文報告値(0.4%)の48倍、太
陽エネルギー変換効率（0.3％）はこれまで論文報告値で最も高い。この太陽エネルギー変換効率はバイ
オマスエタノール原料の高収量作物として注目されているスイッチグラスの値(0.2%)よりも高い。しかも

バイオマスエタノール製造で必要な後工程（収穫や粉砕、糖化、発酵等）が不要である。つまり、バイオ
マスエネルギーよりも高効率且つ2次利用しやすい変換貯蔵形態を実現できたことで、本光触媒反応は実施項目 目標

①多孔質半導体
光電極の高性能

化

既存半導体光電極の改良でWO3光電極
の性能を超える。

②光触媒-電解

ハイブリッドシス
レドックス媒体を用いた効率的な酸素発
生用光触媒の高性能化により太陽エネル

高効 す 変換貯蔵 実 、本光 媒
自然のバイオマスを超えたことになる。まさに人工光合成システムを実現できるレベルに達したと言える。
③ロボットを用いた高速自動半導体合成・探索システムを活用し、Fe-Ti-X系（X=Sr,Ba,Ta,In,Sm）やFe-
Zr-X系（X=Sr,Si,Al,Zn,Ta,In,)など新規の可視光応答性半導体組成43種を見出し、特許5件出願した。
④光触媒-電解ハイブリッドシステムにおいて、太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより低コ
スト水素製造が可能、という結果を得た。効率3%の光触媒プールを仮定し、電解ハイブリッドシステムに
おける水素製造コストは ハイブリッドしない場合に比べて約7割に低減できることが試算された

●今後の課題
／スケジュール（H22年度まで） 実施項目 成果内容 自己評価

① 従来法より効率は超えてないが量
子収率では450 で最高値

△

●研究成果まとめ

ハイブリッドシス
テムによる水素
製造

生用光触媒の高性能化により太陽エネル
ギー変換効率の最高値を目指す。

③新規可視光応
答性半導体探索

高速自動半導体探索システムを用いてで
きるだけ多くの可視光応答性の新規半導
体を探索する。

実験としては効率の向上を更に目指
すとともに コスト試算の設定条件を

おける水素製造コストは、ハイブリッドしない場合に比べて約7割に低減できることが試算された。

子収率では450nmで最高値

② 粉末系で最も高く、陸上植物並み
の効率を達成

◎

③ 新規組成で5件の特許出願 ○

④ 太陽電池 水電解法より低コストの ○

●実用化の見通し
●実施体制及び分担等

④理論効率や将
来性の試算

太陽電池と水電解を単に組み合わせたシ
ステムより低コスト水素製造できるか検証
する。

実用化のためには 効率を現状より6～10

すとともに、コスト試算の設定条件を
幅広くし、資産精度を向上させることで
将来性・実現可能性を明確にする。

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

６ ４ 23 ０

④ 太陽電池-水電解法より低コストの
試算

○
NEDO 産総研（全項目）

実用化のためには、効率を現状より6 10
倍に向上する必要があるが、原理的には
可能であることがわかった。効率を3倍の
1％にできれば世界中で研究ブームが起こ
り、日本はその先頭に立つことができる。
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可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による 

水分解水素製造の研究開発 

 

独立行政法人 産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 佐山  和弘 

     

１．事業概要 

太陽エネルギー利用の数少ない選択肢の一つとして、水を分解して水素と酸素を製造する「

太陽光水素製造技術」は持続可能な水素社会実現のための理想的な技術である。本研究開発事

業の目的としては、可視光応答性半導体を用いた光触媒及び多孔質光電極による水分解水素製

造の研究開発に関して、太陽光による水分解水素製造の実用化のための基礎要素技術を開発す

るとともに、正確なコスト計算に必要な実験データを収集することである。太陽電池と水電解

を単に組み合わせたシステムや化石資源の接触改質による水素製造システムの水素製造コスト

よりも大きく下回る新しい低コスト水素製造システムの実現可能性を検討する。具体的には、

多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化、レドックス媒体を用いた効率的な光触媒

―電解ハイブリッドシステムによる水素製造、高速自動半導体探索システムと計算化学を

用いた新規可視光応答性半導体探索、理論効率、経済性・将来性の試算などの研究を進め

て、上記事業目的を達成する。 

 

２．事業目標 

（１）多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化： 

既存半導体光電極の改良で WO3 光電極の性能を超える。 

（２）高速自動半導体探索システムを用いた新規可視光応答性半導体探索： 

レドックス媒体を用いた効率的な酸素発生用光触媒の高性能化により太陽エネルギー変

換効率の最高値を目指す。 

（３）レドックス媒体を用いた効率的な光触媒―電解ハイブリッドシステムによる水素製造： 

高速自動半導体探索システムを用いてできるだけ多くの可視光応答性の新規半導体を探

索する。 

（４）理論効率や将来性の試算： 

太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより低コスト水素製造できるか検証する。 

 

３．事業成果 

（１）多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化 

本研究では、既存の半導体を用いた多孔質半導体光電極についてその高性能化を行い、従来の

WO3 光電極の性能を上回る水分解効率を達成できるかどうか検討した。いくつかの半導体を検討

した中では WO3 よりも長波長まで吸収を示し、且つ比較的量子収率が高い BiVO4 光電極の高性能

化を中心に研究した。この研究の過程で、炭酸塩電解液を利用することにより光電流値を従来の

電解液に比べ著しく向上する効果を見出した。この反応機構を推察すると、量子収率が将来 100%

を超える可能性があり、その興味深い現象を詳しく調べた。 

図１に代表例として K2SO4 と NaHCO3 電解液での電流-電圧(I-V)特性を示す。Na2SO4 に比べて

NaHCO3や KHCO3中の光電流が非常に高い。1.23V(RHE)と 1.9V で 1.7 と 2.6mA/cm2であった。Na2SO4

は緩衝液ではないので、光電流を過小評価する可能性がある。リン酸や硼酸は炭酸塩と同じ緩衝

液であるが、リン酸や硼酸では光電流は低かった。つまり、炭酸塩の電流向上効果は緩衝効果と
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は無関係と言える。Na2SO4 は高濃度でも性能はあまり変わらなかったが、炭酸塩では飽和溶液が

最も良かった。似たようなｐH 領域で比較しても炭酸塩では効率が大きく向上しているので、光

電流向上はｐH の効果ではない。炭酸塩としては CO2を吹き込んでｐH を低くした方が光電流が大

きかった。KHCO3 以外はどれも Na 塩で統一比較し、炭酸塩では Na と K どちらも効果があるので、

カチオンの効果でもない。以上の結果より、光電流の向上は炭酸アニオン、特に HCO3
-イオンが直

接影響していることが明確に言える。吸収および IPCE（見かけの量子収率）スペクトルを比較す

ると、スペクトル端はどちらも 520nm で単斜晶 BiVO4のバンドギャップ(2.4eV)と一致した。IPCE

は電圧とともに向上し、最高で 420nm で 45％になった。この値は、BiVO4 光電極の報告例の中で

最高値であり、可視光応答性半導体光電極の中で、WO3に次いで 2番目に大きかった。また、440nm 付

近では WO3 の値を超え、酸化物半導体電極では最も高い量子収率になることがわかった。 

次に、炭酸イオンの著しい効果について議論する。HCO3
-イオンの著しい効果としては、UV 照射

下での TiO2 光電極酸素発生において、二段階電流-電圧曲線および飽和光電流の向上が観測され

ている。さらに UV 照射下での TiO2、Ta2O5、ZrO2 などの光触媒による水の完全分解でも炭酸塩の

活性向上効果が観測されている。ZrO2 光触媒上では Na2CO3 でも効果があるが、NaHCO3でより効果

があった。光触媒上では助触媒の逆反応抑制とパーオキソカーボネート経由の酸素発生促進の 2

つの効果が考えられている。今回の BiVO4電極での HCO3
-イオンの著しい酸素発生促進効果では、

まず２つの場合分け（HCO3
-イオンと半導体との間に電子移動がある場合と無い場合）が考えられ

る。電子移動が無い機構の場合、酸素の吸着を抑制している可能性がある。電子移動が無い場合

では、表面に吸着した HCO3
-イオンが立体障害的に酸素の BiVO4 上の吸着を防ぎ、逆反応（BiVO4

上の電子による酸素の還元）を妨げる機構が考えられる。しかし、暗時の BiVO4 電極上での酸素

の電気化学的還元によるカソード電流を測定すると、NaHCO3 中ではリン酸や硫酸水溶液中よりも

酸素還元電流が小さくなるのではなくむしろ大きくなり、HCO3
-の存在は酸素還元を抑制している

という説明はできないことが明確に言える。 

もう一方の説明は、電子移動がある機構の場合、つまり、炭酸ラジカルやパーオキソカーボネ

ート経由の酸素発生促進の機構である。TiO2 光電極上では HCO3
-イオン存在下で 2 段階の電流-電

圧曲線の特異の形状から、炭酸ラジカルの生成とそのラジカルから FTO 近傍の TiO2 の CB また

は FTO への電子注入の反応機構が推察された。2 段目の光電流向上は 0.8V(NHE)以上で観測された

。一方、BiVO4 電極の場合は電流-電圧曲線は 2 段階ではなく、一般的な形状に見える。BiVO4 のオ

ンセット電位（Voc）は TiO2 より約 0.5V 正なのでその CB も正に大きいと推察される。そのため

、炭酸ラジカルからの電子注入は BiVO4 の

Voc 付近の電位から既に起こっているため、

全電位領域で他の電解液よりも光電流が大

きかったと考えれば、このメカニズムとの

整合性はある。炭酸イオン濃度が飽和まで

高いほど光電流が高いこともこのメカニズ

ムを支持している。この反応機構が正しけ

れば量子収率は最高で 133%まで大きくなる

可能性があり、学術的にも実用的にも非常

に興味深い現象である。将来性試算にも影

響があるので、現在詳しく検討している。 
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（２）高速自動半導体探索システムを用いた新規可視光応答性半導体探索 

複数の元素で構成される半導体はドープ化合物や定比複合化合物、固溶体、結晶系などを考慮

すると数万種類以上になる。これまでの新規可視光応答型半導体の探索は手作業で行われており

、迅速に進んでいるとは言えない。効率よく探索を行うためには、経験とデータの蓄積に基づい

た従来型の手法だけでなく、探索の高速自動化技術の開発も同時に必要である。そこで、汎用性

の高い半導体膜ライブラリー合成手法として MOD法を用いた高速自動合成探索システムを利用し

て様々な半導体の電荷分離効率の高速探索と高速評価を行った。昨年度までに 11000 個以上のサ

ンプル評価を行った。その結果酸化鉄三元系、すなわち Fe-Ti-X(X＝Sr,Ba,Ta,In,Sm)系（図 2）

や Fe-Zr-X（X=Sr,Si,Al,Zn,Ta,In,Sn,B,Y)系における特殊な組成で可視光応答性が向上すること

を見いだした。これ以外の三元系においても

特異的に光電流が向上する組成を４３種類見

いだした。この成果をまとめて特許を５報出

願した。３元系以上の複合酸化物のこのよう

なピンポイントに近い特異的な組成を手動に

よる探索で見いだすのは困難であり、本自動

半導体合成装置の有用性を示す例の一つであ

る。鉄系の複合酸化物の開発は欧米で激しい

競争が行われている。実施例の明確な材料特

許戦略を推進する上でこのような高速自動探

索装置の利用は重要である。 

光
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)
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図２：Fe-Ti-B 系の光電流測定結果 

 

（３）レドックス媒体を用いた効率的な光触媒―電解ハイブリッドシステムによる水素製造 

太陽電池を用いた電気分解による水素製造法は、非常に高い効率で高純度水素が得られるとい

う長所を持っているが、酸素生成のための大きな過電圧により、電気分解するためには 1.6～2.0V

の外部バイアスが必要となり、非常に高コストである太陽電池を少なくとも 3～4 個以上直列した

電圧が必要となってしまうという課題がある。このことから、大きく低コスト化できる技術の開

発が望まれている。一方、光触媒による直接水分解法は、太陽電池と比べ非常に低コストかつシ

ンプルであり、撒くだけで大面積化できるという魅力的な長所を持っている反面、反応の難易度

が非常に高いために、現状の反応効率はまだまだ低い。そのため、大幅な効率向上が望まれてい

る。このように、これら２つの技術は、それぞれの課題が克服できればもちろん理想的な水素製

造技術となる可能性を秘めているが、どちらも解決しなければならない深刻な課題がある。その

ため、それぞれの課題克服のみに焦点を絞って研究を発展させるだけでなく、それ以外の全く新

しい基盤技術の開発、もしくは既存の技術をうまく組み合わせた、より理想的なシステムの開発

も、近い将来この課題を必ず解決するためには重要である。我々は、この光触媒技術と太陽電池

による直接電解技術の２つの技術をうまく組み合わせることで、どちらの課題も克服できる可能

性のある水素製造システムを考案した。それが光触媒―電解ハイブリッドシステムである（図３

）。レドックス媒体として鉄イオンを例に挙げてこのシステムを説明する。まず１段階目として

、粉末光触媒を利用して Fe３＋イオンを Fe２＋イオンに還元しながら酸素を製造するエネルギー蓄

積反応を進行させる。そして２段階目として Fe２＋イオンを Fe３＋イオンに再酸化しながら水素を

製造する反応を電気分解技術により進行させ、全体で水を分解し水素を製造する。１段階目の光

触媒を利用したエネルギー蓄積反応では、生成する気体は酸素のみであり、太陽光エネルギー

は Fe２＋イオンとして溶液中に安定に蓄えられる。このことから、光触媒による直接水分解では

Ⅲ2.3-3(3) 
 



必要となってしまう、透明かつ水素を捕集できる大面積カバーが必要ないため、大面積化がより

容易に行える。さらにこの Fe3+の還元反応は、困難な水の分解反応と比べ熱力学的に求められる

条件が非常に緩いため、より高効率に反応を進行できる材料を開発できる可能性がある。２段階

目の Fe イオンを用いた電気分解技術は、別目的ではあるがすでにパイロットプラントとして確立

した技術であり、Fe2+イオンさえ安定に供給することができれば、従来の直接水電解法の半分以

下である 0.8V 以下の低い電圧で効率よく高純度水素を得ることができる。このことから、現段階

の Fe イオンをレドックス媒体として利用した

場合であっても電解コストを単純に半分程度ま

で下げることが可能となる。このように、この

システムにはどちらの課題も克服できる可能性

がある。このシステムに残された当面の課題は

、このシステムを高効率に駆動させるために

、Fe3+イオンを高効率に還元できる光触媒を開発

することである。そこで、この Fe3+イオンの還

元反応に対して活性を示すと報告されている

WO3に着目し、その高性能化を検討した。 

図３ 光触媒ー電解ハイブリット水分解シ

ステムの原理

水を酸化させながら Fe3+イオンの還元を行う反応に対して、様々な金属塩を含む水溶液で WO3

粉末に対する表面処理を行ったところ、セシウム塩水溶液で表面処理を行った WO3 光触媒（以

後 Cs-WO3 と表記する）が非常に高い性能を示すことがわかった。ここで Fe２+は、酸素生成量に比

例して化学量論的に生成していることを確かめている。セシウム塩水溶液の処理前後で、WO3 光触

媒粒子の表面積、粒子形状、光吸収、および内部構造はほとんど変化していなかったのに対し、

活性向上した WO3 光触媒表面には、水に溶解しない Cs 化合物が存在していることが確認できた

。Cs 塩水溶液による表面処理方法としては、水熱処理溶液に Cs 金属塩を添加する方法、および

炭酸セシウムを WO3 粒子に含浸して 500 ℃程度で焼成する方法のどちらも有効であった。こ

の Cs 塩水溶液で表面処理した WO3 光触媒は強酸性水で洗浄して表面の Cs イオンを強制的に除去

することでさらに活性が向上した。なかでも、硫酸鉄(FeSO4)水溶液で洗浄することで最も高い活

性を示し、最終的には未処理の WO3 光触媒(18 µmol/h)に比べて 10 倍以上の活性(196 µmol/h)に

なった。そこでこの Cs-WO3 光触媒の劇的な

活性向上メカニズムを詳細に調べた。その

結果、WO3 表面に偏在した Cs を強酸性水で

強制的に除去することで、通常の WO3 表面

には無かったイオン交換可能なサイトが形

成されていることが明らかとなった。さら

に、このイオン交換サイトにプロトン（H+

）と水が H3O
+の形で特異吸着したサイトで

は、水の酸化による酸素発生が効率的に進

行し、一部 Fe2+が置換したサイトでは Fe3+

の Fe2+への還元反応がすみやかに進行して

いるというメカニズムが実験的に推察され

た。 
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図４：光触媒反応での酸素発生の経時変化 

最も活性が高い条件に最適化した光触媒の酸素発生の経時変化を図４に示す。実験の最初に添

加した Fe3+イオンがすべて Fe2+に還元されるまで酸素発生反応が効率よく進行した。鉄塩水溶液
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は硫酸塩でも塩化物でも 100 %化学量論的に反応が進行し、塩化鉄水溶液の方が高い活性(256 

µmol/h)を示した。繰り返し実験しても触媒の活性劣化は無かった。可視光での量子収率 19 %（

420 nm）は、Fe3+イオンからの酸素発生 WO3 光触媒に関するこれまでの報告値 0.4 %（405 nm）の

48 倍であった。太陽光のエネルギーが Fe2+イオンという化学エネルギーに変換される太陽エネル

ギー変換効率は 0.3 %に達した。この値は、バイオ燃料の有望原料作物として有名なスイッチグ

ラス（0.2 %)を超える値である。光合成のバイオマスを原料としてエタノールなどの二次利用し

やすいエネルギー形態に変換するバイオ燃料製造では、収穫や運搬、粉砕、発酵などの処理工程

が非常に複雑である。一方、光触媒―電解ハイブリッドシステムでは図３に示したように Fe2+イ

オンを含む水溶液を低電圧電解することで直接水素製造ができる。今回の研究成果は安価な粉末

光触媒システムを利用して、将来の水素エネルギー社会構築のための太陽エネルギーを用いた低

コストによる水素製造の実現を目指す上で大きな進歩である。 

 

（４）理論効率や将来性の試算 

鉄レドックスを利用した場合、様々な光触媒の理論限界効率を計算したところ、WO3 並（

～480nm）や BiVO4 並（～520nm)までの波長の光を全て利用できると仮定すると、太陽エネル

ギー変換効率は 2.4%および 3.6%になるので、2～3%の実現は将来可能と考えられる。簡便な

試算であるが、光触媒プールと夜間電力（8 円/kWh)の電解ハイブリッドシステムにおける水

素製造コストは、ハイブリッドしない夜間電力水電解の水素コストに比べて将来的には約３

割以上低減できることが試算された。電解電源に太陽光発電からの電力を用いた場合は、電

力費の割合が多くなるので、これに光触媒とハイブリッドすると水素コストの削減割合は更

に大きく、4 割以上低減できる。以上より、少なくとも太陽電池と電解を単純に組み合わせ

た水素コストよりはるかに安価であると結論できる。また、レドックス媒体として鉄イオン

（E=0.77V)ではなくもっと負のレドックスポテンシャルの媒体を使えば、電解電圧は更に小

さくなり、水素コストも大幅に削減できる。さらに、本システムは電力平準化にも大きく貢

献できるので、太陽光発電や風力発電など変動の大きな再生可能エネルギーの導入推進に役

に立つ。 

 

特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区

分 

 

年度 

特許出願 論文 

その他外部発表 

（プレス発表等） 

国内 外国 PCT※出

願 

査読付

き 

その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 

H21FY 6 件 0 件 0 件 3 件 3 件 19 件 

H22FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 2 件（予定も含む） 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

 

４．まとめ及び課題 

（１）多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化 

炭酸塩電解液を利用することにより、既存の BiVO4 光電極の光電流値を従来の電解液に比べ 6

倍向上することができた。440nm 以上の波長領域ではこの BiVO4 光電極の量子収率は従来の WO3
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光電極を上回る値であった。この反応機構として、中間体の炭酸ラジカルからの電子注入の可能

性が推察されたので、量子収率が 100%を超える可能性があることが示唆された。 

（２）高速自動半導体探索システムを用いた新規可視光応答性半導体探索 

自動高速半導体合成探索装置を利用して 11000 個以上のサンプル評価を行った。その結果酸化

鉄三元系、すなわち Fe-Ti-X(X＝Sr,Ba,Ta,In,Sm)系や Fe-Zr-X（X=Sr,Si,Al,Zn,Ta,In,Sn,B,Y)

系における特殊な組成で可視光応答性が向上することを見いだした。これ以外の三元系において

も特異的に光電流が向上する組成を４３種類見いだした。この成果に関しては特許を 5 件出願し

た。 

（３）レドックス媒体を用いた効率的な光触媒―電解ハイブリッドシステムによる水素製造 

鉄レドックスを用いた系において、Cs 表面処理した WO3 という飛躍的に高性能な光触媒を開発

することが出来た。この成果に関して特許を 1 件出願し、プレスリリースを行った。この光触媒

の活性は未処理触媒の約 14 倍であり、量子収率 19%はこれまで論文で報告されていた値の 48 倍

であった。これは太陽エネルギー変換効率 0.3％という植物並みの効率を達成したものであり、

人工光合成の実現可能性が見えてきた。 

（４）理論効率や将来性の試算 

光触媒－電解ハイブリッドシステムにおいて、太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステム

より低コストで水素製造が将来的に可能という結果を得た。将来の効率 3%の光触媒プールを仮定

し、電解ハイブリッドシステムにおける水素製造コストは、ハイブリッドでない場合に比べて 3

割以上低減できることが試算された。今年度中にコスト試算精度を更に向上させる。 

 

５．実用化の見通し 

 太陽エネルギー利用の数少ない選択肢の一つである、光触媒及び多孔質光電極を用いて水を分

解して水素と酸素を製造する「太陽光水素製造技術」は持続可能な水素社会実現のための理想的

な技術である。Cool Earth-エネルギー革新技術計画にも将来の再生可能エネルギーを用いた革新

的低コスト水素製造技術として記載がある。欧州 7 カ国では昨年からユーロプロジェクト（FP7

）が開始され、多孔質酸化物半導体光電極のナノ構造を精密に制御することで水分解太陽エネル

ギー変換効率の向上を検討し、太陽光発電－水電解を単純に組み合わせたシステムより大幅に水

素コストを低減させることを目指している。米国でも DOE や NSF の Solar Hydrogen プロジェクト

が進められ、さらに Solar Fuel のイノベーションバブ拠点の選定も進行している。このように太

陽エネルギーを直接化学エネルギーに変換・蓄積する研究が世界的に盛り上がっている。このよ

うな状況の中で、本次世代技術開発・フィージビリティスタディの研究に関して、将来の効率が

どこまで向上できるかなどの予測を行い、太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより低

コストで水素製造が可能というコスト試算を得たことは大きな前進である。目標値が明確になり

ロードマップも作成できるようになる。 

実用化のためには、太陽エネルギー変換効率を現状より６～１０倍に向上する必要があるが、

原理的には可能であることがわかった。これまであまり研究資金を投資してこなかった分野であ

り、この成果を踏まえて、企業や大学とともにプロジェクト化をすればより実用化は加速される

。短期的には 5 年以内に太陽エネルギー変換効率を現状の 3 倍の１％にできれば世界中で研究ブ

ームが起こり、日本はその先頭に立つことができる。 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・評価法の確立し、比活性がIrO2を上回るZr及びTa系材料の触媒の作製に成功した。
・Zr及びTa系化合物は表面が酸化物であると酸素発生反応の活性が向上した

（Ⅲ－４）非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発
委託先：国立大学法人 横浜国立大学

・Zr及びTa系化合物は表面が酸化物であると酸素発生反応の活性が向上した。
・Zr系化合物を電極触媒として電解試験を行い、水電解効率は60%であった。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果

固体高分子形水電解(PEWE)は貴金属由来の材料
擬似反応表面積：

電気二重層領域の
I

i * =

より有効な触媒能評価
のために

i* @1.6 V ≡ iinit.*
面積あたりに規格化した酸素発生電流

(初期比活性指標)
定常分極
測定

固体高分子形水電解(PEWE)は貴金属由来の材料

が酸素発生電極として使用され、システムにおけるコス
トの割合が大きい。今後の商用化を考えると、貴金属
材料の低減が必須であり、更には酸素発生における過
電圧の低い材料の開発が望まれている。

本事業では低コスト並びに高活性PEWE酸素極材料

電気二重層領域の
ｱﾉｰﾄﾞ電気量(QA) QA

i.  = 

(I : 電流)
i*(0.5 h@1.6 V) ≡ iss.* (定常比活性指標)定電位測定

酸化度(DOO)の定義
(X線回折より)

IntensityTa2O5 or ZrO2DOO = 
IntensityTa2O5 or ZrO2 + IntensityTaC0.5N0.5 or 

ZrC0.5N0.5

●研究目標

の創生を目指し、非貴金属化合物を用いて水電解用
高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発を行っ
た。
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実施項目 目標

(A) 触媒能評価
現行材料(貴金属系)に近い性能を有す
る非貴金属系酸素発生触媒の開発

●今後の課題 ●研究成果まとめ

・触媒の質量活性の向上

図3 水電解電流密度と
水電解電圧の関係.

図2 iinit.*のZr及びTa化

合物粉末のDOO依存性.
図1 i*のTa及びZr化合物薄膜作
製時の酸素分圧(PO2)依存性.

(B) 電解試験

非貴金属系材料をアノード触媒に用い
て、現行のアルカリ形水電解に匹敵す
る新規固体高分子形水電解セルの開
発

実施項目 成果内容 自己評価

●実施体制及び分担等

●実用化の見通し
NEDO 国立大学法人 横浜国立大学

・Ta及びZr系触媒を用いた電解セル
での効率の向上

A 現行材料より高い酸素
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非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計お

よび開発 

実施者：国立大学法人 横浜国立大学 

 

１．事業目的 

水電解は原理的に水素とともに酸素も発生する

が、その酸素発生の過電圧が高いと、それに伴う

ロスも大きくなり、商用化にとって障害となる。特

に固体高分子形水電解(PEWE)では電解質が強

酸性であるため、酸素発生の過電圧が多少大き

くとも耐酸性を有する条件が優先され、貴金属由

来の材料が酸素発生極として使用されており(図

1)、コストに占める割合が大きい。今後の商用化

を考えると、コストの面からは貴金属材料の低減

が必須であり、更には酸素発生における過電圧

の低い材料の開発が望まれている。そこで本事

業の目的はその双方を満たすべく、非貴金属化

合物を用いて水電解用高機能酸素発生アノード

触媒の設計および開発を行った。 

 

２．事業目標 

本プロジェクトでは部分酸化技術を用いて、耐久性を備えた高機能酸素発生触媒の研究開発

を行い、それを非貴金属化合物における酸素発生触媒能の開発設計に活かしていく。以下の

二点が目標である。 

1) 現行材料(貴金属系)に近い酸素発生触媒能を有する非貴金属系酸素発生触媒の開発 

2) 非貴金属系材料をアノード触媒に用いて、現行のアルカリ形水電解に匹敵する新規固体高

分子形水電解セルの開発 

具体的には1)では薄膜及び粉末材料の双方からの開発を行った。PEWEに使用されている現行

材料との比較を行うために、薄膜及び粉末の実表面積あたりの活性(比活性)を評価できる手法

の開発を行った。その評価手法を基に電気化学測定を行い、非貴金属系材料と現行材料との

比較を検討した。2)では非貴金属材料が果たして酸素発生電極として作用するのかを現行の電

解セルのアノード電極触媒として組み込んで、電解試験を行い、電圧－電流の関係及び水電解

効率を算出した。 
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３．事業成果 

3-1. 触媒活性評価法 

電流に関して、IrO2 粉末：Zr 化合物薄膜＝1：4×10-4 であるのに対して、表面積に関しては、

おおよそ IrO2 粉末：Zr 化合物薄膜＝1：5×10-1 であった。表面積と電流密度が比例関係にない

事がわかる。触媒能を幾何面積のみで比較する方法は必ずしも適切ではない。そこで、電気化

学的実表面積を模擬できる指標を用いて両者を比較する。指標として電気二重層領域（0.3 - 

0.8 V）の CV からアノード電気量（QA）を求めた。定常分極及び定電位測定から得られた電流を I

とした。それを用いて i*（= I QA
-1）を算出し、IrO2 粉末触媒との比較可能な触媒比活性評価法と

した。定常分極における1.6 の i*（i*init.）をこれまでのEOERに替わる指標とし、初期比活性を評価

した。また、定電位測定で得られた 0.5 h における i*を iSS.*とし、定常状態の比活性として評価し

た。 

 

3-2. 薄膜触媒 

3-2-1. 薄膜作成時の基板温度(θBase.)が触媒比活性(酸素発生反応)に与える影響 

Zr 及び Ta 化合物薄膜（Po2 = 20 mPa）の i*とθBase.の関係を図 2 に示す。比較として IrO2 粉末

の i*init.及び iSS.*を併記した。どちらの化合物ともに温度が低いほど i*init.が大きくなり、Zr 化合物

薄膜はθBase. = 30oC で Ta 化合物薄膜はθBase. = 50oC で最大値を示した。その時の i*init.は Zr 及

び Ta 化合物薄膜においては IrO2 粉末の値よりも 3 倍以上大きく、Ta 化合物薄膜においては

IrO2 粉末の値よりも 1.5 倍程度大きく、どちらの化合物ともに初期比活性は高いと考えられる。し

かし、全ての Zr および Ta 化合物薄膜の iSS.*は IrO2 粉末の値よりも小さく、安定性が低かった。

各θBase.の i*init.と iSS.*を比較すると、温度が低いほど i*init.と iSS.*の差が開いている。温度が高い

ほど安定性が維持されると思われる。 

 

3-2-2. 薄膜作成時の酸素分圧(Po2)が触媒比活性(酸素発生反応)に与える影響 

Zr 化合物薄膜（θBase. = 200oC）および Ta 化合物薄膜(θBase. = 320oC)の i*と Po2 の関係を図 3

に示す。比較として IrO2 粉末の i*init.及び iSS.*を併記した。Ta 化合物薄膜については iss*と i init.*

共に Po2 = 6 mPa において最大値を得た。このことから酸素分圧には最適値が存在することが

考えられる。つまり高活性な触媒を得るための、酸素と窒素の最適な割合が存在する可能性が

あることがわかる。しかし結果から、iss*と i init.*共に IrO2 の値より小さい値であった。一方、Zr 化

合物薄膜においては 3-10 mPa で極大領域が見られた。この Po2 領域で作製した Zr 化合物薄

膜の i*init.は IrO2 粉末の i*init.と比較して 3 倍程度大きい。従って、Zr 化合物薄膜の比活性は IrO2

粉末よりも高いと思われる。また、各 Po2.の i*init.と iSS.*を比較すると、比活性が高い Zr 化合物薄

膜ほど、全体として安定性は低いと思われる。しかし、この時の Zr 化合物薄膜の iSS.*の IrO2 の

iSS.*より大きいことから、安定性は良好であると言える。従って、θBase. = 200oC、Po2 = 3-10 mPa

で作製した Zr 化合物薄膜は IrO2 を超える高比活性な酸素発生触媒であると思われる。 
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3-3. 粉末触媒 

資源量も比較的多く、酸性溶媒中で安定な Zr 及び Ta 化合物 2-3)を非貴金属代替アノード材

料として着目し、酸素発生反応(OER)の触媒能の検討および評価を行った。 

 

3-3-1. 粉末の部分酸化時の温度が触媒比活性(酸素発生反応)に与える影響 

 図 1.2-1 に Zr-CNO 粉末の i*とθBase.の関係を

示す。比較として IrO2 粉末の i*init.及び iSS.*を併

記した。Zr-CNO の i*init.及び iSS.*は 700℃以上

で一定となり、その値の i*init.及び iSS.*は IrO2 粉

末のそれと比較しても高い値となった。従って、

Zr-CNO 粉末の比活性は IrO2 粉末と同等であ

ると思われ、特に初期比活性の i*init.は IrO2 粉

末の i*init.と比較して 2 倍程度高いものであった。

従って、θBase. = 700oC 以上で作製した Zr-CNO

粉末は IrO2 を超える高活性 OER 触媒であるこ

とを示唆した。 

 

3-3-2. Zr 化合物粉末の XRD 評価と酸化度 

部分酸化処理の時間を変えることにより、酸化の程度を変化させた粉末試料を得た。図 5 に

ZrC0.5N0.5 を出発物質として、部分酸化処理の時間を変化させた試料の XRD 回折パターンを示

す。TaC0.5N0.5 からの酸化の程度を表す指標として酸化度(DOO : Degree Of Oxidation)を導入す

る。酸化度は TaC0.5N0.5 が 2θ ≒ 33.4 o となる最強のピーク強度 I [ZrC0.5N0.5]と、ZrO2 monoclinic

の 2θ ≒ 28.3 o のピーク強度 I [ZrO2]を用いて、次式で定義した。 
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DOO = Imono. ZrO2
 / (Imono. ZrO2

 + IZrC0.5N0.5
)                 (1) 

 

3-3-3. DOO と Zr および Ta 化合物粉末の初期比活性評価 

Zr および Ta 化合物粉末における DOO と i*init.の関係を図 6 に示す。比較のために IrO2 粉末

の i*init.も併記した。DOO に関わらず部分酸化することにより、酸素発生初期比活性は IrO2 粉末

の i*init.よりも高い結果が得られた。また、Zr 化合物粉末の i*init.は DOO に強く依存する結果には

ならなかった。いずれにせよ、Zr 化合物の i*init.は IrO2 粉末の i*init.より 2 倍程度高い結果となり、

IrO2 を超える高比活性酸素発生触媒であることを示唆した。 

 一方、Ta 化合物粉末の i*init.は DOO に依存する結果を示唆し、DOO が大きくなると i*init.は小

さくなった。今回の実験範囲では Ta 化合物粉末の i*init.は IrO2 粉末の i*init.より高くなり、DOO ＝ 

0.2 においては IrO2 粉末の i*init.の 2 倍強高い結果となった。このことから Ta 化合物の i*init.は条

件によっては IrO2 を超える高比活性酸素発生触媒であることを示唆した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-4. 電解セル試験 

これまでに Zr や Ta の炭窒化物の OER 触媒能を評価してきたが、それが果たして PEWE アノ

ードの電極触媒に用いた際に水電解を行うことが出来るのか、また、そのときの効率がどうであ

るのかを確かめる必要がある。そこで部分酸化した Zr 炭窒化物(Zr-CNO)を PEWE のアノード電

極触媒として用い、電解セルを試験して、その特性を評価した。 

水素極(カソード)には白金触媒、電解質に Nafion®膜を用い、酸素(アノード)極の触媒量を 0.6 

-0.9 mgcm-2 で 3 段階に分けて調整して試験を行った。なお、アノード電極触媒には Zr-CNO 

(DOO = 0.07)を用いた。測定温度は 80℃で行った。 

 図 6に水 電解 電 流 密度(A･cm-2)と水 電 解 電圧(V)の関 係 を示 す。触 媒 量 の増 加 とと

もにその電解電圧 は小さくなり、担持量 が0.8 mg･cm2以降 で1 A･cm-2のとき2.6 Vで

あった。また、1 A･cm-2における新 触 媒 担 持 量 と水 電 解 効 率 の関 係 を図 7に示 す。こ
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物粉末のX線回折パターン.



Ⅲ2.3-4(5) 

 

の結 果 より、担 持量 が0.8 mg･cm2以 降 でおおよそ一 定 となり、0.9 mg･cm2のとき、効

率 が60%となり最 も高 かった。以 上 の結 果 より、担 持 量 が0.9 mg･cm2のときに最 も良

好な電解特性を示し、またこの値が試験条件において最適であることがわかった。 
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3-5. 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出

願 

査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 3 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特 許 協 力 条 約 ） 

(1) まとめ及び課題 

まとめ 

• 評価法の確立し、Zr 及び Ta 系材料で現行材料の IrO2 を上回る比活性を有する触媒

の作製に成功した。 

• Ta 及び Zr 系化合物における酸素発生反応は表面が酸化物であることが活性に寄

与することがわかった。 
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0 0.4 0.8 1.2

0.6 mg・cm‐2

0.8 mg・cm‐2

0.9 mg・cm‐2

i / A･cm‐2

U
/ 
V

図6 水電解電流密度と水電解
電圧の関係.

0

20

40

60

80

0 0.6 0.8 1
WCat. / mg･cm‐2

Ε
/ 
%

~ ~~ ~~ ~
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cm-2でのエネルギー効率の関係.
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• 遷移金属系材料を電極触媒として電解試験を行い、水電解効率 60%の性能を有する

ことがわかった。 

課題 

・触媒の質量活性の向上 

Ta及 びZr系 触 媒 の更 なる性 能 開 発 及 び粉 末 の微 細 化 (nmオーダーレベル)によ

りIrO2に匹敵する質量活性を有する触媒材料の開発 

・Ta及びZr系触媒を用いた電解セルでの効率の向上 

材 料 及 び担 持 量 等 の最 適 化 により、現 状 のPEWEのエネルギー変 換 効 率 (80%

以上)の達成及び1 Acm-2で電圧1.6 V以下の達成を目指す 

・Ta及びZr系触媒の耐久性の評価 

非 貴 金 属 材 料 を用 いた電 解 セルを長 時 間 運 転 し、寿 命 評 価 及 び電 気 化 学 的

手法を用いた材料劣化手法の確立 

 

(2) 実用化の見通し 

本プロジェクトで単極試験におけるZrおよびTa系薄膜および粉末材料の比活性は現行のIrO2

を上回る結果が得られた。TaおよびZrの資源量はIrO2のそれと比較して、10倍および100倍以

上あり、価格は1/10および1/100以下となる。従って、上記の成果は画期的なものであり、実用

化に大きく寄与できるものと考えられる。本プロジェクトでは予算の関係で粉末材料を用いての

電解セル試験しか出来なかったが、PEWEのアノードにはTi基板上にTa2O5膜、そしてその上にIr

O2膜によって形成されたDSA(Dimensionally Stable Anode)電極も使用可能である。事業化に

むけては薄膜電極を用いて電解セルを作製することでその見通しが得られると考えられる。ま

た、上記の課題をクリアできれば、世界的にも先進的な水素エネルギー社会を牽引する水電解

セルが作製できると思われる。 

 

 

 

 

 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・AMRサイクルに適合した希土類ガーネットと金属間化合物磁性材料の開発を進め、粒状化の実用材料製造技術を確立した。

動機構をも 磁気冷凍 ク 試験装 を設計 作製 ク を実証 た

委託先：物質・材料研究機構、金沢大学（Ⅲ － ５） 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発

・２つの駆動機構をもつAMR磁気冷凍サイクル試験装置を設計・作製し、AMRサイクルを実証した。
・水素液化サイクルの効率改善と高感度水素液量の計測技術を開発した。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果

エネルギー密度の高い液体水素は貯蔵・輸送に有用
であるが 極低温で液化する際には相当量の仕事が消

(1) 実用磁気冷凍磁性材料の開発
であるが、極低温で液化する際には相当量の仕事が消
費されるため、液化や貯蔵に最適化された冷凍システ
ムの開発が不可欠となっている。磁気冷凍法は原理的
にはカルノー効率を満足するため、世界的にも水素液
化への応用が進められている。

磁気冷凍によるエネルギー効率の高い水素液化・貯

(1-1) 酸化物系材料
鉄ガーネットにおける鉄原子間の強い相互作用を利用したGd-Fe-Ga ガーネット (GGIG) の開発
に成功した。30K領域で使用可能であり、かつ水素化しない特長をもつ。

(1-2)金属間化合物系磁性材料
RT2系(R:Dy, Gd, T:Al, Ni)強磁性体について、遠心力鋳造法により粒状化に成功した。広い温度
で使用が可能であり 一次転移 二次転移による大きな熱量効果が発生できる

蔵に関する基盤技術の確立を目的としている。水素液
化サイクルと蓄冷型サイクルとを組み合わせた高効率
水素液化磁気冷凍実証システムの構築と検証を行い、
液体水素製造プラントや水素貯蔵および輸送に関する
磁気冷凍の実用技術を大きく進展させる。

で使用が可能であり、 次転移、二次転移による大きな熱量効果が発生できる。
(2)高効率水素液化機構

粒状磁性体と板状磁性体のハイブリッド構成により水素液化効率を向上。
(3)蓄冷型磁気冷凍試験装置の開発

２つの駆動機構をもつ試験装置を設計・製作し、磁場・熱交換を独立制御することに成功した。こ
れによって本格的なAMRサイクルの駆動を行い、わずか1.8Tで12度以上の冷却温度幅を得た。

( )測定技術要素研究●研究目標

実施項目 目標

A 実用磁気冷凍磁性材料の開発

B 高効率水素液化機構の開発

(4)測定技術要素研究
超高感度・小型静電容量型水素液面計を開発し、十分な性能を持つことが確認された。

(5)水素液化磁気冷凍システムの調査と解析
蓄冷型磁気冷凍サイクルのシミュレーションによる解析手法を確立した。特に、蓄冷器内での磁性
体の多層化や多段化の解析を行ない、磁性体の選択や蓄冷器内への配分比等の指針を得た。

●今後の課題
／スケジュール（H22年度まで）

実施項目 成果内容 自己評価

A 実用材料の開発に成功 ◎

●研究成果まとめ
B 高効率水素液化機構の開発

C 蓄冷型磁気冷凍機の開発

D 測定技術要素研究

E 水素液化磁気冷凍システムの調査と解析
AMRサイクルの熱交換ガス駆動に、

外部のディスプレーサーを用いる方
式を開発中 これによ て 駆動部

●実施体制及び分担等
B ハイブリッド化設計を終了 ○

C AMR冷凍サイクルを実証 ○

D 超高感度・小型水素液面計を開発 ○

E シミュレーション手法を確立 ○

●実用化の見通し
NEDO 物質・材料研究機構(実施項目A,B,C,E)

金沢大学(実施項目A C D E)

式を開発中。これによって、駆動部
分を小型化させ、５Tの有効磁場を
用いることが可能となる。

現在は冷凍サイクルの実証に注

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 10 33 0

E シミュレーション手法を確立 ○金沢大学(実施項目A,C,D,E) 現在は冷凍サイクルの実証に注
力しているが、最適化された専用
のマグネットを使用することによ
り、5年以内に実機レベルの水素
液化機を構築できる可能性。
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高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

実施者：物質・材料研究機構、金沢大学 

 

1.事業概要 

 水素の輸送・貯蔵・供給形態を考えるとき、エネルギー密度の高い液体水素はきわめて

有用であるが、極低温液体であるがゆえに生成・保持の観点からは利用方法が限定されて

しまう。また、常温の水素ガスを極低温で液化する際には相当量の仕事が消費されるため、

有効エネルギー効率の低下は避けられない。したがって、液体水素を有効利用するために

は、液化や貯蔵に最適化された冷凍システムの開発が不可欠となっている。磁性体の磁気

熱量効果を利用する磁気冷凍法は原理的な冷凍効率がカルノー効率を満足するため、世界

的にも水素液化への応用が進められている。 

 本事業はこれまでに蓄積してきた磁気冷凍による水素液化技術をもとに、エネルギー効

率の高い水素液化・貯蔵に関する基盤技術の確立を目的としている。水素液化サイクルと

蓄冷型サイクルとを組み合わせた高効率水素液化磁気冷凍実証システムを構築し、その検

証を行い、液体水素製造プラントや水素貯蔵および輸送に関する磁気冷凍の実用技術を大

きく進展させる。本事業は物質・材料研究機構と金沢大学との共同によって実施される。 

 

2.事業目標 

 水素磁気冷凍に関するこれまでの研究成果を継承しながら、冷凍システムへの飛躍を目

指して、その基盤技術の開発と検討を行う。実施項目と目標を併記して以下に示す。 

① 実用磁気冷凍磁性材料の開発（金沢大学、物材機構） 

 ガーネット系磁性材料、金属間化合物磁性材料、一次転移材料を取り上げ、熱交換効率

の高性能化に不可欠な粒状化試料の作製・評価を行う。 

【到達目標】球状試料（直径 0.3mm 以上）の製造法を確立し、ガーネット材料と金属系材

料を組み合わせ、30K から 77K までの領域を AMR サイクルで駆動可能であることを示す。 

② 高効率水素液化機構の開発（物材機構） 

 低圧の水素ガスを対流させ液化水素を効率的に取り出す機構や、高効率磁気冷凍水素液

化機構に蓄冷型冷凍サイクルを結合したサイクルを用いることにより、磁気冷凍水素液化

機構のさらなる高効率化を図る。 

【到達目標】磁性体やシリンダー形状、ガスシールの工夫により、現状の液化効率を 10％

以上向上させる。 

③ 蓄冷型磁気冷凍機の開発（物材機構） 

 大口径超電導マグネットに適合したクライオスタットを製作し、ガス駆動機構を有する
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本格的な AMR サイクル試験機を構築する。これによって、20K から 77K までをカバーする水

素液化温度領域における蓄冷型磁気冷凍サイクルの実証と実用化への可能性を調べる。 

【到達目標】ガスシールをピストンリング式へ変更し、冷凍周波数と効率を向上させる。

排熱温度の制御を向上した試験冷凍により、プロトタイプシステムに必要な情報を得る。 

④ 測定技術要素研究（金沢大学） 

 一般に市販されている水素液面計は本研究にはサイズの点から使用が困難である。MgB2

を用いた超電導液面計や、液体水素の誘電率を利用した櫛形や同軸型の静電容量式液面計

の開発を行う。 

【到達目標】長さ 10cm 以下の極小サイズ水素液面計を磁気冷凍水素液化機構に用い、分解

能 3％以上を達成する。 

⑤ 水素液化磁気冷凍システムの調査と解析（金沢大学、物材機構） 

 磁気冷凍サイクルの熱解析、材料や冷凍システム構築の概念設計などを通じて、磁気冷

凍システムの経済性等について検討を進める。また水素磁気冷凍開発の調査を実施する。 

【到達目標】海外で進められている磁気冷凍システムの比較を行い、現状の磁気冷凍にお

ける効率の到達点を示すと共に、国際技術交流を進める。 

 

3.事業成果 

3.1 実用磁気冷凍磁性材料の開発 

(1) 希土類鉄ガーネット材料 

 液化段及び予冷段低温側で有望な材料として期待される希土類鉄ガーネット材料の性能

評価と磁性材料の球状化を行った。これまでに液化段に用いられていた希土類ガーネット

は磁気特性、耐水素性に優れた性能を示しているが、高温側で磁気エントロピー変化が小

さくなる。鉄ガーネットにおいては、鉄の強い相互作用により作られる内部磁場により希

土類が受ける磁場を増強することができるため、高温でも大きなエントロピー変化が期待

される。そこで本研究では Gd3Ga5012の Ga を 30%, 40%, 50%鉄に置換した材料（GGIG）を作

成した。転動造粒法により、直径 0.4mm 程度の球状化したガーネットの作成も行った。こ

の磁性材料の性能を磁化測定、断熱消磁実験によって行った。球状化した材料を塊状の材

料と比較した場合、低磁場において若干磁気エントロピー変化が減少する傾向が見られた

が、ほぼ同等の磁気特性を得ることができた。また、実際の蓄冷型磁気冷凍機に組み込み、

冷凍試験を実施した。この結果、従来のガーネット材料を上回る効果が高温領域で確認さ

れた。 

(2) 金属間化合物系磁性材料 

 予冷段高温側材料には強磁性体の材料が望ましい。金属間化合物系磁性材料で有望な RT2
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系(R:Ho, Dy, Gd, T:Al, Ni)の磁性体について、磁性材料の球状化について遠心力アトマ

イズ法により最適条件を見出すことができた。この結果、ほぼ球状に近い試料の作製に成

功した（図 1）。これらの試料は蓄冷型磁気冷凍機に実際に組み込まれ、冷凍試験によって

優れた特性が確認された。 

 

図 1．試作された球状化 GdNi2試料 

 

3.2 高効率水素液化機構の開発 

 低圧の水素ガスを磁性体シリンダー中に流し、カルノーサイクルによって液化水素を高

効率で生成する機構を検討した。粒状の磁性体を用いると間隙に液体水素がトラップされ

るため、液体水素の取り出しが困難となる。しかし、熱交換面積は著しく増加するため、

初期の液化過程における効率は板状に比べて 50％以上大きい。本研究では両者を融合し、

液体水素の流路を設置した磁性体形状を調べた。シミュレーションの結果、水素と磁性体

との熱交換効率は流路の形状に大きく依存することがわかった。球状と板状とを組み合わ

せたハイブリッド化によって、効率の増加が見込めることがわかった。 

3.3 蓄冷型磁気冷凍機の開発 

 物質・材料研究機構が所有している大口径超電導マグネットに適合した新しいクライオ

スタットの設計と製作を行った。これまでは蓄冷器が磁場中で移動することによる磁場変

化と蓄冷器内の流体の流れが同時に起こり独立した制御が不可能であったが、本研究で開

発する磁気冷凍機においてはマグネットの口径の大きさを利用し流体の流れを発生させる

ディスプレーサーを蓄冷器に内蔵することが可能になり、磁場変化と流体の流れを独立に

制御できるシステムを完成させることができた（図 2）。研究項目 3.1 で実施した試料を用

い、AMR 型蓄冷サイクル（Active Magnetic Regeneration）の実験を実施した。その結果、

30Kから60K領域でのAMRサイクルの作動が実証された。駆動型磁気冷凍では初めてである。

また、HoAl2 を用いた冷凍試験では、わずか有効磁場 1.8T のもとで磁性体ホルダー内部に
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12 度以上の温度勾配が形成され、磁気冷凍による蓄冷サイクルが水素予冷に有効であるこ

とが実証された（図 3）。 

 

 
図 2．試作された水素磁気冷凍用 AMR 試験装置 
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図 3．水素磁気冷凍用 AMR 試験装置による取得データの一例 

 

3.4 測定技術要素研究 

 本研究で開発される小型の磁気冷凍機に適合する、MgB2を用いた超電導液面計と液体・気

体水素の誘電率の差を利用した静電容量式の水素液面計を開発した。 液体水素を用いた動

作確認を校正が行われ、静電容量式では液面分解能 0.02mm (0.06%以上の分解能)を達成し

た。また、長さ 10cm 以下の小型化が可能であり、十分な性能を持つことが確認された。 

 

3.5 水素液化磁気冷凍システムの調査と解析 

 水素磁気冷凍システムおいて主要部である、蓄冷型 AMR 磁気冷凍サイクルサイクルのシ

ミュレーションによる解析を進めた。特に、広い温度範囲での動作に必要な蓄冷器内での

磁性体の多層化や AMR の多段化によるサイクルの冷凍能力や効率の解析を行ない、磁性体

の選択や蓄冷器内への配分比等の指針を得ることができた。海外における磁気冷凍開発の

調査によって、韓国等で試作が進んでいる磁気冷凍サイクルの実験に参加し、幅広い討論

を行った。サイクル解析においては、水素温度領域と同様に磁性体の磁場変化と流体変化

が同時に起こる場合の解析法について調べた。 
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3.6 特許、論文、講演、報道等の件数一覧 

  区分 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 7 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 9 件 

H22FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 4 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

4.まとめ及び課題 

（１）まとめ 

・ 鉄系希土類ガーネットを開発し、水素液化温度以上の領域でも使用可能となった。

転動造粒法により、球状試料の大量生産技術を確立した。 

・ RT2 系の磁性体について、遠心力鋳造法により粒状化試料の作製に成功した。冷

凍テストにより、その性能が確認された。 

・ 高効率水素液化機構に蓄冷型冷凍サイクルを結合したハイブリッドサイクルの

有効性を確認するとともに、流体流れの解析によって、高効率化への条件を明ら

かにした。 

・ ２つのディスプレーサを使った AMR 蓄冷型冷凍サイクルを実現した。25K〜60K 領

域での駆動に成功するとともに、有効磁場変化 1.8Ｔで、12 度以上の温度差発生

を達成した。 

・ MgB2 超伝導および静電容量型の 2 方式の磁気冷凍用小型水素液面の開発に成功。

液体水素を用いた試験により十分な性能を確認した。 

（２）課題 

・ 粒状化について製造企業との連携により実用技術開発を進める必要がある。 

・ 熱交換ガスの駆動機構を磁性体と分離する方式を採用することにより、小型化と

熱安定化を達成させる。 

・ ハイブリッドサイクル（水素液化＋AMR サイクル）の実証試験により、高温領域

からの水素液化を試みる必要がある。 

 

5.実用化・事業化の見通し 

 磁気冷凍サイクルに最適化されたマグネットを用いれば、実用化への展望は大きく開け

ると考えられる。LNG 熱源を利用可能な冷凍システムであり、事業化への魅力は大きい。 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・水素ガスパイプラインで想定される現実的な圧力・温度件では鋼中に拡散侵入する水素濃度は低く、準静的・動的条件ともに水素脆化は顕著ではない。
・水素ガスパイプラインの実大強度試験を実施し き裂は長距離伝播することはないことを実証した

委託先：（国） 東京大学（III－６） 水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発

・水素ガスパイプラインの実大強度試験を実施し、き裂は長距離伝播することはないことを実証した。
・開発した高速き裂伝播数値計算モデルを用いて、天然ガスと同程度の靭性を有していれば、水素ガスパイプラインでき裂の伝播を防止できることを確認した。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果

水素社会における大量の水素輸送をガスパイプライン
によって実現するためには水素ガスパイプラインの信頼

（１）水素チャージ鋼管材のき裂伝播抵抗を計測し、水
素ガスパイプラインで想定される現実的な圧力と温度 4
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によって実現するためには水素ガスパイプラインの信頼
性に関する信頼性指針を確立する必要がある。高強度鋼
管材料に対する水素脆化感受性の評価、水素ガスパイプ
ラインの実大強度試験による高速き裂伝播の現象の調
査、水素ガス漏出を想定した燃焼熱輻射に関する検討、
ガスパイプライン高速延性き裂伝播の数値計算モデルの

素ガスパイプラインで想定される現実的な圧力と温度
の上限条件でも鋼中に拡散侵入する水素の濃度は
高々0.01ppm程度以下と低く、準静的・動的条件ともに
水素脆化はほとんど現れないことを確認した。（図1）
（２）水素ガスパイプラインの実大強度試験を実施し、強
制的に発生させた延性き裂は長距離伝播することなく、
300 600 程度で停止することを実証した（圧力
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●研究目標

開発、水素ガスパイプライン大規模破壊を防止するため
の条件に関する試算を行った上で、これらを総合的に検
討するとともに、水素ガスパイプラインの耐破壊信頼性指
針を確立するために必要な検討課題を整理する。

300～600mm程度で停止することを実証した（圧力：
16MPa、鋼管：X65、550mm径、13.5mm厚）。（図2）
（３）漏出水素ガス燃焼熱輻射に関する数値検討を行い、
天然ガスパイプラインに比べて水素ガスパイプラインの
ほうが熱輻射が小さいという結果を得た。
（４）開発した高速き裂伝播数値計算モデルにより、同

0.000 0.002 0.004 0.006 0.008 0.010 0.012

Ductile Crack Length m
図1 き裂伝播抵抗に及ぼす水素の影響

延性き裂進展長さ (mm)

実施項目 目標

A 水素脆性評価
試験

水素濃度；2ppm以下、負荷速度；準静
的～5m/s

●研究目標
裂

一靭性（き裂伝播抵抗値）で比較すると、天然ガスパイ
プラインよりも水素ガスパイプラインのほうがき裂伝播
距離が短く、天然ガスパイプラインと同レベルの靭性を
確保しておけば、き裂が長距離伝播することを防止でき
ることを確認した。

●今後の課題B  実大破壊強度
試験

圧力；15MPa程度、パイプ；X65高強度
鋼管、500mm径、40m長

C 高速き裂伝播
計算モデル構築

き裂伝播限界圧力とき裂伝播停止長
さを+/-20%で予測

D 外部からの指 大学・企業の研究者・技術者からなる

実施項目 成果内容 自己評価

現実的条件で水素脆化顕著でない ○達成

●研究成果まとめ
図2 実大強度試験におけるき裂伝播挙動

（１）広範な鋼管材料に対する水素脆
化感受性の評価と限界条件の見極め

（２）より広範な条件における高速き裂
伝播と停止に対する評価とこれに基づ
いた鋼管の必要靭性値の決定

D 外部からの指
導及び協力

大学 企業の研究者 技術者からなる
研究会を組織し、指導と協力を得る。

●実施体制及び分担等

NEDO
東京大学（実施項目
A B C）

SINTEF（実施項目
B） ●実用化の見通し

A
現実的条件で水素脆化顕著でない
ことを確認。

○達成

B
実大強度試験により大規模破壊が
発生しないことを実証。

○達成

C き裂伝播距離推定精度20%を達成。 ○達成

いた鋼管の必要靭性値の決定

（３）漏出水素ガス燃焼輻射の実測と計
算による影響度評価

（４）上記検討結果を総合した水素ガス
パイプラインの信頼性評価指針の確立

A,B,C） B） ●実用化の見通し

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 3 6 0

D 研究会により外部助言・指導実施 ○達成

研究会（実施
項目D）

我が国の製鉄会社で製造される高靭
性鋼管を適用すれば高圧水素ガスパイ
プラインを実現することは技術的に可能
である。
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水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 
 

実施者：国立大学法人 東京大学 

再委託先：SINTEF（ノルウェー） 

 

１．事業概要 

水素社会における大量の水素輸送をガスパイプラインによって実現するためには水素ガスパイプラ

インの信頼性に関する信頼性指針を確立する必要がある。平成18～19年度に実施した「水素安全利用等

基盤技術水素に関する共通基盤技術－国際共同研究水素ガスパイプライン高速破壊防止技術の研究開

発」において小径のパイプを用いた破壊強度試験を世界で初めて実施して、水素ガスパイプラインの

信頼性評価に関する研究を行った。 

上記を背景として、本研究においては、高強度鋼管材料に対する水素脆化感受性の評価、大口径の鋼

管を適用した水素ガスパイプラインの実大強度試験による高速き裂伝播の現象の調査、水素ガス漏出を

想定した燃焼熱輻射に関する検討、ガスパイプライン高速延性き裂伝播の数値計算モデルの開発、水素

ガスパイプライン大規模破壊を防止するための条件に関する試算を行った上で、これらを総合的に検討

するとともに、水素ガスパイプラインの耐破壊信頼性指針を確立するために必要な検討課題を整理する。 

 

２．事業目標 

 本事業における各実施項目と目標は以下のとおりである。 

①パイプ材料の水素脆性評価試験（東京大学） 

 高圧水素ガス環境下においてパイプ材料中に侵入する水素模擬し、実験室的に水素をチャージした

パイプ素材に対して準静的破壊靭性試験、及び、高速き裂伝播試験を行ない、水素脆性の定量的評価

を行う。 

(a)落錘型の高速破壊試験機を用いた水素チャージ材き裂伝播抵抗測定法の確立 

・試験条件：落錘質量；200kg以下、荷重負荷速度；7m/s程度以下、評価材料の板厚；12mm以下 

・測定項目：荷重、変位、及び、き裂成長量の動的計測 

・き裂伝播抵抗値：破壊力学パラメータ（J積分等）の抵抗曲線を適用 

(b)パイプ材料のき裂伝播抵抗値に及ぼす鋼中水素濃度の影響の明確化 

・J積分抵抗曲線の水素濃度依存性に関するデータ取得 

・試験条件：水素濃度；2ppm程度以下、温度；0℃～室温の範囲、荷重負荷速度；準静的～5m/s程

度の範囲 

②水素ガスパイプライン実大破壊強度試験（東京大学・SINTEF） 

 口径が約500mmの鋼管を用いて実大破壊強度試験を実施する。き裂伝播挙動、パイプの歪、パイプ

内圧等の動的計測を行う。パイプの全体的な破壊挙動を高速度カメラにより観察する。加えて、ガス

漏出による周辺環境への影響を調査するために、燃焼輻射について検討する。 

(a)試験体の設計、作製、及び、試験条件の設定（東京大学） 

・実大水素ガスパイプラインき裂伝播試験に供試する試験体を1体作製 

・条件：圧力；15MPa程度に設定、パイプ；X65高強度鋼管、板厚12mm、口径500mm、長さ40m程度

で設定 

(b) 実大破壊強度試験の実施と動的計測（SINTEF） 

・測定項目；き裂伝播速度、パイプの動的歪、パイプ内圧の動的変化、パイプ全体の動的変形挙

動（高速度カメラ） 

③水素ガスパイプライン高速き裂伝播計算モデルの構築（東京大学） 

 既開発の水素ガスパイプライン高速き裂伝播現象を再現する計算のプロトタイプモデルを拡張して、

き裂伝播開始直後の挙動の記述ができるようにし、計算を適用できるパイプの口径の拡張を図る。こ

のために、き裂伝播に伴う過渡現象を扱えるモデルに改良する。さらに、実大破壊強度試験との整合

性をとり、計算可能な口径の範囲拡大を図る。 
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・き裂の発生から伝播、停止に至る動的なプロセスを計算するモデルを構築。ガスの減圧挙動と

パイプの破壊挙動を連成。き裂伝播開始直後の過渡的挙動を計算可能とする。水素脆化の影響を

考慮（材料の特性値として）。 

・適用範囲：圧力；15MPa程度以下の水素ガス、及び、メタンガス（比較）、パイプ口径：200～

500mm 

・計算精度：実大破壊強度試験において、き裂伝播限界圧力とき裂伝播停止長さを+/-20%で予測 

・本モデルにより、口径が500mm程度までの水素ガスパイプラインにおいて、き裂非伝播（ガス

漏洩）を実現するための必要条件（所与の圧力、口径、板厚、初期き裂寸法に対する材料の必要

抵抗値）を計算可能とする。 

④外部からの指導及び協力 

 本研究には、天然ガスパイプラインの破壊強度と信頼性に関する知見が参考となる。これまで、こ

の分野で多くの知見を有しているガス事業者、パイプ製造鉄鋼会社等の研究者から指導と協力を得る

ために研究会を設置する。 

・ガスパイプラインの強度に関する大学・企業の研究者・技術者からなる研究会を組織し、有

意義な研究成果が出せるように、指導と協力を仰ぐ。 

 

３．事業成果 

３－１ 研究成果 

（１）パイプ材料の水素脆性評価試験（実施項目①） 

本試験では、次項で述べる実大試験に供試した鋼管材料に対して、水素チャージにより鋼中に水素

を拡散侵入させ、落重試験による動的試験、及び、比較として準静的試験を行い、水素脆化の評価を

実施した。 

 鋼管から長さ 190mm、幅 35mm、厚さ 10mm の切欠き付

曲げ試験片を採取した。繰返し荷重により約 2mm 長の

疲労予き裂を導入した。水素チャージ条件は、条件

(1)：45MPax50℃x48h、条件(2)：45MPax95℃x48h、及

び、チャージなし、とした。チャージはオートクレー

ブにより行った。水素ガスパイプラインの上限圧力と

しては 20MPa 程度を想定すればよいが、安全側として

それよいも高い 45MPa とした（条件(1)）。条件(2)は水

素脆性の影響を明確にするために、条件(1)よりもさら

に高温にし（装置の上限条件）、水素濃度を高くするこ

ととした。 

図 1 落重試験中の試験片変形とき裂進展

の模様（条件(2）） 

既設の落重試験機を改造して本研究に適用できるよ

うに改造して動的試験を実施した。準静的試験に

は油圧サーボ試験機を使用した。図 1 に、落重試

験における試験片の変形とき裂進展の模様（高速

カメラ映像）の例を示す。 

6

 き裂進展を考慮した J 積分算式を用いて、計測

データから J 積分抵抗曲線を求めた。図 2 に、水

素チャージなしとチャージ条件(2)の結果を示す。

ここで、横軸はき裂進展長さ、縦軸は J 積分値で

ある。全体的に、準静的試験よりも動的試験のほ

うが抵抗値が大きい。これは歪速度が上昇したこ

とにより強度が上昇したことが主な原因と考えら

れる。次に、準静的試験において、水素チャージ

の有無による抵抗曲線の勾配に差が現れた。一方、

動的試験においては、抵抗曲線の若干の差はある

ものの、水素チャージの有無によって抵抗曲線の

勾配には有意な差は認められなかった。従って、
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図2  J-R曲線に及ぼす水素チャージ有無と荷重

速度影響（実線；準静的、破線；動的、青；無

チャージ、赤；チャージ条件(2)） 
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き裂が動的に伝播する場合には、水素チャージの影響は少ないと言える。 

 試験後実施した水素昇温分析の結果、拡散性水素濃度は条件(1)で 0.01ppm 以下、条件(2)で 0.14～ 

0.18ppm であった。条件(2)は現実の水素ガスパイプラインで想定されるよりもはるかに高い温度と圧

力であり、それでも動的試験において水素の影響は顕著ではなかった。条件(1)では、拡散性水素濃

度は高々0.01ppm であり、この強度の鋼では準静的な条件でも水素脆化が顕著には現れないレベルで

あると考えられる。 

 以上の結果から、現実的な水素ガスパイプラインに条件を想定した場合には、X65 程度の強度レベ

ルにおいて水素脆化は顕著ではないと結論できる。ただし、より厳しい条件においては水素脆化が顕

在化する可能性があるので、限界条件の見極めにはさらに詳細な調査が必要である。 

（２）水素ガスパイプライン実大破壊強度試験（実施項目②） 

本実験で供試した鋼管は、米国石油協会規格 

API 5L-X65 の UOE 鋼管で、外径は 559mm、肉厚は 13.5mm である。TMCP プロセス、及び、TMR プロセ

スで製造された鋼管を用いた。実大バースト試験は 2009 年 8 月、ノルウェーの Giskas にて実施した。

11m 長の 4 本の鋼管を溶接して全長 44m の試験体を作製した。図 3 に試験体のレイアウトを示す。中

央には TMCP と TMR 鋼管を配置した。図 4 に試

験体の設置状況を示す。試験体に純度 99.9%の

水素ガスを封入し、圧力が 16.0MPa に達した

時点で、長さが 700mm の初期き裂を瞬時に導

入して、その直後のき裂伝播挙動を観察した。

図 5 に、伝播したき裂の形状を示す。初期き

裂を含めて、TMCP 鋼管側で 640mm、TMR 鋼管で

970mm の長さでき裂は停止した。き裂伝播速度

の最大値は概ね、200m/s であった。図 6 に、

ガス減圧挙動を示す。き裂発生直後に減圧が

生じていることが確認された（破線は後述の

モデル計算値）。 

図 3 実大バースト試験体のレイアウト 

本試験により、水素ガスパイプラインにお

いて、軸方向に伝播開始したき裂は早期に停

止することが実証された。 

水素ガスパイプラインにおいて、き裂が発

生して開口部からガスが漏出することを想定

し、漏出したガスの燃焼による輻射の影響を

評価した。評価にあたり非定常の輻射モデル

を構築し、上記の実大試験データからパラ

メータを設定した。計算結果の例を図 7 に示

す。横軸は初期圧力、縦軸は火炎から 40m の 図 4 実大バースト試験体の設置状況 

 
 

図 5 初期き裂から伝播したき裂の形状 図 6 実大試験におけるガス減圧挙動 
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位置における輻射エネルギーである。同一の

鋼管径と圧力で比較すると、天然ガスパイプ

ラインよりも水素ガスパイプラインのほうが

被害範囲は小さくなる結果が得られた。 

（３）水素ガスパイプライン高速き裂伝播計

算モデルの構築（実施項目③） 

 実施項目②で実施した水素ガスパイプライ

ンの実大試験において、き裂は長距離伝播し

ないことが実証されたが、圧力や鋼管の形

状・強度によって同様な信頼性が確保されて

いることを確認するためには、数値解析が必

要である。このために、本研究では、水素ガ

スパイプラインにも適用可能な高圧ガスパイ

プラインの高速破壊現象を解析するプログラ

ムを開発した。 

図 7 輻射熱流速の計算結果（水素ガス・天然ガス

パイプライン） 

図8 き裂伝播速度の比較 

（X70鋼管バースト試験 1980年） 

 本プログラムの特徴を以下に記す。(a)鋼管

の変形に対して大変形理論を適用することに

より、大規模塑性変形状態でも精度の高い計

算が可能、(b)計算の高速化を図るために、変

形状態を一次元の微分方程式で表現、(c)開口

したき裂からのガス漏出を考慮することによ

り、鋼管の変形・破壊とガス減圧を連成して

解く、(d)ガス減圧は一次元の微分方程式によ

り計算、(e)系のエネルギー収支とき裂伝播抵

抗の速度依存性の関係からき裂伝播速度を計

算。 

 開発した計算プログラムの妥当性を検証す

るために、データが豊富な天然ガスパイプラ

イン実大試験を中心に解析した。検証

結果の例を図 8、図 9 に示す。図 8 は

き裂伝播長さに対するき裂伝播速度の

変化、図 9 はき裂長さが約 15m におけ

るパイプの変形形状を示す。パラメー

タの合わせ込みをしていないにもかか

わらず、き裂伝播速度の履歴とき裂伝

播距離を精度よく推定できることが確

認された。 

 実施項目②で実施した水素ガスパイ

プライン実大試験の結果を本計算プロ

グラムで解析した。結果を図 10 に示す。

実測のき裂伝播速度の最大値は概ね 200m/s であったのに対して、計算では約 150m/s であった。また、

き裂伝播距離は TMR 鋼管よりも TMCP 鋼管のほうが短かったが、計算でもこの傾向が再現できた。き

裂伝播距離は 20%以上の精度で予測ができた。この実験ではき裂発生直後の遷移域において早期に停

止した。従来の高圧ガスパイプラインの高速き裂伝播を扱うモデルはどれもき裂が長距離伝播して定

常状態に近い状況を扱うものであり、遷移域の高度に非定常な状態におけるき裂伝播・停止を扱うこ

とができなかった。本計算モデルは経験則に基づいた従来モデルとは異なり、物理現象をモデル化し

たものであり、水素ガスパイプラインにおける短距離でのき裂停止による信頼性確保の評価を行う場

合に特に威力を発揮することができると言える。 

図9 鋼管の変形破壊状況の計算結果 

（X70鋼管バースト試験 1980年） 
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 図 11 に、水素ガスと天然ガスのパイプライ

ンにおける高速き裂伝播挙動の計算による比

較を示す（横軸は鋼管中央からの距離、縦軸

はき裂伝播速度）。ここで、初期圧力を 15MPa、

鋼管の直径を 254mm、厚さを 5.7mm とした。

天然ガスパイプラインではき裂伝播抵抗が低

い場合にき裂は長距離伝播するのに対して、

水素ガスパイプラインではき裂は短距離で停

止した。水素ガスのほうが早期に減圧が起き

るためにき裂駆動力が低下してき裂は長距離

伝播することができない。図 12 に、き裂伝播

距離を水素ガスと天然ガスのパイプラインで

比較した結果を示す（横軸はき裂伝播抵抗値、

縦軸はき裂伝播距離）。水素ガスパイプライン

では抵抗値が低くてもき裂は早期に停止する

ことが予測された。すなわち、天然ガスパイ

プラインと同程度の抵抗値を有する鋼管を使

えば水素ガスパイプラインは高速き裂伝播を

防止する観点からは安全性が確保できると言

うことができる。なお、（１）の結果から、き

裂の高速伝播抵抗に対する現実的条件での水

素脆性の影響はほとんどないので、図 12 の結

果とあわせて、水素脆性によるき裂の長距離

伝播への影響は無視できると言える。 

図10 本研究で実施した実大試験におけるき裂伝播速

度の実測と計算の比較 

図 11 水素ガスパイプラインと天然ガスパイプライ

ンのき裂伝播速度履歴の比較 

（４）外部からの指導及び協力（実施項目

④） 

 天然ガスパイプラインの強度に関する専門

家からなる研究会を組織して、本研究に対す

る指導と助言をいただいた。(a)実大試験の条

件設定に際して、天然ガスパイプラインの同

様な試験のデータを提供、(b)実大試験におけ

る圧力や歪の動的計測に関する知見の提供、

(c)実験に供試する鋼管の選定に関する助言、

(d)実大試験の立会、(e)水素脆化試験の方法

と結果の考察に対する助言、(f)漏出ガスの熱

輻射のモデル化に関する助言。 

 

３－２ 成果の意義 

（１）グレード X65 鋼管材料に対して延性き

裂発生・成長における J 積分抵抗曲線に及ぼ

す水素の影響を調査した結果、水素ガスパイ

プラインで想定される現実的な圧力と温度の

上限条件では鋼中に拡散侵入する水素の濃度

は高々0.01ppm 程度以下と低く、準静的・動的

条件ともに水素脆化はほとんど現れないことを確認した。比較のために行った左記条件よりもさらに

厳しいチャージ条件では、水素濃度は高々0.2ppm 程度で、準静的条件において延性き裂抵抗曲線の勾

配が低下したものの、その影響は大きくなく、また、動的な条件では水素の影響は顕著ではなかった。

以上の結果から、今回調査した強度レベルの鋼管において現実的な条件（たとえば 20MPa 以下）では

水素脆化は懸念する必要はないと考えられる。しかしながら、より厳しい条件では水素脆化が顕在化

する可能性があるので、限界条件の見極めのためには、さらに詳細な調査が必要である。 

図12 水素ガスパイプラインと天然ガスパイプライ

ンのき裂伝播距離の比較 

（２）水素ガスパイプラインの実大バースト試験を実施した結果、強制的に発生させた延性き裂は約

200m/s の速度で軸方向に伝播したが、300～600mm 程度伝播後、き裂分岐、または、周方向への逸脱
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によりき裂が停止した。水素ガスパイプラインにおいて、き裂は長距離伝播することはないことが実

証された。 

（３）水素ガスパイプラインの損傷によりき裂開口部から水素ガスが漏出することを想定して、燃焼

ガスの熱輻射に関する数値検討を行った結果、天然ガスパイプラインに比べて水素ガスパイプライン

のほうが熱輻射が小さいという結果が得られた。ただし、詳細な検討を行うためには、熱輻射の実測

とそれに基づいたモデルの高精度化が必要である。 

（４）水素ガスパイプラインにおける高速延性き裂伝播と停止をシミュレーションできる数値計算モ

デルを開発し、目標とする計算精度が得られることを確認した。水素ガスパイプラインと天然ガスパ

イプラインを本モデルで比較した結果、同一靭性（き裂伝播抵抗値）で比較すると、天然ガスパイプ

ラインよりも水素ガスパイプラインのほうがき裂伝播距離が短く、調査した範囲では長距離伝播する

ことはないことを数値計算でも確認した。高速延性き裂伝播現象に関する限り、天然ガスパイプライ

ンと同レベルの靭性を確保しておけば、水素ガスパイプラインでき裂が長距離伝播することを防止で

きると考えることができる。 

（５）以上を総合して評価すると、現実的な条件では水素脆化は顕著に現れることはなく、既存の天

然ガスと同程度の靭性を有している鋼管を用いれば、水素ガスパイプラインは技術的に可能であると

考えることができる。ただし、その実現のためには、鋼管や溶接材料の選定基準、設計・製造基準、

維持基準等を整備する必要がある。 

 

３－３ 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（学会口頭発表） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 3 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 3 件 
（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

４－１ 研究成果のまとめ 

 水素脆化に関する実験室規模の再現試験、水素ガスパイプラインの実大破壊強度試験、高速き裂伝

播の数値モデル開発と計算を実施した結果、既存の天然ガスパイプラインと同程度の靭性を確保して

おけば、水素ガスパイプラインにおいて大規模な破壊を防止することが可能であると結論した。ただ

し、最終的な信頼性指針確立のためには、以下のような残された課題を検討し、総合的な評価が必要

である。 

４－２ 残された課題 

（１）広範な鋼管材料に対する水素脆化感受性の評価と、現実的な水素圧力と温度における限界条件

の見極め 

（２）より広範な条件における高速き裂伝播と停止に対する評価とこれに基づいた鋼管の必要靭性値

の決定 

（３）事故を想定した漏出水素ガス燃焼輻射の実測と計算による影響度評価 

（４）既存天然ガスパイプラインの各種安全基準の水素ガスパイプラインへの適合性の検討と上記検

討結果を総合した水素ガスパイプラインの信頼性評価指針の確立 

 

５．実用化・事業化見通し 

我が国の製鉄会社で製造される高靭性鋼管を適用すれば高圧水素ガスパイプラインを実現すること

は技術的には可能である。ただし、水素社会の初期段階において高圧水素ガスパイプラインを必要と

する程度の水素輸送量が必要でない段階では、低圧・小径のパイプラインの敷設から開始すべきであ

る。このためにも、各種規格類を整備しておく必要がある。 

 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・Mg-(V, Zr)-(Li, Na)-H系水素化物において、可逆的に水素を吸蔵・放出する新規水素化物を見出すとともに、水素放出温度と結晶構造との相関を示し得た。
・7種のLi-M-H系新規水素化物（M：遷移金属元素）を見出し Li-Y系水素化物において 可逆的に水素を吸蔵・放出することを確認した

委託先：（独）産業技術総合研究所、東北大学（Ⅲ-7） 超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発

・7種のLi-M-H系新規水素化物（M：遷移金属元素）を見出し、Li-Y系水素化物において、可逆的に水素を吸蔵・放出することを確認した。
・Al系共晶合金、アラネート、AlH3を原料として試みたが、適用条件下では新規水素化物相は得られなかった。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果
本研究開発は、水素吸蔵合金を用いた自動車向けの水
素貯蔵装置を成立させるため 開発目標値である「質量

Ⅱ．リチウム合金系新規水素吸蔵材料の探索Ⅰ．マグネシウム合金系新規水素吸蔵材料の探索

Ca7Ge型超格子構造、または単純FCC構造を有す

0.1

2

4

1

素貯蔵装置を成立させるため、開発目標値である「質量
貯蔵密度6質量％以上、放出温度100 ℃以下、耐久性
1,000回以上」を可能とする革新的な水素貯蔵材料を探索
し、同材料の有効性を検証・確認することを目的とする。

上記目標を満たすため数GPa（数万気圧）の水素雰囲気
下で新規高密度水素化物の合成を行う超高圧水素合成
法を利用して 革新的な水素貯蔵材料の探索研究を実施

H
Mg,Zr
Zr
V Na

7 型超格子構造、または単純 構造を有す
る新規水素化物Mg6(V,Zr)(Li,Na)nHx の合成に成功 ・化学式: (Y,Li)H3 [FCC構造]

・放出温度：約573 K
・水素含有量：3.5 質量%

・5 MPaで再水素化

P
/M

P
a

【水素貯蔵特性】

Mg6VNaaH~14
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43210
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 548K
 523K

法を利用して、革新的な水素貯蔵材料の探索研究を実施
する。また、これら新材料の可逆的な水素吸蔵・放出特性
評価を行うとともに、放射光などを利用しての精密構造解
析を体系的に行い、高密度水素貯蔵材料の設計指針を
確立する。

FCC

Ca7Ge型超格子

V, Na
超高圧水素とLiで、常圧で不安定な水素化物相
が安定化し、可逆的に水素を放出・再吸蔵する。

7つのリチウム系新規水素化物の合成に成功

水素化物高圧相の安定化機構の解明に期待
超高圧法が強力な探索ツールであることを実証→

高性能材料開発 新 設計指針水素吸蔵量 質量%

平
衡

水
素

圧
, P

実施項目 目標

A:超高圧合成法によ
る新規M 合金系水

「質量貯蔵密度6質量％以上、放出
温度100 ℃以下 耐久性1 000回以

●研究目標

① Ai-Si 過共晶合金 Al-Li-Si-H系 873 -
Al基材料その態 検討した系 合成温度[K] 形成相

産総研おいて、次の状態のAlを起点とした三元/四元系水素化物を探索したが、得られなかった。

Al基材料

Ⅲ. アルミニウム合金系新規水素吸蔵材料の探索

FCC 高性能材料開発の新しい設計指針→水素吸蔵量, 質量%
水素化物の相分率70%を考慮すると、吸蔵量は5.4～ 5.7 質量%

●今後の課題

る新規Mg合金系水
素貯蔵材料の開発

温度100 ℃以下、耐久性1,000回以
上」を可能とする材料を探索する。

B:超高圧合成法によ
る新規Li合金系水素
貯蔵材料の開発

「質量貯蔵密度6質量％以上、放出
温度100 ℃以下、耐久性1,000回以
上」を可能とする材料を探索する。

C 超高圧合成法によ 「質量貯蔵密度6質量％以上 放出 実施項目 成果内容 自己評価

●研究成果まとめ
・高水素吸蔵量を保持しつつ、水素放出温

度を更に低減できる水素化物の組成 構

① Ai Si 過共晶合金 Al Li Si H系 873
② NaAlH4 錯水素化物 Al-Na-Ti-H系 873    TiAl3, Na3AlH6

③ αAlH3 Et2O和水素化物 Al-Si-(-C-O)-H系 823 -
東北大において、6 GPaの超高圧水素雰囲気において、Al-H-X系新規水素化物相を合成。

C:超高圧合成法によ
る新規Al合金系水素
貯蔵材料の開発

「質量貯蔵密度6質量％以上、放出
温度100 ℃以下、耐久性1,000回以
上」を可能とする材料を探索する。

●実施体制及び分担等
●実用化の見通し

実施項目 成果内容 自己評価

A 523 Kで可逆的に水素を放出･吸蔵す
る新規水素化物の合成に成功した。

△

B 新規水素化物の合成に成功し、可逆
的に水素を放出･吸蔵する。

△

新規水素化物は合成されたが その △

度を更に低減できる水素化物の組成・構
造の探索．

・実用化を見据えた“穏和な”条件下での新
規水素化物形成に向けたフィードバック

超高圧合成法は、水素貯蔵材料の探索に、

NEDO 産業技術総合研究所（実施項目A,C）

東北大学（実施項目B,C） 特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 5 21 1

C 新規水素化物は合成されたが、その
他の詳細は未同定である。

△
超高圧合成法は、水素貯蔵材料の探索に、
有効的な手段である。今後も、継続的に本
手法を用いて材料を探索することにより、
目標を満足する材料を提案することが可
能であると考える。また、量産法を検討す
ることで、実用化が可能となる。
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「超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発」 

 
実施者：独立行政法人 産業技術総合研究所、国立大学法人 東北大学 

 

１．事業概要 

本研究開発は、水素吸蔵合金を用いた自動車向けの水素貯蔵装置を成立させるため、また、燃料電池

を熱源として水素を放出可能とするために、『NEDO 燃料電池・水素技術開発ロードマップ 2008』に掲

げられた開発目標値である「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以

上」を可能とする革新的な水素貯蔵材料を探索し、同材料の有効性を検証・確認することを目的とす

る。 

具体的には、数 GPa（数万気圧）の水素雰囲気下で新規高密度水素化物の合成を行う超高圧水素合

成法を利用して、開発目標値を満たすことができる革新的な水素貯蔵材料の探索研究を、この分野の

世界的な研究拠点である独立行政法人産業技術総合研究所と国立大学法人東北大学が共同で実施する。

具体的には、①新規マグネシウム合金系材料（産総研）、②新規リチウム合金系材料（東北大）、③新

規アルミニウム合金系材料（産総研、東北大学）の合成を分担して行い、これら新材料の可逆的な水

素吸蔵・放出特性評価を行うとともに、放射光などを利用しての精密構造解析を体系的に行い、高密

度水素貯蔵材料の設計指針を確立する。 

 

２．事業目標 

 開発目標値である「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以上」を可

能とする革新的な水素貯蔵材料を①マグネシウム水素化物（MgH2；7.6 質量％）、②リチウム水素化物

（LiH；12.6 質量％）、③アルミニウム水素化物（AlH3；10 質量％）を原材料とし、超高圧合成法に

より高容量水素吸蔵合金の研究として、i）超高圧合成による新材料創製、ii）新材料の水素吸蔵・

放出特性評価、iii）新材料の精密構造解析を体系的に実施し目標値を満たすことができる世界初の

革新的な水素貯蔵材料の開発を目指す。 
 

３．事業成果 

3-1．超高圧合成法による新規マグネシウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（産総研） 

超高圧合成による新材料創製 

i）超高圧合成による新材料創製 

a. Mg-V-Li-H 系及び Mg-V-Na-H 系では、Mg:V:(Li, Na)=6:1:n (n=0～1.0)で混合した原料に対して、

合成圧力 8 GPa 以上、合成温度 823 K を適用することにより、新規水素化物が合成された。また、

Li 若しくは Na の添加量が増加すると、新規水素化物の生成率が増加した。 

b. Mg-Zr-Li-H 系及び Mg-Zr-Na-H 系では、Mg:Zr:(Li, Na)=6:1:n (n=0～1.0)で混合した原料に対し

て、合成圧力 8 GPa 以上、合成温度 823 K を適用することにより、新規水素化物が合成された。 

 

ii）水素吸蔵・放出特性評価 

a. Mg-V-Na-H 系新規水素化物は、水素雰囲気中の DSC 測定で、それぞれ 575 K、631 K において吸熱

及び発熱ピークが確認され、合成した新規水素化物は、可逆的に水素を吸蔵・放出することがわ

かった。また、573～523Ｋにおいて PCT 測定を行い、可逆的に約 4 質量%の水素を吸蔵・放出する

ことが確認された。なお、試料中の水素化物の重量分率が 70%であることを考慮すると、新規水素

化物は、5.4～5.7 質量%の水素を可逆的に吸蔵・放出することができる。 

b. Mg-Zr-Li-H 系及び Mg-Zr-Na-H 系新規水素化物は、水素雰囲気中の DSC 測定で、それぞれ 575 K、

631 K において吸熱及び発熱ピークが確認され、合成した新規水素化物は、可逆的に水素を吸蔵・

放出することがわかった。また、Li 若しくは Na の添加量が増加すると、水素放出温度が低下する

傾向が確認できた。また、Mg-Zr-Li-H 系新規水素化物 573～523ＫにおいてＰＣＴ測定を行い、可

逆的に約 3 質量%の水素を吸蔵・放出することが確認された。また、試料中の新規水素化物の重量

分率が 54%であることを考慮すると、新規水素化物は、5.5 質量%程度の水素を可逆的に吸蔵・放

出することができる。 

 

iii）精密構造解析 

a.Mg-V-Na-H 系で合成された新規水素化物は、超格子型 Ca7Ge 構造を有し、Na 添加量の増加に伴い、
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格子定数が増加する傾向を呈した。また、新規水素化物の生成率も、Na 添加量の増加に伴い、増

加する傾向であった。Rietveld 解析の結果、添加した Na 原子は、3 元系水素化物 Mg6VHx において

原子空孔であった 4b サイトを選択的に占有することが分かった。図 1 に超格子型 Ca7Ge 構造を有

する Mg-V-Na-H 系水素化物の結晶構造モデルを示す。 

b. 超高圧合成された Mg-Zr-Li-H 系新規水素化物は、3 元系水素化物 Mg6ZrHx と同じ単純 FCC 結晶構

造を有することが分かった。これに対して、Mg-Zr-Na-H 系新規水素化物は、Na 添加量が増加する

と、単純 FCC 構造から超格子型 Ca7Ge 構造に変化することが分かった。図 2 に超格子型 Ca7Ge 構造

を有する Mg-Zr-Na-H 系水素化物の結晶構造モデルを示す。 

 

図 1 超格子型 Ca7Ge 構造を有する Mg-V-Na-
H 系水素化物の結晶構造モデル 

図 2 超格子型 Ca7Ge 構造を有する Mg-Zr-Na-H
系水素化物の結晶構造モデル 

4a:Na 

4b:Na, Zr

24d:Mg Zr 
4b:Na 

4a:V 

24d:Mg  

 

 

3-2．超高圧合成法による新規リチウム合金系水

a. 

b. 

それぞれ適用することにより、新規水素化物が合成された。 

a. 

b. 

、506 K、564 K で吸熱を伴うピークが観測され、新規水素化物が分解すること

が確認された。 

a. 得られた Li-Y-H 系、Li-Gd-H 系及び Li-Dy-H 系新規水素化物は、常圧･常温で不安定な FCC の BiF3

素貯蔵材料の研究開発（東北大学） 

て合成圧

973 K、973 K 及び 873 K の温度を

の条件で処理することにより、元の Li-

i）超高圧合成による新材料創製 

Li-Y-H 系、Li-Gd-H 系及び Li-Dy-H 系では、LiH-90 mol% REH3（RE = Y, Gd, Dy）に対し

力 2 GPa 以上、合成温度 1173 K を適用することにより、新規水素化物が合成された。 

Li-TM-H 系（TM = Cr, Mn, Fe, Co, Ni, Cu, Zn）の 6 GPa までの超高圧における探索では、TM = 

Cr、Mn、Co 及び Ni の場合において、5 GPa-H2の圧力、973 K、

 

ii）水素吸蔵・放出特性評価 

Li-Y-H 系、Li-Gd-H 系及び Li-Dy-H 系新規水素化物は、Ar 気流中 DSC 測定で、それぞれ 575 K、

631 K、651 K において吸熱を伴い分解することが確認された。更に、Li-Y-H 系で得られた新規水

素化物については、水素放出後の試料を 5 MPa-H2、623 K

Y-H 系新規相に再水素化することが確認された。 

Li-Cr-H 系、Li-Mn-H 系および Li-Co-H 系新規水素化物はそれぞれ、Ar 気流中 DSC 測定により 420 

K、396 K および 400 K において分解することが判明し、また TG-TDS 測定により、分解時に水素放

出を伴うことが確認された。このうち、Li-Cr-H 系、Li-Mn-H 系では分解過程において中間相が確

認された。Li-Cr-H 系新規 FCC 水素化物は水素放出に伴い結晶格子が等方的に収縮し、格子体積が

4.6 %縮減した FCC’相（a = 0.386 nm）が得られた。また、Li-Mn-H 系新規 FCC 水素化物は水素

放出に伴い c 軸方向に異方的に収縮し、体積が 3.3%縮減した体心正方晶構造(I4, No.79)の BCT 相

（a = 0.266420(6) nm、c = 0.3693(1) nm）が得られた。Li-Co-H 系新規水素化物では、Ar 気流

中 DSC 測定の結果

 

iii）精密構造解析 
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型構造を有する FCC-REH3高圧相と類似の格子定数を有する(Li0.1RE0.9)H3-δなる化学式で表すことの

できる化合物であることが分かった。Li-Y-H 系新規水素化物は、Rietveld 解析の結果、Li と Y は

出発組成比とほぼ同じ Li : Y = 0.09 : 0.91(9)で同一サイトを占有していることが判明した。図

3に FCC 構造を有する Li-Y-H 系新規相の結晶構造モデルを示す。 

b. 超高圧合成された Li-Cr-H 系、Li-Mn-H 系及び Li-Ni-H 系新規水素化物は、FCC 構造のγ-TMHx と

同じ結晶構造を有することが分かった。これら新規水素化物の格子定数 a はそれぞれ 0.392733(9) 

nm、0.37678(1) nm 及び 0.37482(1) nm と精密化された。これらの新規水素化物は、GPa オーダー

の水素雰囲気下においてγ-TMHx中の TM サイトに多量に生成された空孔に入り込んだ Li が水素と

結合することにより、常圧･常温下で不安定なγ-TMHx を安定化した構造であると考えられる。ま

た、超高圧合成された Li-Co-H 系新規水素化物は、LiH-16.7mol% Co の組成において FCC 構造を有

し、格子定数が a = 0.69530(8) nm であることが分かった。図 4 に脱水素前後の LiH-80 mol%Mn

試料における新規化合物相の FCC 構造と BCT 構造の結晶学的関係を示す。 

 
 

図 3 FCC 構造を有する Li-Y-H 系新

規相の結晶構造モデル 

 

(a)

 

(b)

 
図 4 脱水素前後の LiH-80 mol%Mn 試料における新規化

合物相の FCC 構造と BCT 構造の結晶学的関係 
(a) 新規 Li-Mn 水素化物（FCC 構造） 
(b)新規 Li-Mn 化合物（BCT 構造） 

 

3-3．超高圧合成法を用いた新規アルミニウム合金系水素貯蔵材料の研究開発 

3-3-1. 超高圧合成法を用いた新規アルミニウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（産総研） 

i）超高圧合成による新材料創製 

 水素に対して極めて不活性であり、直接の水素化が困難であるアルミニウム及びその合金の多くに

関しては、これまでに水素化物が得られた例さえ殆ど無いことから、超高圧下での適切な水素化条件

の設定が先ず必要である。そこで、本検討では、水素の拡散促進と反応活性化因子の究明が必要と考

え、組織が微細な Al 基共晶合金（a）、アラネート（b）及び水素化アルミニウム（c）を各々出発原

料に採用することで、三元乃至は四元の新規水素化物相を探索した。 

a. 過共晶合金 Al0.8Si0.2 及び LiH を原料とし、Al0.8Si0.2＋LiH に対して十分な混合及び更なる組織微

細化を図るためにミリング処理を施した。この前駆体に対して、8 GPa, 873 K で 1 hr.の処理を

施したところ、LiAlO2 と Si が生成するのみであった。一方、Al と Si を独立に原料とした場合は

金属 Al 相が独立して現れた。今回の合金を用いる試みでは新規水素化物は形成されなかったが、

Al の水素化に関して単体 Al を出発物質とする場合とは異なる反応メカニズムを期する狙いとして

は適切であったと考えられる。  

b. 錯水素化物 NaAlH4を出発物質に NaAlH4＋xTiH2 （x = 0.10, 0.33）に対して、8 GPa、873 K で 1 

hr.の処理を施した。Na3AlH6 及び TiAl3 が生成されたが、新規水素化物は生成されなかった。

Na3AlH6 は NaAlH4 が高温下で一部の水素を解離したものである（NaAlH4→(1/3)Na3AlH6＋

(2/3)Al+H2）。TiAl3 は TiH2 から水素が解離した Ti と前述の Al が金属間化合物を形成したもので、

この相がエネルギー的に非常に安定であるがために、水素化物が形成されなかったと考えられる。 
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c. 水素化物 AlH3（ジエチルエーテル（Et2O）和物）を出発物質とし、仕込み組成 8αAlH3＋Si に対し

て 8 GPa、823 K で 1 hr.の処理を施した。しかし、原料である AlH3 が Al に分解するのみで、新

規水素化物相は得られなかった。ただ、溶媒和 Et2O が及ぼす影響や、AlH3 と対となる原料に水素

化物を使用しなかったこと（マグネシウム系の検討での経験では原料を全て水素化物としないと

新規相を形成させるのは非常に困難であったが、アルミニウム系も同様か否かは不明）など、合

成に際して検討・改善を要する要素が多い。 

 

ii）水素吸蔵・放出特性評価 

新規水素化物相を示唆する結果が得られなかったことから、水素特性評価は行っていない。 

 

iii）精密構造解析 

新規水素化物相を示唆する結果が得られなかったことから、精密構造解析は行っていない。 

 

3-3-2. 超高圧合成法を用いた新規アルミニウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（東北大学） 

i）超高圧合成による新材料創製 

Al-TM-H 系について超高圧合成を通じて新規化合物の探索を行い、新規化合物を示唆する結果

が得られた。 

ii）水素吸蔵・放出特性評価 

水素特性評価を行ったが、新規相の単相化について検討を行い、精密な解析が必要である。 

iii）精密構造解析 

結晶構造解析を行っているが、新規相の単相化について検討の余地があり、本研究計画中では

結晶構造の決定には至らなかった。 

 

特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 5 件 0 件 15 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

 

４．まとめ及び課題 

4-1．超高圧合成法を用いた新規マグネシウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（産総研） 

 超高圧合成法により、Mg-(V, Zr)-(Li, Na)-H 系において、新規 4 元系水素化物の合成に成功した。

合成した水素化物は、単純な FCC 構造若しくは、超格子型 Ca7Ge 構造を有している。また、これら水

素化物は、反応速度も敏速であり、可逆的な水素吸蔵・放出ができることを実証できた。 

 超高圧法により、多数の新規水素化物の合成に成功し、可逆的な水素貯蔵特性を呈しており、本手

法が有効的な材料探索ツールであることを実証した。しかしながら、これら材料において、目標温度

を満足するには至っておらず、高度な物性評価や結晶構造解析技術をもつ専門グループと連携し、水

素貯蔵材料の探索を行う必要がある。また、実用化を念頭におき、穏和な条件下での新規水素化物形

成に向けたフィードバック等を展開していく必要もある。 

4-2．超高圧合成法を用いた新規リチウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（東北大学） 

これまで Li と水素化物を形成しないと考えられていた希土類元素や遷移金属元素との組み合わせ

で新しい複合水素化物を形成することが判明し、従来型の試料作製装置では探索が困難なリチウム系

においても超高圧合成法が有力な探索ツールであることが実証された。特に、構成元素として Y、Gd、

Dy、Cr、Mn、Co、Ni を含む系において、常圧下では安定に存在し得ない高圧水素化物と同じ結晶構造、

同程度の格子定数を有する新規水素化物が得られた。これらの結果は、高圧で安定な水素化物に Li

が存在することにより、高圧相が常圧下でも安定化に存在できるようになったことを示唆している。 

以上は、今後の水素貯蔵材料の設計指針となり得る結果であると考えられる。本研究では考察だ

けにとどまったが、今後更に高度な物性評価や結晶構造解析技術をもつ専門グループと連携または共
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同で研究を進め、中性子回折実験等により結晶構造中での Li および H の存在位置、またその結合状

態を詳細に調べ、安定化の要因を明らかにすることにより、新しい水素貯蔵材料の探索指針の創製が

期待される。 

 

4-3．超高圧合成法を用いた新規アルミニウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（産総研） 

Al-Si(-Li)-H 系及び Al-Na-Ti-H 系を対象に、アルミニウムを単体金属としての他、合金や水素化

物の形で出発物質に採用するなどして探索を進めたが、新規水素化物を得るには至らなかった。今後

は、適切な出発物質やその組織状態を選択し、それらの熱力学的特性や機械的特性、混合する材料と

の組成比、反応温度・時間などの試行錯誤を経ながら、水素化物が形成される条件を見極めていく必

要がある。 

 

５．実用化・事業化見通し 

5-1．産総研担当分 

 超高圧合成法により、超高圧法を用いて、マグネシウム系およびアルミニウム系の新規水素化物の

開発に着手し、マグネシウム系において新規４元系水素化物の合成に成功し、その水素特性や結晶構

造の解析を行い、当初計画の成果はほぼ達成された。今後も、本手法を展開することにより、より低

温度下で可逆的な水素吸蔵・放出が可能な材料を探索し、現在推進中の NEDO プロジェクト「水素貯

蔵材料先端基盤研究事業」の放射光科学グループや計算科学グループなどと連携することによって、

低温度化の機構等を解明できると考えている。また、穏和な条件下での新規水素化物形成に向けた

フィードバック等を展開することで、実用化を目指せると考えている。 

 

5-2．東北大学担当分 

超高圧法を用いて、これまでは合成や探索が困難であったリチウム系およびアルミニウム系の新

規水素化物の開発に着手し、それぞれの系において新規水素化物の合成に成功し、その水素特性や結

晶構造の解析を行い、当初計画の成果はほぼ達成された。 

Li-RE-H 系(RE= Y, Dy, Gd)のにおいては、常圧では不安定な水素化物高圧相に Li を含有させて超

高圧合成することによって、常圧化でも安定化し、可逆的に水素吸蔵･放出することが分かった。こ

れまでは高容量水素貯蔵材料開発のため Mg 系や Li 系などの水素化物を如何に不安定化（低温放出

化）させるかが開発指針のトレンドであったが、今回の知見は水素貯蔵材料探索の範囲を大きく拡大

させるものであり、その波及効果は大きい。 

アルミニウム系の結晶構造などの解析については、複雑な回折データのため本研究で行った手法

では限界があったが、今後は現在推進中の NEDO プロジェクト「水素貯蔵材料先端基盤研究事業」の

放射光科学グループや計算科学グループなどと連携することによって、明らかにされると考えられる。 

 

 

 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・スピルオーバー水素の貯蔵サイトを、炭素担体のエッジ、曲率をもつ部位、含酸素官能基、含窒素官能基に同定できた。
・炭素担体に担持するPtの粒径が小さいほどスピルオーバー貯蔵量が増加することを見出した また 安価な遷移金属（Ni）による貯蔵にも成功した

委託先：東北大学(Ⅲ-8 )ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発

・炭素担体に担持するPtの粒径が小さいほどスピルオ バ 貯蔵量が増加することを見出した。また、安価な遷移金属（Ni）による貯蔵にも成功した。
・スピルオーバー水素貯蔵サイト候補である、含窒素官能基の大量ドープ法の開発に成功した。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果

吸着系材料は、化学反応を一切伴わず物理吸着により水素を貯
蔵するため 水素の吸蔵 放出に加熱は不要であり しかも吸蔵

1. 細孔制御技術によるゼオライト鋳型炭素（ZTC）の構造最適化

物理吸着量を最大化するため ゼオライト鋳型炭素の比表面積の最大化を行った その結果 4000蔵するため、水素の吸蔵・放出に加熱は不要であり、しかも吸蔵・
放出速度が大きく、繰り返し耐久性も極めて高い。しかし、吸着系材
料の室温における水素吸蔵能は、我々が近年報告したゼオライト
鋳型炭素による2.2 wt% (30 ºC、34 MPa)が最高値であり(J. Phys. 
Chem. C 113 (2009) 3189)、物理吸着だけを利用して同じ温度・圧力

条件においてこれ以上の水素吸蔵能を達成することは極めて困難
である そこで近年着目されているのが 水素分子（H ）の物理吸

物理吸着量を最大化するため、ゼオライト鋳型炭素の比表面積の最大化を行った。その結果、4000 
m2/gが現状の最大であると結論した。粒子外表面に存在するアモルファス炭素層を完全に除去し、かつ

骨格内部に含まれる含酸素官能基を完全に除去できれば、比表面積5000 m2/gを超えるものも理論上は

可能である。これらを実現するには今回の研究開発で調査した方法（水素処理、プラズマ処理、液相酸化、

ゼオライト鋳型の変更）とは異なる新たな方法を用いる必要がある。細孔径制御については、ZTCを機械

的に圧縮することによる細孔径可逆制御が可能であることがわかったである。そこで近年着目されているのが、水素分子（H2）の物理吸
着に加え、スピルオーバーにより生成する原子状水素（H･）の可逆
貯蔵も併用した新しい貯蔵方式である。

本研究開発では、室温・高圧における物理吸着量が極めて大きい
ゼオライト鋳型炭素をベースに、スピルオーバー水素の貯蔵も併用
した高容量水素吸蔵材料の開発を行う。最終目標は、水素貯蔵量6 
mass%を超える材料の開発である。

的に圧縮することによる細孔径可逆制御が可能であることがわかった。

2. 金属担持技術による「新たな相互作用」の導入とその最適化

Pt粒子の粒径が小さいほどスピルオーバー貯蔵量が増加することを見出した。粒径10～30 Åまでの微

少化に成功した。スピルオーバー水素の貯蔵サイトを、炭素担体のエッジ、曲率をもつ部位、含酸素官能

基、含窒素官能基に絞り込むことができた。そこで、貯蔵サイトとして有用である含窒素官能基の大量ドー

プ法の開発を行った。その結果 窒素含有量をN/C = 0 09 mol/molまで増加させることができた。

実施項目 目標

●研究目標

を超える材料の開発である。 プ法の開発を行った。その結果、窒素含有量をN/C  0.09 mol/molまで増加させることができた。

Ni担持した試料においてもスピルオーバーによる水素吸蔵量の増加を確認できた。また、Niナノ粒子の

粒子径が小さい方がスピルオーバー効果が大きいことがわかった。

3. ゼオライト鋳型炭素の水素吸蔵性能評価

実施項目1. および2. に関し、水素吸蔵能の評価を行い、材料合成へフィードバックすることができた。

●今後の課題細孔制御技術によるゼオラ
イト鋳型炭素（ZTC）の構造
最適化

ZTC表面積の増大（目標5000
ｍ2/g）と細孔径の最適化（範囲
0.65 nm〜1.2 nm）

金属担持技術による「新た
な相互作用」の導入とその
最適化

Å、更には原子レベルの金属
担持、及び貴金属以外（Ni、Ti）
の担持

実施項目 成果内容 自己評価

細孔制御技術による
ゼオライト鋳型炭素

4000 m2/g越えには至

らず。細孔径可逆制御

△

・スピルオーバー貯蔵のメカニズム解明
・比表面積5000 m2/gの達成
・「物理吸着＋スピルオーバー」による
6 mass%の達成

●研究成果まとめ

最適化 の担持

ZTCの水素吸蔵性能評価
（１）、（２）で得られたZTCの水
素貯蔵性能を評価する。

●実施体制及び分担等

●実用化の見通し

（ZTC）の構造最適化 の原理を確立。

金属担持技術による
「新たな相互作用」の
導入とその最適化

粒径10～30 Å達成、
Ni担持達成

△

ZTCの水素吸蔵性能 評価結果を材料合成 ○

・高表面積炭素の製造コストの削減

スピルオーバー貯蔵のメカニズム解
明に2年 「物理吸着＋スピルオー

NEDO 委託先：東北大学
（実施項目A～D）

共同実施先：日産自動車
株式会社
（実施項目A～D）

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

3 1 6 1

評価 にフィードバックできた
明に2年、「物理吸着＋スピルオ
バー」による6 mass%達成に1年、貯蔵
材料の製造コスト削減に1年を要する。
最短で、5年後（2015年）の実用化を目
指す。
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「ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発」 

 

実施者：国立大学法人 東北大学 

１．事業概要 

燃料電池自動車の実用化に向け、大容量の水素貯蔵容器の開発は極めて重要である。現在までに試

作されている燃料電池自動車の多くは圧縮水素ボンベ（～70 MPa）を搭載しているが、その貯蔵量は

十分とは言えない。このため、圧縮水素ボンベの中に水素吸蔵材料を充填し、貯蔵密度を更に増加さ

せる必要がある。 

水素吸蔵材料としては、水素吸蔵合金、化学水素化物、吸着系材料の 3 種類が検討されている。前

者 2 つは吸蔵量が 5 wt%を超えるものも多いが、水素放出時に加熱が必要、繰り返し耐久性が低い、

オンボードでの充填および再生（再水素化）に長時間を要するといった多くの課題がある。一方、活

性炭、カーボンナノチューブ（CNT）、有機金属錯体等に代表される吸着系材料は、化学反応を一切伴

わず物理吸着により水素を貯蔵するため、水素の吸蔵・放出に加熱は不要であり、しかも吸蔵・放出

速度が大きく、繰り返し耐久性も極めて高い。しかし、吸着系材料の室温における水素吸蔵能は、

我々が近年報告したゼオライト鋳型炭素による 2.2 wt% (30 °C、34 MPa)が最高値であり(J. Phys. 

Chem. C 113 (2009) 3189)、物理吸着だけを利用して同じ温度・圧力条件においてこれ以上の水素吸

蔵能を達成することは極めて困難である。そこで近年着目されているのが、水素分子（H2）の物理吸

着に加え、スピルオーバーにより生成する原子状水素（H･）の可逆貯蔵も併用した新しい貯蔵方式で

ある。 

本研究開発では、室温・高圧における物理吸着量が極めて大きいゼオライト鋳型炭素をベースに、

スピルオーバー水素の貯蔵も併用した高容量水素吸蔵材料の開発を行う。 

本研究の目的は、ゼオライト鋳型炭素をベースとし、「物理吸着＋スピルオーバー」のメカニズム

により水素を高密度で貯蔵可能な吸蔵材料の開発を行うことである。最終目標は、水素貯蔵量 6 

mass%を超える材料の開発である。 

 

２．事業目標 

本研究開発においては、以下の４つの項目を実施した。それぞれの項目について、開発目標および

実施内容を記す。 

研究開発項目 1. 細孔制御技術によるゼオライト鋳型炭素（ZTC）の構造最適化 

開発目標：ZTC 表面積の増大（目標 5000ｍ2/g）と細孔径の最適化（範囲 0.65 nm〜1.2 nm） 

実施内容：「物理吸着＋スピルオーバー」の貯蔵方式においては、物理吸着量の最大化とスピルオー

バー貯蔵量の最大化の両方が重要である。特に前者は炭素の構造に大きく左右されるため、これを最

適化する必要がある。そこで、様々な条件でゼオライト鋳型炭素を合成し、比表面積の測定を行った。

また、機械的圧縮により、細孔径の可逆制御を試みた。 

 

研究開発項目 2. 金属担持技術による「新たな相互作用」の導入とその最適化 

開発目標：Å、更には原子レベルの金属担持、及び貴金属以外（Ni、Ti）の担持 

実施内容：スピルオーバー貯蔵のメカニズムはほぼ不明であるため、貯蔵メカニズムを解明し、貯蔵

量を最大化するための材料設計の指針を立てることが必須である。金属粒子サイズおよび炭素構造が

貯蔵に及ぼす影響について検討を行った。 

窒素原子がドープされた炭素は、水素分子および原子状水素と強く相互作用すると予測されている。

そこで、ゼオライト鋳型炭素へ大量の窒素原子をドープする手法の開発を行った。 

スピルオーバー貯蔵に有用な金属として報告されているのは Pt や Pd などの貴金属であり、材料コ

ストが高い。実用化の観点からは、安価な遷移金属によるスピルオーバー貯蔵が望ましい。そこで、

Pt の代替として、Ni を担持したゼオライト鋳型炭素を合成し、スピルオーバー貯蔵量の測定を行っ

た。 

 

研究開発項目 3. ZTC の水素吸蔵性能評価 

開発目標：（１）、（２）で得られた ZTC の水素貯蔵性能を評価する。 

実施内容：ZTC の水素貯蔵能を評価し、材料合成へとフィードバックを行った。 

 

３．事業成果 
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研究開発項目 1. 細孔制御技術によるゼオライト鋳型炭素（ZTC）の構造最適化 

水素物理吸着量を最大化するため、以下の 2つの構造最適化を行った。 

1. 合成条件の最適化 

 ゼオライト鋳型炭素の分子モデルを図 1 に示す。ゼオライト鋳型炭素はナノサイズのグラフェン

シートが 3 次元的に連結した構造をもち、その比表面積はグラフェンのサイズおよびエッジの量、ス

タックの有無に大きく左右される。そこで、様々な合成条件を試し、比表面積を最大化する条件の探

索を行った。 

2. 外表面炭素層の除去 

 ゼオライト鋳型炭素はサブミクロンサイズの微粒子として得られるが、図 2 に示すように、その粒

子外表面には約 20 wt%もの無孔質炭素層が存在している。もしこの外表面炭素を除去できれば、表面

積は 5000 m2/g になるはずである。そこで、外表面炭素の無いゼオライト鋳型炭素の調製を試みた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図1 ゼオライト鋳型炭素の分子モデル 

 図2 ゼオライト鋳型炭素の外表面炭素と表面積 
 

1. 合成条件の最適化の結果 

従来のゼオライト鋳型炭素の合成においては、NaY ゼオライトにフルフリルアルコールを含浸し、

細孔内でこれを重合した後に 700 ºC に昇温してこれを炭素化し、さらに 700 ºC で 1 h のプロピレン

CVD を行い炭素充填を行う。最後に、HF によりゼオライト鋳型を除去してゼオライト鋳型炭素を得る。 

 プロピレン CVD 前のポリフルフリルアルコール炭素化条件の最適化、プロピレン CVD 条件の最適化、

プロピレン CVD をアセチレン CVD に変更、炭素骨格に含まれる含酸素官能基の除去など、多くの合成

条件について検討を行った。しかし、比表面積が従来の 4000 m2/g を超えるものは得られなかった。

ゼオライト鋳型炭素は図 1 に示した分子構造をしており、骨格を細くしてエッジの割合を増加させれ

ば比表面積は増加すると考えられるが、骨格を補足すると機械的強度が低下し、グラフェン同士がス

タックする部位が生じるため、比表面積が低下するものと考えられる。すなわち、従来の合成条件で

得られていたゼオライト鋳型炭素が、最も比表面積を高くする、バランスのよい分子構造をもつこと

が判明した。 

 

2. 外表面炭素層の除去の結果 

上述したように、骨格を細くするアプローチでは比表面積の増加は困難であったため、別のアプ

ローチとして、粒子外表面に存在する外表面炭素層の除去を検討した。 

外表面炭素の除去方法として、炭素を充填したゼオライトへの、液相酸化とプラズマ処理を検討し

た。いずれの方法を用いても、処理後には外表面炭素層が

除去されることを確認した。図 3 に、空気プラズマ処理後

の炭素/ゼオライト複合体の TEM 写真を示す。図 2 で見ら

れていた外表面炭素層が除去されていることがわかる。外

表面炭素層を除去後の炭素/ゼオライト複合体を HF 処理し、

得られたゼオライト鋳型炭素の比表面積測定を行った。そ

の結果、いずれの試料も外表面炭素層を除去する前よりも

比表面積が低下していた。XRD による分析から、液相酸化

10 nmれた

完全に除去さ
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図3 気プラズマ処理後のTEM写真空



およびプラズマ処理は、外表面炭素層だけでなく、ゼオライト内部に存在している炭素の構造も破壊

してしまうことが示唆された。 

結論として、ゼオライト鋳型炭素で達成可能な比表面積は現状では 4000 m2/g が上限である。これ

をベースにして、スピルオーバー貯蔵量の追加により高容量貯蔵を目指す。 

ゼオライト鋳型炭素の粒子外表面に存在するアモルファス炭素層を完全に除去し、かつ骨格内部に

含まれる含酸素官能基を完全に除去できれば、比表面積 5000 m2/g を超えるものも理論上は可能であ

る。これらを実現するには今回の研究開発で調査した方法（水素処理、プラズマ処理、液相酸化、ゼ

オライト鋳型の変更）とは異なる新たな方法を用いる必要がある。 

また、ゼオライト鋳型炭素の機械的圧縮による細孔径可逆制御を試みた。その結果、ゼオライト鋳

型炭素は外力に対して弾性変形し、外力によってその細孔径をÅオーダーで制御可能であることが示

された。 

 

 

研究開発項目 2. 金属担持技術による「新たな相互作用」の導入とその最適化 

「物理吸着＋スピルオーバー」による水素貯蔵においては、物理吸着により水素分子が炭素表面に

蓄えられるのと同時に、白金ナノ粒子から炭素へスピルオーバーした水素原子が貯蔵される。この貯

蔵概念は、ミシガン大のグループにより提唱されたものである。これまでにいくつかのグループが、

炭素に貴金属を担持することで水素貯蔵量が 10～300%増加することを報告する一方で、室温における

スピルオーバー貯蔵を否定する結果も報告されており、そのメカニズムはよくわかっていないのが現

状である。スピルオーバー水素による貯蔵量を増加させるためには、そのメカニズムの理解が重要と

なる。 

まず、白金担持方法の比較を行った。KOH 賦活活性炭およびゼオライト鋳型炭素に種々の方法で白

金担持した際の、担持前後の H2吸脱着等温線の変化を図 5 および図 6 に示す。図 5 において、気相還

元法によって調製した白金担持 KOH 賦活活性炭ではスピルオーバーは見られないが、液相担持法によ

り調製した試料ではスピルオーバーが見られる。両者の違いは白金ナノ粒子の粒径である。図 5 にお

いては、白金ナノ粒子の粒径が小さい方がスピルオーバー効果が大きい。また、図 6 において、ゼオ

ライト鋳型炭素においては気相還元法、液相還元法を問わず、全ての白金担持試料でスピルオーバー

が生じている。これは、ゼオライト鋳型炭素を担体とした場合には、いずれの白金担持法によっても、

極めて小さい Pt 粒子が大量に担持できたためと考えられる。結論として、粒径のごく小さい（< 3 

nm）Pt 粒子のみがスピルオーバー貯蔵に関与している可能性が示唆された。 

以上の結果より、室温における水素のスピルオーバー貯蔵に関しては、炭素の構造及び白金粒子の

構造が大きく影響することが明らかとなった。スピルオーバー貯蔵を最大化するための炭素構造とし

ては、比表面積が大きく、かつ大量のエッジ、グラフェン湾曲部、含酸素官能基および含窒素官能基

をもつものが貯蔵材料として優れていると考えられる。また、白金粒子は粒径 3 nm 以下のものを高

分散で担持することが重要であると考えられる。 
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図5  種々の方法で調製したPt担持KOH賦活活性炭

における、Pt担持前後のH2吸脱着等温線（25 ºC）の

比較。3本の黒色の点直線は、担持前の試料の傾き

を示したもの。 
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図6  種々の方法で調製したPt担持ゼオライト鋳型炭素に

おける、Pt担持前後のH2吸脱着等温線（25 ºC）の比較。

3本の黒色の点直線は、MSC30の傾きを示したもの。 
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次に、種々の炭素に Pt を担持し、担持前後におけるスピルオーバー貯蔵量の比較を行うことで、

炭素の構造が及ぼす影響について検討を行った。 

図 7 に、白金担持前後の H2吸脱着等温線を比較した。ゼオライト鋳型炭素、窒素ドープゼオライト

鋳型炭素、KOH 賦活活性炭においては、等温線の傾きが担持前よりも増加しており、スピルオーバー

貯蔵が生じているが、水蒸気賦活活性炭においてはスピルオーバー貯蔵は殆ど生じていない。これら

の炭素構造の違いから、スピルオーバー貯蔵に重要な因子が下記の構造であることが示唆された。 

・含酸素官能基の量が多い（ゼオライト鋳型炭素、窒素ドープゼオライト鋳型炭素、KOH 賦活活性

炭） 

・炭素を構成するグラフェンにおけるエッジの量が多い（ゼオライト鋳型炭素、窒素ドープゼオライ

ト鋳型炭素、KOH 賦活活性炭） 

・窒素官能基を含む（窒素ドープゼオライト鋳型炭素） 

・グラフェンシートが湾曲している（ゼオライト鋳型炭素、窒素ドープゼオライト鋳型炭素） 
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含窒素官能基がスピルオーバー貯蔵サイトで

あることが示唆されたので、窒素の大量ドープ

法の開発を行った。具体的には、①ゼオライト

鋳型の交換カチオンを従来の Na+から NH4+へ変

更、②ゼオライトに充填する炭素前駆体を従来

のポリフルフリルアルコール（PFA）から 4,6-

dihydroxypyrimidine（DHP）へ変更、の２つの

方法を軸に、様々な条件で試料を合成した。合

成した試料の BET 表面積、N/C、XRD の結果を表

1 に示す。①と②の方法を組み合わせた NH4Y-

DHP-An8(2)-H9(1) では、窒素含有量が N/C = 

0.09 に達した。 

 窒素ドープ試料の水蒸気吸着等温線を図 8 に
図8  窒素ドープ試料の水蒸気吸着等温線（25 ºC） 
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図7 各炭素における白金担持前後のH2吸脱着等温線（25 ºC）の比較 
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示す。いずれの試料も相対圧が 0.3～0.6 の間で水蒸気吸着量が急激に増加することがわかる。細孔

径が同一の場合、吸着量が急激に増加する相対圧が小さいほど材料表面は親水性である。図 8 より、

窒素含有量が大きい試料ほど親水性が大きいことがわかる。すなわち、窒素含有量により材料表面の

極性が大きくなり、H2O 分子との相互作用が強化されたとは明らかである。窒素ドープ試料は水素、

特にスピルオーバーして生じた原子状水素との強い相互作用が期待できる。 
 
 
 表1 窒素ドープ試料の合成条件、BET表面積、N/C、XRD結果のまとめ 
 

試料名 ゼオライトのカチオン 炭素前駆体 BET表面積 N/C ※1 XRD ※2

m2/g mol/mol
NaY-PFA-An8.5(2)-H9(1) Na+ PFA 2900 0.058 ○

NH4Y-PFA-An8.5(2)-H9(1) NH4
+ PFA 2670 0.07 ○

NH4Y-PFA-An8(2)-H9(1) NH4
+ PFA 2650 0.07 ×

NH4Y-PFA-An8(2)-H9(3) NH4
+ PFA 3580 0.013 ◎

NaY-DHP-H7(2)-An8.5(2)-H9(1) Na+ DHP 2010 0.077 △

NaY-DHP-H7(2)-An8(2)-H9(3) Na+ DHP 2420 0.079 ○

NaY-DHP Na+ DHP － 0.37 －

NaY-DHP-H7(2) Na+ DHP － 0.13 －
+

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 NaY-DHP-An8(2)-H9(1) Na DHP 2840 0.05 ○

NH4Y-DHP NH 4
+ DHP － 0.43 －

NH4Y-DHP-An8(2)-H9(1) NH 4
+ DHP 2080 0.09 ×

NH4Y-DHP-An8(2)-H9(3) NH 4
+ DHP 2100 0.084 ×

※1  元素分析により求めた窒素と炭素の組成比
※2  XRDパターンにおける2θ＝6.4°近辺の長周期規則構造を示すピークの強度。◎：非常に強い、○：

 
 
 
 
 図 9 に Ni を担持したゼオライト鋳型炭素の H2吸脱着等温線を示す。比較のために、Pt ナノ粒子を

0.2 wt%担持した試料のデータも示す。液相還元、気相還元のいずれの方法で調製した Ni 担持ゼオラ

イト鋳型炭素も、表面積が担持前より大幅に小さいため、図 9a において、Ni 担持後の H2吸蔵量は担

持前に比べると小さくなるはずである。しかし、液相還元により調製した Ni 担持ゼオライト鋳型炭

素は、担持前よりも大きな H2吸蔵量を示している。さらに、図 9a に示した H2吸蔵量をそれぞれの試

料の BET 表面積で割り、表面積あたりの H2吸着量で表現した図 9b を見ると、いずれの Ni 担持ゼオラ

イト鋳型炭素も、担持前より H2 吸蔵量が大きいことがわかる。このように、安価な遷移金属である

Ni 担持によっても、スピルオーバーによる水素貯蔵量の増加が確認された。 
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特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 1 件 0 件 1 件 0 件 0 件 新聞 2件 

H21FY 1 件 0 件 0 件 0 件 1 件 新聞 1件、学会 3件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

1.細孔制御技術によるゼオライト鋳型炭素（ZTC）の構造最適化 

 物理吸着量を最大化するため、ゼオライト鋳型炭素の比表面積の最大化を行った。その結果、4000 

m2/g が現状の最大であると結論した。粒子外表面に存在するアモルファス炭素層を完全に除去し、か

つ骨格内部に含まれる含酸素官能基を完全に除去できれば、比表面積 5000 m2/g を超えるものも理論

上は可能である。これらを実現するには今回の研究開発で調査した方法（水素処理、プラズマ処理、

液相酸化、ゼオライト鋳型の変更）とは異なる新たな方法を用いる必要がある。 

 また、細孔径制御技術の原理は確立できたので、今後は実証試験を行う必要がある。 

2. 金属担持技術による「新たな相互作用」の導入とその最適化 

 スピルオーバー水素の貯蔵サイトを、炭素担体のエッジ、曲率をもつ部位、含酸素官能基、含窒素

官能基に絞り込むことができた。また、Pt 粒子の粒径が小さいほどスピルオーバー貯蔵量が増加する

ことも見出した。 

従来法で達成できる窒素含有量は N/C = 0.058 mol/mol に限られていた。今回、合成法を改良する

ことで、従来を大幅に上回る N/C = 0.09 mol/mol の窒素含有量を達成できた。 

 Ni 担持した試料においてもスピルオーバーによる水素吸蔵量の増加を確認できた。また、Ni ナノ

粒子の粒子径が小さい方がスピルオーバー効果が大きいことがわかった。安価な金属を用いたスピル

オーバー貯蔵の可能が示されたことから、Pd, Ru, Fe, Co, Ni, Cu, V 等他の金属や、合金系におけ

る今後の進展が期待できる。 

 これまで、金属担持炭素系における室温でのスピルオーバー貯蔵を報告している例は世界でも少な

く、その効果は半ば疑問視されていたが、今回の研究開発により、炭素担体の構造および金属の担持

状態を適切に設計することで、スピルオーバー貯蔵が確実に起こることを明らかにできた。また、今

まで全く不明であったスピルオーバー貯蔵のメカニズムに関する多くの知見が得られ、スピルオー

バー貯蔵がいくつかのステップから成る複合的現象であることを明らかにした。それと共に、スピル

オーバー貯蔵量を最大化するためには各ステップの効率化が必須であり、１つ１つのステップについ

て、適切な材料設計をする必要があることが判明した。今回は 2 年間という研究開発期間の中で、最

終目標である 6 mass%の達成には至らなかったが、そこへ至るための道筋を示すことができた。今後

の開発課題を以下に示す。 

1. スピルオーバー効果を最大化する金属(および合金)種の探索 

2. 金属種と担体との接合状態がスピルオーバー効果に及ぼす影響の解明 

3. Å オーダーの金属超微粒子の担持技術の開発 

4. 超高表面積をもち、かつ大量のエッジ、グラフェン湾曲部、酸素／窒素官能基をもつ炭素の開発 

5. 高容量貯蔵サイトの更なる探索（O, N 以外のヘテロ原子導入サイトなど） 

6. スピルオーバーした原子状水素の炭素上における表面拡散機構の解明 

7. スピルオーバー貯蔵された原子状水素の放出メカニズムの解明 

 

５．実用化・事業化見通し 

スピルオーバー貯蔵のメカニズム解明に 2 年、「物理吸着＋スピルオーバー」による 6 mass%達成に

1年、貯蔵材料の製造コスト削減に 1年を要する。最短で、5年後（2015 年）の実用化を目指す。 
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●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・水素吸収・放出に伴う合金の「相分離」によって、MgH2が熱力学的に著しく不安定化することが実証された（合金構成元素間の結合力に依存）。
・ Ti基を有する非固溶系b c c 合金の合成に成功し 室温で3 5 mass %以上の水素吸収・放出反応が実証された

委託先：学校法人東海大学(Ⅲ-9)  MgおよびTi系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に係る技術開発

・ Ti基を有する非固溶系b.c.c.合金の合成に成功し、室温で3.5 mass %以上の水素吸収・放出反応が実証された。
・ Al水素化合物の物理合成装置の設計・開発を行った。AlH2.5組成を得ており、物理的合成の可能性が実証された。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果
Mgを含む合金の水素化合物の物性は、Mgと水素の強

い結合力に支配され、燃料電池用水素供給源としての適
• 相分離型水素吸蔵合金により、MgH2の顕著な熱力学的不安定化が実証された(A, B)。
• 下表に示すとおり、合金系によってMgH2の熱力学安定性がことなることが明らかとなり、これらは

正供給圧力および速やかな水素吸収・放出を実現するた
めには、水素化合物の「熱力学的不安定化」が課題である。
本研究開発では、合金の相分離によって発現する「吸熱反
応」を利用して、水素化合物の不安定化を実証した。また、
軽量な水素化合物の代表であるAlH3の物理的合成法の
開発に挑戦した

下表 示す おり、合金系 よ g 2 熱力学安定性 なる 明ら なり、 れらは
合金の構成元素間の電気陰性度差によって整理することが出来た(A, B)。
• TiMg系合金を開発し、常温で水素を吸放出することが明らかとなった(下図)。新たな合金設計手法
として、軽量合金の開発に一定の目処を得た(C, D)。
• TiMgAl系合金を開発し、水素の吸収を確認した(C, D)。
• Al水素化合物の物理合成法を検討し、局部的に水素化合物を得ることが出きた(E)。

実施項目 目標

A: Mg基合金の開発 Mg基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積

●研究目標

開発に挑戦した。

●今後の課題

B: Mg基合金に関す

る熱力学的平衡反
応特性の研究

Mg基相分離型水素吸蔵合金の実証

6.0質量%, 繰り返し1000回, 水素放出
温度100℃

C: Ti基合金の開発 Ti基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積 ●研究成果まとめ
図 Ti75Mg25 の水素吸収特性(室温)

D:Ti基合金に関する

熱力学的平衡反応
特性の研究

Ti基水素吸蔵合金の実証

6.0質量%, 繰り返し1000回, 水素放出
温度100℃

E: Al水素化合物の
合成技術の開発

Al水素化合物の物理的合成法を設計・
開発

実施項目 成果内容 自己評価

A: Mg基合金の開発 Mg系合金を室温で合成 ○

B: Mg基合金に関する熱

力学的平衡反応特性の
研究

相分離型合金の実証に成功

4.7質量%, 20回, 325℃
△

• 結合力の強い合金系による、
MgH2の更なる熱力学的不安
定化(2 bar以上@100℃)
• 実用化を見据えた耐久性の
確認 (1000回以上)
• Al水素化合物の大量物理合

●実施体制及び分担等 ●実用化の見通し

研究

C: Ti基合金の開発 非固溶系Ti合金の合成成功 ○

D:Ti基合金に関する熱力

学的平衡反応特性の研
究

室温で水素吸放出に成功

3.5質量%, 5回, 25℃
△

NEDO
開発工学部

（実施項目C,D）

学校法人
東海大学

Al水素化合物の大量物理合
成法検討

Mg系材料を燃料電池への水

素供給源として実用化するた
めには、現在までに報告されて

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 6 15 0

E: Al水素化合物の合成

技術の開発
局部的AlHxの物理合成 △

工学部

（実施項目A,B,E）

めには、現在までに報告されて
いる中で、適正な水素供給圧
力を提供する唯一の手法（相
分離型合金）であることが示唆
される結果である。
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「Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発」 

 

実施者：学校法人 東海大学 

１．事業概要 

 

Mgは最大水素吸蔵量7.6質量%を示すことから、水素吸蔵材料として大きく期待されている一方で、

イオン結合性に由来するMgと水素との結合が非常に強いなど、低温下における速やかな水素吸収・

放出を実現するためには、水素化合物の熱力学的不安定化が課題である。しかしながら、他の元素

と合金化させるなどの伝統的手法では、水素化合物の熱力学的安定性の指標である圧力－組成等温

線図上のプラトー圧力にほとんど変化が見られず、Mg元素を含む合金の水素化合物の物性は、Mg元

素の化学的性格に強く支配されていることが問題であり、実用的な水素供給能力には限界があった。 

最近の研究開発動向では、触媒を利用することで水素吸収・放出温度の低下を目指す「反応速度

論」的研究が主流であるが、Mgと水素の反応は発熱反応系であるため、可動温度の低下と共に水素

放出圧力も著しく低下するのが現状である。実際、多くの研究報告において記述される水素放出温

度の低下とは、真空に対して水素を放出することが可能となったことを意味している。しかしなが

ら、燃料電池等への水素供給源として利用することを念頭に置くならば、適正な水素供給圧力を実

現するための「化学平衡論」的な研究開発が同時に遂行されなければならない。本研究開発では、

「相分離型」水素吸蔵合金という新たなコンセプトを提示し、合金の相分離に伴う「吸熱反応」を

利用して、水素化合物の熱力学的な不安定化を実証することを目指した。従来、水素吸蔵合金の研

究分野において、相分離とは不均化反応と呼ばれ、可逆的な水素吸収・放出反応を阻害する主な原

因とされてきた経緯がある。本研究開発では、その反応をむしろ積極的に利用していることが大き

な特徴である。新たに提唱する「相分離型」水素吸蔵合金の基本コンセプトは、合金の相分離に伴

う「吸熱反応」を利用して、水素化合物の不安定化を狙うことである。化学的に合金化が可能なMg

-X系合金(X:任意の元素)は、単体のMgと比べて熱力学的に安定であるため、MgとXに分解する際の

エンタルピー変化はΔH>0 (吸熱反応)である。同様に、合金MgaXbが相分離を伴って水素化合物を形

成する反応を、次のような2段階反応として考えることが出来る。 

 

)( H                                     

)( H         

MgH22

X-Mg22

発熱

吸熱

水素化

相分離

Δ−+⎯⎯ →⎯

Δ+++⎯⎯ →⎯+

bXaMgH

aHbXaMgaHXMg ba
 

系全体の反応は、 

 

)]( H )( H [        MgH2X-Mg22 発熱吸熱 Δ−Δ++⎯→⎯+ bXaMgHaHXMg ba  

 

と表すことができ、合金の分解および水素吸収を含めた系全体の反応に伴うエンタルピー変化は、単

体 Mg 水素化合物の形成エンタルピーΔHMgH2と比較して、ΔHMg-Xの分だけ負に小さくなることから、

「相分離を伴う」反応系では、水素化合物の熱力学的に不安定化されることが示唆される。本研究開

発では、新しい「相分離型水素吸蔵合金」の開発として、Mg 基および Ti 基を有し、ⅢA族、ⅣA族元

素との合金を作製し、水素吸蔵特性を明らかにすることを目的とした。 

また、現在の水素吸蔵材料開発においては、ナノ構造化が例外のないキープロセスである。ボール

ミリングに代表される固相法（メカニカルアロイング法）では、材料のナノ構造化のみならず、化学

的に合金化されない非固溶反応系においてさえ合金化が可能であるなど、新しい合金設計の重要な

ツールとなる可能性がある。本研究開発では、Ti を中心に非固溶反応系の合金設計と水素吸収・放出

反応について検討を行った。 
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最後に、軽量な Al 水素化合物の利用方法として、使い切りカセット等が提案されているが、水素

の再充填技術には全く目処が立っていないのが現状である。これは、Al と気体水素とが化学的には直

接反応しないことに由来している。本プロジェクトでは、NEDO「微小試料内全元素分析用パルス同期

マルチガスプラズマ分析装置の開発(産業技術研究助成事業)」において、東京工業大学の沖野晃俊教

授らが開発した ICP 源プラズマを材料合成に応用し、Al 水素化合物の新しい物理的合成方法の開発を

行った。 

 

２．事業目標 

 

本研究開発では、新しい設計思想に基づいた Mg 基および Ti 基を有する合金の開発および実証を目

標とした。具体的な数値目標としては、有効水素吸蔵量が 6質量%以上、放出温度 100℃、耐久水素吸

放出回数が 1,000 回である。 

 

３．事業成果 

 

3.1. Mg 基を有する合金の作製と熱力学的平衡反応特性 

Mg17Al12合金の水素吸放出反応を中心に検討を行った。Mg17Al12の水素吸収・放出反応は、下記2段

階の相分離を呈する可逆的な反応であることが明らかとなった。 

 

I:  Mg17Al12 + 18H2 = 9MgH2 + 4Mg2Al3    (1) 

II:  Mg2Al3 + 2H2 = 2MgH2 + 3Al     (2) 

 

また、水素化合物を形成する際のプラトー圧力がMgのものと比較して明らかに上昇していることが

確認された(図1)。熱力学的には、水素化合物形成に伴う相対部分モルエンタルピーΔHを算出し、

Mgのものと比べて、一段階目の反応では2.8kJ(molH)
-1、二段階目の反応においては7.5kJ(molH)

-1だ

け不安定化したことが分かった。Mg-Al合金系の形成エンタルピー変化のデータから、水素化合物

の熱力学的不安定化に対して相分離の寄与を計算したところ、実験結果と良い一致を示した。有効

水素吸蔵量は約4.5質量%であり、相分離を伴う反応が有効水素吸蔵量を保持しながら水素化合物の

不安定化を促すことが明らかとなった。 
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P H 2 [M
Pa

]

[H]/[YMgIn]

MgIn + H2 = MgH2 + In

0                                                  2H / MgIn

573 K (外挿) 

プラトー圧力の急激な上昇 

Mg17Al12 (573 K)

 
図1. Mg-H系, Mg17Al12-H系およびMgIn-H系の圧力－組成等温図. 相分離に伴う 

プラトー圧力の上昇 (水素化合物の不安定化)が顕著に見られる. 

 

相分離の効果を確認するために、MgIn水素化合物の合成と水素吸収・放出反応を測定したところ、

下記1段階の相分離を伴う反応であることが分かった。 
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  MgIn + H2 = MgH2 + In     (3) 
 

プラトー圧力はMg-H系と比較して約5MPa、Mg17Al12-H系と比較して4.5～4.8MPa上昇し、水素化合物

の急激な不安定化が示された(図1)。電気陰性度の観点では、Mg-Al系と比べて、Mg-In系の結合力

が大きいことから(図2)、合金の相分離に伴う「正の」エンタルピー寄与は、Mg17Al12合金と比べてM

gIn合金の方が大きいことが予想される。これは、急激な水素化合物の不安定化が見られた実験結

果と一致し、相分離型水素吸蔵合金の方向性を支持する結果となった。 

他の系について、Mg-Sn系、Mg-Ge系、Mg-Si系およびMg-Pb系の合金化条件を検討し、全ての系につ

いて既に単相の合金を得ることに成功した。現在までの結果からは、10MPa以上の水素雰囲気にお

いてさえも、プラトー圧力が現れておらず、MgIn-H系よりも更にプラトー圧力の上昇が期待される。

これは、電気陰性度の観点からも予想される結果であり、今後も詳細について追求する予定である。 

以上の結果を下の表にまとめた。実質的な水素供給可能圧力は、各合金系のプラトー圧力である。

触媒等の研究成果によって水素吸収・放出速度が改善され、可動温度が100℃にまで低下した場合

のプラトー圧力を示している。相分離型合金では、Mg17Al12ではMgと比べて2桁、MgInでは4桁もの著

しい水素供給圧力の上昇が予想できる。燃料電池用の水素供給源としては、2 bar以上の供給圧力

が必要だとされていることから、他の合金系で更に1桁の圧力上昇が可能となれば、触媒開発の成

果との組み合わせで実用化への展望が開けるのではないかと考えられる。事実、研究継続中である

他の合金系の途中結果では、更なる水素化合物の熱力学的不安定化を示す結果が得られており、今

後も継続的な研究開発を進める予定でいる。 

 

1.2 2.21.0

HMgLi Al In

1.5 1.7

Sn
Si

1.8      
図2. 電気陰性度 (Paulingの値)から観た合金組合せ 
 

3.2. Ti 基を有する合金の作製と熱力学的平衡反応特性 

  Ti基を有する合金開発において、その組み合わせは軽量元素であることが望ましいが、常温にお

けるα-Tiとは化学的に非固溶な組み合わせも多く存在する。本研究開発では、α-Tiに対してボー

ルミリング法によって物理的なエネルギーを印加し、Tiの結晶構造を変化させて互いに非固溶な元

素との親和性を向上させ、これを出発原料として新規合金を開発することを試みた。 

 図3にボールミリング法によってTiの構造が変化する様子を示した。10hのミリング時間からβ-T

i相が出現しており、高温でしか存在し得ない相を室温で作製することが出来た。このβ-Tiを原材

料として非固溶な組み合わせであるTi-Mg系合金の作製を試みたところ、Ti75Mg25組成において単

相を得ることが出来た。このことから、Ti基を有する合金開発においては、β-Tiを原材料として

使用することで、新たな軽量合金の組み合わせに対する許容幅が広がったことになる。図4では、T

i75Mg25合金の水素吸収特性を示している。合金作製直後では水素を吸収しないものの、熱処理を

施すことによって、室温で3.5質量%の水素を吸収することが明らかとなった。また、この反応は可

逆的であることも併せて明らかとなっている。 

この他には、(Ti80Al20)80Mg20合金の作製にも成功し、定性的ではあるものの水素の吸収・放出

反応が可逆的であることまで明らかとなっている。 
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図3 ボールミリングによるα-Ti→β-Ti相変態      図4 Ti75Mg25 の水素吸収特性(室温) 
 
3.3. Al 水素化合物の物理合成法の開発 

 Al と気体水素との反応系は、自由エネルギー変化が正であるため、ほとんど反応を示さず、これ

までに理論的背景から作成された状態図によれば、常圧・室温雰囲気下において、Al 中に固溶する水

素は僅か 10-4 ppb 以下に過ぎない。自由エネルギー変化が正である化学反応系では、化学エネルギー

とは別に、過剰なエネルギーを印加することで、化合物を形成することが出来るとの報告がある。過

剰なエネルギーとしては、プラズマ状態を形成する反応系が考えられる。特に、固相－気相反応系で

は、Ti-N 系において実績があり、最近では量産ラインにおいてもプラズマを利用する機会が増えてい

る。本研究開発では、プラズマ状態によって気体水素を強制的に原子状水素へと解離させ、雰囲気中

に Al を投入することによって水素化合物の形成を目指した。 

作製した試料について、グロー放電発光分光分析(GDS)により元素分析を行った。比較のために Al

試料を用い、Ar によるスパッタリングを行いながら、深さ方向に Al、O、および H原子について分析

を行った。図 5に分析結果を示す。水素ラジカル反応によって作製した薄膜表面近傍では、高濃度な

水素原子の存在が確認され、平均組成は AlH2.5であった。純 Al 薄膜では、表面近傍に水素原子が殆

ど存在しないことから、表面に吸着している H2O の寄与であるとは考えにくく、局部的に AlH3化合物

相が形成されている可能性が示唆される。 

Al-H 反応系では、自由エネルギー変化が正であるものの、Al 水素化合物の表面に Al2O3不動態膜が

形成されることで、Al 水素化合物の存在を可能にしていることが知られている。また、150～200℃の

温度を印加すると、水素化合物の分解が生じ、固体内部から表面に向けて水素原子の拡散、および表

面での再結合・脱離反応が起こる。当該試料では、表面付近に高濃度の水素原子が存在しており、反

応プロセスの中で Al と水素の反応が起きたことは明らかである。しかしながら、均一な水素化合物

相として得ることが出来なかったのには、不動態層の形成も伴う凝集過程にあるのではないかと考え

られる。即ち、気相中において AlH3相が形成されたものの、その後の凝集過程において、冷却速度お

よび不動態形成速度よりも AlH3化合物の分解反応速度の方が速いために、表面付近における水素濃度

が顕著であったのではないかと示唆される。 

 以上より、プラズマ中に冷却部を設置することで、AlH3化合物の分解反応の進行前に凝集・回収す

ることが可能であるのではないかと考え、装置を改造して実験を行った直近の結果からは、試料内部

に高濃度の水素原子が分布していることが明らかとなった。反面、酸素原子の分布量も増加している

ため、現在は詳細な分析を行っているところである。 
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図 5 (a) Al (b) AlHx の GDS 測定結果 

 

特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等）
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY2008 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 7 件 

H21FY2009 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 8 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

(b) (a) 

 

４．まとめ及び課題 

 

本研究開発において得られた成果から、Mg 系合金は、相分離型として設計すれば、燃料電池に対し

て適正な供給圧力を確保できる可能性を有する、現状では唯一の手段であることが実証された。しか

しながら、水素吸収放出の動作温度の低下は必要不可欠であり、触媒の研究開発グループの成果との

組み合わせを模索するなどの課題がある。 

Ti 系合金は、α-Ti からβ-Ti を経由・原材料にすることで、新しい軽量合金の合成が可能である

ことが実証された。非固溶系合金であっても、室温で可逆的な水素吸収・放出を示すなど、今後の合

金設計に一定の目処がついたと考えられる。本研究開発では、水素供給圧力の指標となる圧力－組成

等温度線のデータが未取得であり、今後の課題となる。 

Al 水素化合物は、プラズマを利用することで Al 水素化合物の合成が可能であることが示唆され、

合成条件の最適化によって、安定した AlH3合成の可能性が見出された。歩留まりが不安定であり、合

成条件等の見直し・最適化は必須である。 

 

５．実用化・事業化見通し 

 
 高容量水素貯蔵材料として期待される Mg 系合金の中で、本研究開発で提案した相分離型水素吸蔵

合金は、燃料電池に対して適正な供給圧力を確保できる可能性を有する、現状では唯一の手段である。

合金系の組み合わせによって水素吸蔵量に差があるが、Mg の含有量を多くすることによって一定の吸

蔵量を確保できる。相分離反応のみでは、期待される動作可能温度に至らないが、触媒開発の成果と

の組み合わせを条件に、実用化に大きな期待が持たれる。 

 本研究で開発された Ti 系合金は、既に室温での水素吸収・放出が確認されており、水素吸蔵量も

3.5 質量%と実用化されている既存の水素吸蔵材料と比較しても期待以上の成果であった。非固溶系の

組み合わせであるため、合金化可能な組成を予測することは困難であるが、組成の最適化によって更

なる容量増加は十分に考えられる。水素放出温度の目標は達成しており、Mg 系合金よりも実用化の可

能性が大きいのではないかと考えられる。 

Al 水素化合物に関して、水素貯蔵材料としての考え方には各国で温度差があるものの、欧州や米国

では継続的な研究・開発がなされている。日本においても、NEDO の事業内で開発を進めている他グ
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ループが存在している。Al 水素化合物を実用化する上で障壁となる大きな課題は、Al 水素化合物の

新しい製造方法である。10 質量%と高容量材料であるものの、可逆性に乏しいために使い捨て型の使

用が提案されているが、水素の再充填には適当な方法が存在しない。本研究で目指したプラズマを利

用した方法は、Al から直接 Al 水素化合物を合成するものであり、既存の数工程を経る手法とは一線

を画する。また副生成物との分離も必要ないため、再充填方法としては理想的であると考えられる。

実用化に関しては、量産を視野に入れた大型装置を考える必要があるため、現状の実績からは早期の

実用化に至るとは考え難く、基礎的なデータの収集に時間が必要ではないかと考えられる。 
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燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

実施者：（一財）日本自動車研究所 

 

1. 事業概要 

① 圧縮水素を燃料とする FCV の事故後の安全作業の標準化 

FCV は国内市場のみではなく世界が市場であるため、圧縮水素を燃料とする FCV の安全基準を定め

る道路運送車両法のみならず UN-ECE/WP29/AC3（World Forum for Harmonization of vehicle 

Regulations/ Working Party on Pollution and Energy）HFCV gtr (global technical regulation、FCV 等の世

界統一技術基準)を適正なものとして成立させなければならない。 

そこで、現在審議されている衝突試験後の車室内水素濃度計測および車載容器局所火炎暴露試験

について、試験法の妥当性および試験方法に関わる問題点について調査し、国際基準調和活動におい

て、日本国の主張の裏付けデータとして活用された。 

また、水素燃料自動車の船舶輸送の消火対応等に関わる規制緩和についての審議におけるリスク調

査の中で、床下からの輻射熱による安全弁作動の可能性が指摘され、本事業にて本件を調査し、得ら

れたデータは、国際海事機関（IMO）での技術基準策定に関わる審議において活用された。 

事故後の安全作業においては、安全な事故処理対応に関わるデータ取得のため、送風による水素拡

散の効果、水素漏れ発生音と漏れ量の調査、鎮火後における安全弁の作動調査、車載容器の健全性

把握方法の調査、および容器の脱ガス方法の検討を行い、水素 FCV に対する警防活動の救助活動マ

ニュアル改訂に資するデータを取得し、今後、活発化する可能性が高い事故処理対応に関わる標準化

活動において、日本が先導できるデータを構築した。 

 

② 車載用高圧水素容器／容器附属品の基準適正化活動 

国内新基準「70MPa 圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 (KHK S 0128)」の使用環境負荷試

験および HFCV-gtr/SAE J2579 の液圧シリーズ試験を実施し、試験手順をより明確化する必要性があ

ることを確認した。また、局所火炎暴露試験では、本試験法に適合した信頼性の高いバーナを世界に先

駆けて開発し、国内にて局所火炎暴露試験を実施できる体制を整えるとともに、試験法の妥当性を確認

した。また、ガスシリーズ試験においては、試験が長期化してしまうという試験法の課題等を把握した。 

これらの成果は、国際基準化活動での基準策定に反映され、日本の主張の裏付けデータとして活用

されるとともに、新規試験法に対する容器・車両の設計・開発の対応が迅速にできる環境を整えた。また、

国内容器基準Step2での基準策定に資するデータとして提供した。さらに、熱作動式安全弁（ガラス式安

全弁）の作動影響に関するデータを取得し、新規構造の安全弁に対する試験法策定に資するデータを

取得した。 

 

③ 水素充填プロトコルの標準化（急速充填試験） 

充填プロトコル条件にもとづく急速充填試験を実施し、ガス温度・圧力を測定して安全を検証し、業界

自主基準(JPEC S0003)策定に貢献した。併せて、数値シミュレーションを再委託し、充填プロトコル策定

の基礎となる海外で実施された数値シミュレーションの精度を検証し、加えて、国内における充填シミュ

レーション技術を構築した。 
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④ 水素充填コネクタの標準化（ノズル・レセプタクル氷結試験） 

ノズル・レセプタクルの氷結現象を調査し、氷結状況および安全性を確認した。これらの成果は、国内

の次期 70MPa 水素ステーションにおけるノズル・レセプタクル導入の安全性検証データとして活用される

とともに、将来的には ISO17268 改定時の充填ノズル評価試験方法として提案を予定している。 

 

⑤ その他国際標準化に関わる技術検討 

解析・技術部門各 WG および各国内標準化 WG においてそれぞれの国際規格案を審議し、国際会議

ISO/TC22/SC21(電気自動車)および ISO/TC 197(水素技術)への対応を行った。そのために、国内での

活発な議論に基づき、当プロジェクト等で取得した試験データをベースとして、ISO の審議において日本

がリードし、計 11 件の国際規格（IS 8 件、TS 2 件、TR 1 件）の発行に寄与した。さらにその他の改定案

件（3 件）についても、当プロジェクト等で取得したデータを活用している。 

特に、FCV水素燃料仕様（ISO14687-2）については、日本が議長国となって審議を進め、平成24年に

FDIS 投票が終了し、発行段階となった。また、FCV を含む電気自動車の安全規格（ISO6469-1～-3）に

ついても、日本が策定した原案を基に審議が進められ、発行に至った。 
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2. 事業目標 

 資源に乏しい我が国が持続的発展を続けるためには、次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り

組んでいくことが不可欠であるが、なかでも燃料電池自動車（FCV）は世界市場を視野に入れ、国内にお

いては、2015 年を想定した普及開始を目標として新規市場を形成するべく開発努力が続けられており、

水素供給インフラ市場もまた同時期の立上げを目指している。 

 普及期の市場形成にあたっては、水素の製造・輸送・貯蔵・充填等に係わる技術開発とともに、安全技

術の確立や基準・標準の整備が不可欠であり、(一財)日本自動車研究所(JARI)は、平成 17 年度～21 年

度に実施された「水素社会構築共通基盤整備事業」の委託先として、既存規制の見直し等に資するため

の安全確認データの取得、国際標準の提案を実施した。 

 本事業においては、普及期市場醸成に向けて必要な安全確保のための技術的知見の系統的構築や

基準・標準の整備に注力し、FCV の実用化・普及展開及び国際競争力の確保に資することを目的とす

る。 

 国際商品でもある FCV は、平成 20 年から UN-ECE/WP29/AC3（World Forum for Harmonization of 

vehicle Regulations/ Working Party on Pollution and Energy）HFCV gtr (global technical regulation、FCV

等の世界統一技術基準)の議論が継続されており、当該議論に資するデータを提供していく。 

 また、FCV 固有の技術に関連する国際標準については、安全(車載水素容器、車両、充填コネクタ、要

素部品、充填プロトコル(手順))ならびに、水素燃料仕様・性能等の標準化が要望されていることから、当

該議論が実施される ISO/TC22/SC21(電気自動車)、ISO/TC197(水素技術)、IEC/TC105(燃料電池)等

の国際審議の場において、主導的立場で標準化活動を進める。 

 併せて、UN-ECE/WP29/AC3 HFCV gtr ならびに  ISO/TC197 の事前協議の場として有効な

SAE(Society of Automotive Engineers：米国自動車技術会)会議にも積極的に参画し、日本の自動車業

界の意見を反映する。 

 現在、FCV の国際標準化においては日本が主導的な立場を維持しているが、今後、諸外国が新規規

格を提案し、市場における優位性を確保しようとする動向も懸念される。係る懸念を払拭するために、従

来の国際標準化活動で JARI が構築してきた海外ネットワークを活用して、遅滞なく動向把握に努めると

ともに、試験データ取得等、機動的に事業を推進する。海外ネットワークとして、昨年、JARI が電動車両

の標準化に係る覚書を取り交わした中国自動車技術研究センター(CATARC)との連携、今後の連携強

化が想定される米国エネルギー省(USDOE)との FCV に係る標準化および研究開発の協力と言う枠組み

も積極的に活用する。 

 一方、平成２７年以降の FCV の本格普及を想定すると、FCV の安全性確保や事故時の FCV の安全性

確保に関して、事故後・火災後まで視野に入れて、十分な知見をあらかじめ用意していく必要がある。そ

のような視点で、本事業において事故・火災後を想定し、実際の処理を想定した課題抽出を行い、その

結果を踏まえて、系統的な知見取得を進める。なお、これらの成果については、必要に応じて、関係法

令の適正化やマニュアル作成に資するものとしていく。 
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3. 事業成果 

① 圧縮水素を燃料とする FCV の事故後の安全作業の標準化 

1) 衝突・火災事故時の安全性評価 

 現在、HFCV gtr の策定作業の中で、以下の２つの事項が検討されている。 

 衝突試験後の水素漏洩試験 

 車載容器局所火炎暴露試験 

これらの試験法の問題点およびそれらの課題を検討した。 

また、水素燃料電池自動車（HFCV）に水素ガスを充填したままで船舶輸送するための課題として、国際

海事機関（IMO)にてリスク調査およびそれらの課題対応が検討されている。さらに、新たなリスクとして、

床下からの輻射熱による安全弁作動が指摘されたことを受けて、日本および産業界の要望に迅速対応

するため、本事業にて検討した。 

 床下からの輻射熱による安全弁作動の可能性調査 

以上の検討項目については、当初試験計画を変更し、柔軟に対応した。 

本項における具体的な取り組み成果（ｱ.～ｳ.)を、それぞれ目的、方法を含めて、以下にまとめる。 

 

ｱ. 衝突試験後の水素漏洩試験 

＜目的＞ 

 現在、HFCV gtr では、衝突試験後の車室内空間での水素漏れ試験（Post-Crash Test of Enclosed 

Spaces – Compressed Hydrogen Storage）が検討されている。この試験では、衝突試験後、車室内の定

められた位置で水素濃度が計測される。本研究では、本試験法の問題点を抽出し、これらの課題を検

討する。なお、本試験は燃料電池自動車の HFCV-gtr 審議の中で、米国運輸省道路安全局（NHTSA）か

ら、今までになかった衝突試験後の車室内の水素濃度計測が提案されたため、その計測法の妥当性を

調査するため、基本計画を速やかに修正の上、試験を実施した。 

 

＜方法＞ 

 衝突後を模擬した車両および衝突試験（図２）後の車両を用い、車両底部から水素を漏洩させた場合

の車室内の水素濃度計測、および風の影響や水素に替えヘリウムガスによる評価のこ可能性などにつ

いて調査する。 

 

 

C 

A , B 

D 

 MFC   

ストップバルブ 

H2 

減圧弁 

 ノズル 
 

 

図２ 衝突実験（側面衝突）および水素漏洩試験の概要 
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＜結果＞ 

 図３に車両底部から水素を漏洩させた場合の車室内の水素濃度計測結果の一例に示す。 

 この結果、衝突試験水素許容漏洩量 118NL/min 以下でも車室内水素濃度は 4％以上になることがあ

ること、漏洩速度の違いによる空間の水素濃度に及ぼす影響が大きいため、ヘリウムは代替ガスとして

使用できないこと、また、車室内の水素濃度は風の影響を受けやすいので、測定時の風速規定が必要

であることが明らかになった。 
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図３ 車室内の水素濃度経時変化の一例 

（車両中央床下からの水素漏洩，上方向，漏れ径 4mm，漏れ量 118NL/min） 

 

 これらの結果をHFCV gtrの審議の場に提供し、衝突試験後の車室内水素濃度計測は、風等の影響を

受け、再現性の高い結果が得られる試験方法ではないことが理解された。これにより衝突試験後の車

室内水素濃度計測については、HFCV-gtr Phase 2 での再検討課題となった。このように本試験は日本

国、ならびに日本の産業界の主張の裏付けデータとして貢献した。 

 現在、ヘリウムガスによる代替可能性や車室内の水素濃度に影響しない風速条件の閾値について、さ

らに検討を進めている。 

 

ｲ. 車載容器局所火炎暴露試験 

＜目的＞ 

 現在、HFCV gtr では、車載容器の局所火炎暴露試験法が検討されている。本研究では、本試験法の

問題点を抽出し、これらの課題を検討する。 

＜方法＞ 

 容器単体の局所火炎暴露試験と同等の火炎の状態（同一のプロパンガス流量）で、車体に容器を固

定した上で火炎に暴露し、車載したことによる容器表面や火源温度への影響ついて調査する（図４）。ま

た、アンダーカバー（樹脂および金属性）が装着された場合の火源温度への影響などについても調査す

る。 

 

 

 
1 

2 
3 

4 

5 



 Ⅲ2.3-10 (6)  

 

100
25

 

ホワイトボディ 

容器 

バーナ 

アンダーカバー 

 

図４ 車載容器（ホワイトボディ車）の局所火炎暴露試験のイメージ 

             

なお、これらの試験は平成 24 年 9 月に実施する。 

 

ｳ. FCV 運搬船に関わる安全情報 

＜目的＞ 

FCV 国際基準の策定および船舶輸送時の規制見

直しに際し、船舶輸送で懸念される問題が課題とし

て挙げられた。具体的には、図５に示すように、下

部階層から出火し、上部階層に駐車した車両の安

全弁(PRD)が、床からの輻射熱によって作動し、未

燃の水素ガスが放出され、船倉内にガス充満後、

引火・爆発する可能性が指摘されており、その際の、

引火・爆発の可能性について調査する。なお、本試

験は船舶による燃料電池自動車等の輸送に関わる国連法規の規制見直しの審議の過程において、新

たなリスクが取り上げられ、その対応が求められたため、そのリスクの可能性の有無を調査するため、

事業計画を速やかに修正の上、実施した。 

＜方法＞ 

輻射熱による安全弁の作動試験および作動に関して数値シミュレーションを用いた調査を実施する。

（図６） 

＜結果＞ 

 その結果、タイヤの発火温度になった際に安全弁が受ける熱流束 11[kW/m2]よりも、安全弁作動限界

加熱強度（安全弁が作動するために必要な熱流束）12[kW/m2]が大きいため、下層階に火災が発生して

も、FCV と同じ階層に火炎が存在しなければ安全弁は作動しないことが分かり、未燃ガスが充満する前

に放出した水素が着火し、爆発する恐れがないことが分かった。 

図５ 船舶での輸送時の火災に関わる懸念事項 
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図６ 下層階での火災による安全弁作動可能性検討 

 

得られた成果は、国際海事機関の国際海上輸送における技術基準の策定に活用された。 

 

2）衝突・火災事故後の安全性評価 

 2015 年の FCV の一般ユーザーへの普及開始を踏まえると、FCV が係る事故や火災の発生が十分に

想定される。FCV を含む事故・火災後の対応を考えると、ガソリン等の液体燃料を搭載した車両とは、大

きく異なる事態が想定される。これに対して、FCV を含めた事故・火災後の処理を安全確実に実施する

ための知見は十分とは言えない。従って、2015 年の一般ユーザへの FCV の導入開始・普及拡大に先立

って、これらの知見を確保し、必要に応じて、基準・標準化することが、必要である。そこで、一般社団法

人日本自動車工業会および火災関係の専門家などと連携し、衝突事故や火災事故後の乗員救助から

車両の撤去に関わる作業シナリオおよびその中で必要となる研究課題を抽出した。（図７および図８） 

PRD 作動のため

の限界加熱強度

輻射熱と安全弁作動時間の関係 

（Tg：安全弁作動時間） 

床からの輻射熱による車両周囲の温度 

 （数値シミュレーション結果） 

輻射熱による安全弁動作試験 
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ＰＲＤ作動の有無確認

被容器健全性調査

（温度と焼損程度関係およ
び容器の耐熱温度把握）

ダメージが大きいと判定し、緊急時対応へ

（PRD強制加熱による脱圧方法などを検討）

なし

車両の解体・移動可能

危険レベルと判定

あり

充填ガス容器

水素濃度計

水素容器

PRD

被火災車両（消火後）

アスファルト損傷

PRD強制加熱

 

図７ 火災事故後の作業シナリオと研究課題 

容器へのダメージが大きいと判定した場合、
緊急時対応へ

（PRD強制加熱による脱圧方法などを検討）

水素漏れ音が発生

送風により水素拡散

なし

車両の解体・移動可能

あり

充填ガス容器

事故車両

PRD強制加熱

ブロア車

 

図８ 衝突事故後の作業シナリオと研究課題 
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上記の結果、早期に実施すべきものとして、以下の課題が抽出された。 

 送風による水素拡散の効果 

 水素漏れ発生音と漏れ量の調査 

 鎮火後における安全弁の作動調査 

 車載容器の健全性把握方法の調査 

 容器の脱ガス方法の検討 

 熱作動式安全弁再閉塞確認試験法開発 

これらの研究項目について試験を行った。本項における具体的な取り組み成果（ｱ.～ｶ.)を、それぞれ

目的、方法を含めて、以下にまとめる。 

 

ｱ. 送風による水素拡散の効果 

＜目的＞ 

 HFCV を、より安全に安心して使用するためには、衝突や火災後の事故処理に関わる安全な作業工程

を事前に検討しておく必要がある。事故処理の一連の作業工程の中で、安全上、課題が残された事象

のひとつに、水素ガスが漏れたままの状態で、事故処理をしなければならない場合がある。具体的には、

衝突事故などにより水素漏れが発生している中で、車両に閉じ込められた乗員を救助する場合、あるい

は地下駐車場などで水素漏れが止められない車両を安全な場所へ移動したい場合などがある。このよ

うな事態に直面した際の安全な方策のひとつとしては、送風機で風を送りながら、漏れている水素ガスを

最小可燃限界以下に拡散させながら事故処理作業をする方法がある。そこで、乗用車の車両底部から

水素ガスが漏れた場合を想定し、送風による水素の拡散効果および安全性を調べるため、救助者の安

全性に着目した送風を伴う車両周囲の水素濃度の計測、および引火試験を実施し、送風した場合の有

効性を調べた。 

＜方法＞ 

車両床下中央から水素を漏洩させ、送風した場合の車両周辺や車底部、および救助時を想定したドア

開口時の車室内の水素濃度を測定した。水素は、車両床下中央の地上高 200mm の位置に設置した内

径 4mm のパイプから、車両に向け（上方）て、2000NL/min で放出した。この量は、普通乗用車の出力を

約 200kW とした場合に燃料電池が要求する水素消費量相当であり、これを事故時における最大の水素

漏洩量と仮定した。（図９） 

＜結果＞  

 風上側から車両に近寄れば、救助者が着火源となる可能性は少ないが、送風量が少ないと、その

反対側では、可燃範囲が広がってしまうことなどが明らかになった。（図１０および図１１） 

なお、現在、送風量のさらなる増大およびダクトを利用した場合の水素拡散効果について調査中で

ある。 
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 図９ 送風状態での車両周囲の水素濃度計測 
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図１０ 車両周囲水素濃度（送風ファン(平均 7m/s）を車両から 5m に設置した場合) 
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 図１１ 素漏洩引火試験状況と引火時の車両周囲圧力計測の一例 
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ｲ. 水素漏れ発生音と漏れ量の調査 

＜目的＞ 

事故車両からガス漏れ音が聞こえた際の救助の安全性を検討するため、最小可聴音の際の最大水素

漏洩量を把握する。また、漏れ音の情報から漏れの有無や漏れ箇所の特定ができるかを調査する。 

＜方法＞ 

水素漏れと騒音レベルの関係を調べる。また、音源探査装置や周波数分析により、漏れの有無（超音

波ガス漏れ検知器の有用性）や漏れ箇所の特定（音源探査装置の有用性）、水素固有の音があるのか

（識別の可能性）について調べる。 

＜結果＞ 

予備試験の結果、以下の諸点が明らかになった。 

・ 流量増大により音圧レベルが高くなる。また、ノズル径が小さいほど、音圧レベルが高くなる。よっ

て、漏れる径が大きいほど、可聴しにくく危険である。 

・ 水素漏れ音の周波数分析では 40KHz までは特に顕著なピークが見られない（ホワイトノイズ） 

・ 同じ距離でも、車両の周囲で聞こえる部分と聞こえにくい部分が存在する。 

・ 最小可聴の最大水素漏れ量は 80NL/min 程度（車両から 5m 位置）であり、引火時の漏れ流量とし

ては、特に問題のないレベルである。 

今後、機器選定を行い、より正確にデータを得る予定である。 

 

ｳ. 鎮火後における安全弁の作動調査 

＜目的＞ 

火災事故後の車両を安全に輸送するためには、安全弁が作動したかどうかを判断する必要がある。そ

こで外観から安全弁が作動したかを判断するための判定方法を開発する。 

＜方法＞ 

充填圧 5MPa の水素容器を搭載した車両火災試験（図１２）を行い、以下の安全弁作動判定方法が有

効であるかを確認する。 

a)容器のベント管付近の水素濃度計測 

b)安全弁、ベント管およびその周囲の温度計測、アスファルト路面の外観観察 

 

 

    点火２分後     PRD 作動(点火 17 分 23 秒）   点火２時間後 

図１２ 車両火災試験 
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＜結果＞ 

a) 鎮火後、安全弁ベント管付近の水素濃度計測（図１３） 

鎮火直後、車両から発生したガス（炭化水素系ガスなど）には干渉せずに、問題なく容器内の水素ガス

が検知できた。また、試験１ヶ月経過後も、ベント部で容器内残留の水素が確認でき、有効が確認できた。

また、ガス吸引時の配管内の減圧状況を調べることにより配管系の健全性についても確認できる。 

 

水素濃度計

水素容器

PRD

 

図１３ 焼損車両のベント管での水素濃度計測 

 

b) 安全弁、ベント管およびその周囲の温度計測（図１４および図１５） 

ベント管直下のアスファルト路面は最大 1000℃に達し、その部分では、直径約 30cm 深さ約 3cm が陥

没し、アスファルトの骨材である採石が観察された。 このことから、ベント管近傍のアスファルトの焼損

によって安全弁の作動状況が判定できる可能性があることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１４ アスファルト路面の温度履歴 
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図１５ アスファルト路面の損傷状況 

 

ｴ. 車載容器の健全性把握方法の調査 

＜目的＞ 

車両は一部焼損しているが、容器にはあまり焼損が見られない場合の容器の健全性を把握するため、

サーモラベルやサーモ塗料による情報によって容器の健全性を識別できるかを調査する。 

＜方法＞ 

容器健全性の評価方法として、以下の２つの試験を実施する。 

a)自動車用複合容器の耐熱劣化温度の把握とサーモラベル（塗料）の有用性 

ガスを充填した容器を最大 300℃程度で約１時間（火災発生から鎮火までの想定）炉の中に入れる。

容器が破裂しなかった場合、ガスを抜き、水破裂試験で耐圧を調べる。  

b)温度と容器表面の焼損程度の関係 

CFPR 容器から切り出した容器片を 100℃～800℃（100℃刻み）で炉の中に入れ、容器表面の変色

や煤などを観察する。 

 

＜結果＞ 

試験は 10 月末までに実施する予定である。 

 

ｵ. 容器の脱ガス方法の検討 

＜目的＞ 

事故によって、容器にダメージが認められ、車両を安全な場所へ移動することが不可能であり、現場

にてガスを抜きたいという場合がありうる。しかし、緊急用のガス抜き弁が破損し、作動不能の場合も想

定される。その際の手段として、安全弁を強制的に加熱し、ガスを抜く方策が考えられる。そこで、これに

よって、安全にガス抜きができるかを調査する。 

＜方法＞ 

基礎データとして、どの程度の熱量で安全弁を加熱すれば良いかを調べるため、輻射熱による安全

弁作動試験を実施し、安全弁単体での加熱強度を調べる。また、実際に容器に装着された安全弁をヒ

ータなどで強制加熱し、安全なガス抜き方法を調べる。 

＜結果＞ 

これらの結果（図１６）、安全弁単体の加熱強度としては、10 分以内に安全弁を作動させるためには、

30ｋW/m2 以上の熱量が必要であること、また、熱流束が高くなると、溶栓式に比べてガラス式の方がレ
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スポンスが早いことなどが分かった。 
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            図１６ 安全弁作動と輻射熱の関係 

 

今後、実際の容器から安全にガスを抜く方法を確認する予定である。 

 

ｶ. 熱作動式安全弁再閉塞確認試験法開発 

＜目的＞ 

過去の実験において、安全弁（PRD）作動時の水素放出および水消火時において、溶栓式 PRD が再

閉塞した事例があった。作動時に再閉塞する可能性のある熱作動式 PRD を市場から排他するための再

閉塞確認試験法を開発する。 

＜方法＞ 

第一歩として、構造要件として再閉塞する PRD を識別できるかを把握するため、再閉塞した PRD の構

造を調査する 

＜結果＞ 

本件については、現在調査中である。 

 

②車載用高圧水素容器／容器附属品の基準適正化活動 

 2004 年、我が国では FCV の実用化を図ることを目的に、圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基

準（JARI-S001）および附属品の技術基準(JARI-S002)が例示された。しかし、普及促進を図るには、安

全性を前提とした技術基準をさらに合理化する必要がある。また、圧縮水素を燃料とする FCV の安全基

準を定める道路運送車両法の見直し、UN-ECE/WP29)での HFCV gtr も重要課題である。これらの技術

基準改訂に向けたデータを取得するため、以下の課題について検討し、基準・標準化に資する基礎デー

タを構築した。 

・ 使用環境負荷試験 

・ HFCV-gtr/SAE J2579 の液圧サイクル試験 

A(35MPa，北米)

B(35MPa，国産)

C(70MPa，国産)

D(35MPa，欧州)

溶栓式

ガラス式

 

評価対象サンプル 
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・   容器単体局所火炎暴露試験 

 ガスシリーズ試験 

 熱作動式安全弁の評価試験 

上記各項目に関する取り組み成果（ｱ.～ｴ.)を、それぞれ目的、方法を含めて、以下にまとめる。 

 

ｱ. 使用環境負荷試験 

＜目的＞ 

国内新基準「70MPa 圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 (KHK S 0128)」では、新たに液圧

シリーズ試験（使用環境負荷試験）が提案されている。これらの試験を実施する上での問題点の把握お

よび現状容器の実力値把握を行う必要がある。そこで、現行基準 JARI S001 を満足する容器を使用して、

新基準 KHK S0128 で提案されているを実施し、試験を実施する上での問題点の把握および現状容器の

実力値把握を行った。 

＜方法＞ 

 以下の容器仕様の容器（各１個）について、図１７に示す評価試験法に従って試験を実施した。 

  評価対象容器仕様 

容器１：35MPa_VH3_28L_16kg 

容器２：70MPa_VH3_36L_44kg  

容器３：70MPa_VH4_37L_33kg  

使用環境負荷試験 (KHK S 0128) *低充填頻度自動車の場合

振
り
子
試
験

薬
品
処
理

加
速
応
力
試
験

破裂試験
(FP×1.8倍

以上)

圧力サイクル試験（台形波）

65 ℃
FP×125 %

1000 hr

常温
FP×125 %

5,625 回
(2,750 回*)

容器表面温度：
-40±5℃

FP×80 %
2,820 回

(1,375 回*)

容器表面温度：
85±5℃

FP×125 %
2,820 回

(1,375 回*)

薬
品
処
理

薬
品
処
理

 

図１７ 使用環境負荷試験 

＜結果＞ 

供試 35MPa_VH3 容器および供試 70MPa_VH4 容器は不具合なく終了した。供試 70MPa_VH3 容器の

場合、加速応力試験前後の高温・低圧時にライナーの残留応力が低下し、疲労寿命が低下した可能性

があるため、使用環境負荷試験の中の加速応力試験の過程においては、加熱・加圧の試験手順の記

載が必要であることなどが明らかとなった。その他に、使用環境負荷試験を実施する上での問題点は特

に確認できなかった。 
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ｲ. HFCV-gtr/SAE J2579 の液圧サイクル試験 

＜目的＞ 

国際基準 HFCV-gtr/SAE J2579 では、新たに液圧シリーズ試験が提案されている。これらの試験を実施

する上での問題点の把握および現状容器の実力値把握を行う必要がある。現行基準 JARI S001 を満足

する容器を使用して、HFCV-gtr、 SAE J2579 で提案されている液圧シリーズ試験を実施し、試験を実施

する上での問題点の把握および現状容器の実力値把握を行った。 

＜方法＞ 

以下の容器仕様の容器（各１個）について、図１8 に示す、評価試験法に従って試験を実施した。 

  評価対象容器仕様 

容器１：35MPa_VH3_28L_16kg 

容器２：70MPa_VH3_36L_44kg  

容器３：70MPa_VH4_37L_33kg  

 

図１８ 液圧シリーズ試験 

＜結果＞ 

供試 70MPa_VH3 容器および供試 70MPa_VH4 容器は不具合なく終了した。供試 35MPa_VH3 容器の

場合、加速応力試験前後の高温・低圧時にライナーの残留応力が低下し、疲労寿命が低下した。その

ため、KHK S 0128 と同様に、液圧シリーズ試験の中の加速応力試験の過程においては、加熱・加圧の

試験手順の記載が必要であることなどが明らかになった。その他に、液圧シリーズ試験を実施する上で

の問題点は特になかった。 

 

ｳ. 容器単体局所火炎暴露試験 

＜目的＞ 

UN-ECE/WP29/AC3 HFCV gtr では、実市場での車両火災では、火災発生初期に高圧水素容器が局所

的に火炎に暴露される場合があることを想定し、定められた温度プロファイルに火炎温度を制御しなが

ら実施される局所火炎暴露試験が提案された。そこで、局所火炎暴露試験を実施するためのバーナ開

発ならびにそれを用いた本試験法の妥当性検証や問題点抽出を行う必要がある。 
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＜方法＞ 

 これまでの高圧容器火炎暴露試験で用いたバーナの開発により JARI が蓄積してきた知見を生かして、

局所火炎暴露用バーナを開発した。それらを用いて、温度プロファイルの設定制度の検証ならびに本試

験法の検証を行った。 

＜結果＞ 

本試験用に開発したバーナを評価した結果、プロパンガスバーナの欠点であるバーナポート近傍にお

いて局所的に温度上昇する点は改良することができ、規定された温度プロファイル通りに容器を均一に

加熱することができた。また、本バーナを用い、35MPa および 70MPaVH3 容器の局所火炎暴露試験を実

施し、現状容器の実力値も把握した。この結果、供試容器に関しては、特に対策しなくても本試験をパス

することができるなどが明らかになった。（図１９） 

 

 

      局所火炎領域時                全面火炎領域時 

図１９ 局所火炎暴露試験の状況 

 

 

 HFCV gtr で提案された局所火炎暴露試験の検証・問題点抽出ならびに現状容器の実力値を把握する

ため、安全弁を不作動にさせた三種類の自動車用高圧水素容器の局所火炎暴露試験を含めた火炎暴

露試験を実施した。その結果を図２０に示す。容器 A(35MPa, VH3 容器)に関しては、火炎形態が局所火

炎のみ、全面火炎のみ、局所火炎（局所火炎 8 分経過後に全面火炎へ移行）の三種類で異なっても、容

器の破裂圧は約 55MPa であった。また、局所火炎での暴露時間が 8 分間加わっても、全面火炎移行後

から容器が破裂するまでの時間は全面火炎のみの時間とほぼ同じであった。一方、供試した三種類の

容器は、安全弁を装着すれば局所火炎暴露試験（局所火炎 8 分経過後に全面火炎へ以降）に合格する

実力があることや容器 C(70MPa,VH4 容器)は破裂せずにリークで終了することなどが明らかになった。 
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図２０ 容器 A(35MPa,VH3）容器の各種火炎形態の違いによる試験時間と容器内圧 

 

ｴ. ガスシリーズ試験 

＜目的＞ 

 国際基準 HFCV gtr では、水素ガスを用いて水素充填・放出を連続して繰返すガスサイクル試験が提

案されている。そこで、ガスサイクル試験を含む HFCV gtr で提案されているガスシリーズ試験を行い、試

験を実施する上での問題点を把握した。 

＜方法＞ 

ガスシリーズ試験は、図２１に示すガスサイクル試験とガス透過試験を交互に 2 回ずつ繰り返して行う。

本試験では、これらの 2 つの試験に先立ち、容器の初期のガス透過性能を把握するために透過試験を

行った。なお、ガスサイクル試験におけるサイクル数は HFCV gtr に規定されている回数より縮減して実

施した。試験容器は VH4 容器(容積 36L)を使用した。 
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ガスシリーズ試験

圧力サイクル
試験(1)

圧力サイクル
試験(3)

漏洩／透過試験(2)

漏洩／透過試験(4)

 

図２１ガスシリーズ試験 

＜結果＞ 

ガス圧力サイクルおよびガス透過試験を実施した結果、以下の成果を得た。 

・ サイクル数を縮減して試験を実施した結果、全体の試験期間の長期化や、ガス透過試験の試験

時間について検討が必要である等、細かな部分については課題があるものの、一連の試験自

体は実施可能であることが世界で初めて検証できた。 

・ サイクル放出時の温度平衡条件についてはより明確化する必要があり、かつその条件によって

は試験を長期化にするため、より合理的な方法の検討が必要である。 

 

 上記の試験結果より、本試験条件における、容器への熱負荷および温度平衡に関する妥当性を検討

する必要があると考えられる。これらの得られた成果は、国際基準化活動での基準策定に資するデータ

として提供される予定である。 

 

ｵ. 熱作動式安全弁評価試験 

＜目的＞ 

国際基準（HFCV gtr）で検討されている附属品基準においては、ガラスボール方式を含む熱作動式安全

弁（TPRD）が対象とされており、国内導入に資するデータを取得する必要がある。そこで、TPRD に関す

る試験を行い、試験を実施する上での問題点の把握を行った。 

＜方法＞ 

具体的な試験内容を以下にまとめる。 

供試安全弁 

・ガラスボール式安全弁 

・溶栓式安全弁 
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試験内容 

・圧力サイクル試験（水素ガス）、11,000 回 

・加速寿命試験（水素ガス） 

・温度サイクル試験（水素ガス） 

・塩分腐食試験（水素ガス or 液） 

・車両環境試験 

・応力腐食割れ試験 

・落下試験・振動試験 

・リークチェック（水素ガス） 

・作動確認試験 

・流量試験 

＜結果＞ 

試験は 10 月末より以下に対する結果を得るために実施する予定である。 

・ 本試験を実施する上での問題点把握 

・ ガラスボール式と溶栓式で試験結果の差異 

 

③水素充填プロトコルの標準化 

充填プロトコルの安全性検証のためのデータ取得に関する取り組み成果を、以下にまとめる。 

＜目的＞ 

国内の次期実証ステーションにおいて、国際調和も勘案し、-40℃プレクールの実用化や通信デバイ

スを使用し、フル充填を想定する SAE TIR J2601 に準拠した充填が検討されている。そのため実証ステ

ーションにおける充填実施に先立ち、SAE TIR J2601 で規定された充填条件の安全性を検証するととも

に、プレクールガスに曝露された際の通信デバイスの動作を検証する必要がある。そこで、SAE TIR 

J2601に基づき、-40℃水素ガスを用いた急速充填試験を実施し、充填中に変化する容器内の圧力や温

度が安全な範囲で充填可能かを調査することにより、プロトコルの安全性を検証した。また充填ライン中

のノズルおよびレセプタクルなどの充填コネクタに装着した通信デバイスについて、低温状態における動

作確認および通信への影響についても調査した。 

＜方法＞ 

プレクーラーにより冷却した水素ガスの容器への 70MPa フル充填（70MPa、15℃基準の密度換算で

SOC=100%）を行った。充填初期圧力、充填速度、容器環境温度は SAE TIR J2601 の Default 通信およ

び Alt 通信用充填マップより、常温環境や過酷環境を想定して各々7 条件を選定した。 

・容器   ：70MPa-VH3-36L 容器，70MPa-VH4-39L 容器，各 1 本 

・充填初期圧力 ： 2MPa，30MPa，50MPa 

・充填終了圧力 ： 70MPa フル充填圧力（SOC100%） 

・充填速度   ： SAE TIR J2601 の充填条件に基づく流量（昇圧速度） 

・容器環境温度 ： －40℃，－10℃，25℃，40℃，50℃ 

・充填ガス温度 ： －33 ～ －38℃ 

・赤外線ﾃﾞﾊﾞｲｽ  ： SAE TIR J2601 準拠品を使用 



 Ⅲ2.3-10 (21)  

＜結果＞ 

試験により得られた、各充填条件における充填後の圧力と温度の関係を図２２に示す。VH3 および

VH4 の各容器に対して、SAE TIR J2601 に規定の条件に基づいた充填を実施した結果、すべての条件

において、過昇圧状態（＞87.5MPa）および過昇温状態（＞85℃）には至らず、SOC=100%を超えない範囲

で安全に充填できることを確認した。また、充填ライン上のノズルおよびレセプタクルに設置した赤外線

通信デバイスは、プレクール水素ガスを供給時も通信エラーやデータ欠落は無く、通信性能を満足した。

従って、SAE TIR J2601 に準じた充填の安全性を確認した。これらの結果は 70MPa 水素ステーションの

例示基準の充填条件としても採用された。 
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 ○，●：Default 通信マップに記載の充填終了圧力まで充填した場合 

 △，▲：Alt 通信マップに基づくフル充填を実施した場合 

 

図２２ 試験結果と安全な試験範囲との比較 

 

④水素充填コネクタの標準化 

ノズル・レセプタクルの氷結現象に関する取り組み成果を、以下にまとめる。 

＜目的＞ 

国内の次期実証ステーションにおいて、-40℃プレクールの実用化やフル充填を想定する SAE TIR 

J2601 に準拠した充填が検討されている。-40℃プレクール実用化で先行している海外ステーションにお

いては、ノズル・レセプタクルに結露した水などが氷結し、ノズルが外れなくなる事例が報告されている。

そのため、水素ステーションにおける-40℃プレクール導入に先立ち、ノズル・レセプタクルの氷結現象お

よび安全性の検証が必要となっている。そこで-40℃プレクール充填を想定したノズル・レセプタクルの

離脱試験を実施し、ノズル・レセプタクルの氷結の確認を行った。また、離脱、装着操作時における水素

漏洩の有無の確認も行った。 
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＜方法＞ 

レセプタクルシール構造を有するノズルおよびレセプタクルを使用し、充填間隔毎に水素ガスをノズル

＋レセプタクルに圧力 35MPa で 3 分間、流量 650g/min で循環流通させ、脱圧した後に手動で離脱可否

を確認した。充填は氷結するまで繰返し実施し、固着する（離脱不可の）場合は、固着に至るまでの充填

回数をカウントし、あわせて固着解消までの時間を測定した。また試験中のガス漏洩は、ガス検知器で

測定した。環境温度は、過酷環境における使用を想定し、-10℃，15℃，30℃、湿度を 60%および 95%とし

た。さらに使用中の水分付着を想定し、ノズルおよびレセプタクルに霧吹きよる水分を付加した条件の試

験も実施した。 

＜結果＞ 

水素供給後のノズルおよびレセプタクル離脱時の様子を図２３に示す。 

 

   

   レセプタクル               ノズル              氷結状態 

             図２３ 水素供給後のノズル・レセプタクルの状況 

 

すべての試験条件において、ノズルおよびレセプタクルは、プレクールガスの流通により冷却され、水

分（露または霜）が付着した。 

試験の結果、以下の事項が明らかとなった。 

・ ノズルの固着は、スリーブ隙間およびチャック部に事前に水分付着があり、低温度環境、ノズル

の乾燥不足といった、水分が存在する（しやすい）条件で氷結に至った。 

・ 氷結による水素漏洩および O-リングへのダメージは確認されなかった。 

また、本試験により、ステーションにおける実際の充填を模擬した水素供給を実施したところ、ノズル

およびレセプタクルの氷結現象を再現し、水分の影響を抑える対策が必要であることが明らかになった。

本試験で得られた成果は、ISO17268 へ提案を予定している充填ノズル評価試験方法案の策定に資す

るデータとして提供するとともに、国内の 70MPa 水素ステーションの例示基準にも採用された。 

 

⑤ その他国際標準化に関わる技術検討 

 下記の項目について、本事業等で取得した技術・試験データを国際標準化および HFCV gtr の議

論に活用し、それらの議論を日本の主導にて進めることに貢献した。また、これらの標準化活動の

促進のため、米国 DOE 等と標準化に係る情報交換を実施した。 

 

ｱ. 車載容器基準・標準 

 国内基準と整合する HFCV gtr を発行し、ISO に展開するという(一社)日本自動車工業会の基本
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戦略に則り、技術データを取得・提供するとともに、関係者間の情報共有に貢献した。 

 国内基準 KHK S 0128 ならびに別添案文作成にあたっては、平成 21 年度に実施したガス透過試

験データを提供し新基準値策定に貢献した。 

 関連する ISO/DIS15869．4 投票においては、HFCV gtr との整合を想定すると、技術的不整合が

認められることから反対投票を行い否決された。併せて、水素系材料評価法検討会を開催し、高圧

水素環境下で使用する金属材料の評価について、国内有識者の意見を整理した。 

 

ｲ. 充填コネクタ 

 35MPa 仕様のレセプタクル構造を規定する ISO/DIS17268 発行後、70MPa 仕様の標準構造について、

図２４に示すレセプタクル側シール構造とノズル側シール構造が最終選考対象となり、主として米国 SAE 

J2600 の場で議論が進められた。議論が膠着したが、国内外関係者との協議により、レセプタクル側

シール構造で国際統一することで合意が得られ、議論の過程で、平成 20 年度 NEDO 事業で実施し

た経年劣化耐久試験を ISO に反映した。当該 ISO/DIS17268-2 は反対票なしで採択され、平成 24

年 7 月の FDIS 投票の結果、承認された。国内合意形成に向けては、充填プロトコル SWG を通じて、

燃料供給者、ステーション供給者、自動車メーカー等関係者に周知し意見を聴取するとともに、

ISO/TC197/WG5 国内対応委員会を開催して、国内意見をまとめた。 

 欧米においては、-40℃プレクール充填時の課題として、ノズル・レセプタクルに生じた氷結によっ

てノズルを脱離できなくなる現象が指摘されているが、JARI で再現試験を実施し、ノズル・レセプタク

ルに生じた氷結の有無によらず水素漏洩は発生しなかった旨を国内関係者に周知した。 

 

 

 

   

 独提案 70MPa コネクタ構造 日本提案 70MPa コネクタ構造 

 (レセプタクル側シール構造)  (ノズル側シール構造) 

 

図２４ 70MPa 仕様のシール構造案 

 

ｳ. 充填プロトコル 

 水素ステーション実証事業と連携し、SAE J2601 プロトコルを実践的で効率的な商用プロトコルと

するべく、国内関係者の意向を踏まえ、SAE に対して修正案を提案した。併せて、充填プロトコル

ノズル 35MPa用シール 70MPa用シール ノズル 70MPa用シール 35MPa用シール 
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SWG を通じて、燃料供給者、ステーション供給者、自動車メーカー等関係者に周知し意見を聴取し、

現行プロトコルの安全検証やノズル氷結に関する関係者要望を整理して試験内容に反映させるとと

もに、得られた成果を関係者に周知し情報共有に寄与した。 

 急速充填試験により、国内基準に適合するよう充填上限圧を 70MPa とした場合の温度・圧力・

SOC を確認し、過昇温状態（＞85℃）・過昇圧状態（＞87.5MPa）・過充填状態（＞100%）には至らず

安全性を検証することができ、以って 70MPa 充填に関する業界自主基準 JPEC S003 の策定に貢献

し、国内の 70MPa 水素ステーションの例示基準として採用された。 

 

ｴ. 衝突・火災事故後の安全対策に係る標準化 

 FCV 事故後の安全な対応方法の標準化を進めるため、水素漏洩試験・火災試験等を実施し、当

該成果の具体的なアウトプット先について検討した。 

 HFCV gtr で審議されている衝突試験後の車室内水素濃度計測方法の妥当性を調査するために、

衝突後を模擬した車両における車室内の水素濃度計測を行い、HFCV gtr に提案された当該試験

法が正確で再現性の高い結果が得られる試験ではないことを示し、衝突試験後の車室内水素濃度

試験方法については、HFCV gtr Phase 2 での再検討課題とする日本の意向を国際審議の場に反

映することができた。 

 

ｵ．その他国際標準化 

ISO/TC197/WG12(水素燃料仕様) 

 WG12 エキスパートによる DIS 原案合意により、平成 22 年 10 月末に DIS 原案を TC197 に送付し、平

成 23 年 1 月 5 日に DIS 投票が開始された。平成 23 年 6 月 5 日に締め切りとなった DIS 投票について、

賛成 12 カ国、反対 2 カ国（米国、英国）で承認された。米国からのコメント対応調整のため、JARI が DOE

と協議し、WG12 国際会議に先立ち、ASTM の参照について、参考補足（Informative Annex）中の分析法

のリスト表中に ASTM の規格番号を掲載することで、合意を得た。その他粒子状物質のサイズ規定に関

する米国コメントも取り下げてもらうこととした。平成 23 年 11 月ワシントン会議で FDIS 最終案を取りま

とめ、TC197 に提出した。その後の編集上の修正を加えた後、FDIS 投票が開始され、平成 24 年度

中に発行段階となり、HFCV 用の水素燃料仕様の国際規格が制定されることになる。 

 既に発行された ISO/TS14687-2 と IS 化を目指す ISO/FDIS14687-2 の規格値について、表２に示

す。 

 また、米国 SAE J2719（HFCV 用水素燃料規格）の本規格化において、粒子状物質のサイズ規定

について、独自の案も出されていたが、ISO/TC197/WG12 事務局として日本よりコメント活動の上、

ISO14687-2 と全ての規格値を整合するよう修正することで SAE と合意した。ISO と整合した SAE 

J2719 は平成 23 年 9 月に発行されている。 

これらの審議に際して、NEDO「固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発／基盤技術開発／セ

ル評価解析の共通基盤技術」にて実施された水素燃料中不純物の影響調査の成果が活用され

た。 
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表２  FCV 用水素規格 TS と ISO/DIS14687-2 の比較 

特性 

(定量分析) 

ISO/TS 14687-2 ISO/FDIS 14687-2 

Grade D Grade D 

水素純度 (最小モル分率) a 99.99 % 99.97 % 

   許容最大不純物組成（指定ない限り最大モル分率） 

全ガス (Total gases) 100 μ mol/mol 300 μ mol/mol 

水  (H2O) 5 μ mol/mol 5 μ mol/mol 

全炭化水素 (C1 換算) 2 μ mol/mol 2 μ mol/mol 

酸素 (O2) 5 μ mol/mol 5 μ mol/mol 

ヘリウム(He)， 

窒素 (N2)， アルゴン(Ar)， 
100 μ mol/mol 

ヘリウムのみ 300 μ mol/mol 

他 100 μ mol/mol 

二酸化炭素 (CO2) 2 μ mol/mol 2 μ mol/mol 

一酸化酸素 (CO) 0.2 μ mol/mol 0.2 μ mol/mol 

硫黄化合物 0.004 μ mol/mol f 0.004 μ mol/mol  

ホルムアルデヒド (HCHO) 0.01 μ mol/mol 0.01 μ mol/mol 

蟻酸 (HCOOH) 0.2 μ mol/mol f 0.2 μ mol/mol 

アンモニア (NH3) 0.1 μ mol/mol f 0.1 μ mol/mol  

ハロゲン化物 0.05 μ mol/mol 0.05 μ mol/mol 

最大粒子状物質サイズ 10 μ m － 

最大粒子状物質組成 e 1 μ g/L at 20 ºC and 101.325 kPa 1 mg/kg 

アンダーライン部が変更点 

  

 

ISO/TC22/SC21/WG2(電気自動車安全) 

本分野での取り組み成果 i) ～iii) について以下にまとめる。 

i) ISO6469-3(Electrically propelled road vehicles - Safety specifications - Part 3: Protection of persons 

against electric shock) 

 電気自動車全般の安全、特にパート 3（電気安全）に関しては、常に、国際・国内基準との内容の整合

に努めながら国際標準化を進めてきた。具体的には、ISO 会議への参画に加え、海外の基準・規格との

整合もはかるため、（一社）日本自動車工業会（JAMA）のECE100改定委員との対応検討やSAE会議へ

の書面或いは電話による対応を行ってきた。 

 

ii) ISO6469-4 (Electrically Propelled Road Vehicle - Safety Specifications -- Part 4: Post crash 

electrical safety requirements) 
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 平成 23 年 1 月から正式プロジェクトとしてスタート。前述の 3 部構成に Part 4 として加える形になる。 

 日本としては、道路運送車両法の保安基準と海外基準（ECE 基準，gtr、 各国基準・規格等）等と技術

的矛盾なく整合させた IS を目指す。 既に、平成 23 年 11 月の国際会議で課題抽出・確認を行っており、

平成 24 年 2 月べルリンでの国際会議では本格的に技術議論を開始した。（間接接触保護、衝突後のエ

ネルギー、バッテリ固定要件等） 

 

iii)  ISO/CD12619（低圧水素部品） 

  自動車用圧縮ガス燃料供給システムに於ける低圧ガス部品に関する国際標準化であるが、純水素

及び水素ブレンド双方がスコープに入っている。更に、対象車両は内燃機関自動車のみならず FCVも含

むものとしている。そのため燃料の性状違いによる部品に対する影響、車両の動力違いよる部品への

影響等の配慮が不十分な規格案である。これらの日本コメントにより国際基準を満足する FCV はスコー

プから外すという NOTE を追加することになり、FCV に支障のない内容となった。 

 

iv). SAE Safety WG 

 平成 22 年は、ISO6469 Part3(電気安全)並びに国際基準 ECE R100, R94/95 等で議論中のキャパシタ

ンスエネルギー安全規定等について、SAE J2578 並びに J1766 への追加規定を提案し、検討が必要な

項目として認識され、議論を開始するに至った。また、米国の FMVSS305 発行を受けて、SAE J1766(衝

突後の安全）の見直しもはじまり、平成 23 年 9 月の SAE Safety WG から議論を開始している。日本は、

国内基準、国際基準の内容も考慮に入れ、ISO/WD6469-4（衝突後の安全）と内容が矛盾しないように

コメントした。  

 

 

特許、論文、講演、報道等の件数 

年度 
特許出願 論文発表 

新聞報道 受賞 
出願済 登録 実施 査読付き その他 口頭発表 

H22 0 0 0 9 7 13 0 0 

H23 0 0 0 3 2 10 0 1 

H24 0 0 0 1 7 7 0 0 

計 0 0 0 14 16 30 0 1 
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4.  まとめ及び課題 

4.1 まとめ 

 水素・燃料電池自動車の普及期市場熟成に向けた安全性評価の研究開発を実施し、燃料電池自動

車の基準・標準化を推進した。主な成果は以下のとおり。 

 

① 圧縮水素を燃料とする FCV の事故後の安全作業の標準化 

＜国際基準（HFCV-gtr）への寄与＞ 

 衝突試験後の車室内水素濃度計測手法の妥当性を検証 

 車載容器の局所火炎暴露試験法策定に必要な車両火災試験データを提供 

 局所火炎暴露試験用バーナーを世界に先駆けて開発 

 試験実施体制の構築 

＜国際基準（海上輸送技術基準）への寄与＞ 

 床下からの輻射熱による安全弁作動有無を確認 

 下層階での火災による FCV への影響等について、安全上問題ないことを確認 

＜警防活動時等における安全管理マニュアルなどに資するデータ取得＞ 

 FCV 事故後の漏洩水素の送風拡散効果の検証 

 水素漏れ発生音と漏れ量の関係を調査 

 車載容器の残圧確認手法の開発 

 車載容器の健全性把握方法の調査等 

 

② 車載用高圧水素容器／容器附属品の基準適正化活動 

＜国内・国際基準（HFCV gtr）への寄与＞ 

 国内基準(KHK S 0128)使用環境負荷試験の検証 

 国際基準（HFCV gtr）液圧シリーズ試験提案の根拠データ取得 

＜ガスシリーズ試験を検証＞ 

 容器附属品（TPRD)の国内導入に向けた HFCV gtr 試験法を検証 

 

③ 水素充填プロトコルの標準化 

 充填プロトコルによる急速充填の安全性を検証し、水素ステーション例示基準に採用 

 

④ 水素充填コネクタの標準化 

 ノズル・レセプタクルの氷結状況を確認し、水素ステーション例示基準に採用 

 

⑤ その他国際標準化に関わる技術検討 

 水素燃料仕様 ISO14687-2 の FDIS 投票終了→発行段階（議長：日本） 

 FCV も含む電動車両安全規格 ISO6469-1, -2, -3 の発行（リーダー：日本） 

 燃費測定法改定、高圧水素容器、水素コネクター等の審議に積極的に参加（日本の主導的役割） 
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成果の概要と自己評価 

項 目 目 標 成 果 
自己評

価 

①� 縮水素を燃料とする FCV の事故後の安全作業の標準化  

1)  衝突・火災事故

時の安全性評価  

 

水素FCVの国際基準調和

に関わる適正な基準策定

のための妥当性検証、お

よび事故処理に関わる早

期の標準化に向けたデー

タ取得のための事故処理

手法を開発する。 

 

HFCV gtr で審議されている衝突試験後の車室内

水素濃度計測および世界に先駆けて開発したバ

ーナを用いて車載容器局所火炎暴露試験を行

い、試験法の問題点抽出およびこれらの課題を

検討し、国際基準調和活動において、日本の主

張の裏付けデータとして活用された。  

さらに、水素燃料自動車の船舶輸送の消火対応

等に関わる規制緩和のため、床下からの輻射熱

による安全弁作動の可能性調査し、国際海事機

構での規制緩和に関わる審議に活用した。 

○ 

2)  衝突・火災事故

後の安全性評価  

 

事故処理に関わる早期の

標準化に向けたデータ取

得のための事故処理手法

を開発する。  

 

安全な事故処理対応に関わるデータ取得のた

め、送風による水素拡散の効果、水素漏れ発生

音と漏れ量の調査、鎮火後における安全弁の作

動調査、車載容器の健全性把握方法の調査、お

よび容器の脱ガス方法の検討を行い、HFCV の

警防活動時における安全管理マニュアル改訂に

資するデータを取得し、今後、活発化する可能性

が高い事故処理対応に関わる標準化活動にお

いて、日本が先導できるデータを構築した。  

○ 

② 車載用高圧水素容器/容器附属品の基準適正化活動  

 自動車用圧縮水素容器の

適正な基準策定のための

妥当性検証、および新規

構造附属品の国内導入に

資するデータ取得を取得

する。また、国内にて、新

規試験法に対応する環境

を整える。 

 

国内新基準「70MPa 圧縮水素自動車燃料装置用

容器の技術基準 (KHK S 0128)」の使用環境負荷

試験および HFCV gtr/SAE J2579 の液圧シリー

ズ試験を実施し、試験手順をより明確化する必要

があることを把握した。また、局所火炎暴露試験

では、本試験法に適合した信頼性の高いバーナ

を世界に先駆けて開発し、国内にて局所火炎を

実施できる体制を整えるとともに、試験法の妥当

性を確認した。 

ガスシリーズ試験においては、試験を長期化して

しまうとの試験法の課題等を把握した。 

これらの成果は、国際基準化活動での基準策定

に反映され、日本の主張の裏付けデータとして活

 

 

 

 

 

 

◎ 
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用・貢献した。また、国内基準作成 Step2 での基

準策定に資するデータとして提供した。 

また、ガラス式安全弁の作動影響に関するデータ

取得を取得し、新材質の安全弁に対する試験法

案策定に資するデータを取得した。 

③ 水素充填プロトコルの標準化（急速充填試験） 

 国内の次期 70MPa 水素ス

テーションにおける充填実

施に先立ち、その安全性

検証データを取得する。 

急速充填試験により商用充填プロトコルの事前

検証および充填設定一覧検討のための数値シミ

ュレーションを行い、その成果を利用し、国内水

素ステーションのプロトコル導入を可能とし、例示

基準に採用された。 

◎ 

④ 水素充填コネクタの標準化（ノズル・レセプタクル氷結試験） 

 70MPa 水素充填コネクタ

ーの安全評価試験を実施

し、水素ステーションの安

全性検証データを提供す

るとともに、インターフェイ

スの試験法案策定に向け

たデータを取得する。  

 

ノズル・レセプタクルの氷結現象を調査し、氷結

現象および安全性を確認した。これらの成果は、

国内の次期 70MPa 水素ステーションにおけるノ

ズル・レセプタクル導入の安全性検証データとし

て活用され、例示基準に採用されるとともに、

ISO17268 へ提案を予定している充填ノズル評価

試験方法案の策定に資するデータとして活用予

定。 

○ 

⑤ その他国際標準化に関わる技術検討 

国内外での基準・標

準化 

解析・技術部門各 WG、及

び各国内標準化 WG にお

い て 審 議 し 、 国 際 会 議

ISO/TC22/SC21( 電 気 自

動 車 ) お よ び ISO/TC 

197(水素技術)への対応を

行う。  

国内での活発な議論に基づき、本事業で得られ

た試験データを活用し、ISO の審議において日本

がリードして国際標準化を実施。当プロジェクト取

得のデータ等が貢献した発行済み国際規格は計

11 件（IS 8 件、TS 2 件、TR 1 件）であり、その他

改定も含めて 3 件が審議中となっている。具体的

に、HFCV-gtr の日本の主張の裏付け、水素充填

プロトコル、コネクタ、水素燃料仕様、FCV 安全規

格の策定に結びつけた。 

○ 

 

 

4.2 課題 

FCV の更なる大量普及に対応するため、以下の点について検討を進める必要がある。 

 圧縮水素を燃料とする燃料電池自動車の水素安全 

 事故後の安全作業の標準化／基準化 

  ＦＣＶ事故処理の各フェーズで必要となる技術データのさらなる取得 
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 衝突時の客室水素濃度測定試験方法および衝突時の許容水素漏れの検討 

 

 ＦＣＶ廃車処理ならびにリサイクル対応（クズ化） 

 

 車載用高圧水素容器／容器附属品の基準適正化活動 

 容器ならびに附属品などの HFCV gtr Phase2 検討に資するデータ取得 

 

 圧縮水素充填技術・インターフェイス関連の基準・標準化 

 普及に適した、より安全で短時間での充填を可能とする充填技術開発に資するデータ取得 

 

 普及後の水素燃料系システムコストの更なる削減等に向けた対応 

 水素燃料システムのコスト削減に向けて、量産化を前提とした試験法の適正化 

 

 その他国際標準化に関わる技術検討 

  その他の関連する標準化案件について日本の主導的立場を維持し、日本の主張を反映。 

 

 

5．実用化・事業化見通し 

本事業では、普及期市場醸成に向けて必要な安全確保のための技術的知見の系統的構築や基準・

標準の整備に注力し、FCV の実用化・普及展開及び国際競争力の確保に資するデータ取得を、業界団

体のニーズを反映させながら、計画立案し実施してきた。 

これにより、道路運送車両法に関連した UN-ECE/WP29/AC3 gtr 化活動の第 1 フェーズにおいては、

提案された新たな試験法に係わる妥当性の問題に対し、迅速に本事業で対応を行った結果、今後、一

部の試験法に対しては、規定の在り方も含め研究活動が継続され、HFCV gtr の第２フェーズにて再検

討されることになった。さらに第２フェーズでは、さらなる国際基準調和と FCV に特化した基準の見直し

が計画されており、さらには、米国においてバッテリ電気自動車の事故処理に係わる基準・標準化の動

きが見られ、HFCV に対しても波及する可能性が考えられることから、今後も、これらの動向を注視し、

gtr 策定および見直しに資するデータ取得を進める。 

自動車用圧縮水素容器および附属品の基準化活動に関しては、自動車用容器の生涯に渡る負荷を

評価する液圧およびガスによる連続負荷試験に係わるデータ取得を、また、附属品に関しては、新規部

品の国内導入に資するデータ取得を計画立案し、実施してきた。今後も、HFCV gtr の第２フェーズおよ

び HFCV の国内導入に係わる「70MPa 圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準」Step2 基準の策定

のためデータ取得を進める必要がある。 

また、本事業では、これらの新規試験法を国内にて精度良く実現するためのデバイスや手法も開発し、

新規試験法に係わる対応を早期に具体化できる体制を整えたため、国内の自動車および容器・附属品

メーカの開発促進にも貢献が期待できる。 

充填プロトコルの標準化においては、国内の 70MPa 水素ステーション実証試験における充填実施に

先立ち、急速充填試験によりその安全性検証データを取得し、商用充填プロトコルの事前検証および充
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填設定一覧検討のための数値シミュレーションを行い、国内水素ステーションのプロトコル導入の策定

に貢献した。併せて水素充填コネクターの標準化において 70MPa 水素充填コネクターの安全評価試験

を実施し、水素ステーションの安全性検証データを提供するとともに、インターフェイスの試験法案策定

に向けたデータを取得し、標準化に貢献するとともに、国際標準化審議の中で、その形状を統一した。こ

れらのことにより、今後のステーションの効率的な運用、ステーション設置の進捗が期待される。 

FCV 用水素燃料仕様に関しては、TS として 2008 年に発行されたのち、FCV 導入期の燃料仕様の IS

化を目指し、FDIS まで結びつけ、国際的な統一規格の制定が確実となった。今後の FCV 大量普及に対

応するため、コスト、水素製造プロセスまで考慮した改訂版の議論も並行して進め、大量普及期に備え

る必要がある。その他の標準化活動として、FCV も含めた EV の安全について、第 3 部までの IS 発行に

貢献した。これらの標準化活動の成果により、FCV の安全な普及の迅速化を図ることができる。このよう

に、今後も、水素・FCV の普及促進のために、各種基準・標準化活動を継続して推進する必要がある。 

 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
• FCVの導入普及初期の5年間（H20年度）、及びCOCNの新導入シナリオ（H21年度）をベースとし、環境便益の外部便益（外部費用の削減）、および経済的波及効果

（Ⅲ－11） 水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 委託先：産業技術総合研究所

を評価し、導入普及施策に対する示唆を得た。
• 複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため、これまでに開発してきた方法論に従った評価システムを構築した。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果

背景 水素燃料電池自動車の導入に係る社会的便益に関する研究背景
FCVは、走行時に大気汚染物質やGHGなどを排出しない

車として、政府による技術開発が促進されている。市場メカ
ニズムの活用が重視される社会の中で、政府がこのような
技術開発に関与する理由は基本的に外部経済の存在に求
められる 即ち 従来自動車の外部費用の削減（ 外部便

水素燃料電池自動車の導入に係る社会的便益に関する研究
• FCVの導入普及初期の5年間（H20年度）、及びCOCNの新導入シナリオ（H21年度）をベースとし、環
境便益の外部便益（外部費用の削減）、および経済的波及効果を評価した。主な結果は下記の通り：

車種別にFCV1台導入あたりの外部便益を算出。また、競合シナリオの検討のため、電気自動車
（EV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）、ハイブリッド車に関しても外部便益を算出。

4種類の代替次世代車の外部便益には大きな差はなく ガソリン利用乗用車（自家用）を代替すめられる。即ち、従来自動車の外部費用の削減（→外部便
益）が期待できるということが施策実施の根拠になる。

研究内容・目的
FCVの本格的導入普及に向けた水素供給インフラの立上

げ時期を含めたシナリオを念頭に、①FCVの導入に伴う社
会的 経済的便益 評価 及び②社会的便益評価シ ム

4種類の代替次世代車の外部便益には大きな差はなく、ガソリン利用乗用車（自家用）を代替す
る場合は、1台あたり年間7000円前後の外部便益となる
FCVの各車種に対する外部便益評価の結果から、車種、つまり代替する燃料（ガソリン、あるい
はディーゼル）や走行形態によって外部便益が異なり、水素燃料1Nm3あたりの外部便益は、ガ
ソリン代替で17円/Nm3（15～31円/Nm3）、ディーゼル代替で8円/ Nm3 （1～27円/Nm3）となる

普及初期 経済的波及効果 産業連関分析を行 記 結果を得た

●研究目標

会的・経済的便益の評価、及び②社会的便益評価システム
の構築を通じて、FCVの有効な導入施策の検討などを行い、
FCV及び水素の社会的受容の拡大と導入普及の効率的な
実現施策を支援する。

FCVの普及初期の経済的波及効果について、産業連関分析を行い下記の結果を得た：
投資額合計は10年間累計で17,931億円、経済波及効果は51,599億円、投資額合計に対する比
は2.88倍。また、投資額100万円あたり0.14人の雇用創出。GDP押し上げ効果は年平均0.043%

水素燃料電池自動車の社会的便益評価システムの構築
• 複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため、これまでに開発してきた方法論に従った評●研究目標

実施項目 成果内容 自己評価

●研究成果まとめ
実施項目 目 標

• 水素燃料電池自動
車の導入に係る社
会的便益に関する

種々のFCV導入シナリオの下で、既存の

市場で経済価値として評価されていない、
FCV特有の便益を経済価値として評価す

複数のシナリオ 対する便益評価を柔軟 実施するため、 れまで 開発してきた方法論 従 た評
価システムを構築した

水素燃料電池自動車の導入
に係る社会的便益に関する
研究

FCVの導入普及初期の5年間（H20年度）、及びCOCNの新導
入シナリオ（H21年度）をベースとし、環境便益の外部便益（外
部費用の削減）、および経済的波及効果を評価を実施した。

○

水素燃料電池自動車の社会
的便益評価システムの構築

複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため、こ
れまでに開発してきた方法論に従った評価システムを構築

○

研究（H20-21） ると共に、導入普及による経済的波及効果
を評価する。

• 水素燃料電池自動
車の社会的便益評
価システムの構築
（H20 21）

FCVや水素インフラの導入施策は、エネル

ギー・環境を巡る情勢の変化や、技術開発
の進捗などを反映して、ダイナミックに変化
する可能性があるため これらの情勢変化

●今後の課題

●実施体制及び分担等
●実用化の見通し

的便益評価システムの構築 れまでに開発してきた方法論に従った評価システムを構築

NEDO (独)産業技術総合研究所

（H20-21） する可能性があるため、これらの情勢変化
に対応したシナリオに対する便益評価を柔
軟にするためのシステムを構築する。

• 技術進歩や新たなFCV導入シナリオに基づいた評価の実施、及び作業性を向上した評価ソフトの開発

●実用化の見通し
特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

2

NEDO (独)産業技術総合研究所

• 外部性評価手法は確立され、その過程で
開発した分析ツールや、評価システムにつ
いては、操作性を向上すれば実用化可能

hashimotohda
スタンプ
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水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

独立行政法人 産業技術総合研究所 

赤井 誠 

 

１．事業概要 

 本研究開発は、特に、水素エネルギーシステム技術の導入と社会との関わりの側面から研究を

実施し、本プロジェクトが目標とする、水素エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及びシ

ステムに関する技術の確立よる新しいエネルギーシステムの構築を支援することを目的とするも

のである。 

 プロジェクトの基本計画にも記載されている通り、燃料電池を核とした水素エネルギーシステ

ムの構築は、長期的には我が国のエネルギー供給の安定化・効率化、地球温暖化問題（CO2）や

地域環境問題（NOx、PM 等）の解決、新規産業・雇用の創出に寄与するものと期待される。 

 本研究は、このような基本的認識に基づいて、堅実な形での水素エネルギーシステムの社会導

入を図るため、水素燃料電池自動車及び上記システムの導入に伴う社会的・経済的便益の分析評

価を通じて、有効な施策を提言するものである。 

 

２．事業目標（設定の理由も含め） 

 本研究開発を含む事業では、来るべき水素エネルギー普及のための水素供給インフラ市場立上

げ（平成 27 年／2015 年頃を想定）に向け、水素製造・輸送・貯蔵・充填に関する低コストかつ

耐久性に優れた機器及びシステムの技術開発、要素技術開発、次世代技術開発及びシナリオ策定、

フィージビリティスタディ等を行い、水素エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及びシス

テムに関する技術を確立することを目的としている。また、技術開発の一翼を担いつつ、実証研

究や基準・標準化に関する事業と連携を図りながら推進することにより、燃料電池の実用化・普

及展開及び国際競争力の確保に資する。 

 本研究は、これらのうち、「シナリオ策定」の成果を反映した「フィージビリティスタディ等」

の一環として、燃料電池自動車の本格的導入普及に向けた水素供給インフラ市場立上げ時期を念

頭において、堅実な形での水素燃料電池自動車の社会導入を図るための方策について、①水素燃

料電池自動車の導入に伴う社会的・経済的便益の評価、及び②社会的便益評価システムの構築を

通じて、燃料電池自動車の有効な導入施策の検討などを行い、燃料電池自動車及び水素の社会的

受容の拡大と導入普及の効率的な実現施策を支援することとし、以下の様な目標を設定して研究

を実施した。 

 

２－１水素燃料電池自動車の導入に係る社会的便益に関する研究 

最終目標 

 燃料電池自動車の本格的導入普及に向けた水素供給インフラ市場立上げ時期を念頭にお

いて、既存の市場で経済価値として評価されていない水素エネルギーシステム特有の便益及

びコストに係る要素を摘出し、それらを経済価値として定量的に評価し、水素エネルギーシ

ステムの外部性として評価することを最終目標とする。また、技術確立に伴う産業経済面で

の波及効果分析を実施する。 
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設定理由 

 FCV は、走行時に大気汚染物質や温室効果ガスなどを排出しない車として、政府による技

術開発が促進されている。市場メカニズムの活用が重視される資本主義の社会の中で、政府

がこのような技術開発に関与する理由は基本的に外部経済の存在に求められる。すなわち、

従来自動車の外部費用の削減（�外部便益）が期待できるということが施策実施の根拠にな

る。一方、経済的影響（波及効果）は内部的影響の連鎖を通じてもたらされるため、一般的

な外部性（技術的外部性）ではないが、経済面では重要な意味を持ち、経済的外部性と呼ば

れることもある。これらの分析評価を通じて、FCV の導入意義を明らかにするのみならず、

政府による研究開発施策の有効性・合理的根拠を示すことは施策の評価といった面でも極め

て重要である。 

 

２－２ 水素燃料電池自動車の社会的便益評価システムの構築 

最終目標 

 様々なシナリオに対する評価を柔軟に実施するため、これまでに開発してきた方法論に

沿った評価システムを構築することを最終目標とする。 

設定理由 

 FCV や水素インフラの導入施策は、エネルギー・環境を巡る情勢の変化や、技術開発の進

捗などを反映して、ダイナミックに変化する可能性があり、また本研究と同時並行的に新た

なシナリオが作成される可能性が大であるため、これらの情勢変化に対応したシナリオに対

する便益評価を柔軟かつ迅速に実施できるシステムを整備しておくことが重要である。 

 

３．事業成果 

 図１に示すように、本研究は下記の二つのテーマから成る。 

３．１水素燃料電池自動車の導入に係る社会的便益に関する研究 

 FCV の導入による、局所・地域・地域環境の改善などの外部便益を構成する要因を摘出し、大

気排出物による環境や人体への影響を定量化するための暴露反応関数や、これらを経済価値に換

算するための係数など、便益を定量的に評価するために必要なデータを収集・整備し、FCV の便

益評価項目について検討した。 

 FCV 導入による外部便益は、FCV がガソリンや軽油を使用する従来自動車を代替することによ

る、従来自動車のもたらす外部費用の削減分と考えることができる。主な外部便益の項目として

は、①大気汚染物質（NOx、SOx、SPM 等）の排出削減、②温室効果ガス（CO2）排出削減、③

石油資源消費削減、④エネルギーセキュリティ向上、⑤騒音減少が挙げられる｡①～④は化石燃料

消費に係るものである。これら化石燃料消費に係る影響の経済価値評価の試みは、主として欧米

で行われてきたが、この内貨幣評価の手

法がある程度確立しているのは①②であ

る。⑤に関してはいくつかの経済価値評

価の事例が見られるが、便益移転に困難

な面があると考えられる｡本研究では、

①②⑤について、主要な健康影響を主な

対象とし外部費用削減について評価を

FCVの導入によって
回避された、従来車の

影響（外部コスト）の推定

インベントリデータの作成

曝露評価
（濃度上昇削減量の算出）

曝露影響量評価
（健康影響削減量の算出）

影響量の貨幣価値評価
（外部コストの算定）

ＦＣＶの外部便益

図１ 外部便益算定手順（大気排出物による健康被害削減）
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行った。大気汚染物質の削減による外部便益の評価手順を図 1 に示す。 

 まず、FCV 導入による大気汚染物質及び温室効果ガスの排出削減量（インベントリデータ）を

推定した｡走行時に関しては、FCV は当該物質の排出はゼロなので、代替される従来車の走行時

の当該物質排出量を算出しそのまま削減量とした。インベントリに計上された大気汚染物質によ

る影響に関しては被害経路評価アプローチを採用した。すなわち、産総研において別途開発した

拡散シミュレーションモデル等を用いて大気汚染物質の濃度上昇の評価を行い、既存文献からの

暴露反応係数を用いて、健康リスク削減量評価を行った。健康リスク削減量は、産総研における

過去の研究成果などに基づいた統計的生命価値等を用いて経済的便益に換算した。また、自動車

騒音は現在でも深刻な環境問題となっており、自動車騒音常時監視の対象となる地域では、夜間

に 2 割程度の住居が環境基準を超過していること、及び、道路の延長、自動車の増加によって、

対象地域は増加すると予測されていることから、現状の被害量と車種別の騒音データをもとに、

FCV の導入による自動車騒音改善便益をも評価した。CO2については、ダメージコストに関する

既存研究およびコントロールコストのデータから、推定した。 

 これらの方法論は、本研究に先立つ研究においてほぼ確立したものであるが、本研究において

は、さらに、(1)燃料の資源採掘、輸送・貯蔵、燃料製造、輸送・貯蔵、燃料供給を含めるように

評価バウンダリを拡大し、(2)欧米を含めた排出規制や燃費達成目標の設定動向などを参照した排

出係数の見直しや暴露評価などの分析・評価手法の再検討などを通じた便益評価精度の向上を図

り、FCV の導入初期のシナリオ（NEDO/MRI（2008）、「水素経済社会移行シナリオ等研究」）や、

産業競争力懇話会（COCN）によるシナリオをベースとしつつ、競合する次世代型自動車（電気

自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHEV）、ハイブリッド自動車（HEV））が導入

される競合シナリオなど、種々のシナリオ下での便益評価を実施した。 

 今後の FCV 普及施策選択肢の検討に資するデータの作成を目的として、車種別に 1 台導入あ

たりの外部便益を算出した結果を図２に示す。水素製造における都市ガス改質時および水素圧縮

時における電力消費により、FCV でもある程度の CO2 を排出している。特に、ディーゼル代替

普通貨物車は既存車に対する効率が 1.25 倍と高くないため、CO2に関しては既存車よりやや多く

排出しており、不確実性はあるものの中央値としては負の外部性を有するとの結果となった。そ

れにも関わらず、ディーゼル代替普通バス（営業用、外部便益 29.4 万円/年）に次ぐ 18.3 万円/

年という大きな外部便益をもたらすのは、大気汚染物質削減による外部便益が大きいためであり、

FCV 導入が大気汚染対策

としても効果があることを

示唆している。 

 これらの結果を水素

1Nm3 消費当りの便益とし

て表したのが図３であるが、

外部便益は、水素 1Nm3 あ

たりにすると年間走行距離

の影響が相殺され、FCV の

エネルギー効率が大きく影

響する。 
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図２ FCV が既存車を代替した時の 1 台あたりの年間外部便益 
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 ディーゼル代替普通貨物車（営業

用、自家用）は FCV の効率が 1.35

倍と他の車（ガソリン代替車は 3.5

倍、普通貨物車以外のディーゼル代

替車は 3.2 倍）よりも低いため、水

素 1Nm3 あたりの外部便益は低い結

果となっている。 

 また、水素 1Nm3 あたりの外部便

益の低い普通貨物車（営業用、自家

用）の水素消費量がディーゼル代替

車の水素消費量の 76%を占めてい

るため、ディーゼル代替車の水素

1Nm3 あたりの平均外部便益はガソ

リン代替車よりも低くなる。年間水

素消費量により加重平均した燃料ご

との外部便益は、ガソリン代替で

16.7 円/Nm3、ディーゼル代替で 8.0

円/Nm3である。 

 次に、FCV と競合する高性能ハイ

ブリッド車（HEV）、プラグインハ

イブリッド車（PHEV）、及び電気自

動車（EV）の年間外部便益を比較して図４に示す。この比較より次のような結果が導かれる： 

 代替車は、ガソリン利用乗用車（自家用）を代替する場合は、1 台あたり年間 6,200～12,500

円の外部便益を持つ。 

 EV は、本分析の航続距離の想定（7,000km）では FCV、PHEV よりも外部便益は少ないが、

他の代替小型乗用車と同程度の年間走行距離を想定すると 4 種類の代替車（小型乗用車）

の中で最も大きい外部便益（8,241 円/年）を持つ。 

 PHEV は夜間電力を用いた EV 走行による効果により、HEV より約 2,000 円高い外部便益

を有する。HEV は 1.05 万円の外部便益であるが、現状普及している技術であり最も安い費

用で導入できると考えられる。また、HEV、PEV はインフラ設置費用が必要ない。 

 FCV は外部便益が大きく、大量導入による大きな外部便益（大気汚染物質および CO2 排

出削減による外部便益）が期待できるが、車両価格が既存車に比べて高いことに加え、イ

ンフラの整備に大きな投資が必要である。 

 図５は、COCN シナリオに

基づいて FCV の外部便益を

評価した結果である。FCCJ

の「FCV と水素ステーション

の普及に向けたシナリオ」

（2010年 3月）はこの COCN

シナリオと整合している。
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あたりの外部便益の比較 
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図 4 FCV と競合代替車 1 台あたりの年間外部便益の比較 
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図５ COCN シナリオによる FCV の外部便益 
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COCN では導入車種を乗用車

（ガソリン普通車、小型車）お

よび貨物（軽以外の貨物、乗合、

特殊車）としており、それ以上

の細分化は行われていない。外

部便益は代替された既存自動車

の車種や燃料に依存するため、

本研究では、現在の車種割合を

用いて、乗用車についてはガソ

リン代替自家用普通乗用車およ

びガソリン代替自家用小型乗用

車、貨物に関してはディーゼル

代替普通貨物車とディーゼル代

替小型貨物車に区分して便益評

価を実施した。 

 その結果、2015～2035 年の

累積便益は、全車種で 2,332 億

円、乗用車のみで 952 億円と

なった。 

 一方、経済的影響（波及効果）

は内部的影響の連鎖を通じても

たらされるため、一般的な外部性（技術的外部性）ではないが、経済面では重要な意味を持ち、

経済的外部性と呼ばれることもある。本研究では、NEDO/MRI（2010）のケース 1（COCN 想定）

を用いて、10 年間でステーション 1,312 基、FCV 保有台数が約 110 万台となった場合の経済的

波及効果について「平成 17 年（2005 年）産業連関表」を用いた分析を行った。結果を図６に示

すが、投資額合計は 10 年間累計で 17,931 億円となり、経済波及効果は 51,599 億円、投資額合

計に対する比は 2.88 倍となった。また、投資額 100 万円あたり 0.14 人の雇用創出効果が見込ま

れ、GDP 押し上げ効果は年平均 0.043%と推計された。一般的に全国レベルの事業の波及効果は

1.9～2.6 倍であり、水素ステーション整備まで含めた FCV 普及事業は経済波及効果誘発比率の

比較的大きい事業といえる。また、波及先の裾野が広いことも特長の一つである。 

 

３－２ 水素燃料電池自動車の社会的便益評価システムの構築 

 市販の数値分析ソフトウェア AnalyticaTM をベースとし、ExcelTM シートで計算条件・導入シ

ナリオを入力し、自動的に Analytica で読み込み、外部コストおよび導入コストを計算し、エク

セルに出力するモデルを構築した。また、主要パラメータに対して確率分布を設定し、モンテカ

ルロシミュレーションにより感度分析も実施可能とした。 

 

３－３ 成果の意義 

 FCV の導入による社会的便益を評価した結果、得られる環境改善便益は水素供給価格目標と比

較して有意な値となることが示された。また経済的波及効果が大であり、政府による研究開発投

 
(a) 累積追加投資額と経済波及効果の比  

 
(b) 追加投資 100 万円あたりの雇用創出（単位：人／百万円） 

図６ FCV 導入による経済波及効果 
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資の意義も提示することができた。本結果は、今後の FCV 導入に係る補助施策（例えば、外部便

益の値を根拠とした水素燃料への補助金など）を検討する際の合理的根拠となる情報を提供する

ものである。 

 

３－４ 特許、論文、講演、報道等の件数一覧 

  区分

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

（プレス発表等） 国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H21FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

４－１ 成果のまとめ 

 研究に必要な方法論やモデルを開発し、分析評価を行った結果、以下のような成果を得た： 

• FCV の導入普及による環境改善便益を評価した結果、水素の供給目標価格に比して有意な

便益が存在することを明らかにした。 

• FCV の導入は、大きな経済波及効果を有する事業であることを明らかにした。 

• 複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため、これまでに開発してきた方法論

に従った評価システムを構築した。 

 

４－２ 情勢変化への対応（計画実施時の周辺状況変化等を記載。予算や計画の変更等も含む） 

 本研究の進捗と並行して、NEDO/MRI、COCN、FCCJ などにおいて、FCV やインフラの導入

普及シナリオの検討が行われてきたが、本研究ではこれらのシナリオ検討の経過を適宜反映して

分析評価を行ってきた。 

 

４－３ 残された課題 

 本研究成果を発展させる方向性としては、①外部便益評価の不確実性の低減、②技術進歩や新

たな FCV 導入シナリオに基づいた評価、③作業性の向上のためのインターフェイスの開発などを

含めた便益評価用独自ソフトウェアの開発、などが挙げられる。 

 

５．実用化・事業化見通し 

本研究は特定の技術（ハードウェア）開発を目指すものではなく、水素／燃料電池自動車の導

入・普及シナリオの策定に関わる研究を通じて、水素エネルギー技術の開発計画立案と普及実現

に貢献することを目的としているため、研究内容がそのまま実用化や事業化に結びつく性格のも

のではない。ただし、ここで開発した外部便益の評価手法や、評価用データ等は、先例のないも

のが多く、今後の同様な研究に大きく寄与するものと考える。また、本研究では、商用ソフトウェ

アを利用した便益評価システムを構築したが、独自ソフトウエアを構築することによる事業化の

方向も考えられる。 



�������	

���27�2015����������������� !"#$%&'��()*+�,-��&./��&0123456�7��7��89�&:�;�<=��>?

�Ⅲ@AB� ��()*+#CD��EFGH*IEJKLE MNOP �Q�RS5TFUVWXYZ[&\]^_�`�&abcW
�`� defg�`�&h�ij�`�&klcW�`�&mnopW�`�

�FCVq��JI rs�tuvwx��

yz��JIFrs�#{%|}~f�����t����t��t��F#{%|&����������v�uv#$%���t������#�9����
� �¡¢£�¤��&��t¥¦§#�9�t¨©ª¡£�¤

�«¬/YZ®¯°� �����±®²YZ��
³´µ¶p·�¸¹º�¢��q��c»��¼½¾ ¿ �FCVq��JIFrs�tuvwx��

����ÀÁv�RS5T ÂÃ

³´µ¶p·�¸¹º�¢��q��c»��¼½¾&¿
¸¹�Ä}~f����Åtuvt�Æt�������
�� !"#$%�'ÇYZ��¸ÈÆzÉ�9|¤Êt¾
�&ËYZ��Ä&'��()*+�89�&:�;�<=�
�>?ÌÍyz��JIFrs�#{%|}~f����
�FCV��t����t��t��F#{%|������

 2015 2020 2030
FCVÎÏ 800 150,000 5,000,000

JIFrs�Ï 40 500 3,500

����ÀÁv�RS5TFÂÃ

Ð9ÑÉt��()*+#{9�ª&ÒÓ���89��V#{9�Ä&����ÔJ<Ä��JIF
rs�tijÕ¸,9�Æ&'v�35MPa q70MPat9ÑÉªNEDO�F7Ö×Øt°ÙÚ�
Û��Ü¢9¸&�����ÔJ<ÝÞ§#ßàÛ��Ü|áâ�¸ã|¤
ÐRS5TFÂÃÄ35MPa&70MPaqªWtoT�50%ä!�ã|åq¸æç��¤
���t��qè§¨©

�FCV��t����t �t��F#{%|������

������ �ÀÁ�&uv#$%���t������
���½|åq�°�#�±��¤
ËYZ���Ä&�é2015&2020&2030êÍ�tFCV
tuvÎÏq��JIFrs�tjëÏ����&Êtìí
î�'��()*+ït����Áð RS5TFÂÃ ñ ���t��qè§¨©

Ð,-������F
�uvò�#Äóô¢õö���÷øt� ¸ù»¤
�Ëðuv�#Ä&,-���úû�üÁ#õö½|�Æõö8ýV®þt��qø��¸ù»¤
���JIFrs���1þv�ijÕtÝÔJ<p¸�á�¤
Ð./������

�±�° °Ù

�YZ°Ù

î�'��()*+ït����Áð&RS5TFÂÃ&ñ
���� �&�������	Æ����ÀÁ��¤

Ð./������F
�LNG
���8��Ýµ-��Åt�8#ß|.p�g���tÝÞ¸ù»¤
�õö&JIFrs�#{%|�ö����J�ÝÞ½|70MPa8.���ØÅt��¸ù»¤
�JIFrs���1þtÝÔJ<p��#uvò�t���j�Åt�����¸ù»¤
Ð0123456�7��7ø#ß|
������

� �¨ìítj�v��/tÀÁ�¡�

� ,-������Ft� �¡�

� ./������Ft� �¡�

�YZ���qÆ������F
���JIFrs�#{%|��� 
C²��!>tÂÃ$!qÝÔJ<
p¸ù»¤
����"#$t%��±¸�á�¤
JI rs�tÝÔJ<p

& 0123456�7��7øt� �¡�

��±/'v�()Å

NEDO (�)�����(�	
�A,B� ��������)

�±�° ��® �*ÀÁ

� +,¢ìíj�qÀÁ -�./Û��

,-���� � 

�YZ���qÆ

�JIFrs�tÝÔJ<p¤

���t��

����(�)(�	
�A,C)

����(�),�� !(�)
"#$%(�),&'��(�)

(�	
�C�

� ,-������Ft�  -�./Û��

� ./������Ft�  -�./Û��

& 0123456�7��7øt�  -�./Û��

(�)()*+,-./()0

�0>?1��2t<FK5rJI3q��
t4+p� ¤
���1þ5t���,ÂÃ ÝÔJ<�1234�(�)(�	
�A,D)

67�8 9:�; <=�; >?Å

@ A A @

��	
�D) ���1þ5t���,ÂÃ&ÝÔJ<�¤
���²AB�"#$t%��±¤



Ⅲ2.3-12(1) 
 

水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 
実施者：財団法人 エネルギー総合工学研究所 

岩谷産業株式会社 
川崎重工業株式会社 
関西電力株式会社 
清水建設株式会社 
三菱重工業株式会社 
千代田化工建設株式会社 

 
1. 事業概要 
 本研究開発は、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」の一環として、各種水素キャリ

ア（高圧水素、液体水素、有機ケミカルハイドライド）を用いた、オフサイト型水素製造拠点か

ら水素ステーションにおける燃料電池自動車（FCV）への充填までの一連のフローにおける経済

的成立性や実現性を検討・評価し、普及に向けた今後の技術開発課題を抽出することを目的とし

ている。 
 本研究開発を実施するにあたっては、まず、水素供給インフラ立上げの想定である 2015 年の

ほか、FCV の普及が始まると予想される 2020 年、本格的普及時期と予想される 2030 年におけ

る FCV の普及台数と水素供給ステーション設置数を想定し、各年における水素需要量を設定し

た。また、対象となる 3 種の水素キャリアに共通の前提条件を設定した。 
 フィージビリティスタディは、始めに各水素キャリア毎に現状の技術を用いた場合の各年にお

ける水素供給コストを算出し、コスト構成を把握した上で技術開発が期待できる項目を抽出し、

技術開発が達成された際の水素供給コストを集め求め、経済性の評価を行った。また、WtT のエ

ネルギー効率と、環境性（CO2排出量）についても計算を行った。 
 更に、今回の研究開発は各水素キャリアの比較が目的ではないため、各々の特徴が発揮できる

ケースについても検討を行った。 
 それらの検討を基に、各水素キャリア毎に普及に向けての技術開発課題を抽出した。 
 なお、研究開発の実施に際しては、外部有識者及びステークホルダーからなる「水素キャリア

評価委員会」を（財）エネルギー総合工学研究所に設置し、検討の進め方や評価についての助言

をいただいた。 
 また、本研究開発は以下に示す分担で実施した。 
・ 前提条件、評価方法の設定：エネ総工研 
・ 各キャリアのフィージビリティスタディ 
① 高圧水素：エネ総工研 
② 液体水素：岩谷産業、川崎重工、関西電力、清水建設、三菱重工 
③ 有機ケミカルハイドレイド：千代田化工建設 

・ 水素キャリア評価委員会の運営、他WG との調整：エネ総工研 
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2. 事業目標 
2.1 前提条件と評価法の設定 
本研究開発では、高圧水素、液体水素及び有機ケミカルハイドライドという三種類の異なる水 

素キャリアのフィージビリティスタディを行うため、各キャリアに共通となる前提条件を設定し

た。具体例としては、水素製造コスト、水素ステーションの建設コスト、人件費、ユーティティ

コスト等の原単位は共通の値を用いることとし、各キャリアに特有な条件についてはそれらに付

加或いは削除することとした。また、エネルギー効率や、環境性評価のためのCO2排出量を求め

るための原単位についても共通の値を用いることとした。 
 それらの前提条件を統一するとともに評価方法も合わせることにし、条件が変更となった際に

も対応可能なスキームを構築することを目標とした。 
 なお、2015 年、2020 年及び 2030 年における FCV の普及台数や水素ステーションの設置数

は、産業競争力懇談会等の他機関の検討結果を参考とした上で設定した。 
 
 高圧水素供給フロー 
 高圧水素による輸送はこれまでも産業ガス業界が長年に渡って事業を行っており、ある程度技

術的にも確立されている。また、水素ステーションにおける水素供給コストについても、過去の

NEDO プロジェクト等で検討されてきた。そのため、本研究開発においては、コスト面、技術

面で如何にして NEDO ロードマップの目標値に近づけるかを目標にフィージビリティスタディ

を実施した。 
 また、水素供給コストやエネルギー効率等が、液体水素や有機ケミカルハイドライド法を用い

た輸送方法を検討する上での基準となるようにした。 
 
 液体水素供給フロー 
 液体水素による輸送は宇宙開発用等ですでに実用化されており、技術的にもある程度は確立し

ているが、事業規模はまだ小さい。これは、まだ水素需要が少なく、液体水素の優位性である大

量輸送のニーズが少ないことが理由の一つである。そこで、本研究開発においては将来の大量輸

送を想定し、コスト面、効率面で高圧水素と同等以上になるように、LNG 冷熱を用いた水素液

化の効率化やボイルオフ等によるロスの低減等の技術開発課題を明確にし、今後の開発に繋げる

ことを目標とした。 
 
 有機ケミカルハイドライド法による水素供給フロー 
 有機ケミカルハイドライド法による水素の輸送は、基礎研究開発は完了しているが、技術の実

証はまだ行われていない状況である。この方法は大量・長距離輸送に適していると考えられてい

るため、現状技術によるフィージビリティスタディを行った上で、更なるコスト低減及び効率向

上のための課題抽出を行い、今後の技術実証に繋げることを目標とした。 
 
3. 事業成果 
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3.1 前提条件の設定                表－１ FCV と水素ステーション数 
① FCV 普及台数とステーション数         

表－1 のように設定。 
② FCV 及びステーションの条件 
・ FCV 燃費・年間走行距離： 

100km／kg-H2、10,000km／年 
・ FCV は満充填量の 20%の残量で充填するものと仮定。 
・ 水素ステーション供給能力：300Nm3／h（13 時間／日、365 日／年営業） 

③ 水素ステーションの建設コスト 
表－２のように設定した。        表－２ ステーション建設費（単位：百万円） 

・ 35MPa 級水素ステーションの現状コス 
トは「NEDO H17～18 水素供給価格シ 
ナリオ分析等」の検討結果を引用した。 

・ 70MPa 級水素ステーションの現状コストは、「NEDO 水素製造・輸送・貯蔵システム

等研究開発／低コスト型 70MPa 級水素ステーションに係る研究開発」中間報告（平成 21
年 1 月 28 日）の資料の「平成 24 年度末での期待効果」のコストを引用した。 

・ この現状コストに、「NEDO H17～18 水素供給価格シナリオ分析等」で採用した学習

効果を各設備毎に適用し、各年の建設コストを算定した。 
④ 原料水素 

原料水素はナフサ改質の製油所水素を前提としたが、水素キャリアに応じて特徴が発揮で 
きる原料を選定することとした。 

⑤ 輸送距離 
オフサイト型水素製造設備から水素ステーションまでの輸送距離は 50km と想定した。 
但し、長距離輸送にメリットが出る場合があるため、キャリアによって輸送距離を変えた 

検討も行った。 
⑥ 検討のフロー 

検討フローの一例を図－１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ 水素供給フローの例 
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検討は、途中に中継基地等を設けない「シングルパス」とした。 
3.2 検討結果 

フィージビリティスタディの結果の概要を表－３に示す。 
表－３ 検討結果の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 経済性（水素供給コスト） 

三方式とも、2015 年時点では水素の需要量が少なく水素ステーションの稼働率が低いの

で、大変割高となる。2020 年時点では大分コストは下がるが、NEDO ロードマップの目標

値を達成することはできない。 
2030 年時点になれば、水素ステーションの稼働率も上がり、また水素ステーションの建

設コスト等の低減や技術開発の成果も期待できるため、35MPa 級水素ステーションでの水

素供給コストはNEDO 目標に近づく。但し、70MPa 級ではまだ高いので、水素供給コスト

の約半分を占める水素ステーション建設費の更なる低減が必要である。 
② エネルギー効率 

高圧水素による供給フローでは、35MPa 級、70MPa 級ともにエネルギー効率は 50%以上 
となることがわかった。 
 液体水素による供給フローでは、水素の需要が少ない 2015 年時点では、水素ステーショ

ンでの受入れロスや充填ロス等のために極端に効率が低くなり、インフラ立上げ時には有利

とはならない。但し、水素の需要が増大し、低温コンプレッサーの開発が期待される 2030
年時点においては、高圧水素を上回る効率の実現が可能と思われる。 
 有機ケミカルハイドライド法による供給フローでは、現状技術のままではエネルギー効率

は 30%台と低いが、水素ステーションにおける脱水素反応の効率向上が成されれば、50%以

上の効率が期待できる。 

高圧水素 液体水素 有機ｹﾐｶﾙﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞ  
35MPa 70MPa 35MPa 70MPa 35MPa 70MPa 

2015 年 1,869 3,485 2,160（←） 3,944（←） 2,562 3,998 

2020 年 141 245 148（147）(*3) 241(240)(*3) 175 267 
水素供給コスト 

（円／Nm3-H2） 
2030 年 56(*1) 87(*1) 60(56)(*3) 83(79)(*3) 55(*4) 84(*4) 

2015 年 54.5 52.0 11.4 10.6 37.9 36.6 

2020 年 58.3(*2) 55.7(*2) 50.8(*3) 48.8(*3) 38.4 37.0 
エネルギー効率 

（％） 
2030 年 58.3(*2) 55.7(*2) 57.4(*3) 55.7(*3) 54.1(*4) 52.1(*4) 

2015 年 1.78 1.87 6.04 6.45 2.02 2.12 

2020 年 1.61(*2) 1.70(*2) 1.30(*3) 1.43(*3) 1.99 2.09 
環境性（CO2 排出量） 

（kg-CO2／Nm3-H2） 
2030 年 1.61(*2) 1.70(*2) 1.14(*3) 1.16(*3) 1.62(*4) 1.72(*4) 

2015 年時点での 

実用化の可能性 

◎ 
・初期経済性が相対的に優れている 

・産業用ガス輸送で成熟している技術 

であり、現状の技術で実用化が可能 

・輸送用複合容器の実用化は 2015 年

以降と想定 

◎ 
・既プラントが稼動中であり、現状の技

術での実用化が可能 

・低温圧縮機の実用化は 2015 年以降

と想定 

◎ 

・初期経済性と初期段階におけるエネ

ルギー効率は劣るが、近い将来改善

の見通しがある 

・技術的には概ね確立されているの

で、2015 年での実用化は可能 

主要技術開発課題 

・水素輸送用大型複合容器の開発 

・現状輸送用容器は鋼製に限定されて

おり、規制緩和が必要 

・LNG 冷熱を利用した低温圧縮技術等

を用いた液化動力及び大型化による

液化コストの削減 

・ｽﾃｰｼｮﾝ構成機器の低コスト化 

・離隔距離等の規制緩和 

・脱水素反応系の効率向上(*4) 
・「危険物製造所」の保安距離等の規

制緩和 

・実証試験が必要 

(*1)：約 200L で 35MPa 充填の複合容器が 30 万円／基で製作できた場合を想定 
(*2)：製油所における水素製造に「高温空気燃焼技術（High Temperature Air Combustion Technology）」を適用した場合を想定 
(*3)：低温コンプレッサーが開発できた場合を想定 
   （「液体水素」の（ ）内の数値は、製造・輸送段階に学習効果を加味した値を示す。） 
(*4)：上記(*2)に加え、脱水素反応系の効率向上が成された場合を想定
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③ 環境性（CO2排出量） 
環境性はCO2の排出量で評価したが、エネルギー効率同様、液体水素及び有機ケミカルハ 

イドライド法は高圧水素に比べ、ロスの分だけ単位供給水素当たりの CO2 排出量は多くな

る。しかしながら、上記の技術開発が行われた場合には、高圧水素と同等以上の環境性が得

られる可能性がある。 
 
3.3 普及に向けての課題の抽出 
① 高圧水素 
・ 水素ステーションの建設コストの低減 ⇒ 今後のNEDO プロジェクトの成果に期待。 
・ 水素供給フローの最適化の検討 

   ⇒ 水素製造から FCV への充填に至る一連の供給フローで、最適となる輸送圧力を検

討する必要がある。 
     水素ステーションでのバンク構成の検討、一次圧変動に対応可能な圧縮機の開発等。 
・ FCV 普及初期における水素ステーション及び輸送方法の簡素化 

   ⇒ 簡易ステーションや移動式ステーションの採用、小型ボンベカードルによる輸送等 
・ 高圧水素の大量輸送の検討 
 ⇒ 複合容器の材質、構造、製造方法等の検討が必要。 

・ 規制緩和への期待 
   ⇒ 高圧ガス保安法による「圧縮水素運送自動車用容器の認定ため、強度・耐久性等の

データを取得し、安全性の確保が必要。各機関における研究の成果に期待。 
② 液体水素 
・ LNG 冷熱を利用した低温圧縮技術等の採用による液化動力原単位の低減（0.97→0.40  

kWh/Nm3-H2）と、大型化技術（36～70t／日）による液化コストの低減。 
・ 輸送、水素ステーションにおける移送・運転ロスを低減する液水ポンプ（70MPa 用）

等の開発。 
・ 水素ステーション構成機器の低コスト化並びに普及初期の移動式設備等の開発・投入。 
・ 規制緩和への期待 

   ⇒ 高圧ガス保安法（液水貯蔵型ステーション技術基準の整備、留置の時間制限や規定

の明確化、保安距離、耐震設計等）、消防法（ガソリンスタンド併設ステーションの

技術基準の整備）、道路運送車両法（車両大型化）、建築基準法（液水貯槽の地下埋設。

用途地域での貯蔵量制限）等。 
③ 有機ケミカルハイドライド法 
・ 本方式は、既に芳香族の水素化プロセスが大規模に工業化されており、これらの適用が

可能。貯蔵輸送工程もガソリンの既存インフラの転用が可能。 
   ⇒ 本供給フローに開発課題はないため、実用化には早期の実証試験が必要。 
・ 水素輸送効率向上のために、脱水素触媒の転嫁率の向上が必要。 

⇒ 現状 95%から 98%程度（目標）。 
・ 水素精製工程のエネルギーロス低減のため、膜分離プロセスの採用が不可欠。 
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・ 規制緩和への期待 
    ⇒ 消防法（高圧ガス設備との保安距離）、建築基準法（立地制限）等。 
 

3.4 成果の意義 
 これまで各々の水素キャリア用いたフィージビリティスタディは NEDO プロジェクトを含め

種々行われてきたが、時間軸と FCV 普及台数（＝水素需要量）を想定し、尚且つ、三種類の水

素キャリアを同一条件の下に実施されたものはなかった。そのため、本研究開発により、各キャ

リアの特徴が発揮される実用化に向けた技術開発課題や開発目標を明確にできた。 
 また、2015 年の水素供給インフラ立上げに向けての課題も明らかになった。 
 
3.5 特許、論文、講演、報道等の件数一覧 

  区分

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

（プレス発表等） 国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H21FY 0件 0件 0件 1件 0件 1件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 
4. まとめ及び課題 
 高圧水素、液体水素及び有機ケミカルハイドライド法の三種類の水素キャリアについてフィー

ジビリティスタディを実施した結果、2015 年に想定される水素供給インフラ立上げに向けては、

技術的には何れも実現可能であるとの結果を得られた。但し、水素の需要量が少ない初期におい

ては、経済性、エネルギー効率、環境性ともに高圧水素による供給が有利であることが判明した。

液体水素、有機ケミカルハイドライド法による水素供給は大量輸送或いは長距離輸送に適してい

るため、今後の技術開発によっては、将来の水素需要量の増大に対し、高圧水素よりも有利にな

る可能性があることが示唆された。 
 本研究開発において提案した技術開発課題の実行、有機ケミカルハイドライド法については早

期の実証試験の実施が課題である。 
 
5. 実用化・事業化の見通し 
 本研究開発はフィージビリティスタディが主であるため、成果そのものが製品として実用化或

いは事業化されるものではない。しかし、本研究開発の成果が、水素供給インフラの整備やFCV
普及のための検討や、今後の技術開発の一助となるものと考える。 
 

以上 
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水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

 

実施者：高圧ガス保安協会 

   （国）東京大学 

１．事業概要 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発・導入・普及によって、各国に先んじて次世代のエネルギー利用社会の構

築に取り組むことが不可欠である。燃料電池及び水素技術はこのためのキーテクノロジー

の一つであり、重点的に取り組むべき革新技術として位置づけられている。燃料電池自動

車の運用に必要不可欠である水素ステーション、水素貯蔵及び水素輸送に関する水素イン

フラの普及促進のためには、先行事業の中で抽出された水素インフラに関する規制見直し

の最重点課題の解決が必要である。 

本研究開発では、一般財団法人石油エネルギー技術センター(JPEC)と共同で表1の研究開

発を実施する。70MPa級水素ステーションを構成する配管、バルブなど各部品を製造する前

提となる高圧水素ガス設備に使用可能な金属材料の鋼種拡大、高圧水素ガスの輸送・貯蔵

を目的とした複合容器（CFRP）に係る技術基準の整備を見据えた調査及び試験に加え、水

素ステーションに用いる圧力設備のより合理的な設計を可能とすべく、圧力設備の設計基

準における設計係数と水素適用に関する検討を行う。本事業の成果物は、広く一般に公開

され、将来の水素ステーション等の規制見直しに資することが可能な資料となる。 

 

表１ 研究開発項目 

研究開発項目 担当 

水素ｽﾃｰｼｮﾝ用金属材料の鋼種拡大に関する研究開発 高圧ガス保安協会 

圧縮水素運送自動車用複合容器に係る基準整備に関する研

究開発 

高圧ガス保安協会 

水素ｽﾃｰｼｮﾝ用複合容器に係る基準整備に関する研究開発 高圧ガス保安協会 

（国）東京大学 

圧力設備の設計基準における設計係数と水素適用に関する

研究開発 

高圧ガス保安協会 

 

２．事業目標 

２－１ 水素ステーション用金属材料の鋼種拡大に関する研究開発 

 水素ステーションでの使用を目的とした配管、バルブ用材質としては、先行プロジェクト

による評価の結果、オーステナイト系ステンレス鋼SUS316Lが、高圧水素雰囲気下で劣化を

起こしにくいことが知られている。しかしながら、SUS316Lは、一般的に用いられるステン

レス鋼（例えばSUS304や316）に比較して強度が低く、配管、バルブ等の設計にあたり必要

寸法が大きくなり、設置環境などによっては使用できないケースがあるため、高圧水素環

境下で必要な耐水素劣化特性を有する強度の高い材料を見出す必要性がある。 
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そこで、金属材料の評価を行うため、設備・材料に応じて必要とされる評価試験の種類

（例えば、SSRT(低ひずみ速度引張試験）、遅れ破壊試験、疲労試験、き裂進展試験等）と

共に、評価試験の条件（温度、圧力、負荷速度、負荷周期、試験時間、ガス純度等）、試

験片の採取方法及び加工条件（寸法精度、加工度、表面粗さ等）などに関する試験項目を

検討する。あわせて試験結果の判定基準についても検討を行う。試験条件の検討対象は、

配管・バルブ類・継手類等の材料のうち、耐水素劣化特性に優れていると考えられる材料

を優先して行う。なお、当該試験条件については、他機関においても同一条件で試験を実

施することを可能とするため一般公開するものとする。また、得られた評価試験結果を、

高圧ガス保安協会(KHK)内に設置した材料・設計基準分科会において、検討した判定基準を

用いて材料の耐水素劣化特性を評価する。本研究開発項目に関するJPECとの役割分担を表2

に示す。 

 

表 2 水素ステーション用金属材料の鋼種拡大に関する研究開発の役割分担 

KHK JPEC 

・試験データの収集及び評価 

・判定基準の検討 

・インフラ業界の意見収集 

・材料の優先順位の決定 

・試験片の製作 

 

２－２ 圧縮水素運送自動車用複合容器に係る基準整備に関する研究開発 

 高圧ガス保安法容器保安規則例示基準では、上限圧力が35MPaの圧縮水素輸送用のCFRP（炭

素繊維強化プラスチック）製複合容器に関する技術基準（圧縮水素運送自動車用容器の技

術基準：JIGA-T-S/12/04、圧縮水素運送自動車用付属品の技術基準：JIGA-T-S/13/04）が

既に制定されている。しかしながら、圧縮水素自動車燃料装置用容器の高圧化に伴い、水

素ステーションにおける水素供給量が増えることが予測されるため、水素運送用容器をよ

り高圧化し、輸送効率を向上させることが望まれている。 

そこで、本研究開発では、輸送効率が最適と考えられている45MPa程度の高圧化に対応し

た容器に必要な技術課題に関して検討を行う。また、使用可能な材料、設計方法、加工方

法を含め、容器の設計確認試験及び組試験方法（耐圧試験、破裂試験、圧力サイクル試験

等）及び判定基準の高圧化に対応する検討を行う。本研究開発項目に関するJPECとの役割

分担を表3に示す。 

 

表 3 圧縮水素運送自動車用複合容器に係る基準整備に関する研究開発の役割分担 

KHK JPEC 

・技術基準案の作成に対する指針指示 ・例示基準案の作成 

 

２－３ 水素ステーション用複合容器に係る基準整備に関する研究開発 

 圧縮水素自動車燃料装置用容器の高圧化に伴い、水素ステーション用における蓄圧器にも

高圧化が要求される。蓄圧器を鋼製容器で製作すると厚肉となり現状では製作が困難とな
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るため、CFRP製複合容器を使用した蓄圧器を活用することが求められている。 

そこで、本研究開発では、CFRP製複合容器で蓄圧器を製造する際の要求事項について整

理し、将来、水素ステーション用蓄圧器として採用することを見据えた技術基準類の整備

に資するための資料作成を行う。 

また、CFRP製複合容器の設計基準の基礎となるCFRPのストレスラプチャー試験及び疲労

試験を行いデータの充実を図る。なお、JPECが行う破裂試験及び圧力サイクル試験は、本事

業内で別途、東京大学で実施する事業において設計された容器を用いて実施する。本研究

開発項目に関するJPECとの役割分担を表4に示す。 

 

表 4 水素ステーション用複合容器に係る基準整備に関する研究開発の役割分担 

KHK、東京大学 JPEC 

・技術基準案の作成に対する助言 

・CFRP試験の実施 

・試験容器の設計と試験計画の策定 

・特認ガイドライン案の作成 

・試験容器の製作 

・容器試験の実施及び評価 

 

２－４ 圧力設備の設計基準における設計係数と水素適用に関する研究開発 

 近年、圧力設備の設計基準における設計係数に関し、米国やEUでは日本で整備されている

技術基準の設計係数と比較して、より小さな係数値の導入が進んでいる。この流れを受け、

日本でも同様に設計係数を小さくした技術基準の検討が進められている。 

設計係数を小さくした技術基準の導入は、水素ステーションに適用することを考えた場

合には、使用される設備の大きさや使用板厚の薄肉化に寄与することが予想され、引いて

は水素ステーション及び自動車の普及に貢献することが期待される重要な課題の一つであ

る。 

そこで、設計係数を既存の技術基準よりも小さくした技術基準の導入及びその水素への適

用について検討するため、諸外国の設計係数に対する基本的な考え方、材料特性、設計方法、

検査方法等の情報を収集する。また、水素ステーションで使用する機器、配管類を対象とし

てASME（米国機械工学会）規格やEN（欧州規格）を調査し、その実情について情報調査を行

い、今後の標準化を見据えた設計係数の見直しに関して必要な情報を収集する。これらに加

えて、欧米規格、実績等に関する情報収集で得られた知見をもとに、「材料・設計基準分科

会」において、設計係数の変更と水素適用に関する評価・検討を行い、水素ステーション関

連設備の設計係数変更の可否、安全確保のために特に確認すべき事項等について纏める。本

研究開発項目に関するJPECとの役割分担を表5に示す。 

 

表 5 圧力設備の設計基準における設計係数と水素適用に関する研究開発の役割分担 

KHK JPEC 

・欧米の設計係数に関する情報収集 

・設計係数の水素適用への評価 

・インフラ業界の意見収集 

・特認及び事前評価ガイドライン案の作成 
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３．事業成果 

３－１ 水素ステーション用金属材料の鋼種拡大に関する研究開発 

現在の一般則例示基準において水素ステーションで使用できる材料は、SSRT、疲労試験及

び疲労き裂進展試験の3つの試験結果を踏まえて認められている。本事業において必要な試験

種類について検討した結果、SSRTと疲労試験の2つの試験結果から材料の選定できることを提

案した。 

SSRTでは、引張試験又はミルシートの絞りに、設計圧力以上で水素と大気中（又は不活性

ガス中）の比を掛けて材料規格に規定する規格値以上で合格とする。オーステナイト系ステ

ンレス鋼ではNi量のみでは他の成分の影響から相対絞り比を整理することが困難であるため、

他の成分の影響を考慮したNi当量（（％）＝12.6 C + 0.35 Si + 1.05 Mn + Ni + 0.65 Cr +

 0.98 Mo）で整理することを提案した。 

疲労試験では、オーステナイト系ステンレス鋼については大気中における１０７回疲労強度

が許容引張応力の 1.6倍以上で、水素の影響がないものを合格とする。  

上記の選定方法で入手可能なオーステナイト系ステンレス鋼のSSRT及び疲労試験結果につ

いて一般則例示基準の検討を行った結果、絞りが75％以上のSUS316及びSUS316Lについては、

Ni当量が28.5％以上の場合には 70MPa において-40～85℃、Ni当量が26.3％以上の場合には 

90MPa において20～85℃で使用できることを提案した。 

 

３－２ 圧縮水素運送自動車用複合容器に係る基準整備に関する研究開発 

 今後の圧力水素運送自動車用容器に必要とされる圧力、安全を確保するための設計確認試

験及び組試験の方法等について検討を行い、例示基準のベースとするためのJPEC基準の原案

作成に対して助言を行った。 

 JPEC基準のベースには唯一の圧縮水素運送自動車用容器の例示基準であるJIGA-T-S/12/04

を採用することとし、最高充てん圧力は、高圧水素ガスの容積、容器の質量等から最も輸送

効率の良い値である45MPaとした。最高充てん圧力45MPaの高圧水素ガス環境における材料の

劣化に関しては、最高充てん圧力70MPaの圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準であるKH

K S0128において劣化の傾向がないとされたライナー材料・ボス材料として、アルミニウム合

金A6061及びオーステナイト系ステンレス鋼SUS316L並びに熱可塑性プラスチックを採用した。 

 また、設計方法、加工方法を含む設計確認試験方法及び組試験方法に関して検討を行った

結果JIGA-T-S/12/04を踏襲することとした。 

 

３－３ 水素ステーション用複合容器に係る基準整備に関する研究開発 

 水素ステーション用複合容器に要求される圧力繰返し回数を検討した結果、10万回の圧力

繰返しに耐える必要があるとの結論を得た。水素ステーション用複合容器は、特定設備検査

規則が適用されるため、設計時の疲労寿命予測が要求される。これに対して燃料電池自動車

用圧縮水素燃料容器に代表される既往のFRP圧力容器は、要求される圧力繰り返し回数が1万

回程度であり、設計確認試験により圧力繰返し試験に合格することが要求されている。 

 FRP複合容器にとって10万回の圧力繰り返しに耐える設計は未踏の領域である。このため、
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10倍の繰返し回数に耐える設計をどの様に行うかを検証するため、JPECにて行われた小型複

合容器及び中型複合容器の設計製作、試験計画の策定及び試験結果の評価に対して助言を行

い、圧力繰返しに対する疲労寿命確保のための設計指針を得た。 

 また、水素ステーション用複合容器は特別認可が必要になることから、特定設備として申

請するためのガイドラインをASME Sec.Ⅹ Appendix 8をベースとすることを提案した。 

 さらに、CFRP製複合容器の設計基準の基礎となるCFRPのストレスラプチャー試験及び疲労

試験を行いデータの充実を図った。 

 

３－４ 圧力設備の設計基準における設計係数と水素適用に関する研究開発 

 国内において実績があり設計係数の最も小さなKHKS0220超高圧ガス設備に関する基準の水

素適用について検討した。従来通りLBB（破裂前漏洩）判定は行い、LBBが成立しない材料を

除外しないことを提案した。また水素の影響に応じて、従来通り大気中のデータを利用してK

HKS0220で設計する場合と、水素中のデータを使用してKHKS0220で設計する場合とに分けるこ

とを提案した。 

 従来通り大気中のデータを利用してKHKS0220で設計するためには、材料は以下の1）～3）

を満たす必要がある。 

1）設計圧力、設計温度範囲において水素中の材料強度の設定値が大気中と同等以上。 

2）設計圧力、設計温度範囲において水素中の疲労寿命が大気中と同等以上。 

3）設計圧力、設計温度範囲において水素中の疲労き裂進展速度が大気中と同等以上。 

なお、LBBが成立する場合には、3）は不必要である。 

 水素中のデータを利用して KHKS0220で設計するためには、材料は以下の 1）～3）を保証

する必要がある。 

1）設計圧力、設計温度範囲における水素中の材料強度の設定値。 

2）設計圧力、設計温度範囲における水素中の疲労寿命。 

3）設計圧力、設計温度範囲における水素中の疲労き裂進展速度。 

なお、LBBが成立する場合には、3）は不必要である。 

 

３－５ 特許、論文、講演、報道等の件数 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H22FY 0件 0件 0件 0件 0件 0件 

H23FY 0件 0件 0件 0件 0件 0件 

H24FY 0件 0件 0件 2件 1件 1件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 
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４．まとめ及び課題 

（１）水素ステーション用金属材料の鋼種拡大に関する研究開発 

 ・一般則例示基準における水素ステーション用金属材料の選定方法を提案した。提案し

た材料選定方法を基に、SUS316及び SUS316Lの適用範囲を決定した。 

（２）圧縮水素運送自動車用複合容器に係る基準整備に関する研究開発 

 ・圧縮水素運送自動車用容器の例示基準 JIGA-T-S/12/04に代わる、最高充てん圧力 45MPa

の例示基準の原案となる JPEC基準案作成に対する助言を行った。 

（３）水素ステーション用複合容器に係る基準整備に関する研究開発 

 ・水素ステーション用複合容器製蓄圧器の特認申請のガイドラインとなる技術基準案作

成に対する助言を行った。JPEC にて行われた複合容器試験を先導し、蓄圧器の圧力繰返し

寿命に関する健全性確保のための設計指針を得た。また、設計及び技術案作成に必要とな

る CFRPの疲労特性及びストレスラプチャー特性を得た。 

（４）圧力設備の設計基準における設計係数と水素適用に関する研究開発 

 ・水素環境において材料規格に規定されている最低要求値を満足する材料は、KHKS0220

の設計で規格値を使用することが可能である。水素環境で材料規格に規定されている最低

要求値を満足できない材料は、KHKS0220の設計に使用する値の保証が必要となる。 

 

５．実用化・事業化見通し 

 本研究開発で得られた成果を元に規制の再点検に係る工程表「2015 年の燃料電池自動

車・水素ステーションの普及開始に向けて実施すべき事項」の例示基準の改正等が 2013年

頃より開始される予定である。 
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水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

実施者：水素供給・利用技術研究組合、高圧ガス保安協会 

 

1.事業概要 

2015年のFCV普及開始に向け、関係する規制について再点検が行われ、関係省庁間で調整

の上、主要な規制の合理化の検討を2012年度までに完了することを示した「燃料電池自動

車・水素ステーション普及開始に向けた規制の再点検に係る工程表」（以下、工程表という）

の作成を2010年末に完了し、公表された。 

本事業は、この工程表に基づき水素供給・利用技術研究組合（HySUT）と高圧ガス保安協

会(KHK)が協力して、以表に記す12項目の規制合理化項目に関する安全性に係るリスクの抽

出及びその対策を検討し、得られたデータや知見を取りまとめ、関連業界が国土交通省、

消防庁、経済産業省原子力安全・保安院等に提案するための各種技術基準の検討案を作成

するものである。 

№ 工程表※ 検討項目 検討対象基準類 

1 2 CNGスタンド併設時の設備間距離に関する検討 省令・例示基準 

2 3 水素ステーションの保安検査基準に関する検討 自主基準 

3 8 圧縮水素運送自動車用複合容器の安全弁に関する検討 例示基準 

4 11 水素ステーションを併設する給油取扱所に関する検討 関係法令（消防法） 

5 12 公道とディスペンサーの離隔距離に関する検討 省令・例示基準 

6 13 セルフ充てん式ステーションに関する検討 省令・例示基準 

7 14 ディスペンサー周辺の防爆ゾーン基準に関する検討 自主基準 

8 15 公道でのガス欠対応のための水素充てんに関する検討 省令・例示基準 

9 16 フル充てんに対応した水素ステーションに関する検討 省令・例示基準 

10 4 水素ステーションでの水素保有量に関する検討 関係法令（建築基準法） 

11 1 プレクール設備冷凍機の保安距離短縮に関する検討 省令・例示基準 

12 1 複合容器蓄圧器の設置等基準に関する検討 省令・例示基準 

    ※工程表：別紙参照 
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【検討体制】 

【規制合理化検討項目】 

規制合理化検討委員会規制合理化検討委員会

＜規制合理化前後の比較＞＜規制合理化前後の比較＞
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2.事業目標 

2.1 CNGスタンド併設時の設備間距離に関する検討 

CNGスタンドに水素ステーションの併設を容易とするCNGスタンドに関する技術基準の整

備に資する資料や技術基準の検討案を作成する。 

（目標） 

平成23年度：現状整理を行い、検討項目を明確化し、拡散シミュレーションを検討する。

同時にリスク評価を開始する。 

平成24年度：平成23年度の拡散シミュレーションやリスク評価を進め、それに基づ

く対応策を踏まえて、設備間距離に関する規定である一般高圧ガス保

安規則第7条、第7条の3およびそれらに付随する例示基準に関する技術

基準の検討案を作成する。 

 

2.2水素ステーションの保安検査基準に関する検討 

特定圧縮水素スタンド（40MPa水素ステーション）の保安検査に関して、より合理的な保

安検査基準検討案および定期自主検査指針検討案を作成する。 

（目標） 

平成 23年度：保安検査基準の検討案および、定期自主検査指針の検討案を作成する。 

 

2.3圧縮水素運送自動車用複合容器の安全弁に関する検討 

事業者の選択肢の幅を広げ、かつ適切な安全弁の選択を可能にするため、ガラス球式安

全弁の各種実験（作動信頼性・再現性・耐久性等）による安全性検証を行い、それを基に、

技術基準の整備に資する資料および、技術基準の検討案を作成する。 

（目標） 

平成 23年度： 

 ・ガラス球式安全弁の安全性を検証するための実験データを取得する。  

・実験データの収集・解析結果から、ガラス球式安全弁を使用する場合の安全性につい

て検討する。 

・技術基準の整備に資する資料および、技術基準の検討案を作成する。 

 

2.4水素ステーションを併設する給油取扱所に関する検討 

ガソリンディスペンサーと水素ディスペンサーの並列設置を可能とするため、ディスペ

ンサー相互の事故影響、ガソリン・水素の漏えい・火災による FCV 等への影響や安全性確

保に向けたレイアウト等の検討を行い、検討結果を消防庁に報告する。また、石油系原料

を用いる改質器の無人暖機運転を可能とするため、想定される事故を防止する対策や発災

時の迅速な対応を可能とする体制等を検討し、無人暖機運転に関する技術基準の整備に資

する資料を作成し、消防庁に報告する。 
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（目標） 

平成23年度： 

 並列設置については、ディスペンサー相互の事故影響やFCV等およびガソリン自動車へ

の影響を検討の上、必要な安全対策（レイアウト等）を立案し、検討結果を消防庁に報

告する。また、無人暖機運転時については、想定される事故・トラブルに対する安全対

策を立案し、技術基準の整備に資する資料を作成し、消防庁に報告する。 

 

2.5公道とディスペンサーの離隔距離に関する検討 

限られた敷地面積を有効に活用するために、安全性を確保した上で離隔距離を短縮する障

壁等の措置に関して検討を行う。また、検討に当たっては、海外における規制の考え方、

離隔距離設定方法について調査する。これら検討の結果として、公道とディスペンサーの

離隔距離の緩和措置に関する一般高圧ガス保安規則第7条の3に係る技術基準の整備に資す

る資料および技術基準の検討案を作成する。さらに、海外基準における離隔距離設定の方

法や根拠を調査し、離隔距離短縮に資する資料を作成する。 

（目標） 

 平成23年度：公道とディスペンサーの離隔距離を緩和する具体的方策を特定し、技術基

準の検討案を作成する。 

平成24年度：保安課による技術基準案の審査に応じてシミュレーション・実験等を行い、

データを取得する。海外調査を継続し、離隔距離短縮に資する資料を作成

する。 

 

2.6セルフ充てん式ステーションに関する検討 

一般ユーザーがセルフ充てんできるよう、関係する法令等を体系的に調査・整理し、安全

対策の検討、海外の状況の把握および比較、幅広いユーザーが容易に充てん可能な機器や

作業検討を行い、設備仕様および運用方法に関する技術や運用指針の整備に資する資料や、

技術および運用指針の検討案を作成する。 

（目標） 

平成23年度：海外のセルフ水素ステーションの現状把握等を行い、そのイメージを明確

化し危険要因の抽出・分析を行う。 

平成24年度：平成23年度で抽出された危険要因に対する安全な充てん方法、安全な充て

んシステムを検討し、セルフ充てんを行うための必要な安全対策および必

要要件に関する資料や設備面での技術指針の検討案を作成する。 

 

2.7ディスペンサー周辺の防爆ゾーン基準に関する検討 

海外の危険場所設定の検証、水素放出量の調査等により、ディスペンサー周辺における適

切な危険場所設定を検討し、厚生労働省の通達（平成20年9月25日）に基づき民間自主基準
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を作成する。 

注）現在わが国には、水素ステーションに関し、防爆電気機器を設置すべき危険場所を

具体的に定めた厚生労働省の基準はないため、民間自主基準を作成する必要がある。 

（目標） 

平成23年度：水素ステーションに電気機器を設置する場合、設置場所に応じた適切な防

爆構造を調査、検討する。 

平成24年度：平成23年度の調査、検討に基づき民間自主基準を作成する。 

 

2.8公道でのガス欠対応のための水素充てんに関する検討 

公道でのガス欠に対応できる状況を確立するため、対応が円滑に実施されているガソリン

車等の先行例・法令等を調査し、ガス欠したFCV等に公道で水素を充てんする場合の安全な

対処方法（水素充てんの場所、使用装置等）や確保すべき救援体制など安全な対処方法や

関連法令について検討する。この検討結果を基に、公道充てんが実施できる必要要件を取

りまとめる。 

なお、日本自動車連盟等有識者からガス欠対応方法や法規制（液化石油ガス保安規則、

消防法、道路法、道路運送車両法他）について、ヒヤリングする。 

（目標） 

 平成23年度：公道でのガス欠対応のため、水素充てんするために必要な安全対策を抽出

する。 

平成24年度：公道充てんのための設備仕様および充てん方法等、安全対策の必要要件を

取りまとめる。 

 

2.9フル充てんに対応した水素ステーションに関する検討 

本検討においては、別途実施される「フル充てんに対応した車載容器に関する規制見直

し検討（容器保安規則）」と歩調を合わせ、フル充てんに対応した水素ステーションに関連

する安全性評価検討を行う。一般高圧ガス保安規則および同例示基準の見直しに資する資

料や技術基準の検討案を作成する。これにより、より多くの水素を安全にFCV等に充てんす

ることができるフル充てんを可能とする。なお、今回の研究開発では、FCV等車載容器のNWP

を超え82MPa*を上限とする圧力まで、通信充てんおよび非通信充てんにより水素を充てん

する方式について検討する。 

＊70MPa充てん対応水素ステーション一般高圧ガス保安規則および同例示基準見直し案

（本年度高圧ガス保安協会にて審査予定）における水素ステーションの常用圧力。 

本検討の推進にあたっては、関連する他のNEDO事業と密接に連携し、他事業で実施する

実験データ等の成果を取り込み、効率的な事業推進をはかる。 

(目標) 

  平成23年度：検討のベースとする水素ステーションの設備構成と設備仕様を決定する
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と共に、想定事故検討、安全対策検討を開始する。 

平成24年度：フル充てんに関わる一般高圧ガス保安規則第7条の3および、同例示基準

の見直しに資する資料や技術基準の検討案を作成する。 

 

2.10水素ステーションでの水素保有量に関する検討 

現行の建築基準法で定められた水素貯蔵量では、ＦＣＶ普及時の商用水素ステーション

の貯蔵量として大幅に不足するため、貯蔵量の増加が必要である。規定の水素貯蔵量を超

えて、水素を貯蔵する水素ステーションの許可制運用の実例として、既存の水素ステーシ

ョンの貯蔵量増加にかかわる地方自治体への許可申請、公聴会（或いは建築審査会）等の

手続きを行う。そのために、高圧ガス保安法、道路運送車両法等に適合した水素トレーラ

ー開発と製作を行い、安全を確保した上で、実際に高圧水素トレーラーで水素を運搬し、

水素ステーションでの貯蔵等必要な実証を行う。 

（目標） 

平成23年度： 

・水素トレーラー留め置きによる水素貯蔵方式で、水素貯蔵量が規制値を超える水素ス

テーションの建築基準法の個別許可取得に必要な資料の作成を行い、行政庁および建

築審査会への事前説明を実施する。 

・35MPa級複合容器搭載水素トレーラー（プロトタイプ）を設計、製作する。 

 平成24年度： 

・35MPa級複合容器水素トレーラー運用による水素輸送・貯蔵を検証し運用実績を蓄積す

る。 

・45MPa級複合容器搭載水素トレーラーの開発と運用に資するデザインレビューを行う。 

・上記35MPa級複合容器水素トレーラーの運用を前提とした、水素貯蔵量が規制値を超え

る水素ステーションの建築基準法の個別許可の取得により、許可事例をつくる。 

 

2.11プレクール設備冷凍機の保安距離短縮に関する検討 

冷凍機に関する関連法令の整理・検討を実施するとともに、プレクール設備の冷凍機に

関する安全性検討を実施し、必要な保安距離に関する技術的検討を行う。これら検討結果

をもとに、冷凍機圧縮機の保安距離を、他の水素ステーション設備における敷地境界距離

と同等程度まで短縮する技術基準の検討案を作成する。 

（目標） 

平成 24 年度：プレクール設備冷凍機に関わる一般高圧ガス保安規則第 7 条の 3 の見直し

に資する資料や技術基準の検討案を作成する。 

 

2.12複合容器蓄圧器の設置等基準に関する検討 

複合容器蓄圧器は鋼製蓄圧器と比較して、使用材料や設計方法が大きく異なり、かつ使



Ⅲ2.3-14(7) 

 

用実績も無いため、現状では水素ステーションへの設置が認められていない。そのため、

複合容器蓄圧器と鋼製蓄圧器を比較し、複合容器蓄圧器に必要となる安全対策を海外調査

の結果も踏まえ検討する。その検討結果をもとに、複合容器蓄圧器を水素ステーションに

設置することを可能とする技術基準の検討案を作成する。 

（目標） 

平成24年度：複合容器蓄圧器に関わる一般高圧ガス保安規則第7条の3の見直しに資する資

料や技術基準の検討案を作成する。 

 

3.事業成果 

3.1 CNGスタンド併設時の設備間距離に関する検討 

CNGスタンドに水素ステーションを併設する場合に、併設することによる事故発生リスク

とその要因をこれまでの事故事例等を踏まえて検証し、両者の設備間距離を短縮すること

による事故発生リスクの増加を抑制するための措置として本研究では障壁の設置について

検討しており、事故発生シナリオとガス流動及び着火時の挙動に関するシミュレーション

等を活用し、安全性および事故時の対応を検討して、技術基準の検討案を作成しており、

年度内に完成する見込みである。 

 

・ 現行の基準における CNG スタンドおよび水素ステーションに関する距離規定の調

査を行い、火炎長、輻射強度、漏洩拡散の状況等を考慮して保安距離等を規定して

いることがわかった。 

・ 天然ガスおよび水素の物性について整理を行い、両者の物理的及び化学的性質に大

きく異なる部分がないことがわかった。 

・ CNG スタンド及び水素ステーションにおいて火災が発生した場合には、漏えいが安

全に停止されない限り消火しないことや火災の輻射熱による周辺設備の温度の上

昇を防止する措置がとられ、CNG スタンド及び水素ステーションでは消火方法に大

きく相違が無い事がわかった。 

・ CNG スタンド及び水素ステーションそれぞれにおける事故の分析を行い、双方とも

に動機器に関する事故事例が多くなっており、事故の主原因は CNG スタンドでは経

年劣化、水素ステーションでは製品不良や保全不良による事例が最も多くなってい
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ることがわかった。 

・ CNGスタンドと水素ステーションの事故シナリオを作成しリスクランクを算定した

が、水素ステーション特有の事例として、設備が高圧の水素環境下での運転となる

ため、水素脆化に起因する事故シナリオが洗い出された以外は同等の分析結果とな

り、双方ともにリスクが高いと評価された事故シナリオは存在しなかった。 

・ 同様に現行基準における CNG スタンドと水素ステーションを併設した際のリスク

評価を行うとともに、設備間に障壁を設置して設備間距離 6m を短縮した場合のリ

スク評価を行い、現行基準と同等以上の安全性を持っていることについて確認を実

施している。 

・ CNGスタンドと水素ステーションを併設する際にモデルとなるレイアウトを作成し

て、解析対象内の天然ガスおよび水素の拡散・燃焼挙動についてシミュレーション

を行い、輻射熱等による設備への影響を考慮した設備から壁までの距離および壁の

高さ等について検討を行い、短縮可能な設備間距離について検討を実施している。 

・ 以上の検討を元にして、一般高圧ガス保安規則第 7 条、第 7 条の 3およびそれらに

付随する例示基準に関する技術基準案を作成して、本事業は今年度中に終了する見

込みである。 

 

3.2水素ステーションの保安検査基準に関する検討 

水素ステーションの保安検査項目および検査方法が定められている一般則別表３の記載

内容を参考に、特定圧縮水素スタンドの保安検査基準の検討案および定期自主検査指針の

検討案を作成した。この中で、高圧ガス設備の耐圧性能・強度については、過去の破壊検

査・材料評価試験・超音波検査などの結果を調査し、非破壊検査方法として、超音波探傷

検査を採用することにより、蓄圧器の開放検査を不要とした。 

【保安検査基準（抜粋）】 

4.3 高圧ガス設備の耐圧性能及び強度＊１ 

別表３：高圧ガス設備の耐圧性能及び強度に係る検査は、耐圧性能及び強度に支障を及ぼす摩耗、劣化損傷そ

の他の異常がないことを目視及び非破壊検査（肉厚測定を含む。）により検査する。 

【検査方法】 

高圧ガス設備の耐圧性能・強度に係る検査は、耐圧性能・強度に支障を及ぼす減肉、劣化損傷、

その他の異常がないことを目視検査及び非破壊検査（肉厚測定を含む。）により確認する。 

（2-2）非破壊検査（磁粉探傷試験、浸透探傷試験、超音波探傷試験、放射線透過試験及び渦流

探傷試験等、ただし、蓄圧器にあっては超音波探傷試験とする。）は、当該高圧ガス設備の減肉、

劣化損傷の検出に対して適切な検査方法を選定して行う。 

【対応規則条項】 

一 般 則：第６条第１項第１１号・１３号、第７条の３第１項第１号（準用）、第７条の３第２

項第１号（準用） 

コンビ則：第５条第１項第１７号・１９号、第７条の３第１項第１号（準用）、第７条の３第２

項第１号（準用） 

【（１）目視検査＊２】 

圧縮水素ガススタンドに係る高圧ガス設備の外部について、１年に１回目視検査を行う。 

なお、弁類及び動機器にあっては、分解点検・整備のための開放時＊3に目視検査を行う。 
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【（２）非破壊検査】 

(2-1)肉厚測定 

圧縮水素ガススタンドに係る高圧ガス設備にあっては、「（１）目視検査」に定めるところにより

、１年に１回外部について目視検査を行い、減肉、劣化損傷、その他の異常の有無を確認した結

果、異常が認められた場合には、肉厚測定用器具を用いて肉厚測定を行う。 

(2-2)肉厚測定以外の非破壊検査 

特定圧縮水素ガススタンドに係る蓄圧器にあっては、１年に１回外部から水素脆化による疲労割

れ等の進展について超音波探傷試験により内部の状況を確認する。＊４ 

又、特定圧縮水素ガススタンドに係る高圧ガス設備の溶接部（高圧ガス配管や圧縮機の付属機器

等の溶接部）にあっては、「（１）目視検査」に定めるところにより、１年に１回外部の減肉、劣

化損傷、その他の異常の有無を確認した結果、異常が認められた場合には、非破壊検査を行う。 

 

3.3圧縮水素運送自動車用複合容器の安全弁に関する検討 

圧縮水素運送自動車用複合容器に取り付けることが出来る安全弁の形式を溶栓式に限定

している現行の技術基準（JIGA-T-S/13/04）を元に、現行の検査項目のガラス球式への適

用の可否に加え、ガラス球式の構造上の特徴に基づく固有の検査項目として落下試験の採

用を検討した。検査項目の選定に当たっては、ガラス球安全弁を用いた確認試験を実施し

た。 

その結果、現行の技術基準で規定されている検査項目に加え、新たにガラス球式安全弁固

有の検査項目として落下試験を追加した技術基準の検討案を作成した。 

            

ガラス球式安全弁の外形（一例） 

【技術基準(案)抜粋】 

(設計確認試験における安全弁落下試験) 

第 4条の 2 ガラス球式安全弁は、同一の型式から採取した５個の安全弁について、次項から 

第 5項に定めるところにより安全弁落下試験を行い、これに合格しなければならない。 

また、安全弁が容器元弁等の附属品に組み込まれた一体構造で製作され、安全弁が取り外せないものにつ

いては、附属品一体で安全弁落下試験を行うことができる。 

2 試験は、次の各号に定めるところに従って行うものとする。 

 (1) 安全弁の最低部が落下させる床面から 1.8ｍ以上の位置で保持した後、落下させる。 

(2) 安全弁を次の図に示す 6方向から落下させる。この場合、6方向からの自由落下を可能とする。 
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(3) 落下させる床面は、平滑で水平なコンクリート、またはこれと同程度の堅固な水平面とする。 

(4) 安全弁は、次項と第 4項に定める試験を行う上で、支障の無いように結合部を保護することができる。 

3  安全弁は、前項に定める試験を実施した後、当該安全弁が装置される容器の気密試験圧力以上の圧力を加

えることにより気密試験を行うものとする。 

4  安全弁は、第 2項と前項に定める試験を実施した後、当該安全弁が装置される容器の耐圧試験圧力となる温

度以下の温度を加えることにより作動試験を行うものとする。この場合、加圧状態にした安全弁を水、グリセリン

又はシリコーン油（以下「試験液」という。）に浸漬させ、試験液を攪拌しながら徐々に加熱することによって行う。

この場合、試験液の温度が当該安全弁の作動温度に近い温度に達したときは、１分間以上３分間以下に温度

が１℃上昇する割合で昇温させるものとする。 

5 試験は、安全弁に漏れ等がなく前項で規定する温度で作動するものを合格とする。 

 

3.4水素ステーションを併設する給油取扱所に関する検討 

昨年度はディスペンサーの並列設置に必要な安全対策として、漏洩ガソリンが水素ディス

ペンサー側へ流入することを防止するための集油溝を設置すること、並びに無人暖機運転

の安全対策として有資格者による遠隔監視体制を立案し、その検討結果の報告を消防庁に

実施した。 

 その結果、水素ディスペンサーとガソリンディスペンサーの並列設置については、現行

法で設置可能な圧縮水素充塡設備設置給油取扱所のレイアウトの具体例が、石油系原料を

用いる改質器の暖機運転については、遠隔監視体制を含む必要な安全対策が「危険物から

水素を製造するための改質装置の遠隔監視に必要な安全対策のあり方」として纏められ、

「圧縮水素充塡設備設置給油取扱所の安全対策に係る検討報告書」(平成 24年 3月 23日に

公表)に示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 
② 

③ 

④ 
⑤ 

⑥ 

道 路

ＩＣＥ車ＩＣＥ車

ＦＣ車ＦＣ車

ＩＣＥ車ＩＣＥ車

ＩＣＥ車ＩＣＥ車

ＩＣＥ車ＩＣＥ車

ＩＣＥ車ＩＣＥ車

ＩＣＥ車ＩＣＥ車

ＦＣ車ＦＣ車

給油機給油機

給油機給油機 給油機給油機

水素水素

現行法で可能な例示③： 並列 奥一部水素

集水溝
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Ｃ
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機
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機

ＩＣ
Ｅ
車

ＩＣ
Ｅ
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ＩＣ
Ｅ
車

ＩＣ
Ｅ
車

給
油
機

給
油
機

水
素

水
素

現行法で可能な例示①： 縦型 奥水素

集水溝

【現行法で可能なレイアウト例(抜粋)】 
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3.5公道とディスペンサーの離隔距離に関する検討 

平成 23 年度には、障壁材料の候補材として透明で使い勝手の良いポリカーボネートにつ

いて調査・検討を行なったが、障壁材質として不燃性が必要となるため、当該材料の採用

には至らなかった。そのため、現行例示基準で、敷地境界距離の緩和処置として認められ

ている鋼板製・コンクリート製障壁を前提に、水素ステーションに障壁を設置した場合の

レイアウト検討・安全性検討を実施し、技術の検討案を作成した。 

また平成 24年度は、海外基準における離隔距離決定方法の調査を実施しすることにより、

離隔距離短縮に関する広範な知識を習得する計画であり、平成 25年 2月末までに完了する

予定である。 

 

保安監督者
及び関係従業員

改質装置

制御盤

関係行政

駆けつけ

・携帯電話回線等
・携帯電話回線等

・携帯電話等

・公共交通、ﾀｸｼー、営業車等

②シャットダウン信号

①アラーム

③自動停止異常信号

水素スタンド

【異常信号の送信】
①アラーム信号
②シャットダウン信号
③自動停止異常信号

緊急通報

【遠隔停止信号の送信】

改質装置が停止していない

Ｓｔｅｐ-１

Ｓｔｅｐ-３

Ｓｔｅｐ-２

：信号の流れ

：人の動き

手動停止（緊急停止ボタン）
　・操作：駆けつけた保安監督者、従業員

改質装置が停止していない

①及び②の場合

③の場合

駆けつけ

・設定以上の地震と判断された時には、①アラーム
信号、②シャットダウン信号、③自動停止異常信
号の有無にかかわらず、保安監督者、従業員など
が施設に駆けつけ、確認を行う。

A社 Ｂ社

【遠隔監視体制（抜粋）】 
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3.6セルフ充てん式ステーションに関する検討 

水素ガスのセルフ充てんに関する高圧ガス保安法の関連条項の整理、ガソリンのセルフ充

てん開始時の消防法の改正内容の調査に加え、運用面では作業分析の実施、安全性につい

てはセルフ式ガソリンスタンドの事故事例の調査を実施した。その結果、法律面では事業

所従業員以外の顧客による水素充てん作業の容認、および充てん容器への充てんガスの種

類の確認方法などの課題を検討する必要が明らかとなった。また作業面、安全面からは作

業性の良い軽量な充てんノズルの必要性が明らかとなった。 

今後これらの課題の解決策等を検討し、平成 25年 2 月末までに、セルフ充てんを可能と

するための必要要件を纏める予定である。 

 

６ｍ

４ｍスタンド設備

水
素

デ
ィ
ス
ペ
ン
サ
ー

障壁

出入口

出入口

公

道

約12ｍ

ガ
ソ
リ
ン

デ
ィ
ス
ペ
ン
サ
ー

隣地

隣地

【障壁設置のレイアウト（例）と問題点】 

【検討結果】 

・障壁設置により、公道～ディスペンサー距離を短縮する 

ことは可能。 

・一方で、障壁設置時に車両出入り口を確保するために幅方向で 

敷地が必要となり、かつ車両出入り時の交通安全上の危険が 

発生することが明確となった。 

（参考）

高圧ガス設備～敷地境界
公道～ディスペンサ

規定無し2mVD-TUV Merkblatt 514

11.38m (35ft) ※43m (10ft) ※3NFPA52 (2010 edition)

5m ※25m ※1ISO DIS 20100

6m6m一般則7条の3第2項

Safety Distances

（参考）

高圧ガス設備～敷地境界
公道～ディスペンサ

規定無し2mVD-TUV Merkblatt 514

11.38m (35ft) ※43m (10ft) ※3NFPA52 (2010 edition)

5m ※25m ※1ISO DIS 20100

6m6m一般則7条の3第2項

Safety Distances

※1： ISO DIS 20100の14.2.2.3

※2： ISO DIS 20100の14.2.2.1.2、Table 2のCategory3,Complex system

※3： NFPA52(2010) Table9.3.1.4

※4： NFPA52(2010) Table9.3.1.3(b)。なお、2時間耐火防火壁により距離1/2に短縮可。

【海外における距離（例）】 
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3.7ディスペンサー周辺の防爆ゾーン基準に関する検討 

厚生労働省労働基準局長通達及び JISC60079-10:2008(爆発性雰囲気で使用する電気機器

器具-第 10部:危険箇所の分類)に示す危険箇所の区分と範囲を分類する設定手順に基づき、

特定圧縮水素スタンドに設置するディスペンサーの周囲 60cmを第二類危険箇所に規定した

民間自主基準案を作成した。 

【ディスペンサー周辺の危険箇所の区分と範囲の設定手順（概要）】 

ステップ 1 放出源の放出等級を決定する。 

ステップ 2 危険箇所の区分と範囲に影響を与える要因（放出量や放出速度）の 

評価を行う。 

ステップ 3 換気度を決定する。 

ステップ 4 換気の有効度を決定する。 

ステップ 5 危険箇所の区分を決定する。 

ステップ 6 計算により範囲を決定する。 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    セルフ充填での課題と対応策(案）：抜粋
○：防止（対応）可能なもの　　△：一定の効果が期待できるもの

高圧ガス保安法関連での対策

消防法関連での対策

　　　　　　　　　　　　　　　　対応策

　　セルフ充填での課題

１．セルフ充填（製造）の許可 課題
２．ＦＣＶ容器の記載内容を遵守し充填

充填可能期間を過ぎたものに充填しない △ 課題
充填すべき圧力 ○ ○ △

３．セルフ客への教育、従業員の責務
危害予防規程を定めセルフ客に遵守させる 課題
保安教育を実行する。 課題

４．適切な方法での充填
喫煙（火気）使用の注意 ○ △
ノズルを落として傷つける △ 課題
ノズルが重くて、操作できない 課題

５．異常発生時の適切な対応
設備の水素漏洩 ○ △ ○ △ ○
ロックが解除できず、ノズルが外れない ○
地震発生 ○ ○ ○
火災 ○ ○ ○

６．車両の適切な誘導
貯槽・ガス設備・容器置場への衝突防止策 ○ △
フルサービス・セルフサービスの間違い防止 ○

看
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・
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止
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示
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明
の
掲
示

人
体
の
静
電
気
除
去

水
素
漏
洩
検
知
器

従
業
員
に
よ
る
監
視

感
震
計

緊
急
離
脱
カ
プ
ラ

日
常
点
検

車
両
防
護
柵

火
炎
検
知
器

充
填
プ
ロ
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に
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る
制
御
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水素SSでの対策
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完
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シ
ス
テ
ム

過
流
防
止
弁

課
題
と
な
る
も
の
の
な
い
構
造

設
備
異
常
時
の
イ
ン
タ
ー
ロ

ッ
ク

圧
力
に
よ
る
ノ
ズ
ル
形
状

緊
急
停
止
ボ
タ
ン



Ⅲ2.3-14(14) 

 

 

          【危険場所の範囲（例）】 

 

ディスペンサー 

60cm 

60cm 

60cm 

60cm 60cm 60cm 

 

ディスペンサー周辺の危険箇所は、筐体の端面から、水平方向及び垂直方向の 

60cmの範囲を「電気機械器具防爆構造規格」に定める第二類危険箇所とする。 

 

3.8公道でのガス欠対応のための水素充てんに関する検討 

高速道路におけるガス欠対応時の必要水素ガス量は、水素ボンベ 1本（7ｍ3）程度である

こと、さらにこの程度の水素ガス量ならば、充てん設備および充てん場所の安全を確保す

ことにより、現行の高圧ガス保安法でも主要高速道路のサービスエリア、パーキングエリ

ア、インターチェンジ事務所近傍などの安全を確保できる場所を事前に都道府県に届ける

ことで、公道充てんが可能であることを確認した。 

また一般道でのガス欠時の対応策、充てん設備仕様の検討を実施中であり、平成 25 年 2

月末までに、公道充てん実施の必要要件を取りまとめる予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国内高速道路の調査】 

東北自動車道

ＳＡ数 ＰＡ数高速道路名 ＩＣ数

関越自動車道

東名高速道路

名神高速道路

北陸自動車道

中国自動車道

山陽自動車道

九州自動車道

ＰＡ・ＳＡ間距離 ＰＡ・ＳＡ・ＩＣ間距離

最長 平均 最長 平均

23226

6.8

15.667.0

44.2

99.1

14.424.8

ＳＡ・ＳＡ間距離

最長 平均

7.217.653.9 16.124.2

7.0

13.655.0

51.0 15.223.0

14.375.9 5.753.0 12.319.6

17.183.4 7.155.0 18.028.1

22.173.6 8.254.2 17.624.9

18.064.7 7.050.9 19.438.0

26.175.3 6.954.0 17.028.7

16165

424112

14154

34267

27309

31218

25196

合 計 -24021062 - - - - -

99.1 38.0 26.1

ＪＡＦのレスキュー方針を考慮すると、最長約３０ｋｍ・平均約１０ｋｍのレッカー移動後、ＳＡ・ＰＡ

ＩＣの事務所付近など安全な場所で、レスキュー車両による給ガスを行うことが妥当。

20首都高速 0

ＳＳ数

６

５

１５

4

８

９

８

６

６１

0 － － － －
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3.9フル充てんに対応した水素ステーションに関する検討 

平成 23年度は関連する国際基準である SAE TIR J2601 に基づき、水素ステーションの設

備構成、設備仕様、想定事故、および安全対策の検討を実施し、70MPa水素スタンド技術基

準案（省令、例示基準）にて対応可能であるとの見込みを得た。平成 24年度は、さらに国

際基準 SAE J2601、HFCV-gtrの検討状況を把握し、平成 25年 2月末までに技術基準見直し

に資する資料を作成予定である。 

 

【実証試験データ(例)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SAE J2601に規定する充填プロトコル（充填方法）を用いた実証試験において、 

すべての条件下で、過昇温/過昇圧/過充填にならず、安全な充填が可能であった。 

 

3.10水素ステーションでの水素保有量に関する検討 

杉並水素ステーションは建築基準法により水素を 3,500ｍ３しか貯蔵することが出来ない

ため、この貯蔵量の制限を超えて水素を貯蔵するには、建築基準法の個別許可を得る必要

がある。そこで、平成 23年度は杉並区や建築審査会等に向けた技術資料や質疑応答集を作

成し、杉並区・同建築審査会事前説明会・近隣住民への説明を実施した。 

また、水素輸送用トレーラーに係る関連法規、技術基準に基づき、35MPa級複合容器水素

トレーラー（1,435ｍ３）を設計・製作した。 

平成 24年度は水素貯蔵量の制限（3,500ｍ３）内で 35MPa級複合容器水素トレーラーを杉

並水素ステーションに留置き、水素トレーラーによる水素輸送・貯蔵の実績をつくった。

この実績を基に、水素貯蔵量の制限を超える個別許可申請を平成 25年 2月末までに行う予

定である。 

また、平成 23年度の杉並区等への説明を踏まえ、個別許可取得のための技術資料および

質疑応答集の改訂を実施し、個別許可取得に活用可能な汎用性の高い、建築審査会および

容器内ガス平均温度

容
器
内
ガ
ス
圧
力

0MPa

20MPa

40MPa

60MPa

80MPa

100MPa

-40℃ -20℃ 0℃ 20℃ 40℃ 60℃ 80℃ 100℃

: Default Type-3_36L : Default Type-4_39L : Alt_Type-3_36L : Alt_Type-4_39L

SOC = 100%
（70MPa, 15℃基準）

過昇圧
(P＞87.5MPa)

70MPa

過充塡
(SAE J2601基準)

Tank Temperature Limit
=85℃

15℃

過昇温
(T＞85℃)

SOC = 90%
（70MPa, 15℃基準）

容器内ガス平均温度

容
器
内
ガ
ス
圧
力

0MPa

20MPa

40MPa

60MPa

80MPa

100MPa

-40℃ -20℃ 0℃ 20℃ 40℃ 60℃ 80℃ 100℃

: Default Type-3_36L : Default Type-4_39L : Alt_Type-3_36L : Alt_Type-4_39L

SOC = 100%
（70MPa, 15℃基準）

過昇圧
(P＞87.5MPa)

70MPa

過充塡
(SAE J2601基準)

Tank Temperature Limit
=85℃

15℃

過昇温
(T＞85℃)

SOC = 90%
（70MPa, 15℃基準）
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公聴会向けの技術資料を平成 25年 2月末までに作成する予定である。 

 

 

 

 

 

 

35MPaトレーラー外観と内部容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

杉並ＳＴでの規制値内運用 

 

 

 

 

建築基準法の個別許可取得手順 

 

 

3.11プレクール設備冷凍機の保安距離短縮に関する検討 

プレクール設備冷凍機に関する関連法令の整理・検討、冷凍機に係る事故事例調査、プレ

クール設備冷凍機の仕様を確認した。そのうち事故事例調査では、不活性ガスを冷媒に使

用する冷凍機では不活性ガスの漏洩による酸欠事故が発生していることを把握した。 

平成 25年 2 月末までに、事故事例に加え想定事故に対する対応策の検討を実施し、その

結果に基づき安全対策を検討し、プレクール設備冷凍機の保安距離を、同一敷地内の高圧

ガス設備の保安距離（敷地境界距離）以下に短縮する技術基準の検討案を取り纏める予定

である。 

 

杉並区への事前相談
建築審査会への事前説明 個別許可申請 公聴会 建築審査会審査

区の許可
高圧ガス変更申請・許可

住民事前説明

杉並区への事前相談
建築審査会への事前説明 個別許可申請 公聴会 建築審査会審査

区の許可
高圧ガス変更申請・許可

住民事前説明
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3.12複合容器蓄圧器の設置等基準に関する検討 

複合容器蓄圧器の設計仕様を検討した結果、複合容器蓄圧器を水素ステーションへ設置す

るためには鋼製蓄圧器と同じく火災等による輻射熱への対策に加え、複合容器蓄圧器固有

の紫外線による樹脂等の劣化、飛来物による損傷などへの対策が必要となる可能性を把握

した。 

平成 25年 2 月末までに輻射熱、紫外線および飛来物等に対する対応策の検討結果に基づ

き、複合容器蓄圧器に必要となる安全対策を検討し、複合容器蓄圧器を水素ステーション

に設置することを可能とする技術基準の検討案を作成予定である。 

 

【複合容器蓄圧器の概略設計仕様（想定）】 

・設計圧力  ：106MPa以下     ・設計圧力  ：最高 85℃ 最低-40℃ 

・構造    ：フルラップ構造   ・耐圧部材料 ：炭素繊維 

・保護材料  ：ガラス繊維     ・樹脂材料  ：エポキシ樹脂 

 

 

 

FI
TIPI

調節弁遮断弁
プレクーラ
熱交換器

ブライン
槽

蒸発器
ポンプ

循環
ポンプ

FI

TI 受液槽

蒸発器

圧縮機

凝縮器

アキュムレータ

PI

膨張弁

PI

ファン

遮断弁

PIPI

溶栓

LS

LS

プレクール設備
FI

TIPI

調節弁遮断弁
プレクーラ
熱交換器

ブライン
槽

蒸発器
ポンプ

循環
ポンプ

FI

TI 受液槽

蒸発器

圧縮機

凝縮器

アキュムレータ

PI

膨張弁

PI

ファン

遮断弁

PIPI

溶栓

LS

LS

プレクール設備

継手は、溶接、ろう付け、ねじ込み継手、
フランジなど

材質：炭素鋼（STPG）、銅

サイズ：3 inch程度

配管

・シェル&チューブ型

・二重管型

・プレート型、等

設計圧：（冷媒側）3MPa程
度、（冷却水側）0.5MPa程

度

材質：銅、炭素鋼

凝縮器

・レシプロ式

・スクリュー式、等

モータ：27～37ｋW程度圧縮機

1次冷媒にアンモニア、プロパン等の吸引

毒性ガス・、可燃性ガスを使用しない
不活性ガスのフルオロ
カーボン

冷媒
ガス

備考スペック機器等

継手は、溶接、ろう付け、ねじ込み継手、
フランジなど

材質：炭素鋼（STPG）、銅

サイズ：3 inch程度

配管

・シェル&チューブ型

・二重管型

・プレート型、等

設計圧：（冷媒側）3MPa程
度、（冷却水側）0.5MPa程

度

材質：銅、炭素鋼

凝縮器

・レシプロ式

・スクリュー式、等

モータ：27～37ｋW程度圧縮機

1次冷媒にアンモニア、プロパン等の吸引

毒性ガス・、可燃性ガスを使用しない
不活性ガスのフルオロ
カーボン

冷媒
ガス

備考スペック機器等

【プレクール設備仕様(例)】 

概略フロー図 設備仕様：抜粋 
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4.まとめ及び課題 

4.1 CNGスタンド併設時の設備間距離に関する検討 

設備間に障壁を設置することによって、現行の設備間距離 6m よりも設備間距離が短

縮された一般高圧ガス保安規則第 7 条、第 7 条の 3 およびそれらに付随する例示基準

に関する技術基準案を平成 25 年 2 月末までに作成する予定である。 

 

4.2水素ステーションの保安検査基準に関する検討 

一般則第７条の３に準拠しつつ、蓄圧器の耐圧性能・強度の検査方法に超音波探傷検査

を採用することにより、蓄圧器の開放検査を不要とする特定圧縮水素スタンドの保安検査

基準案および定期自主検査指針案を作成した。 

 

4.3圧縮水素運送自動車用複合容器の安全弁に関する検討 

現状の溶栓式安全弁を対象とした技術基準(JIGA-TS/13/04)に、ガラス球式安全弁固有の

落下試験項目を追加することにより、安全性を担保した上でガラス球式安全弁を使用可能

とする技術基準案を作成した。 

これによりガラス球式安全弁使用への道が開けた。 

 

4.4水素ステーションを併設する給油取扱所に関する検討 

水素ディスペンサーとガソリンディスペンサーの並列設置については、現行法で設置可

能な圧縮水素充塡設備設置給油取扱所のレイアウトの具体例が、石油系原料を用いる改質

器の暖機運転については、遠隔監視体制を含む必要な安全対策が「危険物から水素を製造

するための改質装置の遠隔監視に必要な安全対策のあり方」として纏められ、「圧縮水素充

塡設備設置給油取扱所の安全対策に係る検討報告書」(平成24年3月23日に公表)に示された。 

 これにより、水素ディスペンサーとガソリンディスペンサーの並列設置、および石油系

原料を用いる改質器の無人暖気運転が可能となった。 

 

4.5公道とディスペンサーの離隔距離に関する検討 

公道とディスペンサーの離隔距離の緩和策として、鋼板製・コンクリート製の障壁を用

いた技術基準の検討案を作成した。ただし、障壁設置は車の出入り時に歩行者が見えない

などの危険性を伴う可能性があるため、平成24年度は、海外基準における離隔距離決定方

法の調査を実施しすることにより、離隔距離短縮に関する広範な知識を習得する計画であ

り、平成25年2月末までに終了予定である。 

 

4.6セルフ充てん式ステーションに関する検討 

事業所従業員以外の顧客による水素充てん作業の容認、充てん容器への充てんガスの種類

の確認方法、および軽量充てんノズルの必要性などの課題に対する解決策を検討すること
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により、セルフ充てんを可能とするめの必要な要件を平成 25年 2月末までに纏める予定で

ある。 

 

4.7ディスペンサー周辺の防爆ゾーン基準に関する検討 

ディスペンサー周辺60㎝を第二類危険箇所に規定した「ディスペンサー周辺の防爆基準

(案)」を作成した。 

 

4.8公道でのガス欠対応のための水素充てんに関する検討 

高速道路におけるガス欠対応時の必要水素ガス量は、水素ボンベ 1本（７ｍ３）程度であ

り、充てん設備および充てん場所の安全を確保すことにより、現行の高圧ガス保安法でも

主要高速道路のサービスエリア、パーキングエリア、インターチェンジ事務所近傍などの

場所を特定することで、公道充てんが可能であることを確認した。 

また充てん設備仕様、充てん方法、および安全対策など、高速道路および一般道での充て

んを可能とするための必要要件を平成 25年 2月末までに取り纏める予定である。 

 

4.9フル充てんに対応した水素ステーションに関する検討 

70MPa水素スタンド技術基準案（省令、例示基準）にて国際基準SAE TIR J2601には対応

可能であるとの見込みを得たが、平成25年2月末までに国際基準SAE J2601、HFCV-gtrで採

用される充填方法を反映した技術基準の見直しに資する資料を作成予定である。 

 

4.10水素ステーションでの水素保有量に関する検討 

関連法令に適合した複合容器水素トレーラーを製作し、安全な水素トレーラーによる水

素輸送、水素ステーションへ留置き、水素貯蔵実績をつくった。その実績をもとに、水素

貯蔵量が規制値を超える水素ステーションの建築基準法の個別許可を平成 25年 2月末まで

に取得する予定である。 

また、個別許可申請・取得に必要な建築審査会・公聴会向けの技術資料（安全対策、安

全管理体制などを記載）および質疑応答集を、有識者の知見を得て平成 25年 2月末までに

作成する予定である。 

今後も貯蔵量の制限を超える個別許可取得の事例を更に蓄積するとともに、水素輸送・

貯蔵技術の進展が必要である。 

 

4.11プレクール設備冷凍機の保安距離短縮に関する検討 

事故事例に加え想定事故に対する対応策の検討を実施し、その結果に基づく安全対策を

講じることにより、プレクール設備冷凍機の保安距離を、同一敷地内の高圧ガス設備の保

安距離（敷地境界距離）以下に短縮する技術基準の検討案を、平成25年2月末までに作成す

る予定である。 
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4.12複合容器蓄圧器の設置等基準に関する検討 

火災による輻射熱、紫外線による樹脂等の劣化、および飛来物による損傷などへの安全対

策を講じることにより、水素ステーションへの複合容器蓄合器の設置を可能とする技術基

準の検討案を、平成 25年 2月末までに作成する予定である。 

 

5.実用化・事業化見通し 

5.1 CNGスタンド併設時の設備間距離に関する検討 

本事業で作成した、一般高圧ガス保安規則第 7 条、第 7 条の 3 およびそれらに付随

する例示基準に関する技術基準の検討案を元に、平成 25 年度以降、経済産業省 原子

力安全・保安院 保安課にて、省令や例示基準への取り込みについて検討される。 

 

5.2水素ステーションの保安検査基準に関する検討 

本事業の成果を基に、平成 24 年度に民間自主基準である｢保安検査基準（JPEC-S0001）｣

が制定される。さらに保安検査基準については経済産業省による審査にて安全性が確認さ

れた場合、保安検査告示にて保安検査の方法として指定される予定である。 

 

5.3圧縮水素運送自動車用複合容器の安全弁に関する検討 

燃料電池自動車に関する熱作動式安全弁を含む国際調和の検討状況などの海外の検討状

況も考慮し、平成 25年度から民間が実施する現状の技術基準案の見直し作業の後、民間自

主基準が制定される予定である。 

 

5.4水素ステーションを併設する給油取扱所に関する検討 

消防庁が公表した「圧縮水素充塡設備設置給油取扱所の安全対策に係る検討報告書」(平

成 24年 3月 23日に公表)、および危険物から水素を製造するための改質装置の遠隔監視に

必要な安全対策について」(平成 24年 5月 23日、消防危第 140号)に関する通知に基づき、

平成 24年度以降、水素ステーションでのガソリンと水素ディスペンサーの並列設置、およ

び石油系原料を用いた改質装置の遠隔監視による無人暖気運転が実施可能となった。 

 

5.5公道とディスペンサーの離隔距離に関する検討 

本事業の成果は、平成 25 年度から民間が継続して実施する公道・ディスペンサー離隔距

離等の短縮に関わる検討に活用される予定である。 

 

5.6セルフ充てん式ステーションに関する検討 

本事業の成果は、平成 25 年度以降の水素ステーションの普及状況を考慮しつつ、民間が

実施するセルフ充てん式水素ステーションの実現に向けた将来の検討に活用される予定で

ある。 
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5.7ディスペンサー周辺の防爆ゾーン基準に関する検討 

本事業の成果をもとに、平成 24年度には民間自主基準である｢ディスペンサー周辺の防爆

基準（JPEC-S0004）｣が制定された。その後、経済産業省により厚生労働省に当該基準の妥

当性の確認が行われ、妥当性が確認された場合、都道府県に対して本基準の内容が周知さ

れる予定である。 

 

5.8公道でのガス欠対応のための水素充てんに関する検討 

本事業の成果は、平成 25 年度から民間が継続して実施する実証試験含む検討に活用され

る予定である。 

 

5.9フル充てんに対応した水素ステーションに関する検討 

本事業の成果をもとに、平成 25年度に高圧ガス保安協会による技術的妥当性が評価され、

その後経済産業省により安全性が確認された場合、省令・例示基準の見直しが行なわれる

予定である。 

 

5.10水素ステーションでの水素保有量に関する検討 

 水素ステーションの水素貯蔵量の制限を超える個別許可を蓄積し、平成 25年以降は国土

交通省により政令改正等の必要な措置が講じられることにより、水素ステーションでの水

素保有量が増加される予定。 

 

5.11プレクール設備冷凍機の保安距離短縮に関する検討 

本事業の成果をもとに、平成 25 年度に高圧ガス保安協会にて技術的妥当性が評価され、

その後経済産業省により安全性が確認された場合、省令・例示基準の見直しが行なわれる

予定である。 

 

5.12複合容器蓄圧器の設置等基準に関する検討 

本事業の成果をもとに、平成 25 年度に高圧ガス保安協会にて技術的妥当性が評価され、

その後経済産業省にて安全性が確認された場合、省令・例示基準の見直しが行なわれる予

定である。 

 





 

 当該決定を踏まえ、関係省庁は事業者団体等からのヒアリングを行い、関係者との協

議を行って、規制の再点検に係る工程表を別紙のようにとりまとめた。 

 

 

３．工程表を作成した検討項目  

 

 具体的には、２０１５年の燃料電池自動車・水素ステーションの普及開始に向けて、

以下の１６項目について、工程表を作成した。 

  

＜工程表に盛り込まれた項目＞ 

１．70MPa 水素スタンドに対応した技術上の基準や例示基準の整備  

２．CNGスタンドとの併設をより容易にするための設備間距離規制の緩和  

３．保安検査の簡略化に向けた保安検査基準の策定と保安検査方法告示での指定  

４．市街地における水素保有量の増加 

５．設計係数の低い特定設備、配管等の技術基準適合手続の簡略化  

６．例示基準に記載された使用可能鋼材の拡大  

７．圧縮水素運送自動車用複合容器の最高充填圧力引上げ（35MPa→45MPa 程度）のた

めの例示基準の改正  

８．圧縮水素運送自動車用複合容器の安全弁に熱作動式安全弁（ガラス球式）を追加す

るための附属品の例示基準の改正  

９．圧縮水素運送自動車用複合容器・附属品に対する刻印方式の特例の創設  

１０．水素スタンド蓄圧器への複合容器使用に向けた技術基準適合手続の簡略化  

１１．水素ステーション併設に係る給油取扱所の規制の合理化 

１２．公道とディスペンサーとの距離に係る障壁等の代替措置の創設  

１３．セルフ充填式水素スタンド実現に向けた高圧ガス製造の許可を受けた者以外によ

る水素の充填行為の許容  

１４．水素ディスペンサー周辺の防爆ゾーン基準の明確化  

１５．公道でのガス欠対応のための充填場所の確保 

１６．フル充填に向けた最高充填圧力の変更と例示基準の改正  

 

 

４．工程表のフォローアップについて 

 

 今回作成された工程表について、関係省庁は毎年フォローアップを行い、進捗状況に

より見直しを行うものとする。 

 



   （別紙）

２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度以降

1
高圧ガス
保安法

経済産業省

70MPa水素スタンド
に対応した技術上
の基準や例示基準
の整備

・2011年度：高圧ガス保安協会は、水
素供給関連事業者を含む民間団体
等（以下、「民間団体等」）が作成した
70MPa基準（省令・例示基準案）につ
いて、経済産業省の調査研究事業等
を活用し、安全性評価・適合性評価を
実施する。

・2012年度：経済産業省は、高圧ガス
保安協会の評価結果及び他の規制
見直し項目の見直し結果を受けて、
安全性が確認された場合、省令及び
例示基準の改正を行う。

2
高圧ガス
保安法

経済産業省

CNGスタンドとの併
設をより容易にする
ための設備間距離
規制の緩和

・2012年度まで：民間団体等は、高圧
ガス保安協会の助言を得て、CNGス
タンドと水素スタンドの併設における
設備間距離を緩和とすることについて
有識者検討会議を実施し、安全性の
担保に係る考えを整理・検討・評価
し、結論を得る。
加えて、必要に応じて、民間団体等
は、CNGスタンドと水素スタンドの併
設における設備間距離を緩和するこ
とについて、大臣特認の手続きを行
う。

・2013年度以降：経済産業省は、大臣
特認の実績や、有識者検討会議の検
討結果を踏まえ、省令及び例示基準
へのとりこみの可否について検討を
行う。

3
高圧ガス
保安法

経済産業省

保安検査の簡略化
に向けた保安検査
基準の策定と保安
検査方法告示での
指定

・2011年度：民間団体等は、高圧ガス
保安協会の参画を得て、特定圧縮水
素スタンドに係る保安検査基準を作
成する。

・2012年度：経済産業省は、作成され
た保安検査基準を審査し、安全性が
確認された場合、保安検査告示にて
保安検査の方法として指定する。
その際、一般高圧ガス保安規則別表
３及びコンビート等保安規則別表４の
該当部分を削除する。

4
建築基準
法

国土交通省
市街地における水
素保有量の増加

・2010年度：国土交通省は、建築基準
法の圧縮水素の貯蔵量規制につい
て、安全性に関する検討を行い、合
理的な水素貯蔵量の基準について、
個別許可に係る技術的助言を行う。

・2011年度以降：民間団体等は個別
許可により、圧縮水素の貯蔵量の規
制値を超えた水素スタンドの建設を
行う。

・2012年度：国土交通省は、水素スタ
ンドの建設に係る個別許可事例の蓄
積を踏まえ、規制の合理化等につい
て検証を行い、結論を得る。

・2013年度以降：国土交通省は、必要
に応じて、2012年度の検証結果及び
更なる事例の蓄積・技術の進歩等を
踏まえ、必要な措置を講ずる。

5
高圧ガス
保安法

経済産業省

設計係数の低い特
定設備、配管等の
技術基準適合手続
の簡略化

・2012年度まで：民間団体等は、高圧
ガス保安協会の参画を得つつ、経済
産業省が実施する技術開発及び有
識者検討会議の経過を踏まえて、設
計係数の低い特定設備並びに配管
等に係る民間基準案を作成する。加
えて、民間団体等は当該基準策定を
見据えて大臣特認、配管等に係る事
前評価の手続き等を行う。

・2013年度：高圧ガス保安協会は、経
済産業省が実施する技術開発及び
有識者検討会議の成果を踏まえて、
KHKS0220(2004)超高圧ガス設備に
関する基準の拡充（あるいは水素スタ
ンド関係設備のための別の基準の策
定）を行う。

6
高圧ガス
保安法

経済産業省
例示基準に記載さ
れた使用可能鋼材
の拡大

・2012年度まで：民間団体等は、高圧
ガス保安協会の参画を得つつ、経済
産業省が実施する技術開発及び有
識者検討会議の経過を踏まえて、使
用可能鋼材の拡大に係る民間基準を
作成するとともに、当該基準に係る鋼
種を拡大するための実験データを取
得する。

・2013年度：高圧ガス保安協会は、当
該民間基準について、技術基準への
適合性評価を実施する。
経済産業省は評価結果を受けて、安
全性が確認された場合、例示基準の
改正を行う。

7
高圧ガス
保安法

経済産業省

圧縮水素運送自動
車用複合容器の最
高充填圧力引上げ
（35MPa→45MPa程
度）のための例示
基準の改正

・2011年度：民間団体等は、高圧ガス
保安協会の参画を得つつ、経済産業
省が実施する技術開発及び有識者
検討会議の経過を踏まえて、最高充
填圧力45MPa程度の圧縮水素運送
自動車用複合容器に係る民間基準を
作成し、必要に応じて当該基準の安
全性を検証するための実験データを
取得する。

・2012年度：高圧ガス保安協会は、当
該民間基準案について、技術基準へ
の適合性評価を実施する。
経済産業省は、評価結果を受けて、
安全性が確認された場合、例示基準
の改正を行う。

●　規制の再点検に係る工程表　２０１５年の燃料電池自動車・水素ステーションの普及開始に向けて、実施すべき事項

法令名 関係省庁 検討事項
再点検実施スケジュール



２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度以降
法令名 関係省庁 検討事項

再点検実施スケジュール

8
高圧ガス
保安法

経済産業省

圧縮水素運送自動
車用複合容器の安
全弁に熱作動式安
全弁（ガラス球式）
を追加するための
附属品の例示基準
の改正

・2011年度：民間団体等は、経済産業
省、高圧ガス保安協会の助言を得て
有識者検討会議を実施し、圧縮水素
運送自動車用複合容器の安全弁に
熱作動式安全弁（ガラス球式）を用い
る場合の安全性について検討する。
民間団体等は、有識者検討会議にお
ける審議結果を反映させた民間基準
を作成するとともに、必要に応じて当
該基準の安全性を検証するための実
験データを取得する。

・2012年度：高圧ガス保安協会は、当
該民間基準について、技術基準への
適合性評価を実施する。
経済産業省は、評価結果を受けて、
安全性が確認された場合、例示基準
の改正を行う。

9
高圧ガス
保安法

経済産業省

圧縮水素運送自動
車用複合容器・附
属品に対する刻印
方式の特例の創設

・2011年度上半期：経済産業省は、圧
縮水素運送自動車用複合容器・附属
品に対する刻印方式に係る問題点の
把握、技術的検討及び評価を行い、
安全性が確認された場合、省令・容
器保安規則細目告示の改正を行う。

10
高圧ガス
保安法

経済産業省

水素スタンド蓄圧器
への複合容器使用
に向けた技術基準
適合手続の簡略化

・2012年度まで：民間団体等は、高圧
ガス保安協会の参画を得つつ、経済
産業省が実施する技術開発及び有
識者検討会議の経過を踏まえて、水
素スタンド蓄圧器への複合容器使用
に係る民間基準案を作成するととも
に、当該基準の安全性を検証するた
めの実験データを取得する。

・2013年度：高圧ガス保安協会は、経
済産業省が実施する技術開発及び
有識者検討会議を通じて得られた
データ等を基に、ASME　Sec.X等を参
考に基準を作成する。

11 消防法 消防庁
水素ステーション併
設に係る給油取扱
所の規制の合理化

・2011年度：消防庁は、給油取扱所に
70MPaの水素充てん設備を設置した
水素ステーションを併設する場合に
必要な安全対策等について、有識者
検討会議を設置し、検討を行う。

・2012年度：消防庁は、2011年度の検
討結果を踏まえ、結論が得られた事
項について必要な措置を講ずる。

12
高圧ガス
保安法

経済産業省

公道とディスペン
サーとの距離に係
る障壁等の代替措
置の創設

・2011年度：民間団体等は、経済産業
省、高圧ガス保安協会の助言を得て
有識者検討会議を実施し、公道とディ
スペンサーとの距離に係る障壁等の
代替措置についての研究及び当該代
替措置の安全性を検証するための実
験データの取得を行う。

・2012年度：経済産業省は、データの
安全性を検証、評価した上で、安全
性が確認された場合、技術基準を整
備（省令を改正）する。民間団体等
は、必要があれば実験データの補強
を行う。また、民間団体等は、民間基
準を作成し、高圧ガス保安協会が当
該民間基準について技術基準への適
合性の評価を実施する。

・2013年度：経済産業省は、評価結果
を受けて、安全性が確認された場合、
例示基準の改正を行う。

13
高圧ガス
保安法

経済産業省

セルフ充填式水素
スタンド実現に向け
た高圧ガス製造の
許可を受けた者以
外による水素の充
填行為の許容

2012年度まで：民間団体等は、経済
産業省、高圧ガス保安協会の助言を
得て有識者検討会議を実施し、水素
スタンドにおけるセルフ充填に必要な
充てん者への教育、マニュアルを必
要としない安全な充填手法、安全確
保のためのシステム、設備、水素スタ
ンドの稼働実績等の必要要件につい
て検討し、データ取得・整理を行う。

14
高圧ガス
保安法

経済産業省

水素ディスペン
サー周辺の防爆
ゾーン基準の明確
化

・2011年度：経済産業省は、「高圧ガ
ス保安法及び関係政省令の運用及
び解釈について（内規）」における電
気設備と火気に関する記述を追加
し、各都道府県に通知する。民間団
体等は、水素ディスペンサー周辺の
防爆ゾーンに係る民間自主基準を作
成する。

・2012年度：経済産業省は、厚生労働
省に当該自主基準の妥当性を確認
し、妥当性が確認された場合、都道
府県に対し、当該民間自主基準の内
容について周知を行う。

※今後、引き続き技術の進歩を見

極めつつ、安全対策の確保を前提

に、必要に応じて水素ステーション

併設に係る給油取扱所の規制の合

理化を図る。



２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度以降
法令名 関係省庁 検討事項

再点検実施スケジュール

15
高圧ガス
保安法

経済産業省
公道でのガス欠対
応のための充填場
所の確保

・2012年度まで：民間団体等は、経済
産業省、高圧ガス保安協会の助言を
得て有識者検討会議を実施し、公道
でのガス欠に対応するために必要と
なる安全な水素充填方法について検
討する。
民間団体等は、有識者検討会議にお
いて必要とされた技術開発・安全性
評価研究並びにガス欠対応のための
所要の体制整備の検討等を行う。

16-1
高圧ガス
保安法

経済産業省

フル充填に向けた
最高充填圧力の変
更と例示基準の改
正【容器則関連】

　

・2011年度：民間団体等は、70MPa燃
料電池自動車のタンクにフル充填す
るために、急速充填の安全性を検証
するための実験データを取得する。

・2012年度：民間団体等は、民間基準
（省令改正・例示基準案：最高充填圧
力70MPa→75MPaへの引上げ、容器
附属品の設計確認試験を含む）を作
成する。民間団体等は、必要があれ
ば、実験データの補強を行う。

・2013年度：高圧ガス保安協会は、当
該民間基準について技術基準として
の技術的妥当性に関する評価を実施
する。経済産業省は、評価結果を受
けて、安全性が確認された場合、省
令及び例示基準の改正を行う。

16-2
高圧ガス
保安法

経済産業省

フル充填に向けた
最高充填圧力の変
更と例示基準の改
正【一般則関連】

・2011年度：民間団体等は、安全なフ
ル充填の方策についての技術開発・
安全性評価研究を実施し、安全性を
検証するための実験データを取得す
る。

・2012年度：民間団体等は、実験デー
タに基づく民間基準（省令・例示基準
案）を作成する。民間団体等は、必要
があれば、実験データの補強を行う。

・2013年度：高圧ガス保安協会は、当
該民間基準について技術基準として
の技術的妥当性の評価を実施する。
　経済産業省は、評価結果を受け、
安全性が確認された場合、水素スタ
ンドの常用圧力82MPaを上限とする
省令及び例示基準の改正を行う。

※　本工程表は、毎年度フォローアップを行い、進捗状況により見直しを行うものとする。特に、2015年に燃料電池自動車・水素ステーションの普及を開始するため、民
間団体等は2012年度末に経営判断を行うこととしていることを鑑み、進捗に応じて随時前倒しを検討し、可能である場合は工程表の期限を待たずに取り組むものとす
る。



Ⅳ-(1) 

 

 

Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて 

 （実用化の見通しについて） 

１．実用化、事業化の見通しについて 

ＮＥＤＯ燃料電池・水素技術開発ロードマップでは、水素製造・輸送・供給技術について２０１５

年頃、２０２０年頃、２０３０年頃の水素ステーションコスト、水素供給コストの目標をはじめ各要

素機器の事業化に向けた課題を明確化している。また、水素貯蔵技術について水素貯蔵システムの 

重量密度・体積密度、容器コストの目標をはじめ、各種容器、水素貯蔵材料の事業化に向けた課題を

明確化した。前述した燃料電池実用化推進協議会（ＦＣＣＪ）が平成２２年３月に発表した「ＦＣＶ

と水素ステーションの普及に向けたシナリオ」において、２０１５年がＦＣＶの一般ユーザー普及開

始を目指す年と位置づけられている。さらに、特出すべき内容は２０２５年がＦＣＶ・ステーション

の自立拡大開始の年として、前提条件としてＦＣＶユーザーのメリット（価格・利便性等）が確保さ

れて順調に普及が進んだ場合、ＦＣＶ累計２００万台程度、水素ステーション１０００箇所程度とし

ている。これは、水素ステーション設置及び水素コストが目標に達し、水素ステーションビジネスが

成立する時期として、１水素ステーション当たりＦＣＶ２０００台という目標数値である。 

本事業で得られた成果として、７０ＭＰａ級水素ステーション機器システム・要素技術の開発を 

行い、事業適用可能性の見通しが得られたこと、これにより設備コスト２億円以下を見通せる技術を

確立できたことがあげられる。さらに、規制合理化に関する各種技術基準案、一般則例示基準案等を

作成し、使用可能鋼材拡充に関して、一般則例示基準の改正の見込みが得られた。これらの成果より、

７０ＭＰａ商用水素ステーションの建設が可能となる。 

今後２０２５年水素ステーション１０００ヶ所への拡大に向けては、更なる低コスト化が必要とな

るため、低コスト材料の開発や広温度範囲の材料評価技術確立や、使用鋼種拡大に関する規格化や 

蓄圧器の非解体検査化に取り組むことが重要と考えられる。 

 

＜実用化イメージ図＞ 

オンサイト水素ステーションは、現地の水素ステーションで都市ガス等から改質し水素を製造し 

圧縮機を介して蓄圧器に貯蔵し、ディスペンサーよりＦＣＶへ供給するものである。 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅳ-(2) 

 

オフサイト水素ステーションは、製鉄所、製油所等からの副生水素を水素トレーラにより水素 

ステーションまで運搬し、圧縮機を介して蓄圧器に貯蔵し、ディスペンサーよりＦＣＶへ供給する 

ものである。 

 

 

 

 

 

 

1.1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」の実用化、事業化の見通しについて 

水素供給インフラ市場立上げ（２０１５年頃を想定）のためには、水素ステーション及び水素貯

蔵・輸送容器に関し、低コストかつ耐久性に優れた機器及びシステムを市場投入する必要がある。 

複数機器を連結した「水素供給システム」として、70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器や 

車載等水素貯蔵容器の低コスト化・コンパクト化に繋がる開発を行うと共に、水素供給システム全体

としての必要性がある。 

システム技術開発では、設備コスト２億円以下を見通せる技術を確立できた。 

ただし、２０２５年水素ステーション１０００ヶ所への拡大に向けては、更なる低コスト化が必要

と考えられる。このため、更なる低コスト化に向け、材料開発や広温度範囲の材料評価技術確立に 

取り組むことが重要と考えられる。 

 

1.2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」の実用化、事業化の見通しについて 

複数機器を連結した「水素供給システム」として、７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション 

機器や車載等水素貯蔵容器のシステム技術開発を支える要素機器として、水素製造装置、圧縮機、 

蓄圧器、ディスペンサー、渦流防止弁、緊急離脱カプラー、車載高圧水素ガス容器、複合容器、水素

貯蔵材料、熱交換機等々がある。これら要素機器についても低コスト化や高耐久化に向けた開発を

行ってきた。 

要素技術開発についても、個別の性能目標を達成し、２億円／システムの達成可能性を提示するこ

とができた。以下を見通せる実用化、事業化の見通しと同様に進捗するものと考えられる。 

ただし、Ⅰ「システム技術開発」と同様に２０２５年水素ステーション１０００ヶ所への拡大に 

向けては、更なる低コスト化が必要と考えられる。このため、更なる低コスト化に向け、低コスト材

料を使用した機器の耐久性評価等に取り組むことが重要と考えられる。これらの要素機器を製作する

実施者のすそ野は大きく、またこれらの要素機器のメンテナンス、定期検査等の関連分野への波及効

果も大きくものと考えられる。関連分野の拡大により技術的な進歩、経済的な効果も期待出来る。 

 



Ⅳ-(3) 

 

 

1.3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」の実用化の見通し等について 

研究開発項目Ⅲは、２つのテーマがある。一つは次世代技術開発のテーマであり、水素エネルギー

の導入・普及に関する技術開発において、ブレイクスルーを見出すためには、化石燃料以外からの 

水素製造など、新規の概念に基づく革新的な次世代技術の探索及び同技術の有効性確認・検証を常に

行うことが不可欠である。 

このような観点から、国際研究協力を含む国内外技術開発動向の調査、革新的な次世代技術の 

探索・有効性検証を行い、水素・燃料電池に係る国際関連機関の研究・政策動向を調査し、情報を 

産業界に展開した。 

もう一つは、規制見直しや国際標準化に関するテーマであり、早期に水素社会を実現するためには、

開発技術が反映される水素エネルギー導入・普及のための技術開発シナリオの設定・技術開発動向に

対応した適時見直し、及び国内規制の見直し、国際標準化が不可欠である。 

このため、規制合理化に関する各種技術基準案、一般則例示基準案等を作成し、使用可能鋼材拡充

において、一般則例示基準の改定の見込みを得た。また国際標準化については本事業の成果が水素燃

料仕様、安全規格、性能規格に反映され、ＦＣＶの国際商品化、水素インフラの低コスト化等に貢献

する見込みを得た。今後、２０２５年自立拡大開始に向けて、更なる低コスト化が必要であり、使用

鋼種拡大に関する規格化、蓄圧器の非解体検査化等に取り組む必要があると考えられる。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付－１：イノベーションプログラム基本計画 

  



平成２１・０３・２６産局第１号

平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日

エネルギーイノベーションプログラム基本計画

１．目的

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要すると

ともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組

を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方

向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、長期にわたり軸のぶれない取組の実

施が可能となる。

エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効果ガスを２０５０年までに半減すると

いう長期目標を達成するため、以下に政策の柱毎に目的を示す。

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成して

いる。今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエ

ネルギー利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部

門において、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、我が国エネルギー需給構造上、最も脆弱

性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となっ

ている。

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存

度が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向

性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温暖

化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ

向けての課題が存在する。

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進の

ための関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー

源である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安

全保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、

我が国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、

その有効かつクリーンな利用を図る。
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２．政策的位置付け

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定）

２００８年６月の福田総理（当時）のスピーチ「福田ビジョン」等を受け、我が国が

低炭素社会へ移行していくための具体的な道筋を示すため、国全体を低炭素化へ動か

す仕組みや革新的な技術開発、国民一人ひとりの行動を促すための取組について策定。

「環境エネルギー技術革新計画」や「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」等に

示された革新的技術の開発に５年間で３００億ドル程度を投入するという具体的な

目標が示された。

○ 環境エネルギー技術革新計画（２００８年５月）

温室効果ガスの大幅な削減を目指すだけでなく、エネルギー安全保障、環境と経済の

両立、開発途上国への貢献等を考慮し、以下の戦略等を策定。

１．低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略

２．国際的な温室効果ガス削減策への貢献策

３．革新的環境エネルギー技術開発の推進方策

○ Cool Earth－エネルギー革新技術計画（２００８年３月）

２００７年５月の総理イニシアティブ「クールアース５０」を受け、世界全体の温

室効果ガスの排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達

成するため、エネルギー分野における革新的な技術開発について検討をおこない、２

１の技術を選定。

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定）

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、

１．総合エネルギー効率の向上に資する技術

２．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術

３．運輸部門のエネルギー多様化に資する技術

４．新エネルギーに関する技術

５．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術

以上が位置づけられている。

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月）

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため

１．省エネルギーフロントランナー計画

２．運輸エネルギーの次世代化計画

３．新エネルギーイノベーション計画

４．原子力立国計画

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。
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○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議）

資源・エネルギー政策の戦略的展開として

１．省エネルギーフロントランナー計画

２．次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化

３．新エネルギーイノベーション計画

４．原子力立国計画

５．資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化

以上が位置づけられている。

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定）

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。

３．達成目標

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス効率

向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、ＧＤＰ当たりのエネルギ

ー消費指数を２０３０年度までに少なくても３０％改善することを目指す。

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的なエ

ネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指すこと

で、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。
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４．研究開発内容

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

４－Ⅰ－ⅰ．共通

（１）省エネルギー革新技術開発事業（運営費交付金）

①概要

テーマ公募型事業として、「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」に基づき、

「先導研究」、「実用化開発」及び「実証研究」の３つの技術開発フェーズに加え、

「挑戦研究」フェーズを追加し、革新的な省エネルギー技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比べて２０５０年までに半減するとい

う長期目標を実現するための「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」の主旨に基

づき、大幅な省エネルギー効果を発揮する革新的なエネルギー使用合理化技術に

ついて研究開発・実用化を推進する。

③研究開発時期

２００３年度～２０１３年度

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金）

①概要

産業界や社会のニーズに応える省エネルギー技術のシーズの発掘とその育成、

並びに、省エネルギー技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目

的のため、産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立

行政法人の研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって省

エネルギー効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人

を特定して助成金を交付する。

②技術的目標及び達成時期

独創性のある研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する競争

的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用化が

有望な革新的省エネルギー技術の研究開発を促進する。本事業では革新的省エネ

ルギー技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率

を１００％とすることを目標とするとともに、省エネルギー技術に関する次世代

の研究リーダーの育成を図る。

③研究開発期間

２０００年度～

（３）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）
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４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。

②技術的目標及び達成時期

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１７年度

（２）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）

①概要

高品位な製鉄材料（鉄鉱石・石炭等）の入手が困難になってきていることから、

原料使用量の低減及び、比較的入手が容易な低品位原料の使用拡大を図ることが

喫緊の課題となっている。本技術開発では、還元剤として低品位な石炭と鉄鉱石

の塊成物を開発し、炉内反応の高速化・低温化を実現することにより、省エネル

ギーで高効率な革新的製銑プロセスを開発する。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、①革新的塊成物の組成・構造条件の探索、②革新的塊成

物の製造プロセス、③革新的塊成物による高炉操業プロセスを開発する。これら

による効果は、年産４００万トン規模の中型高炉に適用した場合の炭材使用量の

うち高品位炭使用量が約８０％から５０％程度に削減可能となるとともに、革新

的塊成物を高炉に使用する操業技術の改良による還元材比の低減により、新開発

のプロセスを含めた製銑プロセスでの投入エネルギーは約１０％削減される。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

（３）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金）

①概要

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラス原料をガラス化することにより、

極めて効率的にガラスを気中で溶融（インフライトメルティング法）し省エネに

資する革新的ガラス溶融プロセス技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１２年度までに、インフライトメルティング法により原料を溶解する技術、

カレットをガラス原料として利用するため高効率で加熱する技術、カレット融液

とインフライトメルティング法による原料融液とを高速で混合する技術を開発す

る。
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③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（４）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、マイクロリアク

ター、ナノ空孔などの精密反応場を利用し、反応分子の自由な運動を活性種レベ

ルで制御した革新的な化学反応プロセスと新機能材料創成技術の確立を目指す。

さらに、マイクロリアクターとナノ空孔反応場の組み合わせ、各反応場とマイク

ロ波等のエネルギー供給手段との組み合わせにより協奏的反応場を構成し、さら

なる高効率生産等を可能にする基盤技術を開発する。これらの技術の確立により、

反応システムの小型化、多段プロセスの簡略化等を通じた化学産業の製造工程等

の省エネルギー化を図る。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術を軸とし、これ

らに更にマイクロ波、超臨界流体等のエネルギー供給手段を組み合わせた協奏的

反応場を構成することにより、これまでにない革新的な化学反応プロセスを確立

し、新機能材料創成技術を実現する。さらに、これらの技術を用いて高性能・高

機能電子材料、医薬中間体などの部材を開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金）

①概要

プラント、構造物や自動車等の革新的な高効率化、省エネルギー化、長寿命化、

安全・安心化を図るため、最新の科学的知見を導入し、鉄鋼材料及び鋼構造体を

超高機能化する基盤的研究開発を行う。具体的には、高強度鋼、高機能鋼の実用

化拡大の基盤となる (１)高級鋼厚板(高強度鋼、極低温用鋼、耐熱鋼)溶接部の信

頼性・寿命を大幅に向上する溶接施工技術（高密度・清浄熱源溶接技術）、及びク

リープ破壊、金属組織制御技術を基本とする溶接材料技術（クリープ破壊及び水

素破壊の機構解明等を踏まえた）の開発、(２)部材の軽量化を図るために強度、

加工性等の最適機能傾斜を付与する機械部品鍛造技術（駆動部材の信頼性確保の

ための耐疲労破壊特性の向上を踏まえた）の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、高級鋼厚板（高強度鋼・極低温用鋼・耐熱鋼）の溶接を

予熱・後熱なしに可能とする溶接技術と材料技術を開発するとともに、傾斜機能

部材の鍛造技術を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度
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（６）希少金属等高効率回収システム開発

①概要

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された

後は、非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されている

ため、多大なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に

限定されており、その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。この

ため、湿式製錬技術を活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の

省エネルギー及び希少金属等の回収率向上を図る。

②技術目標及び達成時期

・ 従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現（省

エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減）

・ 廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上（イ

ンジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％タンタ

ル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース ０％→８０％）

③研究開発期間

２００７年度～２０１０年度

（７）低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発

①概要

世界的な鉱石品位の低下、不要元素等の不純物の増加に対応するため、我が国

非鉄金属業においては、低品位鉱石の利用拡大による我が国の鉱物資源の安定供

給確保の強化が喫緊の課題となっているため、低品位・難処理鉱石の革新的な省

エネルギー型の製錬プロセスを開発する。

②技術目標及び達成時期

低品位鉱石及び難処理鉱石から効率的に銅等有用な非鉄金属を回収するため、

低品位鉱石・難処理鉱石に対応した省エネルギー型プロセスによる新たな選鉱技

術、製錬技術及び不純物対策技術の研究開発を行う。

（１）高品位精鉱回収技術

低品位鉱石・難処理鉱石から高品位の精鉱を得る選鉱技術の開発。

ハンドリングが難しい極微細鉱等難処理鉱を処理する製錬技術の開発。

（２）有用金属の抽出等回収技術

低品位精鉱から含有金属を高効率に回収する製錬技術の開発。

（３）高濃度不純物の除去等対策技術

不要な元素（ヒ素、ビスマス、アンチモン等）等を多く含む精鉱からの

不純物除去、分離、安定化等技術の開発。

上記要素技術を開発し、将来的にエネルギー消費原単位の悪化が予測される非

鉄金属製錬について、省エネルギー見込み量、原油換算約２．６万ＫＬを達成。

③研究開発期間

２００９年度～２０１２年度
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（８）環境調和型水循環技術開発

①概要

我が国が強みを持つ、膜技術を始めとする水処理技術を強化し、省水型・環境

調和型の水循環システムの開発に資する省エネ・省水型の要素技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、以下の技術を開発する。

� 革新的膜分離技術の開発：

従来法に比べ膜透過加圧エネルギー等を 50％以上削減。

� 省エネ型膜分離活性汚泥法（MBR）技術の開発：

従来法に比べ膜洗浄の曝気（空気気泡）エネルギー等を 30％以上削減。

� 有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発：

従来法に比べ汚泥の削減により汚泥処理･処分エネルギーを 80％以上削減。

� 高効率難分解性物質分解技術の開発：

従来法に比べ窒素処理に係るエネルギーを 50％以上削減。

オゾン酸化法等のエネルギーを 50％以上削減。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（９）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発

i）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーか

つ環境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新

的な生産プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既

知遺伝子で構成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高

性能宿主細胞の創製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、

バイオマスを原料として有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファ

イナリー）ための基盤技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞

を創製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反

応の多様化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、

バイオマスを高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産する

バイオプロセス体系を構築する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度
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ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付

金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー

多消費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及

び配置等を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上

させ、省エネルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確

立する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人

為的に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄

物処理に比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化

に資するための実証可能なテストプラント規模にて評価する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（１０）省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業

①概要

化学企業が有する技術シーズの中で、省エネルギーのポテンシャルが大きいに

もかかわらず民間だけで事業を進めるには開発リスクが大きいこと等がネックに

なって十分な研究開発費が投じられていない技術に対して、戦略的な研究開発支

援を実施することにより、化学産業のみならず、各種最終製品や他産業において

抜本的なエネルギー効率の改善を促進するものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、将来の発展が有望な技術に関する研究開発の実施とその

実用化と普及を通し、化学産業のみならず他分野も含めた我が国省エネルギー対

策への一層の寄与を目標とする。

③研究開発期間

２００４年度～２０１０年度

（１１）エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発

①概要

製造エネルギーの低減を図ることができる革新的な繊維製品製造技術の開発や、

使用することでエネルギー消費の低減が可能となる新たな繊維製品を開発。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、以下の開発を行う。

①次世代資材用繊維の開発

②ポリエチレンテレフタレート製造エネルギー低減技術の開発

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度
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（１２）高効率ガスタービン実用化技術開発

①概要

省エネルギー及びＣＯ２削減の観点から電力産業用高効率ガスタービンの実用

化を目指し、大容量機（２５万ｋＷ程度（コンバインド出力４０万ｋＷ））の高効

率化（５２％→５６％）のために１７００℃級ガスタービンの実用化に必要な先

端要素技術を適用した各要素モジュールの検証等を実施する。また、小中容量機

（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％→５１％）のために有望とされている高

湿分空気利用ガスタービンの実用化に必要な多段軸流圧縮機、多缶燃焼器等の開

発を行うとともにシステムの信頼性等の検証を行う。

②技術的目標及び達成時期

１７００℃級ガスタービン実用化技術開発：先端要素技術を活用した燃焼器、

タービン、圧縮機等各モジュールの検証等を行い、送電端熱効率５６％以上の達

成が可能なことを確認する。

高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発：２０１１年までに軸流圧縮機の

３．５％（空気重量比）吸気噴霧冷却技術、低ＮＯx 燃焼技術（運用負荷帯で１

０ｐｐｍ以下）等を開発すると共に、実機に近い条件での要素機器の信頼性・耐

久性を確認する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

（１３）エネルギー使用合理化高効率パルプ工程技術開発（運営費交付金）

①概要

紙パルプ産業では、環境に関する自主行動計画に基づき、２０１０年度までに

製品当り化石エネルギー原単位を１９９０年度比１３％削減し、ＣＯ２排出原単

位を１０％削減することを目指し、紙パルプ工程における省エネルギー対策を着

実に進めているものの、より一層の省エネルギー対策を進めるためには、技術開

発によるブレークスルーが必要となっている。紙パルプ産業は、エネルギー多消

費型産業のひとつであり、紙パルプ工程での省エネルギー対策は波及効果が大き

いことから、紙パルプ工程におけるエネルギー使用合理化に資する技術開発を提

案公募により実施する。

②技術的目標及び達成時期

京都議定書の第１約束期間中、又は、第２約束期間中を目途として実用化に至

るような技術開発を行うことで、京都議定書の第１約束期間の目標を着実に達成

するとともに、現在、検討が行われている第２約束期間に向けた省エネルギー対

策の更なる深化を進めていく。

③研究開発期間

２００５年度～２０１０年度

（１４）革新的省エネセラミックス製造技術開発（運営費交付金）

①概要

小型炉設備で生産可能な小型セラミック中空ユニットを複数組みあわせること
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で、これまでその製造が難しかった複雑な形状を持つ大型セラミックス部材を省

エネで製作することができる革新的なセラミック部材製造技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、高機能化された小さな精密ブロックを立体的に組み上げ、

高効率で接合、一体化をし、複雑な形状の部材や大型の部材を製造可能とする革

新的なプロセス技術の基盤を確立し、高耐性部材、高温断熱部材及び高比剛性部

材の試作を行う。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（１５）発電プラント用超高純度金属材料開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（１６）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（４－Ⅴ－ⅳ参照）

（１７）噴流床石炭ガス化発電プラント開発（４－Ⅴ－ⅳ参照）

（１８）石油精製高度機能融合技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術

（１）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金）

①概要

高純度、高密度に配向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量合成技術を

開発するとともに、これを用いた従来よりも格段にパワー（電力）と蓄電量が大

きなキャパシタを開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術及び大量生産

技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確立することで、２０Ｗｈ／Ｋ

ｇの高エネルギー密度と耐久性を有する電気二重層キャパシタを開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照）

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照）

（４）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（５）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１０）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ

－ⅴ参照）

（１１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅳ－ⅴ参照)

（１２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照）
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４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金）

①概要

情報化社会の進展に伴うIT機器の消費電力の大幅な増大に対応し、抜本的な省

エネを実現するため、サーバ、ネットワーク機器等の各装置の省エネに加え、省

エネ型の巨大コンピューティング技術（グリーン・クラウドコンピューティング

技術）、パワーエレクトロニクス技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上

させる基盤技術を開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ネットワークで

伝送されるデータ量の爆発的増加に伴い、関連機器の消費エネルギーが増大して

いる中で、ネットワーク全体の消費電力量を抑制することが喫緊の課題であり、

消費エネルギーの低減に大きく貢献するルータ・スイッチの高速化のための研究

開発を実施するとともに、機器そのものの消費エネルギーを低減するための研究

開発を実施する。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、１チャンネルあたり４０Ｇｂｐｓ超の通信速度に対応す

るトラフィック計測・分析・管理技術や４０Ｇｂｐｓのインターフェース、さら

なる通信速度向上（１００Ｇｂｐｓ超）を実現するハードウェア技術、ＳＦＱ（単

一磁束量子）スイッチに関する実現を可能とするための基盤技術を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液

晶及び大型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するた

めの研究開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴ

アレイプロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技

術を確立する。また、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る

技術を確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度
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（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、蛍光灯に代わる

高効率照明として有機ＥＬ発光機構を用いるための技術開発課題（発光効率、演

色性、面均一性、生産コスト）等を明らかにし、それをブレークスルーしうる技

術シーズを抽出する。

②技術目標及び達成時期

２００９年までに現在一般に普及している蛍光灯照明に代わる高効率照明とし

ての必要スペックを達成するとともに、次世代照明として同じく期待されている

ＬＥＤとの差別化要素を技術的に達成し、大面積／高スループット／低コストで

量産するプロセス技術を開発する。また、現在蛍光灯の間接・拡散照明が用いら

れている照明機器を代替する有機ＥＬ照明を実用的なコストで製造できる技術を

確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２００９年度

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金）

①概要

住宅やビルなどの冷暖房における大幅な省エネを実現する画期的な断熱性能を

持つ壁および窓材料を、セラミックスのナノ多孔体構造やポリマー複合化構造な

どからなるマルチセラミックス膜アセンブリ技術によって開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、熱貫流率（熱の伝わりやすさ）が０．３Ｗ／ｍ2Ｋ以下、

壁厚さ１０ｍｍ程度の超断熱壁材料および熱貫流率が０．４Ｗ／ｍ2Ｋ以下、光（可

視光）透過率が６５％以上（Ｌｏｗ－Ｅガラス使用）、ヘイズ率が１％以下の超断

熱窓材料を実現する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金）

①概要

製造工程等の省エネルギー化を実現するために行う。従来、表示デバイスの製

造には、真空蒸着と高温下での焼成と、それに伴う排ガス排水処理が必須であっ

た。これを、ロールｔｏロール方式に代替することで常圧、常温下での製造を実

現し、フレキシブルな薄型ディスプレイを製造する。そのために、有機ＴＦＴ材

料およびコンタクトプリント技術等を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。
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②技術的目標及び達成時期

２００９年度までに、実用化に向けた実証のための巻き取り方式ディスプレイ

のプロトタイプを試作する。またフレキシブルデバイス材料開発に貢献する部材

ならびに薄膜複合化技術を開発し、これらをパネル化するための実用化技術を確

立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金）

①概要

近接場光の原理・効果を応用した低損失オプティカル新機能部材技術を開発し、

実用化の目処を得ることを目的とする。動作原理に近接場光を用いるオプティカ

ル新機能部材は、従来の材料特性のみに依存した光学部品では不可能な機能・性

能を発揮し、液晶プロジェクター・液晶ディスプレイなど情報家電の省エネルギ

ー、高性能・高信頼化を図る上でのキーデバイスとなることが期待できる。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、共通基盤技術として、ナノ構造部材の設計・作製・評価

技術を開発するとともに、ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理と

する低損失オプティカル新機能部材を検討し機能を確認する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（８）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金）

①概要

ガラス材料に関する精密モールド技術を確立し、機能性の高い光波制御素子を

低コストで生産できるプロセス技術を開発することで部材の小型化・高機能化を

図りつつ、省エネを実現する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までにサブ波長レベルの微細構造をガラス表面にモールド成形す

る技術を実現し、実装可能な具体的なデバイスを作製する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（９）次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業

（運営費交付金）

①概要

ゼロ・エミッションハウスによる生活の大幅な省エネの実現に向け、家屋内直

流配電システムや、電力需給の状態に応じた太陽電池等の分散型電源の制御、電

力ネットワークを活用した家電の制御等、住宅全体としてエネルギーの最適制御
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を行うシステムの開発・実証を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、直流給電・配電に関する規格の標準化、直流配電の電流・

電圧の規格化、蓄電池設置に係る安全規制の改正に対する提案が可能となる技術

を確立する。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術

（１）エネルギーＩＴＳ（運営費交付金）

①概要

平成１９年５月の「次世代自動車・燃料イニシアティブ」に基づき、運輸部門

のエネルギー消費効率改善のため、自動運転・隊列走行技術、高度交通流制御技

術等の省エネルギーに資するＩＴＳ 技術の開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１２年度までにＣＯ２削減効果評価方法の確立を図るとともに、２０２０

年代に実用化が見通せる運転制御、隊列走行の基盤技術の確立を目指す。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金）

①概要

炭素繊維複合材料は、軽量、高強度等の優れた特性を有している。従来の熱硬

化性樹脂を用いた炭素繊維複合材料では成形性・加工性に乏しくリサイクルが困

難であったため、熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維複合材料（ＣＦＲＴＰ）の開発

を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、炭素繊維と熱可塑性樹脂との中間基材を開発し、高速成

形技術、接合技術及びリサイクル技術を開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（３）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代航空機用）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、航空機、高速車

両等の輸送機器への先進材料の本格導入を加速させるため、先進複合材料及び先

進金属材料について部材開発、設計試作及び評価を実施することで、軽量化によ

りエネルギー使用効率を大幅に向上させる革新的な構造部材の創製・加工技術の

開発を行う。
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②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、複合材の構造健全性診断技術、チタン合金の創製・加工

技術を確立するとともに、航空機用エンジンへの適用を目指し、耐熱・耐衝撃性

に優れた複合材料を開発する。

③研究開発期間

２００３年度～２０１２年度

（４）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、エネルギー使用

効率を大幅に向上し、環境対策にも優れた次世代の小型航空機用エンジンの開発

にとって重要な要素技術の研究開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、エネルギー使用効率を大幅に向上する構造設計技術、騒

音、ＮＯｘ等の環境負荷対応に優れた環境対策技術、インテグレーション技術、

高バイパス比化等の高性能化技術といった要素技術の研究開発・実証を行う。

③研究開発期間

２００３年度～２０１０年度

（５）省エネ用炭素繊維複合材技術開発

①概要

航空機、自動車、鉄道、船舶等の輸送機械等における炭素繊維複合材の適用範

囲を拡大し、省エネルギーの促進を図るため、先進的な炭素繊維複合材成形技術

や、耐雷対策の容易化技術等の研究開発・実証を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、従来の方法に比べ、曲率の大きな部位の成形も行うこと

ができるＶａＲＴＭ（バータム）法等の炭素繊維複合材成形技術や、炭素繊維複

合材を用いた製品の耐雷性能を容易に確保する技術の研究開発・実証を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１３年度

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物

半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金）

①概要

窒化物系化合物半導体は、パワーデバイス、高周波デバイス、発光デバイス等、

重要なデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力削減への貢献を期待されている。

このため、従来の半導体材料では実現出来ない領域で動作可能なハイパワー・超
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高効率の電子素子、超高速電子素子等の作成に必要な窒化物系化合物半導体先進

技術の国際競争力を強化すべく、高品質かつ大口径単結晶基板、高品質かつ大口

径エピタキシャル成長技術等の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製

技術を開発する。

１）基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術）

・口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作製

技術の確立。

２）エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術）

・低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技術

の確立。

・高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現

・高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、テクノロジーノード（微細化レベル）４５ｎｍ以細の次世代低

消費電力半導体を実現するため、微細加工の基盤技術やマスク（半導体素子製造

過程で用いる原板）の低コスト化・製造時間短縮に必要な基盤技術の開発等を行

う。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、マスク設計・描画・検査の各工程に共通的なマスクデー

タ処理技術、繰り返しパターンやパターン重要度を利用した描画・検査高速化技

術等の基本的な開発及びＥＵＶＬマスク基盤技術として、許容欠陥の指標明確化、

ブランクスの位相欠陥検査技術の確立等を完了する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１０年度

（３）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、情報通信機器、

特に、情報家電（車載を含む）の低消費電力化を実現できる半導体アプリケーシ

ョンチップ技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに情報家電の低消費電力化を実現できるアプリケーションチ
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ップ技術を開発する。

③研究開発期間

２００３年度～２００９年度

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、あらゆる機器に

組み込まれている半導体の低消費電力化を図るため、テクノロジーノード４５ｎ

ｍ以細の半導体に対応するＳｏＣ（Ｓｙｓｔｅｍ ｏｎ Ｃｈｉｐ）設計技術を

開発する。具体的には、テクノロジーノード４５ｎｍ以細の半導体の共通設計基

盤技術開発として、ＤＦＭ（Ｄｅｓｉｇｎ Ｆｏｒ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎ

ｇ）基盤技術を中核とした設計及び製造の全体最適を確保する全く新しいＳｏＣ

製造フローを開発する。

②技術目標及び達成時期

テクノロジーノード４５ｎｍ以細のＳｏＣ開発において製造性を考慮した共

通設計基盤技術を確立し、システムＬＳＩデバイスの省エネルギーを実現すると

ともに、設計生産性を従来予想に比べ２倍にすることを目標とする。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金）

①概要

情報通信機器の高機能化や低消費電力化等の要求を満たす半導体集積回路を

実現するため、新たな機能性材料開発に貢献する評価基盤技術を開発し、さらに

開発した機能性材料の半導体及び半導体集積回路への適用を可能とする統合的な

ソリューション技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、半導体デバイス性能に直結する接合素子の性能性及び信

頼性等、半導体製造プロセス全体を俯瞰しつつ、機能性材料開発が可能となる評

価基盤技術を開発し、開発した機能性材料を用いた統合的なソリューションが提

案できる材料評価基盤を構築する。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

４－Ⅰ－ⅶ．その他

（１）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤）

①概要

国際商業市場における我が国衛星メーカーの競争力を強化するべく、準天頂衛

星システム※（利用者に対し、米国が運用するＧＰＳとの補完による高精度な位置

情報等の提供を可能にするシステム）の構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強
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化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。本プロ

ジェクトの一部については、他部門と比較して需要増加の割合が高い運輸部門の

エネルギー消費を抑制すべく、自動車、高速車両等の輸送機器の軽量化・効率化

にも資する複合材料製造設計等の基盤技術を確立するためのものであり、エネル

ギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

※ 静止軌道と一定の角度をなす傾斜軌道に複数の衛星を配置し、見かけ上、常に

天頂付近に最低１つの衛星を位置させるシステム。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、準天頂衛星システムの構築に不可欠な基盤技術（産業競

争力強化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を実施し、

宇宙空間での技術実証を行う。

③研究開発期間

２００３年度～２０１０年度

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

４－Ⅱ－ⅰ．共通

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

４－Ⅱ－ⅱ．バイオマス由来燃料

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（２）Ｅ３地域流通スタンダードモデル（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（３）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（４）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参

照）

（５）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ

参照）

４－Ⅱ－ⅲ．ＧＴＬ等の合成液体燃料

（１）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参

照）

４－Ⅱ－ⅳ．燃料電池自動車および水素関連技術

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（３）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（４）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（５）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

４－Ⅱ－ⅴ．電気自動車

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照）
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４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

４－Ⅲ－ⅰ．共通

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）

① 概要

新エネルギーの自立的普及に向けて、太陽光、風力、バイオマスなど新エネル

ギー分野でのイノベーションを促進すべく、高効率かつ低コストを目指した先進

的技術開発を実施する。具体的には以下の研究開発を実施する。

Ａ．革新的な太陽電池の開発を実施する研究拠点を形成し、海外との研究協力等を

行いながら、超長期の視野に立って、飛躍的な性能向上を目指した太陽光発電技

術の開発を推進する。（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）

Ｂ．中長期的に、より一層の高効率化と低コスト化を目指して、革新的な材料、構

造等を採用した太陽光発電技術の開発を推進する。（太陽光発電システム未来技

術研究開発）

Ｃ．２０２０年の目標発電コスト１４円／ｋＷｈおよび太陽光発電システムの大幅

な効率向上を実現すべく、未来技術研究開発などで得られた要素技術開発の成果

の内、実用化が期待できる太陽電池作製に係る技術について課題を設定し早期実

用化を助成する。（太陽光発電システム実用化促進技術開発）

Ｄ．電力供給源としての太陽光発電の信頼性を確立し、今後の太陽光発電システム

の円滑な普及促進を図るため、太陽光発電システムの大量普及時に不可欠な性能

評価技術やリサイクル・リユース技術等システムの共通基盤技術に係る研究等を

実施する。（太陽光発電システム共通基盤技術研究開発）

Ｅ．ＰＶシステムの普及拡大のため、「集中連系型太陽光発電システム実証研究」

の設備を有効利用しながら、認証制度にも資する複数台連系に係わる試験方法を

確立する。（単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究）

Ｆ．風力発電技術の国際的な動向を把握しつつ、我が国の複雑地形における風力発

電利用上の各種課題を克服するための基礎から応用までの技術について研究開

発を行う。具体的には我が国の厳しい風特性を反映した風特性モデルの確立及び

高々度風況観測を簡便に行うためのリモートセンシング技術の精度検証・評価を

行う。

また、全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測による雷特性の把握、落雷特

性・落雷保護対策と被害実態との相関把握、上記を踏まえた効果的な落雷保護対

策の検討及び実機規模での実雷による保護対策検証等を実施し、高精度落雷リス

クマップを作成するとともに、風力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対

策を策定する。（次世代風力発電技術研究開発事業）

Ｇ．我が国特有の海上特性や気象・海象条件を把握し、これらの自然条件に適した

洋上風況観測法や風力発電システムに関する技術開発とその実証を行なうと共

に、環境影響評価システム手法を確立する。（洋上風力発電技術研究開発）

Ｈ．バイオマスのエネルギー利用の促進を図るためには、発生地域が分散し、形状・

性状が多種多様にわたるバイオマス資源を利用しやすい形態の有用エネルギー

へ効率的に転換できる技術を開発する。（バイオマスエネルギー等高効率転換技

術開発）
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Ｉ．世界的にもベンチャー企業による太陽光発電、新型風力発電、燃料電池、バイ

オ燃料分野におけるイノベーション活動が活発化していることを踏まえ、詳細目

標設定・多段階選抜形の米国ＳＢＩＲ制度を参考に特定のキーテクノロジーに対

するベンチャーのチャレンジを強力に支援する。（新エネルギーベンチャー技術

革新事業）

② 技術目標及び達成時期

Ａ．２０５０年までに「変換効率が４０％超」かつ「発電コストが汎用電力料金並

み（７円/ｋＷｈ）」の太陽電池を実用化することを目指した研究開発の中で、変

換効率４０％超の実現に向けた技術の基礎・探索研究段階と位置づけて研究開発

を実施する。

Ｂ．２０２０年頃に業務用電力料金並の発電コスト（１４円／ｋＷｈ、モジュール

製造原価として７５円／Ｗ程度）、２０３０年頃に火力発電の発電コスト（７円

／ｋＷｈ、モジュール製造原価として５０円／Ｗ程度）の実現に向けた中・長期

的な技術開発を行う。

Ｃ．２０１５年に向けて市場競争力を備えた本格生産・商用化を目指す。

Ｄ．２０２０年度の技術開発目標である発電コスト１４円／ｋＷｈを目指し、中期

的な視点での太陽光発電の普及拡大に資する。

Ｅ．２００９年度末までに、電力系統側が受け入れ可能な、導入台数の制限のない

能動型単独運転検出装置の試験方法を確立する。

Ｆ．２０１２年度までに、風力発電の基礎から応用までの技術について、国際的な

動向を把握しつつ、我が国特有の気象・地形に起因する各種問題（風車耐久性等）

を克服するための研究開発を行って、我が国の風車産業の振興に資するとともに、

ＩＥＡ ＲＤ＆Ｄ ＷＩＮＤなどの最先端の国際的風力発電共同研究に研究成果

を反映させる。

また、２０１２年度までに、高精度落雷リスクマップを作成するとともに、風

力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対策を策定する。

Ｇ．２０１３年度までに、我が国の海象・気象条件に適した、洋上風況観測システ

ム、洋上風力発電システム及び環境影響評価の手法等の技術を確立する。

Ｈ．２００４年度より、バイオマスエネルギー転換プロセスにおける各工程のボト

ルネックを抽出し、２００８年度までに開発が完了するよう、それぞれのボトル

ネックをブレークスルーする要素技術開発を提案公募方式により実施する。更に、

２００５年度より２００９年度まで、バイオマスのエネルギー転換・利用技術等

の分野において２０３０年の普及を目指した新規な革新的技術を発掘するため

の先導技術研究開発を提案公募方式により実施する。

Ｉ．潜在的なオプションの顕在化や関連産業分野の技術開発による技術革新により、

新エネルギー導入促進技術オプションの多様化と経済性の向上に寄与する。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度
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（２）新エネルギー技術フィールドテスト事業（運営費交付金）

① 概要

２０１０年度の新エネルギー導入目標達成に向け、新技術を活用した太陽光発

電及び太陽熱利用システムの有効性の検証、バイオマス熱利用システムの性能・

経済性等の検証、風車立地に必要な高所の風況データの収集・解析など総合的な

新エネルギーフィールドテストを実施する。具体的には以下のフィールドテスト

を実施する。

Ａ．新技術を活用した太陽光発電システム等を設置し、出力特性等の情報収集及び

分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガイドラインの策定等によ

り広く情報発信を行う。（太陽光発電新技術等フィールドテスト事業）

Ｂ．新利用形態の太陽熱利用システムや未利用分野においてシステムを設置し、出

力特性等の情報収集及び分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガ

イドラインの策定等により広く情報発信を行う。（太陽熱高度利用システムフィ

ールドテスト事業）

Ｃ．広く薄く賦存するバイオマスを、民間企業や研究機関等において研究開発が終

了段階をむかえた高効率に熱利用できるシステムを設置し、設置場所の熱需要に

合わせたフィールドテストを実施することにより、実運転におけるバイオマス熱

利用転換システムとしての課題抽出、解決を行い、早期実用化を図り、バイオマ

スエネルギーの導入促進を行う。（地域バイオマス熱利用フィールドテスト事

業）

Ｄ．風力発電の導入目標（２０１０年度３００万ｋＷ）を達成するため、共同研究

事業者と大型風車の導入普及に必要な高所の風況データの収集・解析・評価を行

い、公開する。（風力発電フィールドテスト事業）

② 技術目標及び達成時期

Ａ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度、

２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。

Ｂ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度

に改訂する。また、２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。

Ｃ．一定レベルまで確立されたバイオマス熱利用技術について、性能や経済性等の

状況・データを収集・分析し、熱利用システムの有効性を実証するとともに、こ

れらの結果を公表することで汎用性の高い熱利用システムの確立し、２０１０年

度のバイオマス熱利用の導入目標（３０８万ＫＬ）達成を目指す

Ｄ．２０１０年度までに、高所の風況データの解析・評価を行い、導入普及に有用

な資料の取りまとめを行い、これらの結果を風力発電事業者、研究機関や風力発

電事業を計画している各種団体等に公開することにより、風力発電導入の素地を

形成し、風力発電の導入を拡大する。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度
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（３）新エネルギー技術実用化補助金（運営費交付金）

① 概要

科学技術基本計画における戦略的技術領域・課題にかかる技術課題等で石油代

替エネルギーの製造・生成・利用に資する実用化開発を行う民間企業に対し助成

支援する。

② 技術目標及び達成時期

助成事業終了後３年以上を経過した時点で２５％の実用化達成率。加えて、知

的資産経営の方針に対する審査時の評価を通じて、「技術等の知的資産を活かす

経営の下で収益拡大を図る（技術を経営、収益につなげる）」意識を普及させる。

③ 研究開発期間

２０００年度～

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）

① 概要

産業界や社会のニーズに応える石油代替技術のシーズの発掘とその育成、並び

に、石油代替技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目的のため、

産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立行政法人の

若手研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって石油代替

効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人を特定して

助成金を交付する。

② 技術目標及び達成時期

独創性のある若手研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する

競争的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用

化が有望な革新的石油代替技術の研究開発を促進する。本事業では革新的石油代

替技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率を１

００％とすることを目標とするとともに、石油代替技術に関する次世代の研究リ

ーダーの育成を図る。

③ 研究開発期間

２０００年度～

４－Ⅲ－ⅱ．太陽・風力

（１）太陽光発電無線送受電技術の研究開発

① 概要

将来の新エネルギーシステムとして期待される宇宙太陽光発電システム（ＳＳ

ＰＳ）の中核的技術として応用可能なマイクロ波による太陽光発電無線送受電技

術の確立に向け、安全性や効率性等の確保に不可欠な精密ビーム制御技術の研究

開発を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに複数のフェーズドアレイパネル間の位相同期を行い、パイ

ロット信号の方向にマイクロ波を電送するレトロディレクティブ技術を活用した

精密ビーム制御技術の確立を目指す。

ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画　23／46



③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

４－Ⅲ－ⅲ．電力系統制御・電力貯蔵

（１）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）

① 概要

電池の基礎的な反応原理・反応メカニズムを解明することで、既存の蓄電池の

性能向上及び革新型蓄電との実現に向けた基礎技術の確立を目指す。

② 技術目標及び達成時期

世界最高レベルの放射光施設を用いた評価装置により、蓄電池の反応メカニズ

ムを解明するとともに、２０３０年に電気自動車の航続距離５００ｋｍ、コスト

１／４０を実現すべく、新材料の開発を行う。

③ 研究開発期間

２００９年度～２０１５年度

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（３）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ－

ⅴ参照）

４－Ⅲ－ⅳ．バイオマス・廃棄物・地熱等

（１）Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業（運営費交付金）

① 概要

離島(全域)におけるエタノール３％混合ガソリン（Ｅ３）の製造から給油まで

の大規模なフィールドテストを通じ、Ｅ３利用に関する社会システムモデルの構

築と一般社会へ適用する際の技術課題の抽出を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年の｢京都議定書目標達成計画｣の導入目標（５０万ｋｌ）に資するた

め、２００９年度にＥ３利用の社会モデルを構築し、２０１１年度までにその検

証を行う。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）

① 概要

地域に賦存する未活用な資源であるバイオマスをエネルギーとして有効活用す

るため、溶融ガス化等熱化学的変換技術による燃料化システムやメタンガス等生

物化学的変換技術による燃料化システム等の実証試験事業、事業可能性調査等を

実施し、利用ノウハウ等を蓄積、本格的なバイオマス等エネルギーの導入を推進

する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、バイオマス等の種別やエネルギー変換手法、更には地域
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特性を加味した一連のエネルギー転換システム毎のフィージビリティスタディや

試験設備の設置により、バイオマス等の運搬・収集、エネルギー転換及びエネル

ギー利用に係るデータの収集、分析、評価を実施し、その結果をフィードバック

することによって本格的なバイオマス等エネルギーの導入を目指す。

③ 研究開発期間

２００１年度～２００９年度

（３）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）

① 概要

バイオマスエネルギーの資源収集・運搬、転換、残渣処理、利用までの一連の

利活用システムについての、各要素の連携の最適化を図るための実証を実施する

ことによって、地域特性に適合した地域主導によるバイオマスの地産地消・地域

循環型の先導的モデルシステムを構築することによりバイオマスエネルギーの導

入を促進する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、国内バイオマス資源の安定的かつ経済的な供給システム、

最適なエネルギー転換技術、エネルギー転換後に発生する残渣の処理等の一連の

地産地消型エネルギー転換システムについて、ノウハウ蓄積、課題抽出及びその

対策方法の策定、技術確立を行う。また、ここで確立されたバイオマスエネルギ

ーシステムは他地域への波及を先導する事例となることを目標とする。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（４）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）

① 概要

大規模安定供給が可能で、かつ食料と競合しない、草本系、木質系のセルロー

ス系バイオマス原料の栽培からバイオエタノール製造までの一貫生産システムを

構築し、環境負荷、経済性等を評価する。加えて、大規模生産に当たり危惧され

ている、生態系破壊、森林破壊、ライフサイクルでの環境負荷増大等の負の影響

についての適切な評価、認証等、持続可能なバイオ燃料の生産拡大を担保する社

会システム整備のあり方についても調査研究を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１５年までに、製造コスト４０円／Ｌ以下、エネルギー回収率３５％以上

を達成するための技術開発を行う。

③ 研究開発期間

２００９年度～２０１３年度
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４－Ⅲ－ⅴ．燃料電池

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）

① 概要

自動車用、家庭・業務用等に利用される固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）の

実用化・普及に向け、要素技術、システム化技術及び次世代技術等の開発を行う

とともに、共通的な課題解決に向けた研究開発の体制の構築を図る。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、固体高分子形燃料電池の経済性・耐久性の向上や高性能

化のための技術開発を行い、燃料電池の普及段階へ向けて必要な基本的技術を確

立する。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）

① 概要

燃料電池の基本的反応メカニズムについての根本的な理解を深めるために、高

度な科学的知見を要する現象解析及びそのための研究体制の整備を行い、現状の

技術開発における壁を打破するための知見を蓄積する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、燃料電池内における反応機構を電気化学（電極触媒反応、

イオン移動、分子移動等）及び材料化学（溶解・腐食反応、錯形成反応、ラジカ

ル反応、固相内拡散等）の観点から解明する。また、燃料電池新技術の性能を適

切に評価・実証するための基本システムを構築する。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（３）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金）

① 概要

固体酸化物形燃料電池(ＳＯＦＣ)は発電効率が高く、分散型電源として期待さ

れるが、実用化・普及のためには耐久性・信頼性向上、低コスト化等の課題を解

決することが必要であり、材料開発や劣化要因解明など基盤的な要素技術の研究

を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、①耐久性・信頼性の向上のための劣化要因解明等の基礎

研究、②低コスト化のための材料等や高出力セルスタックの開発、③起動停止対

応等の実用性向上のための技術開発を実施する。

③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度
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（４）セラミックリアクター開発（運営費交付金）

① 概要

低温域かつ高効率なエネルギー変換を可能とする次世代型セラミックリアクタ

ーの実現のため、世界最高効率の燃料電池ミクロセルの集積構造技術等の開発を

行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、新電解質材料の適用や電極反応の高効率化等による、低

温作動時 (６５０℃以下)での出力性能を向上させる材料技術と共に、ミクロセ

ルの集積構造化や精緻なインターフェース構築のための製造プロセス技術を開発。

そして、これらの技術を統合することにより、次世代型セラミックリアクターと

してのプロトタイプモジュール実証（出力性能２ｋＷ／Ｌ等）を行う。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（５）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）

① 概要

水素の製造･輸送・貯蔵等に係る機器やシステムについて、性能・信頼性･耐久

性の向上や低コスト化を目指す水素利用技術の研究開発を行い、水素社会の実現

に必要な基盤技術の確立を図る｡

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機器やシステムの

信頼性・耐久性向上、低コスト化、性能向上等実用化検証や要素技術開発、及び

当該技術を飛躍的に進展させることができる革新的技術開発や調査研究などを行

い、その成果を産業界に提供することにより、水素エネルギー初期導入間近の関

連機器製造・普及技術として完成させ、水素社会の真の実現に必要な基盤技術の

確立を図る。

③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（６）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）

① 概要

世界トップ水準の優れた研究者を中核に、国内外の研究機関・企業のバーチャ

ルな連携の下、高圧水素貯蔵に比べよりコンパクトかつ効率的な水素貯蔵を可能

とする水素貯蔵材料の性能向上に必要な条件等を明らかにすることにより、燃料

電池自動車の航続距離の飛躍的向上を図る。

② 技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、水素貯蔵材料の基本原理、さらには水素貯蔵能力の革新

的向上に必要な条件を明らかにすることにより、水素をより安全・簡便・効率的

かつ低コストに輸送・貯蔵するための技術基盤を確立する。
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③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（７）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）

① 概要

水素の輸送や貯蔵に必須な材料に関し、水素脆化等の基本原理の解明及び対策

の検討を中心とした高度な科学的知見を要する先端的研究を、国内外の研究者を

結集し行うことにより、水素をより安全・簡便に利用するための技術基盤を確立

する。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、水素脆化、水素トライボロジーの基本原理の解明及び対

策の検討等を行い、水素をより安全・簡便に利用するための技術指針を産業界に

提供する。

③ 研究開発期間

２００６年度～２０１２年度

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）

① 概要

燃料電池の導入・普及に資する基盤整備のため、製品性能の試験・評価手法及

び国内外の基準・標準の確立を図る。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度を目途に、安全性等に係るデータを取得し、そのデータを基に試

験・評価手法の確立、国際標準の確立、規制の再点検を三位一体で進める。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）

① 概要

発電効率が高く、分散型電源として期待される固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦ

Ｃ）の研究開発・実用化の促進のため、耐久性を始めとしたデータの取得・課題

抽出等のための実証を実施する。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、ＳＯＦＣシステムの実証試験を数十～数百台規模で実施

し、蓄積が不足している耐久性を始めとした実証データの取得・課題抽出等を行

い、ＳＯＦＣ技術開発等へのフィードバックを行う。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１０年度
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（１０）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）

① 概要

実条件に近い中での燃料電池自動車等の実証走行や、高圧水素貯蔵システム、

多角的な燃料供給システムの検証を進め、水素エネルギー社会における水素利用

の課題等を抽出するとともに、燃料電池・水素に対する国民的理解の醸成を図る。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実使用条件下における技術的課題を抽出するとともに、

環境特性、エネルギー総合効率、安全性、耐久性等に関する基準・標準に資する

データを取得し、燃料電池自動車、水素ステーションの研究開発等へのフィード

バックを行う。

③ 研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（１１ ）将来型燃料高度利用技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

４－Ⅳ－ⅰ．軽水炉・軽水炉核燃料サイクル

＜新型軽水炉＞

（１）次世代軽水炉等技術開発

①概要

２０３０年前後に見込まれる大規模な代替炉建設需要に対応するため、安全

性・経済性、信頼性等に優れ、世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発を

行

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、次世代軽水炉の実現に必要となる要素技術開発等及びプ

ラント概念の成立性について見通しを得るための概念設計検討を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１０年度（見直し）

＜軽水炉使用済燃料再処理技術の高度化＞

（２）使用済燃料再処理事業高度化

①概要

再処理施設で用いられるガラス固化技術について、より多くの白金族元素等を

含む高レベル廃液を溶融可能な新しい性状のガラスを開発するとともに、これに

対応しうる新型の溶融炉を開発することにより、我が国の使用済燃料再処理技術

の高度化を図る。新型ガラス溶融炉の開発に際しては、六ヶ所再処理工場の運転

経験を反映する研究もあわせ行う。

②技術目標及び達成時期

より多くの白金族元素等を含む高レベル廃液を溶融可能なガラス及び溶融炉の

開発等によって、より高品質のガラス固化体を製造可能なガラス固化技術を開発

する。
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また、本事業によって開発されたガラス固化技術を、５年程度で更新が計画さ

れている日本原燃株式会社六ヶ所再処理工場のガラス溶融炉及び同工場のガラス

固化施設の運転に反映させる。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

＜プルサーマルの推進＞

（３）全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発

①概要

プルサーマルが当面のプルトニウム利用策として期待されていることを踏まえ、

既存の軽水炉に比べ約３倍のプルトニウムを装荷することができる全炉心混合酸

化物燃料原子炉に必要な技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、原子炉の開発に必要な設計、解析、試験等を行い、全炉

心混合酸化物燃料原子炉技術を確立する。

③研究開発期間

１９９６年度～２０１１年度

＜軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行のための技術開発＞

（４）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発

①概要

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携し、

「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。そのなかで、次世代再処理工場

から発生する高線量回収ウラン等を既存軽水炉燃料製造施設で取扱可能とする、次

世代再処理工場と調和可能な回収ウラン等の除染技術について、調査・基礎試験等を

行い、商業的に利用可能な除染技術候補の検討等を実施する。選定された技術につ

いては、プロセス試験等を実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、回収ウラン等の除染プロセスの候補技術の洗い出し及び

候補プロセス技術の基礎試験を終了し、次世代再処理技術との適合性の検証を行

い、プロセス試験を実施すべき除染プロセス技術を選定する。

また、２０１５年までに、選定した除染プロセス技術について工学化規模での

プロセス試験を行い、商業的に利用可能な転換前高除染技術としての実効性を検

証する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１５年度

＜ウラン濃縮技術の高度化＞

（５）遠心法ウラン濃縮技術開発

①概要

我が国におけるウラン濃縮技術や生産能力の維持・向上のため、世界最高水準
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の性能を有するなど国際的に比肩し得る経済性と性能を有する新型遠心分離機を

開発する。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、国際役務価格＄１００／ｋｇＳＷＵ相当を目指して、現

在実用化している金属胴遠心分離機の約５倍という高い分離性能や同遠心分離器

を上回る寿命など国際的に比肩し得る技術レベルを有する新型遠心分離機の開発

を目指すとともに、最終仕様の新型遠心分離機を多数台用いたカスケード試験の

実施により商用プラントとしての信頼性を確立し、運転要領の策定を行う。

③研究開発期間

２００２年度～２００９年度

＜回収ウラン＞

（６）回収ウラン利用技術開発

①概要

六ヶ所再処理工場で回収される回収ウランを再濃縮し、再び軽水炉で利用する

ため、濃縮施設等既存施設への影響等を把握し、転換プロセスを中心とした回収

ウラン利用技術を開発する。併せて劣化ウラン酸化固形化についても検討を行う。 
②技術目標及び達成時期

２０１２年頃までに、劣化ウランの取扱・管理の容易さや貯蔵効率を向上させ

るための劣化ウラン酸化固形化（再転換を含む）技術の研究開発を行い、同技術

に係る基礎プロセスを確立する。２０１５年度頃までに、再処理により回収され

る回収ウランの濃縮が可能な商用遠心分離機の設計を確定する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１５年度

＜共通基盤技術開発＞

（７）革新的実用原子力技術開発

①概要

第４世代原子力システムに関する国際フォーラム（ＧＩＦ）や国際原子力エネ

ルギー・パートナーシップ（ＧＮＥＰ）等の国際協力枠組みにおいて国際連携に

よる研究開発が提案されている技術分野や、近年希薄化が懸念される原子力を支

える基盤技術分野について、産業界の参画やニーズ提示のもと、大学等が実施す

る研究活動への支援や将来の原子力人材の育成を実施しており、各分野の目的に

沿った革新的な技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度まで、基盤技術分野、国際協力技術分野において個別テーマ毎に

研究開発を実施する。

③研究開発期間

２０００年度～２０１１年度（見直し）

ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画　31／46



４－Ⅳ－ⅱ．高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル

（１）発電用新型炉等技術開発

①概要

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携

し、「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。具体的には、実証炉に必

要な要素技術のうち、設計・建設段階において必要となる実プラント技術として、

格納容器設計技術、耐震性評価技術、高温材料設計技術、保守・補修技術、大型

構造物製作技術の試験等を実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実証炉の概念設計へ反映しうる設計基準データ等の技術

的根拠を得る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１０年度

（２）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発（４－Ⅳ－ⅰ参照）

４－Ⅳ－ⅲ．放射性廃棄物処理処分

（１）地層処分技術調査等

①概要

ⅰ）地層処分共通技術開発

高レベル放射性廃棄物等の地層処分における共通的技術として、今後段階的

に進められる処分地選定の際に重要となる地質等調査技術の高度化開発を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発

高レベル放射性廃棄物処分に係る基盤技術として、人工バリア等の長期性能

評価技術、処分場操業の際のオーバーパック溶接や搬送・定置等の遠隔操作技

術の開発を行う。 
ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発

ＴＲＵ廃棄物の地層処分に係る基盤技術として、高レベル放射性廃棄物との

併置処分の可能性も念頭に、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれる核種の閉じ込め技

術や人工バリア等の長期性能評価技術の開発を行う。 
②技術目標及び達成時期

ⅰ）地層処分共通技術開発

２０１１年度までに、処分地選定の初期段階で必要となる地上からの調査技

術のうち、特に沿岸域の環境や高精度での地下水評価等に係る調査評価技術の

高度化・確証を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発

２０１１年度までに、人工バリア等の長期性能評価技術や遠隔操作等の工学

技術について高度化を図り、幅広い地質環境に対応可能な技術選択肢と成立性

を提示する。

ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発

２０１１年度までに、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれるヨウ素１２９や炭素１
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４の閉じ込め、高アルカリ環境下での人工バリアの性能評価等に関し、幅広い

地質環境に対応可能なデータ・モデルの整備と技術選択肢の提示を行う。 
③研究開発期間

１９９８年度～２０１１年度

（２）管理型処分技術調査等

ⅰ）地下空洞型処分施設性能確証試験

①概要

ＴＲＵ廃棄物や発電所廃棄物等の余裕深度処分において検討されている「地下

空洞型処分施設」の成立性確認のため、実規模大の空洞を利用した総合的な確証

試験を行う。 
②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、実規模大の空洞内にコンクリートピット等からなる地下

空洞型処分施設を構築し、施工性や初期性能の総合的な確証を行う。 
③研究開発期間

２００６年度～２０１１年

（３）放射性廃棄物共通技術調査等

①概要

ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査

放射性廃棄物処分に係る国内外の最新知見の収集・分析、重要かつ基礎的な

課題の抽出並びに研究を実施し、長期に及ぶ処分事業等を支える技術基盤の拡

充を図る。 
ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査

放射性廃棄物処分の安全評価に共通的な基盤情報として、生物圏における核

種移行プロセスを評価するため、日本の風土を反映した核種移行パラメータ・

モデルを整備する。

②技術目標及び達成時期

ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査

２０１１年度までに、放射性廃棄物処分に共通的な重要基礎技術として、地

質環境の長期安定性評価、人工バリアや岩盤の長期挙動評価等に係る知見を整

備する。

ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査

２０１１年度までに、沿岸域の環境も含めたわが国表層環境への適用とＴＲ

Ｕ廃棄物に固有の核種等を考慮した、生物圏核種移行のモデルとデータベース

を構築する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１１年度
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４－Ⅳ－ⅳ．原子力利用推進に資する電力系統技術

（１）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）

①概要

世界的にも我が国が最先端の技術力を有する次世代高温超電導線材を活用し、

経済社会の基盤となる電力の安定的かつ効率的な供給システムを実現するため、

系統を適正に制御し、電力供給を安定化させるための技術及び発電電力を無駄な

く輸送するための高効率な送電技術の確立を目指す。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥＳ、電力ケー

ブル、変圧器実現のための重要な技術開発を行い、各機器の成立性を実証する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）高温超電導ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）

①概要

革新的な高効率送電技術を確立して高温超電導ケーブルの実用化を促進するた

め、工業生産プロセスで実用化レベルに達している高温超電導線材（ＤＩ－ＢＳ

ＣＣＯ等）を活用し、首都圏の系統に接続する実証試験及び評価を行う。

なお、本事業は、発電用施設による電気の供給の円滑化を図る観点から行うも

のである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、２００ＭＶＡ級の中間接続部を有した三心一括型高温超

電導ケーブルを、冷却装置や保護装置などの付帯設備とともに６６ＫＶ実系統に

接続して、１２ヶ月以上の長期連系試験を行うことによって総合的な安全性や信

頼性を実証する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１２年度

４－Ⅳ－ⅴ．その他電力供給安定化技術

（１）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）

①概要

大規模太陽光発電を電力系統に連系した場合に課題となる系統安定化対策やピ

ーク対策のための技術等を開発するとともに、その有効性を実証する。

また、国内外の先進的な次世代技術の価格性能を比較することを通じて技術開

発を加速する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、下記の実証研究を行い、その有効性を確認する。

（イ）蓄電池等を組み合わせた出力変動抑制システムの有効性。

（ロ）発電出力のピーク制御（午後のピーク帯へのシフト）の有効性。

（ハ）大型インバータによる高調波抑制システムの有効性。

（ニ）国内外メーカーの太陽電池モジュールの特性比較を行い、性能、経済性等
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を比較・検証。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）

①概要

蓄電池技術は、新エネルギーの出力安定化や燃料電池自動車（ＦＣＶ）・ハイブ

リッド自動車（ＨＥＶ）・電気自動車（ＥＶ）等の高効率次世代自動車に共通する

重要なコア技術である。そこで、高性能蓄電システムに係る要素技術開発、新材

料開発及び基盤技術の開発を行う。

Ａ．系統連系円滑化蓄電システム技術開発

Ｂ．次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発

②技術目標及び達成時期

Ａ．２０１０年度末において、寿命１０年、コスト４万円／ｋＷｈ、１ＭＷ規模

のシステムおよび要素技術の確立と２０３０年において寿命２０年、コスト１．

５万円／ｋＷｈ、２０～３０ＭＷ規模の蓄電システムを見通せる技術開発。ま

た、新エネルギー対応の充放電パターン等、基礎データの整備、大型化に伴う

安全性や寿命等の評価手法の確立。

Ｂ．２０１１年度末において、電池開発では、０．３ｋＷｈモジュールを作製し、

重量エネルギー密度１００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２０００Ｗ／ｋｇ、寿命１０

年、コスト４万円／ｋＷｈを達成すること（条件：３ｋＷｈの組電池、１００

万台生産ベース）。電池構成材料及び電池反応制御技術の開発では重量エネル

ギー密度２００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２５００Ｗ／ｋｇ、コスト３万円／ｋＷ

ｈを小型単電池で達成すること（上記と同条件）。たま、電池周辺機器開発で

は、格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化を達成すること。さらに、重

量エネルギー密度５００Ｗｈ／ｋｇを見通せる新規概念・構造の蓄電池基礎開

発の他、劣化・寿命診断法、安全性評価などの各種試験法等の開発およびそれ

ら共通基盤技術の基準・標準化。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金）

①概要

超高純度金属材料を発電設備の蒸気配管等に実用化することを目指し、高純度金属

材料の高度化に向けた低コスト・量産化製造技術を開発し、実使用環境における超高

純度金属材料の耐久性試験等を行う。 
なお、本事業は、発電用施設における電気の供給の円滑化を図る観点から行うもの

である。

②技術目標及び達成時期

２００９年までに、不純物総量１００ｐｐｍ未満、溶解量数１００ｋｇ以上での低

コスト・量産化技術製造技術を開発するとともに、製造された超高純度材料が発電プ
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ラントの各種機器に適用でき、本材料の持つ優れた特性を長期に亘って発揮できるこ

とを確認する。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）

①概要

石油及び可燃性天然ガス資源の開発に係る技術の振興を図る観点から、大水深、

複雑な地層といった悪条件化が進む石油・天然ガスの探鉱・開発技術、利用拡大

が見込まれる天然ガス田の開発促進に資する天然ガス有効利用技術等について、

短期間で実用化が期待され、民間ニーズに直結した研究開発を提案公募により実

施する。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、我が国の石油・天然ガスの探鉱・開発技術力の向上、及

び天然ガスの利用の促進に向けた天然ガスの有効利用技術の開発を行う。

③研究開発期間

２００１年度～２０１２年度

（２）石炭生産技術開発

①概要

石油代替エネルギーである石炭の安定供給を図るため、発熱量が低いものの低

灰分、低硫黄といった特徴を有する低品位炭の有効利用を目的として、低品位炭

の発熱量を高め、自然発火性を抑制する低品位炭改質技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、3500～5000kcal/kg の発熱量の低品位炭を瀝青炭並みの

6000kcal/kg 以上に改質する低品位炭改質技術を開発し、600t/d 大型実証プラン

トでの製造技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質

によるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、ｉｎｖ

ｉｔｒｏ培養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いたｉｎｖｉｔｒｏ

系簡易有害性予測手法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果

と相関する遺伝子発現データセットを開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等
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を適用した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免

疫毒性を予測評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動

物試験に適用し、２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセット

を完成させる。また、標準的な試験プロトコルを策定する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（４）石油資源遠隔探知技術の研究開発

①概要

我が国が開発・運用する多様な地球観測センサ（ＡＳＴＥＲ、ＰＡＬＳＡＲ等）

の地球観測データを用いて、石油・天然ガス等の安定供給確保のため、資源開発・

探査、環境観測等に有効なデータの処理解析手法の研究開発を行う。また、地球

観測データのような大容量のデータを容易に扱えるシステムの研究開発を実施す

ることで資源開発・探査、環境観測を含む多様な分野でのリモートセンシングの

利用拡大を図る。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、資源開発・探査、環境観測等の分野における地球観測デ

ータ処理・解析技術の向上及び地球観測データの利用の拡大を図る。

③研究開発期間

１９８１年度～２０１０年度

（５）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金）

①概要

資源開発に有効な岩石・鉱物や地質構造解析の高次元解析を可能とするハイパ

ースペクトルセンサの開発を行うとともに、軌道上におけるデータ取得の実証を

行い、センサ技術の確立を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までにスペクトル分解能２００バンド前後のハイパースペクトル

センサを開発し、地表面のスペクトル情報を取得して資源開発に有効なセンサ技

術の実証を行う。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（６）次世代合成開口レーダ等の研究開発

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した合成開口レ

ーダである次世代合成開口レーダ（ＰＡＬＳＡＲ）の健全性評価やセンサを維持

することにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知

を行う技術を確立する。
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②技術目標及び達成時期

ＰＡＬＳＡＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年

度までに、レーダ技術の高度化（アンテナ指向の電子制御化、分解能の向上、多

偏波観測等）を図る。

③研究開発期間

１９９３年度～２０１０年度

（７）極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの研究開発

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した光学センサ

である資源探査用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）の健全性評価やセンサを維持する

ことにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行

う技術を確立する。

②技術目標及び達成時期

ＡＳＴＥＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年度

までに、センサ技術の高度化（ポインティング機能の追加、分解能の向上、熱セ

ンサの搭載等）を図る。

③研究開発期間

１９８７年度～２０１０年度

４－Ⅴ－ⅱ．石油・天然ガスの有効利用技術

（１）石油燃料次世代環境対策技術開発

①概要

バイオマス燃料から製造した石油製品が自動車排出ガスに及ぼす影響、新たな

自動車燃焼技術（自着火燃焼（着火までに燃料と空気を十分に混合し、その混合

気体を点火プラグの使用なしで圧縮することにより着火させる燃焼法でＮＯｘ排

出低減、熱効率が高い等の利点がある））に適応した燃料に関する技術開発を実施

する。

また、建設機械、発電機等のオフロードエンジンの排ガスによる環境負荷低減

や石油燃焼機器の効率的な利用を進めるための技術開発を実施する。

②技術目標及び達成時期

バイオマス燃料の利用時における、燃料と自動車エンジン技術の両面の影響評

価を進め、技術的課題を解決し、運輸部門における燃料多様化を目指す。

また、オフロードエンジンの規制は欧米が先行していることから、２０１２年

頃、欧米において規制強化が予定されている排ガス規制に対応した技術を確立し、

我が国における規制強化に対応可能な燃焼技術を実現することを目指す。

③研究開発期間

２００２年度～２０１１年度
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（２）石油精製高度機能融合技術開発

①概要

石油精製業を中心とする石油コンビナート全体の横断的かつ高度な運営機能の

融合を図り、単独企業のみでは達成困難なコンビナート域内の省資源、省エネル

ギーの向上を進めるため、異業種異企業間における限りある貴重なエネルギー資

源の利用効率の高い生産技術に関し技術の開発・実証を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、我が国における他のコンビナートへの波及効果を含め、

ＣＯ２排出量を６３万トン／年削減可能とする技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（３）将来型燃料高度利用技術開発

①概要

省エネ、二酸化炭素削減効果が見込まれる燃料電池自動車の燃料である高純度

（９９．９９％以上）水素を安定的かつ経済的に供給することは重要である。石

油は、その長所として豊富な水素供給余力と安価な水素製造技術及び全国に展開

した災害に強いガソリンスタンドを保有している。これら石油の長所を活かした

水素供給システムの確立により、水素社会の早期実現に貢献するものである。本

事業では、製油所からの高純度水素供給技術開発とガソリンスタンドを拠点とす

る高純度水素製造技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

コスト低減のため製油所におけるナフサから高効率（８０％以上）な高純度水

素製造を可能とする新たな技術を開発する。また、供給地のガソリンスタンドに

おいて有機ハイドライドから高純度の水素を高効率（８０％）に取り出すための

水素発生装置を開発する。また、脱硫後の灯油硫黄分を検出限界以下の１０ｐｐ

ｂ以下とする脱硫剤の開発を行うとともに、貴金属使用量を２－３ｗｔ％から０．

５ｗｔ％以下まで低減しても、従来と同等の高い性能が維持できる改質触媒を開

発する。さらに、膜分離型反応器を用いた９９．９９％高純度水素の製造効率を

８０％、４万時間の耐久性が期待できる水素製造システムを開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１０年度

（４）革新的次世代石油精製等技術開発

①概要

原油価格の高騰・高止まりや原油の重質化と製品需要構造変化等の石油を巡る

大きな環境変化のなか、連産品である石油製品を今後とも長期的に安定化かつ効

率的に供給するためには、製油所の更なる高度化に向けた技術の開発実用化が必

要である。このため、非在来型原油を含めた重質油を原料として、製油所におけ

るボトムレス化、余剰となる分解留分の高付加価値等のためのプロセスや触媒技

術等の開発を行う。また、次世代の技術シーズ創出のため、これまでの技術とは
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異なる発想により我が国唯一の革新的な新規触媒研究、新規膜分技術研究、新規

製造プロセス研究等を産官学の連携等により実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに重質油対応型高過酷度接触流動分解技術（ＨＳ－ＦＣＣ）

については、３千ＢＤ規模（商業レベルの１／１０規模）の実証研究を通じ、プ

ロピレン収率２０％以上（既存技術４％程度）、将来不足が予想される高オクタン

価ガソリン基材（ＲＯＮ９８（既存技術９２程度））の製造を可能とする技術を確

立する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（５）次世代高信頼性ガスセンサー技術開発

①概要

一酸化炭素中毒やガス漏れなどのガス事故を限りなくゼロに近づけるため、セ

ンサ素子のナノレベルでのメカニズム解析及び開発設計を行い、コードレスで高

信頼性を有する次世代高信頼性ガスセンサ（ＣＯセンサ・メタンセンサ）を開発

する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、最先端のナノテクノロジー及びＭＥＭＳ技術を導入し、

電池駆動で５年以上の長寿命、高信頼性（数百ｐｐｍ以下の故障率）、低コストな

ＣＯとメタンのセンサを開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

（６）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）

①概要

硫黄等を含まず排出ガスがクリーン、着火性が高いという特徴を有することか

ら石油系燃料代替として期待されるＧＴＬについて、天然ガス中に含まれるＣＯ

２を除去せず、原料として積極的に活用することから、従来利用が困難であった

ＣＯ２を多く含むガス田からの天然ガスが利用可能、ＣＯ２除去装置が不要であ

ることによる生産設備コストの低減が可能、といった強みを有する我が国独自の

ＧＴＬ製造技術の確立を図る。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実証プラントによる運転研究（５００バレル／日）を行

い、商業規模でのＧＴＬ製造技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（７）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅰ

参照）

（８）高効率ガスタービン実用化技術開発（４－Ⅰ－ⅱ参照）
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４－Ⅴ－ⅲ．メタンハイドレート等非在来化石資源の利用技術

（１）メタンハイドレート開発促進委託費

①概要

日本周辺海域に相当量の賦存が見込まれ、国産のクリーンなエネルギー資源と

して有望なメタンハイドレートを利用可能とするため、資源量評価手法、生産手

法及び環境影響評価手法等の確立のための技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１６年度までに、商業的産出のための技術を整備することを目指し、日本

周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状況と特性の明確化、有望賦存海域

からのメタンハイドレート資源フィールドの選択及び現場産出試験等による生産

手法の確立等を推進する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１６年度

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト

①概要

石炭の高効率な利用を図るために、

ⅰ． 酸素吹きによる石炭ガス化発電の開発実証及び化学吸収法によるＣＯ２の

分離・回収技術の実証

ⅱ．石炭ガス化発電からＣＣＳまで一貫したトータルシステムの設計等

ⅲ．次世代ＩＧＣＣ（石炭ガス化複合発電）など革新的な石炭ガス化技術にか

かる先進基盤研究

を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、パイロットプラントにおいて、高圧の石炭ガスからＣＯ

２の分離・回収技術の確立及びガス化炉の信頼性向上へ向けて、３炭種以上の適

応炭種拡大試験を実施する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１２年度

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金

①概要

石炭火力発電から排出されるＣＯ２の削減技術について諸外国との実証事業等

を実施し、当該技術の普及基盤を整備することにより、エネルギー供給に対する

環境上の制約を取り除き、もって我が国エネルギー需給構造の安定化を図る。

②技術目標及び達成時期

石炭ガス化技術等実証普及事業では、海外において取り組みが進められている

ゼロエミッション型石炭火力発電の石炭ガス化・発電技術、ＣＯ２分離回収技術、
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ＣＯ２輸送貯留技術等に関する情報収集や関連する技術調査の実施等により、我

が国におけるゼロエミッション型石炭火力発電の実用化開発に資する技術・知見

を得る。

酸素燃焼国際共同実証事業では、既存の微粉炭火力発電の改造による酸素燃焼

方式のゼロエミッション型石炭火力発電プラントの実用化を目標とするものであ

り、既存のプラントの改造により対応可能であること、酸素燃焼を行うことによ

り、燃焼ガスからＣＯ２を分離する装置が不要であることから、比較的低コスト

で極めて大きなＣＯ２削減効果が期待できる。

石炭火力発電原油増進回収国際共同事業では、２００８年５月の日中首脳会談

で合意された「日中間でのＣＣＳ－ＥＯＲ（二酸化炭素の回収・貯留、石油増進

回収法）協力」に係る日中共同事業として、中国における石炭火力発電ＣＣＳ－

ＥＯＲ事業の事前調査としてＣＣＳ－ＥＯＲの有効性確認、ＣＣＳ－ＥＯＲの経

済性・事業実現性等を検討する。これらにより、多量のＣＯ２排出削減を実現す

るモデルの構築、世界のＣＯ２排出削減への貢献が期待出来る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１６年度

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金

①概要

従来の超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は、蒸気温度の最高温度は６３０℃程度

が限界で、送電端熱効率も４２～４３％が原理的限界といわれてきた。しかしな

がら、近年の材料技術の進歩により、７００℃以上の蒸気温度を達成できる可能

性が見えてきたことから、これらの材料を活用した先進超々臨界圧火力発電技術

（Ａ－ＵＳＣ）の開発を行うものである。Ａ－ＵＳＣ は、蒸気温度７００℃級で

４６％、７５０℃級で４８％の高い送電端熱効率の達成が可能な技術であり、２

０２０年以降増大する経年石炭火力発電のリプレース需要に対応するため、早急

に技術開発を進める必要がある。そのため、ボイラーメーカー、タービンメーカ

ー及び材料メーカーが共同でＡ－ＵＳＣ の技術開発に取り組む。

②技術目標及び達成時期

平成２２年度までにシステム基本設計を完了し、シミュレーションにより送電

端熱効率４６％～４８％の達成が可能なことを確認する。平成２４年度までにボ

イラー、タービン部材等が７００℃以上の蒸気温度に耐えられるかどうかを試作、

評価し、経済性を含めたシステム成立性への見通しを得る。平成２７年～平成２

８年度に実缶試験、回転試験を実施し、蒸気温度７００℃以上の条件下でボイラ

ー、タービンの信頼性を確認する。また、ボイラー、タービン部材について３万

～７万時間の長期信頼性試験を実施し材料特性を検証する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１６年度
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（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）

①概要

環境適合的な石炭利用の拡大を図るため、石炭利用プロセスにおける環境影響

を低減させる手法の開発等、クリーン・コール・テクノロジーの開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、

・ 化学原料等に利用可能な合成用ガスを石炭乾留ガスから無触媒で製造する技

術をパイロットプラントで確立する（無触媒石炭乾留ガス改質技術開発）。

２０１１年度までに、

・ 石炭利用プロセスにおいて、環境分析技術の高精度化、環境影響成分の挙動

解析のためのモデルの構築等により、環境への影響低減手法を開発する（戦

略的石炭ガス化・燃焼技術開発）。

③研究開発期間

１９９５年度～２０１１年度

・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 ２００７年度～２０１１年度

・無触媒石炭乾留ガス改質技術開発 ２００６年度～２００９年度

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金

①概要

供給安定性に優れた石炭の高効率かつ低環境負荷での利用を図るため、石炭を

ガス化して燃料とし、コンバインドサイクル（ガスタービンと蒸気タービンの組

合せ）を駆動する高効率発電技術（石炭ガス化複合発電技術（ＩＧＣＣ：Ｉｎｔ

ｅｇｒａｔｅｄ ｃｏａｌ Ｇａｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ Ｃｏｍｂｉｎｅｄ Ｃｙｃ

ｌｅ）の実証試験を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、２５万ｋＷの実証機を用いた実証試験により、熱効率４０．

５％（送電端、高位発熱量ベース）を目指す。この目標は５０万ｋＷの商用機にお

ける熱効率４６～４８％に相当する。本技術は実証試験終了後の２０１０年度より

商用化が可能である。

③研究開発期間

１９９９年度～２００９年度

（６）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ

－ⅱ参照）
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４－Ⅴ－ⅴ．その他・共通

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（３）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（４）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（５）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）水素貯蔵材料先端基盤研究事（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（９）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１０）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１１）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）
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５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組）

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

� 事業者単位の規制体系の導入

� 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化

� セクター別ベンチマークの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等）

� トップランナー基準の対象機器の拡充等

� アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上

� 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

� 公共的車両への積極的導入

� 燃費基準の策定・改定

� アジアにおける新エネルギー協力

� 国際標準化による国際競争力向上

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

� 補助金等による導入支援

� 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大

� 新エネルギー産業構造の形成

� 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保

� 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現

� 資源確保戦略の展開

� 次世代を支える人材育成

� 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援

� 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与

� 国と地域の信頼強化

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

� 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経

済関係強化など）

� 化石燃料のクリーンな利用の開拓

６．研究開発の実施に当たっての留意事項

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付

金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテ

ーマを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、

実施されるものである。
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７．改訂履歴

（１）平成１６年７月７日付け、省エネルギー技術開発プログラム基本計画、新エネルギ

ー技術開発プログラム基本計画、燃料技術開発プログラム基本計画、電力技術開発プ

ログラム基本計画、原子力技術開発プログラム基本計画制定。固体高分子形燃料電池

／水素エネルギー利用プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第６号）は、

新エネルギー技術開発プログラム基本計画に統合することとし、廃止。

（２）平成１７年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１６・０６・０４産局第８号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１６・

０６・０４産局第１０号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４

産局第１２号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１１

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１３号）は、

廃止。

（３）平成１８年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１７・０３・２５産局第１４号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第９号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２

５産局第１７号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１

２号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１３号）は、

廃止。また、次世代低公害車技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２９産

局第２号）は、省エネルギー技術開発プログラム基本計画及び燃料技術開発プログラ

ム基本計画に統合することとし、廃止。

（４）平成１９年４月２日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・３１産局第１９号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１５号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１

産局第１８号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１７

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１６号）は、

廃止。

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省

エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネ

ルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開

発プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム

基本計画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平

成１９・０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃

止。

（６）平成２１年４月１日付け制定。エネルギーイノベーションプログラム基本計画（平

成２０・０３・２５産局第５号）は廃止。

ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画　46／46
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（エネルギーイノベーションプログラム） 

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」基本計画 

 

新エネルギー部 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術

の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組んで

いくことが不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民双

方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和され、官民において長期に

わたり軸のぶれない取組の実施が可能となることを目指し「エネルギーイノベーションプログラム」が

制定された。本事業は、その「エネルギーイノベーションプログラム」の一環として実施する。 

燃料電池及び水素技術は、上記の目的達成に向けたキーテクノロジーとして、その実用化への期

待が高い。第３期科学技術基本計画（２００６年３月）においては「先進燃料電池システムと安全な革

新的水素貯蔵・輸送技術」が戦略重点科学技術として選定され、新・国家エネルギー戦略（２００６年

５月）では燃料電池自動車に関する技術開発の推進が記され、経済成長戦略大綱（２００６年７月）に

おいて運輸エネルギーの次世代技術開発が重点分野として位置付けられている。エネルギー基本

計画（２００７年３月）、次世代自動車・燃料  イニシアティブ（２００７年５月）においても燃料電池及び

燃料電池普及のために必要となる水素技術開発の重要性が述べられ、さらには、Cool Earth 50－エ

ネルギー革新技術に定置用燃料電池、燃料電池自動車及び水素製造・輸送・貯蔵が位置付けられ

ている。 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、｢ＮＥＤＯ｣という。）では、「水素安全

利用等基盤技術開発事業」（平成１５～１９年度）において、水素の安全性に係るデータの取得に基

づく安全技術の確立、水素の製造・輸送・貯蔵・充填等に係わる技術開発を行い、関連する各機器に

ついて基本仕様を固め、性能において世界をリードできるレベルにまで到達させた。安全技術の確立

は、「水素社会構築共通基盤整備事業」（平成１７～２１年度）に引き継がれ、燃料電池の大規模な導

入・普及や技術レベルの進展に対応した既存規制の見直し等に資するための安全確認データの取

得、国際標準の提案並びに製品性能の試験・評価手法の確立を、産業界との密接な連携のもとで実

施している。 

また、「水素先端科学基礎研究事業」（平成１８～２４年度）では、水素物性等に係る基礎的かつ高

度な科学的知見の集積を行い、水素社会到来に向けた基盤整備に資することを目的に、液化・高圧

化した状態における水素物性の解明並びに液化・高圧化による材料の水素脆化に関する基本原理

の解明及び対策検討など、根本的な現象解析を実施中である。加えて、「水素貯蔵材料先端基盤研

究事業」（平成１９年度～２３年度）では、高性能かつ先端的水素貯蔵材料開発に必要な水素貯蔵に

関する基本原理の解明及び材料の応用技術に必要な基盤研究を実施中であり、両事業から基礎固

めを行うことにより、水素供給インフラを支える材料、機器及びシステム開発に関するブレイクスルー
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に繋がることを企図している。 

本研究開発では、これらの動向や並行実施事業の進捗状況を踏まえ、来るべき水素エネルギー

普及のための水素供給インフラ市場立上げ（平成２７年／２０１５年頃を想定）に向け、水素製造・輸

送・貯蔵・充填に関する低コストかつ耐久性に優れた機器及びシステムの技術開発、要素技術開発、

次世代技術開発及びシナリオ策定、フィージビリティスタディ等を行い、水素エネルギーの導入・普及

に必要な一連の機器及びシステムに関する技術を確立することを目的とする。また、技術開発の一

翼を担いつつ、実証研究や基準・標準化に関する事業と連携を図りながら推進することにより、燃料

電池の実用化・普及展開及び国際競争力の確保に資する。 

 

（２）研究開発の目標 

これまでの関連事業成果を踏まえながら、平成２２年度末を目途に、水素エネルギーの導入・普及

に必要な低コスト機器及びシステムを試作開発し、その試作開発結果を基に平成２４年度までに耐

久性評価等を行う。また平成２２年度より、早期の水素供給インフラ市場立上げに資する低コスト材

料開発、基準・標準化、規制見直しにも重点を置き、研究開発等を行う。 

研究開発項目毎の目標（中間目標、最終目標）は、別紙の研究開発計画に示す。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき、研

究開発を実施する。 

 〔委託事業、共同研究事業（NEDO 負担率：２／３）〕 

Ⅰシステム技術開発：「水素供給システム」を構成する機器である、水素ステーション機器や車

載等水素貯蔵/輸送容器について、低コスト化・コンパクト化に繋がる開発を行うと共に、複数

機器を組み合わせた｢水素供給システム｣の全体として耐久性等の検証を行う。 

Ⅱ要素技術開発：水素製造・輸送・貯蔵・充填機器及びシステムに関する高性能化、軽量化、低

コスト化及び長寿命化のための要素技術を開発し、検証する。 

Ⅲ次世代技術開発・フィージビリティスタディ等：水素エネルギーの導入・普及に関する新規の概

念に基づく革新的な技術（例えば、化石燃料以外からの水素製造等）の開発（国外研究機関

を活用した国際共同研究や国際協力を含む）及び水素社会実現に向けた技術開発シナリオ

の検討、水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ、燃料電池自動車及び水素インフラ

等に係る基準・標準化のためのデータ取得等を行う。 

 

平成２２年２月及び平成２３年３月に実施する研究開発項目Ⅱ、Ⅲに関する追加公募につい

ては、（ⅰ）実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産学官の複数事

業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業、又は（ⅱ）試験・評価方法、基

準・プラットフォームの提案等、国民経済的には大きな便益がありながらも、民間企業の研究

開発投資に見合うものが見込めない「公共財の研究開発」事業であり、原則、委託事業として

実施する。ただし、（ⅰ）については、上記以外のもの（※１）は、共同研究事業〔NEDO 負担

率：２／３〕として実施する。 

※１ 民間企業単独、民間企業のみでの連携、大学等の単独等、産学官連携とならないもの 
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２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、ＮＥＤＯが、単独ないし複数の原則、本邦の企業、研究組合、公益法人等の研究

機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外の企業等（大学、

研究機関を含む）の特別な研究開発能力、研究施設等の活用または国際標準獲得の観点から国外

企業との連携が必要な部分を、国外企業等との連携により実施することができる。）から公募によっ

て研究開発実施者を選定後、委託若しくは共同研究により実施する。 

また本研究開発の参加企業等が保有する研究開発ポテンシャルを最大限に活用するなど効率的

な研究開発の推進を図る観点から、技術分野ごとにワーキンググループ（ＷＧ）等を設置して分野間

の連携を図り効率的な研究開発を実施する。 

加えて、平成２２年度より強力なリーダーシップを有するプロジェクトリーダー（ＰＬ）を設置し、研究

の運営管理の強化を図る。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発責任者や研究

開発実施者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開発の目的及び

目標に照らし適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じてＮＥＤＯに設置する技術検討委

員会等における外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、適時ＰＬ及び委託先、共同研究先か

らプロジェクトの進捗について報告を受けるなどを行う。また、事業を効率的に推進するために、年に

一回程度、本事業の実施者が一堂に会する報告会を開催し、実施者間及び関係産業界等との情報

の共有と共通認識を図ることとする。さらに、各研究テーマの事業化シナリオを明確にしながら、集中

と選択を行う等の運営を行う。 

 

３．研究開発の実施期間 

本研究開発の期間は平成２０年度～平成２４年度の５年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義並び

に将来の産業への波及効果などについて、外部有識者による研究開発の中間評価を平成２２年度、

事後評価を平成２５年度に実施する。中間評価結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中

止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係わる技術動向、政策動

向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

 ①成果の普及 

  得られた研究開発の成果は、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努めるものとする。 

 

 ②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 
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  得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業または標準化等との連携を図るため、

データベースへのデータ提供、標準技術情報（ＴＲ）制度への提案等を積極的に行う。 

 

 ③知的財産権の帰属 

  委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、すべ

て委託先に帰属させることとする。 

 

 ④関連事業との連携 

｢水素社会構築共通基盤整備事業｣及び｢燃料電池システム等実証研究事業（水素・燃料電池実

証プロジェクト）｣等の成果や進捗状況を踏まえ、安全性に配慮した、低コストな材料や要素技術を

本研究開発で採用すると共に、産業界が中心となって進める基準・標準化整備に沿った機器・シス

テムの試作開発及び耐久性の検証に努めるものとする。 

また、｢水素先端科学基礎研究事業｣及び｢水素貯蔵材料先端基盤研究事業｣と連携し、水素用

材料に発生した劣化に関する基礎的メカニズムや水素貯蔵材料中の水素貯蔵に関する基本原理

解明等の成果も活用しながら水素環境下にて耐久性に優れる機器またはシステムの試作開発及

び検証を行うものとする。さらに、当該２事業及び「地域水素供給インフラ技術・社会実証」とは、Ｐ

Ｌ間も含め、情報の共有化等を行う。 

また、「固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発」等、燃料電池に係わるプロジェクトの成果

も活用しながら事業を進めるものとする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の研究開発動向、政策

動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の確保状況、当該

研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見

直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第一号

二に基づき実施する。 

   

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２０年３月、制定。 

（２）平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、｢（1）研究開発の目的｣の記載

を改訂。 

（３）平成２１年３月、中間目標等を追記して改訂。 

（４）平成２２年２月、研究開発項目Ⅱ、Ⅲの拡充、関連事業との連携を追記して改訂。 

（５）平成２３年３月、平成２２年度に実施した中間評価を踏まえ、ＰＬの設置、規制見直しへの更なる

取組等を追記して改訂。 

（６）平成２３年７月７日、「石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律改正」に伴
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う根拠法の変更による改定。 
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（別紙）研究開発計画 

 

研究開発項目Ⅰ：｢システム技術開発｣ 

 

１．研究開発の必要性 

水素供給インフラ市場立上げ（２０１５年頃を想定）のためには、水素ステーション及び水素貯蔵・

輸送容器に関し、低コストかつ耐久性に優れた機器及びシステムに関する技術を確立する必要があ

る。 

 

２．研究開発の具体的内容 

これまでに開発した要素技術及び機器をベースに、複数機器を連結した「水素供給システム」とし

て、７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器や車載等水素貯蔵容器の低コスト化・コンパクト

化に繋がる開発を行うと共に、水素供給システム全体としての耐久性等を検証する。 

 

（１）７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

低コスト化、コンパクト化及び高耐久性に関する機器及び市場立上げ時期に必要となるシス

テム仕様の検討、試作開発、性能検証・評価を実施すると共に、複数機器を連結させた水素供

給システム全体としての性能評価を実施する。実施に際しては下記の技術課題に留意する。 

 

①圧縮機、蓄圧器、ディスペンサー等主要部品に関し、 

・ 低コスト・耐水素脆化材料の採用 

・ 高圧シール(７０ＭPa 級対応)の工夫・検証・評価 

・ 耐久性・メンテナンス性・製造加工性を考慮した構造・仕様の検証・評価 

・ 省スペース化のための工夫・検討 

・ カプラー、接続継ぎ手部、溶接部の耐久性・信頼性の確認 

・ 部品の定期的検査方法（非破壊検査を含む）の検討・検証 

・ 複合容器、バルブ、配管等燃料電池自動車部品の供用・活用 

・ （圧縮機について）振動・騒音対策、遠隔監視等の検証・評価 

・ （ディスペンサーについて）プレクール機能の検証・評価 

 

②過流防止弁、緊急離脱カプラー等水素取扱にて安全確保上必須部品に関し、上記①に掲

載した項目に加え、 

・ 国内における製造技術の確立 

 

③水素供給システム全体としての性能評価 

・ 市場立上げ・普及に対応したシステム仕様の最適化 

・ 連動性・制御性・負荷追従性確認・評価 

・ 性能評価結果を元にした機器システム開発へのフィードバック 

 

（２）車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術に関する研究開発 
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低コスト化、コンパクト化及び高耐久性に関する機器及び市場立上げ時期に必要となるシス

テム仕様の検討、試作開発、性能検証・評価を実施すると共に、水素ステーション機器システム

と連動させたトータルシステムとしての性能評価を実施する。実施に際しては、下記技術課題に

留意する。 

なお、最終目標の達成に向けては追加的な基礎研究等が必要なことが判明したため、平成２

２年度末をもって中止とする。 

 

①車載高圧水素ガス容器、ハイブリッド容器、運送用複合容器等に関し、 

・ 低コスト・耐水素脆化材料の採用 

・ 高圧シールの工夫・検証・評価 

・ 耐久性・メンテナンス性・製造加工性を考慮した構造・仕様の検証・評価 

・ 省スペース化のための工夫・検討・評価 

・ 溶接、接続継ぎ手部の耐久性・信頼性の確認 

・ 部品の定期的検査方法（非破壊検査を含む）の検討・評価 

 

②水素貯蔵材料、熱交換器、容器を組み合わせた貯蔵システムに関し、 

・ 低コスト・高耐久性水素貯蔵材料の採用 

・ 水素吸放出に伴う温度制御性（熱交換機能）の工夫・検証・評価 

・ 用途に応じた最適容器形状やシステム構成の検討・評価 

・ 水素貯蔵材料及び収納容器を含む水素貯蔵システムとしての性能評価・材料開発への

フィードバック 

 

③水素ステーション機器システムと連動させたトータルシステムとしての 性能検証・評価 

・ 市場立上げ・普及に対応したシステム仕様の最適化 

・ 連動性・制御性・負荷追従性確認・評価 

・ 性能評価結果を元にした機器開発へのフィードバック 

 

 

３．達成目標 

 各研究開発テーマに関する達成目標は下記の通り。 

（１）７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

市場立上げ時期に必要となる７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システムとして以

下を満足する技術を確立する。 

『最終目標』 

低コスト化：設備コスト ２億円以下／システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地取得価格を除く］ 

高耐久性 ：各機器メンテナンス回数 １回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンスを除く］ 

『中間目標』 

「水素安全利用等基盤技術開発」にて開発した要素機器等に必要な改良を加えつつ、水
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素ステーションシステムとして構成配置し、延べ 1年以上（ＤＳＳ運転等を含む）の耐久

性を検証する。 

 

（２）車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術に関する研究開発 

水素ステーション機器システムと連動させたトータルシステムの中で、車載等水素貯蔵／輸送シ

ステムに水素をスムーズに充填できると共に、以下を満足する技術を確立する。 

 

『中間目標』 

低コスト化：水素貯蔵合金のコストを￥１０，０００/ｋｇ以下にする目処をつける。 

高性能化 ：容器体積密度（外容積）＝２８（ｇ－Ｈ２／Ｌ） 以上 

（ハイブリッド容器システムの場合） 
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研究開発項目Ⅱ：｢要素技術開発｣ 

 

１．研究開発の必要性 

 水素エネルギーの導入・普及のためには、機器単体及び要素技術レベルにおいて高性能化、軽量

化等効率向上を行っておくことが不可欠である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

水素製造・輸送・貯蔵・充填機器及びシステムの高性能化・軽量化等効率向上に繋がる要素技術

について、ユーザーの立場を考慮した高性能化、低コスト化・長寿命化・メンテナンス性向上のため

の要素技術開発を行う。 

（１）水素製造機器要素技術に関する研究開発 

高性能化に関する機器仕様検討、試作開発、性能評価を実施すると共に、ユーザーの立場を

考慮した低コスト化・長寿命化・メンテナンス性向上に関する仕様検討、試作開発、性能検証・評

価を実施する。実施に際しては下記の技術課題に留意する。 

  たとえば、水蒸気改質方式に関して、 

・ 改質反応温度の低温化のための材料探索・メンブレン構造仕様検討・試作開発 

・ 低温高活性改質触媒の探索・試作開発 

・ 耐久性向上のためのメンブレン製造加工方法の工夫・検討 

・ 起動時間短縮のための機器構造・システム仕様検討・試作開発 

・ 省スペース化のための工夫・検討 

・ 遠隔監視、通報・診断機能の工夫・検討 

 

（２）水素貯蔵材料・水素貯蔵/輸送機器要素技術に関する研究開発 

高性能化に関する機器仕様検討、試作開発、性能検証・評価を実施すると共に、ユーザーの

立場を考慮した低コスト化・長寿命化・メンテナンス性向上に関する仕様検討、試作開発、性能

検証・評価を実施する。実施に際しては下記の技術課題に留意する。 

なお、最終目標の達成に向けては追加的な基礎研究等が必要なことが判明したため、平成２

２年度末をもって中止とする。 

①水素貯蔵合金、無機系貯蔵材料等に関して、 

・ 水素貯蔵密度の向上 

・ 水素吸放出温度低温化 

・ 耐久性・製造加工性を考慮した材料組成・仕様の検討・試作開発 

・ 低コスト材料の採用 

・ 材料性能評価方法の検討 

 

②上記水素貯蔵材料を収納した容器（低圧、高圧）等に関し、 

・ 水素吸放出に伴う温度制御性の向上（熱交換機能の工夫） 

・ 用途に応じた最適容器形状の検討（省スペース化のための工夫を含む） 
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（３）水素ステーション機器要素技術に関する研究開発 

高性能化に関する機器仕様検討、試作開発、性能検証・評価を実施すると共に、ユーザーの

立場を考慮した低コスト化・長寿命化・メンテナンス性向上に関する仕様検討、試作開発、性能

評価を実施する。実施に際しては、下記の技術課題に留意する。 

 

①圧縮機、蓄圧器、ディスペンサー等主要部品に関し、 

・ 低コスト・耐水素脆化材料の採用 

・ 高圧シール(７０ＭPa 級対応)の工夫・検証・評価 

・ 耐久性・メンテナンス性・製造加工性を考慮した構造・仕様の検証・評価 

・ 省スペース化のための工夫・検討 

・ カプラー、接続継ぎ手部、溶接部の耐久性・信頼性の確認 

・ 部品の定期的検査方法（非破壊検査を含む）の検討・検証 

・ 複合容器、バルブ、配管等燃料電池自動車部品の供用・活用 

・ （圧縮機について）振動・騒音対策、遠隔監視等の検証・評価 

・ （ディスペンサーについて）プレクール機能の検証・評価 

・ 機器開発加速のための材料開発及び国内規制見直しに資する材料データ取得 

 

②過流防止弁、緊急離脱カプラー等水素取扱にて安全確保上必須部品に関し、上記①に掲

載した項目に加え、 

・ 国内における製造技術の確立 

 

③水素用機器に関する金属材料開発 
・高強度、安価で、使いやすい新たな材料を開発 

・それら開発材料の基準化、標準化に必要な、材料物性データの取得 

・材料の普及に必要な簡便材料評価法の開発 
・実ステーションで長期使用した配管・バルブ類の解体調査（劣化の有無、程度を調査） 

 

３．達成目標 

達成目標は下記の通り。なお、いずれもシステム技術に適用できる要素技術であることから、シス

テム技術開発で設定した達成目標を満たす内容とする。 

 

（１）水素製造機器要素技術 

  水蒸気改質方式に関して、 

『最終目標』 

改質効率＝８０％以上 

起動時間＝３時間未満 

設備サイズ＝１０ｍ３以下 

設備コスト＝３０万円/Ｎｍ３・ｈ 

『中間目標』 

小規模のパイロットプラントを設計・製作し、性能の検証を行う。 
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（２）水素貯蔵材料（同材料容器を含む）・水素貯蔵/輸送容器要素技術 

『中間目標』 

材料系の探索と開発を実施し、そこから材料組成等を絞り込み、最終目標の質量水素密度

６ｗｔ％以上及び水素放出温度１５０℃以下を達成する新規材料の開発の可能性を見極め

る。 

 

 （３）水素ステーション機器要素技術 

  水素ステーション機器システムに適用される要素技術として、下記目標達成に繋がる

技術として確立する。 

『最終目標』 

低コスト化：設備コスト ２億円以下/システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地取得価格を除く]  

高耐久性 ：各機器メンテナンス回数 １回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンスを除く］ 

鋼種拡大 ：現在例示基準材として認められているＳＵＳ３１６Ｌ材、     

Ａ６０６１－Ｔ６材に対して、より高強度、安価な材料を開発し、

加えてそれら材料を基準・標準化していくための材料物性データ

を取得する。 

 

『中間目標』 

普及に向けた水素ステーションシステム及び機器に関するコストダウン検討を行い、

その対策案を検証する。 
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研究開発項目Ⅲ：｢次世代技術開発・フィージビリティスタディ等｣ 

 

１．研究開発の必要性 

水素エネルギーの導入・普及に関する技術開発において、ブレイクスルーを見出すためには、たと

えば化石燃料以外からの水素製造など、新規の概念に基づく革新的な次世代技術の探索及び同技

術の有効性確認・検証を常に行うことが不可欠である。また早期に水素社会を実現するためには、

開発技術が反映される水素エネルギー導入・普及のための技術開発シナリオの設定・技術開発動向

に対応した適時見直し、及び国内規制の見直し、国際標準化が不可欠である。  

 

２．研究開発の具体的内容 

水素エネルギーの導入・普及に対し、新規の概念に基づく革新的な次世代技術（たとえば、化石

燃料以外からの水素製造等）の探索及び同技術の有効性確認・検証を行うと共に、水素社会実現の

ための技術開発シナリオの検討、水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ、基準・標準化に資

するデータ取得等を行う。 

 

①革新的な次世代技術の探索・有効性検証に関する研究開発 

（ア）国内外技術開発動向の調査（国際研究協力を含む） 

（イ）革新的な次世代技術（たとえば、化石燃料以外からの水素製造等）の探索・有効性検証 

 

②水素エネルギー導入・普及のための技術開発シナリオに関するフィージビリティスタディ等研究

開発 

(ア) 技術開発シナリオの調査・検討 

(イ) 技術開発動向を踏まえたシナリオ見直し 

(ウ) 水素キャリア(有機ハイドライド、液体水素等)に応じたフィージビリティスタディ 

（エ）  燃料電池自動車及び水素インフラに係る基準・標準化、規制見直しに資するデータ取得、

解析・評価等 

 

３．達成目標 

 （１）革新的な次世代技術の探索・有効性検証 

  現有ガソリン供給インフラと同等の設備コストで対応可能となる（水素供給インフラを構成する）材

料、機器、システムの設計指針または概念設計を確立する（平成２１年度までの目標）。さらに、そ

れまでの研究開発成果を評価し、更に１年間の継続可と判断する研究開発について、実用化のた

めの詳細検討・検証等を行う（平成２２年度までの目標）。 

 

（２）水素エネルギー導入・普及のための技術開発シナリオに関するフィージビリティスタディ等 

  水素エネルギー導入・普及に向け、社会コストミニマムとなる展開シナリオ及び水素キャリア（有

機ハイドライド、液体水素等）に応じたケーススタディやフィージビリティスタディを行い、今後の技

術開発における課題を抽出する（平成２１年度までの目標）。 

また、国際標準に関しては、取得したデータを基に、水素燃料仕様等の国際標準化において日本

が主導的にＩＳ化を進め、期限内に完了する。国内規制見直しに関しては、水素エネルギー導入・
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普及に向け、使用可能鋼材の拡充、耐圧安全係数検討等に資するデータを取得し、産業界主導で

見直しを完了する（平成２４年度までの目標）。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付－３：技術戦略マップ 

（分野別技術ロードマップ） 

  



資源に乏しいわが国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネ
ルギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社
会の構築に取り組んでいくことが丌可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間
を要するとともに大規模投資を伴う一方で将来の丌確実性が大きいことから、民間企業
が持続的な取組を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた
将来の技術進展の方向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、将来の丌確
実性に対する懸念が緩和され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可
能となる。

また、「新・国家エネルギー戦略」や「エネルギー基本計画」においても、エネル
ギー技術戦略策定の必要性が明記されており「新・国家エネルギー戦略」が想定する
2030年という長期の時間設定の中、超長期エネルギー技術ビジョン（2005年10月策定）
を参考にしつつ、2006年11月策定のエネルギー技術戦略マップ2006をベースにし、技術
戦略マップ2007（エネルギー分野）を作成した。技術戦略マップ2008は2007年5月の総
理イニシアティブ「クールアース50」を受けて策定された「Cool Earth-エネルギー革
新技術計画」（2008年3月策定）をもとに、足下の2030年頃までの見通しに変更があっ
たものについて修正を行ったものである。

技術戦略マップ2009の策定に当たっては主に下記の3項目の内容について見直しを実
施し、改訂を行った。
・省エネルギー技術戦略との整合【参考資料：省エネルギー技術戦略2009】
・既存ロードマップに最新技術を反映
・個別技術の統廃合（235技術→178技術（新2技術））

エネルギー分野

技術戦略マップ　エネルギー分野　　1



Ⅱ．技術の特徴付けについて

エネルギー技術分野全体を俯瞰するため、有識者にアンケート調査を行い、5つの政
策目標に対する寄不について定性的な評価を行った。

Ⅲ．エネルギー技術全体の俯瞰図について

評価結果を基に、5つの政策目標に対する寄不を示したエネルギー技術全体を俯瞰す
るマップを作成した。

エネルギー分野の技術戦略マップ

Ⅰ．検討の手順
技術戦略マップは、政策目標を実現するために必要な技術を要素技術を含めて抽出し

た技術マップ、技術開発の進展を時間軸に沿って示した技術ロードマップ、及び技術開
発とそれ以外の関連施策を併せて示した導入シナリオから構成されている。
本技術戦略マップの作成にあたっては、2006年に策定した「新・国家エネルギー戦

略」における政策の柱を踏まえ、①総合エネルギー効率の向上、②運輸部門の燃料多様
化、③新エネルギーの開発・導入促進、④原子力の利用、そして、⑤化石燃料の安定供
給確保と有効かつクリーン利用、の5つの政策目標を設定した上で、これらに寄不する
主なエネルギー分野の技術を抽出した。

次に、抽出した技術を時間軸展開することによりロードマップの作成を行い、技術開
発及びその成果が導入されるにあたって必要となる関連施策を整理した導入シナリオの
作成を行った。

⑤化石燃料の安定供給確保と
有効かつクリーンな利用

①総合エネルギー効率の向上 ②運輸部門の燃料多様化

③新エネルギーの開発・導入促進
④原子力利用の推進と

その大前提となる安全の確保

評価項目 内 容

政策目標に関する指標

①総合エネルギー効
率の向上

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プ
ロセス効率向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」など、GDPあ
たりの最終エネルギー消費指数を向上することに寄不する技術

②運輸部門の燃料多
様化

バイオマス由来燃料、GTL（Gas to Liquid）、BTL （Biomass to Liquid） 、
CTL （Coal to Liquid）などの新燃料、EV（電気自動車）やFCV（燃料電池
自動車）など、運輸部門の石油依存度を低減することに寄不する技術

③新エネルギーの開
発・導入促進

太陽、風力、バイオマス等を起源とするエネルギーに関連する技術の開発・
導入促進に寄不する技術。また、再生可能エネルギーの普及に資する新規技
術、エネルギー効率の飛躍的向上に資する技術、エネルギー源の多様化に資
する新規技術など「革新的なエネルギー高度利用技術」も含む。

④原子力利用の推進
とその大前提となる
安全の確保

2030年以降においても、発電電力量に占める原子力発電の比率を30～40％程
度以上とすることに寄不する技術。負荷平準化等、原子力利用の推進に資す
る技術や安全確保に資する技術も含む。

⑤化石燃料の安定供
給とクリーン・有効
利用

化石資源の開発・有効利用技術、CCT（クリーン・コール・テクノロジー）
などのクリーン利用や、資源確保に資する技術
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Ⅳ 技術マップ・技術ロードマップ・導入シナリオの見方

○技術マップ

エネルギー分野全体から2030年頃までに実用化され、5つの政策目標に寄不すると思
われる178個の技術を洗い出し、それぞれの政策目標の達成に寄不する技術別に、分
類・整理してリストとして示すともに、下図のように一次エネルギー／二次エネルギー
／最終エネルギー消費のエネルギーの流れ、電気／熱／燃料等のエネルギーの形態、産
業／民生／運輸の需要部門別に整理を行い図示した。

石炭

石油

天然ガス

非在来型化石燃料

化石資源

水素

燃料

熱

運輸

産業

バイオマス

太陽

風力

水力

海洋

地熱

原子力

自然エネルギー
電気

民生

二次エネルギー

一次エネルギー

最終需要部門
電気

電気

水素

エネルギーの流れ

供給部門

転換部門

エネルギー輸送

燃料

熱

燃料

水素
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○技術ロードマップ

それぞれの政策目標達成に寄不する技術について、技術開発を推進する上で必要な要
素技術・課題、求められる機能等の向上、技術開発フェーズの進展等を時間軸上にマイ
ルストーンとして展開した

また、技術スペックの記載にあたっては、分野別推進戦略や他分野のロードマップを
参考とした 。

個別技術No.は次の考え方で区分した。

1桁目 ：「新・国家エネルギー戦略」における5つの政策目標のうち
一番関連が強い政策目標を表す。

2,3桁目 ：エネルギー技術を指す。

（4桁目 ：個別の番号）
5桁目 ：俯瞰図における位置を指す。

研究開発段階 実証試験段階 導入段階 普及段階

性能目標、コスト目標等

要素・関連技術、課題等

技術が実現し、設備・製品が量産化されて
市場に導入される時期。通常の導入支援
策を前提とし、経済性、技術の実現可能性
など総合的に考慮。

転換、産業部門などの大型設備は１号機
導入、民生・運輸部門などでは市場で競合
できる時期を表す。

研究開発により、各要素技術
等がほぼ確立あるいは課題
が解決される時期。ただし、導
入時期もあわせ、今後の技術
の進展および技術以外の要
因により時期は前後する。

個別技術

エネルギー技術

政策目標に対する寄与の評
価が可能なレベルで細分化
した技術

市場ニーズ・社会ニーズを実
現するためのシステム・プロ
セス・製品などの技術群

※各ロードマップの線の色は、主として属する技術分野を表す。
緑：省エネ技術 青：新エネ技術 橙：電力・ガス技術
赤：原子力技術 紫：燃料技術

A

B

D

I

L

J

Q

C G
E

K

Ｏ Ｓ

Ｈ

Ｎ

Ｆ

Ｍ

Ｒ
Ｐ

①総合エネルギー効率の向上

④原子力利用の推進と
その大前提となる安全の確保

⑤化石燃料の安定供給とクリーン・有効利用

③新エネルギーの開発・導入促進

②運輸部門の
燃料多様化

要素技術の注釈として【】および ・ を表記。
【】：複数の要素技術により達成される技術
・ ：より詳細な要素技術

○導入シナリオ

5つの政策目標毎に、国内外の背景、エネルギー政策の動向、主な技術開発及び関連
施策、その政策目標を達成するための共通関連施策について整理した。
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Ⅴ．改定のポイント

 省エネルギー技術戦略との整合【参考資料：省エネルギー技術戦略2009】
 既存ロードマップに最新技術を反映
 個別技術の統廃合（235技術→178技術（新2技術））
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Ⅵ 政策目標に寄不する技術の
「技術マップ」・「技術ロードマップ」・「導入シナリオ」

ⅰ．総合エネルギー効率の向上

（ⅰ－１）目標と将来実現する社会像
1970年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により相当程度の成功を収めてきた。今後
約30年においても、「新・国家エネルギー戦略」に掲げるこれまでと同程度の成果
（2030年までにGDPあたりのエネルギー利用効率を約30％向上）を実現していくため
には、産業部門はもとより、全部門において、総合エネルギー効率の向上に資する
技術開発とその成果の導入を促進することが丌可欠である。

（ⅰ－２）研究開発の取組み
関連技術を5つ分類した。

○燃料を省く、または効率的に利用することによる製造プロセスの抜本的な効率化を
図るための「超燃焼システム技術」

○余剰エネルギーを時間的・空間的な制約を超えて利用し、エネルギー需給のミス
マッチを解消するための「時空を超えたエネルギー利用技術」

○生活スタイルの変化に伴う民生部門でのエネルギー消費量の増加に対応し、高効率
機器とＩＴとの融合により省エネルギーを図るための「省エネ型情報生活空間創生
技術」

○運輸部門のエネルギー消費量の削減に向け、輸送機器の効率化とモーダルシフト等
利用形態の高度化により省エネルギーを図るための「先進交通社会確立技術」

○幅広い分野で使用される半導体等のデバイスの高性能化により省エネルギーを図る
ための「次世代省エネデバイス技術」

また、電力貯蔵技術等の電力安定供給に資する技術、送電ロスを大幅に低減する
技術等は、「時空を超えたエネルギー利用技術」に分類した。

（ⅰ－３）関連施策の取組み
○事業者支援補助金による初期需要創出（高効率機器の補助導入など）
○セクター別ベンチマークの導入によるエネルギー消費原単位改善
○省エネ評価制度の国際的整備
○国際標準化・規格化による国際競争力の向上
○国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組
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ⅱ．運輸部門の燃料多様化

（ⅱ－１）目標と将来実現する社会像
ほぼ100％を石油に依存する運輸部門は、わが国エネルギー需給構造上、最も脆

弱性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が丌可欠な課題
となっている。

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（2030年に向け、運輸部門の石油依存
度が30％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方
向性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進していくことが必要である。

（ⅱ－２）研究開発の取組み
○バイオマス由来燃料

地域における実証的な取組が進みつつあるが、供給インフラの未整備や、燃料利
用の際の利便性に関する制約等の課題が存在する。このため、こうした課題の解決
に向け、バイオマス由来燃料の導入促進に向けた実証実験の推進や供給インフラの
整備に加え、低コストなエタノール製造技術等の技術開発を推進することが必要で
ある。

○天然ガスを起源とするGTL（Gas to Liquid）
ディーゼルエンジンでの活用が可能であり、また、硫黄分等を含まないため環境

面で優れた新たな形態の燃料として注目されている。今後、バイオマス由来のBTL
（Biomass to Liquid）や石炭由来のCTL（Coal to Liquid）とともに、これら合成
液体燃料の製造技術の早期確立を図ることが必要である。

○燃料電池自動車関連
走行距離の拡大、燃料電池本体の抜本的低コスト化や耐久性の向上等の技術の確

立とともに、水素供給に係わるインフラの整備及び水素製造、並びにそれらの安全
対策の確立が丌可欠である。

○電気自動車等
近年急速に普及しているハイブリッド自動車の技術をさらに進め、搭載する電池

の性能を向上させることにより、プラグインハイブリッド自動車、さらには電気自
動車の技術開発を推進することが必要である。

（ⅱ－３）関連施策の取組み
○公共的車両への積極的導入
○燃料基準の策定・改定
○アジアにおける新エネルギー協力
○国際標準化による国際競争力向上

技術戦略マップ　エネルギー分野　　28



（ⅱ－4）改訂の主たるポイント
○技術の目的、方向性が同一の技術であるものを統廃合し、45の技術とした。

具体的には、
・「天然ガス等からのLPガス合成技術」は同じ天然ガスからの液化技術である5521
「天然ガス液体燃料化技術（GTL）」に統廃合した。
・「LPG/DME混合燃料利用技術」は、同じDMEの製造・利用技術である5524J「ジメチ
ルエーテル（DME）」に統廃合した。
・水素貯蔵材料は、貯蔵メカニズムや水素との反応速度など基礎的なメカニズムが
解明され、新材料の開発などのステージにある3331I「無機系・合金系水素貯蔵材
料」と、基礎的なメカニズムがまだ完全に解明されていない3332I「有機系・炭素系
水素貯蔵材料」に分別した。
・「石油からの水素製造・輸送技術」 、「石油残渣コークス・ピッチからの水素製
造・輸送技術」は同じ製油所から副生、製造される水素の製造・輸送技術であるこ
とから5311J「石油・ピッチからの水素製造・輸送技術」に統合した。
・船舶管理システムである「高効率海運システム」は、2301N「高性能船舶」に統廃
合した。
・「バイオマス等非在来石油高度利用活用技術」、「GTL等新燃料、石油の共利用技
術」は、同じ新燃料利用技術であることから5312J「自動車用新燃料利用技術」に統
合した。
・「環境負荷低減オフロードエンジン技術」、「自動車燃費向上・排ガスクリーン
化燃料技術」は同じクリーン化技術であることから5313J「燃費向上・排ガスクリー
ン化燃料技術」に統合した。

○2008年6月の燃料電池・水素ロードマップの改定に伴い、2123S「燃料電池
自動車」等の改定を行った。

○新エネルギーに定義されているクリーンエネルギー自動車（2121S「プラグインハ
イブリッド自動車」、「2122S電気自動車」）に、次世代自動車用蓄電池の技術動向
を中心に要素技術、マイルストーンの改定を実施した。

○2101N「ガソリン自動車」、2102N「ディーゼル自動車」に省エネ技術戦略の要素技
術を加味すると共に、最新の技術動向を追加した。

○バイオ燃料、GTL等新燃料の混合技術である5312J「自動車新燃料利用技術」は燃料
の多様化に欠かせない技術であることから政策寄不度が大きいと思われる技術に位
置づけた。
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「
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輸
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門

の
燃

料
多
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化

」
へ

の
寄

与
が

大
き

い
と

思
わ

れ
る

技
術

名
を

、
色

塗
り

の
記

号
（●

）、
赤

字
・下

線
付

き
で

記
載

し
た

。
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術マップ（技術リスト）（1/2）

※それぞれの政策目標への寄与が大きいと思われる個別技術を で示す。赤字

3203Q ディーゼル用バイオ燃料

3205I  メタン発酵 (下水汚泥・蓄糞・
食廃等WET系）

3207I  水素発酵

5521J  天然ガス液体燃料化技術
（GTL）等

5523J  天然ガスからの
次世代水素製造技術

2124S  水素エンジン自動車

2123S  燃料電池自動車

3305R  ダイレクトメタノール形燃料
電池（DMFC）

5632J  石炭液化技術（CTL）

20 バイオマス燃料製造

52 天然ガス利用技術

12 ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車

30 燃料電池

バイオマス由来燃料

GTL等の合成液体燃料

燃料電池自動車・
水素関連技術

②「運輸部門の燃料
多様化」

②「運輸部門の燃料
多様化」

3324I 水素ガス供給スタンド
安全対策技術

32 水素輸送・供給

63 石炭利用

5633Q  石炭水素化熱分解技術

3201Q バイオマス資源供給

3204Q  ガス化BTL製造

3304R  固体高分子形燃料電池
（PEFC）

3311Q  ガス化水素製造

3312I  固体高分子水電解

3313I  次世代水分解水素製造
（高温水蒸気電解・光触媒）

3314I  アルカリ水電解

3321I  圧縮水素輸送・供給

3322I  液体水素輸送・供給

3323I 水素パイプライン

3331I 無機系・合金系水素貯蔵
材料

3332I  有機系・炭素系水素貯蔵
材料

3333I  水素貯蔵容器

政策目標 中分類 エネルギー技術 個別技術

環境適合技術 エネルギー安定供給技術

5311J  石油・ピッチからの
水素製造・輸送技術

31 高度石油利用技術

5524J  ジメチルエーテル(DME)

3202Q ｾﾙﾛｰｽ系のｴﾀﾉｰﾙ化
（資源作物・木質・草木等）

31 水素製造

33 水素貯蔵
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術マップ（技術リスト）（2/2）

※それぞれの政策目標への寄与が大きいと思われる個別技術を で示す。赤字

3543M  ニッケル水素電池

3544M  リチウムイオン電池

3545M  キャパシタ

2102N  ディーゼル自動車

2101N  ガソリン自動車

2104 S ハイブリッド自動車

2103N  天然ガス自動車

2201N  高性能鉄道

2301N  高性能船舶

5201J  重質油等高度対応処理・
合成軽油製造技術

5202J  低品油からの高オクタン価
ガソリン製造技術

5313J  燃料向上・排ガスクリーン化
燃料技術

5312J  自動車用新燃料利用技術

54 電力貯蔵

10 高効率内燃機関
自動車

12 ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車

20 高性能鉄道

30 高性能船舶

40 高性能航空機

20 重質原油利用技術

31 高度石油利用技術

電気自動車・電力貯蔵

その他・共通技術

②「運輸部門の燃料
多様化」

②「運輸部門の燃料
多様化」

2121S  ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車

2122S  電気自動車

2401N  高性能航空機

政策目標 中分類 エネルギー技術 個別技術

環境適合技術 エネルギー安定供給技術

1401E  高度道路交通システム

1402N  モーダルシフト

40 先進交通システム
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（1/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

3201Q
3201Q
3201Q
3201Q 20.バイオマス燃料製造
3201Q
3201Q
3201Q バイオマス資源供給
3201Q バイオマス原料用植物の選抜・育成 遺伝子組み換え技術

3201Q 栽培技術の開発・実証

3201Q 収穫・乾燥・圧縮・運搬技術

3201Q 機器・彫像技術の低コスト化

3201Q 基盤技術（ゲノム情報の整備、ミネラルの回収・再利用技術など）

3201Q
3201Q
3202Q
3202Q
3202Q
3202Q 20.バイオマス燃料製造
3202Q ETBE安全性確認 100円/L（木質・林地残材等から）
3202Q ETBE導入 40円/L（資源作物等から）
3202Q セルロース系の
3202Q エタノール化 糖化プロセス効率化 大規模エタノール製造技術

3202Q （資源作物・木質・ C5糖のエタノール変換効率向上 ｴﾈﾙｷﾞｰ回収効率向上 製造コスト低減

3202Q 草木等） リグニン等バイプロの有効利用 蒸留・脱水工程の省エネ

3202Q 収集運搬効率化・低コスト化 廃液処理技術 糖分解酵素の開発

3202Q 未利用木質資源の利用 酵母機能改変等によるバイオプロセス効率化

3202Q バイオマス燃料（エタノール）精製処理技術（エタノールの膜分離精製など）

3202Q バイオマス熱分解液化燃料製造技術

3203Q
3203Q
3203Q
3203Q 20.バイオマス燃料製造
3203Q
3203Q
3203Q ディーゼル用バイオ燃料
3203Q 水素化バイオ軽油 地産地消型BDF利用

3203Q 連続エステル化製造

3203Q 高品質化・製造コスト削減 低コスト資源作物

3203Q グリセリン等バイプロ有効利用

3203Q 自動車用バイオマス燃料利用技術

3203Q 石油とバイオマス燃料の共利用技術

3203Q
3204Q
3204Q
3204Q
3204Q 20.バイオマス燃料製造
3204Q
3204Q
3204Q ガス化BTL製造
3204Q BTL製造技術 BTL製造効率の向上

3204Q FT合成技術 バイオマス/廃棄物ガス化技術 水電解水素による収率向上 低コスト化

3204Q 効率的廃棄物収集システム

3204Q
3204Q
3204Q
3204Q
3205I
3205I
3205I
3205I 20.バイオマス燃料製造
3205I
3205I 大規模施設・工場導入 中小規模施設・工場導入

3205I メタン発酵
3205I （下水汚泥・畜糞・ 発酵効率向上

3205I 食廃等WET系） 可溶化技術 都市ガスへの混合供給

3205I 発酵菌改良 直接燃焼との組合せシステム

3205I プロセス最適化 下水処理場内の電気・熱利用

3205I 都市ガスとの混焼 設備低コスト化

3205I
3205I
3207I
3207I
3207I
3207I 20.バイオマス燃料製造
3207I
3207I
3207I 水素発酵
3207I 嫌気性水素発酵技術 光合成細菌による光水素生産技術

3207I 二段発酵（水素＋メタン）技術 水素生産菌株（高温耐性）探索・育成

3207I 高効率フォトバイオリアクター

3207I 高効率化・低コスト化 水素発酵微生物の高密度化

3207I
3207I
3207I
5521J
5521J
5521J
5521J 52.天然ガス利用技術
5521J ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ実証
5521J 7 bbl/d 500 bbl/d実証
5521J 天然ガス液体燃料化
5521J 技術（GTL）等 液体燃料（GTL）製造

5521J FT合成技術　（コバルト系触媒の高生産、安定的生産）

5521J 天然ガス・石炭・CO2等からのLPG合成技術

5521J スケールアップ手法、運転技術

5521J 合成ガス製造技術 （累積6,600時間の安定的運転）

5521J
5521J
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（2/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

5523J
5523J
5523J
5523J 52.天然ガス利用技術
5523J
5523J
5523J 天然ガスからの次世代
5523J 水素製造技術 水蒸気改質＋PSA 水素透過型メンブレンリアクタ CO2分離型水素製造

5523J CO2分離膜

5523J
5523J
5523J
5523J
5523J
5524J
5524J
5524J
5524J 52.天然ガス利用技術
5524J
5524J 間接DME合成法 直接DME合成法

5524J ジメチルエーテル（DME）
5524J 電気分解水素による製品収率向上、設備コスト低減

5524J LPG/DME混合燃焼試験、耐久試験等

5524J DME/LPG直噴ディーゼル技術

5524J DME自動車

5524J DME燃料電池等の利用技術

5524J DME貯蔵・供給技術

5524J LPG/DME混合燃料に対する機器耐久性向上

5632J
5632J
5632J
5632J 63.石炭利用技術 設備規模（国内） 3,000 t/d 6,000 t/d
5632J 設備規模（中国） 3,000 t/d 6,000 t/d
5632J 1 t/d試験装置(PSU)（インドネシア） アジア地域への普及のための研修
5632J 石炭液化技術（CTL）
5632J アップグレーディング技術 褐炭液化技術の適用検証

5632J ガス化技術 技術者・運転員研修

5632J FT合成技術 商用装置設計建設

5632J
5632J
5632J
5632J
5633Q
5633Q
5633Q
5633Q 63.石炭利用技術
5633Q 実証試験

5633Q パイロット試験

5633Q 石炭水素化熱分解技術
5633Q
5633Q 多炭種対応技術

5633Q 高稼働・信頼性確立

5633Q コプロダクション技術

5633Q
5633Q
5633Q
2123S
2123S
2123S 車両効率(HHV) 約50% 60%
2123S 12.クリーンエネルギー自動車 耐久性 3,000時間 5,000時間 5,000時間以上
2123S 始動・作動温度 -30～約90℃ -30～約90-100℃ -40～約100-120℃
2123S スタック製造原価 約5～6万円/kW 約1万円/ｋW 約4000円/ｋW未満
2123S 燃料電池自動車
2123S モーター効率向上（高温運転化、触媒高活性化、新触媒等）

2123S 水素充填圧力の最適化 高密度水素貯蔵技術 燃料電池スタック耐久性向上（電解質膜改良等）

2123S 水素供給システム

2123S 低コスト化(白金代替触媒、量産化）

2123S
2123S
2123S
2124S
2124S
2124S
2124S 12.クリーンエネルギー自動車
2124S ロータリーエンジン 水素直噴・ターボ過給システム

2124S レシプロエンジン

2124S 水素エンジン自動車
2124S 水素エンジン効率化

2124S 水素搭載技術

2124S 低コスト化

2124S 水素供給システム

2124S
2124S
2124S
3304R
3304R
3304R
3304R 30.燃料電池
3304R 発電効率(HHV) 約33% 約34% ＞36%
3304R 耐久性 約4万時間 約4～9万時間 9万時間
3304R 固体高分子形
3304R 燃料電池（PEFC） 劣化機構解明  家庭用コージェネ普及

3304R 高温・低加湿対応技術 燃料電池自動車普及

3304R 白金量低減 白金代替触媒 新規直接形PEFC

3304R 耐被毒触媒 MEA・セパレータ等量産技術

3304R 膜内水分制御

3304R
3304R
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（3/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

3305R PC・携帯用 ＞15 ＞20 ＞40
3305R ( 出力密度(W/kg)、 ＞1,500時間 ＞1万時間
3305R 耐久性(時間) ) ＞5千時間
3305R 30.燃料電池 小型移動体用 ＞28(低速)、＞52(中速・高速) ＞33(低速)、＞54(中速・高速)
3305R ( 出力密度(W/kg)、 ＞1,200時間 ＞2,500時間
3305R 耐久性(時間) ) ＞1,500時間
3305R ダイレクトメタノール形
3305R 燃料電池（DMFC） PC，PDA，携帯用実用化・普及

3305R 小型移動体(車いす、スクーター等)用実用化・普及

3305R 超低クロスオーバー膜

3305R 低コスト化 低膨潤膜

3305R 耐久性向上 高活性触媒

3305R
3305R
3311Q
3311Q
3311Q
3311Q 31.水素製造 水素価格（水素製造全体）
3311Q 150円/Nm3 80円/Nm3 40円/Nm3
3311Q 5 t/d パイロットプラント
3311Q ガス化水素製造
3311Q ケミカルループ利用ガス化技術

3311Q 吸収剤リサイクル技術 CO2回収技術

3311Q
3311Q 部分酸化改質 石炭ガス化 水素分離膜技術

3311Q 水蒸気改質 オートサーマル改質 バイオマスガス化

3311Q ガスクリーンアップ

3311Q
3312I
3312I
3312I
3312I 31.水素製造
3312I 電解効率(HHV) 70%(3A/cm2)・80%(2A/cm2) 75%(3A/cm2)・85%(2A/cm2)
3312I 設備費 約１億8千万円/Nm3/h(300Nm3/h) 約１億2千万円/Nm3/h(300Nm3/h)
3312I 固体高分子水電解
3312I セパレータの低コスト化 更なる低コスト化

3312I MEA製造方法改良 耐久性向上

3312I 高電流密度化によるコンパクト化

3312I 酸素過電圧抑制触媒

3312I 貴金属削減

3312I
3312I
3313I 【高温水蒸気電解】

3313I 高温水蒸気電解運転圧力の高圧化

3313I 高温水蒸気電解大電流密度化技術

3313I 31.水素製造 インターコネクタ技術

3313I 高温水蒸気電解シール技術

3313I
3313I 次世代水分解水素製造
3313I （高温水蒸気電解・
3313I 光触媒） 【光触媒】

3313I 可視光応答型光触媒

3313I 格子欠陥の尐ない光触媒調製法

3313I 活性化エネルギーの低い

3313I 水素生成サイトの構築

3313I 光触媒反応装置基礎検討

3314I
3314I
3314I
3314I 31.水素製造
3314I
3314I 設備費 40万円(Nm3-H2@500Nm3/h) 25万円(Nm3-H2@500Nm3/h)
3314I アルカリ水電解
3314I 低コスト化

3314I 総合効率の向上

3314I 高電流密度化

3314I 大型化

3314I
3314I
3314I
3321I
3321I
3321I
3321I 32.水素輸送・供給
3321I
3321I 水素輸送コスト 10円/Nm3 ７円/Nm3
3321I 圧縮水素輸送・供給
3321I 高強度金属材料技術 高圧水素ディスペンサ技術

3321I 軽量化 高速充填技術

3321I 高圧水素圧縮機技術 耐久性向上

3321I 圧縮効率向上 低コスト化

3321I 圧力・容量最適化 大型CFRP容器技術

3321I 高圧大型圧縮機

3321I
3322I
3322I
3322I
3322I 32.水素輸送・供給
3322I 水素輸送コスト
3322I 6円/Nm3 3円/Nm3
3322I 液体水素輸送・供給
3322I 内槽タンク支持構造技術 液体水素ディスペンサ・流量計技術

3322I タンク断熱法改善 耐久性向上

3322I 高効率液化システム技術 低コスト化

3322I 磁気冷凍技術

3322I 液水容器断熱性能向上

3322I
3322I
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（4/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

3323I
3323I
3323I
3323I 32.水素輸送・供給
3323I ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの技術基準策定
3323I 工業用水素輸送 短距離（周辺・家屋）
3323I 水素パイプライン
3323I 炭素鋼鋼管と溶接部の材料検討 水素配管方法

3323I 施工条件の確立 水素計測技術

3323I 漏洩検知技術の確立

3323I 摺動部・可動部の保持方法・シール材 高圧輸送技術 メタン・水素混合輸送・供給

3323I
3323I
3323I
3324I
3324I
3324I
3324I 32.水素輸送・供給
3324I 基準・規格の見直し
3324I 安全性検討と例示規準作成
3324I 水素ガス供給スタンド
3324I 安全対策技術 ｽﾃｰｼｮﾝ安全計装ｼｽﾃﾑ 低コスト化

3324I 高速充填への対応（通信、ﾌﾟﾚｸｰﾙ） ｽﾃｰｼｮﾝ総合効率の改善

3324I ボイルオフ低減

3324I 予防保全ｼｽﾃﾑ

3324I
3324I
3324I
3331I 【合金系材料】

3331I 材料の劣化機構の解明と対策案検証

3331I 水素吸蔵・放出速度の向上技術

3331I 33.水素貯蔵 水素放出温度の低温化

3331I 合金系材料新規探索

3331I 合金系材料 無機系材料

3331I 無機系・合金系
3331I 水素貯蔵材料 アラネート系

3331I アミド・イミド系 【無機系材料】

3331I ボロハイドライド系 有望材料の探索と材料組成最適化

3331I 複合系　など ハンドリング技術の確立

3331I 吸蔵・放出温度低温化

3331I 反応速度・耐久性向上

3331I 副反応生成物等の放出抑制

3332I
3332I
3332I
3332I 33.水素貯蔵
3332I
3332I 有機系水素貯蔵材料 炭素系水素貯蔵材料

3332I 有機系・炭素系
3332I 水素貯蔵材料 【有機系水素貯蔵材料】 【炭素系水素貯蔵材料】

3332I 高性能水素放出触媒 高水素吸蔵量材料の構造設計

3332I ステーション用水素発生装置 または合成指針の確立・適用

3332I 水素ステーション用輸送・回収技術 （新規形状、化学修飾、元素置換、複合化など）

3332I 有機ハイドライド貯蔵技術

3332I
3332I
3333I
3333I
3333I
3333I 33.水素貯蔵 水素貯蔵容器コスト
3333I （車１台あたり）約300～500万円 ～数十万円
3333I 水素車載量 5kg 約5～7kg 約7kg
3333I 水素貯蔵容器
3333I 圧縮水素容器 高強度材料

3333I 液体水素容器 耐久性向上

3333I ハイブリッド（高圧水素貯蔵材料容器）

3333I 軽量・コンパクト化

3333I 断熱性能向上

3333I
3333I
5311J
5311J
5311J
5311J 31.高度石油利用技術 灯油等改質オフサイト水素製造技術

5311J 灯油改質等オンサイト水素製造技術 水素製造触媒技術

5311J ピッチの粘結材利用技術 水素製造プロセス技術

5311J 石油・ピッチからの
5311J 水素製造・輸送技術 灯油吸着脱硫技術

5311J 灯油脱硫・改質技術 灯油改質触媒技術

5311J 膜分離技術 SOFC用熱自立型改質器システム技術

5311J 自動車オンボード改質技術

5311J 水素貯蔵・輸送・供給技術

5311J
5311J
2121S ﾊﾞｯﾃﾘｰ性能 2,000W/kg
2121S 出力密度 1,800W/kg 2,500W/kg
2121S ｴﾈﾙｷﾞｰ 70Wh/kg 100Wh/kg 200Wh/kg
2121S 12.クリーンエネルギー自動車 密度
2121S コスト 約20万円/ｋWh 約3万円/ｋWh 約2万円/ｋWh
2121S 約10万円/ｋWh
2121S プラグインハイブリッド
2121S 自動車 モータ効率向上

2121S 高性能二次電池（高エネルギー密度化・長寿命化・低コスト化）

2121S 最適走行制御技術

2121S 電力供給システム

2121S 小型・軽量化

2121S
2121S
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（5/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

2122S ﾊﾞｯﾃﾘｰ性能
2122S ｴﾈﾙｷﾞｰ 100Wh/kg 150Wh/kg 250Wh/kg 500Wh/kg
2122S 密度 約10万円/ｋWh
2122S 12.クリーンエネルギー自動車 コスト 約20万円/ｋWh 約3万円/ｋWh 約2万円/ｋWh 約1万円/ｋWh
2122S 走行距離 80 km(/80kg) 120 km(/80kg) 200 km(/80kg) 400 km(/80kg)
2122S 一般ｺﾐｭｰﾀｰ型EV 本格的EV
2122S 電気自動車
2122S モーター効率向上 パーソナルビークル（コンパクトシティ対応）

2122S 高性能二次電池（高エネルギー密度化・長寿命化・低コスト化）

2122S 軽量化 インホイールモーター

2122S 電力供給システム

2122S
2122S
2122S
3543M
3543M
3543M
3543M 54.電力貯蔵 サイクル寿命 10年 20年
3543M 風力・太陽光発電の安定化
3543M ハイブリッド車用 負荷変動補償
3543M ニッケル水素電池
3543M 高出力化

3543M 高エネルギー密度化

3543M 自己放電特性改善

3543M
3543M
3543M
3543M
3544M
3544M
3544M
3544M 54.電力貯蔵
3544M サイクル寿命 10年 20年
3544M モバイル用 ハイブリッド車用 プラグインハイブリッド車、電気自動車用 革新型蓄電池
3544M リチウムイオン電池
3544M 高出力化 風力・太陽光発電の安定化

3544M 高エネルギー密度化

3544M 安全性向上

3544M 低コスト化

3544M
3544M
3544M
3545M
3545M
3545M ｴﾈﾙｷﾞｰ密度 4 Wh/kg（ﾓｼﾞｭｰﾙ） 20 Wh/kg（デバイス）
3545M 54.電力貯蔵 出力密度 1.5 kW/kg（ﾓｼﾞｭｰﾙ） 10 kW/kg（デバイス）
3545M 民生用

3545M 電力品質維持用 運輸用

3545M キャパシタ
3545M 電気二重層キャパシタ 低コスト化 新概念に基づくキャパシタ

3545M エネルギー密度向上 レドックスキャパシタ

3545M ナノカーボン電極材料 ハイブリッドキャパシタ

3545M
3545M
3545M
3545M
1401E
1401E
1401E 交通流改善技術

1401E 40.先進交通システム ・最適出発時間予測システム（プローブ情報利用）　 自動運転・

1401E ・異常事態検知システム（プローブ情報利用） 自動運転・隊列走行（高速道路） 協調走行

1401E プローブ情報利用信号制御 信号連携エコドライブ 信号連携グリーンウェーブ走行

1401E 高度道路交通システム
1401E （ITS） サグ渋滞等対策システム 合流支援システム

1401E リアルタイム燃費計

1401E 最適経路誘導システム

1401E 駐車場対策システム

1401E ETC カーナビ活用エコドライブ制御システム 

1401E VICSシステム エコドライブルート情報システム

1401E ナビゲーションシステム

1402N
1402N
1402N インテリジェント集配システム

1402N 40.先進交通システム 汎用標準化送配システム（ICタグの高度利用）

1402N デュアルモードトラック

1402N バイモーダル物流システム（道路→鉄道、船舶）

1402N モーダルシフト
1402N 新交通システム

1402N 軽量軌道交通（LRT） コミュニティEVバス 走行車両への給電技術

1402N ガイドウェイバス

1402N デュアルモードビークル（DMV）

1402N
1402N
1402N
2101N
2101N
2101N バイオマス等代替燃料・混合燃料利用エンジン技術

2101N 10.高効率内燃機関自動車 部分負荷効率向上のための気筒停止

2101N 最適傾斜機能鍛造軽量部材 超高強度CFRP製造技術

2101N HCCIエンジン

2101N ガソリン自動車
2101N
2101N 低摩擦材料表面制御 高負荷領域におけるノック抑制

2101N リーンバーン技術 可変圧縮（膨張）比

2101N 連続可変バルブ/可変気筒

2101N 軽量化

2101N オクタン価向上

2101N MgCo(OH)系利用実証試験
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（6/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

2102N
2102N
2102N バイオマス等代替燃料・混合燃料利用エンジン技術

2102N 10.高効率内燃機関自動車 低エミッション後処理技術（尿素SCRなど）

2102N 高効率・低エミッション燃焼技術

2102N HCCIエンジン

2102N ディーゼル自動車
2102N
2102N 最適傾斜機能鍛造軽量部材 超高強度CFRP製造技術

2102N 低摩擦材料表面制御

2102N 小型・軽量化

2102N 乗用車用噴射系の向上（超高圧化）・小型高過給化

2102N
2102N MgCo(OH)系利用実証試験

2103N
2103N
2103N
2103N 10.高効率内燃機関自動車
2103N
2103N
2103N 天然ガス自動車
2103N ガソリンとのバイフューエル車

2103N 燃料タンクの長寿命化 天然ガス吸蔵材料

2103N MgCo(OH)系利用実証試験

2103N
2103N 天然ガスエンジンの高効率化（小型化、ハイブリッド化等）

2103N 充填インフラの低コスト化 ガス供給インフラの拡充

2103N
2104S ﾊﾞｯﾃﾘｰ性能
2104S 2,000W/kg
2104S 出力密度 1,800W/kg 2,500W/kg
2104S 10.高効率内燃機関自動車 コスト 約20万円/ｋWh 約3万円/ｋWh 約2万円/ｋWh
2104S 約10万円/ｋWh
2104S 次世代HEV

2104S ハイブリッド自動車
2104S 動力回生システム

2104S エンジン効率向上 高性能二次電池（高エネルギー密度化・長寿命化・低コスト化）

2104S 低摩擦材料表面制御

2104S 軽量化

2104S
2104S
2104S
2201N
2201N
2201N
2201N 20.高性能鉄道
2201N 高速鉄道

2201N ハイブリッド鉄道車両 燃料電池鉄道車両

2201N 高性能鉄道
2201N 車体軽量化

2201N 車体傾斜ｼｽﾃﾑ

2201N 遺伝アルゴリズムによる空力解析

2201N
2201N
2201N
2201N
2301N
2301N
2301N
2301N 23.高性能船舶
2301N ディーゼル発電/電動モータ推進 超電導モーター推進船

2301N 電動ポッド推進 航行支援システム 高信頼度知能化船

2301N 高性能船舶
2301N 陸運との連携 ハブ港ネットワーク化

2301N 排ガス後処理システム 軽量化 燃料電池

2301N エンジン廃熱回収 船型等省エネ機器技術

2301N 摩擦抵抗低減技術 性能評価シミュレーション技術

2301N
2301N
2301N
2401N
2401N
2401N
2401N 24.高性能航空機
2401N
2401N
2401N 高性能航空機
2401N 炭素系複合材利用拡大などによる軽量化

2401N ジェットエンジンの高効率化 更なる省エネ化

2401N 環境性、経済性、安全性等の一層の向上

2401N
2401N
2401N
2401N
5201J
5201J
5201J
5201J 20.重質原油利用技術
5201J
5201J
5201J 重質油等高度対応処理・
5201J 合成軽油製造技術 HSFCCプロセス開発技術 重質油からの合成軽油製造技術（ATL）

5201J 分解軽油水素化分解触媒技術

5201J 分解ガス成分異性化触媒技術

5201J FT合成技術 重質油対応直接脱硫触媒技術

5201J 水素化分解技術 残油分解触媒技術

5201J 重質油のガス化技術

5201J 組成制御型高度石油精製技術
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（7/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

5202J
5202J
5202J
5202J 20.重質原油利用技術
5202J
5202J
5202J 低品油からの
5202J 高オクタン価 低級ナフサ有効利用技術

5202J ガソリン製造技術 新規ナフサ異性化触媒技術

5202J 高オクタンガソリン製造流動接触分解触媒技術

5202J 高オクタンガソリン製造触媒技術

5202J 高度脱硫（サルファーフリー）技術

5202J ・高度脱硫触媒

5202J ・高度脱硫プロセス

5312J
5312J
5312J
5312J 31.高度石油利用技術
5312J
5312J バイオ燃料・GTL等新燃料とガソリン・軽油との混合の燃料技術

5312J 自動車用新燃料
5312J 利用技術
5312J GTLとの混合利用 高度脱硫（サルファーフリー）技術

5312J 石炭液化油との混合利用技術 ・高度脱硫触媒

5312J 混合燃料対応自動車技術 ・高度脱硫プロセス

5312J
5312J
5312J
5313J
5313J
5313J 超低セタン価対応技術

5313J 31.高度石油利用技術 定置式・汎用ディーゼルエンジン用低セタン価燃料開発技術

5313J 低セタン価対応エンジン技術

5313J
5313J 燃費向上・排ガス
5313J クリーン化燃料技術 最新ディーゼル車対応燃料技術

5313J 自動車燃費向上技術 HCCI等の次世代自動車対応燃料技術

5313J アンチノック性向上技術 高度脱硫（サルファーフリー）技術

5313J ・高度脱硫触媒

5313J 燃料多様化対応技術 ・高度脱硫プロセス

5313J 排ガス等高精度大気シミュレーション技術

5313J
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バイオマス由来燃料、GTL、BTL、CTLなどの新燃料、電気自動車や燃料電池自動車などの導
入により、現在ほぼ100％の運輸部門の石油依存度を2030年までに80％程度とすることを目指
す。

②「輸部門の燃料多様化」に向けた導入シナリオ

　　2030～2005 20252010 2015 2020

その他・共通技術

燃料電池自動車関連

国
内
外
の
背
景

運
輸
部
門
の
燃
料
多
様
化

Advanced Energy Initiative(2006)

主
な
技
術
開
発
お
よ
び
そ
の
関
連
施
策

バイオマス由来燃料

GTL等の合成液体燃料

バイオマス由来燃料供給インフラの整備

アジアにおける新エネルギー協力

共
通
関
連
施
策

電気自動車等

公共的車両への積極的導入

国際標準化による国際競争力向上

燃料規格の整備

ディーゼルシフトの推進

燃費基準の策定・改定

含酸素化合物の混合上限規定見直し

2020年までに
再生可能エネルギーの

割合を20％に

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車の導入・普及 燃料電池車の大量普及

2017年迄にバイオエタノール30%導入
（一般教書演説2007）

とうもろこしのセルロースエタノールの製造コスト低下

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ用ﾊﾞｲｵ燃料

エタノール/ETBE製造

合成液体燃料の製造

海外ｴﾀﾉｰﾙ/ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ用ﾊﾞｲｵ燃料導入

GTL（天然ガス）製造

DME直接合成、CTL（石炭）製造

　　　　　　燃料電池の高性能化

水素燃料タンク軽量化
燃料電池自動車の導入・普及

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車、電気自動車の導入・普及

電池軽量化、モーター・電力変換効率の向上

　ニッケル水素電池

自動車税のグリーン化、自動車取得税の軽減化など

　　リチウムイオン電池

トップランナー方式の効果的運用、ラベリング制度の活用

荷主と輸送事業者の連携

先進交通システムの導入・モーダルシフトの推進

新燃料とガソリン／軽油との混合利用

電力供給インフラの整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水素インフラ（輸送・貯蔵システム）の本格化

（ローリング）新・国家エネルギー戦略(2006.5)

Cool Earth-エネルギー革新技術計画(2008)

低炭素社会づくり行動計画(2008)

運輸部門の石油依存度を
2030年度までに80％程度に

2020年度までに新車販売のうち
次世代自動車の割合を50%に

燃費改善（小型・軽量化、エンジン高効率化）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水素製造（水電解水素製造、ガス化水素製造など）

水素インフラの本格普及・安全対策

Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ Energy Technology Plan(2007)

電池の高性能化

バイオ燃料シェアを
15-20％に（2030年）
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添付－４：事前評価関連資料 

（事前評価書、パブリックコメント募集の結果） 
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添付－５：特許、論文、外部発表、受賞リスト 

 

 
 
 
 
 
 
 



特許-(1) 

 

 

【特許リスト】 

 

70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ 

 

横浜ゴム㈱ 特願 

2010-021658 

国内 2010/2/2 公開 水素充填用ホースと

ホース金具のアッセン

ブリ品の製造方法 

大倉美恵 

 

 

車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ サムテック

㈱ 

日本重化学

工業㈱ 

特願 

2010-080035 

 

国内 2010/3/31 出願 熱処理容器、それを用

いた水素貯蔵タンクの

製造方法、それを用い

て製造された水素貯蔵

タンク、並びに、それ

を用いた酸化処理物の

製造方法 

阪口善樹、 

西脇秀晃、 

高橋和也、 

東條千太、 

角掛繁、 

布浦達也 

２ 

 

サムテック

㈱ 

特願 

2010-079949 

国内 2010/3/31 出願 スピニング加工装置 原田敦、 

田中慎一 

 

水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願  

2008-268672 

国内 2008/10/17 公開 水素製造装置 梶谷昌弘他 

2 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願  

2008-270173 

国内 2008/10/20 公開 水素製造装置 田中裕之他 

3 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2009-273573 

国内 2009/12/01 公開 水素製造装置 彦坂英昭他 

4 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2009-273574 

国内 2009/12/01 公開 水素製造装置 三矢耕平他 

5 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2009-277080 

国内 2009/12/04 公開 円筒形水素分離型改質

器における水素分離膜

用保護膜及びその形成

方法 

黒川英人他 

6 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-004982 

国内 2010/01/13 公開 水素分離装置及び水素

分離装置の製造方法 

彦坂英昭他 

7 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-061419 

国内 2010/03/17 公開 水素製造装置 西井匠他 



特許-(2) 

 

8 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-061561 

国内 2010/03/17 公開 水素製造装置 西井匠他 

9 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-061679 

国内 2010/03/17 公開 水素製造装置 西井匠他 

10 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-116959 

国内 2010/05/21 出願 ガスシール複合体及び

該ガスシール複合体を

備えた装置 

三矢耕平他 

11 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-116960 

国内 2010/05/21 公開 ガス分離装置及びその

製造方法 

彦坂英昭他 

12 日本特殊陶

業㈱ 

東京ガス㈱ 

特願 

2010-173539 

国内 2010/08/02 公開 ガスシール複合体及び

該ガスシール複合体を

備えた装置 

三矢耕平他 

13 日本特殊陶

業㈱ 

東京ガス㈱ 

特願 

2011-097515 

国内 2011/04/25 出願 ガス分離装置 川瀬広樹他 

14 日本特殊陶

業㈱ 

東京ガス㈱ 

特願 

2011-111563 

（国内優先権

適用） 

国内 2011/05/18 

 

公開 ガスシール複合体及び

該ガスシール複合体を

備えた装置 

三矢耕平他 

15 日本特殊陶

業㈱ 

東京ガス㈱ 

特願 

2011-170421 

国内 2011/08/03 出願 水素分離装置 梶谷昌弘他 

16 日本特殊陶

業㈱ 

東京ガス㈱ 

特願 

2011-209604 

国内 2011/09/26 出願 水素製造装置 田中裕之他 

17 日本特殊陶

業㈱ 

東京ガス㈱ 

特願 

2012-100096 

国内 2012/04/25 出願 水素分離装置の製造方

法及び水素分離装置 

彦坂英昭他 

 

 

CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジ ー ・ リ

サーチ 

特願 

2009-012353 

国内 2009/1/22 公開 二酸化炭素分離装置 岡田 治 

 外５名 

2 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジ ー ・ リ

サーチ 

PCT/JP2009/0

51000 

PCT 2009/1/22 公開 ＣＯ２促進輸送膜及び

その製造方法 

岡田 治 

 外５名 

3 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リ

サーチ、 

大分大学 

特願 

2011-149656 

国内 2011/7/6 未公

開 

一酸化炭素変成装置及

び方法並びに水素製造

装置 

岡田 治 

 外４名 



特許-(3) 

 

 
4 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リ

サーチ、 

大分大学 

PCT/JP2011/06

5428 

 

PCT 2011/7/6 未公

開 

一酸化炭素変性装置お

よび方法並びに水素製

造装置 

岡田 治 

 外４名 

5 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リ

サーチ 

特願 

2011-263734 

国内 2011/12/1 未公

開 

促進輸送膜の製造方法 岡田 治 

 外４名 

6 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リ

サーチ 

特願 

2011-282112 

国内 2011/12/22 未公

開 

ＣＯ変成装置及び変成

方法 

岡田 治 

 外２名 

 

 

ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 ㈱豊田中央

研究所 

特願 

2009-156394 

国内 2009/06/30 出願 水素化物複合体及び水

素貯蔵材料 

松本満 他 

2 

 

㈱豊田中央

研究所 

特願 

2009-168302 

国内 2009/07/16 出願 水素化物複合体及び水

素貯蔵材料 

松本満 他 

 

 

低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 

 

㈱タツノ 特願 

2012-186010 

国内 2012/08/27 出願
ガス充填装置 大沢 紀和 

 

 

低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 ＪＸ日鉱日石エ

ネルギー㈱ 

九州大学 

サムテック㈱ 

特願 

2009-067786  

公開 

2010-221401 

国内 2009/3/19 公開 複合容器の製造方法及

び複合容器の製造装置 

鬼鞍宏猷他 

2 

 

ＪＸ日鉱日石

エネルギー㈱

九州大学 

特願 

2009-268616  

公開 

2011-112484 

国内 2009/11/26 公開 複合容器の品質判定装

置および方法 

鬼鞍宏猷他 

3 ＪＸ日鉱日石

エネルギー㈱

九州大学 

特願 

2009-268617  

公開 

2011-112139 

国内 2009/11/26 公開 複合容器の製造試験用

ライナー、及び、製造

試験方法 

鬼鞍宏猷他 



特許-(4) 

 

 
4 

 

ＪＸ日鉱日石

エネルギー㈱ 

九州大学 

サムテック㈱ 

特願 

2009-198238  

公開 

2011-136491 

国内 2009/12/28 公開 複合容器の製造方法 鬼鞍宏猷他 

5 

 

ＪＸ日鉱日石

エネルギー㈱ 

九州大学 

PCT/JP2010/

54858 

PCT 2010/3/19 出願 複合容器の製造方法及

び製造装置 

鬼鞍宏猷他 

6 

 

 

ＪＸ日鉱日石

エネルギー㈱ 

サムテック㈱ 

特願 

2010-046415 

公開 

2011-179638 

国内 2010/3/3 公開 高圧タンクの製造装置

並びに製造方法 

山崎全彦他 

7 

 

ＪＸ日鉱日石

エネルギー㈱ 

サムテック㈱ 

特願 

2011-251833 

国内 2011/11/17 出願 長尺高圧容器（ガラス繊

維） 

阪口善樹他 

 

低コスト型 70ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 ㈱日本製鋼

所 

2011-108056  国内 2011/05/13 出願 内圧試験装置および内

圧試験方法 

石垣良次 

和田洋流 

我孫子貴一 

2 ㈱キッツ 2010-149694 国内 2010/06/30 

 

出願 トラニオン型ボール弁 中崎幹雄 

3 ㈱キッツ 2010-149696 国内 2010/06/30 出願 高圧用回転弁の軸封止

構造 

五味健 

渡辺統 

4 ㈱キッツ 2010-149695 国内 2010/06/30 

 

出願 バルブ作動機取付構造 五味健 他 

5 ㈱キッツ 2010- 16092

意匠 

国内 2010/06/30 登録 ボールバルブ 五味健 

渡辺統 

6 ㈱キッツ 2012- 41912 国内 2012/02/28 出願 高圧用トラニオン型

ボール弁並びに高圧ス

テーション 

渡辺統 

7 ㈱山武 

 

10P00186 PCT 2010/08/17 出願 表面構造 木原啓介 

8 ㈱山武 

 

11P00057 PCT 2011/08/10 出願 移着膜の予備形成によ

る摩擦磨耗特性の改善 

林智彦 

 

都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 清水建設㈱ 特願 

2008-194576 

国内 2008/7/29 公開 水素関連施設 酒井喜則 他 

2 

 

清水建設㈱ 特願 

2008-329975 

国内 2008/12/25 公開 水素燃焼制御システム 井上雅弘 他 

3 清水建設㈱ 特願 

2009-028939 

国内 2009/2/10 公開 爆風圧エネルギー変換

装置 

尾熊紘而 他 

4 

 

清水建設㈱ 特願 

2009-036932 

国内 2009/2/19 公開 水素関連施設 酒井喜則 他 

5 清水建設㈱ 特願 

2009-123111 

国内 2009/5/21 公開 水素取扱施設における

安全設備 

吉澤善男 他 



特許-(5) 

 

6 

 

清水建設㈱ 特願 

2010-014269 

国内 2010/1/26 公開 水素関連施設における

壁面構造 

酒井喜則 

7 

 

清水建設㈱ 特願 

2010-112322 

国内 2010/5/14 公開 爆風圧低減構造体 野津剛 他 

 

 

水素用アルミニウム材料の評価・開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 古河スカイ

㈱,㈱神戸

製鋼所 

特願 

2012-149088 

国内 平成 24 年 7

月 3 日 

未審

査請

求 

高圧水素ガス容器用の

Al-Mg 系合金 

一谷幸司 

鹿川隆廣 

小山克己 

2 

 

㈱神戸製鋼

所,古河ス

カイ㈱,日

本軽金属

㈱,三菱ア

ルミニウム

㈱,昭和電

工㈱ 

PCT 

WO2011 

/115202 A1 

PCT 

 

平成 23 年 3

月 18 日 

各国

向け

出願

手続

き準

備中

高圧水素ガス貯蔵容器

用アルミニウム合金材 

中井学 

安永繁信 

3 ㈱神戸製鋼

所 

〔予定〕 

古河スカイ

㈱,日本軽

金属㈱ 

－ 国内 平成 24 年 8

月出願予定 

－ 高圧水素ガス材向け

Al-Mg-Si 系合金 

中井学 

安永繁信 

 

 

可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 (財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-116118 

国内 2009/05/13 出願 可視光応答性組成物と

これを用いた光電極、

光触媒、光センサー 

草間仁他 

2 

 

(財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-128700 

国内 2009/05/28 出願 可視光応答性組成物と

これを用いた光電極、

光触媒、光センサー 

草間仁他 

3 (財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-128704 

国内 2009/05/28 出願 可視光応答性組成物と

これを用いた光電極、

光触媒、光センサー 

草間仁他 

4 (財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-128711 

国内 2009/05/28 出願 可視光応答性組成物と

これを用いた光電極、

光触媒、光センサー 

草間仁他 

5 (財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-128709 

国内 2009/05/28 出願 可視光応答性組成物と

これを用いた光電極、

光触媒、光センサー 

草間仁他 

6 

 

(財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-203596 

国内 2009/09/03 出願 表面改質処理により高

性能化された半導体光

触媒及びその製造方法

並びに該光触媒を用い

た水素製造方法 

三石雄悟他 



特許-(6) 

 

 

ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 ㈱ 日 産 自

動車 

東北大学 

㈱ 新 日 鐵

化学 

特願 

2008-269764 

国内優先 

2009-127456 

特開 

2010-120836 

国内 2009/5/27 公開 

 

 

ミクロポーラス炭素系

材料、ミクロポーラス

炭素系材料の製造方

法、吸着材及びミクロ

ポーラス炭素系材料を

用いた水素吸蔵方法 

伊藤仁 

京谷隆 

西原洋知 

侯鵬翔 

李莉香 

秦恭平 

水内和彦 

2 

 

㈱ 日 産 自

動車 

東北大学 

㈱ 新 日 鐵

化学 

特願 

2008-45069 

特願 

2008-268753 

国内優先 

2009-40932 

PCT/JP2009/53

450 

PCT 2009/2/24 出願 ミクロポーラス炭素系

材料、ミクロポーラス

炭素系材料の製造方法

及びミクロポーラス系

炭素材料を用いた水素

吸蔵方法 

伊藤仁 

京谷隆 

西原洋知 

侯鵬翔 

李莉香 

秦恭平 

水内和彦 

3 ㈱ 日 産 自

動車 

東北大学 

㈱ 新 日 鐵

化学 

特願 

2008-45069 

特願 

2008-268753 

国内優先 

2009-40932 

特開 

2010-115636 

国内 2009/2/24 公開 

 

 

ミクロポーラス炭素系

材料、ミクロポーラス

炭素系材料の製造方法

及びミクロポーラス系

炭素材料を用いた水素

吸蔵方法 

伊藤仁 

京谷隆 

西原洋知 

侯鵬翔 

李莉香 

秦恭平 

水内和彦 

 

 



論文-(1) 
 

【論文リスト】 

 

70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 田中誠一 

門出政則 

佐賀大学 高圧水素充てん過程の決定 

パラメータとその推定式の 

提案 

自動車技術会 

論文集 Vol.41, No.3, 

(2010), PP.703-708. 

有 2010/5 

2 門出政則 

田中誠一 

高野俊夫 

佐賀大学 Prediction of Filling Time and 

Temperature of Precooled 

Hydrogen During Filling of 

Hydrogen into a High –

Pressure Tank 

SAE International 

2010－32－0127 

（2010） 

有 2010/9 

3 門出政則 

P.Woodfield 

高野俊夫 

髙坂祐顕 

佐賀大学 

Grifith 

Univ. 

佐賀大学 

Estimation of temperature 

change in practical hydrogen 

pressure tanks being filled at 

high pressures of 35 and 70 

MPa 

Int. J. of Hydrogen 

Energy, 37 (2012) 

5723-5734 

有 2012/2 

4 斎藤彰 JPEC 水素インフラ関連技術開発の

状況 

水素エネルギー 

システム 

有 2012/9 

 

車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 渋谷直哉 

中村仁 

榎浩利 

秋葉悦男 

産総研 High pressure hydrogenation 

properties of Ti-V-Mn alloy for 

hybrid hydrogen storage vessel

Journal of Alloys and 

Compounds, 475 

(2009) 543-545. 

有 2009/5 

 

 

水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 白崎義則 東 京 ガ ス

㈱ 

膜反応器を用いる高効率水素

製造技術 

クリーンエネルギー 

Vol.17, No,11 (2008) 

1-6 

無 2008/11 

2 白崎義則 東 京 ガ ス

㈱ 

Development of Membrane 

Reformer System for Highly 

Efficient Hydrogen Production 

from Natural Gas 

International Journal 

of Hydrogen Energy 

34 (2009) 4482–4487 

有 2009/3 

 

3 黒川英人 東 京 ガ ス

㈱ 

CO2 回収を伴う都市ガスからの

高効率分散型水素製造 

燃料電池 (夏号), 

Vol.9, No.1 (2009) 88-

92 

無 2009/7 

4 黒川英人 東 京 ガ ス

㈱ 

CO2 分離回収を同時に行う高

効率水素製造技術の実証 

クリーンエネルギー

Vol.18, No.1 (2009) 

23-27 

無 2009/11 

5 黒川英人 東 京 ガ ス

㈱ 

分散型水素製造における CO2

分離回収の検討 

FC Report （夏号）, 

Vol.28, No.3 (2010) 

無 2010/7 

6 黒川英人 東京ガス

㈱ 

Energy-Efficient Distributed 

Carbon Capture in Hydrogen 

Production from Natural Gas 

Energy Procedia Vol. 

4 (2011) 674-680 

有 2011/4 



論文-(2) 
 

 
7 久米高生 東京ガス

㈱ 

Development of Compact and 

Efficient Hydrogen Production 

Module with Membrane on 

Catalyst 

Journal of Natural 

Gas Science and 

Engineering, Vol. 3, 

No. 5 (2011) 591-600 

有 2011/10 

8 黒川英人 東京ガス

㈱ 

水素分離型リフォーマーの高

耐久化 

燃料電池, Vol. 11, No. 

3 (2012) 43-49 

無 2012/1 

9 井関孝弥 東京ガス

㈱ 

高効率水素製造のための水素

分離型改質器 

膜 Vol. 37, No. 2 

(2012) 60-66 

有 2012/3 

 

CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

 

K.Shimada 

K.Kuzushita 

E.Kamio  

H.Matsuyama 

N.Ohmura 

S.Nishiyama 

K. Mae 

T.Maki 

K.Fujiwara 

S.Terada 

T.Umegaki 

O.Okada 

神戸大学、 

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ 

DEVELOPMENT OF 

ADVANCED REFORMING 

SYSTEM FOR H2 STATION 

USING CO CONVERTER 

EQUIPPED WITH CO2 

SELECTIVE MEMBRANE II 

2008 Fuel Cell 

Seminar 

&Exposition,P100 

 

無 2008/10 

 

 

ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 T.Noritake 

M.Aoki 

M.Matsumoto 

S.Towata 

㈱豊田中

央研究所 

Crystal sructure analysis of 

mixed complex hydrides for the 

hydrogen storage material 

development 

SPring-8 User 

Experiment Report 

無 2008/10 

 

2 則竹達夫 

青木正和 

松本満 

砥綿真一 

㈱豊田中

央研究所 

水素貯蔵材料開発のための混

合水素化物の結晶構造解析 

SPring-8 重点産業

利用課題報告書 

無 2009/2 

3 

 

 

H.-W.Li 

T.Sato 

Y.Yan 

S.Orimo 

東北大学

金属材料

研究所 

Formation of intermediate 

compound with B12H12 cluster: 

Experimental and theoretical 

studies on magnesium 

borohydride Mg(BH4)2 

Nanotechnology 20 

204013-1-7 

有 2009/4 

K.Miwa 

N.Ohba 

S.Towata 

㈱豊田中

央研究所 

T.Fujita 

M.W.Chen 

東北大学

WPI-AIMR 



論文-(3) 
 

 
4 H.Tanaka 

T.Kiyobayashi 

N.Kuriyama 

産業技術

総合研究

所 

Hazard assessment of complex 

hydrides as hydrogen storage 

materials 

Int. J. Hydrogen 

Energy 34(7)3210-

3218 

有 2009/4 

K.Tokoyoda 太平洋セ

メント㈱ 

M.Matsumoto ㈱豊田中

央研究所 

Y.Suzuki ㈱日本カー

リット 

5 T.Noritake 

S.Towata 

㈱豊田中

央研究所 

The development of hydrogen 

storage materials by crystal 

structure analysis of light 

element hydride 

SPring-8 User 

Experiment Report 

無 2009/7 

S.Orimo 東北大学

金属材料

研究所 

6 Y.Yan 

H.-W.Li 

N.Umeda 

S.Orimo 

東北大学

金属材料

研究所 

Dehydriding and rehydriding 

properties of yttrium 

borohydride Y(BH4)3 prepared by 

liquid-phase synthesis 

Int. J. Hydrogen 

Energy 34(7)5732-

5736 

有 2009/4 

T.Sato 東北大学

WPI-AIMR 

K.Miwa 

S.Towata 

㈱豊田中

央研究所 

7 Z.Z.Fang 

X.D.Kang 

P.Wang 

Shenyang 

National 

Laboratory 

for 

Materials 

Science, 

Institute of 

Metal 

Research, 

Chinese 

Academy of 

Sciences 

Unexpected dehydrogenation 

behavior of LiBH4/Mg(BH4)2 

mixture associated with the in 

situ formation of dual-cation 

borohydride 

J. Alloys Compd. 491 

L1-L4 

有 2010/2 

H.-W.Li 

S.Orimo 

東北大学

金属材料

研究所 

8 T.Noritake 

M.Aoki 

M.Matsumoto 

K.Miwa 

S.Towata 

㈱豊田中

央研究所 

Crystal structure and charg 

density analysis of Ca(BH4)2 

J. Alloys Compd. 491 

57-62 

有 2009/11 

H.-W.Li 

S.Orimo 

東北大学

金属材料

研究所 



論文-(4) 
 

 

9 J.Sugiyama 

Y.Ikedo 

T.Noritake 

K.Miwa 

S.Towata 

㈱豊田中

央研究所 

Microscopic indicator for 

thermodynamic stability of 

hydrogen storage materials 

provided by mu+SR 

Phys. Rev. B 81 

092103  

有 2010/3 

O.Ofer 

T.Goko 

E.J.Ansaldo 

J.H.Brewer 

TRIUMF 

10 M.Månsson Laboratory 

for Neutron 

Scattering, 

Paul 

Scherrer 

Institut, 

ETH Zürich 

Microscopic indicator for 

thermodynamic stability of 

hydrogen storage materials 

provided by muon-spin 

spectroscopy 

J. of Physics. 

Conference Series 

In press 

有 2010 

 

K.H.Chow Department 

of Physics, 

University 

of Alberta 

J.Sugiyama 

Y.Ikedo 

T.Noritake 

K.Miwa 

S.Towata 

㈱豊田中 

央研究所 

O.Ofer 

T.Goko 

E.J.Ansaldo 

J.H.Brewer 

TRIUMF 

M.Månsson Laboratory 

for Neutron 

Scattering, 

Paul 

Scherrer 

Institut, 

ETH Zürich 

K.H.Chow Department 

of Physics, 

University 

of Alberta 

11 青木正和 

高橋直子 

野中敬正 

野崎洋 

松本満 

砥綿真一 

㈱豊田中

央研究所 

水素放出に伴う Mg(BH4)2 中の

B の化学結合状態変化 

九州シンクロトロン

光研究センター成果

報告書 

無 2010/5 

 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 



論文-(5) 
 

12 則竹達夫 

青木正和 

松本満 

砥綿真一 

㈱豊田中

央研究所 

高容量水素貯蔵材料の結晶構

造解析 

SPring-8 重点産業

利用課題成果報告

書 

無 2010/2 

 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

13 T.Noritake 

M.Aoki 

M.Matsumoto 

K.Miwa 

S.Towata 

㈱ 豊 田 中

央研究所 

Crystal structure change in 

the dehydrogenation process 

of the Li-Mg-N-H system 

J. Alloys Compd. 

In press 

有 審査中 

H.-W.Li 

S.Orimo 

東北大学 

金属材料 

研究所 

14 池田一貴 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

高密度水素貯蔵を目指した水

素化物の材料設計と特性評価

化学工業 60  51-

55 

無 2009/12 

15 折茂慎一 東北大学 

金属材料 

研究所 

燃料電池と水素貯蔵材料 金属材料の最前線 

近未来を拓くキー・テ

クノロジー 第８章

241-259 

 

無 2009/7 

16 砥綿真一 ㈱ 豊 田 中

央研究所 

ホウ素系水素貯蔵材料 水素貯蔵・吸蔵・貯

蔵・輸送材料と安全

化 

無 2010/8 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

 

低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

 

T.MIURA 

D.TABUCHI 

T.SAJIMA 

T.DOI 

O.OHNISHI 

九州大学 Effect of SPWC conditions on 

CFRP pipe’s burst strength 

Proc. of The First 
international 
conference on 
manufacturing 
process technology 
(ICMPT), pp.10-13 

無 2011/5 

2 

 

三浦崇寛 

田淵大介 

佐島隆生 

大西修 

鬼鞍宏猷 

土肥俊郎 

黒河周平 

九州大学 同時加熱成形法を用いた
CFRP パイプ破裂強度改善に
関する研究 

 

精密工学会誌 
77 巻,09 号 pp.856-
860 

 

有 2011/9 

3 

 

D.TABUCHI 

T.SAJIMA 

T.DOI, 

H.ONIKURA 

O.OHNISHI 

S.KUROKAWA 

T.MIURA 

九州大学 Development of a Filament-

Winding Machine Based on 

Internal Heating bya High-

Temperature Fluid for 

Composite Vessels 

Sensors & Materials, 
Vol.23, No.6 (2011), 
pp.347-358 

 

有 2011/8 



論文-(6) 
 

 
4 

 

T.MIURA 
D.TABUCHI 
T.SAJIMA 
T.DOI 
O.OHNISHI 

九州大学 Effect of CFRP inter laminar 
shear strength by SPWC 
method 

 

Proc. of The 6th 

International 

Conference on 

Leading Edge 

Manufacturing in 21st 

Century, 2011, pp. 

10-13  

有 2011/11 

5 D.TABUCHI 
T.SAJIMA 
T.DOI 
H.ONIKURA 
O.OHNISHI 
S.KUROKAWA 
T.MIURA 

九州大学 Residual Stress of Hoop-
Wound CFRP Composites 
Manufactured with 
Simultaneous Heating 

 

Sensors & Materials, 
Vol.24, No.2 (2012), 
pp.99-111  
 

有 2012/12 

 

低コスト型 70ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

木原 

中村 

山本 

㈱山武 省エネ・環境と安全に貢献 

する調節弁のシール技術 

トライボロジスト 

特集号(日本トライ 

ボロジー学会誌) 

無 2011/2 

 

2 渡辺 ㈱キッツ 70MPa 級水素ステーション用

高圧ボールバルブ 

(社)日本バルブ工業

会 「バルブ技報第

68 号」 

無 2012/3 

3 斎藤 JPEC 水素インフラ関連技術開発の

状況 

水素エネルギーシス

テム（水素エネル

ギー協会誌） 

VOL.37 NO.3 2012 

有 2012/9 

 

都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

野津剛 清水建設

㈱ 

都市型コンパクト水素ステー

ションの研究開発（その 1） 

漏洩水素ガスの拡散 

シミュレーション 

日本建築学会大会学

術講演会梗概集，

2011 年，D-2 分冊，

p.825 

無 2011 

2 

 

酒井喜則 清水建設

㈱ 

都市型コンパクト水素ステー

ションの研究開発（その 2） 

爆風圧低減に関する研究 

日本建築学会大会学

術講演会梗概集，

2011 年，D-2 分冊，

p.827 

無 2011 

3 酒井喜則 清水建設

㈱ 

都市型コンパクト水素ステー

ションの研究開発（その 4） 

燃焼制御システムに関する 

研究 

日本建築学会大会学

術講演会梗概集，

2012 年 

無 2012 

 

 



論文-(7) 
 

水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・規制見直しに資する評価試験法
の開発、材料データの取得に係る研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

藤井秀樹 

大宮慎一 

新日本製

鐵㈱ 

Deformation Modes Influencing 

on Mechanical and Fatigue 

Properties of JIS SUS304L 

Stainless Steel in High Pressure 

Gaseous Hydrogen 

Proceedings of the 

2nd International 

Symposium on Steel 

Science 

有 2010/12 

2 大村朋彦 

中村潤 

住友金属

工業㈱ 

ステンレス鋼の水素脆性 材料と環境, vol.60, 

No.5, pp241-247. 

有 2011/5 

3 中村潤 

宮原光雄 

大村朋彦 

仙波潤之 

脇田昌幸 

住友金属

工業㈱ 

ステンレス鋼および高強度鋼

の高圧水素ガス中の疲労特性

と劣化機構 

材料, 第 60 巻,  

第 12 号, pp1123-

1129. 

有 2011/12 

4 藤井秀樹 新日本製

鐵㈱ 

水素製造・輸送・貯蔵システム

等技術開発－水素製造・輸送・

貯蔵システム等に使用する金

属材料開発および国際標準

化・規制見直しに資する 評価

試験法の開発、材料データの

取得に係る研究開発－ 

特殊鋼  vol.61, No.1 

pp.61-66 

無 2012/1 

5 大宮慎一 

藤井秀樹 

新日本製

鐵㈱ 

Effects of Ni and Cr Contents 

on Fatigue Crack Growth 

Properties of SUS316-based 

Stainless Steels in High-

pressure Gaseous Hydrogen 

ISIJ International 

Vol.52, No.2, pp.247–

254 

有 2012/2 

6 Tomohiko 

Omura and Jun 

Nakamura 

住友金属

工業㈱ 

Hydrogen Embrittlement 

Properties of Stainless and 

Low Alloy Steels in High 

Pressure Gaseous Hydrogen 

Environment 

ISIJ International 

vol.52, No.2, pp234-

239. 

有 2012/2 

7 藤井秀樹 新日本製

鐵㈱ 

高圧水素ガス環境下で高い耐

性を有するステンレス鋼 

蓄・省エネルギー（技

術情報協会） 

無 2012/6 

8 緒形俊夫 物材機構 Influence of high pressure 

hydrogen environment on 

tensil properties of stainless 

steels at low temperatures 

Advances in 

Cryogenic 

Engineering, vol.58, 

p.39-46 

有 2012/7 

 

水素用アルミニウム材料の評価・開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

一谷幸司 

小山克己 

古河スカ

イ㈱ 

疲労試験における 6061 アルミ

ニウム合金の耐水素脆性に及

ぼす成分元素の影響 

軽金属 第 62 巻 

第 5 号 （2012）, 

212-218. 

有 2012 

 

 



論文-(8) 
 

可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

Kazuhiro 

Sayama 他 

産 総 研 エ

ネ ル ギ ー

技 術 研 究

部門 

Effect of Carbonate Ions on 

the Photo-oxidation of Water 

over Porous BiVO4 Film 

Photoelectrode under Visible 

Light”, 

Chem. Lett., 39 

(2010) 17。 

有 2010/1 

 

2 

 

H.Kusama 他 産 総 研 エ

ネ ル ギ ー

技 術 研 究

部門 

Combinatorial Search for 

Iron/Titanium-Based Ternary 

Oxides with a Visible-Light 

Response 

J. Comb. Chem. 

12(2010)356  

有 2010/7 

3 

 

Yugo Miseki

他 

産 総 研 エ

ネ ル ギ ー

技 術 研 究

部門 

Highly efficient WO3 

photocatalysts modified by 

alkaline ion for water splitting 

J. Phys. Chem. Lett., 

1 (2010) 1196 

 

有 2010/3 

4 

 

Yugo Miseki

他 

産 総 研 エ

ネ ル ギ ー

技 術 研 究

部門 

Significant Effects of Anion in 

Aqueous Reactant Solution on 

Photocatalytic O2 Evolution 

and Fe(III) Reduction 

Chem. Lett., in 

press. 

有 2010/8 

 

非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、ページ番

号 
査読 発表年 

1 

 

Koichi 

Matsuzawa, 

Chikako 

Igarashi, 

Shigenori 

Mitsushima, 

Ken-ichiro 

Ota 

Yokohama 

National 

University 

Non-precious metal 

electrocatalyst for oxygen 

evolution in polymer 

electrolyte water electrolysis 

ECS Trans., 25 (23) 

119-124 

無 2010/1 

 

高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

松本宏一 金沢大学 High sensitive capacitive liquid 

hydrogen level meter 

Cryogenics 有 2010/11 

2 

 

松本宏一 金沢大学 Magnetic Refrigeration For 

Hydrogen Liquefaction 

Proceeding of 

International 

Cryogenic 

Engineering 

Conference 

有 2010/12 

3 

 

中山祐介 大阪大学 Experimental study of Active 

Magnetic Regenerator (AMR) 

composed of spherical GdN 

Cryocoolers 

[投稿済み] 

有 2010 

 

4 

 

李晶 NIMS Numerical modeling on a 

reciprocating Active Magnetic 

Regenerator Refrigeration 

Cryocoolers 

[投稿済み] 

有 2010 

 

5 

 

松本宏一 金沢大学 Magnetocaloric effect, specific 

heat and entropy of iron-

substituted gadolinium gallium 

garnets Gd 3 (Ga1-xFex)5O12 

Japanese Journal of 

Applied Physics, vol. 

48, no. 11 (2009) 

113002. 

有 2009 



論文-(9) 
 

6 

 

松本宏一 金沢大学 Magnetic refrigerator for 

hydrogen liquefaction 

Journal of Physics: 

Conference Series, 

vol. 150 (2009) 

012028. 

有 2009/11 

7 

 

松本宏一 金沢大学 Numerical analysis of active 

magnetic regenerators for 

hydrogen magnetic 

refrigeration between 20 and 

77 K 

Journal of Physics: 

Conference Series, 

vol. 150 (2009) 

012028. 

有 2009/3 

8 

 

李晶 NIMS Numerical modeling on an 

Active Magnetic Regenerator 

Refrigeration 

Cryogenics [投稿済

み] 

有 2009 

9 

 

沼澤健則 NIMS Development of a Magnetic 

Refrigenrator for Hydrogen 

Liquefaction 

Advances in 

Cryogenic 

Engineering, vol. 53 

(2008) 1183-1189. 

有 2008/3 

 

水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

粟飯原周二 東京大学 Coupled Numerical Model of 

Gas-Decompression and 

Unstable Ductile Crack 

Propagation in High-Pressure 

Gas Pipelines 

Pipeline Technology 

2009, Ostend, 

Belgium, Oct. 12-14, 

2009, Paper No. 

Ostend2009-009. 

無 2009/10 

 

2 

 

粟飯原周二 東京大学 Full-Scale Burst Test of 

Hydrogen Gas X65 Pipeline 

International Pipeline 

Conference IPC2010, 

Sept. 2010, Calgary 

Canada, IPC2010-

31235, ASME 

有 2010/9 

3 

 

粟飯原周二 東京大学 A New Model for Dynamic 

Crack Propagation and Arrest 

in Gas Pipelines 

International Pipeline 

Conference IPC2010, 

Sept. 2010, Calgary 

Canada, IPC2010-

31475, ASME 

有 2010/9 

 

超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

Riki Kataoka  

Atsunori 

Kamegawa  

Hitoshi 

Takamura  

Masuo Okada 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

High Pressure Synthesis of 

Novel Mg(Ni1−xCux)2 Hydrides 

(x=0–0.2) 

Mater. Trans., 50(5), 

1179-1182. 

有 2009/5 



論文-(10) 
 

2 

 

Masatsugu 

Kawakami  

Takahiro 

Kuriiwa  

Atsunori 

Kamegawa  

Hitoshi 

Takamura  

Masuo Okada 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

Optimum Hydrogen Desorption 

Properties in LiH-LiOH 

Composites 

Mater. Trans., 50(7), 

1855-1858. 

有 2009/7 

Tomohiro 

Kaburagi 

日 産 自 動

車 

3 

 

 

Riki Kataoka 

Takahiro 

Kuriiwa  

Atsunori 

Kamegawa  

Hitoshi 

Takamura  

Masuo Okada 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

High Pressure Synthesis of 

Hydride in Li-Y System 

Mater. Trans., 50(8), 

2069-2072. 

有 2009/8 

4 

 

 

Yasutaka 

Kamata  

Takahiro 

Kuriiwa  

Atsunori 

Kamegawa  

Masuo Okada 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

Effect of Cu or Ti Substitution 

in MgNi on Crystal Structure 

and Hydrogen Absorption-

Desorption Properties 

Mater. Trans., 50(8), 

2064-2068. 

有 2009/8 

5 

 

 

Xiao Yang  

Nobuhiko 

Takeichi  

Kenji Shida  

Hideaki Tanaka 

Nobuhiro 

Kuriyama   

Tetsuo Sakai 

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

ユビキタス

エ ネ ル

ギ ー 研 究

部門 

Novel Mg-Zr-A-H (A = Li, Na) 

hydrides synthesized by a high 

pressure technique and their 

hydrogen storage properties  

 

J. Alloys Comp. 有 2010/3 

投稿 

 

ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 西原洋知 

京谷隆 

東北大学 ゼオライト鋳型炭素による水素

吸蔵 

燃料電池, 9, 37-42 

(2009). 

無 2009/7 

 

伊藤仁 

内山誠 

日産 

 

Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に係る技術開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 久慈俊郎 東海大学 

開発工 

Synthesis of Mg-Al Alloys by 

Bulk Mechanical Alloying and 

Their Hydrogen Solubility 

Materials 

Transactions 49, 

2679-2685  

有 2008 



論文-(11) 
 

 
2 久慈俊郎 東 海 大 学

開発工 

Improvement of MgAl alloys for 

hydrogen storage applications 

International Journal 

of Hydrogen Energy 

34, 1937-1943  

有 2009 

3 佐藤正志 東海大工 Effect of H2 Flow Rate on the 

Plasmatic Synthesis of Al 

Hydride 

Proc. 10th 

International 

Symposium on 

Sputtering & Plasma 

Processes 

有 2009 

4 佐藤正志 東海大工 Phase separation assists the 

destabilisation of MgH2: 

Mg17Al12-H system.  

to be published in 

American Journal of 

Chemical Society 

有 投稿準備

中 

5 佐藤正志 東海大工 Nano-crystaline growth of Mg-

Al intermetallics 

to be published in 

Nanotechnology 

有 投稿準備

中 

6 村上貴洋 東海大工 ボールミリング法により作製し

た BCC-TiAlMg 合金の水素親

和性 

to be published in 

Trans. JIM 

有 投稿準備

中 

 

燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

圧縮水素容器搭載車両の火災

対応に関する一考察 

自動車技術会論文

集 Vol.41, No.3 

有 2010/5/25

2 吉村大士 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器の急速

充填における容器内温度挙動 

自動車技術会論文

集 Vol.41, No.3 

有 2010/5/25

3 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

燃料電池自動車用水素容器の

静電気特性 

静電気学会誌 有 2010/7 

4 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

An Experimental Study on the 

Fire Response of Vehicles with 

Compressed Hydrogen 

Cylinders 

SAE 2010 

Transactions 

Journal of 

Passenger Cars - 

Mechanical System  

有 2010/12/4

5 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

Influence of Temperature on 

the Fatigue Strength of 

Compressed Hydrogen Tanks 

for Vehicles 

International Journal 

of Hydrogen Energy 

Vol.26,No.4 

有 2011/2 

6 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

自動車火災試験や着火試験結

果からみた水素の安全性につ

いて 

日本化学会 

「化学と教育」 

Vol.59,No.1 

有 2011/3 

7 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

圧縮水素貯蔵容器および水素

燃料電池自動車の安全性 

日本燃焼学会誌 

Vol.53,No.163 

有 2011/3 

8 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

燃料電池自動車火災における

隣接車両への延焼性 

自動車技術会論文

集 Vol.42, No.2 

有 2011/3/30

9 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

極端温度環境・実使用圧力条

件による自動車用圧縮水素容

器（VH3）の疲労寿命調査 

自動車技術会論文

集 Vol.42, No.2 

有 2011/3/30



論文-(12) 
 

 
10 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

極端温度環境・実使用圧力条

件による自動車用圧縮水素容

器(VH3)の疲労寿命調査－電

気的試験法の調査(第 2 報) 

自動車研究  

第 32 巻第 6 号 

無 2010/6/1

11 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器（VH3）

の疲労寿命に影響を及ぼす熱

応力の調査 

自動車研究  

第 32 巻第 6 号 

無 2010/6/1

12 松野 優 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器への充

填放出サイクルにおける容器

内温度挙動 

自動車研究  

第 32 巻 第 6 号 

無 2010/6/1

13 糸井裕彦 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器のガス

透過の温度，圧力および材質

依存性に関する研究(第三報) 

自動車研究  

第 32 巻 第 6 号 

無 2010/6/1

14 福本 紀 (財)日本

自動車研

究所 

水素技術に係る国際基準・標

準化動向について－高圧水素

技術関連－ 

自動車研究  

第 32 巻 第 6 号 

無 2010/6/1

15 富岡秀徳 (財)日本

自動車研

究所 

水素技術に係る国際標準化の

動向 －水素燃料仕様の 2009

年以降の進捗について－ 

自動車研究  

第 33 巻第 7 号 

無 2010/6/1

16 福本 紀 (財)日本

自動車研

究所 

13.5 防爆技術 b. 安全性 

試験施設(海外) 

水素の事典 

(朝倉書店) 

無 2011/3 

17 糸井裕彦 (財)日本

自動車研

究所 

水素消費による容器および 

附属品の温度変化の研究 

自動車技術会論文

集 Vol.42, No.4 

有 2011/7 

18 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

Combustion Behavior of 

Leaking Hydrogen and Effects 

of Ceiling Variations 

SAE 2011 

Transactions 

Journal of 

Passenger Cars - 

Mechanical System  

有 2012/2/1

19 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

圧縮水素容器における局所 

火炎暴露試験用バーナの開発

と本試験法の一評価 

自動車技術会論文

集 Vol.43, No.2 

有 2012/3/30

20 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器の熱応

力解析・検証 

自動車研究  

第 33 巻 第 6 号 

無 2010/7/1

21 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

局所火炎暴露試験用プロパン

バーナの開発 

自動車研究  

第 33 巻第 7 号 

無 2010/7/1

22 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

Development and 

Characteristics of a Burner for 

Localized Fire Tests and 

Evaluation of Those Fire Tests

SAE 20102 

Transactions 

Journal of 

Passenger Cars - 

Mechanical System 

有 2012/6/1

23 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

水素燃料自動車の事故処理を

想定した水素漏洩時の送風の

有効性 

 

JARI Research 

Journal 第 34 巻 

第 6 号 

無 2012/6/1

24 松野優 (財)日本

自動車研

究所 

水素充填用赤外線通信機器の

性能検証 

JARI Research 

Journal 第 34 巻 

第 6 号 

無 2012/6/1



論文-(13) 
 

25 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

使用環境負荷試験に関する研

究 

JARI Research 

Journal 第 34 巻 

第 6 号 

無 2012/6/1

26 福本紀 (財)日本

自動車研

究所 

燃料電池自動車用水素燃料仕

様に係る国際標準化 

JARI Research 

Journal 第 34 巻 

第 6 号 

無 2012/6/1

27 富岡秀徳 (財)日本

自動車研

究所 

燃料電池自動車の高圧水素技

術に係る標準化動向について 

JARI Research 

Journal 第 34 巻 

第 7 号 

無 2012/7/1

28 三石洋之 (財)日本

自動車研

究所 

水素・燃料電池自動車の安全

性 

水素エネルギー協会

誌 

第 36 巻第 3 号 

無 2012/9/30

29 

 

三石洋之 (財)日本

自動車研

究所 

トンネル内での水素の安全性 水素エネルギー協会

誌 

第 36 巻第 3 号 

無 2012/9/30

 

水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

 

國分裕一 (財)エネル

ギー総合

工学研究

所 

高圧水素の輸送にかかわるコ

ストとエネルギー効率 

水素エネルギーシス

テム VOL.34 NO.4 

有 2009/12 

 

水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

山田敏弘 高圧ガス

保安協会 

水素ステーション設備に使用

する材料の選定基準 

高圧ガス、49(10)、

pp.885-893 

有 2012/10/1

2 

 

吉川暢宏 

 

東京大学 ＴｙｐｅⅢ複合容器の圧力サイク

ル寿命予測 

日本高圧力技術協

会平成 24 年度秋季

講演会概要集 

無 2012/12 

3 針谷耕太 

吉川暢宏 

東京大学 水素ステーション用 

Type III 蓄圧器の最適設計 

圧力技術 有 2013/1 

or3 

 

 

 

 

 



外部発表-(1) 

【外部発表リスト】 

 

70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

番 

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 大井出竜二 佐賀大学 高圧水素充てん中の容器内

水素温度と容器壁温度特性 

第 28 回水素エネルギー

協会大会 

2008/12 

2 田中誠一 佐賀大学 高圧水素急速充填中の容器

内水素の熱的特性 

日本機械学会 

長崎講演会 

2009/10 

3 門出政則 佐賀大学 未来の車 FCV フェスタ 

in SAGA 2009 

2009/10 

4 

 

田中誠一 佐賀大学 高圧水素貯蔵容器における

水素放出中の熱特性 

第 29 回水素エネルギー

協会大会 

2009/12 

5 - 横浜ゴム 超高圧充填用ホースの出展 

（※NEDO および岩谷瓦斯 

ブースでの出展） 

第 6 回国際水素・燃料電池

展「FC EXPO 2010」 

2010/3 

6 梅田良人ほか 東邦瓦斯 70MPa ステーション 

完成発表 

■新聞社 

日本経済新聞 

朝日新聞、読売新聞 

毎日新聞、日刊工業新聞 

中部経済新聞、電気新聞 

岐阜新聞、伊勢新聞 

北海道新聞 

2010/3 

中日新聞 2010/3 

ガスエネルギー新聞 2010/3 

日経産業新聞 2010/4 

■テレビ NHK 2010/3 

7 － 横浜ゴム 高圧水素ガス用ホース 

ibar HG70 開発に関する

ニュースリリース 

重化学工業会記者クラブへ

のプレス発表 

2010/4 

ゴム報知新聞 

ゴムタイムス 

2010/4 

ゴム化学新聞 

ガスエネルギー新聞 

2010/5 

工業ガス専門誌ガスレ

ビュー 

2010/5 

8 

 

 

舘勇希 東邦瓦斯 70MPa 水素ステーションの建

設と技術開発の取り組みに

ついて 

都市ガスシンポジウム（主

催：日本ガス協会） 

2010/6 

9 田中誠一 佐賀大学 Prediction of Filling Time and 

Temperature of Precooled 

Hydrogen During Filling of 

Hydrogen into a High-pressure 

Tank 

Small Engine Technology 

Conference, 

Linz, Austria 

2010/9 

10 

 

田中誠一 佐賀大学 水素ステーションにおけるプ

レクール装置の出口温度・圧

力の推定 

熱工学コンファレンス

2010 

2010/10 

11 門出政則 佐賀大学 高圧水素充填インフラと充填

基準の国際標準化への挑戦 

イワタニ水素エネルギー

フォーラム大阪 

2011/1 

12 

 

横山佳資 JPEC 70MPa 級水素ステーションシ

ステム技術開発活動報告 

平成 23 年度（JPEC） 

技術開発・調査事業 

成果報告会 

2011/6 

13 

 

工藤尚文 JPEC 水素インフラの技術基準に関

する検討活動報告 

平成 23 年度（JPEC） 

技術開発・調査事業 

成果報告会 

2011/6 



外部発表-(2) 

14 盛興昌勝 東邦瓦斯 70MPa 水素ステーションの技

術開発について 

都市ガスシンポジウム 2011/6 

15 斎藤彰 JPEC 2015 年を目指した水素ス

テーションの技術開発/ 

規制見直し状況について 

福岡水素エネルギー戦略

会議 平成 23 年度第 3 回

研究分科会水素社会シス

テム実証検討分科会/高効

率水素製造研究分科会 

2011/10 

16 伊藤久敏 東邦瓦斯 Demonstration Study of a 

70MPa Hydrogen Refueling 

Station 

International Gas Union 

Research Conference 

SEOUL 2011 

2011/10 

17 門出政則 佐賀大学 Characteristics of 

Temperature Rise in 

Practical Hydrogen Pressure 

Tanks Being Filled at High 

Pressure of 35 and 70MPa 

International Conference 

on Mechanical Engineering 

and Renewable Energy 

2011 (ICMERE2011), 

Chittagong, Bangladesh 

2011/12 

18 斎藤彰 JPEC JPEC（石油エネルギー技術

センター）の水素ステーション

に対する取り組みについて 

触媒学会 水素の製造と

利用に関するシンポジウ

ム 

2012/1 

19 横山佳資 JPEC 70MPa 水素ステーション 

システム技術開発 

平成 24 年度（JPEC） 

技術開発・調査事業 

成果報告会 

2012/6 

20 手塚俊雄 JPEC 水素インフラの技術基準に 

関する検討 

平成 24 年度（JPEC） 

技術開発・調査事業 

成果報告会 

2012/6 

21 伊藤久敏 東邦瓦斯 Demonstration Study of a 

70MPa Hydrogen Refueling 

Station 

25th World Gas 

Conference 

2012/6 

22 斎藤彰 JPEC 水素ステーションの現状と 

課題 

第 2 回水素機器用エラスト

マー材料研究分科会 

2012/9 

23 吉田剛 

石本裕保 

佐藤克哉 

JPEC ＴｙｐｅⅢ複合容器の圧力サイ

クル寿命予測 

一般財団法人日本高圧

力技術協会 平成２４年

度秋季講演会 

2012/12 

 

車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 秋葉悦男 

中村仁 

岩瀬謙二 

Chai Yujun 

榎浩利 

榊浩司 

浅野耕太 

中村優美子 

産総研 Crystal Structures and 

Hydrogenation Behaviors of 

the RMn (3<n<5) (R=La, Mg; 

M=Ni, Co) “Superlattice” 

Alloys 

口頭発表 

2009MRS Fall Meeting 

（ボストン，米国） 

2008/12 

 

2 

 

秋葉悦男 産総研 新しい Metal Hydrides の探

索あるいは創製 

口頭発表 

日本金属学会 春期大会

（東京工業大学） 

2009/3 

 

3 

 

秋葉悦男 産総研 高性能な水素貯蔵材料の 

実現に向けて 

口頭発表 

日本金属学会 春期大会

（東京工業大学） 

2009/3 

 

4 上條亮毅 

Leng Haiyan 

秋葉悦男 

産総研 Ti-V-Mn 三元系合金の水素

吸蔵特性 

口頭発表 

日本金属学会 春期大会

（東京工業大学） 

2009/3 

 



外部発表-(3) 

5 秋葉悦男 産総研 水素の貯蔵輸送と水素貯蔵

材料 

総説 

伝熱, 48(2009) 20-25. 

2009/4 

 

6 秋葉悦男 産総研 水素吸蔵合金および水素吸

蔵技術の現状と課題 

総説 

触媒,51(2009) 287-291 

2009/6 

7 布浦達也 

角掛繁 

寺下尚克 

日重化 水素吸蔵合金と高圧複合容

器によるハイブリッド貯蔵 

タンク 

Semiconductor FPD 

World 2009.8 

2009/7 

8 

 

浅野耕太 

榎浩利 

秋葉悦男 

産総研 Mg-Ti 系合金および水素化

物の合成 

口頭発表 

材料における水素有効利

用研究会 

（北海道北見市） 

2009/8 

 

9 秋葉悦男 産総研 水素貯蔵材料 総説 

工業材料,58(2010)42-43 

2010/1 

 

10 

 

 

秋葉悦男 産総研 Investigation of hydrogen 

storage alloys and their 

application to on-board 

storage tank 

口頭発表 

4th Symposium Hydrogen 

& Energy 

（Wildhaus，スイス） 

2010/1 

 

11 角掛繁 日重化 HEV 用電池材料から燃料電

池用水素タンクの開発まで 

日本粉体工業技術協会 

第 3 回電池製造技術 

分科会 

2010/1 

 

12 

 

 

秋葉悦男 

浅野耕太 

角掛繁 

布浦達也 

坂口善樹 

門出政則 

産総研 

日重化 

サムテック 

佐賀大 

Development of hybrid tank 

system and investigation of 

hydrogen absorbing alloys 

口頭発表 

Materials Innovations in 

an Emerging Hydrogen 

Economy 2008 

（フロリダ，米国） 

2010/2 

 

13 角掛繁 日重化 高容量水素吸蔵合金とハイブ

リッド水素貯蔵タンクの開発 

日本化学会 

第 90 春季年会 依頼講演 

2010/3 

14 浅野耕太 

中島典行 

榎浩利 

秋葉悦男 

産総研 Ti-V-Mn 系合金中の BCC

相の格子定数と C14 相の生

成が水素吸蔵性に及ぼす影

響 

口頭発表 

日本金属学会 秋期大会

（北海道大学） 

2010/9 

 

 

水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 発表年月 

1 白崎義則 東京ガス㈱ 水素分離型改質器の開発 化学工学会 

第 40 回秋季大会 

2008/9 

2 西井 匠 東京ガス㈱ Development of Highly 

Efficient Hydrogen Production 

Module with Membrane On 

Catalyst 

2008 Fuel Cell Seminar & 

Exposition 

2008/10 

3 西井 匠 東京ガス㈱ 触媒一体化モジュールの 

開発 

第 28 回 水素エネルギー

協会大会 

2008/12 

4 白崎義則 東京ガス㈱ Development of Distributed 

Highly-efficient Hydrogen 

Production System based on 

Membrane Reformer with CO2 

Capture 

HYPOTHESIS VIII 2009/4 

5 黒川英人 東京ガス㈱ CO2 回収を伴う都市ガスから

の高効率分散型水素製造 

第 16 回燃料電池シンポ 

ジウム 

2009/5 

6 黒川英人 

 

東京ガス㈱ CO2 回収を伴う都市ガスから

の分散型水素製造 

2009 年都市ガスシンポ 

ジウム 

2009/6 



外部発表-(4) 

 

7 西井 匠 東京ガス㈱ Reforming Performance of 

Hydrogen Production Module 

Based on Membrane On 

Catalyst 

9th International 

Conference on Catalysis in 

Membrane Reactors 

2009/6 

8 黒川英人 東京ガス㈱ 分散型水素製造における 

CO2 回収 

第 18 回日本エネルギー 

学会大会 

2009/7 

9 黒川英人 東京ガス㈱ CO2 回収を伴う高効率水素 

分離型リフォーマーの開発 

化学工学会 

第 41 回秋季大会 

2009/9 

10 黒川英人 東京ガス㈱ Highly Efficient Distributed 

Hydrogen Production from 

Natural Gas with CO2 Capture

2009 Fuel Cell Seminar & 

Exposition 

2009/11 

11 黒川英人 東京ガス㈱ 分散型水素製造における CO2

分離回収 

第 29 回 水素エネルギー

協会大会 

2009/12 

12 西井 匠 東京ガス㈱ 触媒一体化モジュールの改質

性能 

第 29 回 水素エネルギー

協会大会 

2009/12 

13 黒川英人 東京ガス㈱ 分散型水素製造における CO2

回収の検討 

JFCA テクノフェスタ 2010/1 

14 西井 匠 東京ガス㈱ 水素製造用触媒一体化モ

ジュールの改質性能[第一報]

化学工学会第 75 年会 2010/3 

15 西井 匠 東京ガス㈱ 水素製造用触媒一体化モ

ジュールの改質性能[第二報]

化学工学会第 75 年会 2010/3 

16 白崎義則 東京ガス㈱ メンブレンリフォーマーによる

分散型水素製造と 

CO2 回収の検討 

日本鉄鋼協会 

第 159 回春季講演大会 

2010/3 

17 井関孝弥 東京ガス㈱ A Compact Hydrogen 

Production Module with 

Membrane on Catalyst 

NHA Hydrogen Conference 

& Expo 

2010/5 

18 黒川英人 東京ガス㈱ Demonstration of Highly-

Efficient Distributed Hydrogen 

Production from Natural Gas 

with CO2 Capture 

18th World Hydrogen 

Energy Conference 2010 

2010/5 

19 高木保宏 日本特殊陶

業㈱ 

Reforming Performance of 

Hydrogen Production Modules 

Based on Membrane On 

Catalyst 

18th World Hydrogen 

Energy Conference 2010 

2010/5 

20 矢加部久孝 東京ガス㈱ 水素分離型リフォーマーの高

耐久化・低コスト化研究開発 

第 17 回燃料電池シンポ 

ジウム 

2010/5 

21 黒川英人 東京ガス㈱ Energy-Efficient Distributed 

Carbon Capture in Hydrogen 

Production from Natural Gas 

10th International 

Conference on Greenhouse 

Gas Control Technologies 

2010/09 

22 中川友貴 東京ガス㈱ 水素製造用触媒一体化モ

ジュール解析 

2010 Japan ANSYS 

Conference 

2010/11 

23 矢加部久孝 東京ガス㈱ 東京ガスの水素エネルギーへ

の取組み 

触媒学会「水素の製造と利

用に関するシンポジウム」 

2011/1 

24 久米高生 東京ガス㈱ 触媒一体化モジュールの耐

リーク性能向上 

化学工学会第 76 年会 2011/3 

25 金子祐大 東京ガス㈱ 水素分離型リフォーマーの耐

久性向上に関する研究 

日本金属学会 春季大会 

2011 

2011/3 

26 梶谷昌弘 日本特殊陶

業㈱ 

高純度水素製造用触媒一体

化モジュールの開発 

日本金属学会 春季大会 

2011 

2011/3 

27 矢加部久孝 東京ガス㈱ 水素分離型リフォーマーの高

耐久化・低コスト化研究開発 

第 18 回燃料電池シンポ 

ジウム 

2011/6 



外部発表-(5) 

 

28 久米高生 東京ガス㈱ 水素分離膜を用いた高効率水

素製造技術の開発 

2011 年都市ガスシンポ 

ジウム 

2011/6 

29 黒川英人 東京ガス㈱ Development of Highly-

Efficient Hydrogen Production 

Module with Palladium-Based 

Membrane 

10th International 

Conference on Catalyst in 

Membrane Reactors 

2011/6 

30 田中裕之 日本特殊陶

業㈱ 

Reforming Performance and 

Durability of Hydrogen 

Production module based on 

Membrane On Catalyst 

10th International 

Conference on Catalyst in 

Membrane Reactors 

2011/6 

31 黒川英人 東京ガス㈱ Development of Membrane 

Modules for Highly-Efficient 

Hydrogen Production System 

4th World Hydrogen 

Technology Convention 

2011/9 

32 久米高生 東京ガス㈱ 水素製造用触媒一体化モ

ジュールの耐久性向上 

化学工学会 

第 43 回秋季大会 

2011/9 

33 久米高生 東京ガス㈱ Development of Compact and 

Efficient Hydrogen Production 

Module with Membrane on 

Catalyst 

International Gas Union 

Research Conference 

2011/10 

34 金子祐大 東京ガス㈱ Highly Efficient Hydrogen 

Production System with 

Membrane Reformer 

International Gas Union 

Research Conference 

2011/10 

35 中川友貴 東京ガス㈱ Computational Fluid Dynamics 

Analysis for Hydrogen 

Production System Design 

International Gas Union 

Research Conference 

2011/10 

36 久米高生 東京ガス㈱ Development of a Compact 

and Efficient Module For 

Hydrogen Production from 

Natural Gas with a Membrane 

on Catalyst 

Low Carbon Earth Summit 

2011 

2011/10 

37 金子祐大 東京ガス㈱ 水素分離膜材料高純度化の

膜耐久性への効果 

日本金属学会 秋季大会 

2011 

2011/11 

38 梶谷昌弘 日本特殊陶

業㈱ 

高純度水素製造用触媒一体

化モジュールの開発（第２報）

日本金属学会 秋季大会 

2011 

2011/11 

39 矢加部久孝 東京ガス㈱ 東京ガスにおける水素分離型

リフォーマーシステムの研究開

発 

反応分離講習会 2012 2012/2 

40 黒川英人 東京ガス㈱ 水素分離型リフォーマー 

システムの耐久性評価 

日本金属学会 春季大会 

2011 

2012/3 

41 矢加部久孝 東京ガス㈱ Development of Hydrogen 

Production Systems with Pd-

Based Alloy Membrane  

19th World Hydrogen 

Energy Conference 2012 

2012/6 

42 彦坂英昭 日本特殊陶

業㈱ 

Improvement in the durability 

of a hydrogen production 

module based on Membrane 

On Catalyst 

19th World Hydrogen 

Energy Conference 2012 

2012/6 

43 矢加部久孝 東京ガス㈱ 水素と燃料電池技術 2012 エレクトロニクス 

実装学会 最先端実装 

技術シンポジウム 

2012/6 

44 池田陽一 東京ガス㈱ 水素分離型リフォーマの 

耐久性向上と低コスト化の 

取り組み 

2012 年都市ガスシンポ 

ジウム 

2012/6 



外部発表-(6) 

 

45 久米高生 東京ガス㈱ Performance Evaluation of 

Membrane on Catalyst (MOC) 

Module for Hydrogen 

Production from Natural Gas 

International Conference 

on Hydrogen Production 

2012/6 

 

水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 － － 三菱化工機の HyGeia-A 

（高効率水素製造装置） 

第８回【国際】水素・燃料

電池展 自社出展ブース

掲示パネル 

2012/2 

2 内山賢彦 

（執筆） 

三菱化工機 トピックス「今月の新技術」

『水素ステーション用水素製

造装置』 

社団法人産業機械工業

会「産業機械」 

H24 年 9 月号 

2012/9 

 

CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

T.Ishikawa, 

K.Shimada, 

O.Okada, 

S.Tsuruya, 

Y.Ichihashi and 

S.Nishiyama 

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ 

Strong effect of CO2 and H2 

on the rate of water-gas 

shift reaction 

5th International 

Conference on 

Environmental 

Catalysis(Belfast) 

2008/8 

2 

 

 

島田敬子 

寺本正明 

神尾英治 

葛下かおり 

岡田治 

曽谷知弘 

松山秀人 

神戸大学 

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ 

CO2 分離型メンブレン CO 

変成器に用いる CO2 分離 

促進輸送膜の開発 

化学工学会 

第 40 回秋季大会 

2008/9 

3 

 

 

K. Shimada, 

K.Kuzushita, E. 

Kamio, 

H.Matsuyama, 

N.Ohmura, 

S.Nishiyama, 

K. Mae, T.Maki, 

K.Fujiwara, 

S.Terada, 

T.Umegaki and 

O.Okada 

神戸大学 

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ 

DEVELOPMENT OF 

ADVANCED REFORMING 

SYSTEM FOR H2 STATION 

USING CO CONVERTER 

EQUIPPED WITH CO2 

SELECTIVE MEMBRANE II 

Fuel Cell Seminar 2008 

(USA) 

2008/10 

4 

 

 

岡田 治 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ 

次世代型水素ステーションの

開発 

化学工学会姫路大会 2008/11 

5 

 

 

岡田 治 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ 

ＣＯ２選択透過膜の水素製造

プロセス 

先端膜工学研究推進 

機構春季講演会 

2009/3 



外部発表-(7) 

 

6 島田敬子 

寺本正明 

神尾英治 

葛下かおり 

岡田 治 

羽川和希 

曽谷知弘 

丸山達生 

松山秀人 

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ、 

神戸大学 

ＣＯ２分離促進輸送膜の開発

とメンブレンリアクターへの応

用 

化学工学会 

第 74 年会 

2009/3 

7 

 

 

Kazuki Hagawa, 

Yoshikage 

Ohmukai,  

Tatsuo Maruyama, 

Keiko Shimada, 

Kaori Kuzushita,  

Eiji Kamio, 

Masaaki 

Teramoto,  

Osamu Okada, 

Hideto Matsuyama 

(学)神戸大

学、㈱ル

ネッサンス・

エナジー・リ

サーチ 

Application of membrane 

reactor with CO2-selective 

membrane to water gas 

reaction for H2 purification 

 

The  Fifth 

Conference of 

Aseanian  

Membrane Socie 

2009/7 

8 

 

 

Keiko Shimada, 

Kaori Kuzushita,  

Eiji Kamio, 

Masaaki 

Teramoto,  

Osamu Okada, 

Kazuki Hagawa, 

Yoshikage 

Ohmukai,  

Tatsuo Maruyama, 

Hideto Matsuyama 

神戸大学、 

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ 

Development of facilitated 

transport membrane for CO2 

separation at elevated 

temperatures. 

The  Fifth 

Conference of 

Aseanian  

Membrane Societ 

2009/7 

9 

 

 

牧泰輔 京都大学 マイクロリアクターを用いた触

媒反応場の設計 

化学工学会秋季大会 

（展望講演） 

2009/9 

10 

 

 

福田 

工藤 

牧 

前 

京都大学 金/酸化鉄触媒の低温還元

処理に伴う担体構造変化と

CO 変性反応の活性評価 

化学工学会秋季大会 2009/9 

11 

 

 

前田友洋 

森 卓哉 

石川哲也 

市橋祐一 

西山 覚 

神戸大学 水性ガスシフト反応用 Cu-

Zn-Al 触媒に対する La 添

加効果 

第 104 回触媒討論会 2010/9 

12 岡田治 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ 

CO2 選択透過膜を用いた次

世代型水素ステーション膜の

開発 

化学工学三支部合同 

北九州大会 

2010/10 



外部発表-(8) 

 

13 

 

 

Osamu Okada,  

Kaori Kuzushita, 

Keiko Shimada, 

Eiji Kamio, Maiko 

Nakayama 

Satoru 

Nishiyama 

Katsutoshi 

Nagaoka Tetsuo 

Umegaki 

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ、 

神戸大学、 

大分大学 

Development of advanced 

catalysts for CO converter 

equipped with CO2 selective 

membrane 

Fuel Cell Seminar 2009 

(USA) 

2009/11 

14 

 

 

T. Ishikawa, K. 

Shimada, 

O.Okada, 

K.Taniya, 

T.Horie, 

S.Tsuruya, 

Y.Ichihashi, 

S.Nishiyama 

神戸大学、 

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ 

Cerium-Modification of 

Copper-Zinc Oxide-Alumina 

Catalysts for Water Gas Shift 

Reaction 

 

The 11th International 

Symposium on Eco-

Materials Processing and 

Design 

2010/1 

15 

 

 

羽川 和希 

大向 吉景 

丸山 達生 

松山 秀人 

島田 敬子 

寺本正明 

神尾 英治 

岡田 治 

神戸大学、 

㈱ルネッサ

ン ス ・ エ ナ

ジー・リサー

チ 

水素製造を目的とした CO2

選択透過性膜を用いたメンブ

レンリアクターの性能評価 

化学工学会 第 75 年会 2010/3 

16 Osamu Okada, 

Keiko Shimada, 

Eiji Kamio, Chihiro 

Ito, 

Maiko Nakayama, 

Satoru Nishiyama, 

Yuichi Ichihashi, 

Katsutoshi 

Nagaoka, Atsushi 

Ueda, Tetsuo 

Umegaki, 

Nobuhiro 

Kuriyama 

神戸大学、 

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ、（独）産

業技術総合

研究所 

Development of advanced 

catalysts for CO converter 

equipped with CO2 selective 

membrane 

 

The Sixth Tokyo 

Conference on Advanced 

Catalytic Science and 

Technology & The Fifth 

Asia Pacific Congress on 

Catalysis 

 

2010/7 

17 牧 

福田 

山形 

前 

京都大学 マイクロ空間を利用したメン

ブレンリアクターの設計 

化学工学会秋季大会 2010/9 



外部発表-(9) 

 

18 Osamu Okada, 

Eiji Kamio, 

Chihiro Ito, Keiko 

Shimada, 

Maiko Nakayama, 

Nobuaki 

Hanai, Masaaki 

Teramoto 

Hdeto 

Matsuyama, 

Satoru 

Nishiyama, 

Kazuhiro Mae, 

Taisuke Maki, 

Kazuhiro 

Fujiwara, 

Nobuhiro 

Kuriyama, 

Atsushi Ueda, 

Katsutoshi 

Nagaoka 

神戸大学、

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサー

チ、（独）産

業技術総合

研究所 

Development of advanced 

reforming system for H2 

station using CO converter 

equipped with CO2 selective 

membrane III 

 

Fuel Cell Seminar 2010

（USA) 

2010/10 

19 上田厚 

梅垣哲士 

栗山信宏 

（独）産業技

術総合研究

所、日本大

学理工学部 

コンビケム手法を活用した

CO シフト触媒の探索 

化学工学 

３支部合同徳島大会 

2010/10 

20 Osamu Okada  ㈱ルネッサ

ン ス ・ エ ナ

ジー・リサー

チ 

Development of advanced 

CO2 selective membrane:  

Current situation and future 

prospects 

神戸大学先端膜工学セン

ター･先端膜工学研究推

進機構 

設立 5 周年記念国際シン

ポジウム 

2011/8 

21 

 

岡田 治 ㈱ルネッサ

ン ス ・ エ ナ

ジー・リサー

チ 

CO2 選択透過膜の開発と水

素製造プロセスへの応用 

第 28 回ニューメンブレン

テクノロジーシンポジウム

2011 

2011/11 

22 岡田 治 ㈱ルネッサ

ン ス ・ エ ナ

ジー・リサー

チ 

CO2膜分離法を用いた水素

ステーション用水素製造シス

テムの開発 

「膜」37巻2号 

（日本膜学会編集、発行） 

2012/3 

 

ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

 

青木正和 

松本満 

則竹達夫 

大庭伸子 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

Mg(BH4)2+xMg(NH2)2 混合体

の水素放出特性 

口頭発表 

日本金属学会 

2008 年秋期大会 

（熊本大学） 

2008/9 

 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 



外部発表-(10) 

2 

 

 

李海文 

菊池健太郎 

中森裕子 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

TiCl3 添加によるマグネシウ

ムボロハイドライドの水素貯

蔵特性の向上 

口頭発表 

日本金属学会 

2008 年秋期大会 

（熊本大学） 

2008/9 

 

青木正和 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

3 梅田尚義 

厳義剛 

李海文 

佐藤豊人 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

マグネシウムボロハイドライド

の脱･再水素化特性に対する

添加物の効果 

口頭発表 

日本金属学会 

2008 年秋期大会 

（熊本大学） 

2008/9 

 

青木正和 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

4 折茂慎一 東北大学 

金属材料 

研究所 

エネルギー利用を目指した錯

体水素化物の材料設計”、化

学工学会     シンポジウ

ム「燃料電池、太陽電池、二

次電池等の電池およびその

関連技術」 

招待講演 

化学工学会 

第 40 回秋季大会 

（東北大学） 

 

2008/9 

5 

 

 

S. Orimo 

H-.W. Li 

M. Matsuo 

T. Sato 

K. Ikeda 

東北大学 

金属材料 

研究所 

Energy-related materials 

science on metal 

borohydrides 

招待講演 

The 2008 Asian 

Conference on 

Nanoscience and 

Nanotechnology  

（Singapore） 

2008/11 

6 砥綿真一 ㈱豊田中央

研究所 

クリーンモビリティ燃料電池

車の実用化 -水素貯蔵技術

の進展- 

特別講義 

九州工業大学工学部 

総合システム工学科 

（九州工業大学） 

2008/12 

7 M. Matsumoto 

K. Aoki 

T. Noritake 

K. Miwa 

N. Ohba 

S. Kitajima 

M. Satoh 

S. Towata 

㈱豊田中央

研究所 

Liquid phase synthesis of 

magnesium amide and amide 

based hydrogen storage 

materials 

口頭発表 

3rd Symposium Hydrogen 

& Energy（EMPA） 

2009/1 

H.-W. Li 

S. Orimo 

東北大学 

金属材料 

研究所 

8 池戸豊 

杉山純 

則竹達夫 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

ミュオンスピン回転・緩和法

によるホウ素形錯体水素化

物中のプロトンの解析 

口頭発表 

日本物理学会 

2009 年春季大会 

（立教大学） 

2009/3 

E. J. Ansaldo TRIUMF 

J. H. Brewer Univ. of 

British 

Columbia 



外部発表-(11) 

9 池戸豊 

杉山純 

則竹達夫 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

ミュオンスピン回転・緩和法

によるホウ素形錯体水素化

物中のプロトンの解析 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年春期大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

E. J. Ansaldo TRIUMF 

J. H. Brewer Univ. of 

British 

Columbia 

10 梅田尚義 

Yan Yigang 

李海文 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

マグネシウムボロハイドライド

の再水素化特性およびそれ

に対する添加物の効果 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年春期大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

佐藤豊人 東 北 大 学

WPI-AIMR 

青木正和 

松本満 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

11 厳義剛 

梅田尚義 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

Thermodynamics and kinetics 

investigations of magnesium 

borohydride 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年春期大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

12 則竹達夫 

青木正和 

松本満 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

Mg(BH4)2+xMg(NH2)2 混合系

の結晶構造解析 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年春期大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

13 三輪和利 

青木正和 

松本満 

則竹達夫 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

複合水素化物に対する熱力

学的安定性の第一原理計算 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年春期大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

14 H.-W. Li 

M. Matsuo 

Y. Yan 

N. Umeda 

Y. Miura 

H. Oguchi 

M. Menjo 

K. Ikeda 

S. Orimo 

東北大学 

金属材料 

研究所 

Metal borohydrides for 

energy storage 

口頭発表 

4th China-Japan 

hydrogen storage seminar 

（Guangzhou） 

2009/4 

T. Sato 東北大学

WPI-AIMR 



外部発表-(12) 

15 S. Orimo 東北大学 

金属材料 

研究所 

Development of light-weight 

and compact hydrides 

口頭発表 

Task 22 IEA HIA Expert 

meeting AGENDA – 

SPRING 2009（Jeju） 

2009/4 

16 H.-W. Li 

M. Matsuo 

Y. Yan 

N. Umeda 

Y. Miura 

H. Oguchi 

M. Menjo 

K. Ikeda 

S. Orimo 

東北大学 

金属材料 

研究所 

Borohydrides for energy 

applications 

口頭発表 

4th UK-Japan Workshop 

on Solid-State Hydrogen 

Storage（東北大学） 

2009/5 

T. Sato 東北大学

WPI-AIMR 

17 H.-W. Li 東北大学 

金属材料 

研究所 

Metal borohydrides, M(BH4)n 

- thermodynamic stability 

depends on electronegativity 

of M- 

ポスター発表 

4th UK-Japan Workshop 

on Solid-State Hydrogen 

Storage（東北大学） 

2009/5 

18 H.-W. Li 東北大学 

金属材料 

研究所 

Magnesium borohydride, 

Mg(BH4)2 -synthesis, 

dehydriding and rehydriding 

properties- 

ポスター発表 

4th UK-Japan Workshop 

on Solid-State Hydrogen 

Storage（東北大学） 

2009/5 

19 S. Orimo 東北大学 

金属材料 

研究所 

Energy-related materials 

science on metal 

borohydrides 

ポスター発表 

Gordon Research 

Conference (Hydrogen-

Metal Systems)(Lucca) 

2009/7 

20 三輪和利 ㈱豊田中央

研究所 

水素貯蔵材料の理論設計 招待講演 

第 22 期 CAMM フォーラム 

7 月例会(東京) 

2009/7 

21 S. Orimo 東北大学 

金属材料 

研究所 

Metal borohydrides for 

energy storage 

招待講演 

42nd IUPAC CONGRESS 

"Chemistry Solutions, 

Materials, Hydrogen 

Storage"(Glasgow) 

2009/8 

22 李海文 

梅田尚義 

Yan Yigang 

佐藤翔平 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

マグネシウムボロハイドライド

の水素貯蔵機能 

口頭発表 

材料における水素有効利

用研究会(北見) 

2009/8 

青木正和 

松本満 

則竹達夫 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 



外部発表-(13) 

 

23 S. Orimo 

H.-W. Li 

M. Matsuo 

T. Sato 

K. Ikeda 

M. Menjo 

東北大学 

金属材料 

研究所 

Energy-related materials 

science on metal 

borohydrides 

招待講演 

THERMEC’2009 

International Conference 

on PROCESSING & 

MANUFACTURING OF 

ADVANCED MATERIALS 

2009/8 

T. Sato 東北大学

WPI-AIMR 

24 S.Towata 

K.Miwa 

T.Noritake 

M.Matsumoto 

M.Aoki 

㈱豊田中央

研究所 

Development of Solid State 

Hydride for Hydrogen 

Storage System of Fuel Cell 

Vehicles 

招待講演 

THERMEC’2009 

International Conference 

on PROCESSING & 

MANUFACTURING OF 

ADVANCED MATERIALS 

2009/8 

25 松本満 

則竹達夫 

青木正和 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

Ca 系複合水素化物の合成と

水素放出特性に関する研究 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年秋期大会 

（京都大学） 

2009/9 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

26 梅田尚義 

李海文 

Yan Yigang 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

再水素化条件の最適化によ

る Mg(BH4)2 の水素貯蔵特

性の解明 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年秋期大会 

（京都大学） 

2009/9 

青木正和 

松本満 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

27 三輪和利 

則竹達夫 

青木正和 

松本満 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

第一原理計算による 

Mg(BH4)(NH2)の結晶構造 

予測 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年秋期大会 

（京都大学） 

2009/9 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

28 兵藤義浩 

梅田尚義 

佐藤翔平 

Yan Yigang 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

中間相の生成を伴う 

Mg(BH4)2 の脱水素化および

再水素化特性 

ポスター発表 

日本金属学会 

2009 年秋期大会 

（京都大学） 

2009/9 

青木正和 

松本満 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 



外部発表-(14) 

 

29 厳義剛 

梅田尚義 

李海文 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

Synthesis and 

dehydriding/rehydriding 

properties of Y(BH4)3 

ポスター発表 

日本金属学会 

2009 年秋期大会 

（京都大学） 

2009/9 

佐藤豊人 東北大学

WPI-AIMR 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

30 H.-W. Li 

S. Orimo 

東北大学 

金属材料 

研究所 

Development of light-weight 

and compact hydrides 

口頭発表 

Task 22 IEA HIA Expert 

meeting Paris - autumn 

2009（Paris） 

2009/10 

31 S. Orimo 東北大学 

金属材料 

研究所 

High-density hydrogen 

storage and lithium super-

ionic conductivity in metal 

borohydrides 

基調講演 

5th IUPAC International 

Symposium on Novel 

Materials and Synthesis 

(NMS-V) &19th 

International Symposium 

on Fine Chemistry and 

Functional Polymers 

(FCFP-XIX) &3rd 

Symposium on Power 

Sources for Energy 

Storage and their Key 

Materials (PS-III: 

International) 

（Shanghai） 

2009/10 

32 J. Sugiyama ㈱豊田中央

研究所 

Muon-spin 

rotation/relaxation study on 

hydrogen storage materials 

招待講演 

Advanced Science 

Research Symposium 

2009(ASR2009), Positron, 

Muon and other exotic 

particle beams for material 

and atomic/molecular 

science（Tokai） 

2009/11 

33 S. Orimo 東北大学 

金属材料 

研究所 

Stability and dynamics of 

metal borohydrides 

招待講演 

2009 MRS Fall Meeting  

（Boston） 

2009/11 

34 S. Orimo 東北大学 

金属材料 

研究所 

The 4th LANL-NEDO-AIST 

Workshop -Hydrogen Storage 

Materials- 

招待講演 

2009 MRS Fall Meeting  

（Boston） 

2009/12 

35 K. Miwa 

T. Noritake 

M. Aoki, 

M. Matsumoto 

S. Towata 

㈱豊田中央

研究所 

Structural and 

thermodynamical properties 

of double-anion complex 

hydride, Mg(BH4)(NH2) 

ポスター発表 

EMPA 4th Symposium 

Hydrogen & Energy 

（Wildhaus） 

2010/1 

H.-W. Li 

S. Orimo 

東北大学 

金属材料 

研究所 



外部発表-(15) 

 

36 S. Orimo 東北大学 

金属材料 

研究所 

Physics and chemistry of 

hydrogen storage materials 

招待講演 

JAEA-Symposium on 

Synchrotron Radiation 

Research 2010 —Material 

Science on Metal Hydride—

（佐用） 

2010/2 

37 砥綿真一,  

三輪和利 

青木正和 

則竹達夫 

松本満 

蒲沢和也 

杉山純 

㈱豊田中央

研究所 

Development of boro-

hydrides for hydrogen 

storage with advanced 

materials analyses 

口頭発表 

Internation Forum for 

Hydrogen Strogae 2010 

（東京） 

2010/3 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

38 S. Orimo 東北大学 

金属材料 

研究所 

High-density hydrogen 

storage and lithium super-

ionic conductivity in metal 

borohydrides 

口頭発表 

5th Japan-China 

hydrogen storage seminar

（東京） 

2010/3 

39 H.-W. Li 

N. Umeda 

Y. Yan 

S. Orimo 

東北大学 

金属材料 

研究所 

Hydrogen desorption and 

reabsorption properties of 

Mg(BH4)2 

ポスター発表 

5th Japan-China 

hydrogen storage seminar

（東京） 

2010/3 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央

研究所 

40 Y. Yan 

N. Umeda 

H.-W. Li 

K. Ikeda 

S. Orimo 

東北大学 

金属材料 

研究所 

Hydrogen storage properties 

of Y(BH4)3 

ポスター発表 

5th Japan-China 

hydrogen storage seminar

（東京） 

2010/3 

T. Sato 東北大学

WPI-AIMR 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央

研究所 

41 則竹達夫 ㈱豊田中央

研究所 

X 線結晶構造解析による 

水素貯蔵材料の開発 

招待講演 

平成 21 年度シンクロトロン

光利用者研究会 第 3 回 

粉末回析グループ利用者 

研究会（ウインク愛知） 

2010/3 

42 三輪和利 

青木正和 

則竹達夫 

松本満 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

複合水素化物 LiBH4/MgH2 に

対する分子動力学計算 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年秋期大会 

（筑波大学） 

2010/3 

李海文 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 
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43 松村大樹 

大山隆啓 

岡島由佳 

西畑保雄 

原子力機構 X 線 吸 収 分 光 に よ る

Mg(BH4)2 の水素貯蔵特性に

おける TiCl3 添加効果の解明

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年秋期大会 

（筑波大学） 

2010/3 

李海文 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

44 Y. Yan 

H.-W. Li 

M. Menjo 

K. Ikeda 

S. Orimo 

東北大学 

金属材料 

研究所 

Enhanced dehydriding and 

rehydriding properties of 

LiBH4 by Ni addition 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年秋期大会 

（筑波大学） 

2010/3 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央

研究所 

45 李海文 

梅田尚義 

Y. Yan 

佐藤翔平 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学 

金属材料 

研究所 

水素貯蔵材料としてのマグネ

シウムボロハイドライド 

― 単相合成、脱・再水素化

特性、添加物効果 ― 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年秋期大会 

（筑波大学） 

2010/3 

松本満 

青木正和 

則竹達夫 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央

研究所 

 

ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 発表年月 

1 

 

寺下尚克 

角掛繁 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

日重化 

日重化 

産総研 

産総研 

産総研 

（Mg1-xPrx）Ni2 系 C15b 型ラー

ベス相合金の水素化特性 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年春季大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

2 

 

寺下尚克 

角掛繁 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

日重化 

日重化 

産総研 

産総研 

産総研 

REMgNi4 系 C15b 型ラーベス

相の水素化特性(RE=La, Ce, 

Pr,  Nd, Sm, Gd) 

口頭発表 

日本金属学会 

2009 年秋季大会 

（京都大学） 

2009/9 

3 

 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

寺下尚克 

角掛繁 

産総研 

産総研 

産総研 

日重化 

日重化 

In-Situ XRD 測定による

Mg2-xRexNi4 系（Re=La, Pr, 

Nd）C15b ラーベス相合金の

結晶構造変化の解析 

口頭発表 

日本金属学会 

2010 年春季大会 

（筑波大学） 

2010/3 

4 

 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

寺下尚克 

角掛繁 

産総研 

産総研 

産総研 

日重化 

日重化 

Dependence of the chemical 

composition on the crystal 

structure of Mg2-xRExNi4 (RE: 

La, Pr, Nd, Sm, Gd, x=0.6, 

1.0) hydride 

口頭発表 

International Symposium 

on Metal-Hydrogen 

Systems（ＭＨ2010, 

Moscow, Russia） 

2010/7 
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5 

 

寺下尚克 

角掛繁 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

日重化 

日重化 

産総研 

産総研 

産総研 

Hydrogenation properties of 

the ternary compounds Mg2-

xPrxNi4 and MgRENi4 (0.6 ≤ x 

≤ 1.4, RE: La, Ce, Pr, Nd, Sm, 

Gd) 

ポスター発表 

International Symposium 

on Metal-Hydrogen 

Systems（ＭＨ2010, 

Moscow, Russia） 

2010/7 

6 

 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

寺下尚克 

角掛繁 

産総研 

産総研 

産総研 

日重化 

日重化 

C15b 型ラーベス相合金 
Mg0.8Pr1.2Ni4 の水素吸蔵特性
と水素誘起アモルファス化 

 

口頭発表 

日本金属学会 

2010 年秋期大会 

（北海道大学） 

2010/9 

 

低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

木村 潔 タツノ 

設計部 

設計１Ｇ 

低コスト型 70MPa 級 

水素ガス充てん対応ディス 

ペンサーの開発 

「水素製造・輸送・貯蔵シス

テム等技術開発」第 2 回開

発・実証連携会議 

（JPEC 会議室） 

2012/1 

 

低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

岡崎順二 JX 日鉱日石

エネルギー㈱ 

70MPa 級水素ガス充填対応

型複合容器の開発 

福岡水素エネルギー戦略

会議平成 21 年度研究分科

会（第 5 回） 

2010/2 

2 

 

中川幸次郎 JX 日鉱日石

エネルギー㈱ 

Nippon Oil's activities toward 

realization of hydrogen 

society 

World Hydrogen Energy 

Conference 2010 

2010/5 

3 

 

中川幸次郎 JX 日鉱日石

エネルギー㈱ 

JX の水素エネルギー社会 

実現への取組み 

水素エネルギーシステム

VOL.35 NO.3 2010, 第 132

回定例研究会 

2010/9 

4 

 

山崎全彦 サムテック

㈱ 

低コスト型 70MPa 級水素 

ガス充填対応型複合蓄圧器

の開発 

第 30 回水素エネルギー

協会大会 

2010/12 

5 

 

東條千太 サムテック

㈱ 

水素ステーション用複合 

蓄圧器の開発 

福岡水素エネルギー戦略

会議平成 22 年度高圧水素

貯蔵・輸送分科会 

(第 6 回) 

2011/2 

6 

 

三浦崇寛 九州大学 

大学院 

内部加熱方式による複合 

蓄圧器製造に関する研究 

福岡水素エネルギー戦略

会議平成 22 年度高圧水素

貯蔵・輸送分科会 

(第 6 回) 

2011/2 

7 

 

三浦崇寛 九州大学 

大学院 

Effect of SPWC conditions 

on CFRP pipe’s burst 

strength 

The First International C

onference on Manufactur

ing Process Technology 

2011/5 

8 

 

三浦崇寛 九州大学 

大学院 

Effect of CFRP inter laminar 

shear strength by SPWC 

method 

The 6th International 

Conference on Leading 

Edge Manufacturing in 

21st Century 

2011/11 

9 岡崎順二 JX 日鉱日石

エネルギー㈱ 

水素ステーション用大型

CFRP 蓄圧器の開発 

第 4 回イノベーション 

基盤シミュレーション 

ソフトウェアの研究開発 

シンポジウム 

2012/7 
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低コスト型 70ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

和田 ㈱日本製鋼

所 

高容量化に対応した超高圧

水素蓄圧器の開発（仮題） 

学術振興会 

第 129 委員会 

2010/12 

 

2 

 

木原 ㈱山武 Some issues on control valve 

application 

under high pressure 

hydrogen atmosphere 

Hydrogenius Tribology 

Symposium 

2010/2 

 

3 

 

吉田、 

山本 

㈱山武 水素ステーション計装制御 

システムおよび高圧水素用 

流量調節弁 

FC EXPO 2010 2010/3 

4 

 

名武 JPEC 70MPa級水素ステーション 

要素技術開発活動報告 

 

一般財団法人石油エネル

ギー技術センター 

平成 23 年度技術開発・

調査事業成果発表会 

2011/6 

5 渡辺 ㈱ｷｯﾂ 70MPa 級水素ステーション用

高圧ボールバルブの研究 

開発 

福岡水素エネルギー 

戦略会議 平成 23 年度

第 2 回研究分科会 

2011/8 

6 斎藤 JPEC 2015 年を目指した水素 

ステーションの技術開発／ 

規制見直し状況について 

福岡水素エネルギー戦略

会議 平成 23 年度 

研究分科会（第 3 回） 

「水素社会システム実証

研究分科会／高効率水

素製造研究分科会」 

2011/10 

7 

 

 

斎藤 JPEC ＪＰＥＣの水素ステーションに

対する取組み 

 

触媒学会「水素の製造と

利用のための触媒技術研

究会」「水素の製造と利用

に関するシンポジウム」 

2012/1 

8 

 

名武 JPEC 70MPa級水素ステーション 

要素技術開発 

 

一般財団法人石油エネル

ギー技術センター 

平成 24 年度技術開発・

調査事業成果発表会 

2012/6 

9 

 

赤坂 九州産業大

学 

水素ステーション充填解析 

プログラム開発 

一般財団法人石油エネル

ギー技術センター 

平成 24 年度技術開発・

調査事業成果発表会 

2012/6 

10 

 

 

田中、 

石垣、 

荒島 

日鋼検査

サービス㈱ 

㈱日本製鋼

所 

水 素 中 疲 労 き 裂 進 展 の

TOFD 法による計測 

日本非破壊検査協会 

超音波部門講演会 

2012/6 

11 斎藤 JPEC 水素ステーションの現状と 

課題 

日本ゴム協会 

第２回水素機器用エラス

トマー材料研究分科会 

2012/9 

 



外部発表-(19) 

水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・規制見直しに資する評価試験法

の開発、材料データの取得に係る研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

緒形俊夫 物材機構 高温から低温までの簡便な

高圧水素環境中材料試験の

検討 

日本鉄鋼協会水素脆化

研究の基盤構築研究会 

2011/3 

2 

 

T.Ogata NIMS Influence of high pressure 

hydrogen environment on 

tensile and fatigue properties 

of stainless steels at low 

temperatures 

ICMC2011 

(ワシントン州スポケーン) 

国際会議 

2011/6 

3 

 

大宮慎一 

藤井秀樹 

新日本製鐵

㈱ 

SUS304L 鋼の高圧水素ガス

中疲労き裂伝ぱ特性に及ぼ

す圧力および周波数の影響 

日本鉄鋼協会シンポジウ

ム「水素脆化研究の基盤

構築中間報告会」 

2011/9 

4 

 

渡邊義典 

窪田和正 

後藤万慶 

愛知製鋼㈱ 省 Mo オーステナイト系 

ステンレス鋼冷間引抜材にお

ける高圧水素ガス環境の影

響 

(社)日本金属学会 2012

年春期(第 150 回)大会 

2012/3 

5 

 

松本和久 

大宮慎一 

藤井秀樹 

秦野正治 

新日本製鐵

㈱ 

N 添加した低 Ni 省 Mo 型 

水素用ステンレス鋼の高圧

水素ガス中における機械的

特性 

日本鉄鋼協会 

第 164 回講演大会 

2012/9 

6 

 

中村潤 

大村朋彦 

富尾悠索 

平田弘征 

照沼正明 

旦越雄 

住友金属工

業(株) 

高圧水素ガス中における 

高窒素高強度ステンレス鋼

の機械的特性 

日本鉄鋼協会 

秋季講演大会 

2012/9 

7 

 

緒形俊夫 物材機構 Ti-6Al-4V ELI 合金の引張特

性に及ぼす水素環境の 

温度と圧力の影響 

日本鉄鋼協会講演大会

水素シンポジウム 

2012/9 

8 

 

窪田和正 愛知製鋼㈱ 第５部：医療・新規分野 

5-3 水素関連容器・機器 

材料の組織と特性部会 

「ステンレス鋼の科学技術

における最前線」自主

フォーラム研究会「ステンレ

ス鋼利用技術の最前線」 

2012/11 

 

水素用アルミニウム材料の評価・開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

K.Ichitani, 

K,Koyama 

Furukawa-

Sky 

Aluminum 

Corp. 

Effect of Experimental 

Humidity on Fatigue Fracture 

of 6XXX-series Aluminum 

Alloys 

The 12th International 

Conference on Aluminum 

Alloys 

2010/9 

2 伊藤吾朗 

堤友浩 

伊藤伸英 

茨城大学 電解チャージしたアルミニウム

合金中の環境水素の挙動 

軽金属学会第 120 回 

春期大会講演概要 

2011/5 

3 伊藤吾朗 

岩橋秀樹 

渡壁尚仁 

車田亮 

波多野雄治 

茨城大学、

富山大学 

7075 および 6061 アルミニウ

ム合金におけるき裂先端近傍

の水素挙動 

軽金属学会第 120 回 

春期大会講演概要 

2011/5 
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4 

 

伊藤吾朗 

渡壁尚仁 

波多野雄治 

茨城大学、

富山大学 

アルミニウム合金における晶

出第二相からの水素侵入挙動

軽金属学会第 120 回 

春期大会講演概要 

2011/5 

5 

 

伊藤吾朗 

中野雅彦 

渡壁尚仁 

茨城大学 アルミニウム合金中における

金属間化合物の水素放出挙

動への影響 

軽金属学会第 120 回 

春期大会講演概要 

2011/5 

6 

 

伊藤吾朗 

早瀬弘章 

渡邉雅貴 

茨城大学 7075 アルミニウム合金におけ

る水素侵入に及ぼす第二相の

影響 

軽金属学会第 120 回 

春期大会講演概要 

2011/5 

7 

 

伊藤吾朗 

渡壁尚仁 

中野雅彦 

茨城大学 アルミニウムにおける環境水

素の挙動に及ぼす金属間化

合物の影響 

軽金属学会第 121 回 

春期大会講演概要 

2011/11 

8 

 

伊藤吾朗 

中野雅彦 

渡壁尚仁 

茨城大学 重水素環境に暴露したアルミ

ニウムの昇温脱離解析 

軽金属学会第 121 回 

春期大会講演概要 

2011/11 

9 

 

伊藤吾朗 

早瀬弘章 

茨城大学 7075 アルミニウム合金におけ

る水素挙動に及ぼす第二相の

影響 

軽金属学会第 121 回 

春期大会講演概要 

2011/11 

10 

 

 

伊藤吾朗 

岩橋秀樹 

渡壁尚仁 

伊藤伸英 

茨城大学 アルミニウム合金におけるき

裂先端近傍の水素の挙動 

軽金属学会第 121 回 

春期大会講演概要 

2011/11 

11 

 

 

伊藤吾朗 

中野雅彦 

茨城大学 アルミニウムにおける水素の 

挙動に及ぼす応力負荷の影響

軽金属学会第 122 回 

春期大会講演概要 

2012/5 

12 

 

 

伊藤吾朗 

早瀬弘章 

伊藤伸英 

路志勇 

茨城大学、

日本軽金属

(株) 

Si 過剰の 6000 系アルミニウム

合金の耐水素脆化特性評価 

軽金属学会第 122 回 

春期大会講演概要 

2012/5 

13 鹿川隆廣 

一谷幸司 

小山克己 

古河スカイ Ａｌ-Ｍｇ系合金の低ひずみ速度

引張試験による水素脆性評価

軽金属学会第 122 回 

春期大会講演概要 

2012/5 

14 伊藤吾朗 

中野雅彦 

茨城大学 応力負荷しながら電解チャー

ジしたアルミニウム中の水素

挙動 

軽金属学会第 123 回 

秋期大会講演概要 

(発表予定) 

2012/11 

15 伊藤吾朗 

早瀬弘章 

寺田将也 

伊藤伸英 

路志勇 

茨城大学、

日本軽金属

(株) 

Si 過剰の 6000 系アルミニウ

ム合金における耐水素脆化特

性評価 

軽金属学会第 123 回 

秋期大会講演概要 

(発表予定) 

2012/11 

 

水素燃料電池に係る国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

丸田昭輝 テクノバ IEA の活動状況 ＦＣＣＪ第６回標準化・ 

規制見直し動向説明会 

2010/9 

2 

 

丸田昭輝 テクノバ 諸外国の水素コスト・水素イン

フラのあり方、FCV 普及シナリ

オ 

経済産業省 

燃料電池分科会 

2011/6 

3 

 

丸田昭輝 テクノバ 海外の FCV 普及・水素ステー

ション展開の状況 ～カリフォ

ルニアとドイツを中心に～ 

水素エネルギー協会

（HESS）会誌 

2012/9 

 



外部発表-(21) 

可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

佐山和弘ら 産総研エネ

ルギー技術

RI 

光触媒・電解ハイブリッドシス

テムによる太陽光利用水素製

造 

電気学会、第 4 回 

新エネルギーシンポ 

ジウム、つくば 

2009/03 

 

2 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

２０５０年の夢技術：光からエ

ネルギー、挑戦続く 

日刊工業新聞 2009/05 

3 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

技術で社会を先導 産総研

R&D 次世代の低コスト太陽エ

ネルギー変換システム 

日刊工業新聞 2009/11 

4 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

人工光合成 日刊工業新聞 

テクノ編集局 

2010/01 

5 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

セシウムで表面処理した高性

能光触媒を開発－太陽光を用

いた新しい水素製造システム

の実現に近づく－ 

プレスリリース 2010/03 

6 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

酸化タングステン光触媒反応

活性 10 倍以上 

日刊工業新聞 2010/03 

7 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

太陽光による水素製造システ

ムに道、高性能光触媒 

日経産業新聞 2010/03 

8 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

水素製造向け新光触媒 化学工業日報 2010/03 

9 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

NHK ニュースワイド茨城 テレビ報道 2010/03 

10 

 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

Introduction of the researches 

on Photoelectrochemical and 

photo catalytic H2 production 

in Japan 

IEA-HIA Annex-24 

国際会議、 

米国・サンフランシスコ 

2009/04 

11 

 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

－革新的な太陽光エネルギー

利用技術－可視光応答型光

触媒による水分解水素製造と

環境浄化 

時代を刷新する会、 

東京 

2009/05 

12 

 

 

三石雄悟雄悟、 

佐山和弘ら 

産総研エネ

ルギー技術

RI 

可視光応答性半導体を用いた

光触媒および多孔質電極によ

る水分解水素製造の研究開

発 

東京 2009/07 

13 

 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

RI 

太陽エネルギーの革新的利用

－光触媒を用いた環境浄化か

ら水分解水素製造まで－ 

表面科学会市民講座、

東京 

2009/08 

14 

 

 

佐山和弘ら 産総研エネ

ルギー技術

RI 

多孔質半導体光電極による水

分解水素製造における電解質

の影響 

電気化学会、東京 2009/09 

15 

 

 

三石雄悟、 

佐山和弘ら 

産総研エネ

ルギー技術

RI 

種々の金属塩水溶液中で水

熱処理した WO3 光触媒によ

る Fe3＋からの酸素生成反応 

電気化学会 東京 2009/09 



外部発表-(22) 

 

16 

 

 

荒野大輔、 

佐山和弘ら 

産総研エネ

ルギー技術

RI 

WO3 光触媒を用いた光触媒・

電解ハイブリッドによる水素製

造 

触媒学会、宮崎 2009/09 

17 

 

 

三石雄悟、 

佐山和弘ら 

産総研エネ

ルギー技術

ＲＩ 

様々な金属塩水溶液で表面

処理した WO3 光触媒による

Fe3＋からの酸素生成反応 

 

第 28 回固体・表面化学

討論会、京都 

2009/11 

18 

 

 

佐山和弘ら 産総研エネ

ルギー技術

ＲＩ 

可視光応答性多孔質半導体

光触媒による水分解の炭酸塩

効果 

光触媒シンポジウム、 

川崎 

2009/12 

 

19 

 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

ＲＩ 

太陽光水素製造および化学エ

ネルギー貯蔵のための人工光

合成技術 

応用物理学会、神奈川 2009/03 

20 

 

 

佐山和弘 産総研エネ

ルギー技術

ＲＩ 

太陽エネルギーの革新的利用

－光触媒を用いた環境浄化か

らの水分解水素製造まで 

表面科学会東北支部 

市民講座、仙台 

2009/08 

21 

 

佐山 和弘 産総研エネ

ルギー技術

研究部門 

可視光応答性の半導体光触

媒および光電極による水分解

水素製造システム 

電気学会誌  

78 (2010) 64 

2010/01 

22 

 

 

佐山 和弘他 産総研エネ

ルギー技術

研究部門 

半導体光触媒および光電極に

よる水分解水素製造システム

－人工光合成－ 

クリーンエネルギー  

19 (2010) 39 

2009/12 

23 

 

 

佐山 和弘他 産総研エネ

ルギー技術

研究部門 

人工光合成技術による水素製

造 

高圧ガス 

47(2010)10 

2010/01 

 

非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

五十嵐千香子 

松澤幸一 

光島重徳 

太田健一郎 

横浜国立大

学 

部分酸化処理した非貴金属材

料の酸素発生触媒能評価 

2009 年電気化学 

秋季大会 

2009/9 

 

2 

 

Koichi 

Matsuzawa, 

Chikako Igarashi, 

Shigenori 

Mitsushima, 

Ken-ichiro Ota 

Yokohama 

National 

University 

Non-precious metal 

electrocatalyst for oxygen 

evolution in polymer 

electrolyte water electrolysis 

216th ECS Meetings 2009/10 

 

3 

 

山内亨祐 

松澤幸一 

光島重徳 

太田健一郎 

横浜国立大

学 

硫酸中における Ta 系化合物

薄膜の酸素発生触媒能評価 

電気化学会第 77 回大会 2010/3 

 

 

高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

番号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 

発表 

年月 

1 

 

Koichi 

MATSUMOTO 

and Takenori 

NUMAZAWA 

Kanazawa 

University 

and NIMS 

Magnetic Refrigeration for 

Hydrogen Liquefaction 

23rd International 

Cryogenic Engineering 

Conference 

2010/7 
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2 

 

Yusuke Hirayama, 

Hiroyuki Okada, 

Takashi Nakagawa, 

Takao Yamamoto, 

Takafumi 

Kusunose, 

Takenori 

Numazawa, Koichi 

Matsumoto, Toshio 

Irie, and  

Eiji Nakamura 

Osaka 

Univerisity

, 

Kanazawa 

Univeristy 

and NIMS 

Experimental study of Active 

Magnetic Regenerator (AMR) 

composed of spherical GdN  

16th International 

Cryocooler Conference 

2010/5 

3 

 

Takenori 

Numazawa,  

Yuta Hirano, 

Hideyuki Hattori, 

Masamitsu Sobue, 

Kai Asamoto, 

Hideki Nakagome,  

and Koichi 

Matsumoto 

NIMS, 

Chiba 

University 

and 

Kanazawa 

University 

Experimental Study for 

Hydrogen AMR Cycle 

16th International 

Cryocooler Conference 

2010/5 

4 

 

Jing LI, Takenori 

Numazawa, Hideki 

Nakagome, and 

Koichi Matsumoto 

Chiba 

University, 

NIMS and 

Kanazawa 

Univeristy 

Numerical modeling on a 

reciprocating Active Magnetic 

Regenerator Refrigeration 

16th International 

Cryocooler Conference 

2010/5 

5 

 

Koichi 

MATSUMOTO, 

Takuya KONDOH, 

and Takenori 

NUMAZAWA 

Kanazawa 

University 

and NIMS 

Numerical analysis of active 

magnetic regenerators for 

hydrogen magnetic 

refrigeration between 20 and 

77 K 

Asian Conference on 

Applied Superconductivity 

and Cryogenics 

2009/12 

6 

 

Jing LI, Takenori 

NUMAZAWA, 

Hideki 

NAKAGOME, and 

Koichi 

MATSUMOTO 

Chiba 

University, 

NIMS and 

Kanazawa 

Univeristy 

Numerical modeling on an 

Active Magnetic Regenerator 

Refrigeration 

Asian Conference on 

Applied Superconductivity 

and Cryogenics 

2009/12 

7 

 

平野雄大 

王鵬 

服部英之 

祖父江雅充 

朝本海 

西村優大 

松本宏一 

沼澤健則 

千葉大学、 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構 

水素磁気冷凍用 AMR サイク

ル評価試験装置の構築 

2009 秋季 

超電導・低温工学会 

2009/11 

8 

 

祖父江雅充 

朝本海 

西村優大 

松本宏一 

沼澤健則 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構 

水素磁気冷凍用静電容量式 

液面計の研究 

2009 秋季 

超電導・低温工学会 

2009/11 



外部発表-(24) 

 

9 

 

朝本海 

祖父江雅充 

西村優大 

松本宏一 

沼澤健則 

森高桂 

入江年雄 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構、 

三徳 

水素磁気冷凍用粒状化 RT2

系磁気作業物質の特性 

2009 秋季 

超電導・低温工学会 

2009/11 

10 祖父江雅充 

朝本海 

西村優大 

松本宏一 

沼澤健則 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構 

水素磁気冷凍用静電容量式液

面計の研究 

2009 年度日本物理学会 

北陸支部定例学術講演会 

2009/12 

11 朝本海 

祖父江雅充 

西村優大 

松本宏一 

沼澤健則 

森高桂 

入江年雄 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構、 

三徳 

水素磁気冷凍用粒状化 RT2

系磁気作業物質の特性 

2009 年度日本物理学会 

北陸支部定例学術講演会 

2009/12 

12 祖父江雅充 

近藤卓矢 

仙波直人 

松本宏一 

神谷宏治 

沼澤健則 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構 

MgB2 を用いた水素用液面計 2008 年度日本物理学会 

北陸支部定例学術講演会 

2008/11 

13 近藤卓矢 

祖父江雅充 

松本宏一 

沼澤健則 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構 

水素用磁気冷凍 –AMR サイ

クルの解析 2- 

2008 年度日本物理学会 

北陸支部定例学術講演会 

2008/11 

14 近藤卓矢 

祖父江雅充 

松本宏一 

沼澤健則 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構 

水素用磁気冷凍 –AMR サイ

クルにおける二次転移材料の

転移温度制御 2- 

2008 年度秋季 

低温工学・超電導学会 

2008/11 

15 吉岡尚吾 

近藤卓矢 

神谷宏治 

沼澤健則 

中込秀樹 

松本宏一 

千葉大学、 

物質･材料

研究機構、 

金沢大学 

水素磁気冷凍 AMR サイクル

用ガーネット磁性材料の検討 

2008 年度秋季 

低温工学・超電導学会 

2008/11 

16 K. Matsumoto,  

T. Kondo,  

S. Yoshioka,  

K. Kamiya, and 

T. Numazawa 

Kanazawa 

University 

and NIMS 

Magnetic refrigerator for 

hydrogen liquefaction 

25th International 

Conference on Low 

Temperature Physics  

2008/8 

17 近藤卓矢 

池田正和 

祖父江雅充 

松本宏一 

神谷宏治 

沼澤健則 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構 

水素用磁気冷凍 –AMR サイ

クルにおける二次転移材料の

転移温度制御- 

2008 年度春季 

低温工学・超電導学会 

2008/5 



外部発表-(25) 

 

18 吉岡尚吾 

近藤卓矢 

松本宏一 

神谷宏治 

沼澤健則 

千葉大学、 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構 

ＡＭＲ磁気冷凍機の開発  

-実験結果とサイクルについて-

2008 年度春季 

低温工学・超電導学会 

2008/5 

19 松本宏一 

沼澤健則 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構 

水素磁気冷凍機の開発の現状 超電導 Web21,  

2009 年 6 月号 p. 9 

2009/6 

20 K. Matsumoto, 

T. Numazawa 

金沢大学、 

物質･材料

研究機構 

Present status of 

cryocooling/cold energy 

technology – Present status 

of the development of 

magnetic cryocooler for 

Hydrogen liquefaction – 

Superconductivity Web21, 

October 15, 2009. 

2009/10 

 

水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 発表年月 

1 粟飯原周二 東京大学 ガス減圧と動的破壊現象を連

成した高圧ガスパイプライン高

速延性き裂伝播シミュレーショ

ンモデルの開発 

日本鉄鋼協会 

第 156 回秋季講演大会、 

CAMP-ISIJ vol.21 

(2008)-1432 

2008/9 

2 粟飯原周二 同上 Unstable ductile fracture of 

hydrogen and methane gas 

pipelines 

8th Int. Symp. Japan 

Welding Society, Kyoto, 

18, Nov. 2008. 

2008/11 

3 粟飯原周二 同上 ガス減圧と動的破壊現象を連

成した高圧ガスパイプライン高

速延性き裂伝播シミュレーショ

ンモデルによる伝播挙動解析 

日本鉄鋼協会  

第 157 回春季講演大会、

CAMP-ISIJ vol.22 

(2009)-402 

2009/3 

4 粟飯原周二 同上 高圧ガスパイプライン高速延性

き裂伝播シミュレーションモデ

ルを用いたバースト挙動に対

するバックフィル影響の評価 

日本鉄鋼協会 

第 158 回秋季講演大会、

CAMP-ISIJ vol.22 

(2009)-1319 

2009/9 

5 粟飯原周二 同上 Unstable Crack Propagation 

and Arrest Behaviors in a 

Hydrogen Gas Pipeline Burst 

Test 

CAMP-ISIJ vol.23(2010)-

355 

2010/3 

6 粟飯原周二 同上 水素ガスパイプラインの不安定

延性破壊試験 

パイプラインの安全性に関

するシンポジウム、東京 

2010/3 

 

超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧合成法による新規 

Li-TM系水素化物の合成 

(TM = Cr, Mn, Ni) 

ポスター発表 

MH利用開発研究会 

平成20年度シンポジウム 

（滋賀県立大学） 

2008/10 

2 

 

 

川上 真世 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧法による新規RE-Pd系

水素化物の探索 

(RE = Y, La) 

ポスター発表 

MH利用開発研究会 

平成20年度シンポジウム 

（滋賀県立大学） 

2008/10 
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3 

 

 

鎌田 康孝 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧合成されたMgNi化合物

の水素吸放出特性とCuおよび

Ti置換の影響 

口頭発表 

平成20年度材料における

水素有効利用研究会 

（ホテルアトールエメラルド

宮古島, 沖縄） 

2008/11 

4 

 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧合成法による新規 

Li-TM系水素化物の探索 

（TM= Cr, Mn, Ni） 

口頭発表 

平成20年度材料における

水素有効利用研究会 

（ホテルアトールエメラルド

宮古島, 沖縄） 

2008/11 

5 

 

 

亀川 厚則 東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧合成法による新規水素

化物の創製 

口頭発表 

第1回先端水素貯蔵材料

研究交流会 

（（独）産業技術総合研究

所関西センター, 大阪） 

2009/1 

6 

 

 

片岡 理樹 

八木 洋光 

山家 勇一 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧法による新規 Li-TM 

系水素化物の合成 

(TM＝Ti, V, Zr, Nb, Hf) 

口頭発表 

日本金属学会 

2009年春期大会 

（東京工業大学 

大岡山キャンパス） 

2009/3 

7 R. Kataoka 

T. Kuriiwa 

A. Kamegawa 

M. Okada 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

High-Pressure Synthesis of 

Novel Hydrides in Li-TM 

Systems. (TM= Cr, Mn, Fe, Co, 

Ni. Cu, Zn) 

ポスター発表 

UK-Japan Workshop  

(東北大学金属材料研究所

, 宮城) 

2009/5 

8 片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

Li添加によるFCC-REH3の安定

化(RE = Y, Gd, Dy) 

口頭発表 

平成21年度材料における

水素有効利用研究会 

（サロマ湖鶴雅リゾート, 

北海道） 

2009/8 

9 

 

 

井上 亮史 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧法による新規Mg-Y系金

属間化合物の合成 

ポスター発表 

第4回水素若手研究会 

（関西大学, 大阪） 

2009/8 

10 

 

井上 亮史 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧法による新規Mg-Y系金

属間化合物の合成 

ポスター発表 

MH利用開発研究会 

平成21年度シンポジウム 

（大阪府立大学） 

2009/9 

11 

 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

Li添加によるFCC-REH3高圧相

の安定化(RE = Y, Dy, Gd) 

ポスター発表 

MH利用開発研究会 

平成21年度シンポジウム 

（大阪府立大学） 

2009/9 

12 

 

 

竹市 信彦 

志田 賢二 

鄢 俊敏 

田中 秀明 

栗山 信宏 

境 哲男 

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

超高圧下で合成したMg-V-Na

系水素化物の水素貯蔵特性と

結晶構造 

口頭発表 

日本金属学会 

2009年秋期大会 

(京都大学吉田キャンパス) 

2009/9 



外部発表-(27) 

 

13 

 

 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧合成法によるMg系新規

水素貯蔵材料の探索 

口頭発表・基調講演 

日本金属学会 

2009年秋期大会 

(京都大学吉田キャンパス) 

2009/9 

14 

 

 

N. Takeichi 

X. Yang 

J. Yan 

K. Shida 

H. Tanaka 

N. Kuriyama 

T. Sakai 

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Structural Analysis for novel 

Mg-based Hydrides Prepared 

by Gigapascal Hydrogen 

Pressure Method 

ポスター発表 

MRS 2009 Fall Meeting  

(Boston, USA) 

2009/11 

15 R. Kataoka 

T. Kuriiwa 

A. Kamegawa 

M. Okada 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

FCC-REH3 high pressure 

phase stabilized by Li (RE = Y, 

Gd, Dy) 

口頭発表 

KINKEN-WAKATE2009 

6th Materials Science 

School for Young 

Scientists 

（岩沼屋ホテル,宮城） 

2009/12 

16 

 

 

M. Kawakami 

T. Kuriiwa 

A. Kamegawa 

M. Okada 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

High-Pressure Synthesis of 

Novel Hydrides in Pd-X 

Systems (X = Ba, Y, La) 

口頭発表 

KINKEN-WAKATE2009 

6th Materials Science 

School for Young 

Scientists 

（岩沼屋ホテル,宮城） 

2009/12 

17 

 

 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧法による新規Li-TM系

水素化物の合成 

口頭発表・受賞講演 

MH利用開発研究会  

平成21年度第4回研究会 

(大阪科学技術センター) 

2010/2 

18 N. Takeichi 

X. Yang 

J. Yan 

K. Shida 

H. Tanaka 

N. Kuriyama 

T. Sakai 

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Structural Analysis for novel 

Mg-based Hydrides Prepared 

by Gigapascal Hydrogen 

Pressure Method 

 

ポスター発表 

5th JAEA Symposium 

（SPring-8, 兵庫） 

2010/2 

 

19 

 

 

X. Yang 

N. Takeichi 

H. Tanaka 

N. Kuriyama 

T. Sakai 

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Hydrogen Storage Properties 

and Crystal Structural for 

novel FCC-type Mg-based 

Hydrides Prepared by 

Gigapascal Hydrogen Pressure 

Method 

 

ポスター発表 

5th Japan-China Seminar 

on Hydrogen Storage 

Materials 

（東京国際交流館プラ

ザ平成） 

2010/3 

20 

 

竹市 信彦 

楊 肖 

志田 賢二 

鄢 俊敏 

田中 秀明 

栗山 信宏 

境 哲男 

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

超高圧法で合成されたMg基 

水素化物の結晶構造と水素 

貯蔵特性 

 

口頭発表 

日本金属学会 

2010年春期大会 

（筑波大学, 茨城） 

2010/3 

21 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工 学 研 究

科 

超高圧法による新規Li-TM系

水素化物の合成(TM = Nb, Ta)

口頭発表 

日本金属学会 

2010年春期大会 

（筑波大学, 茨城） 

2010/3 

 



外部発表-(28) 

ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1  東北大 

日産 

東北大が水素吸着の炭素物質

を開発、日産と燃料電池へ利

用へ 

日本経済新聞朝刊第 13

面 

2009/3 

2 

 

 東北大 東北大がゼオライトを鋳型とす

るカーボン材料の開発に成功 

日経産業新聞第 19 面 2009/3 

 

3 

 

 東北大 東北大がゼオライトを鋳型とす

るカーボン材料の開発に成功 

日経産業新聞 online 2009/4 

 

4 

 

 東北大 東北大が開発したゼオライトを

鋳型が、新たなエネルギー 

貯蔵材料として紹介される 

東日本放送「東北大学の

新世紀」にて放映 

2009/12 

 

5 

 

S.Ittisanronnachai 

H.Nishihara 

Li.-X. Li 

T. Kyotani 

東北大 The mechanism of H2 storage 

through spillover in Pt-loaded 

zeolite-templated carbons 

ポスター発表 

第 36 回 炭素材料学会

年会 

(仙台戦災復興記念館) 

 

2009/12 

 

M. Ito 

T.Kaburagi 

M.Uchiyama 

日産 

6 

 

S.Ittisanronnachai 

H.Nishihara 

Li.-X. Li 

T. Kyotani 

東北大 Enhanced H2 adsorption at 

25 °C on porous carbons by 

platinum loading 

ポスター発表 

第 9 回東北大学 

多元物質科学研究所 

研究発表会 

（東北大学） 

※ポスター賞受賞 

2009/12 

 

M. Ito 

T.Kaburagi 

M.Uchiyama 

日産 

7 

 

S.Ittisanronnachai 

H.Nishihara 

Li.-X. Li 

T. Kyotani 

東北大 High Pressure Hydrogen 

Storage 

in Zeolite Templated Carbon 

招待講演 

CIMTEC 5th Forum on New 

Materials 

（Palazzo dei Congressi, 

Montecatini Terme） 

2010/6 

 

M. Ito 日産 

 

Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に係る技術開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 発表年月 

1 久慈俊郎 東海大 

開発工 

MA による Mg-Al 系水素吸蔵

合金の創製とその特性 

日本金属学会 

2008 年秋期大会 

2008/9 

2 久慈俊郎 東海大 

開発工 

ボールミリングで作製したナノ

構造 MgAl 合金の結晶化挙動

とその水素吸蔵特性 

軽金属学会第 115 回秋期大会  2008/10 

3 佐藤正志 東海大工 Plasma Driven Synthesis of Al 

Hydride Thin Film 

The 4th Vacuum and Surface 

Sciences Conference of Asia 

and Australia 

2008/10 

4 佐藤正志 東海大工 Effect of H2 Flow Rate on the 

Plasmatic Synthesis of Al 

Hydride 

The 4th Vacuum and Surface 

Sciences Conference of Asia 

and Australia 

2008/10 

5 久慈俊郎 東海大 

開発工 

Mg および Ti 系相分離型高容

量水素吸蔵合金の設計と実証

に関わる研究開発 

水素貯蔵フォーラム 2009  2009/2 



外部発表-(29) 

 

6 佐藤正志 東海大工 Recent Research Activity Einladung zum seminar: 

Fortshritte in der 

Physikalischen Chemie, 

Institute fuer Physikalische 

Chemie der Universitaet Wien  

2009/3 

7 佐藤正志 東海大工 相分離を呈する Mg17Al12 合

金の可逆的水素吸蔵特性 

日本金属学会 

2009 年春期大会  

2009/3 

8 佐藤正志 東海大工 Mg17Al12 金属間化合物の水

素吸蔵特性 

2009 年春季第 57 回 

応用物理学関係連合講演会 

2009/4 

9 佐藤正志 東海大工 Effect of H2 Flow Rate on the 

Plasmatic Synthesis of Al 

Hydride 

The 10th International 

Symposium on Sputtering & 

Plasma Processes 

2009/7 

10 佐藤正志 東海大工 相分離を呈する Mg17Al12 の水

素吸放出に関する熱力学的特

性 

2009 年秋季第 70 回応用物理

学会学術講演会 

2009/9 

11 佐藤正志 東海大工 Thermodynamic Behaviour of 

Mg- or Ti- Based Alloy – H2 

Systems 

5th Japan-China Seminar on 

Hydrogen Storage Materials 

2010/3 

12 村上貴洋 東海大 

開発工 

ボールミリング法により作製し

た BCCTiAlMg 合金の水素親

和性 

日本金属学会 

2010 年春期大会 

2010/3 

13 佐藤正志 東海大工 バルクメカニカルアロイング

(BMA)による Mg17Al12 金属間化

合物の合成 

粉体粉末冶金協会 

平成 22 年度春季大会 

(第 105 回講演大会) 

2010/5 

14 佐藤正志 東海大工 Mg-Zn 系相分離型モデルによ

る MgH2 の熱力学的不安定化 

2010 年秋季第 71 回 

応用物理学会学術講演会 

2010/9 

15 佐藤正志 東海大工 Mg17Al12 の水素吸収に伴う相

分離反応の熱力学的考察 

日本金属学会 

2010 年秋期大会 

2010/9 

 

燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 発表年月 

1 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

An Experimental Study on the 

Fire Response of Vehicles with 

Compressed Hydrogen 

Cylinders 

2010 SAE World Congress 2010/4 

2 鈴木仁治 (財)日本

自動車研

究所 

圧縮水素容器搭載自動車の火

災安全性評価－ガソリン及び

CNG 自動車との比較 

平成 22 年度日本火災学会研

究発表会 

2010/5 

3 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

A Study on the Fire Response 

of Compressed Hydrogen Gas 

Vehicles 

18th World Hydrogen Energy 

Conference 2010 

2010/5 

4 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

圧縮水素燃料自動車火災での

隣接車両を伴う燃焼性状 

日本機械学会 2010 年度 年

次大会 

2010/9 

5 糸井裕彦 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器のガス

透過の温度,圧力及び材質依

存性について 

日本機械学会 2010 年度 年

次大会 

2010/9 

6 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

極端温度環境・実使用圧力条

件による自動車圧縮水素容器

（VH3）の疲労寿命調査 

日本機械学会 2010 年度 年

次大会 

2010/9 



外部発表-(30) 

 

7 松野優 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器の充填

放出サイクル時における容器

内温度挙動 

日本機械学会 2010 年度 年

次大会 

2010/9 

8 糸井裕彦 (財)日本

自動車研

究所 

水素消費による容器および附

属品の温度変化の研究 

自動車技術会 2010 年度秋季

学術講演会 

2010/9 

9 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器（VH3）

の疲労寿命に影響を及ぼす熱

応力の調査 

自動車技術会 2010 年度秋季

学術講演会 

2010/9 

10 松野優 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器のガス

充填放出サイクルにおける容

器内の到達温度 

自動車技術会 2010 年度秋季

学術講演会 

2010/9 

11 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

燃料電池自動車火災における

隣接車両への延焼性 

自動車技術会 2010 年度秋季

学術講演会 

2010/9 

12 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器の疲労

調査 

第 12 回フラクトグラフィシンポ

ジウム 

2010/12 

13 糸井裕彦 (財)日本

自動車研

究所 

水素消費時における自動車用

圧縮水素容器(VH3)，放出ライ

ンおよび附属品の温度変化 

第 30 回水素エネルギー協会

大会 

2010/9 

14 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器（VH3）

の疲労寿命に及ぼす温度・圧

力の影響 

第 30 回水素エネルギー協会

大会 

2010/9 

15 松野優 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器の充填

放出サイクルにおける容器内

ガスの温度挙動 

第 30 回水素エネルギー協会

大会 

2010/9 

16 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

Combustion Behavior of 

Leaking Hydrogen and Effects 

of Ceiling Variations 

2011 SAE World Congress 2011/4 

17 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

水素燃料電池自動車等を運送

する船舶の安全基準の策定 

平成 23 年度海上技術安全研

究所研究発表会 

2011/5 

18 松野 優 (財)日本

自動車研

究所 

Attained Temperature During 

Gas Fueling and Defueling 

Cycles of Compressed 

Hydrogen Tanks for FCV 

4th  International Conference 

on Hydrogen Safety 

2011/9 

19 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

Influence of pressure and 

temperature on the fatigue 

strength of Type-3 

compressed-hydrogen tanks 

4th  International Conference 

on Hydrogen Safety 

2011/9 

20 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

The spread of fire from 

adjoining vehicles to a 

hydrogen fuel cell vehicle 

4th  International Conference 
on Hydrogen Safety 

2011/9 

21 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

局所火炎曝露試験用プロバン

バーナの開発とその特性に関

する研究 

自動車技術会 2011 年度秋季

学術講演会 

2010/9 

22 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器（VH3）

の疲労寿命に及ぼす温度・圧

力の影響 

第 30 回水素エネルギー協会

大会 

2010/9 

23 松野優 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器の充填

放出サイクルにおける容器内

ガスの温度挙動 

第 30 回水素エネルギー協会

大会 

2010/9 



外部発表-(31) 

24 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

Development and 

Characteristics of a Burner for 

Localized Fire Tests and 

Evaluation of Those Fire Tests

SAE 2012 World Congress 2012/4 

25 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

水素漏洩を伴う水素燃料自動

車の事故処理を想定した送風

の有効性 

平成 24 年度日本火災学会研

究発表会 

2012/5 

26 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

Determining Hydrogen 

Concentration in a Vehicle 

after a Collision Test 

Fires In Vehicles 2012/9 

27 田村陽介 (財)日本

自動車研

究所 

衝突試験後の閉鎖空間内での

水素漏洩試験方法の検討 

自動車技術会 2012 年度秋季

学術講演会 

2012/10 

28 冨岡純一 (財)日本

自動車研

究所 

圧縮水素容器の使用環境負荷

試験に関わる温調・加圧手順

の影響 

自動車技術会 2012 年度秋季

学術講演会 

2012/10 

29 松野優 (財)日本

自動車研

究所 

自動車用圧縮水素容器の急速

充填における容器内温度挙動

（第 5 報） 

自動車技術会 2012 年度秋季

学術講演会 

2012/10 

30 松野優 (財)日本

自動車研

究所 

Recent and Futrure Research 

of Hydrogen Fueling Test in 

JARI 

Fuel Cell Seminar & Exposition 2012/11 

 

水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

斉藤文 

板岡健之 

赤井誠 

みずほ情報

総研 

産総研 

クリーン自動車の環境性能に 

対する支払意志額調査結果の

適用方法の検討 

口頭発表 

環境経済･政策学会 

2008 年大会 

2008/9 

 

2 

 

斉藤文 

板岡健之 

赤井誠 

みずほ情報

総研 

産総研 

クリーン自動車の導入における

外部便益の比較分析：ハイブ

リッド自動車、プラグインハイブ

リッド車、電気自動車、燃料電池

自動車 

口頭発表 

環境経済･政策学会 

2008 年大会 

2009/9 

 

水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

 

國分裕一 (財)エネル

ギー総合

工学研究

所 

水素キャリアに応じたフィージ

ビリティスタディ（高圧水素を中

心として） 

第 29 回水素エネルギー協会

大会 

2009/12 

 

 

水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

山 田 敏 弘

（共著者） 

高 圧 ガ ス

保安協会 

水素と材料 独立行政法人 物質・材料研究

機構 宇宙関連材料シンポジウ

ム 

2012/6 
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水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

遠藤明 JPEC 2015 年の燃料電池自動車・ 

水素ステーションの普及に向け

た規制再点検への取り組み 

JPEC News 2011 年 9 月号 2011/9 

2 

 

吉久憲司 JPEC 水素ステーションの設置・運用

等に係わる規制合理化の研究

開発 

JPEC 平成 24 年度 技術開発・

調査事業成果発表会 

2012/6 
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【受賞リスト】 

 

水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

番

号 
受賞者 

所

属 

受賞タイトル名 

（報道 見出し等） 

主催者名 

（報道機関） 

受賞年月 

（報道年月日）

1 東京ガス㈱  CO2 排出を半減 朝日新聞 2008/8/27 

2 東京ガス㈱  水素製造時の CO2 回収 ガスエネルギー新聞 2009/3/11 

3 東京ガス㈱  水素製造時の CO2 回収 日本経済新聞 2009/3/13 

4 東京ガス㈱  水素製造時 CO2 回収 日本経済産業新聞 2009/3/13 

5 東京ガス㈱  東ガス、CO2 半減 日刊工業新聞 2009/3/13 

6 東京ガス㈱  東ガス 水素製造と同時に CO2 分離回収 ビジネスアイ 2009/3/13 

7 東京ガス㈱  CO2 を同時回収・半減 化学工業新聞 2009/3/13 

8 東京ガス㈱  水素製造時に CCS 電気新聞 2009/3/13 

9 東京ガス㈱  CO2 排出量を半減 ガスエネルギー新聞 2009/3/18 

10 東京ガス㈱  基板と触媒を一体化 日経産業新聞 2012/01/27 

11 東京ガス㈱  効率高め HV に挑む 日経産業新聞 2012/02/07 

12 日本特殊陶

業㈱ 

 水素製造の中核技術開発 日本経済新聞 

（中部版経済面） 

2012/02/29 

 

CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

番

号 
受賞者 所属 受賞タイトル名 主催者名 受賞年月 

1 

 

岡田治 ㈱ルネッサン

ス・エナジー・

リサーチ 

ＪＶＡ２０１０環境特別賞 （独）中小企業基盤整

備機構 

2010/2/2 

 

2 

 

㈱ルネッサン

ス・エナジー・

リサーチ 

 経済産業省産業クラスター計画 

関西フロントランナー大賞 2010 

（財）関西情報・産業活

性化センター ネオクラ

スター推進共同体 

2010/2/23 

 

 

超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

番

号 
受賞者 所属 受賞タイトル名 主催者名 受賞年月 

1 

 

 

片岡理樹 

栗岩貴寛 

亀川厚則 

岡田益男 

東北大学 

大学院 

工学研究科 

平成 21 年度シンポジウム 

優秀賞 

MH利用開発研究会 

 

2009/ 9 

 

ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

番

号 
受賞者 所属 受賞タイトル名 主催者名 受賞年月 

1 

 

S.Ittisanronnachai 東北大 第 9 回多元物質科学研究所研究

発表会ポスター賞 『Enhanced H2 

adsorption at 25 °C on porous 

carbons by platinum loading』 

東北大学 

多元物質科学研究所 

2009/12 

 

 

燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

番

号 
受賞者 所属 受賞タイトル名 主催者名 受賞年月 

1 

 

高木靖雄 

 

東京都市大学 

名誉教授 

2011 年度 標準事業 国際功績賞

（燃料標準化 WG 委員、

ISO/TC197/WG12 コンビナ） 

日本機械学会 2012/3 
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２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 

● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 

● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定 

理事長 

評価書報告 

評価報告書（案）作成 

実施者 
プロジェクトの説明 

評価結果公開 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 

事務局 

研究評価部 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定 

理事長 

評価書報告 

評価報告書（案）作成 

実施者 プロジェクトの説明 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 

事務局 

評価部 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 

国 民 
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１．評価の目的 

 

評価の目的は「技術評価実施規程」において。 

● 業務の高度化等の自己改革を促進する 

● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 

● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 

としている。 

本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 

 

２．評価者 

 

技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 

● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 

● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 

● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 

● 産業界の専門家、有識者 

● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 

これらに基づき、分科会委員名簿にある７名を選任した。 

なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 

 

３．評価対象 

 

平成２０年度に開始された「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」プ

ロジェクトを評価対象とした。 

なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ
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ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 

 

４．評価方法 

 

分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 

なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 

 

５．評価項目・評価基準 

 

分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-7 頁

参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 

プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 「エネルギーイノベーションプログラム」の目標達成のために寄与してい

るか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 

(2)事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ ３真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環
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境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアする見込みか。 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に
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沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)事業化までのシナリオ 

・ ＮＥＤＯ後継プロジェクト、ＮＥＤＯ実用化助成、企業内研究等、プロ

ジェクト終了後の事業化までの道筋は明確か。 

・ 市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事

業化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っている

か。 

 

(3)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（事後評価） 

２０１０．３．２６ 

【事後評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 

標準的評価項目・評価基準は、第２５回研究評価委員会（平成２２年３月２

６日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が

標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 

 

ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの事

後評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 

(2)事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 

（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 
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・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)事業化までのシナリオ 
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・ ＮＥＤＯ後継プロジェクト、ＮＥＤＯ実用化助成、企業内研究等、プロ

ジェクト終了後の事業化までの道筋は明確か。 

・ 市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事

業化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っている

か。 

 

(3)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 

 

＊基礎的・基盤的研究開発の場合 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
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(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 

（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
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４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 

・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 

 

 

＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい
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るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 

（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は公開性が確保されているか。 
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(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

 

４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

参考資料２ 評価に係る被評価者意見 

 



 

参考資料 2-1 

 

 研究評価委員会（分科会）は、評価結果を確定するにあたり、あらかじめ当

該実施者に対して評価結果を示し、その内容が、事実関係から正確性を欠くな

どの意見がある場合に、補足説明、反論などの意見を求めた。研究評価委員会

（分科会）では、意見があったものに対し、必要に応じて評価結果を修正の上、

最終的な評価結果を確定した。 

評価結果に対する被評価者意見は全て反映された。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料３ 分科会議事録 

 

 



 

 

研究評価委員会 

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」（事後評価）分科会 

議事録 

 

日 時：平成２４年１１月２０日（火） 1０：００～１８：１０ 

場 所：大手町サンスカイルーム A 室 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 2 丁目 6 番 1 号 朝日生命大手町ビル 27 階 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長 亀山 秀雄 東京農工大学大学院 工学府産業技術専攻 教授 

分科会長代理 吉川 邦夫 東京工業大学 大学院総合理工学研究科 環境理工学創造専攻 教授 

委員 今村 速夫 山口大学 大学院理工学研究科 物質工学専攻 教授 

委員 上野 真 燃料電池実用化推進協議会 企画部 部長 

委員 大谷 英雄 横浜国立大学 大学院環境情報研究院 人工環境と情報部門 教授 

委員 里川 重夫 成蹊大学 理工学部 物質生命理工学科 教授 

委員 守谷 隆史 株式会社本田技術研究所 上席研究員 

 

＜推進者＞ 

橋本 道雄 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 部長 

徳岡 麻比古 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 統括主幹 

山本 将道 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 主任研究員 

横本 克巳 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

森 大五郎 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 主査 

伊藤 正 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 主査 

主藤 祐功 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 主査 

橋本 秀昭 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 主査 

畠山 正博 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 主査 

柏木 愛一郎 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 主査 

齋藤 春香 ＮＥＤＯ 新エネルギー部 職員 

 

＜実施者＞ 

尾上 清明 国立大学法人九州大学水素エネルギー国際研究センター         教授/ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 

吉川 暢弘 国立大学法人東京大学 生産技術研究所 教授 

竹花 立美 高圧ガス保安協会 総合研究所 所長 

斎藤 彰 一般財団法人石油エネルギー技術センター自動車・新燃料部 水素利用推進室 室長 

遠藤 明 一般財団法人石油エネルギー技術センター自動車・新燃料部 水素利用推進室 上席主任研究員 

三枝 省五 一般財団法人日本自動車研究所 FC・EV研究部 研究主幹 

三石 洋之 一般財団法人日本自動車研究所 FC・EV研究部 次長 

福本 紀 一般財団法人日本自動車研究所 FC・EV研究部調査・標準化グループ 主任研究員 

岡崎 順二 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社 担当ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

参考資料 3-1



 

壱岐 英 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

高井 康之 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社 担当ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

竹村 哲治 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社 担当ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

甲木 昭雄 国立大学法人九州大学 学術研究員 

山崎 全彦 サムテック株式会社 係長 

大沢 紀和 株式会社タツノ 設計部 設計２グループ 課長 

名取 直明 株式会社タツノ 設計部 電子グループ 課長 

長峰 哲 株式会社タツノ 設計部 設計２グループ 係長 

高林 勝 株式会社タツノ 設計部 設計２グループ 主幹 

高濱 亮太 清水建設株式会社 原子力・火力本部  

酒井 喜則 清水建設株式会社 原子力・火力本部 部長 

野津 剛 清水建設株式会社 技術研究所 主任研究員 

松岡 美治 岩谷産業株式会社 水素エネルギー部 ｼﾆｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

井関 孝弥 東京ガス株式会社 技術研究所 主幹研究員 

矢加部 久孝 東京ガス株式会社 技術研究所 ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ 

久米 高生 東京ガス株式会社 技術研究所 主幹研究員 

白木 正浩 東京ガス株式会社 技術研究所 主幹研究員 

池田 陽一 東京ガス株式会社 技術研究所 研究員 

伊藤 正也 日本特殊陶業株式会社 技術開発本部研究開発センター 部長 

高木 保宏 日本特殊陶業株式会社 技術開発本部研究開発センター 主査 

岡田 治 株式会社ルネッサンス・エナジー・リサーチ 代表取締役社長 

花井 伸彰 株式会社ルネッサンス・エナジー・リサーチ 神戸分室 室長 

瀬戸 武志 株式会社ミクニ 生活機器事業部開発部技術グループ  

大村 朋彦 新日鐵住金株式会社 鉄鋼研究所 水素・エネ材料研究部 主幹研究員 

藤井 秀樹 新日鐵住金株式会社 鉄鋼研究所 チタン・特殊ＳＵＳ研究部 上席主幹研 

大宮 慎一 新日鐵住金株式会社 鉄鋼研究所 水素・エネ材料研究部 主幹研究員 

中村 潤 新日鐵住金株式会社 鉄鋼研究所 水素・エネ材料研究部 主任研究員 

松本 和久 新日鐵住金株式会社 鉄鋼研究所 水素・エネ材料研究部 研究員 

日比 政昭 新日鐵住金株式会社 技術開発企画部 上席主幹 

風間 伸吾 新日鐵住金株式会社 技術開発企画部 主幹 

窪田 和正 愛知製鋼株式会社 技術開発部第 2開発室 担当員 

渡邊 義典 愛知製鋼株式会社 技術開発部第 2開発室  

木村 勝之 高圧ガス保安協会 総合研究所  

山田 敏弘 高圧ガス保安協会 総合研究所  

伊藤 吾朗 国立大学法人茨城大学 工学部機械工学科 教授 

小山 克己 古河スカイ株式会社 技術研究所第三研究部 部長 

邢 劼    株式会社日本軽金属 グループ技術センタープロセス材料グループ 主任研究員 

路 志勇 株式会社日本軽金属 グループ技術センタープロセス材料グループ  

中井 学 株式会社神戸製鋼所 アルミ・銅事業体 技術部プロセス基礎研究室 主任研究員 

中村 義弘 東邦ガス株式会社 技術研究所 環境・新エネルギー技術グループ 総括 
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盛興 昌勝 東邦ガス株式会社 技術研究所 環境・新エネルギー技術グループ 課長 

永井 恒輝 東邦ガス株式会社 技術研究所 環境・新エネルギー技術グループ 係長 

小笠原 恒治 トキコテクノ株式会社 新エネルギー部 部長 

櫻井 茂 トキコテクノ株式会社 設計部 主任技師 

小林 裕一 日立オートモティブシステムズ株式会社 技術開発本部 開発研究所 主管技師 

蓮仏 達也 日立オートモティブシステムズ株式会社 技術開発本部 開発研究所 主任技師 

山香 浩一 日立オートモティブシステムズ株式会社 技術開発本部 開発研究所  

今村 等 大陽日酸株式会社 開発・エンジニアリング本部 水素プロジェクト部 部長 

渡辺 昇 大陽日酸株式会社 開発・エンジニアリング本部 水素プロジェクト部企画課  

大倉 美恵 横浜ゴム株式会社 工業品技術本部 ホース配管技術部 開発３グループ  

門出 政則 国立大学法人佐賀大学 海洋エネルギー研究センター ｾﾝﾀｰ長、教授 

兜森 俊樹 株式会社日本製鋼所 研究開発本部 担当部長 

荒島 裕信 株式会社日本製鋼所 室蘭研究所 主任研究員 

渡辺 統 株式会社キッツ 技術本部 商品開発部 水素事業開発グループ ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

渡邉 哲弥 株式会社キッツ 技術本部 商品開発部 水素事業開発グループ  

山﨑 知哉 株式会社キッツ 技術本部 商品開発部 水素事業開発グループ  

小紫 正樹 一般財団法人金属系材料研究開発センター 専務理事 

吉田 周平 一般財団法人金属系材料研究開発センター 主席研究員 

森岡 幹雄 一般財団法人金属系材料研究開発センター 主任研究員 

浜田 満 一般財団法人金属系材料研究開発センター 主任研究員 

松尾 充高 一般財団法人金属系材料研究開発センター 主席研究員 

吉田 雅美 アズビル株式会社 AACマーケティング部 副部長 

山本 博司 アズビル株式会社 AACマーケティング部 アクチュエータグループ  

石川 勤 アズビル株式会社 AACエンジニアリング本部 計装システム部       部長、理事 

中村 憲一 アズビル株式会社 バルブ商品開発部 開発２グループ  

木原 啓介 アズビル株式会社 技術開発本部 工程開発部 生産技術開発グループ  

相川 芳明 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

川又 和憲 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

手塚 俊雄 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

山村 俊行 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

名武 秀一郎 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

横山 佳資 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 副主任研究員 

吉田 剛 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

石本 裕保 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

高木 清美 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

佐藤 克哉 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

小森 雅浩 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

大場 伸和 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

吉久 賢司 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 

相田 敏春 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 主任研究員 
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酒井 峰男 一般財団法人石油エネルギー技術センター 自動車・新燃料部 副主任研究員 

名倉 見治 株式会社神戸製鋼所 圧縮機事業部回転機技術部レシプロ室 室長 

丸田 昭輝 株式会社テクノバ 調査研究部 主査 

宮下 修 一般財団法人エンジニアリング協会(ENAA) 技術部 研究主幹 

大野 宣夫 一般財団法人エンジニアリング協会(ENAA) 技術部 技術部長 

百田 博宣 一般財団法人エンジニアリング協会(ENAA) 技術部 研究主幹 

老松 和俊 川崎重工業株式会社 技術開発本部 技術企画推進センター 水素プロジェクト部  

北中 正宣 水素供給・利用技術研究組合 技術本部長 

池田 哲史 水素供給・利用技術研究組合 FCV・インフラ実証部 部長 

飯塚 健二 水素供給・利用技術研究組合 FCV・インフラ実証部 副部長 

河村 哲 水素供給・利用技術研究組合 FCV・インフラ実証部 ｼﾆｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

 

＜企画調整＞ 

中谷 充良  NEDO 総務企画部 課長代理 

 

＜事務局＞ 

竹下 満 ＮＥＤＯ 評価部 部長 

三上 強 ＮＥＤＯ 評価部 主幹 

加藤 芳範 ＮＥＤＯ 評価部 主査 

中村 茉央 ＮＥＤＯ 評価部 職員 

 

＜一般傍聴者＞ ４名 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、分科会の設置、資料の確認 

２．分科会の公開について 

３．評価の実施方法 

４．評価報告書の構成について 

５．プロジェクトの概要説明 

非公開資料取扱説明 

 

（非公開セッション） 

６．プロジェクトの詳細説明 （中間評価実施年度に終了済みの事業以外） 

6.1. システム技術開発 

① 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

6.2. 要素技術開発 

①水素製造機器要素技術に関する研究開発 

①-1 水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

①-2 CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

②水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト機器開発、高耐久化） 

②-1 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

②-2 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

②-3 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

②-4 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

②-5 直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発 

③水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト材料開発） 

③-1 水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・規制見直しに

資する評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究開発 

③-2 水素用アルミニウム材料の評価・開発 

6.3. 次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

①革新的な次世代技術の探索･有効性検証に関する研究開発、水素エネルギー導入・普及のための技術開

発シナリオに関するフィージビリティスタディ等研究開発 

①-1 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

①-2 燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

①-3 水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

①-4 水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

７．全体を通しての質疑 

 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定、その他 

１０．閉会 
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議事録 

【公開セッション】 

 

１．開会、分科会の設置について、資料の確認 

・開会宣言（事務局） 

・事務局加藤主査より、分科会の設置について資料1-1及び1-2に基づき説明があった。 

・亀山分科会長挨拶 

・出席者（委員、推進者、実施者、事務局）の紹介（事務局、推進者） 

・配布資料の確認（事務局） 

 

２．分科会の公開について 

事務局より資料2-1に基づき説明し、今回の議題のうち議題6「プロジェクトの詳細説明」および議題7

「全体を通しての質疑」を非公開とすることが了承された。 

 

３.評価の実施方法と評価報告書の構成について 

評価の手順を事務局より資料3-1～3-5、資料4に基づき説明し、了承された。 

 

４．プロジェクトの概要説明 

推進者（NEDO 新エネルギー部 山本主任研究員）および尾上 PL（国立大学法人九州大学水素エネルギー

国際研究センター 教授）より資料 5-1に基づき説明が行われた。 

(1) 事業の位置付け・必要性  

(2) 研究開発マネジメント 

(3) 研究開発成果 

(4) 実用化、事業化の見通し 

 

説明に対し以下の質疑応答が行われた。 

 

（亀山分科会長） ただいまの説明に対して、ご意見、ご質問等がございましたらお願い致します。技術の

詳細につきましては、後ほど議題 6 以降で議論しますので、ここでは主に事業の位置付け、必要性、

マネジメントについてのご意見をお願い致します。。 

（吉川分科会長代理） NEDO に伺いたいが、「どこから水素を持ってくるのか」ということは非常に重要

だと思っている。そのコストの見通しが最終的な水素の販売価格にどうリンクしているのかの説明を

お願いしたい。 

（NEDO・山本主研） 2015 年の立ち上げ以降、5 年～10 年ぐらいの間は石油事業者とガス事業者が化石燃

料の改質によって作る水素で供給していくとみている。いずれも水蒸気改質で水素を作るが、現状の

技術では Nm3あたりおおよそ 20 円で作っている。これで供給すれば、先ほどの水素インフラ、ステ

ーションのイニシャルコストと合わせて考えると、60 円位で供給出来ると認識している。試算では、

石油事業者が持っている余剰の水素製造装置を最大限使えるとすると、年間 50 億 Nm3位まで生産出

来るかもしれないというデータがある。その量は燃料電池自動車でいうと、ほぼ 500 万台に供給出来

ると考えられる。先ほど 2025 年に 200 万台と申し上げたが、当面既存の技術を活用して 20 円近傍で

供給出来るのではないかというのが今のNEDO の見方である。 
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（吉川分科会長代理） そうするとオフサイト型というのが当面のイメージということか。 

（NEDO・山本主研） 今後水素ステーションを建設していくが、石油事業者はオフサイト型である。ガス

事業者の場合、オンサイトでそこにある天然ガスを水蒸気で改質して水素を作ることが主流になる。

その場合でも値段的には同等とにらんでおり 20 円ぐらいである。石油事業者は基本的にはオフサイト

で、トレーラーでステーションに輸送して、ガス事業者はオンサイトというように認識している。 

（吉川分科会長代理） コスト比較として、自動車を直接石油で走らせるのと、石油系を１回改質して水素

を作って燃料電池で走らせるのとではどちらが経済性、環境性が優れているのかについての評価は如

何か。 

（NEDO・山本主研） まだざっくりとした試算だが、水素を 60 円ぐらいで供給すると、この水素による燃

料自動車の燃費は、ハイブリッド自動車等の燃費のよい自動車の燃料代とほぼ等価になるという試算

がある。いまの開発成果を用いて 2 億円ぐらいのステーションを作れば、効率のよいガソリン自動車

とほぼ等価になるとみている。燃料電池自動車の普及やユーザーへの魅力を考えると、将来的にはも

っと安くしていきたいと思っている。2 億円にとどまらず、例えば 1.5 億円とかいうところまでさらに

下げることによって、水素供給コストがトータルで、例えば 50 円とか 40 円とかといったところまで

下げていければ、燃料電池がより普及していく素地になるのではないかと考えている。 

（里川委員） オンサイト・オフサイト以外にも、最近ではケミカルハイドライドという方法もあり、エネ

ルギー資源は多様化する方向へ進んでいると思う。安定に、低コストにとなると広い視野が必要であ

るが、オンサイト・オフサイト以外についての考えを聞かせいてただきたい。 

（NEDO・山本主研） これはNEDOのプロジェクトにおいて実際に採り入れているものではないが、私の

いまの見解は、例えば、先ほどの 2015 年以降のまだ車が少ないときには今のようにオフサイトで水素

を作り、高圧ガスで運ぶということが成り立つが、200 万台、300 万台となってきたときを考えると

輸送効率が悪くなってくる可能性がある。もっと効率的に輸送出来る手段として、液体水素やメチル

シクロヘキサンのような有機ハイドライド、あるいはアンモニアのようなものも使ってもいいのでは

ないかという議論が広く行われ始めていることは承知している。NEDO でも、2015 年以降 5 年～10

年ぐらいは今の高圧水素でいく可能性が高いとみているが、本格普及段階では、より輸送効率を高め

るためには水素キャリアのようなものも必要になってくるだろうとにらんでおり、今それに向けた議

論を始めている。 

（九州大学・尾上 PL） これは最終的にユーザーが車なので、日本国だけの話ではなく世界の動きを見て、

世界の車がどうなっていくのか、どういうインフラが必要になってくるのかを視野に入れながらやっ

ていかなければならない。自動車メーカーや国際標準を作っている方々とそういうところの動きを、

十分にディスカスしながらみていく、それがあって初めてこういう方向があるのではないかと思う。

ここでだけ、私たちだけ、作りやすさだけ、安全性だけというように単思考でモノを見ると間違いを

起こすと考えている。  

（今村委員） 当初本プロジェクトは、70MPa の水素ステーション関連と車載用水素貯蔵のシステム開発の

２つの柱でスタートして、さらにそれに関連した要素技術の貯蔵材料や貯蔵技術のプロジェクトがあ

ったが、中間評価の段階で削られて、実用化重視ということで高圧に舵を切った方針で進めて、結果

的に車載用のシステム開発のプロジェクトが全部なくなってしまったという印象を受ける。プロジェ

クト途中での変更や修正はあり得ると思うが、NEDO の方針自体の中で、最初にこのプロジェクトを

作ったときの位置付けや方針はどうだったのか。 

（NEDO・山本主研） 先ほどの情勢変化ということも若干影響したかもしれない。WE-NET を終えてから

このプロジェクトを始める前に、2000 年以降の水素産業を立ち上げるためにいちばん手近なところに

あるものとして、家庭用のコジェネ、燃料電池自動車、そしてこの水素インフラを急がなければいけ
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ないないということで舵を切った。そのときにだいぶ基礎的な研究は切り落とした。このプロジェク

トが始まった後も水素貯蔵材料、特に車に積む高圧タンクに代わる、より効率的な水素貯蔵タンクと

して水素貯蔵合金も含めた水素貯蔵材料の研究をしていたが、まだ一部実用領域でなかなか性能が出

ない、実用領域でなかなかうまくいかないということがあったことから、途中でこのプロジェクトか

らは外したが、別に「水素貯蔵材料の技術開発」というプロジェクトを行って、そこでもう少し基礎

に立ち返って研究をリスタートしている。実際に SPring-8 を使った X 線分析や、あるいは原研の

NOVA を使った中性子線分析をしながら、貯蔵材料中の水素のメカニズムを深掘りして、そこから別

プロジェクトの中でいま指針をようやく作り上げてきた段階だ。特に難しい基礎的な技術については、

後継プロジェクトとして平成 25 年度から水素の利用技術開発を立ち上げる予定で検討している。その

中で、この水素貯蔵材料の基礎研究の成果を受けて、きちっと実用を見通せるような課題の設定とシ

ナリオが書けるものがあれば、そういった技術も次のプロジェクトでは取り入れていくべきではない

かという議論をしている。NEDOとしては、これまでやってきたものを死蔵させずに、うまく生かし

ながら次につなげていく認識でいる。 

（守谷委員） 国際調和ということで標準化も含めてテストをしているという観点から、今回の 70MPa ス

テーションの位置付けを教えていただきたい。これをそのまま標準化にもっていくのか、今後、国際

調和の中でどういう位置付けでやろうとするのか。もう 1 つは、当初 6 億といわれている水素ステー

ションの建設費が 2 億と 3 分の 1 に下がったわけだが、大きな考え方として 3 分の 1 まで下げられた

ポイントはどこだったのか。 

（九州大学・尾上 PL） 国際的には車側で 87.5MPa という数字も出てきており当然視野には入れるが、現

在日本の中で法律を見直していただいているところが 82MPa である。この事業は 82MPa を前提に置

き、余力があれば国際的にさらに上を目指しているところは見ていくという考え方をしている。 

（NEDO・山本主研） 水素ステーションのコストを分解していくと、おおまかに機器では圧縮機、蓄圧機、

ディスペンサーとプレクーラーがあり、それに配管や工事費、設計費がコストとしてあげられトータ

ル 6 億円ということだった。それを 2 億円にする場合、実際に圧縮機、蓄圧機、ディスペンサー、プ

レクーラーあたりをいまの半分ぐらいに出来るのではないかというメドをつけつつ、NEDOで水素施

設の実証事業も行い、そういった経験・知見からその他の工事費や設計費なども含めトータルのコス

トを下げて、トータル 2 億円が見えてきたのではないかというのが基本的な認識である。 

（九州大学・尾上PL） もう 1 点は規制の見直しが行われるというのが前提だ。いま出している規制の見直

しが行われるという前提の下に、いくらか緩まるものがあって距離や圧力の考え方などが変わるので、

それらを前提に試算している。 

（吉川分科会長代理） 出口が 2015 年の実用化ということで、あと 2 年程しかない。このプロジェクトは今

年で終わりと聞いているが、そこから先 2015 年に向けて実際に、例えば 100 カ所水素ステーション

を作るということになったとき、この 2 年間で何をする予定か。 

（NEDO・山本主研） 今年メドをつけたもので、ただちにそれを実際の商用ステーションに入れていくと

してもやはりリードタイムが若干ある。そこで 1 年、2 年は必要なので、ここまでの成果で、ギリギ

リ 2015 年に入れていただくということで考えている。来年度から後継プロジェクトを立ち上げる中で

は、今年度中に片付ける予定となっている開発課題と、規制の見直しの議論、そこに対する補強的な

いろいろなデータどりといった積み残し課題への対応をしっかりとやっていくということが第１であ

る。それから 2015 年の先も 2025 年や 2030 年まで何もしなくてもいいのかというとそうではなく、1

年でも早くステーションの低コスト化をさらに進めていきたいと思っている。そこに向けて、これま

で対象にしていなかった課題や規制の見直しの項目もあると思っているので、そういった追加的な手

当てを来年からも早速考えて、規制当局の方々とも擦り合わせをさせていただきながら取り組んでい
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くことではないかと思う。今回、特に高圧タンク用の新しい低コスト鋼材というものが作れないかと

いうことで 4 種類の提案をして、議論させていただいているが、そのもっと先にさらに低コストに出

来る考え方もいくつかあるので、そういったところの検討を始めていくとか、まだまだやるべきこと

はあると思っている。 

（九州大学・尾上PL） 国際的に考えると、先ほど「外国のものはすぐには入って来られない、それは日本

の規制がいくつものバリアとなっているところがある」という話があったが、「日本のモノを持ってい

くのはいいが、入ってくるのはダメだ」というのはとても無理である。受け入れられるためにはどう

いう形になっていくのか、あるいは更に安全に対して見直すことが出来るのか、出来ないのかまでを

追いかけるとなると、相当なところになる。現状は、国際的には相当安全なレベルで素材を選んでい

る。その状態で競争力があるかと言われると、ステーションに関しては自信を持って「うん」と言う

訳にはいかない。クエスチョンマークが付いている。 

（吉川分科会長代理） 先ほどの質問に関連するが、当面は今までやってきた技術をベースにして水素ステ

ーションを作っていくと、2015 年で水素ステーション１カ所いくらという見通しなのか。 

（九州大学・尾上PL） 100 カ所同時発注ということが出来るかどうかというのは非常に難しい問題で、部

分発注、あるいは 1 個を作るということであれば、もう少し高いと思う。2 億円というのは相当の発

注あるいは工夫をしたベースのオーダーと考えている。 

（大谷委員） 安全に関しては東日本大震災でかなり変わった面があるが、それが全然反映されていないよ

うに思う。実際にステーションを作る段階の話なので、このプロジェクトではそこまでいっていない

のかなと感じた。例えば、ガソリンスタンド等では大規模なタンクを地下に埋めるというような議論

もある。上に出ているものは全部流されてしまうので、流されることを前提に考えなければいけない

ということもある。あるいは完全に停電された状態でも燃料は必要だが、では燃料を供給出来るかと

いう話もある。それも踏まえて 2 億円という話なのか、それがちょっと問題という気がする。 

（NEDO・山本主研） NEDO としても、水素ステーションのビジネス、燃料電池・水素ステーションをセ

ットにして普及させていく上で、安全の確保は大前提であると思っている。その上で、去年の震災以

降、事業者の方々と水素の安全についてどう取り組むべきかということは、このプロジェクトの表面

には出していないが、実証事業のコミッティの中で徹底議論をしている。欧米の例も見渡すと、水素

がちょっとした緩みから漏れてしまうという事例がいくつかある。日常の点検や定期点検での実際の

運用上の工夫や設備の設計上の工夫をどうすればそういったリスクが未然に防止出来るのか、漏れて

しまってからの対応では問題があるので、そういったものを未然に防止するための工夫としてどうい

うことが出来るのか等を徹底的に議論している。2 億円の水素ステーションと申し上げたが、実際に商

業運用を開始するとなると、それプラス運用面でもコストが当然出てくる。ただ、やはり我々として

は 2015 年以降、初期の段階においては、まずは安全を最優先すべきだという観点から、水素の安全な

取り扱いについて、いろいろなディスカッションは始めている。2015 年までにしっかりと 1 つのガイ

ドラインというかたちに纏めるのかはまだ決めてはいないが、その考え方を整理して、実際の事例も

収集しながら議論している。ということで、先ほど指摘があった、例えば「津波が来るかもしれない

から地下に埋めるような設計もあり得るのではないか」というところまでは議論が行き着いているわ

けではない。 

（上野委員） 今までの委員の方の意見をいろいろ伺っていて、今回の事業の足元は何なのかと少し疑問に

思っている。私なりに、今回の 5 年間のプロジェクトの目的は、システム技術および機器の要素技術

を開発する、規制見直しのための基礎的データを収集して各種技術基準等を作成する、そして国際標

準もやると、そういうことにあると思っている。今までの話を伺っていたことと、私自身もちょっと

その一段上の部分、それぞれのデータをとる、あるいは要素技術を開発するということに対してどの
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ような作戦でどういうふうに司令を出して、方向付けていくかというところを尾上 PL がやっている

ようにも思えるが、本来、NEDO事業としてそこまでの目的を持っていたのかを確認させていただき

たい。それから、更に 2015 年に向けてこの事業を後継事業というかたちで続けていくとすると、その

司令塔がものすごく大事になってくると感じている。例えば国内規制と国際標準化、あるいは国際基

準調和との関係、設計、安全係数をどう考えるのかを、作戦をもって戦略的に取り組んでいかないと

技術開発にフィードバック出来ない。よって、この全体を見渡した司令塔というところまで含めて、

NEDOの事業というかたちでやっていったらいいのかどうか、そこのところが私自身もまだ結論は出

ていないが、次期に向けてどう考えているのかを聞かせていただきたい。   

（NEDO・山本主研） 今のご指摘は、NEDOとしても非常に悩んでいる。まずこのプロジェクトの大目標

は 70MPa ステーションを現実のものにして実用化していくというのが１番。もう１つは、それを 2

億円で作れるような技術で見通すというものがある。それを達成するために個別の機器の開発もする

し、実際にデータもとって規制の見直しの検討もすることで取り組んいる。その作戦の立て方は、

NEDOが勝手に考えるのではなく、先ほどは「推進助言委員会」で有識者の方々から意見を聞くと申

し上げたが、実はそれ以外にも日本自動車研究所の方々の中でいろいろな産業界が集まっていただく

ワーキングや、JPEC のほうで一堂に集まっていただくいろいろなワーキング、FCCJ などを通じな

がら産業界の要望なり戦略も NEDO として把握してきている。実際に現場に近いところでは尾上 PL

の力も借りて、実際の現場における見方や作戦から、NEDOはこう動くべきではないかという議論も

我々NEDO と PL との間でしながら、産業界の戦略を国全体の戦略に出来るような議論もできるだけ

させていただいている。次のプロジェクトにおいても作戦が大事だというのは当然である。このへん

は尾上 PL の力も借りてこれまで通り、産業界のいろいろなワーキングや機会を使わせていただきな

ら意思疎通良くやって、日本全体としての同一の目的など、それに必要となってくるアプローチとか、

そのパスを皆さんと相談しながら、ブレークダウンして次のプロジェクトの中に埋め込んでいくとい

うつもりでやっていきたいと思っている。 

（上野委員） まさに、その部分の機能がいま明確になっていないと思っている。そこをNEDOの事業にと

いうのもちょっと違うのかなとも思っていたので、先ほどの質問をさせていただいた。今の山本主研

の答えでだいぶんスッキリした。 

（NEDO・山本主研） 規制の見直しついては安全を保護する方々とのディスカッションですから、当然簡

単にすべきでもありませんし、ゆっくり時間をかけてきっちりとした議論はすべきだと思っている。

その観点で、今回のNEDO プロの中でも、例えば高圧ガス保安協会が実際にこのプロジェクトに入っ

て、一緒にデータをとって、それを我々とも一緒に議論をしていただいているこの体制は、私は非常

に素晴らしいと思っており感謝もしている。したがって、次のプロジェクトにおいても、ぜひそのよ

うな連携を続けていきたいと思っている。一方、この規制の見直しをするのかどうかというプロセス

は、それは規制側の方々の手順等があるものですから、そこは尊重すべきだと思っている。ただ、そ

こを巻き込んで、我々の問題意識をどう伝えて、どのような手順でやっていくのが一番いいのかとう

ところは、これまで以上にNEDOも産業界とこの規制の方々との間に入りながら、一緒に議論をさせ

ていただければありがたいと思っている。 

（里川委員） 燃料電池もこういった水素ステーションの技術も、日本の産業力強化のために進んでいる事

業だと理解している。自動車は国際商品であり、自動車会社は海外で売ることも目標に取り組まれて

いると思う。そうすると、水素ステーションも本来であれば輸出したいという気持ちがある。レート

の問題、労働賃金の問題等いろいろありますが、そういったことを超えていくのが技術開発ではない

かと思っているが、特に資源の値段はアメリカのシェールガス革命にあるように相当政策的なもので

差がついている。このため、すぐ日本で使う技術になるかどうかわからないものも、日本の技術が国
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際標準になっていけば外で取り組むことが出来る。最近はメーカーの方は海外で作って、海外で売っ

てというスタイルになりつつあると思うので、そういう視点を入れていただければと思う。プロジェ

クト発足時期はちょっと違ったと思うが、そのあたりについてのお考えを聞かせていただきたい。 

（九州大学・尾上PL） 最初のほうの日本の製品が海外に出ていくことに関しては、最終的には価格帯の問

題などいろいろ出てくると思うが、実際に海外の大手の水素供給メーカーがこの成果に対して非常に

興味を持っている。2 点目の国際標準ですが、これはカーメーカーもインフラメーカーもうまく取り合

い、うまく折り合っていかなければいけない。自国に都合の良い方向に引っ張る方もいるが、そうい

うのを技術的に説明して、それで我が国に良いようにというのが根底にあるスタンスだ。そういうと

ころに、基礎部分から開発部分まで結構力がかかることを、委員の方にも理解願えればと思う。 

（亀山分科会長） このプロジェクトはエネルギーイノベーションプログラムという位置付けの中にあるも

のということで、３つのプロジェクトから構成されている。今お話ししていただいた人たちはそれを

束ねる部分であるので、いわゆるプログラムマネジメントに相当する。個々のプロジェクトから出て

きた成果、アウトプットが最終的にエネルギーイノベーションプログラムの中でどのようにうまく活

用出来るかというアウトカムイメージをある程度 PL は持って、そして各プロジェクトに対して指示

をするという役割を持っているのではないかと思った。そして国も最近ではプログラム評価をかなり

言うようになってきて、プロジェクトの目標値を達成したというだけではなく、複数のプロジェクト

から構成されるプログラムがどうアウトカムを出すかという、そういう評価も始まっているようだが、

NEDOとしてはそのあたりをどう考えているか。 

（NEDO・山本主研） NEDO から見ていると、プログラム評価は逆に最近大人しいなという気がしていた

ので、これからまた盛り上がってくるのかもしれない。METI とのプログラム評価というレベルで議

論しているわけではない。ただ、いまNEDO 全体で見ると、基礎研究もやり、今回の実用化研究もや

り、規制の見直しも検討し、実証ステーションの事業もやるという意味でのプログラムのマネジメン

トにおいて、NEDO として考えなければいけないことを簡単に申し上げる。お手元の資料でスライド

10 ページにこのプロジェクトの相関図を描きましたが、亀山分科会長のご指摘はごもっともと思って

おり、我々は基礎研究からこの実用化研究、そしてその中での規制の見直しにいろいろデータを反映

し、さらにステーションにつなげていって、この先行整備につなげていくというフィード・フォワー

ドの部分も当然しっかりやっていく。それに加え、実際にこの水素ステーションの実証の現場からい

ろいろな課題もバックされてくるので、それをこの実用化の技術開発の中で新たに取り入れ、検討し、

対処したり、場合によっては基礎研究まで戻らないとダメだというところについては、少し時間をか

けてでもしっかりとやっていく、これらのことを一体的にやることによって、例えばこれら 3 つのプ

ロジェクトの費用対効果を最大にしていき、実証ステーション事業とその先の先行整備という民間の

事業と必ずつながるかたちで、そういう問題意識の下でこの基礎研究も技術開発もすべきだと思って

いる。さらに後継プロジェクトを立ち上げたとしても、今後もそういう観点での取り組みをしっかり

マネージするのが NEDO の責任であり、NEDO にしか出来ないことだと思っているので、ただいま

の分科会長のご指摘を受けて、今後もしっかり取り組んでいきたいと思う。 

（亀山分科会長） 国のほうから基本の柱が 5 つと言われてやってきているが、実際に現場のプロジェクト

の成果を見てみると、例えば 6 つ目の柱が必要だとか、逆にこのプログラムの中から、特にレジリエ

ントな社会を作るには水素というインフラがかなり電力に対する柔軟な役割を示すと、震災前はあま

り注視されていなかったのが、水素インフラは地下鉄を整備するのと同じような社会インフラであっ

て、自動車は輸送に使うだけではなくいざというときには発電機になって、家庭用で非常時に発電が

出来るし、ガスステーションはその発電のための燃料がいつでも供給されるという、そういう新しい

水素のインフラの価値がまた出てきているので、そのあたりもこのプログラムとしてはクローズアッ
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プして、絵に描いて、そして 6 本目の柱を提案するようになっていただけると良いのではないかと思

う。 

（NEDO・山本主研） エネルギー基本計画を実現するためのいろいろな施策も検討されてくると思うが、

それに合わせて、かつ最近の新たなニーズにも応えるかたちで、NEDOの技術ロードマップをいま見

直し・検討を行っている。そういったところにも数年前では考えられていなかったが、いまは考えな

ければならない課題が、亀山先生からもご指摘のとおりいくつか出ている。そこも踏まえたかたちで

技術開発のシナリオの中でどう考えるのか、今から何を準備して、いつまでにそのブレークスルーの

イノベーションを図っていくのかということを再点検して、しっかりと世の中のニーズに合うような

シナリオをこれからも作りながら、このマネジメントをしていきたいと思っている。 

 

【非公開セッション】（非公開のため省略） 

詳細説明に先立ち、非公開資料の取扱について評価部より説明があった。 

 

６．プロジェクトの詳細説明 （中間評価実施年度に終了済みの事業以外） 

6.1. システム技術開発 

① 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

6.2. 要素技術開発 

①水素製造機器要素技術に関する研究開発 

①-1 水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

①-2 CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

②水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト機器開発、高耐久化） 

②-1 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

②-2 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

②-3 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

②-4 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

②-5 直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発 

③水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト材料開発） 

③-1 水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・ 

規制見直しに資する評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究開発 

③-2 水素用アルミニウム材料の評価・開発 

6.3. 次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

①革新的な次世代技術の探索･有効性検証に関する研究開発、水素エネルギー導入・普及のための技術開

発シナリオに関するフィージビリティスタディ等研究開発 

①-1 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

①-2 燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 

①-3 水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

①-4 水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

７．全体を通しての質疑 

 

【公開セッション】 
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８．まとめ・講評 

各評価委員から以下の講評があった。 

 

（守谷委員） NEDO の水素製造・輸送・貯蔵システムの技術開発が着々と進んでいることがよく分った。

中にはタイムフレームでかなりそれぞれの項目が入り組んでいるという感じも受けた。2015 年ある

いは 2020 年というのもあったので、それぞれのタイミングに合わせて急ぐもの、もう少しいろいろ

考えてやるものとを分けてやっていくのが良いと思った。技術はさすがに日本の技術力ということで、

規制される当局の方もいろいろ協力していただいているということもよく分った。これも含め、日本

の競争力が維持出来るようにさらに次に向けて進めていただけると良いなと非常に心強く思った。 

（里川委員） 全体としては中間評価に書かれていることがしっかりと実行されている印象だ。特に尾上リ

ーダーがしっかりと事業全体を把握されていて、全体を統括されているという印象があった。本分科

会の中でも話させていただいたが、自動車の技術なので国際的にどう取り組んで行くのか、いまいろ

いろな関税の問題等もあり、日本の技術がガラパゴス化しないための取り組みということでは非常に

きついところだと思う。日本の規制がいろいろ厳しいということからそこは不利だと思うが、外と内

を見ながら 1 つひとつの技術をうまく組み合わせて、実用化に向かって進んでいただきたい。 

（大谷委員） 私は材料というよりも、どちらかというと全体の安全というのが専門で、ガソリンスタンド

に水素ステーションを併設する場合の基準のことなどを検討させていただいたが、ハードに関しては

危険物側よりも高圧ガス側のほうが強度的には丈夫に作られていると感じている。ただ、安全という

ことに関して言うと、人との関係がこれだとまだ見えないというところがあり、そのあたりが見えて

こないとリスク評価は難しいという感じがしている。ガソリンスタンドぐらいに数が普及すると、い

ろいろな人が関与してくる。悪い例では、ガソリンスタンドの店長が従業員に腹を立てて、ノズルを

つかんでガソリンをばらまいたというのがあったが、こういうこともあるかもしれないので、できれ

ばハード的に防げるようなことまで考えていただければありがたいと思う。スタートアップのころは

それなりの人たちが対応してくれるので大丈夫だと思うが、普及期に入ったらどうなるかということ

で、普及の初期に大きな事故をやってしまうと後は続かないということにもなりかねないので、立ち

上げのときに是非いろいろなことを考えて対応していただければと感じた。 

 

（上野委員） この水素製造・輸送・貯蔵システムというのは多くのテーマを含んでおり、なおかつ中間評

価で大変強力なPL が新任されて、全体的に加速されているという印象を受けた。個々の技術で見る

と、完成時期がけっこうバラバラしていて、近いものもあれば遠いものもあり、それぞれがステーシ

ョンを構成する中で大変重要な機器や材料である。2015 年まで、あるいは 2020 年、あるいは 2025

年といったタイムスパンで見たときの水素ステーションのデザインや、どういった機器で構成してい

く、どういった技術をそこに織り込んでいくというようなロードマップのような絵が描けて、それと

規制見直しの進捗と技術の進捗を兼ね合わせて、こんなイメージで水素ステーションは進歩していく

というような絵が描けていけると良いなと感じた。年度末完成というテーマもいくつかあったと思う

が、今日のたくさんのテーマはそれぞれまだ年度末まで頑張っていただきたい。また2015年からFCV

が市販されて、お客さまが水素を頂戴といったときに、何が必要なのか、どういう技術が必要なのか、

どんなことを用意しなければいけないのか、そういったことがすぐこの先にあると思うので、またそ

ういう面でも一緒に考えて、いろいろ準備していきたいと思うので、よろしくお願いしたい。 

（今村委員） 私は中間評価を含めて今回の事後評価にも参加した。水素システム、インフラに係る技術開
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発、それから要素技術、非常によく達成されていて期待出来るなという印象を受けた。特に 2015 年

に FCV 導入ということで進んでいるが、達成項目と挙げられている目標値に関しては、だいたい達

成出来ているように思う。ただ、これを実際に動かしていくということになってくると、たぶん話は

別になってくると思う。特に私が関係している水素貯蔵の分野では、今回はもう高圧ボンベの 70MPa

でスタートするということだが、これは我々研究者としては非常に残念で、何とかもう少し低い圧で

いければと思っていたが、残念ながらそうはならなかった。例えばハイブリッドのタンクでいけば

35MPa とか、あるいは貯蔵材料でいいものが出来ればもっと低い圧が可能で、その分安全性が確保

されるのではないかと思う。現実はそうではなくて、70MPa のタンクで走っていくことになるので、

特にいろいろな安全技術がなおさら大切になると思う。特に燃料電池自動車に係わる国際標準化とか、

規制見直しといったことがさらに大切になるのではないかと思っている。今回もいろいろな事例が挙

げられて、それに対する様々なデータ収集から、基準の調和とかという話であった。水素ステーショ

ンでは防爆の設備とか防護壁といったものは事前に準備・対応出来るが、走っている自動車の場合は

想定外というか、事故を起こした場合にそういうことが出来ないので、安全性の向上や検証を十分に

していただきたい。 

（吉川分科会長代理） 中間評価時点では、実用化のイメージと直結するプロジェクトにしては随分ぜい肉

が付いているなと感じがしたが、今日の結果を見ると、だいぶ余分なものはそぎ落とされて、かなり

実用化をイメージした集中的な研究開発になっており、そういう意味ではPL を設けられたことは非

常に効果があったのではないかと積極的に評価している。一方、新しいエネルギー技術は、技術的に

は出来ても結局、経済性が出ないで普及しないものばかりだとそれは問題である。例えば、自動車事

故が起こったから車を止めようとか、飛行機が落ちたから飛行機を止めようという話にはならないの

は、代替手段が無いからだ。ところが仮に水素で事故が起こると、もう止めようという議論は非常に

起こりやすい。これはいろいろな競合する技術があるし、既に安全性が確認されているものもあるか

らだ。そういう世間の目を気にしながら、いかにコストダウンを図っていくかという、非常に大変な

課題ではないかと私は思う。その時に国際的な動向は非常に大事で、日本だけでこれを実用化しても

意味がなくて、やはり車という商品は国際的な商品だから、国際的な全体の動向を見ながら、では日

本でどうこの技術を実用化していくかという戦略が非常に大事ではないかと思う。 

（亀山分科会長） 私は水素エネルギー協会の会長でもあるので多少水素びいきな話になるが、今回のフォ

ーメーションとしては、やはりプログラム的な発想とプロジェクトの関係をうまく組み合わせて、尾

上先生に全体のPL として、NEDO側からは山本主任研究員にいろいろと同じ役割を担っていただき、

各プロジェクトもプロジェクトのリーダーが非常によく纏めていたと思った。構想段階からちゃんと

プログラムを考え、いわゆるビジネスモデルまで想定した上でプロジェクトを作るという、2001 年

に経産省が開発したプロジェクト・プログラム・マネジメント手法が、やっと NEDO でこういうか

たちで浸透してきたなという感じがした。やはりプログラムを実現するということは、水素の新しい

市場を作るということで、技術を開発するその先はイノベーションですので、新しい市場を形成する

ということだ。昔ソニーがウォークマンを発明してそれが市場になった。カセットが中心として音楽

があったのと同じように、日本で水素をビジネスとしての市場を作るということは、これからの日本

にとっても非常に重要な役割を担っているのではないかという気がする。そのためには、1 つの会社

がいくら頑張っても出来ない複合技術であるのと、社会変革が必要なので、やはり今回 NEDO が中

心となってやるこのようなコンソーシアム的なかたちで技術開発と制度変更も含めたことをするい

うのは、日本を変える上で非常に重要ではないかという気がする。今回のプロジェクトは 5 年前にス
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タートしたので、5 年前の想定のもとに描かれたシナリオだったと思うが、その後震災や原発事故等

もあって外部環境が大きく変わってきた。そういう意味ではますます水素が、レジリエントな社会を

作る上で非常に重要になってきたということを今日の発表を聞いて感じた。昨日は燃料電池の発表会

があったが、結局停電になったときに今の燃料電池は動かなかったということから、停電時でも自律

的に動くということになると、では電気はどうするのかといったときに、例えば水素自動車が各家庭

に１台ずつあれば停電のときは水素自動車から電気をやって、そして燃料電池のところに供給すれば

5 分でパッとスタートするわけだ。いまのところ 50 分もかかってやっと自立運転だが、車がそこに

あるだけで 5 分もかからず発電でぱっと電気がつく。そういうような変化のときに、パッとほかの技

術が流用出来るような社会が、持続可能なレジリエントな社会ではないかと思うし、そのときに水素

が非常に役に立つと思う。産業界でも石油業界は新しい市場をこれで形成し、ガソリンスタンドのガ

ソリンが減ったとしても今度は水素を売る立場になり、都市ガスも水素市場に入ることになり、おそ

らく製鉄も鉄の値段だけではなく、コ・プロダクションで水素と鉄を売る会社になっていき、そうい

う意味では世の中がどんどん変わるきっかけを作るものとして、水素がすごく重要な社会インフラに

なるのではないかと思う。是非 2015 年キックオフに自動車が動いて、2025 年に自立で水素自動車が

200 万台動く時代になるように我々は頑張りたいなという感じを持った。 

 

９．今後の予定、その他 

１０．閉会 
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資料 6-2-3 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

低コスト型 70MPa級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

資料 6-2-4 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

低コスト型 70MPa級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

資料 6-2-5 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

低コスト型 70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

資料 6-2-6 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

資料 6-2-7 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

直接充填方式水素ステーション用圧縮機の研究開発 

資料 6-2-8 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材料開発、および国際標準化・規制見直しに資する

評価試験法の開発、材料データの取得に係る研究開発 

資料 6-2-9 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

水素用アルミニウム材料の評価・開発 

資料 6-3-1 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

資料 6-3-2 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発 
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資料 6-3-3 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発 

資料 6-3-4 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理化のための研究開発 

資料 7 今後の予定 
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参考資料４ 評価結果の反映について 



 

 

参
考
資
料

4
－

1 

 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

・地球環境問題に対する一つの解決手段として、水素を活用し

たエネルギーシステムが有効であることは周知の事実であり、

NEDO事業として水素製造・輸送・貯蔵システムの実用化と普

及を推進することの意義は大きい。 
 
・実用化に向けて経済性の点で不安がある。水素ステーション

の低コスト化（２億円）の目標を達成する見込みが提示されて

いるが、世界的に見るとまだまだ高いレベルであり、ガソリン

ステーションとの比較においても普及に向けた更なる低コス

ト化が望まれる。  
 
 
 
 
・実用化に向けて、コスト面と耐久性の点で、検討が必要なテ

ーマと、実用化がすぐに可能なテーマが混在しているためプロ

ジェクトの管理が難しくなっている。複数のテーマをうまく関

連付けるためには、時間軸を意識した枠組みで技術開発を管理

すべきである。 
 
 
 

 
 
 
 
 
・近年追加された、コストアップ要因（安全確保に対する要求（通

信充填、温度制御）や、事業性確保のための要求（直接充填、急速

充填）等）も含めたスペックでは、水素ステーション建設費２億円

以下という目標は達成できていない。後継事業において、水素ステ

ーションの低コスト化を大目標として位置付けて、規制見直し、機

器・材料の低コスト化、設計・土木工事費の低減、量産化等を総合

的に考慮して、目標達成を目指す。 
 →後継事業の基本計画へ反映。 
 
・後継事業では、時間軸を意識し、「水素ステーション用低コスト
機器・システム機器開発」では、特に実用化に近い部分の技術開発
テーマについて推進する。 

→後継事業の基本計画に反映。 
→平成２４年度実施方針、実施計画を変更し対応済み。 

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」（事後評価前倒し実施）の評価結果の反映について 



 

 

  

 

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 

 

平成２５年３月 

 

 NEDO 評価部 評価部 

 部長 竹下  満 

 主幹 三上  強 

 担当 加藤 芳範 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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